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(注) １． 別段の記載がある場合を除き、本書に記載の「ユーロ」、「€」又は「EUR」は欧州経済通貨同盟に参

加している欧州連合（以下「EU」という。）の加盟国の統一通貨を、「米ドル」はアメリカ合衆国の

法定通貨を、「円」又は「日本円」は日本国の法定通貨を指すものとする。本書において、別段の記

載がある場合を除き、便宜上記載されている日本円への換算は、１ユーロ＝133.79円の為替レート

（2015年５月11日現在の株式会社三菱東京UFJ銀行の対顧客電信直物売買相場仲値）により計算され

ている。

　　　２． 本書において、文脈上別段の記載又は解釈がなされる場合を除き、「当行」及び「ナティクシス」

は、ナティクシスを、「当行グループ」はナティクシス及びその連結子会社を指す。

　　　３． 本書中の表で計数が四捨五入されている場合、合計は計数の総和と必ずしも一致しない。

　　　４． 将来予測に関する記述

本書に含まれる記載は、将来予測に関する記述を含んでいる。「信じている」、「意図している」、

「予想している」、「考えている」、「見積もっている」、「予測している」、「～の可能性があ

る」、「計画している」、「～であろう」、「企図している」、「期待している」、「目的としてい

る」、「将来」及び「～に違いない」といった用語並びにこれらに類似する表現は、将来予測に関す

る記述であることを明確にすることを意図している。これらの将来予測に関する記述は、将来の事象

に関する本書の日付現在の当行の予想及び仮定に基づくものである。

かかる将来予測に関する記述は、リスク、不確実性その他実際の結果と将来予測に関する記述におい

て明示又は黙示される記述との相違を生じさせる要因による影響を受ける。
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第一部 【企業情報】
 

第１ 【本国における法制等の概要】
 

１ 【会社制度等の概要】

 

（１）【提出会社の属する国・州等における会社制度】

当行は株式会社（Société Anonyme (SA)）の形態をとるフランスの有限責任会社である。

フランスの有限責任会社として、当行はフランス商法（Code de commerce）第２編の第L.225-１条以下

に従う（下記「以下の記載は、当行を含む上場株式会社に適用されるフランス商法の主要な規定の概略で

ある。」を参照のこと。）。金融機関として、当行はフランス通貨金融法典（code monétaire et

financier）の第L.511-１条以下及び第L.531-１条以下に従う。

 

以下の記載は、当行を含む上場株式会社に適用されるフランス商法の主要な規定の概略である。

 

定款は株式会社の準拠する根本規則を定めた文書である。定款には特に株式会社の商号、存続期間、登

録事務所の所在地、企業目的、資本金の額及び株式の譲渡性についての一切の制限を定めることを要す

る。

 

a) 資本金

2009年４月１日以降（2009年１月22日付指令番号2009-80に従い）株式会社の法定最低資本金は37,000

ユーロで、１株当たりの額面金額について法律上の制約はない。株式には、普通株式と優先株式のような

異なる種類を設けることができる。優先株式とは、議決権の有無にかかわらず、優先的配当又は清算に関

する権利等、普通株式に対する優先的な権利を持つすべての株式をいう。フランス法上、議決権のない優

先株式（actions de préférence sans droit de vote）が株式会社の資本金全体に占める割合は、50％

（上場企業の場合は25％）を超えることができない。

 

b) 株式の様式、所有及び譲渡

従来の意味における無記名式株式の概念、すなわち会社がその無記名式株式の株券を発行し、かかる株

券の所有者は株券を引き渡すことにより第三者に当該株式を譲渡することができ、またかかる株券を発行

会社に呈示することにより株券に表章された権利を会社に対して行使することができるという概念は、フ

ランスではもはや存在しない。記名式であれ、無記名式であれ、株式の所有権は、もはや株券によってで

はなく、記名式株式（titres en nominatif pur）の場合には、会社の株主名簿への登録によって、無記名

式株式（titres au porteur）又は管理登録株式（titres en nominatif administré）の場合には、実質株

主が承認仲介機関において保有する個々の口座への記帳によって表章される。所有権又はその譲渡は、記

名式株式の場合には会社により、管理登録株式又は無記名式株式の場合には承認仲介機関により発行され

る証明書によって証明される。

当行の定款には、株式譲渡を制限する条項はない。

 

c) 株式取得

上場会社は、株主による事前の授権を条件として、その資本金の10％を上限に自己株式を取得すること

ができる。フランス商法は次のような株式の会社間の相互保有を制限している。すなわち、もしある会社

が他の会社の株式を10％以上直接所有している場合、当該他の会社は前者の会社の株式を所有することが

できない。さらに、もしある会社が直接的に若しくはその子会社又はその支配する会社を通じて間接的に

自己株式を支配している場合、それらの株式については、当該会社の株主総会において議決権の行使が認

められない。
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d) 株主の責任は所有株式の額面金額を限度とする。

 

e) 資本金の変更

増資

フランス商法の規定に基づき、当行の資本金は、取締役会からの提案を受けた臨時株主総会における株

主の承認を得たうえでのみ増加させることができる。増資は、以下の方法により実施することができる。

・株式の追加発行

・発行済株式の額面金額の増加

有価証券の追加発行による増資は、以下の一つ又は複数の方法により実施することができる。

・現金を対価とする方法（換金可能な対価及び当行に対する債権を含む。）

・現物出資資産を対価とする方法

・合併又は会社分割による方法

・資本へのアクセスを可能にする譲渡可能証券に付与された権利の行使による方法

・利益、準備金若しくは資本剰余金の資本組入れによる方法

・様々な条件に従い、当行が負う債務を弁済するために行う方法

準備金、利益及び／又は資本剰余金の資本組入れによる増資を決定するには、定時株主総会に適用され

る定足数及び多数決要件に従い開催された臨時株主総会における承認が必要である。株式の額面金額の増

加により実施される増資は、準備金、利益又は資本剰余金の資本組入れにより実施される場合を除き、株

主の全員一致による承認が必要である。その他のすべての増資は、通常の定足数及び多数決要件に従い開

催された臨時株主総会における承認が必要である。

当該増資が株主により承認された場合、株主は、当該増資を実施する権限を取締役会に委託することが

できる。取締役会は、かかる権限をさらに最高経営責任者に委託することができる。

 

減資

フランス商法に基づき、当行の資本金を減少するには、臨時株主総会において議決権を行使する資格を

有する株主による承認が必要である。資本金は、発行済株式の額面金額の減少又は発行済株式数の減少の

いずれかにより減少させることができる。発行済株式数は、株式の交換又は株式の買戻し及び消却により

減少させることができる。各種類の株式の株主は、影響を受ける各株主が別途合意しない限り、同等に扱

われなければならない。

当該減資が株主により承認された場合、株主は、当該減資を実施する権限を取締役会に委託することが

できる。

 

優先的新株引受権

フランス商法に基づき、当行が資本金に影響を及ぼす（発行時であるかその後であるかを問わない。）

株式又は有価証券を発行する場合、現在の普通株式の株主は、比例計算による、かかる有価証券の優先的

引受権を有する。かかる優先的新株引受権により、当行は、現在の普通株式の株主を優先的に扱うことが

求められる。かかる権利により、これを有する個人又は団体は、当行の資本金を増加することのできる有

価証券が発行される場合に、これを現金により引き受けることができる。優先的新株引受権は、特定の募

集に係る申込期間中に譲渡することができる。かかる権利は上場することも可能である。

特定の募集に係る優先的新株引受権は、臨時株主総会における議決権のある株式の３分の２の多数票を

有する株主の決議により、放棄することができる。取締役会及びその独立法定監査人は、フランス法によ

り、優先的新株引受権を放棄する提案を明確に示した報告書を提出する必要がある。放棄を行う場合、有

価証券の発行は法律で定められた期間内に完了しなければならない。

普通株式の株主はまた、その選択により、特定の募集に関する自身の優先的新株引受権を放棄したい旨

当行に通知することができる。

普通株式の株主は、限定された期間において、普通株式の既存株主に対して、新規の有価証券を引き受

けるための譲渡不能な優先権を与えることを臨時株主総会で決定することができる。
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f) 株式払込請求及び株式の失権

株式払込請求

フランス法上、株式会社（Société Anonyme (SA)）として組織された会社は、以下の条件に従い、引受

け時に全額の払込が行われない株式を発行することができる。

・当該会社の設立時に現金により引き受けられた株式は、その額面価額の少なくとも50％が払い込まれ

なければならない。

・増資により現金で支払われた株式は、その額面価額の少なくとも４分の１が払い込まれなければなら

ない。

いずれの場合にも、残高は、会社の登記又は増資から５年以内に一括又は分割で支払われなければなら

ない。

定款により明示的に認められていない場合、当該会社は、その授権機関により決定された分割払いの事

前支払を株主より受け入れることを要しない。

また、配当受領権は、株主がその引き受けた株式の支払金を当該会社の授権機関が定めた期間内に支払

わなかった場合にのみ停止される。

株式が額面金額を超えた価格で発行されるときは、かかるプレミアムは発行時に全額払い込まれること

を要する。

 

株式の失権

フランス法上、株主が取締役会の要求する方法及び日時による分割払いを行わなかった場合、以下の結

果が生じる。

・取締役会が定めた当該分割払いの支払日以降、未払いの金額に対して、適用ある法定金利による利息

が付される。

・会社が損失を被った場合、当該株主は損害賠償の責任を負う可能性がある。

・当該株主に対して正式な通知が送付されてから30日が経過した後においても当該分割払い金が支払わ

れていない場合、当該分割払い金が支払われていない株式による、株主総会への出席権及び議決権の

付与が停止される。かかる株式に付随する議決権は、株主総会における定足数及び多数決に算入され

ないものとする。

このような株式に付随する配当受領権及び優先的新株引受権は、一時的に停止される。元本及び利息の

全額支払の後、当該株主は、未受領の配当がある場合にはその支払を要求することができる。しかしなが

ら、当該株主は、申込期間の終了後に当該優先的新株引受権を行使することはできない。

 

g) 株式保有の変更の通知

法定の株式保有基準を超えた場合の通知

株主又は協調行動をとる株主の集団が、株式保有について、規制市場におけるいずれかの上場会社の資

本金又は議決権（議決権の数が株式の数と異なる場合）の１/20（５％）、１/10（10％）、３/20

（15％）、１/５（20％）、１/４（25％）、３/10（30％）、１/３（33.33％）、１/２（50％）、２/３

（66.66％）、18/20（90％）又は19/20（95％）の水準を上回り、又は下回る変更を行う場合には、会社及

び金融市場庁（AMF）にその旨を通知しなければならない。かかる通知には、(ⅰ)発行される株式及びそれ

に付随する議決権を取得することができる有価証券（ワラント、転換社債及び新株式若しくは既存株式へ

の転換又は新株式若しくは既存株式との交換が可能な債券など）の数並びに(ⅱ)契約又は金融証書に基づ

き報告者が取得する権利がある株式についての記載も含まれなければならない。

かかる通知を怠った場合、当該水準を超える株式については議決権を２年間行使することができない。

定款の規定により、0.5％から５％の間の株式保有についても別途通知義務を課すことができる。

 

法定外の株式保有基準を超えた場合の通知

また、上場会社の定款において、さらなる株式保有基準を超えた場合の通知が定められていることがあ

る。下記「（２）提出会社の定款等に規定する制度」の当行定款第５条を参照のこと。
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h) 経営及び運営

フランス法上、株式会社の株主は２種類の経営制度を選択することができる。すなわち、最高経営責任

者を伴う取締役会の制度、又は業務執行役員会と監督委員会の制度である。

 

(ⅰ) 取締役会及び最高経営責任者

取締役会（Conseil d'administration）は３名以上18名以内の取締役からなる。また、吸収合併又は

新設合併の場合、取締役の数を暫定的に最高24名まで増加することができる。取締役はフランス人若し

くは外国人又は法人でもよいが、取締役として選任された法人の場合はその常任代表者として自然人１

名を指名しなければならない。

2009年１月１日以降、定款に別段の定めがある場合を除き、取締役会構成員が会社株式を１株以上保

有しなければならないとする要件はない。

2011年１月27日以降、法律により、上場会社の取締役会における女性の構成員の最低人数が定められ

ている。この法律に従い、取締役会には、2014年１月１日以降に開催される最初の定時株主総会までに

少なくとも20％、2017年１月１日以降に開催される最初の定時株主総会までに少なくとも40％の女性を

含めなければならない。

取締役会構成員は最長任期６年で株主により選任され、定款に別段の定めがない限り、（定款に定め

がある場合はその年齢制限の範囲内で）何度でも再任されることができる。取締役は、株主により事前

の通知、理由又は補償なしに解任され得る。

取締役会は会社の活動の方向性を決定し、その実行を確保する。取締役会は、株主総会に明示的に与

えられた権限に従い、また会社の目的の範囲内で会社の適切な運営に関する一切の問題を取り扱い、会

社に関する事項を協議によって決定する。取締役会はその任務の遂行に必要なすべての文書及び情報を

与えられる。

審議を有効とするためには、少なくとも半数の取締役が実際に審議の場に出席する必要がある。取締

役会の決議は、出席取締役又は委任状により代理された取締役の多数決により決せられる。可否同数の

場合は、定款に別段の定めがない限り、取締役会会長（Président du Conseil d'Administration -

PCA）が決定権限を有する。

取締役会会長は取締役会の構成員の中から同構成員によって選任される。取締役会会長は取締役会の

業務を調整及び監督し、株主総会にこれを報告する。取締役会会長は会社の企業組織が正常に機能して

いることを確認し、特に他の取締役会構成員がそれぞれの任務を遂行できることを確保する。

取締役会は、会社の経営管理を組織化する方法を決定する。会社の経営管理は、取締役会会長が、又

は取締役会に選任された最高経営責任者（directeur général）の肩書を有する者が、自らの責任で担当

することができる。

最高経営責任者は、すべての状況において会社を代表して行為をする幅広い権限を与えられている。

最高経営責任者は、会社の目的の範囲内で、かつ、法が明示的に株主総会又は取締役会に与えた権限に

従って、その権限を行使する。

最高経営責任者は、第三者との関係で会社を代表する。会社は、第三者が当該行為が会社の目的の範

囲外であることを知っていたこと、又は定款の公表だけではかかる証明をするのに十分でないと思われ

る場合は知っていたはずであることが証明されない限り、会社の目的の範囲外の最高経営責任者の行為

によっても拘束される。

取締役会は最高経営責任者の権限を制限することができるが、この制限は第三者に対しては効力を有

しない。

最高経営責任者は、取締役会により選任され、取締役会によりいつでも解任され得る。

取締役会は、最高経営責任者の提案により、最高経営責任者代理（directeur général délégué）の肩

書で最高経営責任者を補佐する責任を負う者を５名まで選任することができる。取締役会は、最高経営

責任者の提案により、いずれの最高経営責任者代理も解任することができる。
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取締役会は、最高経営責任者の同意を得て、最高経営責任者代理に与えられる権限の範囲及び期間を

決定する。ただし、最高経営責任者代理は、第三者との関係においては、最高経営責任者と同一の権限

を有するものとする。

 

(ⅱ) 業務執行役員会及び監督委員会

本制度の下で会社は監督委員会（Conseil de surveillance）の監督下にある業務執行役員会

（Directoire）により経営される。

監督委員会は３名以上18名以内の監事から構成され、監事にはフランス人若しくは外国人又は法人が

なることができ、最長任期６年で株主により選任される。ただし、何度でも再任されることができる。

監事は定時株主総会で理由を示されることなく解任され得る。法人が監事になっている場合は、その法

人は自然人１名をその常任代表者として定めなければならない。各監事は、定款に定めがある場合に限

り、会社の株式を一定数保有しなければならない。監督委員会に関係する規定の大部分は、取締役会に

適用されるものと同様であるが、監督委員会は業務執行役員会を単に監督するのに対して取締役会は経

営機能を有する点が異なる。

業務執行役員会は、２名以上５名以内（上場会社の場合は７名以内）の構成員からなり、その構成員

は自然人であることを要し、監督委員会により選任されるが、構成員は、定款に別段の定めのある場合

を除き、株主である必要はない。資本金が150,000ユーロ未満の株式会社の業務執行役員会は１名の構成

員を有するだけでよい。この場合、当該構成員は単独最高経営責任者（directeur général unique）と

呼ばれる。業務執行役員会の構成員の任期は、定款に定めがなければ４年、定めがあるときは最低２年

で、かつ最長６年である。業務執行役員会の権限は広範で、会社の目的並びに監督委員会及び株主総会

に法律上留保された決定による制約を受けるのみである。業務執行役員会の権限に加えられた制限は会

社内部では拘束力を有するが、第三者に対してその制限をもって対抗することはできない。業務執行役

員会によりなされる経営上の決定に関する規則は定款に定められる。業務執行役員会は合議制の経営機

関である。業務執行役員会の構成員１名は監督委員会により会社を代表すべきことを定められる。この

ように選定された者は業務執行役員会会長の肩書を有する。

2012年１月27日以降、取締役会の構成に適用される女性構成員に関する規則と同様の規則が監督委員

会に適用される。

業務執行役員会は、四半期ごとの営業報告書を監督委員会に提出することとなっている。業務執行役

員会の構成員は監事を兼ねることができない。業務執行役員会の構成員は、定時株主総会及び定款で定

められている場合において監督委員会により解任され得る。業務執行役員会の構成員が正当な理由なく

解任された場合、当該構成員には損害賠償の請求を行う権利が認められている。

 

取締役の契約上の利益

フランス法に基づき、取締役は、自身又は自身と関係のある事業体と当行との間で直接又は間接的に

締結される契約を認識した場合、直ちに取締役会に報告しなければならない。かかる契約は、通常の業

務において締結された通常の条件での取引を除き、関連当事者間取引（conventions réglementées）と

呼ばれ、取締役会による事前の同意及び次の株主総会における事後承認を得なければならない。取締役

会による事前承認は正当な動機に基いたものでなければならず、とりわけ取引に係る経済的な条件を考

慮しなければならない。承認された関連当事者間の取引は効力を有する限り、各事業年度において取締

役会により再審査される。利害関係のある取締役は、かかる取引の事前又は事後の承認（場合によ

る。）のために取締役会又は年次株主総会に提示された議題について議決権を行使することができな

い。当該利害関係者は、フランスの裁判所の最終的な管理の下で、関連当事者間取引が通常の条件でか

つ通常の業務において行われたか否かを決定する責任を有する。

フランス法上、通常の業務において締結された通常の条件でない関連当事者間取引は、最終的に、か

かる取引に関する法定監査人の特別報告書が提供された後の年次株主総会（又はこれに関して開催され

たその他の定時株主総会）に出席し、又はこれに代理出席した株主の過半数票により承認されなければ

ならない。利害関係者はかかる投票に参加することができず、その有する株式は、当該投票に係る定足
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数及び多数決の計算において算入されない。ただし、フランス法に基づき、かかる関連当事者間取引

は、取締役会の承認を得た場合には有効となる。かかる取締役会の事前承認がない場合、次の株主総会

において承認されない限り、当行にとって不利益ないかなる契約も無効であると宣言することができ

る。利害関係者はまた、民事責任を負う。一度取締役会により正式に承認されると、（不正行為として

失効させられない限り）関連当事者間取引は有効で、次回の株主総会において承認されなかったとして

も、第三者に対する効力を有し続ける。関連当事者及び（必要な場合には）その他の取締役は、この場

合、かかる取引の結果当行が被った損失に対して責任を負う。

フランス法上、取締役は、自身の取締役としての選任及び職務の終了に関して株主総会に提示された

議題について、議決権を行使することができ、また定足数に含めることができる。

フランス法に基づき、取締役は、通常の条件での通常の商慣習による取引を除き、当行によって提供

された融資、融資類似の取引、保証又はその他の信用供与から直接又は間接的に個人的な利益を得るこ

とを禁止されている。

かかる規則は業務執行役員会及び監督委員会にも準用され、関連当事者間取引は事前承認を得るため

に監査役会に提示される。

 

法定監査人

株式会社は１名以上、会社が持株会社であり、連結会計表示の義務がある場合には２名以上の法定監

査人を置かなければならない。法定監査人は、取締役会、監督委員会又は株主の提案を受けて株主総会

において指名される。法定監査人は、特に会社勘定を監査する法的任務を有する。法定監査人は、その

任務を報告書に詳述し、かかる勘定が会社の状態に関する真実かつ公正な見解を示しているかについて

の見解を述べ、これを証明する。

法定監査人に関する詳細については、下記「ⅰ) 株式に付与された権利－(ⅳ) 法定監査人」を参照の

こと。

 

ⅰ) 株式に付与された権利

(ⅰ) 株主総会

株主は、総会を通じて会社に対する支配権を行使する。（2010年12月９日付指令番号2010-1511に従

い）2011年１月１日から、上場企業の株主は、配偶者又はその他の個人若しくは法人に対して委任状を

与えることができる。

総会には定時・臨時の２種類がある。

 

定時株主総会

定時株主総会は、少なくとも毎年１回、財務書類を承認するために事業年度末から６ヶ月以内（銀行

については５ヶ月以内）に開催されなければならない。その他の定時株主総会は、定款を変更する場合

を除き、あらゆる事項について必要とされる場合に開催することができる。以下の事項は定時株主総会

による決議を必要とする。

・取締役の選任、変更又は解任

・独立法定監査人の選任

・年次決算の承認

・配当の宣言又は株式による配当支払の承認

・当行、その取締役、執行役員（すなわち、最高経営責任者及び最高経営責任者代理）又は大株主を

当事者とする一定の取引の承認

定時株主総会の第１回招集の場合の定足数は、資本の20％を有する株主が出席し、又は代理出席する

ことにより充足される。第２回招集については定足数の要件はない。承認のためには過半数の賛成投票

（代理投票を含む。）を要する。

 

臨時株主総会
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臨時株主総会のみが定款を変更する権限を有する。利益準備金、準備金又は資本剰余金の資本組入れ

は、臨時株主総会で承認されるが、その定足数及び多数決要件は定時株主総会の場合と同じである。そ

の他のすべての決議については、定足数は第１回招集で資本の25％又は第２回招集で20％を有する株主

が出席し、又は代理出席することにより充足される。承認のためには３分の２の多数の賛成投票（代理

投票を含む。）を要する。定款により数種の株式が定められている場合は、全株主に適法に通知された

臨時株主総会の承認がなければこれら数種の株式の権利内容に変更を加えることができない。さらに、

関係する種類の株式の株主の特別総会により当該決議が承認されなければならない。

 

(ⅱ) 議決権

一般に、１株当たりの株式の議決権の数は、保有する資本金の割合に比例するが、これは定款の特定

の規定により変更することができる。原則として、１株は少なくとも１個の議決権を有する。株主１名

当たりの議決権の数を制限することは可能であるが、かかる制限は同一の種類の全株式に適用されなけ

ればならない。さらに、同一の株主が最低２年間全額払込済の記名式株式を所有する場合に限り、定款

に定めることにより、かかる株式に２倍の議決権を与えることができる。

 

(ⅲ) 配当及び準備金

配当及び利益処分は株主により承認されなければならない。定款に別段の記載がある場合を除き配当

金の支払について制限はないが、配当は分配可能利益を上回ることはできない。さらに、各年、純利益

の最低５％は、発行済株式の資本金の10％に達するまで法定準備金に組み入れることを要する。定款に

より第１順位配当を設けることができる。法定監査人が意見を述べた最終又は中間貸借対照表により、

利益が減価償却、準備金及び適用ある場合は繰越損失による調整後の中間配当の額以上であることが示

される場合には、会社は中間配当を支払うこともできる。取締役会（又は業務執行役員会）は、中間配

当の支払、その金額及び支払日について決定する。

 

(ⅳ) 法定監査人

会社の財務書類は、非常に広い調査権限を有する１名又は複数名の法定監査人により監査される。か

かる法定監査人は定時株主総会において株主より選任され、任期は６事業年度とする。法定監査人は当

該会社と共通の利益を有してはならない。

 

(ⅴ) 清算

会社の清算の場合は、全負債及び清算費用支払後の残余金は、株主（議決権証券保有者を除く。）の

間で分配される。

 

（２）【提出会社の定款等に規定する制度】

以下の記載は、フランス法の一定の条項における本書提出日現在までの当行の定款の規定の要約であ

る。かかる当行の要約された情報に関する記載は完全なものでなく、そのすべてにつき当行の定款を参照

することが必要である。定款は2015年３月２日に最終更新された。

 

当行の企業目的

当行のフランス及びその他の構成国における企業目的は、以下のとおりである。

・銀行法の意味するところのあらゆる銀行業務及び関連業務の運営

・フランス財政金融法に定義されているところのあらゆる投資サービスの提供

・特別な契約の一環として、フランス国家から経済金融分野において委任される特定の業務の遂行

・あらゆる仲買事業の実施

・上記活動に直接的又は間接的に関連する企業、グループ又は団体への資本参加

・並びにあらゆる民事取引及び商事取引の完了

 

株式
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(a) 資本金（定款第３条）

当行の資本金は4,991,395,425.60ユーロとし、１株当たり額面金額1.60ユーロの当行の普通株式

3,119,622,141株からなり、そのすべてが全額払込済みである。

 

(b) 株式の様式（定款第４条）

当行の株式は、株主の選択により、記名株式又は識別可能な無記名株式のいずれかとする。

株式は株主名簿に登録し、法令で定める条件に従って譲渡を行う。

 

(c) 株式保有基準に達した場合の通知及び株主の識別（定款第５条）

(ⅰ) 株式保有基準に達した場合の通知

法定の株式保有基準を超えた場合の通知（「（１）提出会社の属する国・州等における会社制度－g) 株

式保有の変更の通知」を参照のこと。）に加えて、当行の定款は次のことを規定する。直接又は間接に、

単独又は共同で、株式に付与されたすべての議決権（議決権が剥奪された株式を含む。）の１％又はその

整数倍の議決権を有する個人又は法人は、配達証明付き書留便で所有議決権数を会社に通知しなければな

らない。当該通知は当該部分の株式を取得又は譲渡した日から15日以内に実施しなければならない。

前項に規定する通知義務を遵守せず、少なくとも１％の議決権を有する株主から請求があり、当該請求

が総会の議事録に記録された場合、超過分の株式、つまり通知すべきであった部分の株式は、通知遵守日

から２年間は議決権が剥奪されるものとする。

 

(ⅱ) 株主の識別

当行は現行の法令で規定される条件に従って、株主総会における議決権を付与され又は将来付与される

株式の所有者に関するあらゆる情報、とりわけ、その身元、国籍、住所、保有株式数及びこれらの株式に

課せられる可能性のある制限に関する情報を提供するよう、あらゆる組織又は仲介機関に対して請求する

ことができる。

 

(d) 株式の不可分性（定款第６条）

株式は当行との関係で不可分とする。共同所有者は、当行に対してその中の１人又は株主以外の１人の

受任者を自らの代理人としなければならない。

 

(e) 株式に付された権利及び義務（定款第７条）

優先株が発行されていた場合に優先株に付与される権利を除き、各株式は、会社資産の所有権の範囲

で、発行済みの株式数に比例する１個の持分を受ける権利を与える。

株主は当行の株式資本に対する自らの出資の範囲内においてのみ損失を負担するものとする。

株式に付着する義務と権利とは株券に付随する。株式の所有は、法律上当然に、当行の定款及び定時株

主総会の決議に従うことを意味する。

 

経営

(a) 取締役会（定款第９条及び第11条）

(ⅰ) 取締役会の構成

当行は、法律で定める合併の場合における例外規定に従い、３人以上18人以内で構成される取締役会に

より運営される。

取締役は定時株主総会によって選任される。ただし、死亡又は辞職により、単数又は複数の取締役の職

に欠員が出た場合は、次回定時株主総会までに追認されることを条件として、それぞれの前任者の任期の

残存期間を任期として取締役会による補欠の選任を行うことができる。

現行の規則に従って、従業員株主の所有する資本金の割合が法律で規定される上限を超えたことが明ら

かになった場合、従業員貯蓄基金の理事会によって、このために指名された候補者の中から１人の取締役

が定時株主総会で選任される。このように選任された取締役は、取締役の員数制限の計算には考慮されな
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い。このように選任された取締役は、取締役会の構成員であり、投票権を有する。かかる取締役は、当行

の他の取締役と同様の権利と義務を有するものとする。

70歳を上回る取締役の人数が現職の取締役全体の３分の１を超えることがあってはならない。この割合

に達した場合、次回の定時株主総会終了後に最年長の取締役が辞任する。

各取締役は、その任期の間140株以上の当行の株式を保有していなければならない。

取締役の任期は６年とし、再任可能とする。取締役の任期は、取締役の任期が満了する年に開催され、

前事業年度に係る財務書類の承認が行われる定時株主総会の終結時に終了する。

 

(ⅱ) 取締役会の会議

取締役会は、取締役会長による招集により、本社又は召集通知に示される他の場所において、当行の利

益及び法令の規定により必要が生じた場合に随時開催される。取締役会長はまた、取締役の３分の１以上

又は最高経営責任者による要請がある場合、特定の議題に基づいて取締役会を召集することができる。取

締役会長は、かかる方法による要請に従うものとする。

決議は自ら又は委任状により出席した取締役の過半数をもって採択する。賛否同数の場合は、（取締役

会長を任命する場合を除き）取締役会長の票を決定票とする。取締役会は、取締役の過半数以上が出席し

ている場合又は出席とみなされる場合にのみ、有効な決定を行う。

 

(b) 取締役会長及び最高経営責任者（定款第10条、第15条及び第16条）

(ⅰ) 取締役会長

取締役会は、取締役会長（自然人に限る）を互選で選出する。取締役会長の任期は取締役の任期とし、

再任可能とする。

取締役会は、取締役会長の提案により、１人又は複数名の副会長を互選で選出することができる。

取締役会長は取締役会の会議を招集しめなければならない。取締役会長は、会議を計画及び開催し、こ

れを定時株主総会に報告する。

取締役会長は、会社組織の円滑な機能、特に取締役による任務の遂行状況に対する責任を持つ。

 

(ⅱ) 執行役員

A 最高経営責任者

取締役会は、最高経営責任者を互選又は取締役以外の者から任命することができる。最高経営責任者

は、取締役会によっていつでも解任することができる。

最高経営責任者は、いかなる状況においても当行の名で行為する広範な権限が与えられる。最高経営責

任者は、当行の目的の範囲内で、法令により明示的に株主総会及び取締役会に付与される権限並びに内規

により定められた規定及び制限に従って、これらの権限を行使する。

最高経営責任者は第三者に対して当行を代表する。

取締役会は、最高経営責任者の権限を制限することができる。ただし、かかる権限の制限は、第三者に

対抗することができない。

最高経営責任者は、代理する権限の有無にかかわらず、その権限の一部を自ら選択する執行役員に委任

することができる。

 

B 最高経営責任者代理

最高経営責任者の提案に基づき、取締役会は、最高経営責任者代理の肩書きにおいて最高経営責任者を

補佐する責任を負う１人から５人の自然人を互選又は取締役以外の者から選出し、任命することができ

る。

取締役会は、最高経営責任者代理に与える権限の範囲及び期間を、最高経営責任者の同意をもって決定

する。最高経営責任者代理は、第三者に関して最高経営責任者と同様の権限を有する。

 

(c) 監査人（定款第18条）
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定時株主総会は、１人又は複数名の監査人を選任することができる。監査人の任期は６年とする。監査

人の任期は、その任期が満了する年に開催され、前事業年度に係る財務書類の承認が行われる定時株主総

会の終結時に終了する。

監査人は再任可能とし、定時株主総会は監査人を解任することができる。

監査人は、取締役と同一の情報を受け取り、すべての取締役会の会合に招集され、諮問的な立場で取締

役会に参加するものとする。

取締役会は、その直後に開催される定時株主総会までに追認されることを条件として、監査人を仮に選

任することができる。

監査人は報酬を受け取ることができ、その金額は取締役会が決定する。

 

株主総会

(a) 株主総会（定款第20条）

株主の決議は定時又は臨時の株主総会で行う。

 

(b) 株主総会の通知（定款第21条）

株主総会は取締役会が招集を行う。取締役会が招集しない場合は、フランス商法第L.225-103条の条件に

従って招集が行われる。招集の方法は現行の規則で定める条件に従ってこれを行う。

 

(c) 参加許可及び委任状（定款第22条）

株主総会は未払金のないすべての株主で構成される。定時株主総会への出席権を得るためには、フラン

ス商法第R225-85条に従い、定時株主総会の３営業日前の午前零時（パリ時間）までに、記名式の株式であ

れば当行の株主名簿又は無記名式の株式であれば適切な仲介機関の株式名簿に登録されていなくてはなら

ない。

記名式の株式の所有者については、株主総会の３日前までの株主名簿への登録をもって、株主総会への

参加が認められる。無記名式の株式の所有者については、適切な仲介機関が、無記名式の株主名簿を保有

し、株主総会の中核組織に対し直接的に顧客の株主としての資格を証明する。かかる仲介機関は、かかる

証明を、投票用紙又は株主名義若しくは株主の代理を務める登録仲介機関名義の入場許可請求書に添付さ

れる証明書を作成することにより行う。かかる証明書は、自ら株主総会に出席することを希望し、定時株

主総会の３営業日前の午前零時（パリ時間）までに入場許可証を受領していない株主についても送付され

る。

株主はいつでも適式に授権した代理人を定時株主総会へ出席させることができる。代理人は他の者に再

委任することはできない。

現行法令の規定に従って、株主は、郵送又は委任状によって投票を行うことができる。取締役会の決定

に基づき、株主はテレビ会議により株主総会に出席し、その時点において適用される規則に従い、イン

ターネットを含むすべての電磁的方法及び遠隔伝達を用いて投票を行うことができる。かかる決定は、フ

ランス法定公報に公表される会議通知に記載される。株主総会事務局が作成し、ウェブサイト上に提供す

る電磁的方法で定められた期限までに投票を行う株主は、自ら又は委任状により出席した株主とみなされ

る。フランス民法第1316-4条の２段落目の第１文に定義される条件（すなわち、署名が用紙にリンクされ

ていることを保証する、信頼できる本人確認手続を使用していること）を満たした取締役会が定める手続

きにより、かかるユーザー名とパスワードを要求するサイトから電磁的用紙に直接記入し、署名を行うこ

とができる。

株主総会前にかかる電磁的方法により行われた委任状又は投票は、これに対して発行される受領証と併

せて、取消不能な書面としてみなされ、いかなる場合にも法的拘束力を有するものとするが、株主総会の

３営業日前の午前零時（パリ時間）までに株式の売却が行われた場合には、当行はこれを受けて、その日

時までに行われた委任状又は投票を無効か又は変更する（場合による。）ことが明記されている。

 

(d) 議決権（定款第25条）

定時株主総会における各株主はその所有する又は代表する株式の数に応じた数の議決権を有する。

EDINET提出書類

ナティクシス(E15244)

有価証券報告書

 11/617



 

当事業年度の利益－分配（定款第33条）

法令の定めるところにより、あらゆる繰越損失を控除した各事業年度の最終利益のうち少なくとも５％

が法定準備金として留保されるものとする。かかる規定は、当該準備金が資本金の10分の１に達した場合

には適用されなくなるが、いかなる理由においても当該準備金がかかる最低要件を下回った場合は再びこ

の留保が再開される。

利益残高は、繰越利益とともに、取締役会の提案による次期繰越、準備金の積み増し若しくは一部又は

全額の分配のいずれかの方法により、法律により認められる範囲内で定時株主総会が自由に処分すること

が可能な分配可能利益を構成する。

定時株主総会は、また、繰越利益又は株主総会が自由に処分できる準備金から留保した額を分配する決

定を行うこともできる。かかる場合、当該決定に、使用する準備金の勘定科目について明示しなければな

らない。

定時株主総会決議により、分配配当金の全額又は一部について、現金による配当又は株式による配当の

いずれかを選択するオプションを与えることができる。株式配当の場合は、適用法令の規定に従って、当

行の株式を分配することにより配当金の支払いを行う。

取締役会は、法律により認められる範囲内で、現金配当又は株式配当のいずれかによる中間配当を実施

する決定を行うことができる。

年間配当金の支払は、事業年度末日から９ヶ月以内の取締役会の定める時期に実施する。

 

解散－清算（定款第35条）

当行の存続期間の満了又は早期解散の場合は、定時株主総会は、取締役会の提案に基づき、現行の法律

規定を条件として、清算の方法を決定し、単数又は複数の清算人を選任し、その権限を定める。

 

２ 【外国為替管理制度】

 

(１) 株式の所有

本書の日付現在、フランス通貨金融法典第L.151-１条に従い、フランス及び外国との間の外国為替取引

は原則として自由である。しかしながら、フランスの政府機関は、フランス通貨金融法典第L.151-２条に

従い、特に国益の防衛を確保するため、また、経済大臣の報告を受けて制定された命令により、通知及び

事前の許可を与え、又はフランスにおける対内投資の設立及び清算を管理する。

フランス通貨金融法典第L.151-３条に従い、EUの非居住者が、フランス企業の支配的持分を取得する

際、事前の許可を得る必要はない。ただし、慎重を要する一部の業界及び戦略分野については、この限り

ではない（下記を参照のこと。）。

当行に対する対内投資は、フランス通貨金融法典第L.151-３条の範囲に該当しないため、事前の許可を

得る必要はない。しかしながら、フランス通貨金融法典第R.151-１条及び第R.152-５条al.１において、フ

ランスの非居住者又はフランス国外の法人格を有する法人組織は、とりわけ、フランスの非居住者である

自然人、又はフランス国外の法人格を有する法人組織が保有するフランス企業の資本金又は議決権の割合

が33.33％を超える投資に関し、フランス当局に対する届出（déclaration administrative）を行わなけれ

ばならないことが規定されている。また、フランス企業の資本金又は議決権を33.33％を超えて保有してい

る外国企業が、EU域外の居住者及び／又はEU域外の法人格を有する法人組織である場合、支配的持分を移

転する際にも届出が必要となる。フランス通貨金融法典第R.152-５条al.２には、かかる届出義務に関する

８つの例外項目が規定されている。

フランス通貨金融法典第L.151-２条以降に規定される承認制度の実行並びに慎重を要する業界及び戦略

分野への対内投資に係る申請の目的において、「投資」という用語は、フランス通貨金融法典第R.153-１

条によれば、３つの種類の投資を指す。

(a) フランスに登記上の本店を有する企業における支配的持分の買収

(b) フランスに登記上の本店を有する企業に係る事業の直接買収又は間接買収

EDINET提出書類

ナティクシス(E15244)

有価証券報告書

 12/617



(c) フランスに登記上の本店を有する企業の資本金若しくは議決権の直接保有又は間接保有を33.33％超

に増加させること

フランスと「管理支援協定」を締結している欧州経済地域の加盟国に居住する投資家による投資は、以

下のとおりEU域内の法人による投資と同一の制度に服することに留意すべきである。

すなわち、以下の投資については経済大臣による事前の許可が必要である。

(ⅰ) フランス通貨金融法典第R.153-２条に定める一覧表に記載の12ヶ所の特定地域におけるEU域外の

法人（すなわちEU域外の居住者であるフランスの自然人を含むEU域外の居住者である自然人及び

EU域外に設立された法人）による（上記(a)、(b)及び(c)の意味における）投資

(ⅱ) EU域内の法人（すなわちEU域内の居住者であるフランスの自然人を含むEU域内の居住者である自

然人及びEU域内の国に設立された法人）による投資

(a) フランス通貨金融法典第R.153-２条第８号から第12号に定める一覧表に記載の４ヶ所の特定地

域における（上記(a)及び(b)の意味における）投資

(b) フランス通貨金融法典第R.153-５条に定める一覧表に記載の７ヶ所の特定地域における（上記

(b)の意味における）投資

フランス通貨金融法典第R.153-７条は、外国投資家に対し、彼らの投資がこの制度が許可する範囲に該

当するか否かについて経済大臣からコンフォート・レターを請求する権利を付与している。同大臣は、か

かる請求に２ヶ月以内に応じなければならないが、同大臣の回答がないことは、投資家による必要な承認

要請書の提出を免除するものではないと解釈されている。

 

(２) 外国為替管理

現行のフランスの為替管理規則の下では、当行が非居住者に対して送金できる現金支払額に関する制限

はない。

現行の規則（フランス通貨金融法典第L.152-１条を含む。）に従い、自然人によるフランスから他のEU

域内の国へ又は他のEU域内の国からフランスへの金銭の支払又は有価証券の譲渡（フランス通貨金融法典

第L.518-１条に記載の公認金融機関又は決済機関、組織若しくはサービスが取り扱ったものを除く。）に

ついては、当該指令に定める条件に基づきフランス当局に対して届出を行わなければならない。ただし、

送金される金額が10,000ユーロより低い場合を除く。

2005年10月26日付欧州規則第1889/2005号は、自然人によるEU域内の国から外国に対する送金又は外国か

らEU域内の国に対する送金に関し、10,000ユーロを超える額の金銭の支払又は有価証券の譲渡がなされる

場合にも、届出が必要であることを定めている。

 

３ 【課税上の取扱い】

 

(１) EU貯蓄課税指令

利払いの形式による貯蓄収益に対する課税に関する理事会指令第2003/48/EC号（以下「貯蓄課税指令」

という。）に従い、各EU加盟国は、その管轄内で設立された支払代理人により、他の加盟国内に居住する

個人若しくはそこで設立された一定の限られた種類の事業体に対して支払われた（又はかかる個人若しく

は事業体のためにかかる支払代理人により保証された）、貯蓄課税指令の範囲内における利払い（利息、

プレミアム及びその他の類似収益を含む。）の詳細等を、かかる他の加盟国の税務当局に提供しなければ

ならない。

フランス一般租税法典（Code général des impôts）第242-３条に従い、貯蓄課税指令はフランスの法律

に組み込まれた。これにより、フランスを基盤とする支払代理人は、他の加盟国に居住する受益権保有者

に対して支払われた利息に関する一定の情報（とりわけ、受益権保有者の身元及び住所並びにかかる受益

権保有者に支払われる様々な種類の利息の詳細なリスト）をフランスの税務当局に報告する義務が課され

る。
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EU委員会は、貯蓄課税指令の一部改定を提案している。かかる改定が実施された場合、上記の要件の範

囲が変更又は拡大される可能性がある。投資家は、貯蓄課税指令が改定された場合、それが自身の投資に

与える影響について情報収集し、適当な場合は助言を求めるべきである。

 

(２) フランスの租税制度

以下の記載は、(ⅰ)フランスの税務上、フランスの非居住者であり、(ⅱ)恒久的施設又は固定的拠点と

してフランスで行われている事業又は職業に関連して本社債を保有しておらず、かつ(ⅲ)当行の株式を同

時に保有していない本社債の所持人に関連し得る、一定の源泉徴収税の効果についての基礎的概要であ

る。本概要は、現在有効でありかつフランスの税務当局が適用するフランスの税法及び規則に基づいてお

り、いずれも今後変更又は異なる解釈がなされることがある。本概要は、一般的な情報のみを目的として

おり、特定の保有者の特殊な状況に照らして関連し得るフランスの税務上のすべての考慮事項に言及する

ものではない。自身の税務上の状況について疑義のある者は、専門の税務アドバイザーに相談すべきであ

る。

フランス一般租税法典第125AⅢ条に基づき、利息及び本社債に関して発行者に生じたその他の収益の支

払は、当該支払がフランス一般租税法典第238-0A条の意義の範囲に含まれるフランス国外の非協力的国家

又は非協力的地域（以下「非協力国」という。）においてなされる場合を除き、源泉課税の対象にはなら

ない。当該本社債に基づく当該支払が非協力国においてなされた場合は、75％の源泉課税が適用される

（ただし、一定の例外（その一部は下記に記載する。）及び適用ある二重課税条約のより有利な規定に従

う。）。非協力国の一覧は政府の行政命令により公開され、毎年更新される。

ただし、社債の発行の主たる目的及び趣旨が非協力国における利息又はその他の収益の支払を許容する

ものでないことを発行者が証明することができる場合は、社債の特定の発行に関し、源泉課税は適用され

ない（以下「源泉免除」という。）。

さらに、フランス一般租税法典第238A条に従い、利息及びその他の収益は、それが非協力国において居

住し、若しくは設立された者に対して支払われ、若しくは発生した場合、又は当該非協力国に所在する金

融機関に開設された銀行口座に支払われた場合は、発行者の課税所得から控除することはできない（以下

「控除不適用」という。）。一定の条件の下では、控除できない利息及びその他の収益はフランス一般租

税法典第109条以下に従って、みなし配当と位置付けられることがある。その場合、かかる控除できない利

息及びその他の収益は、適用ある二重課税条約のより有利な規定に従い、30％又は75％の税率で、同法典

第119の２条に規定する源泉課税の対象となることがある。

ただし、該当する利息又は収益が真正な取引に関連するものであること、それらが異常な又は過大な金

額でないこと、また社債の発行の主たる目的及び趣旨が非協力国における利息又はその他の収益の支払を

許容するものでないことを発行者が証明することができる場合は、社債の特定の発行に関し、控除不適用

又はかかる控除不適用の結果課される可能性のある第119の２条に規定する源泉課税のいずれも適用されな

い（以下本項において「控除不適用の免除」という。）。

また、フランスの租税に関する行政指導指針（Bulletin Officiel des Finances Publiques-Impôts

BOI-INT-DG-20-50-20140211、BOI-RPPM-RCM-30-10-20-50-20140211、BOI-ANNX-000364-20120912及びBOI-

ANNX-000366-20120912）の規定に従って、以下のいずれかに該当する場合は、発行者が社債の発行の主た

る目的及び趣旨を立証する証拠を提出しなくても、社債の発行には控除不適用の免除及び源泉免除が適用

される。

(ⅰ) 社債がフランス通貨金融法典（Code monétaire et financier）第L.411-１条の意義の範囲内にお

ける公募により、又は非協力国以外の国家における同等の募集に従って募集される場合。ここでい

う「同等の募集」とは、外国証券市場当局による、又は外国証券市場当局への募集書類の届出又は

提出を必要とする募集を意味する。

(ⅱ) 社債が規制市場又はフランス若しくは外国の多国間証券取引システムでの取引を承認されている場

合。ただし、当該市場又はシステムは非協力国に所在せず、また、当該市場の運営は市場運営者若

しくは投資サービス提供者又はその他類似の外国事業体によりに行われているものとする。さら

に、当該市場運営者、投資サービス提供者又は事業体は非協力国には所在しないものとする。
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(ⅲ) 社債が、発行時に、フランス通貨金融法典（Code monétaire et financier）第L.561-２条の意義

の範囲内にある振替決済制度若しくは証券決済・引渡・支払制度の運営者の業務又は１つ若しくは

複数の類似の外国の振替機関若しくは運営者の業務に承認されている場合。ただし、当該振替機関

又は運営者は非協力国には所在しないものとする。

本社債は公募に相当する募集方法により募集されるため、本社債に関して発行者により又は発行者に代

わり支払われる利息又はその他の収益は、フランス一般租税法典第125AⅢ条に規定される源泉課税の対象

にならない。

フランス一般租税法典第244条Cに基づき、本社債の売却益は、フランスの課税対象とはならない。

 

４ 【法律意見】

 

当行のフランスにおける法律顧問であるクリスチャン・ル・イール氏より、以下の趣旨の法律意見書が

提出されている。

(ⅰ) 当行は、フランスの法律に基づき、株式会社として有効に存在しており、有価証券報告書に記載され

ている事業を行い、財産を所有し、運用する完全な権限を有している。

(ⅱ) 当行は、関東財務局長に有価証券報告書を提出する権限を有している。

(ⅲ) 本有価証券報告書の「第１－１　会社制度等の概要」、「第１－２　外国為替管理制度」及び「第１

－３　課税上の取扱い－（２）フランスの租税制度」に記載されているフランスの法律に関する記述

は、当該記載が各箇所で説明されるフランスの法令の特定の規定を要約した記載である限りにおいて、

すべての重要な点において真実かつ正確である。
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第２ 【企業の概況】
 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

以下の表には、表示期間／日における当行の事業運営に関する主要な指標の一定の推移が記載されてい
る。

 

(1) 最近３連結事業年度に係る主要な経営指標等の推移

 

損益計算書

(単位：百万ユーロ) 2014年
(b)

2013年
(b)

純収益
(a) 7,743 7,343

営業総利益
(a) 2,352 2,147

当期純利益（損失）（グループ持分）
(a) 1,277 1,105

GAPCからの当期純利益（損失）及び特別項目
(c) (139) (129)

当期純利益（損失）（グループ持分） 1,138 976

(a) GAPC（ワークアウト・ポートフォリオ・マネージメント）、自己優先債務の公正価値調整及び特別項目を除く。「第

３　事業の状況－７　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析－(1) 2014年12月31日に終了した事

業年度－(a) 2014年12月31日現在の経営報告書－① 方法論に関する注記」及び「第３　事業の状況－７　財政状

態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析－(1) 2014年12月31日に終了した事業年度－(a) 2014年12月31日

現在の経営報告書－(c) Natixis S.A.に関する情報－④ 別表－連結決算」を参照のこと。

(b) プロフォーマのデータについては、「第３　事業の状況－７　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況

の分析－(1) 2014年12月31日に終了した事業年度－(a) 2014年12月31日現在の経営報告書－① 方法論に関する注

記」及び「第３　事業の状況－７　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析－(1) 2014年12月31日

に終了した事業年度－(a) 2014年12月31日現在の経営報告書－(c) Natixis S.A.に関する情報－④ 別表－連結決

算」を参照のこと。

(c) 特別項目については、「第３　事業の状況－７　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析－(1)

2014年12月31日に終了した事業年度－(a) 2014年12月31日現在の経営報告書－① 方法論に関する注記」を、また

「第３　事業の状況－７　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析－(1) 2014年12月31日に終了し

た事業年度－(a) 2014年12月31日現在の経営報告書－(c) Natixis S.A.に関する情報－④ 別表－連結決算」を参照

のこと。

 

(単位：百万ユーロ) 2013年
(b)

2012年
(b)

純収益
(a) 7,226 6,948

営業総利益
(a) 2,162 2,009

当期純利益（損失）（グループ持分）
(a) 1,128 1,077

GAPC、非継続事業及び組織再編費用からの当期純利益（損失） (3) (31)

当期純利益（損失）（グループ持分） 1,125 1,046

(a) 非継続事業及び組織再編費用のGAPC（ワークアウト・ポートフォリオ・マネージメント）の純収益を除く。

(b) プロフォーマのデータについては、「第３　事業の状況－７　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況

の分析－(2) 2013年12月31日に終了した事業年度－2013年12月31日現在の経営報告書－方法論に関する注記」を参照

のこと。
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財政構造

 2014年12月31日 2013年12月31日

バーゼル３CET１比率
* 11.4％ 10.4％

バーゼル３リスク加重資産
*
（単位：十億ユーロ） 115.2 120.1

資産合計（単位：十億ユーロ） 590.4 510.1

１株当たり簿価
**
（単位：ユーロ） 5.27 5.17

* 　保険会社の証券のリスク加重資産における370％の手当を含み、税務上の繰越欠損金における繰延資産（DTA）を除

く段階的導入がないというCRR-CRD４ルールに基づく。

**　配当支払い後。

 

 2013年12月31日 2012年12月31日

バーゼル３Tier１比率
(a)

11.6％ 10.5％

バーゼル３コアTier１比率
(a)

10.4％ 9.2％

バーゼル３リスク加重資産
(a)
（単位：十億ユーロ） 120.1 145.2

資産合計（単位：十億ユーロ） 510.1 528.4

１株当たり簿価（単位：ユーロ） 5.33 5.76

(a) バーゼル３については、保険会社の証券のリスク加重資産における370％の手当を含み、税務上の繰越欠損金におけ

る繰延資産（DTA）を除く段階的導入がないというナティクシスによるCRR-CRD４ルールの理解に基づく。

 

事業別純収益

(単位：百万ユーロ) 2014年
*

2013年
*

2012年
**

ホールセール・バンキング 2,899 2,795 2,836

投資ソリューション 2,818 2,447 2,065

専門金融サービス 1,262 1,253 1,190

金融投資 828 855 893

* 　プロフォーマのデータの特別項目については、「第３　事業の状況－７　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況の分析－(1) 2014年12月31日に終了した事業年度－(a) 2014年12月31日現在の経営報告書－① 方法論に

関する注記」を、また「第３　事業の状況－７　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析－(1)

2014年12月31日に終了した事業年度－(a) 2014年12月31日現在の経営報告書－(c) Natixis S.A.に関する情報－④別

表－連結決算」を参照のこと。

**　プロフォーマのデータについては、「第３　事業の状況－７　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の

分析－(2) 2013年12月31日に終了した事業年度－2013年12月31日現在の経営報告書－方法論に関する注記」を参照の

こと。

 

税引前事業別利益

(単位：百万ユーロ) 2014年
*

2013年
*

2012年
**

ホールセール・バンキング 1,023 827 852

投資ソリューション 817 678 543

専門金融サービス 370 341 323

金融投資 76 95 122

* 　プロフォーマのデータの特別項目については、「第３　事業の状況－７　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フ

ローの状況の分析－(1) 2014年12月31日に終了した事業年度－(a) 2014年12月31日現在の経営報告書－① 方法論に

関する注記」を、また「第３　事業の状況－７　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析－(1)
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2014年12月31日に終了した事業年度－(a) 2014年12月31日現在の経営報告書－(c) Natixis S.A.に関する情報－④別

表－連結決算」を参照のこと。

**　プロフォーマのデータについては、「第３　事業の状況－７　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の

分析－(2) 2013年12月31日に終了した事業年度－2013年12月31日現在の経営報告書－方法論に関する注記」を参照の

こと。

 

(2) 最近３事業年度に係る提出会社の主要な経営指標等の推移

 

分類 2014年 2013年 2012年

期末現在の財政状態    

株式資本 4,986,412,193.60 4,960,472,304.00 4,937,943,670.40

発行済株式数 3,116,507,621 3,100,295,190 3,086,214,794

株式償還可能社債の数 0 0 0

株式転換可能社債の数 0 0 0

有効営業総業績    

税引後収益 16,744,446,983.44 16,577,825,962.70 16,450,246,528.71

税金、減価償却、償却及び引当金控

除前利益
738,855,652.86 2,259,385,434.57 861,041,488.98

法人所得税 153,268,232.67 (212,587,222.83) 18,388,296.70

税金、減価償却、償却及び引当金控

除後利益
1,305,316,943.00 2,323,073,936.17 907,172,429.97

支払配当金 1,059,612,591.14 496,047,230.40 308,621,479.40

１株当たり業績    

税金後、減価償却、償却及び引当金

控除前利益
0.29 0.66 0.28

税金、減価償却、償却及び引当金控

除後利益
0.42 0.75 0.29

１株当たり配当 0.34 0.16 0.10

従業員    

従業員数 7,188 7,367 7,688

給与合計費用 783,339,403.98 734,627,077.69 704,503,673.34

社会保障及びその他の従業員給付 389,150,406.91 365,395,752.03 364,133,590.12
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２ 【沿革】

 

ナティクシスは、2006年にNatexis Banques Populaires及びGroupe Caisse d’Epargneの様々な子会社（特

にIxis Corporate & Investment Bank（以下「Ixis CIB」という。）及びIxis Asset Management（以下

「Ixis AM」という。））との結合により設立された。

・　Natexis Banques Populairesは、1999年７月に、1921年に設立されたCaisse Centrale des Banques

Populairesの営業活動を、1919年に設立されたCrédit Nationalから組織された持株会社であり、1946

年に設立されたBanque Française du Commerce Extérieurの100％の持分を取得したNatexis S.A.に対

して出資することによって創設された。2000年12月31日には、Groupe Banque Populaireは、大部分を

リテール投資家が引き受けた増資後、Natexis Banques Populairesの79.23％を保有した。

・　当初、Ixis CIB及びIxis AMは、Caisse des Dépôts の一部であるCDC Ixisの一部であった。Ixis CIB

及びIxis AMの事業は、2004年末にGroupe Caisse d’Epargneが主要な総合サービス銀行グループに変

革する一環として、Caisse Nationale des Caisses d’Epargne（以下「CNCE」という。）に出資され

た。

ナティクシスは、下記の出資完了後に設立された。

・　CNCEからNatexis Banques Populairesに対する、一定の子会社及びコーポレート銀行事業、投資銀行

事業及びサービス銀行事業の持分並びに2004年以来Caisse d’Epargne et de Prévoyanceの各銀行が発

行する協調投資証券の出資。

・　SNC Champion（Banque Fédérale des Banques Populaires（以下「BFBP」という。）が設立した媒

体）及びBanques Populairesによる、Natexis Banques Populairesに対する、CNCEが出資せず、以前

SNC ChampionがCNCEより買い取った残りのCaisses d’Epargneの協調投資証券の出資。さらに、CNCE及

びSNC Championは、以前Sanpaolo IMIから取得したIxis CIB及びIxis AMの持分を出資した。

それらの出資の結果、CNCE及びBFBPは（直接的に及びSNC Championを通して間接的に）現在ナティクシス

となったNatexis Banques Populairesの持分をそれぞれ45.52％取得することとなった。

かかる出資に付随して、Banques Populairesの各銀行は、その後ナティクシスとなったNatexis Banques

Populairesのために株式資本の20％に相当する協調投資証券を発行した。

2006年11月18日から2006年12月５日まで、CNCE及びBFBPは、（SNC Championを通して）リテール投資家を

対象としたフランスにおけるリテール公募並びにフランス及び海外の機関投資家を対象としたグローバル・

オファリングにより、ナティクシスの株式の一部を市場において売却した。かかる取引の結果、CNCE及び

BFBPは、ナティクシスの株式をそれぞれ34.44％保有することとなった。

2009年２月26日、BFBPの取締役会及びCNCEの監査役会は、その２つの中央機関の合併要項を承認し、これ

によりフランスにおいて第２位の銀行グループが創設された。

・　2009年６月18日付法律第2009-715号により創設されたGroupe BPCEの中央機関であるBPCEの基本原則

は、2009年６月24日にBFBPの取締役会及びCNCEの監査役会により承認された。Groupe BPCEの設立にお

ける最終段階は、BFBP、CNCE及びBPCEの定時株主総会における投票により2009年７月31日に完了し

た。

・　Groupe BPCEの設立に際して、BPCEはCNCE及びBFBPに代わってナティクシスの主要株主となった。

・　ナティクシスは、ナティクシスのCNCE及びBFBPへの二重所属に代わって2009年７月31日以降BPCEに所

属（包括ではない。）した。

2013年８月６日、ナティクシスは、内部で保有していたすべての協調投資証券をBanques Populairesの銀

行及びCaisses d’Epargneに売却した。この取引は、ナティクシスの組織の簡略化活動の一部である。

Groupe BPCEは、Banques Populaires及びCaisses d'Epargneの２大ブランドを有する、フランスで第２位

の銀行グループである。Groupe BPCE及びその108,000人の従業員は、8.9百万人の協同組合株主を含む36百万

人の顧客にサービスを提供している。Groupe BPCEは、幅広い顧客層に対する様々な銀行及び金融サービスを

展開している。
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Banques Populairesの18の支店、Caisses d'Epargneの17の支店、ナティクシス、Crédit Foncier、Banque

Palatine及びBPCE International et Outremerを通じて、Groupe BPCEは、顧客に対し、貯蓄、投資、現金管

理、資金調達及び保険のソリューションを含む幅広い商品及びサービスを提供している。

Groupe BPCEは、全関連銀行を対象とする保証及び相互支援制度を提供している。
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３ 【事業の内容】

 

ナティクシスは、フランス第２位の銀行グループ(注１)であるGroupe BPCEのコーポレート・サービス部

門、投資サービス部門、保険サービス部門及び金融サービス部門を担っており、Banques Populaires及び

Caisse d'Epargneの２つのリテール・バンキング・ネットワークに36百万人の顧客を有している。ナティク

シスは、パリ証券取引所に上場している。

 

(注１)　顧客貯蓄預金及び顧客貸出金の市場シェアにおいて第２位（出典：Banque de France Q3 2014、非金融関係顧

客）、個人専門家及び企業家部門の市場占有率において第２位（出典：Pépites CSAの2013年－2014年調査）で

ある。

 

16,000人超の従業員を有するナティクシスは、複数の分野における専門知識を有し、これらは、ホール

セール・バンキング、投資ソリューション及び保険並びに専門金融サービスの３つの主要な事業分野に分類

される。

ナティクシスは、企業、金融機関及び機関投資家等の顧客に対して、また、Groupe BPCEの２つのバンキン

グ・ネットワーク（パーソナル・バンキング、専門家及び中小企業向け）の顧客に対して、長期にわたる持

続的な関係を提供している。

ナティクシスは、その事業活動及び経営活動の双方において、炭素排出量の削減と社会的発展への積極的

な参加を意図した持続的な成長政策を採用している。かかる政策は、以下を含む複数の国際公約に基づいて

いる。

・　2007年以降の国連グローバル・コンパクト（United Nations Global Compact）に対する公約

・　2008年以降の責任投資原則（Principles for Responsible Investment(以下「PRI」という。)）の遵

守

・　2010年のエクエーター原則（Equator Principles）の調印

 

 

EDINET提出書類

ナティクシス(E15244)

有価証券報告書

 21/617



 

ナティクシスの事業分野

(a) ホールセール・バンキング部門

2014年12月31日現在、ナティクシスのホールセール・バンキング部門は世界中の28ヶ国において3,104人

（常勤労働者）（60％はフランス、40％は海外）を雇用している。本部門は、主要な世界市場における３つ

のプラットフォーム（南北アメリカ、アジア・パシフィック及びEMEA（欧州（フランスを除く。）並びに中

東及びアフリカ）にて、業務を行っている。ホールセール・バンキング部門は、法人顧客、機関投資家、

ファイナンシャル・スポンサー及び公的部門の事業体に助言する。本部門は、広範な金融商品、資本市場へ

のアクセス及びトランザクション・バンキング・サービスを提供する。ナティクシスは、チームの技術的な

専門知識及び名高いリサーチ部門を活用し、各顧客固有のニーズに応じたソリューションを開発する。

2014年、ナティクシスは、ニュー・フロンティア戦略計画の方針に従い、ホールセール・バンキング業務

のすべてにおいて、ストラクチュアル・プロジェクトを実施した。

ナティクシスは、高付加価値のある大規模なストラクチャード・ファイナンス取引を実施した。ナティク

シスは、顧客のニーズを満たすよう資本市場戦略を適応させ、特に株式派生商品において大きな商業的成功

を収めた。また、グローバル取引銀行業務のため、収益を改善した。

ナティクシスは、オリジネート・トュ・ディストリビュート・モデルに基づく「資産軽減」戦略を継続

し、日本及びオーストラリアにおける重要なイニシアチブを伴う国際的な存在感、ラテンアメリカにおける

プラットフォームの発展並びにサウジアラビアとの協力合意を増大させた。さらに、事業開発能力を改善

し、顧客ニーズへ対応するため、個別の顧客関係管理アプリケーションを開発し、顧客紹介等を強化するた

めの顧客サービス部門を設置した。

・　カバレッジ：ナティクシスの行員は、法人顧客、機関投資家及びプライベート・エクイティ・ファン

ドとの戦略的な対話を深めている。ナティクシスの行員は、ニーズを予測し、事業分野と連携して、

バニラ・ファイナンスから高付加価値のより複雑なソリューションに及ぶナティクシスのすべての商

品及びサービスを提供する。

・　戦略アドバイザリー：合併・買収、株式資本市場、財務戦略及び格付けに関するアドバイザリー業

務。

・　ファイナンシング：専門チームが、顧客に対し様々な種類のファイナンシング（航空機、輸出及びイ

ンフラストラクチャー・ファイナンス、エネルギー及びコモディティ・ファイナンス、買収及び戦略
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ファイナンス並びに不動産ファイナンス）に関する包括的なアドバイザリー業務、アレンジ、引受業

務及び金融工学に関する専門知識を提供する。

・　資本市場：ナティクシスの専門家が、債券市場、信用取引市場、外国為替市場、コモディティ市場並

びに株式市場（現金及び株式派生商品）における多様な商品、標準的な商品及び特注商品を幅広く提

供する。さらに金融投資における金融工学上のソリューションを提供する。

・　リサーチ：ナティクシスは、共同解析及び限定されたテーマに基づく全社的な専門知識を、株式、信

用及び経済のリサーチ・チームを部門横断型リサーチ部門に統合することで、はぐくんでいる。当該

部門は、外国人投資家により認められ、恒常的に表章されており、投資家及び発行会社との戦略的な

対話を深める助けとなっている。また、ナティクシスは、公認の定量的リサーチを行っている。

・　ポートフォリオ管理：2013年に実施されたオリジネート・トュ・ディストリビュート・モデルに基づ

き、ポートフォリオ管理は、ホールセール・バンキングのポートフォリオの積極的な運用に責任を

負っている。ポートフォリオ管理は、貸借対照表の循環及び関連資産の利用を最適化し、ナティクシ

スに新たな融資組成能力を与えている。

・　グローバル・トランザクション・バンキング：ナティクシスは、顧客に４つの主要な一連の商品及び

サービス（トレジャリー及び流動性の管理、現金管理、貿易金融並びにコルレス銀行業務）を提供す

る。

 

① カバレッジ及び戦略アドバイザリー

ホールセール・バンキング部門内で、カバレッジは、ナティクシスの顧客カバレッジにおける主要な構

成要素である。カバレッジは、顧客の発展のあらゆる段階で支援を行い、顧客の従来の資金ニーズを満た

し、助言し、ナティクシスのすべてのソリューション及びサービスを活用し、包括的でカスタマイズされ

た幅広い商品を提供する。カバレッジは、銀行の様々な業務と連携するため、戦略アドバイザリー・チー

ム（合併・買収、株式資本市場、ストラクチャード・ファイナンス及び格付け）を活用している。当該構

造は、戦略的な対話が深まることで反応性及び顧客ニーズを予測する能力を最大化する。

・　合併・買収事業分野は、顧客（商業及び事業法人、機関投資家及び投資ファンド）に対し、売却若

しくは合併、資金調達、組織再編又は資本保護の準備及び実施の支援を行う。2014年、ナティクシ

スは、欧州の大企業に対し、株式保有構造の修正及び事業分野の処分について助言した。特に

Bolloré Group主導の公募（2.8十億ユーロ）におけるHavasへの単独ファイナンシャル・アドバイ

ザー及びKingfisher主導の公募（275百万ユーロ）におけるMr. Bricolageへの単独アドバイザーと

しての役割は、注目に値する。

・　株式資本市場事業分野は、顧客の資本構造に影響するすべての取引に関する個別のアドバイザリー

業務（IPO、増資、株式の買戻し、転換社債又は他社株転換社債の発行及び流動性契約）を提供す

る。

ナティクシスはまた、公開買付又は交換買付の実施及び防衛戦略の実行のためのアドバイザリー業

務を開発している。ナティクシスは、フランスではキープレイヤーであり、公募の実施における

リーダーであり、2014年のフランスの株式資本市場における取引数でブックランナー第２位(注１)

となった。2014年、ナティクシスは、Peugeot（1.95十億ユーロ）及びArkema（350百万ユーロ）の

増資、Cofaceの新規公募（957百万ユーロ）並びにAlcatel Lucentのための転換社債の発行（1.15十

億ユーロ）を含む、複数の主要な取引を実施した。国際的に、ナティクシスは、イタリアの企業で

あるItalcementiの500百万ユーロの増資及びCasinoの子会社であるCnovaのナスダック上場を支援し

た。

 

(注１)　出典：Bloomberg - 引受会社ランキング

 

・　資本及び格付アドバイザリー事業分野は、顧客に最も適切な株式及び債務ベースのファイナンシン

グ戦略を規定し、顧客に対し、投資決定及び貸し手の選択について助言することを目指す。資本市

場の国際化及び金融機関離れにより、ナティクシスは、顧客に対し流動性資産の新たな国際的資金
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源へのアクセスを促進するため、当該事業分野内の格付アドバイザリー・サービスを発展させた。

2014年、ナティクシスは、Bostikの買収（1.5十億ユーロ）に際し、Arkemaと格付機関との連携を支

援した。ナティクシスはまた、Dartyの250百万ユーロの社債発行における初回格付けの取得にあた

り支援した。

 

② ストラクチャード・ファイナンス

ストラクチャード・ファイナンスについて、ナティクシスは、航空機ファイナンス、輸出及びインフラ

ストラクチャー・ファイナンス、エネルギー及びコモディティ・ファイナンス、買収及び戦略ファイナン

ス並びに不動産ファイナンスにおいて、包括的なアドバイザリー業務、アレンジ、引受業務及び金融工学

を提供する能力を有する。

2014年、ナティクシスは、EMEA地域における不動産ファイナンスに関しブックランナー第２位(注１)、

EMEA地域におけるプロジェクト・ファイナンスに関しブックランナー第４位、委任されたアレンジャーと

して全世界で第10位また南北アメリカにおいて第10位(注２)、そしてEMEA地域におけるLBOファイナンスに

関しブックランナー第11位(注３)またフランスにおいて第２位(注４)となった。

 

(注１)　出典：Dealogic

(注２)　出典：Global Project Finance Review - Thomson Reuteurs

(注３)　出典：Thomson Reuteurs

(注４)　出典：Thomson Reuteurs

 

・　ナティクシスによる航空機、輸出及びインフラストラクチャー・ファイナンスの提供においては、

金融サービス、アレンジ、ストラクチャリング、代理業務及び流通サービスの分野におけるアドバ

イザリーに関する専門知識を集結する。チームは、銀行業及び機関投資家向け市場の双方にとって

最適化されたファイナンスによる解決策を開発する。これにより、チームは、航空機ファイナンス

についてEETC（信用補完型設備信託証書）市場において、また、プロジェクト・ボンド市場におい

て重要な役割を果たすことができた。

2014年、ナティクシスは、Axione Infrastructureのデジタル・インフラストラクチャー部門におけ

る初めてのフランス及び欧州のプロジェクト・ボンドに関し、ファイナンシャル・アドバイザー、

格付アドバイザー及び単独ブックランナーを務めた。

再生エネルギー・ファイナンス部門における主要なプレーヤーとして、ナティクシスは、北海のオ

ランダ沿岸沖に600MWの風力発電所建設のためのGeminiプロジェクトのファイナンシング（2.1十億

ユーロ）をアレンジした。また、太陽エネルギー部門では、イタリアにおいて初めてのプロジェク

ト・ボンドとなるプロジェクトBrainwaveで単独アレンジャーを務めた。ナティクシスは、航空機

ファイナンス市場においても非常に活躍しており、2014年、BBAM LPにより購入され、Cathay

Pacificにリースされた、ボーイング777-300ER２機のファイナンスに関し、グローバル・コーディ

ネーター、リード・アレンジャー及びスワップ・プロバイダーを務めた。

・　エネルギー及びコモディティ融資において、ナティクシスは部門別カバレッジ及びこれらの市場に

特有の融資（輸出前金融、取引融資枠、借入金基準融資(注５)、石油事業及び鉱山事業向けの準備

金基準貸出(注６)等）を提供する。ナティクシスは、当該部門において、すべての事業分野を顧客

に推進する。2014年、ナティクシスは、以下の顧客との関係性を確立した。

-　ファイナンスのアレンジによる生産業の顧客、すなわちナイジェリアのPetrobras Oil & Gas

（700百万ドル）。

-　貿易業の顧客、例えば米国のエネルギー部門におけるTrafiguraへの借入金基準融資（3.5十億ド

ル）、JP Morganの取引活動の取得の一環としてMercuriaへの借入金基準融資（2.9十億ドル）及

び本部門において世界的リーダーで、フランスの鉱業及び冶金のグループであるErametへの借入

金基準融資（100百万ユーロ）(注５)。2014年、ナティクシスは「Best Trade Bank in Metals

and Mining」カテゴリーにおいて３年連続で第３位(注７)となった。
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(注５)　担保資産により借入金が決定される融資。

(注６)　担保となる炭化水素フィールドから得られる石油及びガス埋蔵量により保証された融資。

(注７)　出典：Trade & Forfaiting Review - 2014年6月TFR Excellence Awards - Best Trade Bank in Metals

and Miningの銅メダル。

 

今後数年間にわたって、ナティクシスはストラクチャード・ファイナンス及びコモディティ・トレー

ド・ファイナンスにおける専門知識の活用並びに顧客に対するソリューションの範囲の拡大により、引続

き、エネルギー及びコモディティにおける国際的なフランチャイズを（ラテンアメリカ、アジア、オース

トラリア、アフリカ及び中東において）選択的に展開する予定である。

・　ナティクシスは、買収及び戦略ファイナンスにおける世界有数のプレーヤーであり、当該部門にお

いて20年超の国際経験を有する。2014年、ナティクシスは、様々な種類の買収（民営化、会社分割

(注８)、経営権変更等）における主要なファイナンス取引に関し、フランス国内及び海外で際立つ

存在となった。2014年における特に大きな取引にはArkemaによるBostikの買収（1.5十億ユーロ）が

あり、その資金調達はナティクシスによりアレンジされ、ナティクシス主導での増資、ハイブリッ

ド債券の発行及び上位社債の発行によるリファイナンスが行われた。ナティクシスはまた、そのマ

ネジメントチームにより実施されたLBO(注９)によるCeva Santé Animaleの買収でも資金調達（818

百万ユーロ）を行った。

 

(注８)　グループ内の事業を別個の会社に分割する会社分割取引。

(注９)　レバレッジド・バイアウト：レバレッジを用いた買収。

 

・　不動産ファイナンスの分野において、ナティクシスのチームは、エクイティ取引並びに企業向けソ

リューション及び金融専門ソリューションのアレンジに関する専門アドバイザリー・サービスを展

開している。ナティクシスは、フランスにおける大手銀行であり、欧州及び米国に強力で有名なフ

ランチャイズを持つ。担保貸付銀行Natixis Pfandbriefbankの主要な活動は、欧州における商業不

動産取引において資金調達を行うことであり、Moody’sによりAAAと格付けされた2014年における約

300百万ユーロのPfandbriefe債券の発行により、その発展を拡大させた。Natixis Pfandbriefbank

はまた、2014年11月にドイツの顧客と共に100百万ユーロの初めてのシンジケート債券の発行を実施

し、成功した。

ナティクシスは、大きな取引におけるその役割を通じて、欧州における活動を深めた。ナティクシ

スは、不動産投資会社であるEurosicによる約1.5十億ユーロでのSIIC de Parisの買収、ショッピン

グセンター172店舗の買収のための、（Carmilaの子会社を通じた）Carrefourへの1.5十億ユーロに

及ぶ記録的な融資及びBeaugrenelleショッピングセンター取得のための合計560百万ユーロの資金調

達を行った。

2014年の米国のCMBS(注１)市場における1.3十億ドルを超える証券化取引の実績に支えられ、ナティ

クシスは、合計318百万ユーロのWatchtower取引（オフィスビルの購入に関する資金調達）をアレン

ジし、国内の貸借対照表取引においても注目を集めた。ナティクシスは、カナダにも不動産ファイ

ナンス事業を拡大させた。ナティクシスは、グローバルラインを用いて、600百万カナダドルを超え

る不動産取引の資金調達を行うため、投資企業であるTrez Capital Groupと戦略的パートナーシッ

プを結んだ。

 

(注１)　商業用不動産担保証券。

 

③ 資本市場
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債券市場、信用市場、外国為替市場、コモディティ市場及び株式市場において、ナティクシスは、法人

顧客及び機関顧客（民間部門及び公共部門の双方）並びにGroupe BPCEのネットワークに対し、そのリサー

チの専門知識に基づく、幅広い投資商品、ファイナンス商品及びヘッジ商品を提供する。

 

株式市場

現物株式市場及び株式派生商品市場に関して、フランス国内外で300人超の従業員が従事するナティクシ

スは、顧客に対し、最もシンプルなものから最も革新的なソリューションまで幅広い投資、ファイナンス

及びヘッジ・プロジェクトを提供する。

現物株式市場では、ナティクシスは、フランス市場に特化した欧州規模のブローカーとしての立場を有

する。ナティクシスは、リサーチ、販売及び商品の付加価値化といった幅広い専門知識を提供する。法人

顧客及び機関顧客さらにGroupe BPCEネットワークは、３つの販売プラットフォームであるパリ、ロンドン

及びニューヨークを利用することができる。2014年、チームは、ナティクシスがグローバル・コーディ

ネーター及びジョイント・ブックランナーを務めたCofaceの新規公募並びにEuronextで強力な市場シェア

を持つセカンダリー市場における株式の販売促進に大きく関与した。

株式派生商品市場において15年超の経験を有するナティクシスは、顧客に対し、投資及びファイナン

ス・ソリューション並びにヘッジ戦略を提供する。2014年、ナティクシスは、引続き商品の種類を拡大

し、資産及び負債管理、貸借対照表、ファイナンシング、税金、会計並びに規制に関する問題に対するス

トラクチャード・ソリューションを設計するため、金融工学の能力を強化した。ナティクシスは、顧客の

ニーズを完全に中心とした、シンプルなものから革新的なものに及ぶ「ナティクシス」らしい多様な商品

の開発に注力した。ニューヨーク、ロンドン、パリ、東京及び香港の取引チームと共に、ナティクシス

は、原資産を世界的にヘッジし、そのミューチュアルファンドに関する専門知識を活用する。エクイ

ティ・ファイナンス事業における中心的な存在として、ナティクシスは、2014年に、エクイティ貸付市場

において、同カテゴリーの貸手によりBest Global Borrower Group 2に選ばれた(注２)。

 

(注２)　出典：Global Investor/ISF Fall 2014 - 2014年エクイティ貸付、債券貸付及びテクノロジー調査、「Best

Global Borrower Group 2, highest rated by Group 2 Lenders」。

 

同時に、ナティクシスは、販売チームを拡大することで国際的な株式市場の顧客への対応を引続き発展

させた。特に南北アメリカ及びアジアからの海外収益は、著しく増加した。

株式市場における電子取引に関し、多様な商品及び履行に伴うサービス（アルゴリズム、DMA、DCA、

DSA、SORS、プログラム取引等）の他に、ナティクシスは、その金融工学の専門知識を利用した幅広い電子

プラットフォームとして、資産分配のためのアドバイザリーツール、価格ジェネレーター、ストラク

チャード商品のための取引ツール、株式、インデックス及びバスケットに対する投資ソリューション

（EMAPS及びSquall所有のプラットフォーム）等を顧客に提供している。

 

株式連動ファイナンス

株式連動ファイナンスは、ストラクチャード・ファイナンス事業分野及び資本市場事業分野のジョイン

トベンチャーである、Strategic Equity Transaction（以下「SET」という。）の創設により強化された。

当該専門チームは、ナティクシスの大規模な欧州及び国際的な法人顧客に対し、資金調達手段、デリバ

ティブ及びその他の金融商品を用いて、コーポレート・ファイナンスのための上場株式に関する仕組み取

引を設計、助言及び実施する。

 

債券市場、信用市場、外国為替市場、コモディティ市場及びトレジャリー市場

債券、コモディティ及びトレジャリー事業分野は、欧州（パリ、ロンドン、ミラノ、マドリッド及びフ

ランクフルト）、中東（ドバイ）、アジア（シンガポール、東京及び香港）並びに米国（ニューヨーク、

ヒューストン及びサンパウロ）における700人超の従業員で構成されている。当該事業分野は、顧客にOECD
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諸国の債券市場、信用市場、外国為替市場及びコモディティ市場におけるファイナンス商品、投資商品及

びヘッジ商品を提供する。また、当該事業分野は、新興市場における地位も確立している。

2014年の市場動向が著しい低金利、全般的なボラティリティの欠如、不明確な地政学的規制環境の変化

及びマージンの縮小に支配される中、ナティクシスは、その販売推進力を維持し、法人顧客、機関顧客、

中央銀行又はヘッジファンドであれ、顧客のニーズを満たすカスタマイズされたソリューションを提供す

るチームの能力を実証した。債券事業、信用事業及び外国為替事業の拡大は、特に米国及びアジアにおけ

る顧客フランチャイズを拡大し、国際的に展開した結果である。

４年間連続して、発行市場、協調融資及びグローバル・ストラクチャード・クレジット・アンド・ソ

リューションズ（以下「GSCS」という。）を統合する債券プラットフォームは、すべての借入セグメント

において堅調な業績を記録した。2014年、ナティクシスは、主導的なポジションで、すべての種類の発行

体によるユーロ建て債券の発行市場における主要な存在としての地位を確立し、2014年のフランスの発行

体によるユーロ建て債券の発行市場におけるブックランナー第１位(注３)、2014年のユーロ建てカバー

ド・ボンドの発行市場におけるブックランナー第１位(注４)、2014年の金融機関によるユーロ建て債券の

発行市場におけるブックランナー第４位(注５)となった。

 

(注３)　出典：Dealogic

(注４)　出典：Dealogic

(注５)　出典：Dealogic

 

ナティクシスは、ますます幅広い商品を用いることにより高利回り市場で、またグリーンボンド市場で

拡大した。ナティクシスはまた、外貨建て、特にドル建てでの発行のアレンジするための顧客に対する支

援を引続き発展させた。2014年、シンジケート・ローンの活動は引続き拡大した。証券化、資産及び負債

管理、アドバイザリー並びにポートフォリオ再編サービス（GSCS活動）への横断的なアプローチにより、

ナティクシスは、顧客に対し、規制及び会計の変更に関する要件、貸借対照表の減少に関する問題、資源

の利用、代替融資のリサーチ等に適した革新的で最先端のソリューションを提供した。2014年、ナティク

シスは、米国のCLO(注１)市場で活動的なアレンジャーとなった。同年、ナティクシスは、主に日本の一般

投資家を対象とした、BPCEの初めての売出債発行等、革新的な取引を実施した。さらに、EDFの３トラン

シェ・ハイブリッド債の発行（2.75十億ユーロ）、Fiatの債券発行（850百万ユーロ）、Unicreditの初め

てのデュアル・トランシェ・カバード・ボンド、Etisalatの４トランシェ債券発行（3.4十億ユーロ）、

Sanofiの３トランシェ債券発行（３十億ユーロ）、モロッコ王国の債券発行（１十億ユーロ）、Wells

Fargoの１十億ユーロ及び1.25十億ユーロ相当の２債券の発行並びにトルコの銀行であるIsBankのドル建て

発行（750百万米ドル）を含む、複数の主要な債券取引を行った。証券化に関しては、ナティクシスは、

Fortress Investment Groupの２つのCLO(注１)に関し、単独リードマネージャーとして、主要な役割を

担った。

 

(注１)　ローン担保証券。

 

債券市場、信用市場及び外国為替市場において、ナティクシスは、顧客に対し、主要なマルチバンク・

プラットフォーム（Tradeweb、Bloomberg、Bondvision、FXall、360T、RTFX等）へのアクセスと共に、幅

広い電子取引商品を提供する。

新興市場において、ナティクシスは一連の債券、クレジット商品及び外国為替商品を提供する。ナティ

クシスは、かかる活動を地域レベル（モスクワ、上海及びドバイ）で、またパリ、ロンドン及びニュー

ヨークにおいても拡大している。ナティクシスは、新興市場向けに地方債及びソブリン債、さらに現地通

貨での商品を開発している。

トレジャリー業務において、BPCE及びナティクシスの共同リファイナンス・プールは、主に海外投資家

からの資金収入の増加を促し、事業分野が、成長のための計画を実施するために要する流動性資産へのア

クセスを持つことを確実にした。リファイナンス・プールに加えて、専門の営業チーム及び単独の証券貸

付部局が、ナティクシスの担保管理を最適化するために設立された。
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リサーチ

リサーチは、ナティクシスの販売戦略において、重要な役割を担っている。リサーチ・チームは毎日、

顧客の投資決定の際の指針となる分析を発表し、顧客のニーズに応じた金融ソリューションの提供を続け

ている。

2014年、ナティクシスは、顧客に対し、部門横断型分析及び限定されたテーマに基づく部門横断的な専

門知識を提供するため、株式、信用及び経済リサーチ・チームを統合し、部門横断型リサーチを発展させ

た。それは今では、６つの専門知識（株式、信用、経済、投資戦略、コモディティ並びに債券及び外国為

替）に重点を置いた、市場において最も大きなリサーチ・チームの１つとなった。部門横断型リサーチ

は、調査及び投資推奨の数を増やしている。また、株式、信用、債券、外国為替及びコモディティに関

し、部門横断型の会議を開催している。

2014年、ナティクシスは、７つの部門（ABS、エージェンシー、自動車、カバード・ボンド、小売業及び

消費財、通信及びメディア並びに公益事業）において、最優秀信用リサーチ・チーム(注２)を有している

として認められた。

 

(注２)　出典：Euromoney - 2014年債券リサーチ調査

 

一方で、定量的分析は、価格設定、リスク管理モデル及び定量的資産配分戦略を開発することにより、

当行の金融改革プロセスを支援し、今日の急速に変化する市場において競争力を維持することを確実にし

ている。

 

④ ポートフォリオ管理

顧客対応に際し、銀行のリソースを最大限活用するため、ナティクシスは、2013年にポートフォリオ管

理事業分野を創設した。

そのチームは、パリ、ニューヨーク及び香港に基盤を置き、ホールセール・バンキングの貸付ポート

フォリオ（すなわち銀行によるすべてのバニラ・ファイナンス及びストラクチャード・ファイナンス）の

最適な循環を確保すること、そしてさらなる全般的な効率性を得るためにオリジネート・トュ・ディスト

リビュート・チェーンを端から端まで管理することに責任を負っている。

貸借対照表の循環を加速する推進力は以下のものである。

・　ポートフォリオの効率的な循環を確実にし、特に最適な形で資金調達を行うための融資組成能力を

確保するため、除却量を増やすこと。

・　RWA(注３)の消費及び流動性を最適化することで、ナティクシスの簿外ストラクチャード・ソリュー

ションを確立すること。

・　機関投資家の割合を増加させること及びコーポレート・ファイナンスの分布を国際化することで、

投資家基盤を継続的に拡大すること。

・　共同オリジネーション・パートナーシップの構築を支援すること。

 

(注３)　RWAとは、リスク加重資産を指す。

 

2014年、ポートフォリオ管理は、特にストラクチャード・ソリューションを確立することで、銀行融資

の貸借対照表の循環を著しく加速させた。

 

⑤ グローバル・トランザクション・バンキング

グローバル・トランザクション・バンキング事業分野は、世界中に約400人の従業員を雇用している。そ

の専門チームは、生産サイクル、現金及びキャッシュ・フロー管理並びに国際的拡大に関連する話題につ

いて、顧客との定期的な対話を継続している。

グローバル・トランザクション・バンキングは、ナティクシスの顧客に対し、４種類の業務分野を提供

する。
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・　トレジャリー管理及び流動性管理業務：国際的な範囲でのブックキーピング及び現金管理に関する

ツール並びに現金黒字額増加のためのソリューション

・　現金管理業務：SEPA地域及び海外への流通及び追加的なセキュリティー・サービスを処理するため

のマルチチャンネル及びマルチフォーマット商品

・　貿易金融業務：輸入／輸出事業を発展させるための国際貿易に関する証券化及び金融サービス

・　コルレス銀行業務：国際取引のすべての段階において顧客及びGroupe BPCEを支援するための、世界

中のコルレス銀行による幅広いネットワークの維持

新たな営業活動及び商品イノベーションの認知により、2014年のグローバル・トランザクション・バン

キングの収益は著しく改善し、米国、ラテンアメリカ、東南アジア及びドバイを対象とした開発戦略が統

合され、商品及びサービスの幅が拡大された。

 

⑥ 国際プラットフォーム

南北アメリカ大陸プラットフォーム

米国の経済環境の回復により、2014年の南北アメリカ大陸プラットフォームは、すべての部門において

堅調な業績を記録した。この業績は、地理的拡大の戦略、顧客との関係強化及び事業分野とプラット

フォームとの間の最高の協力関係に由来する。南北アメリカ大陸プラットフォームは、６ヶ国において600

人弱の従業員を雇用している。当該プラットフォームは、米ドルでの資金調達を望む海外の顧客の米国市

場へのアクセスを簡略化しつつ、投資、ファイナンス、リスク管理及びアドバイザリー・サービスに関す

る複雑な顧客のニーズに対応するため、地域別及び部門別の経験を生かしている。当該プラットフォーム

は、すべての事業分野において、その評価を高めるため、戦略を推進し、より多くの取引において主要な

役割を担う予定である。

2014年、当該プラットフォームは、チリ、コロンビア、ペルー、メキシコ、カナダ及び米国でのプレゼ

ンスを強化した。不動産のための新たな駐在員事務所がロサンゼルスに開設された。当該プラットフォー

ムは、CMBS（商業用不動産担保証券）取引における第一人者の１つであるカナダのTrez Capital Groupと

戦略的パートナーシップを結んだ。さらに当該プラットフォームは、特に現物株式業務を強化すること

で、既存の顧客との関係を深め、新規の顧客を引き寄せることができるように、商品及びサービスの幅を

拡大した。

全世界のナティクシスチームとの協力は、より優れた顧客対応につながり、複数の重要な金融取引（ナ

ティクシスによるClaytonへの融資、Dubilier & RiceによるMauserの買収）をもたらした。チリのKelar

Powerプロジェクトにおいては、ナティクシスは、韓国のプロジェクト・スポンサーであるSamsung及び

KOSPOにファイナンシャル・アドバイザリー・サービスを提供した上で、融資を行った。Fortress

Investment Groupのクレジット・ファンドを代表して、ナティクシスは、２つのCLO（ローン担保証券）取

引に関し、単独リードマネージャーを務め、無担保債券の発行を支援し、様々なリボルビング・クレジッ

トラインを付与した。

 

アジア・パシフィック・プラットフォーム　

12ヶ国(注１)における500人超の従業員により、アジア・パシフィック・プラットフォームは顧客に、

ホールセール・バンキングのファイナンシング及び資本市場業務の大部分へのアクセスを提供する。

 

(注１)　オーストラリア、中国、香港、台湾、インド、インドネシア、日本、韓国、マレーシア、シンガポール、タ

イ及びベトナム。

 

当該プラットフォームは、ナティクシスの商品を提供することにより地元顧客の数を増やすこと、世界

(注２)及び欧州の顧客（特にナティクシスの世界的なフランチャイズによる顧客）のアジアにおける開発

プロジェクトを支援すること並びにGroupe BPCEのための資金調達の流入に積極的に貢献することに対し、

主に責任を負っている。
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(注２)　複数の大陸に存在する。

 

アジア・パシフィック・プラットフォームにとって、2014年は発展の年となり、東京における販売プ

ラットフォームの強化や、プロジェクト及びインフラストラクチャーに特化したシドニーにおけるファイ

ナンス・チームの設立を含む、複数のプロジェクトが立ち上げられた。

当該プラットフォームは、ストラクチャード・ファイナンスにおいて主導的な役割を担い、複数の主要

な商業的成功を収めた。これらには、コモディティ・ファイナンス（Vitol S.A.によるRoyal Dutch Shell

のオーストラリアにおける資産の買収に対する多通貨建て融資等）、航空機ファイナンス（BBAM LPにより

購入され、Cathay Pacificにリースされた、ボーイング777-300ER２機のファイナンス等）、買収ファイナ

ンス（WH Group Limitedを代理した５年で償却するシンジケート・ローン等）又はインフラストラク

チャー・ファイナンス（Measat Internationalを代理した人工衛星の組み立て及び打上げに関する融資プ

ロジェクトへのアドバイザリー・サービス等）が含まれる。その結果、2014年は、オリジネート・トュ・

ディストリビュート戦略に沿った組成及び販売の大幅な増加により特徴付けられた。

その資本市場事業分野の中で、アジア・パシフィック・プラットフォームは、戦略的なNBFI（銀行以外

の金融機関）顧客とのストラクチャード商品（特に固定利付き商品）の販売による売上からの利益を大幅

に増加させた。収益への貢献に関し、台湾は再びその将来性を確認し、韓国が成長への新しい機動力とし

て浮上した。当該プラットフォームは、2013年と比較して、顧客の預金の流入及び仕組み債の発行を３倍

にした。また、アジアの投資家向けのBPCEの発行（特にサムライ債及び売出債）を４倍にした。これらの

成功は、2013年に開始され、2014年も引続き行われた販売チームを強化する戦略の成果である。

新しい販売ストラクチャーに関するコーポレート・カバレッジ部門の創設により、戦略及び法人顧客の

ニーズの理解に真に着目し直し、その発展の支援を強化することが可能となった。金融機関に対するカバ

レッジに関しては、保険業務の専門家による新たなチームが創設され、順調なスタートを切っている。

現在、収益の半分は最大の顧客によるものであり、成長率の50％が金融機関によるもので、70％が法人

によるものである。

2014年、当該プラットフォームは、特に人民元の変動、中国、チンタオの大規模な詐欺事件の発覚及び

石油価格の急激な下落といった、いくつかの困難な市況を克服した。

2015年、当該プラットフォームは、引続き、変動する市況により生じるリスクを監視及び管理する。当

該プラットフォームは、特に北京に新店舗を開設することにより中国での地位を強化し、ニュー・フロン

ティア戦略計画に沿って、日本及びオーストラリアでの活動を開拓していくことで、領域において引続き

拡張していく。

 

EMEAプラットフォーム

ナティクシスは、EMEA地域（フランスを除く欧州、中東及びアフリカ）の約100ヶ国において活動してい

る。かかる地域には、パリに基盤を置くチームが従事しており、約550人の従業員が、５支店（ロンドン、

フランクフルト、ミラノ、マドリッド及びドバイ）、子会社２社（モスクワ及びフランクフルト）及び駐

在員事務所３ヶ所（アルマトイ、ヨハネスブルグ及びイスタンブール）に分類されている。

すべてのホールセール・バンキング事業分野は、プラットフォームにおいて活動を行っており、顧客に

提供されるサービス範囲は、国によって異なる。銀行は、各地域に適した戦略を開発している。

・　南欧において、ナティクシスは、法人顧客及び金融機関の双方に対するすべてのホールセール・バ

ンキング業務に関し、イタリア及びスペインにおいて、強固な歴史的存在感を有しているという強

みがある。しかしながら、ギリシャ及びポルトガルにおけるエクスポージャーは限定されている。

・　北欧（英国、ドイツ、スカンディナビア、ベネルクス諸国及びスイス）において、銀行は英国基盤

のプロジェクト、スイスのコモディティ、（Natixis Pfandbriefbankの子会社を通じた）ドイツの

不動産及び全地域における買収への融資といった多数の専門金融業務を行っている。それでもな

お、中核事業は資本市場に注力している。

・　中東、トルコ及び独立国家共同体（ロシアを含む。）において、銀行は、特にロシア及びドバイに

おけるエネルギー及びコモディティに関するストラクチャード・ファイナンスにおいて地位を確立
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しており、歴史的な存在感を有する。これらの継続的な活動は、地域の顧客と構築した関係ととも

に、銀行が新商品を提供し、業務範囲を拡大することを可能にしている。

・　中欧及びアフリカにおいて、ナティクシスは、リスク及びパリによる集権管理に、明確な重点を置

き、ストラクチャード・ファイナンス業務に基づく選択的成長を示している。

2014年、EMEAプラットフォームの活動は、ロンドンにおける資本市場業務、トルコにおける初めての債

券発行並びにドバイを通じた中東におけるイスラム金融の導入といった主要な拡大を目の当たりにした。

 

(b) 投資ソリューション

これまで資産運用、プライベート・バンキング及びプライベート・エクイティを取り扱っていたナティク

シスの投資ソリューション事業分野は、2014年に再編され、投資ソリューション及び保険部門となった。当

該事業分野は現在、資産運用及びプライベート・バンキング並びに保険の２つの部門で構成されている。ナ

ティクシスによるBPCE Assurancesの獲得は、Groupe BPCE及びCNP Assurancesとの新たなパートナーシップ

と合わせて、Groupe BPCEが本格的なバンカシュアランスのプレーヤーとなることを可能にさせる１つの保険

部門を創設した。さらに、2014年３月31日、Natixis Global Asset Management（以下「NGAM」という。）

は、欧州のプライベート・エクイティ企業を買収した。

資産運用及びプライベート・バンキング部門は、Groupe BPCEがグローバルな志を持っている分野であり、

国際的に認知された資産運用の専門知識及びGroupe BPCEが運用を行っている様々な市場の特徴や規制にあわ

せた販売ストラクチャーを誇る資産運用に集中している。また、フランスの金融貯蓄及びプライベート・バ

ンキング部門におけるBanques Populaires 及びCaisses d'Epargneのネットワークの地位を強化しようとし

ており、新たな国際成長の推進力を求めている。

ナティクシスの資産運用子会社であるNGAMは、さらなる国際的な発展を目指している。NGAMの3,400人の従

業員のうち、既に３分の２がフランス国外（主に世界的に最大の資産運用市場である米国）で勤務してい

る。さらに、NGAMは、700人近くを雇用する世界的な販売プラットフォームを有しており、米国のミューチュ

アルファンド部門において先駆的な立場を占めている。プライベート・バンキングもルクセンブルグにプ

ラットフォームを持ち、約100人が欧州のプライベート・バンキング事業を構築するために勤務している一方

で、プライベート・エクイティは、欧州、米国及びアジアの資産運用会社を通じて世界規模のファンズ・オ

ブ・ファンズを提供している。

 

① 資産運用及びプライベート・バンキング

投資ソリューション及び保険部門内で営業を行うナティクシスの資産運用事業は、ファンド、専用商品

及び運用委託を含む幅広い投資ソリューションをあらゆるアセットクラス（マネー・マーケット、債券、

株式、不動産、オルタナティブ、分散運用及び資本投資）について販売している。

 

資産運用：グローバル・プレーヤー

資産運用事業は、持株会社であるNGAMを中心に構築されている。NGAMは、資産運用業務の全体の一貫性

管理を確保し、世界的な販売プラットフォームの開発並びに欧州、米国及びアジアに拠点を置く資産運用

及び投資サービスを専門とする約20の会社の金融及び戦略管理の監督について責任を有している。これら

の企業は合わせて3,450人の従業員を雇用しており、うち2,000人が米国を拠点としている。彼らは、欧州

（主にフランス）において主要な地位を誇っており、アジア太平洋及び中東、また2014年以降はラテンア

メリカ及びカナダにおいてもその存在感を高めている。

NGAMのビジネスモデルは、幅広く国際的な顧客基盤のニーズに対応するため、マルチ・スペシャリスト

の資産運用会社によるグローバルな販売プラットフォームに基づいている。NGAMは、様々なポートフォリ

オ管理技術、強固な販売ネットワーク及び柔軟なビジネスモデルによって、資産運用における主要な国際

的プレーヤーとしての地位を揺ぎないものとした。NGAMは、2013年末における世界的な資産管理会社とし

て、第16位に入った(注１)。

 

(注１)　2014年７月のCerrulli Rankings（2013年末の運用資産に基づく。）による。
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2014年、NGAMは、2006年の創業以来最高の業績を達成した。NGAMは、資産運用の専門知識における安定

的な発展を確保し、米国、欧州及びアジアにおける販売プラットフォームを一元化するため、成長戦略及

び投資方針を実行した。ラテンアメリカ（メキシコ及びモンテビデオ）における販売ネットワークの立ち

上げ、Nexgen Financialの買収を通じたカナダ、トロントにおける活動、また小売業の国際的な拡大を含

む、様々な戦略的プロジェクトが実施された。2015年、NGAMは、新たに目標とした開発プロジェクトに引

続き投資し、社外での成長機会やパートナーシップも検討していく。

世界的な資産運用市場に関しては、2014年は特に米国における経済成長、並びに米国及び欧州における

財務指標の改善が特徴的であった。NGAMの業績は、2013年に著しく改善し、2014年はさらに向上した。こ

れらの業績は、関連会社による業績改善及び専門知識の強化のための長年にわたる投資に起因する。

運用資産は、2013年の629.2十億ユーロと比較して、2014年は過去最高の735.5十億ユーロを記録し、一

定のユーロ基準で年間63.2十億ユーロ（9.4％増）となった。

この増加は、2013年末のプラス13.4十億ユーロと比較して、2006年以降最高となった27.7十億ユーロ

（金融市場投資を除き32十億ユーロ）の多額の純流入額及び83.4十億ユーロの市場効果によるものであ

る。欧州における純流入額がマイナス2.2十億ユーロとわずかに赤字であった一方、米国では29.9十億ユー

ロと極めて多額の純流入額を回収した。しかし、流出額は2013年と比べて低く（9.8十億ユーロ減）、金融

市場商品及び不動産ファンドの効力の範囲を除き、流入額は合計5.2十億ユーロとなった。

資産運用会社の業績はまた、資産運用会社への流入額を回収するためのNGAMのすべての販売プラット

フォームの効率性により動かされた。かかるプラットフォームは、主にリテール活動について、欧州、中

東、アジア及びオーストラリアと同様に、米国の資産運用による流入も対象としている。2013年秋におけ

る、かつてNGAMの一部であったフランスの販売チームの国際的な販売プラットフォームへの統合は、成長

の活性化に貢献した。

世界的なプラットフォームは、卓越した総流入額及び純流入額を生み出し、2014年の純流入額は、31.7

十億米ドルとなった。2014年末、NGAMは、長期商品に係るリテール純流入額に関し米国で７位となった。

2014年の流入額は、国、顧客分布、関係会社及び商品に関し、より多様化した。当該プラットフォーム

は、NGAMの流入額のうち90％を生み出しており、その発展のために必要な投資を正当化している。

2014年末の運用資産総額は310.4十米億ドルとなり、これは、NGAMの運用資産総額の35％となっている。

米国では、販売運用資産は１年間で17％上昇し、188.3十億米ドルとなった。国際運用資産（米国を除く）

は７％上昇し、合計で122.1十億米ドルとなった。

機関投資家（年金基金、政府系ファンド、中央銀行等）及び販売（ファンド・オブ・ファンズ、プライ

ベート・バンキング、プラットフォーム及びIWMA）の２つのセグメントで構成される新たな国際販売組織

が導入された。当該組織は、当行グループの成長目標及び顧客の要望に引続き適応していく。

米国市場における強力な存在感に加えて、2014年に、かかるプラットフォームは、アジアにおいては主

要な法人顧客及びグローバル・アドバイザーについて、また欧州では主に機関の顧客とのビジネスが活発

であり、リテール市場戦略が実行されている英国市場において、引続き国際的な対象領域を拡大した。メ

キシコ及びウルグアイをはじめとする、複数のラテンアメリカ諸国に対象領域を拡大する戦略が2014年か

ら続けられており、2015年はコロンビアで行われる予定である。2014年における販売活動は、フランス、

日本並びにイタリア、スペイン及びドイツを含むその他の欧州諸国において好転した。

この様に、投資サービス及びソリューションの提供者としてのNGAMの販売は、現在22ヶ国で行われてい

る。過去２年間、当該活動には、今日の市場の不安定さと同時に、長期的な関係構築のために適切な助言

を必要とする金融投資家の新たな期待を組み入れた「耐久性ポートフォリオ構築」の手法が使われてい

る。耐久性ポートフォリオ構築手法は、数々の国際規模のソリューションにより世界に影響を与えてい

る。またこれは、国際的なマーケティング及び広報活動を通じて、ここ数年に存在感及び認知度を高めた

「NGAM」ブランドに投資する機会を提供する。

 

欧州における資産運用事業

欧州における資産運用事業は、2013年末の319.8十億ユーロと比較して、2014年末には、主にプラスの市

場効果に起因して340.8十億ユーロを計上し、6.5％の増加となった。2014年、欧州の資産運用会社は、中
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期商品に関する純流入額として5.3十億ユーロ（金融市場商品及び不動産ファンドの新たなスコープを除

く。）を計上し、好ましい傾向を取り戻した。

 

2014年末現在における欧州の資産運用会社（運用資産の単位：十億ユーロ）

－　Natixis Asset Management（304.9十億ユーロ）：債券、欧州の株式、投資及び顧客ソリューショ

ン、変動性と仕組み商品、グローバル・エマージング並びに責任投資

－　AEW Europe（16十億ユーロ）：不動産の運用、不動産投資信託（以下「SCPI」という。）及び不動

産ミューチュアルファンド（以下「OPCI」という。）

－　VEGA Investment Managers（5.6十億ユーロ）：ファンド・オブ・ファンズ及びファンド選定

－　H2O Asset Management（5.8十億ユーロ）：グローバルかつマクロなマルチ戦略及び海外における債

券

－　Mirova Environnement et Infrastructure（4.7十億ユーロ）：インフラストラクチャー・プロ

ジェクト・ファイナンス

－　Ossiam（1.9十億ユーロ）：戦略的ETF（上場投資信託）

－　Natixis Environnement et Infrastructure Luxembourg（１十億ユーロ）：ブラウンフィールドの

インフラストラクチャー・ファイナンス

－　Dorval Finance（0.5十億ユーロ）：フレキシブル・マネジメント

－　Darius Capital Partners（0.3十億ユーロ）：ヘッジファンド

 

NGAMは、欧州における有数の資産運用会社であるNatixis Asset Management（以下「NAM」という。）を

通して欧州で営業している。NAMは、主要な資産クラス及びポートフォリオの運用スタイルに関して確固た

るノウハウを提供している。また、ファンドの選定及びファンド・オブ・ファンズの運用を専門とする

VEGA Investment Managers、臨機応変なポートフォリオ管理を行うDorval Finance（2014年以降50.1％を

所有）、並びにロンドンにおいてグローバルかつマクロな代替投資運用を行うH2O Asset Managementの補

完的な専門ノウハウへの特権的アクセスを提供している。さらに、戦略的ETF（上場投資信託）を専門とす

る Ossiamは、2014年にその対象範囲を拡大した。

NAMの運用資産額は、2013年末に291十億ユーロであったのに対し、2014年末は合計304.9十億ユーロと

なった。金融市場の商品では、低金利環境により、引続き大規模な流出額が記録された。対照的に、NAM及

びその子会社、特にMirova及びH2Oにおける株式、債券、分散型商品及び保険商品に係る中長期商品の流入

額はプラスとなった。CNPの資産は合計159十億ユーロ、すなわちNAMの運用資産の47％となった。

NAMの６つの専門部門（フィックスド・インカム、欧州の株式、投資及び顧客ソリューション、変動性と

仕組み商品、グローバル・エマージング並びに責任投資）を中心に構築された戦略的計画の実施にさらな

る進展があった。とりわけ、Groupe BPCEの銀行ネットワークを支援するためのネットワーク部門が立ち上

げられ、また、責任投資に従事する資産運用会社であり、SRI（社会的責任投資）の各種分野における先駆

者であるMirovaが2014年１月１日にNAMの子会社となった。また、2014年において特筆すべきこととして、

米国市場におけるSeeyondの変動性商品の実施及びアジア商品の販売を促進する「NAMアジア」プロジェク

トの進展があげられる。

NAM及びその子会社の国際的な販売を強化し、ナティクシスのその他の活動及び事業分野とシナジーを発

展させ、当行グループ内での金融貯蓄の促進に貢献することは、依然として主な優先事項である。2014年

における総流入額の42％はフランス国外からのものであり、主に欧州諸国で生じた。Caisses d’Epargne及

びBanques Populairesのネットワークにおいて、2013年にパッケージド・ファンドの新規発行は増加し

た。

2015年、NAMは引続き、特定した新たな成長原動力を開発することで市場のニーズをより満たせるよう変

化し、マルチアフィリエイトの構造に合わせ調整していく。
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AEW Europeは、Caisse des Dépôtsとの提携によって所有されており、Caisse des Dépôtsは40％の持分

を有する。この子会社は、欧州における投資助言サービス及び第三者による不動産の資産運用に関する先

駆者である。AEW Europeは欧州における９つの諸国（特に強力な存在感を有するパリ及びロンドン）にお

いて活動しており、運用資産額は、2014年末で16十億ユーロとなった。2014年は、資金調達及び取引（買

収及び処分）が好調であった。AEW Europeは、投資家の大きな関心が不動産にある中で、開発及び海外分

散投資に基づく、幸先の良い景気見通しを伴う2015年-2018年の戦略計画を発表した。AEW Capital

Management（米国とアジア）及びAEW Europeの間の提携は、運用資産額において世界で第６位となるグ

ローバルなプラットフォームを構成する要素となっている。

総合的にみて、ナティクシスの欧州における資産運用会社は、従来のあらゆる資産クラスを網羅する商

品及びサービスだけでなく、付加価値の高い分野における専門性を提供している。また、その業績及び投

資ファンドの具体的な内容並びに持続可能な開発へのコミットメントに関して、数多くの賞を受賞してい

る。

 

米国及びアジアにおける資産運用

米国の15の子会社における運用資産額は、2013年の419.4十億米ドルと比較して、2014年末現在は、大幅

な流入額の増加により、かつてない合計額ので462.9十億米ドルとなり、43.5十億米ドルの増加又は10.4％

の成長となった。運用資産の成長に対する市場のプラスの影響は、2013年よりも少なかった。アジアにお

ける運用資産額は、2013年末の7.1十億米ドルから2014年末には８十億米ドルへとわずかに増加した。

米国企業の純流入額は、過去最高の36.1十億米ドルに達した。最大の流入額を記録したのは、25.8十億

米ドルのLoomis and Sayles（債券及び株式）及び12.6十億米ドルのHarris Associates（株式商品）で

あった。さらに、より小規模な関連会社の中では、Vaughan Nelson IMがプラス成長へ戻り、Alpha

Simplex Groupがオルタナティブ・キャッシュ商品に関する専門家として認められた。

2014年末、NGAMは、市場における中心的なプレーヤーとの販売契約を通じてカナダのリテール市場への

道を提供する、トロントに基盤を置く革新的な資産運用会社であるNexgen Financial（カナダ）を100％取

得した。

グループの米国における資産運用会社は、米国における法人客に対して販売サービスを直接提供してい

る。リテールバンキングの分野では、異なる市場及び販売網に適合した資産運用商品、助言及び仕組み能

力並びに関連サービスを提供する販売プラットフォームから強い支援を受けることができる。このプラッ

トフォームは、量販店及び個人投資アドバイザーの両方をサービス提供の対象としている。過去数年にお

いて、販売チームはさらに拡大され、好調な営業成績を達成している。

2014年初め、NGAMは、その2013年の業績に関し、Barron’s/Lipperの米国におけるミューチュアルファン

ドランキングで第１位を獲得した。世界的には、2013年におけるその関連会社のファンドの業績に関し、

米国、フランス、英国、スイス、ドイツ、台湾及びシンガポールにおいて、約20のLipper賞を受賞した。
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2014年末現在における米国及びアジアの資産運用会社（運用資産の単位：十億米ドル）

－　Loomis Sayles（230.2十億米ドル）：株式（成長型、コア型、割安型）及び債券（コア型から高利

回り型）

－　Harris Associates（131.7十億米ドル）： 米国及び海外の割安株

－　AEW Capital Management（20.3十億米ドル）：不動産、資産運用

－　Reich & Tang Asset Management（17.6十億米ドル）：金融市場

－　Gateway Investment Advisers（12.2十億米ドル）：ヘッジ株式

－　McDonnell Investment Management（12十億米ドル）：地方債

－　Vaughan Nelson Investment Management（11.1十億米ドル）：割安株及び割引債

－　Aurora Investment Management（7.6十億米ドル）： ヘッジファンドの資金

－　IDFC（20％所有、7.2十億米ドル）：インドの株式及び債券

－　Managed Portfolio Advisors（7.5十億米ドル）：オーバーレイ戦略

－　Alpha Simplex Group（5.6十億米ドル）： 定量的運用、投資運用

－　Capital Growth Management（50％所有、3.6十億米ドル）：株式

－　Snyder Capital Management（2.0十億米ドル）： 米国の小型及び中型の割安株

－　Absolute Asia Asset Management（0.8十億米ドル）：アジアの株式（日本を除く。）、新興アジ

ア諸国の株式

－　NexGen Financial（0.8十億米ドル）：代理運用

－　Active Investment Advisors（0.6十億米ドル）：任意の指数ベースによる戦略

 

プライベート・エクイティ事業分野

その歴史あるプライベート・エクイティ専門の組織である、Natixis Private Equity（以下「NPE」とい

う。）を通じて、ナティクシスは、フランス国内外の中小企業に焦点を当て、ベンチャー・キャピタル、

プライベート・エクイティ及び分散型のファンド・オブ・ファンズの様々なセグメントを対象とする、プ

ライベート・エクイティの主要なサービス・プロバイダーとなっている。この経験と認められた業績に基

づき、2008年にナティクシスは、外部投資家のニーズに応えることができるようなプライベート・エクイ

ティの仕組みに焦点を当てるため、この事業を再編成することを決定した。

2014年４月以降、当行グループのプライベート・エクイティ事業分野は、新たな代替的長期投資ソ

リューションを提供するため、プライベート・エクイティ部門の名の下、NGAMに対し報告している。

2014年末現在、NGAMのプライベート・エクイティ部門の運用資産は6.1十億ユーロに達した。うち約90％

は、第三者投資家に対するものであり、独立した補完的かつ国際的な資産運用会社６社の専門知識へのア

クセスを与えるマルチアフィリエイトモデルの下、プライベート・エクイティ、メザニン、インフラスト

ラクチャー及び私募債部門をカバーする。

 

2014年末現在における欧州の資産運用会社（運用資産の単位：十億ユーロ）

－　Euro Private Equity（1.8十億ユーロ）：国際的な個人資産に関する投資アドバイザリー

－　Naxicap Partners（1.7十億ユーロ）：主にフランスにおける中小企業分野のプライベート・エク

イティ

－　Caspian Private Equity（1.6十億米ドル）：米国のプライベート・エクイティ及びメザニン投資

ソリューション

－　Seventure Partners（0.5十億ユーロ）：欧州のベンチャー・キャピタル

－　Alliance Entreprendre（0.2十億ユーロ）：フランスにおける買収及び資本再構成業務

－　Eagle Asia Partners（0.2十億米ドル）：アジア（中国、インド、東南アジア）におけるプライマ

リー・ファンド・オブ・ファンズ
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プライベート・バンキング

ナティクシスのプライベート・バンキング事業は、個人投資家へのファイナンシャル・プランニングを

専門としている。それは、フランス市場を対象としたBanque Privée 1818とルクセンブルグ及びベルギー

を拠点としたチームによるNatixis Private Bankingにより構成されている。2014年末、その資産運用額

は、合計24.7十億ユーロとなった。

そのチームは、資産設計、コーポレート・アドバイザリー（包括的な管理アドバイザリー）、ファミ

リー・オフィス、信用供与及び資産運用に関する多角的な専門知識並びにその資産運用会社であるVEGA

Investment Managersを利用したファイナンシャル・プランニングのあらゆる側面に取り組むため、密接に

協力している。

プライベート・バンキング事業は、Groupe BPCEネットワークによる顧客、子会社であるSélection 1818

（多様な商品及び多様なサービス・プラットフォーム）を通じた独立した資産運用アドバイザー（以下

「IWMA」という。）による顧客及び主にナティクシスにより呼び込まれた直接的な顧客の３つの顧客カテ

ゴリーを対象としている。

2014年、la Banque Privée 1818は、好調な販売の勢いを維持し、純流入額は1.5十億ユーロを超えた。

 

Groupe BPCEネットワークへの対応

Banque Privée 1818は、Banques Populaires、Caisses d’Epargne及びBPCE International et Outre-

merネットワークを対象としている。それは、プライベート・バンキング及び資産運用の分野における顧客

のニーズの増加に対応する、洗練された商品及びサービスを提供している。そのサービスは、代理運用、

UCITSの選定、プラットフォームを通じた生命保険証券、豊富な不動産の提供及びコーポレート・アドバイ

ザリー等、幅広く、多様である。Banque Privée 1818は、Groupe BPCEのオープン・アーキテクチャー・ブ

ローカーである。2014年、その純流入額は総額206百万ユーロとなり、その運用資産は583百万ユーロへと

急激に増加した。

2014年、Banque Privée 1818は、Groupe BPCEにより開始されたナショナル・リレーションシップ・

チャーターに基づき、Banques Populairesの銀行及びCaisse d’Epargneとの販売協力の勢いを強化した。

当該協力関係は、プライベート・バンキング及び資産運用に関する共通する開発への野心に基づく販売実

行計画につながった。また、2014年には、地方銀行がBanque Privée 1818が提供する付加価値サービスや

金融及び資産設計の専門家への直接的なアクセスを享受できるようにする、サービス・レベル契約が締結

された。

さらに、2014年にCaisses d’Epargneは、資産運用に関し、268百万ユーロの総流入額及びすべてのネッ

トワークにわたるプライベート・バンキングの総流入額の急激な増加といった優れた業績を達成した。

 

ウェルス・マネジメント

フランス国内外における事業主及び上級管理者は、直接顧客を担当するプライベート・バンキング業務

チームの中核的なターゲット市場（2014年12月31日現在の運用資産は6.71十億ユーロ）である。彼らは、

要求の多い当該顧客セグメントの個別のニーズに応えるための革新的かつカスタマイズされた資産運用ソ

リューションを提供するため、ナティクシスのカバレッジ・チームと密接に連携している。

2014年における注目すべき成果には、Banque Privée 1818のコーポレート・アドバイザリー・チーム

が、「経営チーム支援における最優秀投資銀行」のカテゴリーにおいて、主要なプレーヤーとして新たに

評価されたことが含まれる。

2014年、プライベート・バンカーは、多様な商品及び最先端の金融ソリューションに関する専門性及び

知識を示した。

 

Sélection 1818、独立した資産運用プロフェッショナルのためのプラットフォーム

5.7十億ユーロの運用資産と800のIWMAを有するSélection 1818は、パートナーとの商取引関係を最適化

するため、すべてのサービスを1箇所に統合する人間工学的ポータルである、新たなエクストラネットを導
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入した。2014年、Sélection 1818は、Gestion de Fortune誌において、IWMA専門の大手銀行プラット

フォームとして、第21回サプライヤー・ランキングで首位を獲得した。

複雑かつ競争力の高い商況にもかかわらず、Sélection 1818は、総額825百万ユーロの流入額を集めた。

 

VEGA Investment Managers

2012年12月31日付のNatixis Multimanagerと1818 Gestionとの合併による、VEGA Investment Managers

は、個人投資家向けの資産運用ソリューションを専門とした資産運用会社（60％がBanque Privée 1818に

より、40％がNAMにより所有されている。）である。それは、オープン・アーキテクチャーのファンド・オ

ブ・ファンズの運用及びすべての顧客（個人、機関及び法人）に対するファンドの選定を行う、ナティク

シスの専門のユニットでもある。その活動は３つの事業分野、すなわち、合同運用投資、一任ポートフォ

リオ管理並びにアドバイザリー及びファンド選定を中心に構造化されている。2014年、VEGA Investment

Managersは、２年連続でEuropean Funds Trophy賞（26-40ファンドの格付け）において、その分野におけ

るフランスの最優秀資産運用会社として認められた。さらに、Elite 1818 Euro Rendementファンドは、

Morningstarにおいて最高格付けの星５つを付与された。

 

国際業務

ルクセンブルグにおいて資産運用サービスを既に提供しているナティクシスのプライベート・バンキン

グ事業分野は、2014年９月にブリュッセルでNatixis Bankの支店を開店させたことで、国際的に拡大し

た。この構想は、事業分野のプレゼンスを国際的に高めるための、ナティクシス及びGroupe BPCEによる戦

略的計画の一部である。ルクセンブルグ支店の様に、支店は、国外居住者、非居住者及び海外顧客に対

し、すべての資産クラスにおける運用商品（通貨管理、柔軟な投資ファンド、生命保険証券等）を用い

て、特注の金融及び資産設計ソリューションを提供する。

 

②　保険

ナティクシスは、個人顧客、独立した機関投資家及び（より少ない程度であるが）法人顧客向けの幅広

い保険商品を提供している。年金及び生命保険の商品は、投資ソリューション及び保険部門のその他の事

業分野とのシナジーを持ちつつ、主としてBanques Populairesのネットワークにより販売されている。個

人補償保険の事業は、一貫して成長を記録しており、死亡給付金、休業及び扶養保険商品から支払保障保

険に及ぶ、Banques Populaires及びCaisses d’Epargneのネットワークにより提供される多種多様なソ

リューションを売りにしている。最終的に、Banques Populaires及びCaisses d'Epargneのネットワークに

おいて個人顧客が利用できる自動車保険商品及び住宅保険商品は、機関投資家顧客を対象とした提供によ

り補完されている。

Natixis Assurancesは、ルクセンブルグにおいてはその子会社であるNatixis Lifeを通じて、またレバ

ノンにおいては現地のプライベート・バンクと提携している子会社の持分を通じて運営している。

Natixis Assurancesの2014年の総収益は、6.0十億ユーロを超えた。

 

個人保険

１年の間に、Horizéoは、個人顧客に対する中心的な保険契約となった。Quintessaは、プライベート・

バンキングの顧客に対し導入された。柔軟なマンデートの下、ABP Vieにより運用された資産は、１十億

ユーロを超え、ルクセンブルグのチームと共にNatixis Lifeにより運用された資産と同様に、高い純資産

を持つ顧客の要求に応じる能力を発揮した。

生命保険の純流入額は、2013年の水準を超え、2014年にわたり好調で、それらは主にユニットリンク保

険によるものであった。生命保険のリターンは、その他の金融商品と比べてその魅力を維持した。

その一環として、Natixis Assurancesは、生命保険に係る資金流入の総額において、生命保険市場の成

長率（８％増 - 出典：FFSA - 2014）をはるかに上回る、32％の増加（うち14％はフランス国内）を計上

した。2014年12月末には、資産は７％増の41.8十億ユーロまで増加し、ユニットリンク保険に投資された

流入額のシェアは約15％となった。
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個人補償保険事業における成長は2014年においても引続き好調であり、保険料は15％増の627百万ユーロ

まで増加した。支払保障保険は、2014年において個人補償保険の保険料の77％を占めた。

 

損害保険

損害保険市場は、請求内容の対照的なトレンド（交通事故の増加、強盗の減少、自然災害の増加）や、

各プレーヤーを孤立させるための終わりのない数々のイノベーションによる、永続的な激しい競争を経験

した。また、2014年には、自動車運転手がスマートフォンを通じて直接事故通知を申請できる、フランス

の保険業界の公式アプリケーションである「e-constat auto」が2014年12月１日付で導入され、保険部門

のデジタル変革を経験した。

Natixis Assurancesは、2014年-2017年の「異なる成長を(Growing Differently)」戦略計画に基づく

Groupe BPCEの志により動かされ、引続き堅調な事業成長を記録した。総合的に、財産保険及び災害保険の

保険料収入は、市場水準（1.5％増 - 出典：FFSA - 2014）をはるかに上回る９％の増加で、合計1,060百

万ユーロとなった。

 

(c) 専門金融サービス

ナティクシスの専門金融サービス部門は、類似の業種と流通戦略を持つ専門資金調達及び金融サービス

の２つの主な事業カテゴリーからなる。

これらの事業は、Banques Populairesの銀行、Caisses d'Epargne等のBPCEネットワークの発展の中核を

形成している。

専門資金調達事業は、個人顧客、機関投資家顧客及び法人顧客に対して、現金管理の最適化又は投資計

画のサポートを目的とした幅広いサービスを提供している。サービスの中には、ファクタリング、保証、

リース、消費者金融、並びに映画及びオーディオビジュアルに係る資金調達が含まれる。

金融サービス事業は、決済事業（銀行口座振替、自動引き落とし、電子決済取引等）、証券口座管理及

び金融市場取引（個人向け及びプライベート・バンキングの保護預かり等）、従業員貯蓄制度（利益配当

及びインセンティブ制度等）及び年金制度（個人年金計画及び共同年金計画）、サービス・バウチャー、

並びに共同個人保護保険を兼ね備えている。

Groupe BPCEの「Together」プロジェクトに沿って、Banques Populaires及びCaisses d'Epargneのネッ

トワークとのシナジーをさらに高める目標も2014年-2017年の「異なる成長を（Growing Differently）」

計画に盛り込まれている。これは、専門金融サービスの最重要点である。

 

① ファクタリング

子会社のNatixis Factorは、あらゆる規模の企業が売掛債権を最適化し、管理できるように考案された

ソリューションを生み出し、これを管理している。その中には、ファクタリング及び資金調達、信用保

険、情報管理及び売掛債権管理が含まれる。

Natixis Factorは、2014年12月31日現在、年間にファクタリングされた取引高として、７％増で市場

シェアの14.1％を占める31.9十億ユーロ（出典：2014年12月31日付ASF）を計上した。

今年度において2,300の新規契約を締結したNatixis Factorは、専門家及び中小企業の中で主導的な地位

を認め、その歴史的な開発戦略である、専門家から主要な法人顧客に及ぶ企業支援を強化した。2014年に

おける、主にGroupe BPCEネットワークからの顧客の満足度は92％であった。

顧客経験を向上させるため、そのスマートフォンのアプリケーションは、ファクタリング契約の主要な

指標への恒久的なアクセス権を顧客に提供する。

 

■ 過去５年間のファクタリング取引高

（単位：十億ユーロ）
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② 保証及び金融保証

保険会社であるCompagnie Européenne de Garanties et Cautions（以下「CEGC」という。）は、ナティ

クシスの複数の事業分野のための保証のプラットフォームである。

このプラットフォームは、様々な経済活動への参入者に応じた非常に多様な商品を提供している。かか

る参入者には、個人（連帯担保保証）、機関投資家（事業の立上げ／譲渡、設備、商業用不動産）、社会

経済及び公営住宅、官民のパートナーシップ、不動産業者及び不動産専門家（建築業者、住宅開発業者、

小売スペース及び事務所スペースの第三者管理、不動産管理業者及び不動産仲介業者）が含まれている。

CEGCは、個人向けの担保保証についてフランスの市場で第２位を占めており、2014年にはローンの再交

渉に牽引される市場において19十億ユーロ（2013年の記録的な取引量から17％減）を保証した。

かかる会社は、不動産管理、小売スペース及び事務所スペースの第三者管理並びに不動産仲介業者の市

場において主導的な地位を担っており、オゲ法に基づき、６十億ユーロを超える取引量で、5,000超の保証

を発行している。CEGCは、フランスにおける12,000戸の一戸建て住宅の竣工を保証し、これは市場の約

25％を占めた。

CEGCはまた、2014年に21％増の61,000を超える保証を発行し、ビジネス市場においても存在感を示して

いる。

2013年12月に設立された、仲介業を専門とした子会社であるCEGC Conseilは、特に建設工事保険といっ

た、新たな不動産保険商品を提供する。
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■ CEGCの規制上の保証

（単位：百万ユーロ）

 

 

③ リース

Natixis Leaseは、フランスのリース市場における主たる事業者である。この会社は、企業及びその他の

専門家に対して、そのすべての設備及び不動産リースの投資プロジェクトに係る支援を行っている。社会

経済及び機関の事業者もNatixis Leaseの顧客である。Natixis Leaseは、ナティクシスの子会社であり、

設備及び不動産のリース、長期自動車リース、再生可能エネルギー関連融資及びITオペレーションのリー

スに関する市場において、最も幅広い統合的ソリューションの１つを開発し、流通させている。

Natixis Leaseの金融会社及び専門家に対する専門性、さらに不動産の専門家としての深い知識は、

Banques Populaires、Caisses d’Epargne及びナティクシスのネットワークにおける顧客の期待についてよ

り良い理解をもたらす。

不景気な経済情勢に対し、新たな不動産リースは12％減少し600百万ユーロとなった。

フランス本土、海外の領土、スペイン及びイタリアにおける設備リースの業績は、新規のリースにおけ

る約1.7十億ユーロにより、わずかに増加した。Banques Populairesのアドバイザー・ワークステーション

に組み込まれた新たな設備リース販売ツールであるフロント・リースは、新規リース数の著しい増加に貢

献した。

210百万ユーロの新規リースと合わせて、Natixis Leaseでは、Caisses d'Epargneと共に行われた取引数

の顕著な増加に起因して、再生可能エネルギー関連融資が良く持ちこたえた。

Natixis Leaseは、引続きBanques Populaires及びCaisses d'Epargneと共に5,000件を超える新規の長期

自動車リースを提供し、2013年に対して30％の増加を達成した。

 

④ 消費者金融

Natixis Financementは、リボルビング・クレジット商品を開発し、Groupe BPCEのバンキング・ネット

ワークのための個人返済貸付を管理している。

Natixis Financementは、消費者金融に関するあらゆる専門知識をGroupe BPCEの銀行のために提供して

おり、それには企画及びマーケティング、ネットワークの調整、信用度採点、ローンの管理及び設定、回

収並びに訴訟が含まれる。当年度における消費者金融が非常に制限されていたという背景があったにもか

かわらず、Natixis Financementは、リボルビング・クレジット及び返済貸付の両方において、商業上確か

な推進力を維持した。

新規貸付は総額8.2十億ユーロであった（1.1十億ユーロ近くのリボルビング・クレジット及び7.1十億

ユーロ超の個人返済貸付）。

貸付残高は、2014年12月31日現在、前年比で９％増の16.8十億ユーロまで増加し、これにより当該会社

のフランス市場における第３位の地位は確固たるものとなった（出典：年次報告書、Natixis Financement

調査）。
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これらの確かな実績により、Caisses d’Epargne及びBanques Populairesの銀行は市場シェアを獲得する

ことができ、Natixis FinancementがBPCEのネットワークと共に開発したモデルの有効性が浮き彫りとなっ

た。

Natixis FinancementとBNP Paribas Personal Financeのジョイントベンチャーによる、2013年１月１日

のUnited Partnership JVの設立に続き、2014年10月には共用ITプラットフォームが実施された。
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■ 管理下にある貸付残高の変動

（単位：十億ユーロ）

 

 

⑤ 映画業界の融資

子会社であるNatixis Coficinéを通じた運営を行い、フランスと欧州において市場での主導的な地位を

有していることにより、ナティクシスはすべての視聴覚の専門業者に対する資金提供を行っている。

当初にフランスの顧客基盤を対象とした後、Natixis Coficinéは現在、その活動をEUの複数の国々（ド

イツ、ベルギー、スペイン、ルクセンブルグ、英国及び北欧諸国）並びにカナダに拡大している。

2014年末現在、その貸付残高は合計で553百万ユーロとなり、2013年から４％の減少となった。Natixis

Coficinéは、映画撮影、テレビ番組及び映画館の順で、融資を行っている。Natixis Coficinéにより管理

される新規貸付は、過去３年におけるフランスでの映画製作に対する投資の著しい低迷により、2013年か

ら10％減少し、563百万ユーロとなった。

 

⑥ 従業員貯蓄計画

2014年に、Natixis Interépargneは、フランスでの従業員貯蓄預金口座の管理において主導的な地位に

あり、管理する従業員貯蓄預金口座は３百万を超え、市場シェアは28.6％であった（出典：2014年６月30

日付AFG）。

５年間連続して、提供された団体年金計画（以下「Perco」という。）は、とりわけ法人顧客及び機関投

資家顧客のセグメントにおいて着実な伸びを示した。Percoの口座数は前年比で23％増加し、管理下にある

口座数の市場シェアは30.7％を占めた（出典：2014年６月30日付AFG）。

Banques Populaires及びCaisses d’Epargneのネットワークにより行われる中小企業及び機関投資家に合

わせた従業員貯蓄口座の提供は、12,500件近くの新規契約という高い業績を達成した。

顧客経験を向上させるため、Natixis Interépargneは、法人顧客及びPercoの顧客に対する聴取だけでな

く、その革新的アプローチの中心となる新たなサービスの共創を実施した。幅広いデジタルサービス及び

オンライン・ツール（バーチャル・アドバイザー、シミュレーション・ツール、携帯での取引を可能にす

るスマートフォン及びタブレット端末のアプリケーション等）は、Percoの顧客による投資選択を支援する

のに役立っている。Banques Populairesの銀行、Caisses d’Epargne及びナティクシスにより発行される、

Chéques de Table
Ⓡ
（食事券）及びCESU Domalin

Ⓡ
（雇用サービス・バウチャー）といった支払いバウ

チャーは、安定した成長を示し、主に中企業及び地方自治体に対しては、その相当額の総額において7.1％

増加し、921百万ユーロとなった。

フランス及び欧州における支払取引並びにGroupe BPCEの決済ソリューションに関し主導的なプレーヤー

であるNatixis Payment Solutionsの専門知識を利用し、ナティクシスは、初のカード型バーチャル食事券

としてApetizを開始した。

2014年において、La Banque PostaleとのジョイントベンチャーであるTitres Cadeauxは、CA DO Carte

の複数ブランドのプリペイド・ギフト券の対象範囲を拡大することにより、その展開を継続した。10月に
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は、ユーロ単位でチャージ可能なCA DO CARTE Edition Universelleを開始した。CA DO Chéque及びCA DO

Carteの発行は、2014年末には、８％増の114百万ユーロに相当する額に達した。
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■ 団体年金計画（PERCO）の顧客数の変動

 

出典：2014年６月30日付AFG

 

⑦ 決済事業

Natixis Payment Solutionsは、決済プラットフォーム及びサービスを設計し開発する。フランス及び欧

州における決済関連サービスの主導的な地位を強化するため、ナティクシスの専門的な子会社である

Natixis Paiementsは、2014年にNatixis Payment Solutionsとなった。この名称変更は、Groupe BPCEの

ネットワーク内において、そしてその顧客に対し、特に電子決済に関する革新的かつ安全な決済ソリュー

ションを提供するプロバイダーとして活動するという意思を表している。

Natixis Paiements Solutionsは、Banques Populairesの銀行、Caisses d’Epargne、フランスの主要な

銀行機関及び決済代行業者等の新たな決済市場のプレーヤーの現金決済及び販売決済フローを処理及び監

督する。

20％超の市場シェアを有し、フランスにおいて第３位の決済オペレーターであるNatixis Payment

Solutionsは、2014年に6.7十億件近くの大量取引を処理した。

エレクトロニック・バンキングにおいて、Natixis Payment Solutionsは、顧客の目標及び期待を組み込

みながら、商品設計から技術面及びマーケティング面でのサポートに関するソリューションに至るまで、

銀行の流通ネットワークのためのあらゆるサービスを開発している。Natixis Payment Solutionsは、法

人、機関投資家及び個人向けの市場の開拓に貢献しており、新商品の立ち上げに関し、積極的な方針を

採っている。2014年において、Natixis Payment Solutionsは20百万超のカードを管理し、3.6十億件近く

のカード取引を処理した。

 

■ プリペイドカードによる取引数の変動（カード保有者及び小売業者）

（単位：十億件）
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*　2010年９月から12月までの旧GCE Paiementsの取引を含む。

 

⑧ 証券管理業務

ナティクシスのEuroTitres部門は、個人顧客及びプライベート・バンキングのためのカストディサービ

スを提供し、フランスにおいて有数の自由なカストディのプラットフォームを有している。

ナティクシスは、Groupe BPCEのバンキング・ネットワーク、個人顧客向けのネットワークの有無を問わ

ないその他の銀行機関、金融会社及びプライベート・バンキング資産運用会社からなる多様な顧客基盤に

よる3.8百万個の証券口座を管理している。

そのサービス提供は、モジュール式でカスタマイズすることができる。かかるサービスには、情報シス

テムの安全な提供、包括的な事務管理サービス（注文の経路指定、取引の決算、顧客への報告、証券の保

管等）、専用の経営管理サービス及びネットワークの補助サービスが含まれている。

ナティクシスはまた、各金融機関の環境に合わせたホワイトラベルとして開発された、オンラインの為

替ソリューションである、オンライン・クライアント・レンジ（以下「OIC」という。）を提供する。2014

年に、そのレンジは、顧客がコンピューター、携帯電話又はタブレットといったどの端末を利用しても、

証券口座を管理できるようなモバイル・ソリューションを含めるため拡大された。

 

■ EuroTitres部門の顧客のタイプ別の収益の内訳

 

 

(d) 金融投資

Coface

Cofaceは取引リスクの防止及び法人顧客向けの保証における世界的な専門家である。

法人顧客の開拓をサポートするために、Cofaceはフランス及び海外において、購入者による金銭上の債

務不履行のリスクから企業を守ることを目的とした信用保険のソリューションを提供している。Cofaceは

また、顧客がリスクの評価及び予測を行い、十分な情報を得た上で意思決定ができるように手助けしよう

と努めている。したがって、Cofaceは世界中の国、部門及び企業について包括的な、詳細にわたるリスク
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分析を提供している。この分析は、世界で無類のネットワークを利用して行われ、このネットワークによ

り97ヶ国においてサービスを提供している。

さらに、1946年以降、Cofaceは中期的及び長期的に資金提供されたフランスの輸出並びにフランス政府

の支持のために、またフランス政府の支持を受けた、フランスの海外投資をサポートし、保護することを

目的とした保証を管理してきた。

 

2014年の業績

2014年にCofaceは、IPOを行った2014年６月に、当行グループにより提示されたガイダンスに沿って、

2013年と比較して1.6％増の1,440.5百万ユーロの連結収益を上げた(注１)（連結範囲及び恒常為替レート

は安定。）。再保険前の合算比率は、予測どおり79.7％（請求比率：50.4％、費用比率：29.3％）となっ

た。

 

(注１)　連結範囲及び為替レートの場合。

 

資金調達コストを含み、修正前の項目(注２)を除く当期営業利益は、予測どおり、2013年(注３)と比較

して20.7％増の206.2百万ユーロとなった（連結範囲及び恒常為替レートでは19.4％増）。

 

(注２)　資金調達コストを含む当期営業利益は、2014年３月に発行されたハイブリッド債に係る利息費用について修

正されている。

(注３)　連結範囲及び為替レートの場合（2013年は、登記上の事務所の移転経費が除外され、キャピタル・ゲインの

利益に計上されている。）。

 

純利益（グループ持分）は、合計125.1百万ユーロとなった。ハイブリッド債の発行及び非経常特別項目

に関する項目が修正され、2014年の純利益（グループ持分）は、23.2％増加し(注１)、139.9百万ユーロと

なった。

 

(注１)　連結範囲及び為替レートの場合。

 

新規公募

2011年以降、Cofaceグループは、その中核事業である信用保険に再び焦点を合わせ、一連の構造改革を

行い、それによりプラス成長軌道に戻した。この新たな基盤により、Cofaceグループは、統制市場である

ユーロネクスト・パリのA部において2014年６月27日にIPOを実施し、新たな発展の局面を迎えた。

当該公募は、フランス及び海外の機関投資家に好評となり、その多国籍企業としての側面を反映し、グ

ループに多様な株主構造をもたらした。

IPOの成功は、IPOの実施にあたりCofaceを支援した金融機関のための又はそれらを代理する者の安定操

作のエージェントとしてのナティクシスに、取引が開始された直後の４日間に限り、追加的な株式発行を

行うことができるグリーンシュー・オプションを行使させた。

このオプションを完全に行使した後、IPOにより売り出されたCoface株式の総数は91,987,426株、すなわ

ち資本及び議決権の58.65％となり、Cofaceグループの時価総額は1,631百万ユーロとなった。

同時に、19ヶ国における当行グループの社員の80％を対象とした、従業員のためのオファリングも行わ

れた。このオファリングも好評で、約50％の従業員が参加した。2014年12月31日現在、従業員を対象とし

た増資も組み入れた後、ナティクシスはCofaceの株式の41.24％を所有した。

2014年12月22日、Cofaceの株式は、パリ証券取引所の主要指数であるSBF120に追加された。SBF120は、

ユーロネクスト・パリにおいて、流動性及び時価総額で上位120に入る株式で構成される。その株式は、

CAC Mid 60、CAC Mid and Small及びCAC All-tradableといった、ユーロネクスト・パリの指数にも含まれ

ている。
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劣後債の発行

2014年３月27日、Coface S.A.は、額面総額380百万ユーロの劣後債を発行した。

当該発行は、非常に低い負債比率（2013年末で１％未満）を有するため、グループの資本構造を最適化

し、自己資本比率を強化した。

その結果、ギアリング・レシオは約19％となった。当該比率は、劣後債を株式と劣後債の合計額で除す

ることで得られる。

当該発行は、多様な海外投資家基盤に非常に好評で、募集額を大幅に超えて（10倍）申し込まれた。こ

の高い需要は、営業及び財政基盤の向上に基づく過去３年間に実施されたCofaceの利益のある成長モデル

に対する彼らの自信を明確に示している。

 

販売及びマーケティング戦略の展開

効率的な営業組織及び強固な財政構造を活用し、Cofaceは、世界中で利益ある成長を生む販売戦略の展

開に尽力している。

当該戦略は、Strong Commitment Ⅱ事業計画の推進力となっており、革新及びマルチチャンネル販売モ

デルの導入といった２つの柱に基づいている。

2014年において、Cofaceは、Easyliner（中小企業を対象）、CofaServe（顧客の情報システムにCoface

のサービスを統合したソリューション）、またPolicyMaster and CashMaster（保険契約の日々の管理及び

銀行資金へのアクセスを簡略化する２つの新規サービス）等の革新的なソリューションを含めるべく、そ

の提供を拡大した。

当行グループはまた、海外の地盤を統合した。年度中、Cofaceは、コロンビア及びモロッコで自身の販

売力で信用保険契約を販売できる、２つの新たなライセンスを取得した。2015年１月には、同様のライセ

ンスをイスラエルで取得した。これらのライセンスは、現地の保険会社とのパートナーシップを通じて、

当該国々で数年前に開始された間接的販売モデルを完成させた。当行グループは、フィリピンに、またよ

り最近ではカザフスタンにも新たな駐在員事務所を開設し、新たなパートナーシップを通じてセルビアま

で信用保険の領域を広げ、米国でのCofaceの販売代理店の店舗を増やすことで、さらなる地理的拡大を進

めた。

最後に、当行グループは、史上初のCofaceのすべての販売力及び世界中のCRMチームを対象とした共同ト

レーニング・プログラムを活用し、また販売監督及び監視ツールを改善することで、その販売力の効率を

向上させる努力を継続していく。

 

引受リスクの管理において秀でるための継続的な努力

2011年に開始された、再び焦点を当てるための戦略的努力の一部として、リスク管理は、当行グループ

にとって依然として最優先事項である。

2014年１月に、ブルガリア、リトアニア、ラトビア及びタイにおいて、より強固なリスク分析をこれら

の国々で確保するための４つの高度情報センターの営業が開始された。

2014年12月31日現在、当行グループの引受会社に対し継続的に更新される情報を提供し明確な財務分析

を提供する高度情報センターが全体で46設置されており、2013年と比較して、2014年には約２倍の任務が

遂行された。

年度中、リスク引受チームは特定の基準に基づく脆弱な企業に対するエクスポージャーを減少させるこ

とを目的とした複数の活動計画を実施した。当該計画は、特にウクライナ、ロシア、中国、タイ、トル

コ、南アフリカ及びブラジルで行われた。

最後に、Strong Commitment Ⅱ事業計画の下実施された回収手続きの改善は、債務回収比率の増加に貢

献した。

 

(e) GAPC

2008年に、ナティクシスは、(ⅰ)危機による影響を最も受けた資産及びナティクシスの新たな戦略的方向

性に合致しないとみなされた資産を分離し、かつ(ⅱ)投資収益の加速と資産の再販売価格の適切なバランス
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を図りながら、積極運用によりかかる資産を徐々に解放することを目的として、GAPC（Gestion Active des

Portefeuilles Cantonnés－ワークアウト・ポートフォリオ・マネージメント）部門を設置した。2009年６月

30日以降、GAPCポートフォリオは一部BPCEの保証によりカバーされている。

 

① GAPCの閉鎖

2013年に発表されたとおり、主に2013年及び2014年の処理計画が無事に終了した結果として、分離して

管理されていた資産が劇的に流出し、以下の条件の下、2014年６月30日にGAPCは閉鎖された。

 

・　2014年６月30日付の保証後の3.1十億ユーロのリスク加重資産を表す、残余資産のホールセール・バン

キングへの譲渡。

・　保証メカニズムは引続き変更せず、同条件の下、残余リスク加重資産に対して適用される。

・　ホールセール・バンキング内における残余リスク加重資産に対する、詳細かつ強化された監視の継続

的な実施。

・　2014年第２四半期におけるGAPCの純利益はマイナス27百万ユーロとなり、構造の閉鎖に関連する影響

を含む費用はマイナス32百万ユーロとなった。

 

② 本保証の説明

本保証の一般的なメカニズム

2009年８月に基本合意に達し発表された本保証は、2009年11月12日にBPCE及びナティクシスの各法人に

より正式に承認され、2009年７月１日に遡及適用された。

本保証は、貸付資産を対象とする。ただし、米国当局（ファニーメイとして知られるFNMA及びフレディ

マックとして知られるFHLMC）による保証付きの複雑なクレジット・デリバティブ・ポートフォリオ及び

RMBSポートフォリオ（2012年12月31日にすべて売却された。）を除くものとし、また担保を差し入れない

取引相手方に係るリスクのヘッジを含む。

本保証の一般的なメカニズムは、以下の体制に基づいている。

(ⅰ)　２つのトータル・リターン・スワップ契約（以下「TRS」という。）。１つはドル建てで、もう１

つはユーロ建てで、トレーディングポートフォリオに計上されている資産の純額及び担保を差し

入れない取引相手方に係るリスクの85％をカバーする。これらのTRSの目的は、資産が損益勘定を

通じて公正価値で評価される会計単位の損益の85％を振替えることである。この２つのTRSに加え

て、ナティクシスは、BPCEからオプション（以下「オプション」という。）を購入した。オプ

ションを行使した場合、ナティクシスは、TRSの対象となるポートフォリオの資産計上された業績

の純額を10年間にわたって回収し、TRSを終了させることができる。

(ⅱ)　保証の効力発生日（すなわち2009年６月30日）に決定される、IFRSに従い「貸出金及び債権」及

び「売却可能資産」に計上された資産の額面価格から、2009年６月30日より前に費用計上された

減価償却費を差し引いた額の85％をカバーする金融保証。

この金融保証の条件に従い、保証付ポートフォリオ内の資産に関して支払われるべき金額が予定

の約定支払日において支払われていないことが確認された場合、ナティクシスは、支払われるべ

き金額の85％を上限として、BPCEより最初のユーロ保証から支払いを受ける。かかる支払いは、

資産の表示通貨でなされる。ナティクシスに対して付与された保証の終了日は、保証付ポート

フォリオ内の最長満期の資産の保証終了日（現時点では2099年４月28日）から９ヶ月が経過した

日である（当該日は、ナティクシスにおいてフランス商法第L.233-３条の定義における支配の変

更があった場合には、当該保証終了日に繰り上げられることがある。）。金融保証の終了日は、

ナティクシスが保証付ポートフォリオ内の不履行資産に係る回収額をBPCEに対して支払う必要が

なくなった日とする。保証の終了日は、15年後の日とする。

本保証は、ナティクス及びその子会社の双方が保有するポートフォリオ資産を対象とし、このメカニズ

ムに関して、ナティクシスとその子会社との間で契約が整備された。
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本保証に係る費用

本保証の実施により、BPCEに対して２回の支払いがなされた。

・　１回目は、金融保証に関する1.183十億ユーロ（うち、1.035十億ユーロが貸出金及び債権に計上さ

れた資産に関するもので、148百万ユーロが売却可能資産に関するものであった。）。これに対する

引当金は、1.249十億ユーロであった。

・　２回目は、オプションに関する367百万ユーロ。

本保証を構成する契約の諸条件は、Mediobancaにより、ナティクシスにとって財務的観点から妥当かつ

均衡がとれていると判断された。

 

本保証の実施による会計上及び健全性の影響

本保証の実施によるナティクシスの利益への当初の影響はなかった。それ以後の影響は、以下のとおり

である。

・　2009年６月30日以降、TRSによる保証付きのポートフォリオの価値変動は、85％を上限としてTRSに

より相殺される。

・　オプションは、主として２つのTRSによる保証付きのポートフォリオの価値変動に基づき、損益勘定

を通じて公正価値で評価される。

・　金融保証の対価として支払われた1.183十億ユーロ相当額が、2009年６月30日時点でこのポートフォ

リオに関して積み立てられていた減損引当金の取崩し及び再分類に係る割引の償却とほぼ対称的に

償却される。

ナティクシスは、リスク加重資産の減少及び規制上の控除額の減少といった健全性の影響を享受し、そ

の結果、ナティクシスのコアTier1比率は引き上げられた。
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４ 【関係会社の状況】

 

(1) 親会社

 

2015年３月31日現在

親会社の名称 設立地及び営業地 資本金 主要事業

親会社が保有する当

行の議決権比率

（％）

BPCE S.A. フランス・パリ 155,742,320ユーロ 銀行業 71.41

 

(a) 金融相互支援メカニズム

BPCEは、フランス財政金融法第L.511-31条に従い、中央機関として、Groupe BPCEの流動性及び支払能力を

保証するために必要なあらゆる措置を行う。ナティクシスは、BPCEに属する機関として、Groupe BPCEの金融

相互支援メカニズムの適用を受けている。したがって、ナティクシスが財政的困難に直面した場合、(1)BPCE

は、株主としての義務に従い、自らの規制目的上の資本を投じて支援を行い、(2)これが不十分であることが

判明した場合は、2014年12月31日においてBanques Populaires及びCaisses d’Epargneのネットワークが共同

で提供し、年間出資（基金に対する要求がある場合には、これに充当する金額に従い）を通じて増加する合

計資産360.4百万ユーロであるBPCEが創設した相互保証基金を用い、(3)BPCEの規制目的上の資本及びかかる

相互保証基金が不十分であることが判明した場合には、BPCEはBanques Populaires及びCaisses d’Epargneに

対し（同じ割合で）そのネットワーク独自の保証基金合計900百万ユーロを要求し、最終的には(4)BPCEの規

制目的上の資本及びこれらの３つの保証基金が不十分であることが判明した場合には、すべてのBanques

Populaires及びCaisses d’Epargneに対して追加の金額を要求する。

上記の保証基金が、Groupe BPCEの内部保証メカニズムで構成され、BPCEの執行役会又はフランスの銀行の

監督機関の主導により始められ、これらが必要とみなされる場合には、その適用を要求することができると

いう点は注目されるべきである。

 

(b) BPCE組織図

2014年12月31日現在、BPCEはナティクシスの資本金の71.46％（議決権の71.52％）を保有した（上記「(a)

金融相互支援メカニズム」を参照のこと。）。2014年12月31日現在におけるGroupe BPCEの組織は以下の通り

である。

 

EDINET提出書類

ナティクシス(E15244)

有価証券報告書

 50/617



(1) ローカル・セービング・カンパニー経由。

 

(2) 子会社及び関連会社

 

2014年12月31日現在、当行は、持分法により完全連結子会社280社及び関連会社12社を計上している。

「第６　経理の状況－１　財務書類－(1) 連結財務諸表－連結財務諸表注記」の注記17を参照のこと。

 

５ 【従業員の状況】

 

(1) 従業員数の変化

2013年12月のプロフォーマ調整後の前年比で、2014年全体ではフルタイム相当従業員が233人減少したが、

フランス国内と国外では対照的であった。

・　ホールセール・バンキング部門及びGAPC部門、専門金融サービス部門並びにサポート部門における事

業活動の再編により、従業員数はさらに減少した（ホールセール・バンキング部門及びGAPC部門では

155人の、専門金融サービス部門では68人の、そしてサポート部門では95人のフルタイム相当従業員が

減少した。）。かかる変化はフランスにおいて生じたものであり、主に当行の従業員適応計画（PAE）

に基づく自主退職に起因する。反対に、ホールセール・バンキング部門の従業員数は増加した。

・　投資ソリューション部門は、フルタイム相当従業員が228人増加した。これは、主に海外におけるア

セットマネジメント部門の従業員の増加であった。

・　子会社では、年間を通じてフルタイム相当従業員が143人減少した。これは、主にフランスにおける

Coface及びEllisphèreに関する減少であった。

 

従業員数の変化

範囲：ナティクシス（グローバルベース）－連結会計範囲

 2014年 2013年
(a) 2012年

フルタイム相当従業員
(b) 20,287 20,520 20,149

事業分野別内訳    
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ホールセール・バンキング及びGAPC（ワークアウ

ト・ポートフォリオ・マネジメント）
3,104 3,260 3,366

専門金融サービス 3,355 3,422 3,426

投資ソリューション 5,294 5,067 4,100

サポート部門及びその他 3,611 3,705 3,765

金融資産投資
(c) 4,923 5,066 5,492

地域別内訳    

地域1:フランス
(d)
(％) 63.0 62.4 61.5

地域2:欧州（フランスを除く）(％) 13.2 13.3 15.1

地域3:南北アメリカ(％) 15.2 15.9 14.4

地域4:アジア(％) 3.6 3.3 3.8

地域5:アフリカ、NME、ロシア及びその他(％) 5.0 5.1 5.1

(a) 部門間の異動のために修正再表示された数値（プロフォーマ2014年）。

(b) 契約している従業員に関し、”フルタイム相当従業員”とは労働力参加率及び子会社連結率を含んでいるが、長期休暇
中の従業員は除く。

(c) Coface、Corporate Data Solutions、NPE、Natixis Algérie、ベトナム支店。
(d) フランス国外の部門及び地域を含む。

 

従業員数の変化

範囲：ナティクシス（フランスベース）

 2014年 2013年 2012年

契約タイプ別従業員数 12,829 13,475 14,031

正社員契約の従業員(％) 97.6 97.7 97.8

男性(％) 48.4 49.2 48.9

女性(％) 51.6 50.8 51.1

 

新規採用

範囲：ナティクシス（フランスベース）

 2014年 2013年 2012年

総新規採用数 969 782 888

正社員契約の従業員の割合(％) 40.2 38.2 54.8

 

離職

範囲：ナティクシス（フランスベース）

 2014年 2013年 2012年

総離職数 1,333 1,183 1,121

その内退職 222 184 201

その内解雇 237 217 140
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2014年の重要事象

異動及び採用チーム

異動及び採用チームは、人事部門の一部として2014年５月に設立された。同チームは、異なる事業ラ

インに精通した内部相談役ら及び専ら若年層雇用に特化した者たちで構成されており、会社内部におけ

る異動に関して新たな動きを生み、グループ内の技術の需要及び供給の均衡をとることを目的としてい

る。同チームは、グループ内から採用することを強調しつつ、空きのある役職に適した人材を見つける

ことで、事業ラインによる採用活動を援助している。また、かかるチームは、優れた技術と熱意のある

人材が自分に適した役職を見つけることも支援している。

2014年における８ヶ月間にわたって、異動及び採用チームは、180の会社内部における異動を実施し

た。

 

異動

範囲：ナティクシス（連結、フランスベース）

 2014年

異動数 873

異動率(％) 7.9

内部移動による就労率(％) 72

 

(2) 労働管理

ナティクシスの従業員（フランスベース）のうち85％は36の異なる企業で働いているが、彼らは銀行及び

保険業界の団体契約の適用対象である。しかしながら全範囲にわたって８の個別の契約が存在しており、セ

クターによっては、具体的な詳細事項も含まれている。

ナティクシス・エス・エー内においては、一週間あたりの労働時間合計は38時間で、従業員は残業の代わ

りに代休を享受している。労働時間に関する既存の契約は、いくつかの契約（パートタイム、短期、身体障

害のある従業員向けの特別な労働条件など。）を含んでおり、報酬及び社会保障負担の関連条件を規定して

いる。

 

労働管理

範囲：ナティクシス（フランスベース）

 2014年 2013年 2012年

総従業員数におけるパートタイム従業員の割合(％) 11.0 10.0 9.9

総従業員数における欠勤の割合(％) 6.6 6.3 5.9

時間外勤務時間（１時間単位） 20,388 34,188 22,875

時間外勤務時間（年間のフルタイム相当従業員数単位） 10.7 17.9 11.8
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■ 欠勤理由の内訳（％）

 

 

ナティクシスは、2014年に以下の労働条件及び公私のバランスを改善するためにいくつかのイニシアチブ

を開始した。

・　在宅勤務：かかるプロジェクトは、様々な試験的な子会社及び事業ラインで開始された。

・　コンシェルジュ・サービス：これらは、ナティクシス資産運用及びナティクシス生命保険にて現在利

用可能である。

・　育児：2014年、ナティクシスは、従業員の育児問題の解決するためのプログラムを開始した。ナティ

クシスは、Babilouとのパートナーシップを結び、主に社会経済基準に従って50の託児所を割り当て

た。かかるイニシアチブは、育児のオプション（例えば、2014年にはNSA従業員1,700人に対して育児

費の一部負担が提供された。）数を増加させる結果となった。

 

2014年の重要事象

ナティクシスは在宅勤務プログラムを開始した

ナティクシスの異なる３つの事業体における約100人の従業員は、2014年５月に開始し2015年６月まで

継続する試験的なプログラムの一環として在宅勤務している。かかる試験期間の目的は、2015年にナティ

クシス（連結、フランスベース）においてプログラムを拡大するための条件を定めることである。

当行に申請し承認を得た後、プログラムの参加者は、a)定期的に週１日の割合で、またはb)需要とマ

ネージャーからの承認に従って決められた月４日の割合で柔軟に在宅勤務をするという２つの選択肢の一

方を利用して在宅勤務をすることが可能である。

参加者は通常のアプリケーション、データ及び電話機器を使用できる技術を与えられる。

 

(3) 従業員との関わり

ナティクシス（連結、フランスベース）のために設置された従業員代表団は、社会的対話の場を提供し、

全スタッフの代表であることを保証する。

ナティクシス（連結、フランスベース）の労働組合及び団体交渉権に関する契約は、2010年に経営陣及び

大多数の代表組合組織により調印された。この契約によって、ナティクシス（連結、フランスベース）に、

従業員との対話を行う際に経営陣の優先的な連絡窓口となる労働組合コーディネーターの及び統合された契

約交渉団体が設立された。これらは共通の利益に関する団体交渉契約を可能にし、その契約の内容はGroupe

BPCEの労使関係規定の範囲内でフランス国内の全従業員に一律に適用される。

ナティクシスを構成する企業から選ばれた代表から成る連結のナティクシス委員会は、経営陣が当行の戦

略及び業績について労働組合及び従業員団体に知らせるのを許可している。

規模の大きいナティクシスの子会社もまた、独自の現地従業員代表機関を有している。
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団体交渉契約

範囲：ナティクシス（フランスベース）連結

 2014年

交渉された契約の数 ２

上記の契約の適用を受ける従業員の割合 100％

 

 従業員のための増資を許可するナティクシス従業員貯蓄制度に関する契約の改訂 2014年２月18日

2014年利益分配契約 2014年６月26日

 

2014年の重要事象

従業員適応計画（PAE）

2014年、ナティクシスは、フランスにおけるナティクシス・エス・エーの範囲内において当行の競争

力の維持及び上向き市場における特定の事業ラインに再び焦点を定めることを目的として、従業員適応

計画を開始した。

ナティクシス・エス・エーのPAEは以下の２つの柱が置かれている。

・　会社内部における異動の優先

・　完全に任意の転職

2015年を含む２段階において展開しているPAEに基づいて、ナティクシスは会社内部における異動及び

転職に関して労働組合と２つの契約を締結した。労働組合は、監視委員会を通じて定期的に計画を追跡

調査している。

 

2014年にナティクシス（フランスベース）の連結範囲内で行われた団体交渉では、グループ全体の雇用体

制を徐々に形成する一律の手段を採用することが決定された。

この体制は現在以下のものに基づいている。

・　単独の連結ナティクシス従業員貯蓄制度

・　単独の補完年金制度（PERCO）

・　当行グループ全体の利益分配制度

・　同一賃金方策

・　身体障害のある従業員の仕事面での統合及び定着についての当行グループ全体の方策

・　身体障害児への一律な手当

・　労働組合への通知／相談手続

・　会社内部における異動及びキャリア管理の機会

・　若者の採用を促進しつつ高齢労働者を定着させるための活動

グローバルな取り決めに加え、ナティクシス（フランスベース）の各企業の間で多数の取り決めがなされ

た。
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2014年の重要事象

新規従業員の満足度調査

ナティクシスは、2014年に３度目の年次意見調査を実施した。調査を受けた従業員の81％が、将来に

対して楽観的（2013年比で13％増）であり、51％が当行の戦略は正しい方向に向かっていると考えてい

る（2012年比で10ポイント増）という結果となった。顧客重視の姿勢は深く根付いている（参加者の

77％がより良いサービスを提供することは広く共有されている懸念事項であると考えている。）が、顧

客満足度に関する情報は、不十分であると考えられている（48％が十分に情報を与えられていると答え

た。）。労働条件は、内容、雰囲気、自主性及び家庭と仕事のバランスに関して満足であると考えられ

ている（満足であると答えた参加者はそれぞれ76％、74％、72％及び69％であった。）が、研修及び

キャリア展開に関しては進展が必要である。

2014年の調査では、人事部門はマネージャー（人事部門が各事業ラインに対して定めた、少なくとも

最少人数の従業員を担当している者たちをいう。）に対して、2015年以降適切な活動計画を定め監視す

ることができる部門の範囲に対する詳細な業績及びチームの業績を共有するよう促すアプリケーション

を提供した。
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第３ 【事業の状況】
 

１ 【業績等の概要】

 

下記「７　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」を参照のこと。

 

２ 【生産、受注及び販売の状況】

 

該当事項なし。

 

３ 【対処すべき課題】

 

下記「７　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」を参照のこと。

 

４ 【事業等のリスク】

 

本項に含まれる将来予測に関する記述は、本書の提出日現在の予測である。

 

(1) 年次リスクの概要

 

■ リスク分類別リスク加重資産

 

 

■ ナティクシスの主要事業ライン別リスク加重資産

 

 

(2) リスク要因

ナティクシスは、以下の分野に分類できる様々な異なるリスク要因にさらされている。

・　マクロ経済環境及び金融危機に関連するリスク

・　BPCEに関連するリスク

・　ナティクシスの経営及び銀行部門に関連するリスク
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・　ナティクシスの評判及び印象並びに法令の改正に関連するリスクを含むその他のリスク

 

(a) マクロ経済環境及び金融危機に関連するリスク

厳しい市場又は経済状況又は規制要件の増加は、ナティクシスの純収入、収益性及び財政状態の低下や悪

化を引き起こす可能性がある。

ナティクシスの事業は、金融市場並びにより一般的にフランス、欧州及びその他の世界の国々の経済状況

の変化に敏感である。

2014年において、ナティクシスは、引続き脆弱なユーロ圏の経済及び同年の下半期における世界的成長の

回復の硬直に直面している。特に英語圏の経済においていくつかの改善の兆候があったにもかかわらず、引

続き大きなリスク（多額の公的債務、不安定な金融市場、地政学的リスク、主要ないくつかの新興経済にお

けるプレカリアート、日本におけるかつてないポリシーミックスの実験及びユーロ圏における事実上のデフ

レ）が世界的成長に重くのしかかっており、融資及び市場動向に大きな混乱を招く可能性がある。

この引き続き不安定な経済的背景に加え、金融及び銀行市場は、欧州中央銀行が導入した多くの非従来型

の経済支援計画、欧州中央銀行による単独監督への移行並びにこれに関連する貸借対照表及びストレス・テ

ストの検討といった、その他の重大な事由の影響を受けた。

世界経済の先行きは、2015年及び2016年も同様に芳しくないと思われる。欧州、特にフランスにおける経

済的衰退（経済活動の不振、社会的不満及び政治不安）は、貸倒引当金及びナティクシスの支払能力に悪影

響を及ぼす可能性がある。警告としてスタンダード・アンド・プアーズは、10月にフランスの格付のクレ

ジットウォッチをネガティブにした。

米国の経済が強く回復し、給与が著しく上昇する場合、連邦政府は、現在の市場予想を上回って金融政策

を引き締める可能性がある。同様に、インフレ期待及びクレジットサイクルが好転した場合、欧州中央銀行

は、流動性へのアクセスに関する政策を調整する可能性があり、これによりこれらの市場及び経済全体にお

いて、流動性を突如縮小させる可能性がある。かかる変化は、潜在的に金融機関が事業を営む環境に悪影響

を及ぼす可能性があり、その結果、ナティクシスの財政状況及び業績に悪影響を及ぼす可能性がある。

政府（ナティクシスの企業が事業を行う国の政府を含む。）は、金融危機への対応として、現行の枠組に

大きな変更を行う多数の規制措置（バーゼル３（CRD４）、ソルベンシー２、ドッド＝フランク・ウォール街

改革・消費者保護法、外国口座税務コンプライアンス法、欧州市場インフラ規則（以下「EMIR」という。)、

EU金融商品市場指令Ⅱ、フランスの銀行改革、欧州銀行同盟等）を導入するか又はその導入に関して現在議

会に提出しているところである。

これらの措置の実施及び遵守は、以下をもたらす可能性がある。

・　資本及び流動性要件の増加

・　資金調達コストの構造的増加

・　ナティクシスの一部の費用の増加（コンプライアンス費用、再編等）

・　ナティクシスが事業を営む国の税法の改正

これらの措置（特に現在検討されているもの又は最終決定されていないもの。）の規模及び金融市場全般

の状況への影響及び特にナティクシスに対する影響の可能性を正確に判断するには、時期尚早である。

さらに、政府（支援措置）、中央銀行（主要金利の低下、条件付VLTRO流動性措置及び私募債（カバード・

ボンド及びABS等）購入のためのOMTプログラム）並びに規制当局による金融危機の是正、金融市場の安定及

び金融機関の支援を行ういくつかの例外的措置は、いつかは終了する可能性がある。成長が不確実であるこ

とを考慮すると、これは金融機関の事業状況に悪影響を及ぼす可能性がある。

 

(b) BPCEとの関係に関連するリスク

ナティクシスの主要株主は、一定のコーポレート・アクションに対して相当程度の影響力を有する。

2014年12月31日時点でナティクシスの主要株主であるBPCEは、ナティクシスの株式資本を71.46％（議決権

を71.52％）保有する。そのため、BPCEは、ナティクシスの取締役及び執行役の選任並びに株主承認を必要と

するその他のコーポレート・アクションに対して重要な影響を及ぼす立場にある。これらの決定に関連する

BPCEの利害は、その他のナティクシスの株主のものとは異なる可能性がある。
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ナティクシスのリスク管理方針及び手続は、BPCEによる承認及びコントロールに制約されている。

BPCEは、組織の中核として、Groupe BPCE（ナティクシスが属する。）全体による現行の自己資本比率規制

及びリスク管理要件等の分野における、フランスの銀行部門を統制する規則の準拠を確保しなければならな

い。その結果、BPCEは、ナティクシスのリスク管理方針の重要な側面についての重大な承認権を付与され

た。特に、BPCEは、ナティクシスのリスク担当部長を選任及び解任する権限を有する上に、信用限度の承認

及びナティクシス－Groupe BPCEの共同の顧客に対する貸付金を不良債権として分類すること等、リスク管理

の一定の側面に関する権限も有する。ナティクシスにおけるリスク管理方針及び手続に関する詳細について

は、「第５　提出会社の状況－５　コーポレート・ガバナンスの状況等　（１）コーポレート・ガバナンス

の状況－(3) 内部統制手続及びリスク管理手続に関する取締役会会長の報告」を参照のこと。リスク管理に

関する（Groupe BPCEの代表としての）BPCEの利害はナティクシスのものとは異なる可能性がある。

 

ナティクシスはBPCEを通じてリファイナンスを行っている。

BPCEの設立以来、ナティクシスのサブファンドの公募に関する中長期の資金調達要件は、BPCE S.A.を通じ

てGroupe BPCEにより充足されている（「７　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」を

参照のこと。）。将来、市場状況が悪化した場合、国際債券市場において資金調達を行うBPCEは、その他の

財源と比較して、合理的な期間及び条件で債券を発行することが困難となる可能性がある。

 

(c) ナティクシスの経営及び銀行部門に関連するリスク

ナティクシスは銀行事業に内在する様々なカテゴリーのリスクにさらされている。

ナティクシスの業務に内在するリスクには５つの主要カテゴリー（信用リスク、市場、流動性及び融資リ

スク、オペレーショナル・リスク並びに保険リスク）があり、以下に要約されているほか、「(3) ガバナン

ス及びリスク管理システム－(c) リスク類型論」及び「第５　提出会社の状況－５　コーポレート・ガバナ

ンスの状況等　（１）コーポレート・ガバナンスの状況－(3) 内部統制手続及びリスク管理手続に関する取

締役会会長の報告」において、特にこれらのリスクの規模並びにナティクシスの業績及び資産に与える影響

並びにこれらのリスクの構造及び制御に関する詳細が記載されている。

2014年は、特にウクライナ危機とその政治的及び経済的影響、同年の下半期における原油価格の下落と

いった地政学的リスクの著しい増加に特徴付けられた年であった。これにより金融市場は、同年の下半期に

おいて、世界的に豊富な流動性とあいまって一定の不安定性を再び体験した。

ナティクシスは、かかる事情を考慮して、信用リスク、市場リスク及び流動性リスクに関する慎重かつ目

標を定めたリスク・プロファイルを全体的に維持した。ナティクシスはまた、かかる年に渡って目標を定め

た顧客支援に注力した慎重なリスク政策を維持した。

 

(d) その他のリスク

新たな戦略

戦略計画の「ニュー・ディール」に続いて、ナティクシスは2013年11月に「ニュー・フロンティア」と題

する2014年-2017年の新たな戦略計画を開始した。ニュー・フロンティアのガイドラインは、Groupe BPCEの

計画に沿ったものである。この新たな戦略は、付加価値のある顧客ソリューションの構築、銀行の国際的な

拡大の強化、当行グループに応じた保険部門の設立並びに３つの主要事業及びCaisses d’EpargneとBanques

Populairesの銀行のネットワークの相乗効果を発見することを目的としている。

ナティクシスは、これらの戦略的方向性により多くの機会がもたらされると確信している一方で、現在の

世界経済の状況により、ナティクシスは引続き不確実性に向き合い、またこの新たな戦略の目標が達成され

るという保証もない。

ナティクシスが一定の事業の処分を決定した場合、売却価格は予想を下回る可能性があり、ナティクシス

は、買主に付与しなければならない可能性のある保証債務及び補償金により、引続きこれらの事業から生じ

る多大なリスクを負う可能性がある。
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ナティクシスが適任の従業員を引き付け、保持できるかは、事業の成功において極めて重要であり、その

いかなる失敗も業績を著しく悪化させるおそれがある。

ナティクシスの従業員は最も重要な資産の１つであり、金融サービス産業の多くの分野では、適任の人材

を引き付ける競争が激しくなっている。ナティクシスの業績は、新しい従業員を引き付けることができる

か、また現在の従業員をいかに保持し動機付けられるかによって左右される。

 

未来の事象は、ナティクシスの財務諸表作成の際に経営陣により利用される仮定に反映されるものとは異

なる可能性があり、将来においてナティクシスが予想外の損失にさらされるおそれがある。

国際財務報告基準及び現在有効な解釈に従って、ナティクシスは財務諸表の作成において、貸付金及び貸

倒債権に関連する引当金、将来の訴訟に関連する引当金、並びに特定の資産及び負債の公正価値を決定する

ための会計上の見積もりを含む一定の見積もりを使用することが要求される。ナティクシスが使用している

これらの項目の数値が、特に重要な及び／若しくは予想外の市場動向により、大幅に不正確であると判明し

た場合、又は将来国際財務報告基準又は解釈において、それらが決定される手法が改正される場合には、ナ

ティクシスは予想外の損失にさらされる可能性がある。

 

ナティクシスは、市場が低迷している間、仲介手数料及びその他の手数料事業に起因して収益が低下する

可能性がある。

市場の低迷は、ナティクシスが顧客のため及びマーケットメーカーとして遂行する取引量を低下させる傾

向があり、これによって、かかる業務からの収益を減少させる。さらに、ナティクシスが顧客に請求する運

用手数料は、多くの場合ポートフォリオの価値又は成績に基づいているため、これらのポートフォリオの価

値を低下させるか又は償還金額を増加させる市場の低迷は、資産運用及びプライベート・バンキングから得

るナティクシスの収益を減少させる。

市場の変化にかかわらず、ナティクシスの資産運用事業の業績不振は、運用されている資産（特にミュー

チュアルファンドの償還の結果）並びにナティクシスが取得する手数料、プレミアム及びその他のポート

フォリオ運用収入の減少をもたらす可能性がある。

 

実施されているリスク管理政策、手続及び方法にかかわらずナティクシスは未確認又は予期せぬリスクに

さらされ、これにより著しい損失が生じる可能性がある。

ナティクシスのリスク管理政策及び手続はあらゆるタイプの経済市場環境又はナティクシスが確認若しく

は予期できていないリスクを含むすべての種類のリスクに対して、エクスポージャーを効果的に限定できな

い可能性がある。さらに、ナティクシスが使用するリスク管理手続及び政策は、すべての市場環境の状態に

おいてリスクを効果的に低減することを保証しない。これらの手続は、特定のリスク、特にナティクシスが

過去に確認又は予期していないものに対しては効果的ではない可能性がある。ナティクシスのリスクの管理

に使用するいくつかの質的ツール及び測定基準は、観測された過去の市場行動の利用に基づいている。その

後、ナティクシスは、そのリスク・エクスポージャーを数量化するため、大部分は統計的な分析を実行す

る。使用されるツール及び測定基準は、主にナティクシスが予測しなかったか若しくは自身の統計モデルで

正確に評価しなかったことにより又は予期しない若しくは前例のない市場動向により、将来のリスク・エク

スポージャーに関して不正確な結論に導く可能性がある。その不正確性は、ナティクシスのリスク管理能力

を制限し、ナティクシスが被る損失は、過去の平均値に基づいて予想されるものよりも著しく大きくなる可

能性がある。さらに、ナティクシスの数量的モデルはすべてのリスクを考慮するものではない。一定のリス

クは、より質的な分析の対象であり、それが適当ではない可能性があることから、ナティクシスは予期せぬ

重大な損失にさらされる可能性がある。それに加えて、現在まで重大な問題は確認されていないものの、リ

スク管理システムは不正行為を含む運用上の故障のリスクにさらされている。（ナティクシスが自身のリス

クを確認、監視及び管理するために利用する政策、手続及び方法についての詳細な説明は「(8) オペレー

ショナル・リスク」を参照のこと。）
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ナティクシスが実施するヘッジ戦略は、すべての損失リスクを排除するものではない。

ナティクシスがさらされている様々な種類のリスクをヘッジするために使用する手段及びヘッジ戦略のい

ずれかが有効でないと判明した場合には、ナティクシスは損失を被る可能性がある。これらの戦略の多く

は、過去の市場行動の観測及び過去の相関分析に基づいている。例えば、ナティクシスがある資産をロング

ポジションで保有した場合、過去のロングポジションの傾向を相殺するような動きをする別の資産をショー

トポジションで保有することにより、そのリスクをヘッジすることができる。ある場合には、ナティクシス

は一部しかリスクヘッジできない可能性があり、また、その戦略は将来のリスクを完全にヘッジできない

か、又はすべての市場の状態において効果的にリスクを軽減できないだけでなく、リスクを増大させる要因

となる可能性がある。予期せぬ市場の変化が、これらのヘッジ戦略の有効性を低減させる可能性もある。さ

らに、特定の無効なヘッジが原因の損益が計上される方法によっては、ナティクシスにより報告される利益

のボラティリティを増大させるおそれがある。

 

ナティクシスは、買収又はジョイントベンチャーに関連する方針を特定、実行及び統一するにあたり困難

に直面する可能性がある。

ナティクシスは随時、外部的拡大又はパートナーシップの機会を検討する可能性がある。ナティクシスは

買収を計画している企業又はジョイントベンチャーを実行する計画の相手方となる企業を綿密に審査する

が、かかる審査を完全に包括的なものとすることは一般的に実現可能ではない。その結果、ナティクシスは

予期できない債務を負う可能性がある。同様に、買収又はジョイントベンチャーが期待に反するものとなる

可能性、期待されていたシナジーが一部しか実現されない可能性又は取引により費用が予想されていたもの

よりも高くなる可能性がある。ナティクシスは、新企業を統合するにあたり、困難に直面する可能性もあ

る。発表された外部的拡大業務の失敗又は新企業若しくはジョイントベンチャーを統合できない場合は、ナ

ティクシスの収益性に重大な悪影響を与えるおそれがある。この状況は、主要な従業員の離脱を招く可能性

がある。ナティクシスがそれらの従業員を引き留めるために金銭的報奨を提供しなければならないと感じた

場合にも、費用の増加及び収益性の減少を招く可能性がある。ジョイントベンチャーの場合には、ナティク

シスはコントロール下にないシステム、管理及び人員に依拠しており、ナティクシスが責任を負い、損失を

被り又は評判の毀損にさらされる可能性があるという点において追加のリスク及び不確実性にさらされてい

る。加えて、ナティクシス及びジョイントベンチャーのパートナー間の意見の不一致は、ジョイントベン

チャーが求める利益を損なう可能性がある。

 

ナティクシスの国内市場であるフランス（ナティクシスの最大市場）及び海外市場の両方における激しい

競争は、ナティクシスの純益及び収益性に悪影響を与える可能性がある。

フランス及びナティクシスの事業が確立している他の国々において、ナティクシスの主要事業分野は、激

しい競争と闘っている。合併及び買収の両方の方式、又は提携及び協力を通じた統合が競争を激しくしてい

る。統合により、ナティクシスのような幅広い商品及びサービスの提供ができる多くの企業が創出されてい

る。ナティクシスは、取引実行、提供する商品及びサービス、開発、評判並びに価格を含む多くの要素に基

づいてその他の企業と競争している。ナティクシスが、魅力的且つ収益性のある商品及びサービスの提供に

よりフランス又はその他の主要市場において競争力を維持できない場合、事業の重要分野における市場シェ

アの低下又は自身の事業の一部若しくは全部において損害を被るおそれがある。さらに、世界経済又はナ

ティクシスの主要市場の経済の後退により、物価圧力の増加がナティクシス及び競合他社の取引量を減少さ

せるにつれて競争圧力が増す可能性がある。新規のより競争力のある競合他社が、市場に参入する可能性が

ある。健全性比率に関する別途の若しくはより柔軟な規制又はその他の要件により、これらの新たな市場参

加者は、より競争力の高い商品及びサービスを提供することができる。技術の進歩及びeコマースの成長によ

り、預金受入機関以外の機関は、伝統的に銀行の商品であった商品及びサービスを提供することが可能にな

り、金融機関及びその他の企業は電子証券取引を含む電子取引及びインターネット・ベースの金融ソリュー

ションを提供することが可能となった。これらの新規参入企業は、ナティクシスの商品及びサービスに対し

て価格を引き下げる圧力を与え、ナティクシスの市場シェアに影響を及ぼす可能性がある。
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その他の金融機関及び市場参加者の財務の健全性及び行動は、ナティクシスに悪影響を及ぼす可能性があ

る。

ナティクシスが事業を実行することができるかは、その他の金融機関及び市場参加者の財務の健全性によ

り影響を受ける可能性がある。金融機関は、主にそれらの取引、決済、取引先及び融資業務により相互に密

接に関連している。セクターの参加者の不履行、又は１つ若しくは複数の金融機関若しくはより全体的な金

融業界に関する単なる風評若しくは懸念でさえ、これまで市場の流動性の大規模な縮小を招いてきており、

将来においてさらなる損失又は不履行を招くおそれがある。ナティクシスは、投資サービス・プロバイ

ダー、商業銀行又は投資銀行、ミューチュアルファンド及びヘッジファンド等の複数の金融取引先並びに通

常の方法で取引を行うその他の機関顧客と関係がある。したがって、ナティクシスの取引先グループ又は顧

客が義務を履行できない場合、ナティクシスは破産リスクにさらされる。このリスクは、ナティクシスが担

保として保有する資産を売却できない場合又はそれらの価格が不履行の貸付若しくはデリバティブへのナ

ティクシスのすべてのエクスポージャーをカバーできない場合、深刻化する。

さらに、金融セクターの参加者による不正行為又は不正流用は、金融市場で取引を行う金融機関間の相互

連関により金融機関に著しい悪影響を及ぼす可能性がある。

上記のリスクにより生じる可能性のあるリスクは、ナティクシスの業績に著しい影響を及ぼす可能性があ

る。

 

拡大した市場の下落は、資産の流動性を低下させ、それらの売却をより困難にする可能性があり、著しい

損失を生じさせる可能性がある。

いくつかのナティクシスの事業では、長期にわたる資産価格の下落は、活動レベルを脅かし、関連する市

場の流動性を低下させる可能性がある。この状況は、潜在的に損失を生じさせるポジションを迅速に手じま

いできなければ、ナティクシスを多大な損失にさらすこととなる。これは、特に本質的に非流動的な資産と

の関連について当てはまるものである。例えば、銀行間で取引されているデリバティブ等の証券取引所又は

規制市場で取引されていない一定の資産は、一般的に市場価格ではなくモデルを利用して評価される。これ

らの資産の価格の変動を監視することは困難であることから、ナティクシスは予期せぬ損失を被る可能性が

ある。

 

ナティクシス又は第三者の情報システムの中断又は不具合は、事業の損失又はその他損失をもたらすおそ

れがある。

他の多くの銀行と同様に、ナティクシスは、事業にかかる多くのますます複雑な取引を処理するため、通

信及び情報システムに大きく依存している。かかるシステムの運転停止、中断又は不具合は、顧客関係管

理、総勘定元帳、預金、取引及び／又は貸付処理システムの不具合又は中断を引き起こす可能性がある。例

えば、ナティクシスの情報システムが故障した場合、短期間であっても、時宜を得て顧客の要求に応えるこ

とができなくなるため、取引の機会を失う可能性がある。同様に、ナティクシスの情報システムの一時的な

運転停止は、バックアップシステム及び非常事態計画にもかかわらず、相当の情報復旧及び検証費用をもた

らし、例えばヘッジ取引の実施中にかかる運転停止が起こった場合、事業の後退をもたらすおそれもある。

ナティクシスのシステムが増加する取引量を引き受けることができないことは、事業拡大する力を抑制させ

る可能性もある。

ナティクシスはまた、決済機関、外国為替市場、クリアリングハウス、カストディアン又は証券取引を行

う若しくは促進するために利用しているその他の金融仲介機関若しくは外部のサービス提供者の運営上の失

敗又は中断のリスクにも直面する。顧客との相互接続性が伸びるにつれ、ナティクシスは、顧客の情報シス

テムの運営上の失敗にさらされるリスクが増加する可能性もある。ナティクシスは、自身の又は第三者のか

かるシステムの運転停止若しくは中断が起こらないという保証をすることができない上に、起こった場合に

は適切に解決される保証もすることはできない。

情報システムの安全性リスクの管理プロセスについては、「第５　提出会社の状況－５　コーポレート・

ガバナンスの状況等　（１）コーポレート・ガバナンスの状況－(3) 内部統制手続及びリスク管理手続に関

する取締役会会長の報告－(d) 第二段階の恒常的統制：ITシステムのセキュリティ及び事業継続性」に詳述

される。
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予期せぬ事象がナティクシスの業務を中断し、大幅な損失及び追加費用の原因になる可能性がある。

過酷な自然災害、世界的流行病、テロ攻撃又はその他の非常事態等の予期せぬ事象は、ナティクシスの業

務の突然の中断につながり、保険契約が適用されない又は適用が不十分な範囲で大幅な損失を招く可能性が

ある。かかる損失は、財産、金融資産、市場ポジション及び主要な従業員に関連する可能性がある。また、

かかる予期せぬ事象は、ナティクシスの基盤又は共に事業を行う第三者の基盤を崩壊させ、追加費用（影響

を受けた従業員の異動費用等）の発生につながり、ナティクシスのコスト（例えば保険料）を増加させる可

能性がある。かかる事象の後、ナティクシスは特定のリスクについて保険を利用できなくなる可能性があ

り、その結果、ナティクシスの全体的なリスクは増大する。

 

ナティクシスは、フランス及びナティクシスが業務を行う世界のその他数カ国において、重要な規制を受

けている。規制上の措置及びこれらの変更は、ナティクシスの事業及び業績に悪影響を及ぼす可能性があ

る。

複数の監視的及び規制上の制度が、ナティクシスが業務を行う各国において、ナティクシスに適用されて

いる。レピュテーション・リスクに加えて、これらの規制の不遵守により、ナティクシスは規制当局による

重要な介入及び罰金、当局の公的警告、業務停止又は（極端な場合には）ナティクシスの業務権限の取消の

対象となる可能性がある。金融サービス業界は、近年において厳格化した複数の規制当局による監視並びに

これらの規制当局が課す罰則及び罰金の強化にさらされており、こうした傾向は最近の金融情勢において加

速する可能性がある。ナティクシスの業務及び収益は、フランス及び欧州の規制当局、EU、外国政府又は国

際機関によって取られる様々な措置及び行動によって、影響を受ける可能性がある。こうした制約によっ

て、事業開発又は特定の業務買収に関するナティクシスの能力が限定される可能性がある。規制上の方針及

び措置における潜在的変更の性質及び影響は予測することができず、ナティクシスはこれらを統制すること

ができない。

かかる変更は以下の事項を含む可能性があるが、これらに限定されない。

・　財務、金利及びその他の事項に関する中央銀行及び規制当局の方針。

・　とりわけ、ナティクシスが業務を行う市場において、投資家の決定に重要な影響を及ぼす可能性のあ

る政府方針又は規制政策の全般的な変更。

・　特に自己資本規制枠組に関するプルーデンシャル規制といった規制要件の全般的な変更。

・　ナティクシスを含むGroupe BPCEによる欧州中央銀行の欧州銀行同盟に関する規則の遵守。

・　内部統制に関する規則及び手続の変更。

・　競争的な環境及び価格の移行。

・　財務報告規則の変更。

・　収用、国営化、価格統制、為替管理、資産押収及び外国資本の権利に関する法律の変更。

・　ナティクシスが提供する商品及びサービスに対する需要に影響を及ぼす可能性のある社会不安又は不

明確な法的状況を生み出す政治、軍事又は外交を取り巻く環境の不都合な変化。

 

税法並びにフランス及びナティクシスが業務を行う国における同法の適用は、ナティクシスの業績に重要

な影響を及ぼす可能性がある。

複雑かつ大規模なクロスボーダー取引を行う多国籍銀行グループとして、ナティクシスは世界各国におけ

る税法の影響を受けており、実効税率を最大限に利用する形ですべての業務を構成する。これらの国々にお

ける所轄官庁による税法又は適用の変更は、ナティクシスの業績に重要な影響を及ぼす可能性がある。ナ

ティクシスは、様々な事業体のシナジー及び業務能力から価値を生み出すための管理手続を実施した。ナ

ティクシスはまた、課税を最適化しつつ、顧客に販売する金融商品の構築に尽力する。ナティクシスのグ

ループ内の取引及びナティクシスが販売する金融商品の構成は、一般に独立税務アドバイザーによる見解及

び必要に応じて臨時的に税務当局からの規制又は特定の解釈を踏まえて、適用される税法及び規制に関する

ナティクシス独自の解釈に基づいている。税務当局が将来的にかかる解釈に意義を申し立てないという保証

はなく、その場合にはナティクシスは税額調整を行わなければならない可能性がある。
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ナティクシスの利益性及び事業の見通しは、レピュテーション・リスク及び法的リスクによって悪影響を

受ける可能性がある。

ナティクシスの評判は、顧客を獲得し及び維持するために不可欠である。商品及びサービスの展開及び販

売における不適切な手段の使用並びに利害対立の可能性、法的及び規制要件、コンプライアンス問題、マ

ネーロンダリング法、情報セキュリティ政策及び販売及び取引慣行の不十分な管理によって、ナティクシス

は評判を落とす可能性がある。また、従業員の不正行為、ナティクシスを取り巻く金融業界の関係者による

詐欺行為又は不正支出、ナティクシスの財務実績の減少、修正又は訂正並びに不利な結果をもたらす可能性

のある法的行為及び規制措置によって、評判が損なわれる可能性がある。ナティクシスの評判に及ぼされる

損害は、業績及び財政状態を脅かし得る事業損失を伴う可能性がある。

こうした問題に対する管理が不十分である場合、ナティクシスはさらなる法的リスクを被り、訴訟件数及

びナティクシスに対する損害賠償請求額の増加が生じるか、又は規制当局による制裁措置が課される可能性

がある（詳細については、下記「(10) コンプライアンス・リスク及びレピュテーション・リスク、法的リス

ク－(b) 法的リスク」を参照のこと。）。

 

(3) ガバナンス及びリスク管理システム

(a) ガバナンス

（IFRS７に従い、法定監査人により認定されたデータ）

ナティクシスの一般的なリスク管理システムは、主要株主であるBPCEが定めた銀行の規制及びガバナンス

指針に従って、運用されている。

 

リスク＊：リスク管理機能

 

（IFRS７に従い、法定監査人により認定されたデータ）

上記のシステムは、以下の３つのレベルの協調的統制に依拠している。

・　内部統制は、経営陣の監督下にある業務又は機能部門により実施される。事業ラインは、満期まで、

これらが取引において被るリスクに責任を負う。明確な状況及び活動に依拠して、第１レベルの統制

は、従業員自身若しくはミドル・オフィス若しくは会計管理部門等の臨時機関のいずれか、又は適用

ある場合は両方の共同行動により実施される。
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・　第２レベルの統制（2014年11月３日付命令第13条の意味の範囲内）は、業務部門から独立して行為す

る専門機関により実施される。

・　定期的統制としても知られる第３レベルの統制は、内部監査部門により実施される。

統制システムは、BPCEが定めたこれらに統合されたグローバルな機能の中に構造化される。

リスク部門及びコンプライアンス部門は、恒久的統制を実施する。統制システムは、ナティクシスの最高

経営責任者及び取締役会の全体的な監督下に入る。取締役会は、以前は監査委員会によりその義務を支援さ

れていたが、2014年12月17日よりリスク委員会によりその義務を支援される。

ナティクシスの構造的な貸借対照表上のリスクは、資産負債管理委員会（以下「ALM委員会」という。）の

権限の下、管理及び監視されており、かかる委員会の構成員及び責務の詳細は、「第５　提出会社の状況－

５　コーポレート・ガバナンスの状況等　（１）コーポレート・ガバナンスの状況－(3) 内部統制手続及び

リスク管理手続に関する取締役会会長の報告」及び「(9) 総合的な金利リスク、流動性リスク、構造的な為

替リスク」に記載されている。

ALM委員会の監視対象には、総合的な金利リスク、流動性リスク及び構造的な為替リスクが含まれる。

リスク部門の管理チームは高度に統合され、短期の意思決定チャネル、及び特にリスクに対する総合アプ

ローチを採用する最高執行役員部門の事業間連結体専門チームを有している。投資ソリューション及びサー

ビス・リスク部門は、同機能を調整し、これら２つの部門のリスク担当部長の担当である。

これらの運用方法は、「第５　提出会社の状況－５　コーポレート・ガバナンスの状況等　（１）コーポ

レート・ガバナンスの状況－(3) 内部統制手続及びリスク管理手続に関する取締役会会長の報告」並びに

「(5) 信用リスク及び取引相手方リスク（カントリーリスクを含む。）、(7) 市場リスク及び(8) オペレー

ショナル・リスク」に記載される。

リスク部門は、Groupe BPCEのリスク方針に一致するリスク方針を承認のため上級経営陣に推奨し、以下の

分野における原則及び規則に関する上級執行機関への提案を行う。

・　リスク承認手順

・　限度承認

・　リスク評価

・　リスク監視

ナティクシスのグローバルリスク委員会という最もレベルの高い委員会は、委員会の構造において必須の

役割を果たし、四半期毎に集う。

 

リスク部門は、分析及び成果をナティクシスの執行役員、監督機関及びGroupe BPCEへ提出し、その作業に

つき定期的に報告する。リスク統合チームは、リスク及びリスク管理に関して報告するスコアカードの使用

により、概観を作成する。

これらの責任を果たすために、リスク部門は、ナティクシスの中核事業ラインの活動のために適合され、

同部門のモデリング及びリスクの種類ごとの定量化方法を適用するITシステムを利用する。

 

(b) リスク文化

ナティクシスは、組織構造のあらゆる段階において、その強固なリスク文化により特徴付けられる。

そのリスク文化は、リスク部門及び銀行を支える中心となる原理であり、リスク憲章のおかげでその指針

原理の不可欠な部分である。これは主に３つの分野に基づく。

・　銀行の主要なリスク（信用リスク、市場リスク及びオペレーショナル・リスク）のすべてをカバーす

るリスク政策、基準及び手続きを展開させ、銀行の戦略的ビジョン及びリスク選好の概要を示すこと

により、銀行内における適正な慣行を調和させること。

・　特にオペレーショナル・リスクをカバーするEラーニング・キャンペーンを実施すること。

・　特に規制上の変更に関連する特定の項目において、各従業員の訓練を促進すること。
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(c) リスク類型論

ナティクシスのリスク監視及び監督システムは、銀行の業績、支払能力、リファイナンス能力及び経済的

価値を管理するために設計されている。同システムはまた、ポートフォリオの健全性及び会計処理の詳細事

項を統合するとともに、規制要件の遵守を確実にしている。

銀行レベルでは、主要なリスクとは、所定のリスク分野、事業部門又は地理的領域において、ナティクシ

スの業績、評判又は継続的活動に多大な影響を与える可能性があり、短期に起こる可能性のある確定したリ

スクである。

新たに出現するリスクとは、重大化すれば、その発生が長期的にナティクシスの商業戦略に多大な影響を

与える可能性のある脅威である。

財務リスクは、多くの方法により特定及び管理されている。

・　上級経営陣委員会の構成員に提出され、リスク委員会会議（以前は監査委員会）で四半期毎に意見さ

れる月々の総合ダッシュボードが、主な出来事及び警告事項を提示する。

・　部門及び地理的な監視を実行し、新たに出現するリスク（詳細については、「(5) 信用リスク及び取

引相手方リスク（カントリーリスクを含む。）－(f) 手続を監視する契約」を参照のこと。）を特定

する。

ナティクシスは、特に規制要件の結果により変更する可能性のある業務に伴う一連のリスクにさらされて

いる。

 

信用リスク（カントリーリスクを含む。）

信用リスクは、債務者が契約上の義務を履行できないことによるナティクシスの貸付金に関する財務損

失のリスクである。債務者の返済不能の可能性及び予想される回収率の評価が、信用の質の測定における

主要な要因である。債務者は、銀行、工業又は商業会社、ソブリン国家及び様々な事業体、投資ファン

ド、又は自然人である可能性がある。信用リスクは、かかる状況がデフォルト率の上昇を生じる可能性が

ある限り、経済的不確実性の期間に増加する。

信用リスクは、融資業務並びにナティクシスを取引相手方デフォルトのリスクにさらすその他の業務、

特に資本市場における金融商品の取引業務及び決済-分配業務に影響を及ぼす。例えば、銀行によるデフォ

ルトは、前記銀行との取引ポジション及び関係により、直接且つ著しくナティクシスに影響を及ぼす可能

性がある。当該リスクは、債務者自身のデフォルトよりもむしろ債務者の顧客のデフォルトに存在する

が、信用リスクはまた、ナティクシスの信用保険及びファクタリング事業に存在する。

カントリーリスク：カントリーリスクとは、外国における特定の経済、金融、政治又は社会状況がナ

ティクシスの財務利益に影響する可能性を測定する。

ソブリンリスク：ソブリンリスクとは、カントリーリスクの下位カテゴリーであり、国家及び特定の国

の中央公的当局に付随する財政リスクである。

証券化：証券化取引は、受取勘定又は融資等の金融資産の投資家への譲渡から構成され、かかる受取勘

定は、特別会社を経由して資本市場で発行される金融証券になる。

シンセティック取引とは、資産の所有権が譲渡されないものの、クレジット・デリバティブとして知ら

れる金融商品によりリスクが譲渡される取引をいう。

 

市場リスク

市場リスクとは、市場パラメーターの動きの悪化により発生する価値損失のリスクである。これらのパ

ラメーターは、とりわけ、債券価格、金利、証券及び商品価格、デリバティブ価格並びにその他の資産す

べての価格、特に外国為替相場を含む。

資産流動性も市場リスクの重要な構成要素である。流動性が不十分か又は全くない場合（例えば、取引

数の減少又は特定の資産の需給の著しい不均衡によるもの。）、金融商品又はその他の譲渡可能資産は、

見積価格で取引できない可能性がある。流動性の欠如は、資本市場へのアクセスの減少、不測の現金若し

くは資本の必要性、又は法的規則につながる可能性がある。

市場リスクは、ナティクシスの取引ポートフォリオ及び投資ポートフォリオに影響を及ぼす。投資ポー

トフォリオにおける市場リスクには、以下が含まれる。
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・　資産及び負債管理に関連する総合的な金利リスク。当該リスクは、銀行帳簿又は保険事業における

資産及び負債の不一致から発生する利益に関するリスクである。

・　投資事業に関連するリスク。当該リスクは、証券ポートフォリオの投資資産価値の変動に直接左右

される。

・　その他の事業、特に不動産事業に関連するリスク。当該リスクは、通常の業務において保有される

譲渡可能資産の価値の変化に間接的に影響を受ける。

・　集中リスク。当該リスクは、分散されていないエクスポージャーとともにエクスポージャーの最大

分野を割り出し、その監視結果は専門委員会に提出される。

 

オペレーショナル・リスク

オペレーショナル・リスクとは、不十分若しくは失敗した内部プロセス又は外部的事象による損失のリ

スクであり、意図的、偶発的又は自然発生であるかを問わない。内部プロセスは、人材及び情報システム

を含むがこれらに限定されない。外部的事象は、自然災害、洪水又はテロ攻撃を含むがこれらに限定され

ない。さらに、ナティクシス又は第三者の情報システムの運転停止又は不具合により、利益が失われ、損

失が生じる可能性がある。同様に、予期せぬ事象によりナティクシスの業務継続を阻害し、重大な損失及

び追加費用が発生する可能性がある。

法的リスクもまた、オペレーショナル・リスクの一要素である。

ナティクシス及びその子会社が関わる係属中の主な法的手続については、「(10) コンプライアンス・リ

スク及びレピュテーション・リスク、法的リスク－(b) 法的リスク」に詳述される。

保険部門は、秘書室内の法務部門に直属し、保険をかけられるオペレーショナル・リスクの分析及びそ

れらに適切な保険を適用することに責任を負っている（詳細は「(8) オペレーショナル・リスク-(d) 保険

に係るオペレーショナル・リスク」を参照のこと。）。主要な保険業者による保険契約は、詐欺、横領及

び窃盗により生じる可能性のある重大な結果、営業損失又はナティクシス若しくはその子会社若しくはナ

ティクシスが責任を負う従業員の民事責任の影響を補償範囲とする。

これらのリスクの監視手続及び管理手続については、「(8) オペレーショナル・リスク」に記載され

る。

 

総合的な金利リスク

ナティクシスの総合的な金利リスクは、資産及び負債の金利の不一致に起因する銀行業務ポートフォリ

オに対する損失リスクとして定義される。

大半のコーポレート銀行兼投資銀行と同様に、ナティクシスは構造的な為替相場ポジションが生じる資

産及び負債をほとんど有していない。ナティクシスの総合的な金利リスクは基本的に直線的で、ユーロ及

び米ドルの影響下にあり、契約上の取引に関連する。最も重要なポジションは、イールドカーブのショー

トエンドに対するエクスポージャーに関するもので、主にIBOR（銀行間取引金利）の更新日の時間差に連

動する。したがって、銀行レベルでは２次的リスクとして分類される。

 

流動性リスク

流動性リスクとは、資産と負債の期間の不一致によって、ナティクシスが債権者に対する責務を果たす

ことができなくなるリスクである。例えば、多額の顧客預金の引出し、信用危機又は市場全体の流動性危

機が生じる場合に、かかるリスクが発生する。コーポレート銀行兼投資銀行として、ナティクシスに対す

るかかるリスクは、主に契約上の満期を有する取引間のポジションの不一致によって生じる。これは、リ

テールバンクに比べてナティクシスには安定的かつ恒久的な顧客資源が限られていることや、一部には業

務の資金調達を市場で行っているからである（下記「７　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの

状況の分析－(1) 2014年12月31日に終了した事業年度－(b) リファイナンス」を参照のこと。）。
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構造的な為替リスク

構造的な為替リスクとは、通貨購入によってリファイナンスが行われた純投資の通貨と株式の通貨の不

一致に起因して、連結会計に使用される当行グループの通貨に対する為替相場の不利な変動によって生じ

る譲渡可能株式の損失リスクとして定義される。

ナティクシスの構造的な為替リスクの大部分は、米ドルで資金調達が行われた海外の支店及び子会社の

連結に起因する同通貨の構造的ポジションに関連するものである。

 

不遵守及び評判リスク（法務及び税務リスクを含む。）

不遵守リスクとは、フランス法令では、細則又は規則、専門的基準又は倫理的基準、執行機関による指

示であるかを問わず、特に監督機関の政策により発布された銀行業務及び金融活動に特有の規定の不遵守

により生じる著しい財務上の損失を伴う法的処分、行政処分又は懲戒処分をいう。

このリスクは、定義上はオペレーショナル・リスクの下位カテゴリーである。不遵守リスクは、単なる

経済的価値の損失以上の結果を伴う可能性があり、団体としての評判を損なう可能性がある。当行は、不

遵守リスクに適宜対応する。

評判リスクとは、その信頼があらゆる点において通常の事業の遂行に不可欠である顧客、相手方、供給

者、従業員、株主、監督者又はその他の第三者からの会社に対する信頼を損なうリスクをいう。

評判リスクは、本質的に当行が被るその他のリスクに付随するリスクである。

ナティクシスはまた、以下のリスクにさらされている。

 

保険活動に関するリスク

保険リスクとは、請求予想及び実際の請求との間の不一致による利益に関するリスクである。問題とな

る保険商品によって、当該リスクはマクロ経済的な変化、顧客行動の変化、公衆衛生の変化、世界的流行

病、事故及び自然災害（例えば地震、産業災害又はテロ行為若しくは戦争）に従い変化する。

 

戦略リスク

戦略リスクとは、選択した戦略に伴うリスク又はナティクシスが戦略を実行できなかったことから生じ

るリスクである。

 

(4) 資本管理及び自己資本

(a) 規制上の枠組み

2014年１月１日以降、直ちに効力を有するCRD４指令及びCRR規制は、バーゼル３規制を欧州に適用した。

CRD４指令は、2014年11月３日付省令によりフランス法に制定された。

新たな規制上の枠組みは、金融機関の財政力を強化することを目的としており、以下を含む。

・　資本要件を満たす資格のある資本項目の定義の強化。

・　特にデリバティブの取引相手方リスクに関する新たな自己の資金要件。

・　特にCET１資本及び資本バッファー（資本保全バッファー、コントラ・シクリカル・バッファー、シス

テミックリスク・バッファー）に関する遵守率の増加。

 

(b) 健全性のための連結の範囲

CRR規制第19条の適用において、以下の原則に基づく健全性のための連結の範囲が設定された。

保険会社を除く事業体のうち、法律上の範囲に基づき完全連結会社又は持分法により計上されている事業

体は、健全性の範囲に含まれている（「「第６　経理の状況－１　財務書類－(1) 連結財務諸表－連結財務

諸表注記」の注記17を参照のこと。）。当行グループの保険会社は、健全性の範囲に基づく持分法により計

上されている。
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(c) 資本の構成

CRR規制の規定及びACPRが定義する国家の規定によると、貸借対照表上の株主資本に基づき計算される健全

性資本とは、以下の３つの分野からなる。各分野は、連結財務書類から抜粋され、直接又は上記の閾値控除

を適用して再表示された負債項目からなる。

健全性資本は、CRR規制の本格展開を支援するため、2018年まで段階的な移行アレンジ及び経過措置の対象

である。

 

普通株式等Tier１（CET1）

普通株式等Tier１は、以下の修正再表示とともに会計上の株主資本（再分類されたハイブリッド証券を除

く。）を用いて計算されている。

・　移行アレンジの対象とならない控除

・　配当金見積額

・　のれん及び無形固定資産

・　ヘッジ目的デリバティブにおける回収可能な未実現損益

・　発行済債券及び金融商品の自己の信用リスク（負債価額調整）

・　慎重な評価調整

・　出資比率における予定損失及び信用損失に対する予定損失の引当金の不足

・　確定給付企業年金コミットメントの再評価調整

・　移行アレンジの対象となる控除

・　ノンバンクの非支配持分

・　規則に定められた閾値を超過する銀行の非支配持分

・　将来の収益に依存するが、一時的差異に関連しない繰延税金資産

・　売却可能資産の回収可能な損益

・　会社の支配下にある株式及び株式持合い

・　金融機関が発行する資本商品の少数持分の閾値１の超過分

・　金融機関が発行する資本商品の重要持分の閾値２の超過分

・　将来の収益及び一時的差異による業績に依拠する繰延税金資産の閾値２の超過分

・　閾値２に関して控除されない金額に共通する閾値３の超過分

・　その他Tier１資本（下記を参照のこと。）の超過分の控除

 

その他Tier１（AT1）

その他Tier１は、下記より構成される。

・　移行アレンジの適用後に追加Tier１資本として認識される劣後負債性商品

・　普通株式等Tier１資本に適用された移行アレンジにより当該カテゴリーに行われた控除

・　その他Tier２資本（下記を参照のこと。）の超過分の控除

 

Tier２（T2）資本

Tier２資本は、下記より構成される。

・　移行アレンジの適用後にTier２資本として認識される負債性商品

・　普通株式等Tier１に適用された段階的導入に係る当該カテゴリーに行われた控除

・　期待損失に関する余剰引当金

 

(d) 2014年における規制資本、自己資本規制及び比率の変更

規制資本及び自己資本比率

2014年当初における新たなバーゼル３／CRR規制の適用は、2013年12月31日時点における比較の基盤を制定

する必要を生じさせた。以下の表は、バーゼル２規則（2013年末に公布
*
）に基づき設定された健全性資本及
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びリスク加重資産から、移行アレンジの適用後である2013年12月31日時点のCRR規制に基づき設定された資本

及びリスク加重資産への移行の概要である。

 

2013年12月31日現在のバーゼル2.5健全性資本及びRWAからCRRへの移行

 

 

 

(単位：十億ユーロ)

2013年12月31

日バーゼル

2.5
＊

保険 証券化 控除及び投資 CVAリスク

関連銀行

及びCCP

バーゼル３

2013年

12月31日

RWA 101.2 1.7 3.9 2.3 7.3 3.8 120.1

コアTier１資本 11.9 0.6 0.2 (0.2)   12.5

＊　2013年12月31日時点で適用される2007年２月20日付省令（バーゼル２）及び2014年３月14日に提出されたナティクシ

スの登録届出書に従う。

 

2014年にわたり、移行アレンジの適用後のバーゼル３／CRR健全性資本は、以下のように発展した。

普通株式等Tier１資本は、前年比で0.1十億ユーロ上昇し、2014年12月31日時点で合計12.6十億ユーロと

なった。

0.97十億ユーロの増加により18.9十億ユーロとなった株主資本のグループ持分は、主に同年度における純

利益の1.14十億ユーロの組入れ、0.6十億ユーロの為替換算におけるドルの上昇による好影響によるもので

あった。これらの項目は、2013年の配当金支払（0.5十億ユーロ）並びに当該期間中における取得及び処分の

連結積立金における0.3十億ユーロの影響によって相殺された。

普通株式等Tier１資本は、2014年の配当金の引当金である1.1十億ユーロ（１株当たり0.34ユーロ）を含

む。また、健全性評価の最初の適用による影響であるマイナス0.35十億ユーロ及び移行アレンジの影響の増

加であるマイナス0.7十億ユーロも含む。

上記の項目に加えて、普通株式等Tier１資本の増加は、主にその他Tier１資本から控除された項目に適用

する段階的導入の割合の変更からの好影響によるものであった。

Tier２資本の増加は、償還可能劣後債の新規発行（プラス１十億ユーロ）によるが、償還可能劣後債の一

部早期償還（マイナス0.5十億ユーロ）、満期を迎えるラインの規制上の償却及び段階的導入の割合の変更に

よる負の影響により一部相殺された。

リスク加重資産は、BPCEにより保証（2.1十億ユーロ、2013年12月31日と比較して0.8十億ユーロ減少。）

が付与された後、115.2十億ユーロとなり、１年間で4.9十億ユーロ減少した。

 

(単位：十億ユーロ)

信用リスク CVA 市場リスク

オペレーショナ

ル・リスク RWA合計

2013年12月31日時点でのバーゼル３ 86.8 7.3 15.3 10.7 120.1

為替レートの変化 2.3    2.3

事業展開 3.4 (1.3) (0.3) 1.3 3.1

リスク・パラメーターの改善 (7.1)  0.6  (6.5)

金融投資の取得及び処分 (3.2)     

その他 (0.6) 0.3 (0.2) 0.0 (3.8)

2014年12月31日時点でのバーゼル３ 81.6 6.3 15.4 12.0 115.2

 

信用リスクにおける１年間でマイナス5.2十億ユーロの減少は、主として以下によるものであった。

・　特に業務の変更による未払負債の増加（プラス3.4十億ユーロ）及び保険会社（BPCE Assurancesの連

結を含む。）における投資の簿価の増加

・　ドルの上昇による影響：2.3十億ユーロ増

・　リスク・パラメーターの改善（格付の改善、保証の認知度の上昇：7.1十億ユーロ減）

・　金融投資の取得及び処分（Coface及びLazardの処分を含む。）：3.2十億ユーロ減
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市場リスクは、概して安定していた。

オペレーショナル・リスクは、2011年度の基準指標が2014年度の基準指標に代わった（標準の方法は、オ

ペレーショナル・リスクを過去３年間の平均指標を用いて計算する。）ため、1.3十億ユーロ増加した。

移行アレンジの考慮後、2014年12月31日現在、CET１比率は11％に達し、Tier１比率は12％であり、合計資

本比率は13.8％であった。

 

(e) 資本計画

資本計画システムは、以下の要素からなる。

・　グループの全体的な自己資本方針の一部として、事業ラインの活動に関する自己資本規制の見通し

・　事業ラインの資本消費及びバーゼル３／CRRリスク加重資産に基づく収益性を分析するシステム

・　事業要件及び収益性目標を考慮に入れた（戦略的計画及び年次の予算編成手続きの枠組みにおける）

事業ラインの資本配分

・　４つのリスクの種類（信用リスク、市場リスク、オペレーショナル・リスク及び事業リスク）に基づ

く経済資本の計算

 

(f) その他の規制比率

大規模エクスポージャー比率

大規模エクスポージャーの監視に関する規制は、2014年に改訂され、現在はCRRの一部である。これらは、

一方が財政問題に遭遇した場合、その他の者も資金調達問題又は返済問題を経験するといった、関連する一

連の相手方にリスクが集中することを防ぐことを目的としている。かかる基準は、恒久的な拘束に基づいて

おり、一つの相手方に関連するすべてのリスクは、銀行の資本の25％を超えることはできない。ナティクシ

スは、2014年においてかかる要件を遵守した。

 

レバレッジ比率

バーゼル委員会は、レバレッジリスクの管理に関するシステムを立ち上げた。同システムは、CRRに含ま

れ、レバレッジを、Tier１資本を貸借対照表上のエクスポージャー（デリバティブ及び再購入契約における

一部修正再表示後）及びオフバランスシート上のエクスポージャー（貸借対照表と同等の変換係数を適用

後）の会計方針で除したものと同等であると定義する。CRRは、2015年３月１日現在で適用ある委任法令によ

り改訂された。

Pillar Ⅱに基づき、レバレッジ比率は、2014年１月１日現在で計算され、監督機関に報告さえなければな

らない。かかる公表は、2015年１月１日現在において強制されている。観測期間後は、2018年時点のPillar

Ⅰに基づき、より制限的となる可能性がある。

ナティクシスは、（委任法令に規定された規則に従い）レバレッジ比率を計算及び公表し、検討中の目標

比率に収束するために必要な貸借対照表の管理を実施する立場に既にある。

 

(5) 信用リスク及び取引相手方リスク（カントリーリスクを含む。）

(a) 目標及び方針

ナティクシスのリスク方針は、2010年－2011年から、当行の信用リスク管理及び運営システム全体の構成

要素として定義されている。当該方針は、リスク部門及び当行の様々な事業ラインによる協議の産物であ

り、リスク負担の枠組みを確立しながら、ナティクシスの戦略的見通しを各事業ライン又は各部門のリスク

選好として解釈することにより各事業ラインの当該戦略的見通しを描くことを目的としている。

現在約20あるナティクシスのリスク方針は定期的に改訂され、ホールセール・バンキングの様々な事業ラ

イン（コーポレート、LBO、エアクラフト・ファイナンス、不動産ファイナンス、プロジェクト・ファイナン

ス、商品ファイナンス、銀行、保険、ヘッジファンド等）及び子会社の様々な事業（例えば、Natixis Lease

への融資及びNatixis Factorへのファクタリング）を網羅している。

当該リスク方針により築かれる枠組みは、優良実践に基づく推奨並びに（定性的又は定量的に）厳格な監

視基準、意思決定過程及び通常の上限の承認のシステムに影響を与える逸脱との間で区別をつける。
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当該枠組みは定性的且つ定量的である。

定量的な枠組みは通常以下に基づいている。

・　事業ラインによる取組みの上限

・　各部門、取引相手方の種類、商品の種類、あるいは地理的地域による取組みのサブリミット又は警戒

閾値

当該枠組みは特定の部門又は特定の種類のリスクに対し、当行の取組みが集中していないかの監視に役

立っている。

一方、定性的な枠組みは以下の基準に基づいて構築されている。

・　事業部門：優先部門、禁止部門

・　ターゲット：様々な基準（規模、格付、事業が展開されている国等）に基づいてターゲットとするべ

き又は除外すべき顧客

・　構造：最長持続時間、財務比率、契約条項、担保契約等

・　商品

リスク方針が適切に適用されていることを保証するため、ローン承認個別審査において、必要に応じて

調査が行われる。全体の調査も四半期ごとに実施され（上限及び逸脱数との整合性の確認。）、グローバ

ルリスク委員会に提出される。

 

(b) 信用リスクの承認及び管理を定める一般原則

（IFRS７に従い、法定監査人により認定されたデータ）

ナティクシスの信用リスクの測定及び管理手続は、以下のものに基づく。

・　限度承認のシステム及び意思決定の委員会により構築された、標準化されたリスク負担プロセス

・　ローン承認審査プロセスにおいて、リスク部門が実施した独立した分析

・　取引相手方リスクの標準化され、適合された評価を提供する格付手段及び手法（これにより１年以内

のデフォルト率及びデフォルト時損失率を評価することが可能となる）

・　ローン残額及び信用限度の検討を行う情報システム

 

(c) リスク測定及び内部格付

（IFRS７に従い、法定監査人により認定されたデータ）

内部格付システムは、ナティクシスの信用リスクの監視及び管理メカニズムの不可欠な部分である。これ

は、信用リスクの評価に使用されるすべての手法、プロセス、方法及び管理をカバーしている。これは、基

礎的パラメーター（レートとして表わされる１年の取引相手方のデフォルト率及びパーセントで表わされる

デフォルト時損失率（LGD）を含む。）を考慮している。

規制上の要件に従って、銀行帳簿及び関連エクスポージャーの中のすべての取引相手方は、以下の場合

に、内部格付を有さなければならない。

・　貸付があるか又は信用限度が割り当てられている場合

・　ローンを保証する場合

・　貸付担保として使用される証券を発行する場合

このメカニズムは、以下のものに基づく。

・　様々なバーゼル資産クラスに特有で、ナティクシスのリスク・プロファイルに一致する内部格付手法

（各資産クラスに対して独自の格付手続及び方法論が存在する）

・　当該プロセスの開始から完成プロセスの評価及び記録まで、格付プロセスの継続的段階の管理に使用

されるITシステム

・　取引オリジネーションからデフォルトしている取引相手方及び関連ローンにおいて発生した損失の事

後分析まで、リスク管理システムの中心に内部格付を置く手続及び管理

・　格付手法、LGD及び原リスクのパラメーターの計算の方法の定期的審査

カントリーリスクに関して、同システムは、その格付の上限がソブリンでない取引相手方に付与される可

能性があるソブリン格付及びカントリー格付に基づく。これらの格付は、毎年（必要な場合はより頻繁に）

審査される。
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2010年９月30日以降、ナティクシスは、ACPRが承認し、会社、ソブリン、銀行、専門金融機関及びいくつ

かのカテゴリーの消費者金融エクスポージャーを格付けするために先進的内部格付方法（IRBA）を使用す

る、異なる資産クラスに特有の内部格付方法を使用している。

格付は、２つのアプローチ、すなわち統計的アプローチ及び専門家評価に基づいて定められている。

 

専門家評価に基づく内部格付及び外部格付（会社、銀行及び専門金融機関）の対応標示

内部格付 対応するS&P/Fitchの格付 対応するMoody’sの格付 １年以内のデフォルト率

AAA AAA Aaa 0.03％

AA+ AA+ Aa1 0.03％

AA AA Aa2 0.03％

AA- AA- Aa3 0.03％

A+ A+ A1 0.03％

A A A2 0.05％

A- A- A3 0.11％

BBB+ BBB+ Baa1 0.20％

BBB BBB Baa2 0.36％

BBB- BBB- Baa3 0.60％

BB+ BB+ Ba1 0.94％

BB BB Ba2 1.42％

BB- BB- Ba3 2.06％

B+ B+ B1 2.91％

B B B2 4.01％

B- B- B3 5.41％

CCC+ CCC+ Caa1 7.16％

CCC CCC Caa2 9.33％

CCC- CCC- Caa3 11.97％

CC CC Ca 15.16％

C C C 18.96％

 

取引相手方の種類により格付の尺度は異なり、主要な会社、銀行及び専門金融機関の場合は21階級に分類

される。

 

(d) 格付手法のパフォーマンスの監視及び過去のデータによる検証試験

過去のデータによる検証試験及びベンチマーキングは、モデルの承認プロセスにおいて不可欠である。過

去のデータによる検証試験及び業績監視プログラムもまた、LGD見積り及び格付モデル及びLGDグリッド又は

デフォルト率の高さ（会社、銀行、ソブリン及び担保LGD）の質及び信頼性を確保するために、少なくとも年

に１度使用される。これらには、指標の範囲、例えば格付機関による格付と比較した厳格性及び移行に関す

る差異、観察されたデフォルト並びにデフォルト前の損失及び格付の変更、並びに歴史的データの量的分析

に基づき、定性分析により補完されたLGDモデルのパフォーマンス測定に基づく詳細な分析が含まれる。
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① 格付手法のパフォーマンスの監視及びPDの過去のデータによる検証試験

専門家評価及び定量的方法による格付の一貫性を検証するため、格付システムは定期的に調べられ、外

部のベンチマーキングを受ける。監視法は、各モデルの種類に適合した過去のデータによる検証試験を経

て決定される。

ナティクシスでは、専門の格付手法が用いられる、コーポレート（ストラクチャード・ファイナンスを

含む。）、インターバンク及びソブリンの各ポートフォリオのデフォルト率が最も低い（低デフォルト・

ポートフォリオ ）。これらのポートフォリオに対しては、その特異性（具体的には、デフォルト率の低さ

及び内部データに基づいてPD基準を作成しかつ維持することの難しさ。）を考慮して過去のデータによる

検証実験が行われる。

過去のデータによる検証試験の手続には、当該データ（バンキング・モデル又は主要な会社の具体的な

格付階級の過去のデータによる検証試験を行う場合は、しばしば外部のデータ）が利用される。かかる手

続は、デフォルト率及び内部変化に基づく絶対的パフォーマンスの分析並びに外部格付との比較に基づく

相対的パフォーマンスの分析の段階により構成される。

また、必要に応じて、パフォーマンスの規定及び指標に基づいた警告が発令される。

これらの調査は、例えば四半期ごとに開催される格付分析委員会の会合並びに規模により年に１回から

４回実施される様々な格付モデルの過去のデータによる検証試験など複数のプロセスを経て実施される。

格付分析委員会の役割は、以下の通りである。

・　パフォーマンス及び安定性の測定結果の発表の許可

・　警戒閾値を越えた指標の分析

・　逸脱又は異常を正す為の手段の決定。当該手段は、格付手法、方法論、パフォーマンス分析又は警

戒閾値の変更等様々な形をとる。

内部格付と格付機関の格付を比較した際の影響度が観察される。ナティクシスはこのため、格付機関

（Standard and Poor’s、Moody’s及びFitch）により格付されている取引相手方については、すべて内部格

付も分析する。当該分析により、リスク評価の整合性を判断することができる。

内部格付の変化を通して、１年間を通してのポートフォリオの信用度の変化も分析される。当該分析プ

ロセスにより、当行の信用ポートフォリオの位置付けの概要を知ることができる。

内部リスク・ランキング（デフォルトした取引相手方の１年前のジニ指数及び平均格付け）を明らかに

するために追加の指標も計算され、統計データとして定性的分析の補完をする。

格付分析委員会は、個別信用リスク部門の部門長及びリスク部門の最高経営責任者代理、又は彼らによ

り任命された代理人が議長を務める。委員会で行われた決定に関する補足は、閾値が越えられかつ状況が

改善されていないような場合には特に、その後の会議で発表される。

また、当該分析作業はすべてリスク担当部長に四半期ごとに報告され、規制当局に伝えられる。

 

② 発展的手法による内部LGD、CCF及びELBEの監視及び過去のデータによる検証試験

リスク部門のチームは、以下の目的の為にLGDの過去のデータによる検証試験を行う。

・　当該モデルが正確に検査されていることを実証するため

・　当該モデルの識別能力を評価するため

・　時間経過における当該モデルの安定性を評価するため

当該モデルによる損失及び見積もりは、できるだけ長期間の過去のデータと比較される。

デフォルト時損失率は、以下に基づいて計算される。

・　コーポレート資産クラスの統計的データ

・　銀行及びソブリンの内在史及び外在史並びに外部ベンチマーク

・　資産に対する申立てがある場合には、確率的モデルの使用

資本要求の計算の為に内部手法を用いて計算されたデフォルト時損失率も、格付分析委員会において四

半期ごとに監視される。したがって、コーポレート・アンド・バンクLGDの監視は、過去数ヶ月にわたって

実施されており、徐々にIRB-Aによって承認されているポートフォリオ（専門金融及びソブリン）のすべて

に拡大されている。
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時間の経過を経ての推定信頼度を検証するため、格付モデル及び関連PDと同様に、融資範囲が異なる

LGD、ELBE（期待損失最良見積、すなわち機関によるデフォルト・エクスポージャーの期待損失の最良の見

積もり。この見積もりは、現在の経済状況、エクスポージャーの状況及び回復期間における追加の予期せ

ぬ損害の可能性を原因とする損失率の上昇の見積もりを考慮に入れている。）並びにCCF（クレジット・コ

ンバージョン要素）のレベルは、（更新された内部データに基づいて）過去のデータによる検証試験を少

なくとも年に１回は行う。専門金融及び金融担保の範囲のモデルのパラメーターは、可能な限り正確に事

業ラインの現実を反映するよう、定期的に更新されている。市場パラメーター及び回復パラメーターも共

に更新される。

過去のデータによる検証試験の指標は、当該モデルのパフォーマンスの測定及び現在使用されているモ

デルの実証を測定の両方の為に使用されている。使用されている指標は２種類である。

・　母集団の安定性指標：これらの分析は、モデルを構築した際の母集団と現在観測している母集団が

まだ同様であることを示すものである。セグメンテーション変数又はLGDかによってあまりにも大き

く配当の違いが表れる場合、当該モデルは疑問視される可能性がある。当該指標はすべてベンチ

マーク指標（通常はモデルが構築された際に計算された指標若しくは外部のデータ又は機関により

発行された指標）と比較される。これらの分析は、専門家評価に基づくモデルと統計的モデルそれ

ぞれに適用される。

・　モデル・パフォーマンス指標：セグメンテーションを実証し、予想及び実際の数値との間の違いを

合成的に数値化するために、当該モデルのパフォーマンスを測定する。これはモデル時に計算され

た統計指標と比較される統計指標を用いることにより達成される。

過去のデータによる検証試験の結果、必要に応じて、リスク・パラメーターが再度修正される可能性が

ある。

過去のデータによる検証試験が完了した後は、以下を含む過去のデータによる検証試験のレポートが作

成される。

・　過去のデータによる検証試験において使用された指標の結果すべて

・　追加の分析

・　当行グループの基準に従って、結果に関する全体的な意見

過去のデータによる検証試験及び報告は、リスク担当部長及びグループ・リスク・スタンダード・アン

ド・メソッド委員会（BPCE CNMRG）に対して報告され、年に１度規制当局に送付される。

リスク部門は、監督機能の一環として、当行のIRBA承認を支持する規則及び責任の尊重だけでなく、使

用される手段及びプロセスの適切な運用並びにデータの品質及び一貫性も保証する。また、リスク部門

は、当行の従業員の研修の調整及びサポートの提供を実施している。

 

(e) 信用リスク削減法

（IFRS７に従い、法定監査人により認定されたデータ）

ナティクシスは、多くの信用リスク削減法（相殺契約、個人保証、資産保証又はヘッジ目的の信用デフォ

ルト・スワップ（CDS）の使用を含む。）を有している。

担保又は保証には、以下が含まれていることがある。

・　債務不履行に陥った場合に第三者が支払いを担保することが信用保護に含まれている個人保証（オン

デマンドの保証、連帯保証又は契約者条項等）

・　借手が支払債務を履行できなくなった場合の債権の返還を保証するための、譲渡可能な資産による資

産保証（現金、株式及び債券を含む金融資産及び有形資産、株式質権並びに不動産抵当権又は船舶抵

当権等）

商品をヘッジする信用リスクの特定、測定及び管理に使用される原則は、バーゼル委員会の合意による勧

告により決定される。保証のリスク削減効果がリスク・エクスポージャー計算に含まれることを適格とする

か否かは、個別に判断される。検討事項は、プロセスを通じて定められる。これらは、取引の承認、信用リ

スク・エクスポージャーの監視及び結果としての必要資本（2010年９月30日以降、主にIRBAに従って計算さ

れた）の計算をカバーする。

担保契約及び相殺契約により以下につながる。
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・　提供された商品又は保証の適格性を評価する、融資申込が承認され又は審査された場合に行われた分

析及びリスクの質における関連する改善

・　標準契約又は法務部門が承認した契約の利用に基づく検証、処理及び文書作成

・　リスク管理及び管理システムをカバーする登録及び監視手続

同様に、保証人の提供機関（署名による保証又はCDSによる）は、債務者に対するのと同様に、検証され、

格付けされ、監視される。

ナティクシスは、取引相手方、部門及び地理的地域別のリスク集中を減少させるために、契約を減じる措

置を講じる可能性がある。集中リスクは、ストレス・テストの方法（マクロ経済のシナリオによる格付の変

更）に基づき、分析により完成される。

ナティクシスは、リスクの市場への移転により、いくつかの資産に付随する信用リスク・エクスポー

ジャーの全部又は一部を軽減するために、クレジット・デフォルト・スワップを購入し、総合的証券化取引

を行う可能性がある。CDSにより保護されたローンは、依然としてナティクシスの貸借対照表に計上されてい

るが、一般的にOECD銀行であるクレジット・デフォルト・スワップの売り手に付随する取引相手方リスクを

負担する。ノンバンクである第三者との取引は、現金で全額担保される。

これらの取引は、デリバティブ取引に適用される意思決定及び監視手続に従う。

 

(f) 手続を監視する契約

（IFRS７に従い、法定監査人により認定されたデータ）

信用リスクは、様々な事業ラインに説明義務を負わせること、及び専門のリスク部門チームにより監視さ

れる様々な管理方法により監視される。

事業ラインは、日々の取引相手方リスクの監視を実施し、リスク部門は、第２レベルの管理を実施する。

毎月、リスク部門は、監視活動の概要を上級経営陣及びリスク委員会（2014年12月までは監査委員会）に提

出する。

部門ベースのリスク方針の定期的審査もまた、最高経営責任者が議長を務めるグローバルリスク委員会に

より割り当てられるリスク予算の監視の確実化の助けとなる。当該リスクは、リスク部門による部門監査を

受けた結果、とりわけ、ナティクシスのポートフォリオの構成に（特に地理的な）焦点を合わせ、事業部門

の大半が対象となる半期ごとの市場報告が作成される。当該プロセスの目的は以下のとおりである。

・　各部門の新しい情報の監視（主要な出来事及び傾向の変動）

・　各部門に特有の基本指標の監視

・　各部門に内在するリスクの変化の評価

・　個別の取引相手方の格付プロセスとは独立して、定期的に事業部門及び副部門を格付

当該プロセスは、特に事業部門ごとのナティクシスのエクスポージャーの変化並びに地理的地域及び格付

による当該エクスポージャーの配当を審査するために使用される。この定期的及び組織的監視とは別に、当

該部門の監視により、新たな部門リスクについて説明する臨時の報告又は特定の部門リスクに関する変化に

ついて警告を発することがある。

カントリー・エクスポージャーを規律する限度（カントリー・キャップ）は、少なくとも年に１回検討さ

れ、グローバルリスク委員会により、諸国の格付及び状況の点から承認される。ある国において重大な変化

があった場合、問題になっている国に関する監視及び手続を採用するために、分析が信用リスク委員会に提

示される。

さらに、著しいエクスポージャーを有する取引に関する、合計額、国の状況又は審査中の取引の種類の点

についての信用委員会の決定は、カントリーリスクの分析に基づく。

毎月の制限違反委員会は、特定の指標（数、合計、デュレーション、関連事業ライン等）を用いて、所定

制限の違反を分析し、著しい違反を調査し、訂正を監視する。

リスクのレベルの低下を示す貸付金は、それらが生じた時に、確認され、取引相手方警戒リスト、個別規

定及び緊急手順に従って、直ちにリスク部門及び関連事業ラインに報告される。

それらは次に、エクスポージャーのレベルによって、警戒リストに載せるか、リスク部門又は管轄権を有

する信用委員会にかける決定であるか、検討される。
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ホールセール・バンキングのリスクは、必要な場合に困難な案件に介入するリストラクチャリング及び特

別問題部門（DRAS）により監視される。訴訟部門は、訴訟における貸付金の回収を取り扱う。

 

ストレス・シナリオの影響

信用ストレス・テスト・システムは、IRBA及びIRBFに従ってナティクシスの範囲を対象としている。単な

る過去のシナリオ又は理論的シナリオが排除されるよう、市場慣習に沿って、過去、市場動向及び環境を考

慮に入れ、妥当な危機的状況及び重度が高い環境を複製するシナリオを選ぶようになっている。

当該システムは、定期的に導入及び見直されるシナリオを有する実質的な管理手段である。従って、スト

レス・テスト・プログラムが最初に導入されて以来、ストレスには、新たな子会社の範囲及びモデルが追加

されている。リスク部門は、特に市場ストレスの要件を念頭に置きながら、ストレスについて使用されてい

る手法の改善及び定義の範囲を追加するよう定期的に努めている。

2014年には新たなシナリオがグローバルリスク委員会に提示された。これら内部の信用テスト・シナリオ

は、以下に基づいている。

・　2013年に報告されたストレス範囲全体に適用される４つのストレス・シナリオの形のマクロ経済の前

提。これらは１つの基準ポートフォリオ（事実上の予算シナリオ）及び３つの危機シナリオ（商品価

格ショック、フランスのソブリン利回りの増加による欧州の銀行及びソブリンの危機、又はアジア危

機を背景とした米国での信用危機）から構成される。これらは、リスク部門との協力により経済調査

チームが策定する。

・　マクロ経済のシナリオが対象としなかったであろうリスクを考慮する特定の事業ライン・シナリオ。

従って、標準のシナリオは、事業ラインの類型（銀行、会社、保険、航空宇宙産業等）に基づいて定

義される（平均で１つの事業ラインにつき３つ。）。

このストレス・テストは、経済及び金融データの悪化傾向の場合に生じるリスクを評価するため、定期的

にナティクシスの連結範囲に適用される。かかる結果は、選択されたシナリオの評価もするグローバルリス

ク委員会に定期的に提示される。ストレス・テスト手法は、取引相手方の格付及びデフォルト率（応力PD基

準、移行マトリックス、特定のソブリン取引相手方の格付変更等）を考慮に入れ、無担保のLGD（会社、銀

行、ソブリン等）及び担保LGD（事業ラインごとの資産又は担保価格）に対するストレスを含む。

シナリオ並びにそれらの影響を評価するために選択されたモデル及び方法は、文書化され、この文書は、

それぞれの更新時に検討される。

 

不良債権及び貸倒懸念債権の監視並びに減損メカニズム

（IFRS７に従い、法定監査人により認定されたデータ）

個別の減損

ナティクシスの警戒リスト及び引当委員会は、四半期に１度開催され、当行のすべての事業ラインを対象

とする。同委員会は、その監視下にある、引当金又は既存の引当金の調整を生じさせる可能性のあるすべて

の不良債権を審査し、必要な引当額を決定する。

この委員会は、リスク部門により組織され、最高経営責任者が議長を務め、財務及びリスクの事業ライン

を担当する上級経営委員会のメンバー、リスク担当部長並びに関連サポート機能の部長を招集する。

これは、リスク部門及び当行の各事業ラインが共同で指示する予備的委員会の構造を利用する。

 

集合的な減損

ナティクシスはまた、カントリーリスク及び部門別リスクを担保するために引当金を設定する（「第６　

経理の状況－１　財務書類－(1) 連結財務諸表－連結財務諸表注記」の注記5.3を参照のこと。）。これらの

引当金は、以下のものに基づき設定される。

・　個人及び専門家への貸付金の評価

・　部門別リスク

・　その他の取引相手方（企業体、ソブリン等）の地理的リスク
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後者について、減損の客観的証拠の検索は、分析並びに事業部門及び国の厳密な監視により行われる。か

かる証拠は、通常は問題になっている産業又は国に特有のミクロ経済又はマクロ経済の要因の組み合わせに

より生じる。必要な場合、専門家の意見は、この審査の結果を改善するために求められる。

部門ごとの引当金は、各部門の市場の動向を及び市場報告に基づいて、新たな部門に対しての引当金を承

認するか以前承認されたことのある部門の引当金を変えるかを必要に応じて決定する部門引当金委員会の四

半期ごとの会議で決定される。

 

(g) 信用リスク・エクスポージャー

下記の表は、バーゼル３規制（2014年６月26日付欧州規則）に基づいて信用リスクへのエクスポージャー

を表している。これはEAD（デフォルト時エクスポージャー又は1年以内にデフォルトに陥る債務者のリスク

へのエクスポージャー額。）として定義される。

健全性のための信用リスク範囲における会計エクスポージャー（連結範囲）から総エクスポージャー及び

デフォルトのエクスポージャーへの移行には、以下が含まれる。

・　取引において分類されるエクスポージャーの除外

・　市場取引における相殺契約を含むこと

・　デフォルトのリスクに対するエクスポージャー及びリスク希薄化におけるエクスポージャーを考慮す

るためのファクタリング・ポジションの修正再表示

・　融資及び保証契約に対する信用等価転換要因の適用

2013年の数値は、2013年の登録届出書の公開日時点（2014年３月14日に提出）においては効力のあった

バーゼル２の計算法に基づいている。EADにおけるバーゼル２及びバーゼル３の違いは主に以下の通りであ

る。

・　手形交換所へのエクスポージャー（上場デリバティブ）

・　以前は資本から差し引かれていた証券化（1,250％の組み込み率）

 

バーゼルの分類によるエクスポージャーのエクスポージャー及びEAD

（IFRS７に従い、法定監査人により認定されたデータ）

 

 

(単位：百万ユーロ)

エクスポージャーの分類

エクスポージャー EAD

2014年12月31日
うち、

オフバランスシート
2014年12月31日

うち、

オフバランスシート
2014年平均

(a)

企業 140,254 69,366 114,043 43,265 112,587

中小企業及びSF以外 120,752 64,488 96,120 39,923 93,577

中小企業 2,826 431 2,649 298 3,406

専門的ファイナンス

（SF） 16,676 4,447 15,274 3,044 15,604

機関 109,110 39,602 106,275 36,767 120,154

中央政府及び中央銀行 75,874 8,521 75,533 8,181 67,866

中央政府及び中央銀行 74,203 7,426 73,971 7,193 66,446

公共部門事業体 809 615 730 537 750

地域政府又は地方自治体 862 480 832 451 670

リテール 13,834 10,142 3,645 140 3,692

中小企業以外 12,741 10,068 2,604 114 2,528

中小企業 1,093 74 1,041 26 1,164

証券化 8,622 4,396 8,469 4,259 6,877

その他の項目 6,494 - 6,494 - 5,461

株式エクスポージャー 5,431 295 5,429 295 5,638
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不動産抵当付エクスポー

ジャー 2,698 310 2,543 155 650

短期格付を有する期間及

び法人に対するエクス

ポージャー 1,926 334 1,922 330 1,412

デフォルト時エクスポー

ジャー 1,445 420 870 279 771

合　計（2014年12月31日

現在） 365,688 133,386 325,223 93,671 325,108

合　計（2013年12月31日

現在）
(b)

344,161  301,332 95,128 300,940

(a)　リスクへのエクスポージャーの平均は、第4四半期末の数値の平均を表す（未監査）。

(b)　2013年12月31日時点において適用されていた2007年２月20日付省令（バーゼル２）及び2014年３月14日に提出

されたナティクシスの登録届出書に基づく。

 

■ EADの事業部門別内訳

（IFRS７に従い、法定監査人により認定されたデータ）

 

2014年12月31日現在
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2013年12月31日現在
*

 

*　2013年12月31日時点において適用されていた2007年２月20日付省令（バーゼル２）及び2014年３月14日に提出さ

れたナティクシスの登録届出書に基づく。

 

地理的地域及び資産クラス別のEAD

（IFRS７に従い、法定監査人により認定されたデータ）

 

(単位：百万ユーロ)

エクスポージャーの分類
フランス 欧州 北米 その他 合計

企業      

中小企業及びSF以外 42,105 26,882 13,612 13,521 96,120

専門的ファイナンス（SF） 3,729 5,068 2,721 3,756 15,274

中小企業 1,986 156 16 491 2,649

小計 47,820 32,106 16,349 17,768 114,043

機関 72,918 21,813 6,394 5,150 106,275

中央政府及び中央銀行      

中央政府及び中央銀行 30,932 2,757 34,988 5,294 73,971

地域政府又は地方自治体 535 277  20 832

公共部門事業体 644 51 27 8 730

小計 32,111 3,085 35,015 5,322 75,533

証券化 2,736 1,660 3,761 312 8,469

その他の項目 6,471 20 2 1 6,494

株式エクスポージャー 4,856 369 135 69 5,429

リテール      

中小企業 955 7 1 78 1,041

中小企業以外 2,604    2,604

小計 3,559 7 1 78 3,645

不動産抵当付エクスポー

ジャー 2,542 1   2,543

短期格付を有する期間及び法

人に対するエクスポージャー 1,025 636 2 259 1,922

デフォルト時エクスポー

ジャー 266 2  602 870
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合　計

（2014年12月31日現在） 174,304 59,699 61,659 29,561 325,223

合　計

（2013年12月31日現在）
*

142,956 53,095 59,329 23,855 279,236

*　その他の資産及び同種のリスクのクラスに分類された第三者を差し引いた2013年12月31日時点において適用され

ていた2007年２月20日付省令（バーゼル２）及び2014年３月14日に提出されたナティクシスの登録届出書に基づ

く。
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■ EADの地理的地域別内訳

（IFRS７に従い、法定監査人により認定されたデータ）

 

地理的地域は、債務者のリスク国に対応する。

 

2014年12月31日現在

 

2013年12月31日現在
*

 

*　その他の資産及び同種のリスクのクラスに分類された第三者を差し引いた2013年12月31日時点において適用され

ていた2007年２月20日付省令（バーゼル２）及び2014年３月14日に提出されたナティクシスの登録届出書に基づ

く。

 

資産クラス及び方式別のEAD

欧州の銀行子会社並びに上場デリバティブ、繰り延べ税金資産、リテール顧客及び不動産リースへのエク

スポージャーには、標準方式が適用される。

 

(単位：百万ユーロ)

エクスポージャークラス
IRBA方式 IBR-F方式 標準方式 合計

企業     

中小企業及びSF以外 73,716 16,426 5,978 96,120

専門的ファイナンス（SF） 15,262 12  15,274

中小企業 1,517 578 554 2,649

小計 90,495 17,016 6,532 114,043

機関 87,570 3,742 14,963 106,275

中央政府及び中央銀行     

中央政府及び中央銀行 67,746 457 5,768 73,971

地域政府又は地方自治体   832 832

公共部門事業体   730 730

小計 67,746 457 7,330 75,533

証券化 8,294  175 8,469

その他の項目 221 26 6,247 6,494
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株式エクスポージャー  5,390 39 5,429

リテール     

中小企業 363  2,241 2,604

中小企業以外 394  647 1,041

小計 757  2,888 3,645

不動産抵当付エクスポージャー   2,543 2,543

短期格付を有する期間及び法人に対するエクスポージャー   1,922 1,922

デフォルト時エクスポージャー   870 870

合　計（2014年12月31日現在） 255,083 26,631 43,509 325,223

合　計（2013年12月31日現在）
*

255,976 23,112 22,243 301,332

*　2013年12月31日時点において適用されていた2007年２月20日付省令（バーゼル２）及び2014年３月14日に提出さ

れたナティクシスの登録届出書に基づく。
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残余機関及び資産クラス別のEAD

債権、株式及び証券化のポジションを表章しない他の項目は除く。

 

(単位：百万ユーロ)

エクスポージャーの分類
 ３ヶ月未満 １年未満 ２年未満 ４年未満 ５年超 合計

 中小企業及びSF

以外 29,392 19,091 10,791 28,354 8,492 96,120

 専門的ファイナ

ンス（SF） 706 1,322 1,628 3,538 8,080 15,274

企業 中小企業 240 383 352 822 852 2,649

小計  30,338 20,796 12,771 32,714 17,424 114,043

機関  22,231 44,359 7,717 10,728 21,240 106,275

 中央政府及び中

央銀行 63,232 1,604 360 3,914 4,861 73,971

 地域政府又は地

方自治体 11 17 9 167 628 832

中央政府及び中央銀行 公共部門事業体 14 16 17 112 571 730

小計  63,257 1,637 386 4,193 6,060 75,533

 中小企業以外 195 2,006 33 305 65 2,604

リテール 中小企業 383 37 84 403 134 1,041

小計  578 2,043 117 708 199 3,645

不動産抵当付エクスポー

ジャー

 

8 33 53 331 2,118 2,543

短期格付を有する期間及び

法人に対するエクスポー

ジャー

 

1,539 383    1,922

デフォルト時エクスポー

ジャー

 

1 148 57 611 53 870

合　計（2014年12月31日現

在）

 

117,952 69,399 21,101 49,285 47,094 304,831

合　計（2013年12月31日現

在）
*

 

104,669 59,052 18,783 50,841 50,595 283,940

*　2013年12月31日時点において適用されていた2007年２月20日付省令（バーゼル２）及び2014年３月14日に提出さ

れたナティクシスの登録届出書に基づく。

 

■ ナティクシスの主要な事業ライン別のエクスポージャー及び引当金

 

ナティクシスの主要な事業ラインの（ⅰ）全体としてのエクスポージャー、（ⅱ）調整対象のエクスポー

ジャー、及び（ⅲ）引当金の額別の内訳
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■ 地理的地域別のエクスポージャー及び引当金

 

ナティクシスの地理的地域別の（ⅰ）全体としてのエクスポージャー、（ⅱ）調整対象のエクスポー

ジャー、及び（ⅲ）引当金の額別の内訳

 

 

ECAI発表の格付を使用したエクスポージャー

 

標準方式に基づき、適格格付機関（ECAI）が発表した格付を使用したエクスポージャー

 

(単位：百万ユーロ)

S&Pに相当する格付
エクスポージャー CCF適用前のEAD EAD

AAA 2,972 2,972 2,943

AA+ 28 28 28

AA 1,719 1,719 1,614

AA- 137 63 58

A+ 217 217 217

A 1,979 1,979 1,878

A- 120 120 120

BBB+ 180 180 175

BBB 86 86 86

BBB- 280 280 280

BB+ 314 314 211

D 1,445 871 870
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格付なし
*

45,974 45,566 35,029

合　計（2014年12月31日現在） 55,451 54,395 43,509

*　中央決済機関クリアリングハウス（CCP）、同種のリスクのクラスに分類された第三者及びその他の項目も含め

る。

 

内部格付別（S&Pに相当）のEAD

（IFRS７に従い、法定監査人により認定されたデータ）

以下の表は、リスクにさらされているエクスポージャーの内訳を、IRB方式を用いて計算した資産クラスに

対する内部格付（S&Pに相当）別に示している。ただし、以下を控除後とする。

 

・　株式に対するエクスポージャー（単純加重手法により計算）

・　共同出資ベースのエクスポージャー（取得したポートフォリオ）及び同種のリスクのクラスに分類さ

れた第三者

・　証券化ポジション

 

(単位：内訳％)

適格
内部格付 2014年12月31日現在 2013年12月31日現在

*

投資適格    

 AAA 0.3％ 0.3％

 AA+ 32.0％ 24.5％

 AA 1.3％ 1.4％

 AA- 3.7％ 5.0％

 A+ 6.7％ 12.4％

 A 7.9％ 7.6％

 A- 8.2％ 6.9％

 BBB+ 5.9％ 6.9％

 BBB 7.8％ 7.6％

 BBB- 8.2％ 7.7％

投資適格  82.0％ 80.3％

非投資適格 BB+ 4.3％ 4.2％

 BB 3.7％ 4.5％

 BB- 2.8％ 2.7％

 B+ 1.8％ 1.6％

 B 0.8％ 1.1％

 B- 0.5％ 0.7％

 CCC+ 0.1％  

 CCC 0.1％ 0.1％

 CC 0.1％  

 C  0.1％

非投資適格  14.2％ 15.0％

格付なし 格付なし 1.3％ 2.0％

債務不履行 D 2.5％ 2.7％

合計  100％ 100％

*　取引相手方2013年12月31日時点において適用されていた2007年２月20日付省令（バーゼル２）及び2014年３月14

日に提出されたナティクシスの登録届出書に基づく。
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エクスポージャーの分類及び内部格付別のEAD

証券化及びその他事項を控除後、IRB-A方式を用いたエクスポージャーのみ。

 

  エクスポージャー    

(単位：百万ユーロ)

種類

格付 合計
うち、バラ

ンスシート

うち、オフ

バランス

シート

EAD RWA リスク加重

企業
（a）

       

 AAA 207 172 35 182 12 6.8％

 AA+ 423 23 400 419 20 4.7％

 AA 2,725 1,202 1,523 2,198 181 8.2％

 AA- 2,456 1,292 1,164 2,103 217 10.3％

 A+ 9,948 3,340 6,608 8,068 868 10.8％

 A 9,048 1,348 7,700 5,055 731 14.5％

 A- 11,688 2,869 8,819 8,382 1,868 22.3％

 BBB+ 9,850 3,554 6,296 7,744 2,347 30.3％

 BBB 18,000 8,305 9,695 13,325 4,293 32.2％

 BBB- 15,137 8,475 6,662 12,900 4,908 38.0％

 BB+ 9,367 4,594 4,773 7,620 3,888 51.0％

 BB 7,591 4,964 2,627 6,479 3,476 53.6％

 BB- 4,868 2,815 2,053 4,176 2,790 66.8％

 B+/CC- 7,083 4,221 2,862 5,800 4,301 74.2％

 C 28 24 4 28 44 156.7％

 D 4,446 3,592 854 4,291 1,966 45.8％

小計  112,865 50,790 62,075 88,770 31,910 35.9％

中央政府及び中央銀行        

 AAA 290 104 187 290   

 AA+ 60,359 54,461 3,898 60,359   

 AA- 3,479 2,292 1,187 3,354   

 A 2,769 885 1,884 2,711 33 1.2％

 BBB+ 366 293 73 344 43 12.5％

 BBB- 202 134 68 202 56 27.5％

 BB 22  22 22 1 5.0％

 BB- 373 360 13 363 335 92.4％

 B+/CC- 38 37 1 37 140 373.6％

 D 52 52  52   

小計  67,950 60,617 7,333 67,734 608 0.9％

機関
（a）

       

 AAA 113  113 112 3 2.8％

 AA+ 447 13 434 447 27 6.1％

 AA 298 194 104 297 26 8.8％

 AA- 1,561 359 1,202 1,537 63 4.1％

 A+ 4,933 653 4,280 3,925 233 5.9％

 A 7,403 2,597 4,806 7,099 744 10.5％

 A- 5,558 1,089 4,469 5,398 1,069 19.8％

 BBB+ 2,965 311 2,654 2,917 1,081 37.0％

 BBB 1,642 462 1,180 1,380 650 47.1％
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 BBB- 1,621 1,112 509 1,427 1,102 77.2％

 BB+ 330 146 184 253 284 112.5％

 BB 173 53 120 146 212 144.7％

 BB- 13 1 12 7 18 237.7％

 B+/CC- 238 71 167 132 322 243.7％

 D 296 296  296   

小計  27,591 7,357 20,234 25,373 5,834 23.0％

ジェネリック
（ｂ）

及び格

付なし
（a）

第三者

 

3,843 1,633 2,210 2,450 2,887 117.8％

合　計  212,249 120,397 91,852 184,327 41,239 22.4％

(a)　格付けされていないGroupe BPCEの子会社へのエクスポージャーは除く（62十億ユーロ）。

(b)　同種のリスクのクラスに分類をされた第三者。

 

  エクスポージャー    

 

(単位：百万ユーロ)

種類

格付 合計
うち、バラ

ンスシート

うち、オフ

バランス

シート

EAD RWA リスク加重

リテール        

 A 0 0  0 0 3.7％

 BBB 53 53  53 8 15.2％

 BBB- 56 56 0 56 11 20.3％

 BB+ 50 50  50 13 25.6％

 BB 49 49  49 15 30.3％

 BB- 28 28  28 9 33.0％

 B+/CC- 94 94  94 39 41.6％

 C 5 5  5 3 50.9％

 D 37 37  37  0.0％

リテール合計  372 372 0 372 98 26.3％

 

内部格付別（S&Pに相当）のEAD

以下の表は、内部格付方式（IRB）を用いて計算した資産クラスに対する内部格付（S&Pに相当）別にリス

クに関するエクスポージャーの内訳を示している。ただし、以下を控除後とする。

・　株式に対するエクスポージャー（単純加重手法により計算）

・　共同出資ベースのエクスポージャー（取得したポートフォリオ）及び同種のリスクのクラスに分類さ

れた第三者

・　証券化ポジション

・　Group BPCEの子会社のエクスポージャー

 

  平均リスク加重（単位：％）

適格
内部格付

2014年12月31日

現在

2013年12月31日

現在
*

投資適格    

 AAA 2.6％ 2.5％

 AA+ 0.1％ 0.1％

 AA 8.6％ 6.1％

 AA- 4.0％ 2.8％
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 A+ 9.8％ 5.0％

 A 10.3％ 11.1％

 A- 20.0％ 17.6％

 BBB+ 31.6％ 28.6％

 BBB 33.6％ 36.6％

 BBB- 41.4％ 45.2％

投資適格  13.8％ 13.9％

非投資適格 BB+ 53.0％ 58.6％

 BB 56.9％ 57.6％

 BB- 69.9％ 63.7％

 B+ 69.5％ 72.7％

 B 84.0％ 87.0％

 B- 102.4％ 124.3％

 CCC+ 70.1％ 54.8％

 CCC 165.2％ 186.3％

 CCC- 84.6％ 124.7％

 CC 166.5％ 53.8％

 C 139.1％ 167.7％

非投資適格  66.6％ 67.0％

格付なし 格付なし 124.3％ 97.0％

債務不履行 D 40.6％ 31.5％

合計  23.1％ 24.0％

*　取引相手方2013年12月31日時点において適用されていた2007年２月20日付省令（バーゼル２）及び2014年３月14

日に提出されたナティクシスの登録届出書に基づく。

 

引当金及び期待損失（EL）の差

株式、証券化及びその他の項目のクラスを控除し、内部方式（IRB）で計測されるエクスポージャー。

 

(単位：百万ユーロ)

エクスポージャーの分類
引当金 EL 差

中央政府及び中央銀行 52 52  

機関 261 261  

企業 1,692 1,675 17

リテール 96 68 28

不履行合計 2,101 2,056 45

中央政府及び中央銀行 8 7 1

機関 11 24 (13)

企業 325 227 98

リテール 1 12 (11)

履行合計 345 270 75

合　計（2014年12月31日現在） 2,446 2,326 120

 

地理的地域別のPD及びLGD

内部格付に基づいた方式で計測されるエクスポージャー。デフォルトの可能性（PD）及びデフォルト時損

失率（LGD）は、デフォルト時エクスポージャー（EAD）により補正された平均である。
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(単位：％)

地理的地域

EAD

(単位：百万ユーロ)
PD LGD

アフリカ 3,601 4.3％ 37.5％

北米 60,108 1.4％ 11.9％

南米 7,095 9.0％ 24.0％

アジア 10,650 3.6％ 25.5％

欧州連合加盟国以外の欧州 7,044 2.1％ 26.2％

フランス 146,435 1.1％ 20.9％

中東 4,816 2.5％ 23.7％

オセアニア 1,072 6.0％ 26.0％

欧州連合 40,893 4.9％ 26.7％

合　計（2014年12月31日現在） 281,714 2.1％ 20.5％

 

タイプ別及び保証人の内部格付別の保証付エクスポージャー（S&Pに相当）

 

■ 機関

*
　Groupe BPCEの子会社へのエクスポージャーは除く。
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■ 企業

*
　Groupe BPCEの子会社へのエクスポージャーは除く。

 

■ 中央政府及び中央銀行

 

信用リスク削減法別のエクスポージャー

 

以下の表は、担保又は保証金により保証されているエクスポージャーの内訳を示す。

 

 標準方式 内部方式

(単位：百万ユーロ)

担保

エクスポー

ジャー
担保額

エクスポー

ジャー
担保額

現金の金融担保 243 211 5,698 4,444

その他の金融担保 703 530 3,417 2,621

不動産 5,882 2,698 304 279

その他の物質的な担保   5,028 3,394

債権   517 416

合　計 6,828 3,439 14,964 11,154

 

 標準方式 内部方式

(単位：百万ユーロ)

保証金

エクスポー

ジャー
保証金額

エクスポー

ジャー
保証金額

受領した保証 5,000 2,633 15,478 9,923

信用デフォルト・スワップ   463 463

トータル・リターン・スワップ 5 4 3,185 3,002

合　計 5,005 2,637 19,126 13,388
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(h) 取引相手方の信用リスク・エクスポージャー

 

信用デリバティブ・リスク削減法の影響

 

  再構築コスト  信用リスクに相当   

 

(単位：百万ユーロ)

売り/買い

想定元本 正の総計 正の純額
（a）

潜在的な信

用リスク
担保前 担保後 受領担保

マージン

コールを含

む契約

売り 44,110 885 30 958 1,573 988 585 40,348

買い 38,559 781 10 802 1,029 813 217 38,559

(a)　規制上の相殺契約を適用後。

 

信用デリバティブ以外のデリバティブへのリスク削減法の影響

 

  再構築コスト  信用リスクに相当  

 

(単位：百万ユーロ)

デリバティブの種類

想定元本 正の総計 正の純額
潜在的な信

用リスク
担保前 担保後 受領担保

金利 6,275,961 109,973 7,371 11,847 32,671 19,218 13,453

通貨 1,099,970 24,930 3,119 5,503 11,571 8,622 2,949

株式 113,302 3,816 1,254 3,437 4,932 4,691 241

コモディティ 28,024 2,319 464 1,804 2,357 2,268 89

金属 1,426 43 3 57 62 60 2

 

信用デリバティブ以外のデリバティブの想定及びEAD

 

 想定元本 EAD

 

(単位：百万ユーロ)

デリバティブの種類

上場
CCP込みの

OTC

CCPを除いた

OTC
合計 上場

CCP込みの

OTC

CCPを除い

たOTC
合計

金利 721,050 3,455,769 2,099,142 6,275,961 4,368 4,345 10,505 19,218

通貨 6 1,402 1,098,562 1,099,970  93 8,529 8,622

株式 33,400  79,902 113,302 1,427  3,264 4,691

コモディティ 22,601  5,423 28,024 1,547  721 2,268

金属 443  983 1,426 31  29 60

 

デリバティブ及び現先取引へのEAD

 

  EAD

 

(単位：百万ユーロ)

エクスポージャーのタイプ及び性質

エクスポージャーの種類 2014年12月31日 2013年12月31日
*

デリバティブ    

 中央政府及び中央銀行 3,371  

 中央政府及び中央銀行 2,479  

 地域政府又は地方自治体 420  

 公共部門事業体 472  
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 リテール 1  

 中小企業 1  

 企業 10,617  

 中小企業及びSF以外 9,376  

 専門的ファイナンス（SF） 35  

 中小企業 1,206  

 機関 24,177  

 

デフォルト時エクスポージャー

（標準方式） 279  

 

短期格付を有する期間及び法人に

対するエクスポージャー 242  

 証券化 893  

小計  39,580 35,997

レポ取引 中央政府及び中央銀行 3,921  

 中央政府及び中央銀行 3,921  

 企業 6,020  

 中小企業及びSF以外 6,020  

 機関 10,041  

 

短期格付を有する期間及び法人に

対するエクスポージャー 86  

小計  20,068 13,706

合計  59,648 49,703

*　取引相手方2013年12月31日時点において適用されていた2007年２月20日付省令（バーゼル２）及び2014年３月14

日に提出されたナティクシスの登録届出書に基づく。

 

(i) 銀行帳簿の株式エクスポージャー

 

ナティクシスの主要な事業ライン別の内訳

 

 2014年12月31日 2013年12月31日

(単位：百万ユーロ)

部門

公正価値

（MTM）
EAD

公正価値

（MTM）
EAD

投資ソリューション 2,124 2,187 1,589 1,735

金融投資 1,365 1,515 1,989 2,175

コーポレートセンター 814 889 500 498

SFS 627 627 381 380

ホールセール・バンキング 209 211 271 245

GAPC - - 16 5

合　計 5,139 5,429 4,746 5,038
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EADのタイプ及び性質別のエクスポージャー（閾値の影響は除く。）

 

保険会社への投資は、RWAにより補正されているため、EADに含まれる。

 

(単位：百万ユーロ)

上場資本

十分に多様化

されたポート

フォリオに保

有されるプラ

イベート・エ

クイティ

その他の株式

エクスポー

ジャー

株式－

標準方式
2014年12月31日 2013年12月31日

*

株式 275 1,297 140 6 1,718 1,782

ミューチュアルファンド 77  6  83 175

投資 606 1 2,059 34 2,700 3,081

合計 958 1,298 2,205 40 4,501 5,038

*　取引相手方2013年12月31日時点において適用されていた2007年２月20日付省令（バーゼル２）及び2014年３月14

日に提出されたナティクシスの登録届出書に基づく。

 

加重別のRWA（閾値の影響は除く。）

 

(単位：百万ユーロ)

加重
IRB方式 標準方式 2014年12月31日 2013年12月31日

*

十分に多様化されたポートフォリオに

保有されるプライベート・エクイティ 2,467  2,467 2,897

その他の株式エクスポージャー 8,159  8,159 11,490

上場資本 2,778  2,778 1,163

株式－標準方式  40 40  

合　計 13,404 40 13,444 15,550

*　取引相手方2013年12月31日時点において適用されていた2007年２月20日付省令（バーゼル２）及び2014年３月14

日に提出されたナティクシスの登録届出書に基づく。

 

未実現損益

 

 

(単位：百万ユーロ)

資産

費用又は原価
公正価値若しくは調

整値又は推定費用
未実現純損益 未実現純利益 未実現純損失

損益勘定を通じて公正価値

で評価された金融資産 1,906 1,875 (31)  (31)

売却可能金融資産 1,075 1,250 175 175  

合　計

（2014年12月31日現在） 2,981 3,125 144 175 (31)

合　計

（2013年12月31日現在）
*

3,816 4,006 191 191 0

*　取引相手方2013年12月31日時点において適用されていた2007年２月20日付省令（バーゼル２）及び2014年３月14

日に提出されたナティクシスの登録届出書に基づく。
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当期の負の投資損益総額

 

(単位：百万ユーロ)

資産
負の投資損益合計額

公正価値オプションで評価された金融資産 (65)  

その他資産 (13)  

売却可能金融資産 153

合　計（2014年12月31日現在） 75

合　計（2013年12月31日現在）
*

91

*　取引相手方2013年12月31日時点において適用されていた2007年２月20日付省令（バーゼル２）及び2014年３月14

日に提出されたナティクシスの登録届出書に基づく。

 

CET1に含まれる未実現損益額の割合

 

(単位：百万ユーロ)

資産

Tier1資本又はTier2資本に

含まれる金額の割合

繰延税金後のキャピタル・ゲイン純額 0

繰延税金後のキャピタル・ロス純額 (32)

合　計（2014年12月31日現在） (32)

合　計（2013年12月31日現在）
*

(50)

*　取引相手方2013年12月31日時点において適用されていた2007年２月20日付省令（バーゼル２）及び2014年３月14

日に提出されたナティクシスの登録届出書に基づく。

 

(6) 証券化

(a) 証券化取引に関連するリスク管理

ナティクシスの顧客は、証券化を代替の資金調達源として用いている。以下の２つの主要な手法が使用さ

れている。

　・　第一に、法人顧客向けには、商業売掛債権又は営業資産（車両等）のポートフォリオの、中長期ファ

イナンス。

　・　第二に、金融機関の顧客又は一部のアセット・マネージャー向けには、分散された資産ポートフォリ

オ（クレジット・カード残高、不動産貸出金及び企業向け貸出金を含む。）のファイナンス。この場

合、ファイナンスは一時的なものだけであり、顧客に適正な金額の資産残高を積み上げさせることを

目的としている。これはその後、資本市場において公の証券化取引を通じてリファイナスされ、その

結果生じる金融商品は、ナティクシスの顧客である投資家に販売される。

ナティクシスは、投資家である自己の顧客のために、ナティクシスの証券化商品が一定程度の流動性を保

持することを目的としたマーケット・メイク活動も行っている。

ナティクシスは、投資家、スポンサー及びオリジネーターとして証券化業務に携わっている。

　・　投資家として、デリバティブ取引（証券化スワップ）、自己の顧客のためのファイナンス取引、また

自己のマーケット・メイク活動を通じて携わっている。ナティクシスのエクスポージャーは、非常に

多くの場合、仕組みの中で最も高い優先順位を有している。

　・　スポンサーとして、資産担保コマーシャルペーパー・プログラムの設定及び管理に関連して携わって

いる。

　・　オリジネーターとして、言い換えれば自己のリファイナンス活動の一環として、ナティクシスは顧客

に付与された貸出金のポートフォリオの一部を証券化する可能性がある。

すべての証券化取引において、ナティクシスの意思決定プロセスが遵守されている。証券化取引において

３つの基準が考慮されており、それらは、金額、満期及び（外部）格付である。
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承認を条件とするすべての仕組取引に関して、具体的な請求並びに仕組み、担保、譲渡人／オリジネー

ター及び計画されているトランシェ分けの説明を、関連する保証の分析と共にを提出しなければならない。

その後リスク部門により再分析が行われ、必要がある場合は、ポートフォリオのデフォルトリスクの定量

分析が行われる。取引は、融資申込みに係るすべてのパラメーター（貸出金に係る予想利益率、資金消失及

び現行のリスク方針の遵守を含む。）に基づき検討され、決定が行われる。

バニラ・ファイナンス取引のように、証券化の仕組み及び取引は、最低年１回再検討され、さらに監視リ

ストに記載のある取引については、最低四半期に１回再検討される。

ナティクシスは、２つのメカニズムを通じて、証券化ポジションに関するリスクを管理する。

第１のものには、当行グループの証券化ポジション及び関連する潜在的リスクに影響を及ぼすすべての格

付の引下げの日々の確認、また必要な場合には、適切な方策の決定が含まれる。

第２のものは、リスク・レベルを基準としたポートフォリオのセグメント化を目的とした、証券化ポジ

ションの定量的（格付、評価）及び定性的分析により支えられる。

これらの分析の結果は、監視リスト及び引当委員会の会合における四半期ごとのプレゼンテーションでま

とめられ、議論される。

さらに、流動性リスクは、当行グループの業務に対する包括的な監視の一環として管理されており、特

に、流動性ギャップ及びヘッジ比率等の限度のある資産負債管理指標が用いられている。

 

(b) 残高及びポジション

 

バンキング勘定における証券化の種類別のデフォルト時エクスポージャー

 

(単位：百万ユーロ)

証券化の種類 2014年12月31日 2013年12月31日
*

従来型証券化 7,221 7,755

シンセティック型証券化 1,248  

合　計
**

8,469 7,755

* 　2013年12月31日時点で適用されていた2007年２月20日付フランス省令（バーゼル２）に基づき、また2014年３

月14日に提出されたナティクシスの登録届出書に基づく。

**　取引先リスクを含む。

 

トレーディング勘定における証券化の種類別のデフォルト時エクスポージャー

 

(単位：百万ユーロ)

証券化の種類 2014年12月31日 2013年12月31日
*

従来型証券化 1,076 1,121

シンセティック型証券化   

合　計 1,076 1,121

* 　2013年12月31日時点で適用されていた2007年２月20日付フランス省令（バーゼル２）に基づき、また2014年３

月14日に提出されたナティクシスの登録届出書に基づく。

 

ナティクシスの役割に従った証券化ポジション

バンキング勘定における証券化ポジション

これらのポジションには、取引先リスクが組み込まれている。

 

投資家

(単位：百万ユーロ)

2014年12月31日

デフォルト時

エクスポージャー リスク加重資産 資本要件
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オンバランスシート・エクスポージャー    

証券化 979 321 26

再証券化 7 11 1

オンバランスシート・エクスポージャー合計 986 332 27

オフバランスシート・エクスポージャー    

証券化 1,629 211 17

再証券化 155 152 12

オフバランスシート・エクスポージャー合計 1,784 363 29

投資家合計 2,770 695 56

 

オリジネーター

(単位：百万ユーロ)

2014年12月31日

デフォルト時

エクスポージャー リスク加重資産 資本要件

オンバランスシート・エクスポージャー    

証券化 1,249 87 7

オンバランスシート・エクスポージャー合計 1,249 87 7

オリジネーター合計 1,249 87 7

 

スポンサー

(単位：百万ユーロ)

2014年12月31日

デフォルト時

エクスポージャー リスク加重資産 資本要件

オンバランスシート・エクスポージャー    

証券化 1,976 187 15

オンバランスシート・エクスポージャー合計 1,976 187 15

オフバランスシート・エクスポージャー    

証券化 2,474 307 24

オフバランスシート・エクスポージャー合計 2,474 307 24

スポンサー合計 4,450 494 39

 

(単位：百万ユーロ)

合計

デフォルト時

エクスポージャー リスク加重資産 資本要件

2014年12月31日 8,469 1,276 102

2013年12月31日
*

7,755 4,361 349

* 　2013年12月31日時点で適用されていた2007年２月20日付フランス省令（バーゼル２）に基づき、また2014年３

月14日に提出されたナティクシスの登録届出書に基づく。

 

トレーディング勘定における証券化ポジション

 

投資家

(単位：百万ユーロ)

2014年12月31日

デフォルト時

エクスポージャー リスク加重資産 資本要件

証券化 936 251 20

投資家合計 936 251 20
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スポンサー

(単位：百万ユーロ)

2014年12月31日

デフォルト時

エクスポージャー リスク加重資産 資本要件

証券化 140 10 1

スポンサー合計 140 10 1

 

(単位：百万ユーロ)

合計

デフォルト時

エクスポージャー リスク加重資産 資本要件

2014年12月31日 1,076 261 21

2013年12月31日
*

1,121 999 81

* 　2013年12月31日時点で適用されていた2007年２月20日付フランス省令（バーゼル２）に基づき、また2014年３

月14日に提出されたナティクシスの登録届出書に基づく。

 

方式及び加重別のデフォルト時エクスポージャー

バンキング勘定（取引先リスクも含む。）及びトレーディング勘定の証券化ポジションに対するエクス

ポージャー。以下のエクスポージャーは、ルック・スルー方式を除いたものである。

 

 

(単位：百万ユーロ)

証券化 再証券化

合計IRB方式 標準方式 IRB方式 標準方式

バンキング勘定      

＜10％
(a)

4,083    
4,083

12-18％ 1,071    1,071

20-40％ 1,024    1,024

50-75％ 71  6  77

100％ 2    2

1,250％ 115  14  129

指定関数 1,690    1,690

小計 8,056  20  8,076

トレーディング勘定      

＜10％ 40    40

12-18％ 190    190

20-40％ 591 216   807

50-75％ 11 7   18

100％ 3    3

425％ 12    12

1,250％ 1 5   6

小計 848 228   1,076

2014年12月31日合計 8,904 228 20  9,152

2013年12月31日合計
*

 8,132  743
8,875

* 　2013年12月31日時点で適用されていた2007年２月20日付フランス省令（バーゼル２）に基づき、また2014年３

月14日に提出されたナティクシスの登録届出書に基づく。

(a) ネプチューン保証の対象である証券化ポジションを含む。
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S&Pに相当する格付別のデフォルト時エクスポージャー

 

（％内訳）

適格

S&Pに相当する

格付

バンキング勘定
(b) トレーディング勘定

2014年12月31日 2013年12月31日
(a)

2014年12月31日 2013年12月31日
(a)

投資適格 AAA 26％ 46％ 62％ 65％

 AA+ 2％ 2％ 7％ 1％

 AA 21％ 12％ 14％ 10％

 AA- 2％ 3％  1％

 A+ 1％ 2％ 2％ 5％

 A 13％ 11％ 11％ 9％

 A- 8％ 11％ 2％ 1％

 BBB+    1％

 BBB 1％ 2％  2％

 BBB-   1％ 1％

非投資適格 BB+    2％

 BB   1％  

 B-  2％   

 CC    1％

格付なし 格付なし 26％ 7％  3％

合　計  100％ 100％ 100％ 100％

(a) 2013年12月31日時点で適用されていた2007年２月20日付フランス省令（バーゼル２）に基づき、また2014年３

月14日に提出されたナティクシスの登録届出書に基づく。

(b) 取引先リスクを含む。

 

代替の前後における再証券化エクスポージャー

再証券化エクスポージャーは、保証人の格付により分類されている。

 

(単位：百万ユーロ)

保証人の格付 エクスポージャー プロテクション

デフォルト時

エクスポージャー

AA 36 36 0

A 379 379 0

格付なし 234 79 155

小計 649 494 155

保証なし 8  8

2014年12月31日現在合計 657 494 163

 

原資の主要な区分に従った証券化ポジション

 

 

 

原資産の種類

2014年12月31日現在のデフォルト時

エクスポージャー（％）

2013年12月31日現在のデフォルト時

エクスポージャー
(a)
（％）

バンキング勘定
(b)

トレーディング勘定 バンキング勘定
(b)

トレーディング勘定

ABS 26％  21％ 5％

CDO 27％ 36％ 42％ 32％

RMBS 8％ 29％ 10％ 42％

CMBS 6％ 4％ 7％ 8％

消費者ABS 10％ 29％ 15％ 7％
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法人貸出金 15％    

消費者貸出金 2％    

その他 6％ 2％ 6％ 6％

合計 100％ 100％ 100％ 100％

(a) 2013年12月31日時点で適用されていた2007年２月20日付フランス省令（バーゼル２）に基づき、また2014年３

月14日に提出されたナティクシスの登録届出書に基づく。

(b) 取引先リスクを含む。

 

(7) 市場リスク

(a) 目標及び方針

リスク部門は、質的分析及び将来の見通しについての分析の双方に基づく市場取引に関するすべてのリス

ク方針の正式な規定を非常に重視している。かかる分析には、各事業分野それぞれの目的及び市場の傾向に

基づくグローバルリスク枠の戦略的な検討が含まれており、特定された多様なリスクについて早期に警告す

るシステムを提供する。

したがって、市場リスク方針は、銀行業務の変化に対応し、ニュー・フロンティア計画に基づく目標に

沿ったリスク監視ツールを提供することだけでなく、リスク管理を強化することを目的としている。

 

(b) 市場リスク管理の組織

（IFRS７に従い、法定監査人により認定されたデータ）

リスク部門は、リスクの測定原則を定め、承認を得るためかかる原則を上級経営陣に提出し、効果的な適

用及び追跡調査を監視する。リスク部門は、市場商品の評価モデルについて検証を行っており、使用される

モデルと市場の発展及びベストプラクティスの変化との一致を定期的に確保している。

市場リスク統制メカニズムは、グローバルリスク委員会の責任における限定的な承認制度に基づいてお

り、執行役社長又はその代理人が委員長を務める市場リスク委員会が重要な役割を果たす。

リスク部門は、主に以下の責務を負う。

・　すべての適用あるリスク測定方法及びリスク指標の規定。

・　市場リスクの分析及び日々の統制並びに各事業についての関連する報告。

・　評価モデル（相場付手段）の検証。

・　（流動性リスク、ヘッジできないパラメーターに関連するリスク、モデル・リスク等のための）引当

及び公正価額調整方針の規定。

・　経営陣並びに統制当局及び監督当局に提出するすべての連結報告書の作成及び連絡。

・　市場リスクを有するすべての事業体（子会社及び支店）に共通の基準及び手続の導入。

・　VaR、ストレスのかかったVaR、IRC（追加的リスクに係る自己資本賦課）、ストレス・テスト及びバッ

クテストの作成。

France’s Lagarde reportの助言に基づき、リスク部門は限度通知手続の遵守も確かにする。この手続は、

各トレーダーが、取引の権限を与えられている部局に在席していること及び割り当てられた限度に合意して

いることを確認する電子メールを送信することを確かにする。

 

(c) 市場リスク測定方法

（IFRS７に従い、法定監査人により認定されたデータ）

ナティクシスの市場リスク管理は、当行グループの各事業体により生じたリスクを測定するリスク測定モ

デルに基づいている。

市場リスクを測定するために様々な手法が用いられる。

１.　あらかじめ定められた信頼水準（99％）及び時間（１日）に基づき、各事業における潜在的損失を識

別するためのVaRという総合的な手段。

‐　この目的を達成するために、ポートフォリオの価値に影響を及ぼす市場パラメーターの複合的動

向を追跡する統計的モデルが構築された。計算方法は、標準偏差が12ヶ月間及び３ヶ月間で定期
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的に計算される（それぞれのリスク要因ごとの）最大標準偏差として計算される計量経済学モデ

ルに基づいている。この方法により、市場が突然不安定になった場合にVaRがより敏感に反応す

るようになる。

‐　リスク要因に関するすべての決定は、関係者（リスク部門、フロント・オフィス及び損益部門）

が全員出席する委員会の会合で毎年修正される。リスク要因の関連性を測定するため、計量的な

客観的ツールが使用される。かかる目的は、（同じリスク要因を使用した場合の）VaR計算、結

果及び感度の間の一貫性を確保するためである。

ナティクシスは、様々なリスク要因に関してポートフォリオの潜在的な非線形の特性を考慮に入れた、モ

ンテカルロ型の方式に基づく数値シミュレーションにより計算されたVaRを利用している。これらの計算方法

は、単一の計算ツールを用いて調整される。

VaRは、当行グループのすべての取引ポートフォリオについて日々計算され、かつ監視されている。すべて

の取引ポートフォリオは、有効な市場リスク方針に従い、適正なリスク監視・監督システムの対象となって

いる。

VaRの限度は総合的な水準で、事業ごとに設定される。

VaRの信頼性は、日々の取引結果の変動と比較することにより、定期的に測定される（このプロセスはバッ

クテストとしても知られている。）。これにより、VaRが事前に予測した潜在的損失と実際の損失との事後比

較が可能となる。

ナティクシスの内部VaRモデルは、2009年１月に金融健全性監督・破綻処理機構（Autorité de Contrôle

Prudentiel et de Résolution）に承認された。そのため、ナティクシスは、承認された範囲内で市場リスク

に係る資本要件の計算のためにVaRを使用している。

規制基準（バーゼル2.5）の変更の一環として、ナティクシスはストレスのかかったVaRモデル（SVaR）を

実施し、市場商品の移行及び債務不履行のリスクを見積るIRC（追加的リスクに係る自己資本賦課）を計算し

た。かかるモデルは、代表的な危機シナリオのもとで銀行の現在のVaRモデルがそのポートフォリオに関連し

て生むであろう賦課を定義する固定された計量経済学モデルに基づき、連続する12ヶ月間にわたり計算され

る。IRCは、99.9％の信頼水準で１年の資本ホライズンに基づく。これらの指標は、日々計算される。

規制当局は、ナティクシスが2011年12月31日以降の資本要件を決定するためにこれらの新たな指標を使用

することを承認した。

２.　ポートフォリオごと及び事業分野ごとに集計される損失警告は、所定の月数にわたって、又は年初か

らの累積で損失が一定の上限に達した場合に経営陣及びリスク部門に警告する。かかる上限は、各

ポートフォリオの特性、過去の業績及び予算目標に応じて市場リスク委員会により設定される。

３.　厳しい市場環境におけるポートフォリオの潜在的損失を測定するためのストレス・テスト。ナティク

シスのメカニズムは、全般的ストレス・テスト及び事業ごとの専用ストレス・テストの２種類のスト

レス・テストに基づいている。

全般的ストレス・テストは、継続的に見直される。総合的なストレス・テストは日々実施され、次の２種

類に分類することができる。

‐　過去のストレス・テストは、計上済の損益の変動について事後的なシミュレーションを行うために、

過去の危機的時期に観測された市場パラメーターにおける一連の変動を複製することからなる。スト

レス・テストは予測する力は有していないが、既知のシナリオに対するポートフォリオのエクスポー

ジャーについての測定を行うことを可能にする。

‐　仮説的ストレス・テストは、最初のショックの特性に従って、他の市場と比較した場合のある市場の

予想される反応について妥当と思われる仮定に基づき行われる、すべての活動に係る市場パラメー

ターの変動のシミュレーションに使用される。ストレスは、リスク部門、フロント・オフィス及びナ

ティクシスのエコノミストの共同の取組みを通じて決定される。

個別ストレス・テストもまた、すべてのポートフォリオについて管理ツールにおいて日々計算され、限度

が定められている。個別のストレス・テストは、同じ過酷度水準に基づき設定され、ポートフォリオごとに

主な損失が生じる分野を特定することを目的としている。

さらに、最もリスクの高い範囲及び市場環境を強調するため、集中・拡散の関連性に加えて逆ストレス・

テストが使用される。
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このメカニズムは、損失の限度の超過につながるリスク要因の充足についての極めて厳しい仮定から導き

出される妥当と思われるシナリオに基づいており、ナティクシスが新たなリスク監視及び操作のツールを実

行し、この損失を引き起こす可能性のある状況を特定し、必要に応じて適切な行動計画に適応することを可

能にする。

すべての市場ストレス・テストのメカニズム（流動性ストレス・テストを含む。）は、リスク部門により

定義され、リスク部門は、原則、方法及び調整の規定並びにシナリオの選択に責任を負う。市場ストレス・

テスト委員会は、リスク部門長及びグローバル・マーケッツ部門長が共同で委員長を務め、ストレス・テス

トの運用実施に責任を負い、毎月会合する。同委員会は、実施される作業及び作業量を検証し、年間のIT予

算を決定する。

４.　経営指標は、全般的な及び／又は類似の事業を基盤として、より直接的に観測可能な基準（原商品の

変動に対する感度、変動性、相関関係、名目、多様性の指標等に対する感度）に焦点を当てることに

よって、活動を管理するために利用されている。これらの質的な及び量的な経営指標に対応する制限

は、このようにしてVaR、ストレス・テスト及び損失警告の限界を補完している。これらは最近の限

界に基づき決定される。

ナティクシスが内部で開発したモデルの独立した検証は、銀行内で取引される金融商品の評価を立証し、

観測された市場価格及び当該要因に関連するリスク・エクスポージャーを分析する方法であるため、市場リ

スクの監視において重要な役割を果たしている。

モデル検証規定は、すべての手続、（評価モデル、利用する市場データ等の）範囲並びに特に（特定の市

場、原商品、通貨等の制限の）利用、（重要度別にランク付けされる）助言及び（モデル、特殊パラメー

ター、ヘッジされないリスク等の）調整の観点から実施される様々な分析を定める。

これらのモデルは、適用されたリスク・パラメーターが検証時に予測された値域と一致することを確保す

るため、質及び信頼性の観点からバックテストされ、かつ監視される場合がある。これらのモデルはまた、

四半期に１度開催されるモデル検証委員会による定期的な見直しを受けている。この委員会は、銀行のリス

クモデルが正確に特定され、数値化され、監督されていることを立証するという任務を負っており、またモ

デル検証記録において公表された提言について追跡調査を記録するという任務を負っている。

ベンチマークを通じて、これらのモデルは市場の慣行と比較され、その結果、内部モデリングの選択肢の

検証が補強される。

BPCEは、パリ及びニューヨークのワークアウト・ポートフォリオ管理資産の大半を保証する。しかし、市

場リスク部門は、BPCEにより保証される取引か否かを問わず、引続きすべての取引に関するリスクを標準化

された方法で包括的に管理している。この保証の対象となっているポートフォリオは、年間にわたって大幅

に減少し続けた。

 

(d) 市場リスク測定のための量的データ

BPCE保証を含むナティクシスのVaRの変動

ナティクシスの取引ポートフォリオについてのVaRの水準は、平均して7.2百万ユーロであり、2014年１月

17日に最大10.6百万ユーロに達し、2014年９月10日には4.9百万ユーロの最低水準まで下落し、2014年12月31

日現在では8.3百万ユーロであった。

以下の図は、2013年12月31日から2014年12月31日までの期間の、BPCE保証を考慮後の全体的なトレーディ

ングVaRの推移及びワークアウト・ポートフォリオ・マネージメントのVaRの推移、並びにホールセール・バ

ンキングのVaRの推移を示したものである。

2014年６月30日にワークアウト・ポートフォリオ・マネージメントが廃止され、その最終残余ポジション

がホールセール・バンキングのランオフ事業に振替えられたことが主要な出来事であった。
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■ BPCE保証を含むナティクシスの全体的なVaR－取引ポートフォリオ（信頼水準99％の１日VaR）

 

 

ポートフォリオ別のトレーディングVaR合計の内訳

（IFRS７に従い、法定監査人により認定されたデータ）

以下の表は、BPCE保証を考慮後のVaR数値を示している。

 

(単位：百万ユーロ)

ナティクシスの取引ポートフォリオ 限度

2014年12月31日現在の

BPCE保証を含むVaR

ナティクシス 25 8.3

ホールセール・バンキング 25 8.2

　内訳   

　　グローバル・マーケッツ 18 8.1

　　株式市場 8 2.1

　　債券 16 7.8

　　債券プラットフォーム 2.5 0.6

　　コモディティ 2.5 0.7

　　ランオフ事業 5 1.2

 

リスク要因別及び相殺効果別のVaRの内訳

リスク要因別のVaRの内訳は、主要なリスクの毎月の寄与及びVaRに関する相殺効果の実態を示している。

年間を通じて、金利リスクは株式リスク、外国為替リスク及び特定の金利リスクを常に上回っている。
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規制上の範囲に関するナティクシスのバックテスト

以下のグラフは、規制上の範囲に関するバックテスト（VaRにより事前に計算された潜在的損失の事後の比

較及び実際の損益への影響）の結果を示したものであり、VaR指標の安定性の証明に利用される。

 

 

2014年においてバックテストの例外はなかった。

 

■ ストレスのかかったナティクシスVaR

ストレスのかかった規制上のVaRの水準は、平均して17.8百万ユーロであり、2014年12月29日に最大28.7百

万ユーロに達し、2014年12月31日現在では25.2百万ユーロであった。
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規制上のストレスのかかったVaR及びBPCE保証を含む期末時点のVaRの変動

 

 

■ IRC指標

この指標は、規制上の範囲を対象としている。ナティクシスのIRC水準は、平均して192百万ユーロであ

り、2014年５月31日に最大321百万ユーロに達し、2014年12月26日現在では193百万ユーロであった。

 

 

ナティクシスの範囲に関するストレス・テストの結果

（IFRS７に従い、法定監査人により認定されたデータ）

全体的なストレス・テスト水準は、2014年12月31日現在、2013年と比較してごくわずかに減少し、平均で

マイナス27.9百万ユーロであった（2013年12月31日現在ではマイナス29.5百万ユーロ）。

株式市場の指標の下落を再現する仮想上のストレス・テストにおいては損失が最大となった（2014年12月

31日現在、マイナス90百万ユーロ）。
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■ 2014年12月31日現在の全体的なストレス・テスト（BPCE保証を含む。）

 

 

市場リスクの規制上の自己資本要件

2014年12月31日現在の自己資本要件は以下のとおりである。

 
(単位：百万ユーロ)

 

    

内部アプローチ

  

リスクの

種類及び

特性 金利 証券化

代替資

産

コモディ

ティ 株式 外国為替 VaR SVaR IRC

決済／

受渡 合計

一般リス

ク

78   71 2 173     324

個別リスク 70 21  3 10      104

選択リス

ク

6  8  8 3    1 26

合計 154 21 8 74 20 176 111 319 348 1 1,232

 

(8) オペレーショナル・リスク

(a) 目標及び方針

ナティクシスのオペレーショナル・リスクの枠組みは事業体全体に適用され、以下の要素を含む。

 

枠組みのガバナンス

枠組みのガバナンスは、ナティクシスのオペレーショナル・リスク委員会の責任である。この委員会は、

オペレーショナル・リスクの方針の策定、ナティクシスの事業体内でのそれらの適用の確保、深刻なオペ

レーショナル・リスクの検討、当行の潜在的なリスクの分析及びリスク削減策の監視に責任を負う。

 

オペレーショナル・リスク部門

この部門の役割は、すべてのナティクシスの事業体内のオペレーショナル・リスクの水準を特定し、測定

し、監視しかつ統制かつするシステムを維持し、積極的に改良することである。主な責務は、方法論の策

定、オペレーショナル・リスクの監視及び報告、突発事象の収集及び報告並びに当行内におけるリスク文化

の構築である。
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組織

オペレーショナル・リスク部門は、２つの統制ユニットに分けられる。一方はナティクシスの事業分野及

び業務に特有のリスクを網羅し、他方は当行がさらされる全体的なリスク（敷地若しくは情報システムへの

アクセスの喪失又は確保可能な従業員の喪失）を扱う。事業分野のリスク区分は、以下のように分けられ

る。

・　ホールセール・バンキングは、資本市場活動及び財務業務を網羅する。

・　投資ソリューションは、プライベート・バンキング活動、Natixis Assuarances、プライベート・エク

イティ及びNGAMを網羅する。

・　専門的な金融サービスは、子会社であるNatixis Payment Solutions、Natixis Interépargne、

Natixis Intertitres、Cie Européenne de Garanties et Cautions、Natixis EuroTitres、Natixis

Financement、Natixis Lease及びNatixis Factorを網羅する。

最初の２つの事業分野については、事業分野及び地域別（フランス国内外）に構成されたマトリクス組織

により、当行全体を世界的に管理することが可能となる。

単一の総合的な情報システムが、当行の事業体のすべてに展開され、オペレーショナル・リスクの管理に

必要なすべての要素を備えている。

事業分野内において、このシステムは、突発事象のオペレーショナル・リスク部門への報告及び指標、行

動計画の進捗等のオペレーショナル・リスクのデータの提供に責任を負うオペレーショナル・リスク責任者

のネットワークにより補完される。

オペレーショナル・リスクの資本要件は、すべてのナティクシスの業務部門のための標準的な手法を使用

して計算されている。

 

(b) オペレーショナル・リスクの監視

リスク解析は、オペレーショナル・リスクの監視の中心的役割を果たしている。
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事業分野及び支援機能の環境

 

 

リスク解析及びシナリオ分析

オペレーショナル・リスク部門は、最もリスクにさらされている事業分野及びナティクシスにとって最も

重大なリスクの種類を特定し、それらの管理するために、事業分野及びその他の統制機能とともに、リスク

解析を行っている。

ボトムアップ型の解析は、会社の手続に基づくものであり、１つ目にはリスクの検出と分析を目的とした

質的段階、２つ目にはそれらのリスクの測定を目的とした計量的段階の二段階で実施される。これは、銀行

業務のすべてについて実施され、その一貫性はバックテストによって（すなわちこれまでの事象を利用し

て）実証されている。

めったに起こることはないが大きな影響を有する、極端にリスクの高い状況を解析するために、計量的要

素は金融業界における突発事象に関連する外部のデータの利用に基づくものである。

 

主要なリスク指標

リスク解析に加え、オペレーショナル・リスク部門は、オペレーショナル・リスク因子の変化を動的に検

出するために、ナティクシス全体にわたる主要なリスク指標（KRI）を分析する。この指標は、銀行規制に定

められた７種類の損失を発生させる事由を網羅し、以下の２つに分類される。一方の分類は、ナティクシス

のすべての事業分野にわたる測定マグニチュードであり、他方の分類は、分析対象となる事業分野に特有の

測定マグニチュードである。これらのリスク指標は、オペレーショナル・リスク委員会による検証のために

提出され、閾値を超えた場合にはかかる委員会の主導で行動計画が導入される可能性がある。
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損失及び突発事象の特定

 

突発事象の記録及び分析

損失は、最初のユーロから、それが発生した時点で記録される。「深刻な突発事象」の単一の定義が、当

行全体で使用される。すべての深刻な突発事象は、直ちに公表される。その後、部門別の調査が行われ、報

告書が作成される。この報告書には、事象の事実に基づく記述、一次的原因の分析及び推奨される行動計画

が含まれる。事業分野のオペレーショナル・リスク委員会は、行動計画の実施について決定する。

多くのオペレーショナル・リスクの突発事象は、頻繁に発生しており、突発事象ごとの影響は少ないこと

に留意されたい。2014年に、これらは突発事象の総発生数の99％超を占めたが、財務上の影響は10％未満で

あった。これらは下記の分析には含まれていない。損失の変動は2010年から2014年及び2009年から2013年の

比較に基づくものである。５年の期間を比較することにより、突発事象の検出の遅れにより生じたひずみを

軽減している。

 

損失の全体的な変動

2009年から2013年及び2010年から2014年の間に、深刻な突発事象は30％減少し、それらの財務上の影響は

５％減少した。

 

■ 発生日別の深刻な突発事象の頻度
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■ 発生日別の深刻な突発事象の影響

 

 

深刻な突発事象の総発生数の30％の急激な減少は、投資ソリューション、とりわけ富裕層向け資産運用に

おける突発事象の減少（23ポイント減）及びホールセール・バンキングにおける突発事象の増加（13ポイン

ト増）に起因するものである。

深刻な突発事象の財務上の影響における５％の減少は、２つの期間にわたって事業分野ごとの影響の概要

が幾分か同等である傾向を示している。上記に示されるとおり、ホールセール・バンキングにおける深刻な

突発事象の発生数には変動が見られない一方で、その総体的な影響力は13ポイント減少した。その他のカテ

ゴリーにおける14％の増加は、2014年において方法が変更されたことに関連するものである。

 

事象の種類別の損失の変動

 

■ 発生日別の深刻な突発事象の頻度
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■ 発生日別の深刻な突発事象の影響

 

 

５年の期間にわたり、バーゼルのカテゴリー別の突発事象の発生数は、2009年から2013年の期間と比較し

て2010年から2014年の期間では安定を保っており、突発事象は主に業務カテゴリーに分類された。

2010年から2014年の期間では、損失は主に業務タイプの突発事象に関して生じたものであり、顧客、製品

及び商業慣行並びに雇用の安全の慣行の区分における突発事象が２つの期間の間に増加したことに押され

て、その相対的な影響力は2009年から2013年の期間と比較して減少した。

 

リスク削減への取組み

各事業体において、ナティクシスはオペレーショナル・リスクへのエクスポージャーを低減させるための

行動計画を監視する措置を講じた。これらの行動計画は、事業分野及び中央オペレーショナル・リスク委員

会により監視される。実施に時間がかかり過ぎている行動計画を検出するために中央警報システムが設置さ

れた。

 

(c) リスク特性

リスク状況の数の内訳

2014事業年度のリスク分析は、金融投資にまで拡大され、より徹底してホールセール・バンキングに適用

されている。ホールセール・バンキングの事業分野は、フランス国内外における部門の活動及び運営の特性

が広範囲に及ぶため、大部分のリスクが見直されていることを示している。

ナティクシスのリスク特性は、ホールセール・バンキングに焦点を置いた事業分野のリスク区分と全体的

なリスク区分（敷地若しくは情報システムへのアクセスの喪失又は確保可能な従業員の喪失）という２つの

主要なリスク区分を特徴としている。このような次第ではあるが、これらのリスクは事業継続計画によって

軽減される。

 

(d) 保険に係るオペレーショナル・リスク

保険部門は、秘書室の法務部門に直属し、保険に適するオペレーショナル・リスクの分析及び適切な補償

保険の加入（直接保険及び／又は譲渡）を担当する。

・　分析される主要なリスクは、以下のとおりである。

‐　内部又は外部の不正行為。

‐　有価証券の価値の下落。

‐　責任リスク（業務上及び専門職の民事責任並びに管理職及び執行役員の民事責任）

‐　業務用資産（建物及び収容動産、ITハードウェア及びデータ）に対する損害並びにかかる損害に

起因する銀行業務の損失。

・　保険プログラムは2014年１月１日に更新され、その全部又は一部がGroupe BPCEと共有された。

ナティクシス及びその子会社は、１保険年度当たり請求１件につき162百万ユーロ（そのうち、147

百万ユーロはGroupe BPCEと共有される。）の補償を給付する金融機関包括保証（有価証券及び不正

行為）と企業賠償責任保険の「組み合わせ」による保証を受けている。
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かかる補償は、米国の常設機関には保証が及ばない専門職の民事責任を除き、世界中で適用される

（米国の業務に対する補償は、子会社又は支店によって当該地域において購入される。）。

・　「業務上の民事責任」については、BPCE S.A.が加入した業務上の賠償責任団体保険プランによって、

請求１件につき75百万ユーロまで補償される。

・　「経営陣の民事責任」については、BPCE S.A.が加入した管理職及び執行役員向け賠償責任団体保険プ

ランによって、１保険年度当たり請求１件につき200百万ユーロまで補償される。

・　ナティクシスの国内業務が行われる建物、それらの収容動産、ITリスク及び結果的に生じる銀行業務

の損失に対する補償は、BPCE S.A.が加入した「銀行業務の包括的リスク及び結果的損失」に関する団

体保険によって提供される（再建及び／又は建替に係る費用を対象とし、請求１件につき300百万ユー

ロを上限とする。）。

・　コンピューターに関する無形的損害（データの損害で、ハードウェアの物的損害を伴わない。）及び

結果的に生じる銀行業務の損失に対する補償は、BPCE S.A.が加入した「コンピューターの無形的損

害／銀行業務の損失」に関する団体保険によって、１保険年度当たり請求１件につき60百万ユーロま

で提供される。

上記のすべての保険契約は、評判が良く信用力のある保険会社と締結された。

上記のすべての保険契約は、ナティクシスの保有能力に従い、免責金額を控除して（許容可能な保有レベ

ルで）購入されている。

 

(9) 総合的な金利リスク、流動性リスク、構造的な為替リスク

（IFRS７に従い、法定監査人により認定されたデータ）

 

(a) 組織

ナティクシスの資産負債管理（ALM）のリスクは、執行役社長が議長を務め、上級経営委員会の委員（ファ

イナンス及びリスク、ホールセール・バンキング並びにマーケット・ソリューションの責任を負う。）、リ

スク担当部長、単一資金及び中央銀行担保管理プール担当部長、財務管理担当部長並びにBPCEの資産負債管

理部長から構成される資産負債管理委員会（ALM委員会）の権限の下、管理及び監視されている。同委員会は

隔月で開催され、主に以下の責務を負う。

・　ナティクシスのALMの規定及び監視。

・　BPCEが策定するALM基準枠組に従った、構造的な貸借対照表上のリスク（構造、権限の委任、資金振替

評価等）に関する主要方針の承認。

・　ALMのリスクの管理及び監視に使用される測定基準の計算の基礎となる、ALMの前提及び慣例の確認。

・　流動性IRBB（注１）及び構造的外為指標に関連する限度枠の認証。

 

(注１)　IRBBとは、銀行帳簿上の金利リスクである。市場リスク委員会に提出され、同委員会に承認される資本市

場活動の銀行業務ポートフォリオに関連する金利を除く。

 

・　BPCEのALMに連動するリファイナンスに関する全体方針の認証。

・　主要な貸借対照表の集計及びそれらの作成の監視並びに構造的な貸借対照表上のリスク及び限度枠の

遵守の管理。

ALM委員会の監視対象には、以下が含まれる。

・　IRBBに関して、Natixis S.A.及びその信用子会社の銀行業務ポートフォリオ。

・　流動性リスクに関して、ナティクシスの連結範囲全体（銀行帳簿及びトレーディング勘定から厳密に

分けられ、専門の規制の対象となっている保険ポートフォリオを除く。）。この範囲は内在的流動性

リスクを示しておらず、ALMリスクに関して個別の監視及び管理が行われている。

・　構造的な為替リスクに関して、ナティクシスの連結範囲全体。
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(b) 総合的な金利リスク

① 目標及び方針

その業務の特性を考慮すると、ナティクシスは構造的な金利エクスポージャーをほとんど有しておら

ず、そのローンの大部分が変動金利に基づいている。その結果、ナティクシスのIRBBはその大部分がイー

ルドカーブのショートエンドに集中し、銀行間金利の更新の遅れにより生じる直線的なリスクである。

総合的な金利リスクを管理するためのナティクシスの方針の目的は、銀行帳簿において長期にわたる構

造的な金利ポジションを保有することではない。いくつかの例外を除いて、固定金利金融資産及び負債は

金利スワップを通じてIBORに戻され、大抵の場合は継続的な金利リスクの監視対象となる資金部門ポート

フォリオにおいて保有される。

 

② 監視システム

かかるリスクは、ポートフォリオの経済価値の感度に関して、イールドカーブのベーシスポイント及び

通貨によって測定される。最大のポートフォリオは、リスク部門が承認及び監視を行う限度枠を通じて管

理されている。大半のポジションが集中する資金部門に関しては、このメカニズムは同じく限度枠によっ

て管理される金利及びスプレッドのストレス・テストが加味される。

リスク部門は、資金部門に関しては毎日、信用子会社に関しては毎月、指標の計算及び限度枠の監視を

行う。

その特性と低いヒステリシスを考慮すると、総合的な金利リスクはナティクシスにとっては小さいリス

クであり、取り立てて言及する必要はない。バーゼル２の規制上のショック（イールドカーブにおける200

ベーシスポイント増の瞬時変動）により、2014年12月31日現在の134百万ユーロのポートフォリオの経済的

価値に絶対値の変動が生じ、そのうちの約36％はイールドカーブのショートエンドにおける基礎エクス

ポージャーから生じるであろう。

この感応度は、銀行帳簿の規模を踏まえると非常に低いが、それでもなお2013年12月31日現在と比較す

ると増加している（通貨の相殺による17百万ユーロ）。この感応度の増加は、主に2014年に行われた長期

の仕組債の発行（主に米ドル建ての増価発行）を通じた資金調達政策に起因するものといえる。

 

(c) 構造的な為替リスク

① 目標及び方針

外貨建て（主に米ドル建て）のリスク加重資産が存在することを鑑み、ナティクシスの構造的な為替リ

スクの方針は、コアTier１比率が為替変動による影響を受けないように（免疫化）することを目標として

いる。この目的に向けて、ナティクシスは、外国の事業体に対して戦略的な長期の純投資の資金提供を行

う際には、ユーロに対して外貨を購入することにより為替エクスポージャーを設定している。一方で、現

地通貨建ての非戦略的な純投資は、ローンによるリファイナンスが行われている。さらに、現地通貨建て

純投資は、IAS 第39号に規定される「純投資ヘッジ」の原則に従い、ヘッジの対象にはならない。

 

② 監視システム

コアTier１比率の為替感応度は、ALM委員会によって定期的に評価される。同委員会は、かかる感応度に

とって妥当な変動範囲を設定し、委員会の開催中に監視報告書が提出される。

 

(d) 流動性リスク及びリファイナンス戦略

① 目標及び方針

ナティクシスは、フランス財政金融法に定義されるところのBPCEネットワークに属している。フランス

財政金融法第L.511-31条は、中央機関となるのは信用金融機関であり、したがって、中央機関としてネッ

トワークのまとまりを監視し、関係機関及び関連会社の適切な運営を保証しなければならないと規定して

いる。このため、中央機関は、とりわけかかるすべての機関及び会社だけでなくネットワーク全体の流動

性と自己資本を保証するために必要なあらゆる措置を行う。
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最終手段の貸手としての銀行の流動性を確保し、保証するために監督当局に与えられたGroupe BPCEのコ

ミットメントを鑑み、ナティクシスは引続きBPCEの管轄下に置かれている。

この監督は、すべての関連会社により適用され、共有され、調整された統制システム並びに全体的な流

動性リスク管理及び監視システムを通じて行われており、その主な指針はGroupe BPCEのALM委員会によっ

て定められている。

ナティクシスの流動性リスク管理に関する方針は、当行グループの方針において不可欠である。かかる

方針は、ガバナンス及びALM規制に関して、当行グループのリスク制約に即して、明確かつ共通の標準的枠

組みにおけるナティクシスの事業の最適化を目指す。

したがって、包括的な流動性リスクの管理方針の目的は、以下のとおりである。

・　資金調達ニーズと流動性のある資金調達の取引の不一致が当行グループの短期及び中期のリファイ

ナンス可能額と合致していることを確認する一方で、ナティクシスが資金調達の責務を遵守してい

ることを保証すること。

・　利益目標の達成を促進させるためのリスク制約の範囲内で、リファイナンスの資金調達費用を最適

化すること。

・　BPCEとの密接な協力関係において規定され、ナティクシスの最終的な流動性の必要量を提供する当

行グループの能力に課される内部の限度枠を遵守すること。

・　国内及び海外の規制を遵守すること。

・　当行グループの資金調達源の（地理的地域、商品及び取引相手ごとの）開発に寄与し、市場勢力を

軽減すること。

 

② 流動性監視システム

流動性リスクは、以下のとおり統制、管理及び監視が行われる。

・　各事業分野の資金調達ニーズの管理：当行のリファイナンスのニーズを管理するために、予算手続

の一環として各事業分野に流動性予算が分配され、ALM委員会によって承認される。かかる資金調達

ニーズは、ホールセール・バンキングに関しては毎週、その他の事業分野に関しては毎月監視され

る。

・　Groupe BPCEの最終的な市場勢力に対する当行の寄与の管理：これは流動性割当システムを当行グ

ループの戦略的意欲及び業務上の監督に適合させることを目標としている。

・　短期的な流動性の不一致の監視：これは、流動性ギャップを利用して測定される。この指標は、す

べての親会社の取引に基づき、米国の子会社まで対象範囲を広げて、１日間隔の365日間を期間とし

て日次的に作成される。ALM委員会が承認する４つの恒常的な制限の対象となっており、開始時の夜

間の市場エクスポージャー、60日間、150日間及び330日間の静的流動性ギャップに対して日次的に

監視される。

・　中期的な不一致の監視：これは、流動性ギャップ及び資産／負債のカバレッジ比率に基づき測定さ

れる。これらの比率は、統合されたすべての通貨及び米ドルに関して計算されており、ALM委員会が

承認し、毎月監視される最低ヘッジ比率を含む。

・　流動性ストレス・シナリオのシミュレーション：これらのシナリオは、流動性危機の発生時におい

て義務の遵守及び業務を継続するための当行グループの能力を試すことを目的とする。ナティクシ

スは、様々な危機的シナリオ（システミック、個別、複合等）及び異なる深刻度レベル（中度、重

度、極度等）に基づき、１ヶ月、２ヶ月及び３ヶ月の期間にわたって当行グループの収益に対する

貢献を定期的にシミュレーションし、これに関してBPCEは仮定を設定する。

・　資金調達構造： リファイナンス構造は、すべての集中リスク（「③ 資金調達戦略」を参照のこ

と。）の軽減に向けて、取引相手方の種類、市場セグメント及び地理的地域に関して資金の十分な

多様化が確実に行われるために監視される。
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③ 資金調達戦略

2011年半ば以降、ナティクシスのリファイナンス構造は、当行グループのALM委員会の監視下に置かれた

事業体共通のナティクシス－BPCE流動性プールの組織に根差している。このプラットフォームは、市場で

の資金調達費用及びリファイナンス費用を削減するべく事前に定められた規則に従い、当行グループの資

金調達を確保し、当行グループ内での流動性の管理と割当を最適化するために実施された。

2014年にわたって、当行グループの方針に沿って、ナティクシスは継続して資金調達先を多様化し、調

達した資金の満期を延長し、その市場勢力を縮小させた。2013年と同じく、当座勘定における顧客預金の

開拓とアジアの投資家に対する仕組債の発行に主力が注がれた。

 

■ 2014年末現在の主要な調達手段別及び顧客セグメント別の当行の貸借対照表上のリファイナス資源の

総重量

 

 

(1) 当座預金

 

 

(2) 定期預金

 

 

通貨別では、ナティクシスのリファイナンス構造は、主にユーロに集中しており、米ドルは、米ドル建

ての現金の余剰及び現在進行中の多様化政策により、米ドルの割合は過去２年間において増加したもの

EDINET提出書類

ナティクシス(E15244)

有価証券報告書

115/617



の、理論的には当行の資産構造に「従って」いる。取引相手方別の内訳に関しては、広義での金融機関顧

客（新興の中央銀行を含む。）が最も大きい割合を占めており、当行は、長年にわたってかかる顧客との

間で古くからの安定した関係を築いており、2014年においてかかる顧客の預金の平均期間は伸び続けた。

（主に当座預金の提供による）顧客預金の回収戦略が２年前に開始され、依然として資金調達の代替調達

源ではあるものの、効果を生み始めている。最終的に、当行グループにより提供された正味調達源の重量

は、常にBPCE／ナティクシスの単一資金及び中央銀行担保管理プール及び当行グループの政策と連結して

おり、これによりBPCEは長期セグメントにおける唯一の公債の発行者となっている。

 

■2014年12月31日現在の為替レート

 

 

■2013年12月31日現在の為替レート
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■2013年12月31日現在の恒常為替レート

 

 

年間の中期リファイナンス計画の下で、ナティクシスは１年超の期限で平均存続期間が４年間の資金

10.7十億ユーロを調達した。この計画の38％は仕組債の私募によって達成され、現在では当行グループの

方針に従い中期セグメントにおける唯一の公債の発行者であるBPCEによって、その残りの大部分が資金提

供された。

 

■ 2014年の中長期リファイナンス計画（市場における資金調達）

 

 

④ 規制上の流動性比率

フランスの信用金融機関に適用される流動性リスクの管理規則は、2010年６月30日に効力を生じた

（2009年５月５日付フランス指令）。流動性比率は、残存期間が１ヶ月未満の流動性資産が、それと同じ

期間内に支払期限が到来する負債と同額以上であることを確実にするように定められている。流動性比率

は、現金／現金同等物と１ヶ月未満の期間内に支払期限が到来する負債の間の比率として定義される。

この比率は、親会社ベース（非連結）で計算されており、規則に従い100％超でなければならない。ナ

ティクシスの流動性比率は、2014年12月31日現在125％であった。

2010年12月に、バーゼル委員会は２つの新たな流動性リスクの測定方法を導入した。2013年１月に、こ

の予備的枠組みに修正が加えられ、これにより特定の計算ルール及び実施予定が変更された。信用金融機

関及び投資会社に適用される健全性要件に係るこの新たな規則（CRR／CRD４）は、欧州議会及び欧州理事

会の2013年６月26日付規則（EU）第575/2013号により成立し、欧州連合のバーゼル３の規則に置き換わる

ものであり、これにより後に流動性比率において利用される測定基準が作り変えられた。

統一的な規則を完全に施行するために、CRRにより以下の事項が行われた。

・　2014年１月1日から健全性要件が最初に実施された日までの観察期間において、実施されるべき提出

義務を策定すること。

・　規制上の又は実施中の技術的基準の定義を要求すること。
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・　2015年からLCRに係る委員会の委任行為（注１）により、安定的な資金調達率のために2016年までに

提出されるべき法的措置を通じて、これらの健全性要件の実施条件を定めること。

 

(注１)　委任行為は、欧州委員会により2014年10月に採択された。これは2015年１月の官報における公表により恒

久的に適用されることとなった。この行為は、LCRの最終的な較正とその実施予定について定めている。

 

最終的に、近年の依然として完全に安定していない規制環境において、欧州規制は主に以下の２つの流

動性比率に係る観察と報告を要求している。

・　流動性カバレッジ比率（LCR）：CRRに従い、LCRの実施は2015年10月１日に予定されている。この日

に、2010年６月の流動性比率はフランスの信用金融機関には適用されなくなる。最低要件は、当初

は60％に設定され、2018年１月1日に100％となるように毎年段階的に同率で引き上げられる予定で

ある。

・　安定調達比率（NSFR）：バーゼル３委員会は、これに関する開示及び見直しを要求しており、これ

は2018年１月1日までの最低要件となっている。

LCRは連結ベースで計算された短期流動性比率であり、ストレス・シナリオにおいて、銀行が30日間の純

現金流出額を補填するための十分な流動性資産を確実に保有することを目指している。一方でNSFRは、銀

行に対して安定した資金調達プロファイルを維持することを要求し、１年未満の資産及び負債の不一致を

制限することにより、銀行部門の回復力を強化するために開発された長期の構造的流動性比率である。

ナティクシスは、LCRを毎月連結ベースで計算しており、その流動性ポジションとこれらの新しい測定基

準に関連する流動性要件の対象範囲を操作的に管理している。

過去２年間において、ナティクシスは新たな要件を満たすために、あらかじめ、リファイナンスニーズ

の監視を採用するための実施スケジュールの策定に取り組んだ。結果的に当行は以下の事項を行った。

・　より厳格な流動性ギャップの限度枠の採用（これにより、負債の拡大が生じた。）。

・　特に法人顧客向けのかつ市場勢力を軽減することを目的とした資金管理の提案を通じた、継続的な

資金調達先の多様化。

・　LCRの管理を通じて検出される過度な流動性を差し替えるための戦略の実施。

ナティクシスは、当行グループによる有効な基準の解釈及び採用（変更される可能性がある。）に基づ

き、2013年末以降に各月末現在100％超と見積もられたLCRの監督及び管理を行っている。ナティクシスは

また、フランスの規制上の流動性比率も監視しており、これは2015年10月にLCRが実施されるまで有効に存

続する予定である。

最終的に、ナティクシスは問題に関する文献の現行の解釈（変更される可能性がある。）に基づき、当

行グループのNSFRへの寄与を定期的に見積もる。

 

⑤ 流動性バッファー

2014年10月10日に採択された委任行為では、流動性資産及び短期の流動性危機が生じた場合の資金調達

ニーズに応えるために利用される予定の流動性バッファーに適格となるために満たさなければならない流

動性基準について定義している。問題となる資産は、入手可能であり、抵当が付されておらず、CRRにより

課される様々な割引の対象となるものでなければならず、CRRはこれらの資産の現金化に係る可能性と制限

を示すこととなっている。

流動性バッファーは、規制上の意味においては、LCR（HQLA）比率の分子であり、主に以下により構成さ

れている。

・　レベル１流動性資産、すなわち中央銀行への現金預金（FED及びECBへの預金であり、2014年12月末

現在の法定準備金を除く。）、中央銀行のオーバーナイト・ローン及び回収可能な定期預金。

・　ほとんどが質の高いソブリン発行者及び中央銀行による債券又は保証により構成された、その他の

レベル１流動性資産。

・　主にカバード・ボンド、社債及び市場に上場され、特定の条件を満たした株式により構成されるレ

ベル２流動性有価証券。
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業務上の観点から、ナティクシスは当行グループの準備金に寄与する２つの流動性準備金を有してい

る。

・　日中の決済を確保するために担保が付された中央銀行の業務の対象となる流動性資産の準備金。こ

の比較的安定した準備金は、中央銀行の法定通貨に適格な有価証券及び債権により構成されてお

り、パリ（プール3Gに約４十億ユーロ）及びニューヨーク（FBRのディスカウント・ウィンドウに約

３十億ユーロ）に拠点をおいている。

・　LCRによりシミュレートされた流動性危機と同様の流動性危機に対応するために事前に設定された流

動性準備金。この準備金の額は、20十億ユーロから30十億ユーロに及び、必要に応じて資金を即座

に動員することができるように通貨政策に従い、ECB及び米国連邦準備金にその全額が再投資され

る。

これらの２つの要件及び事業分野の要件に加えて、資金部門により調達された流動性剰余金が各日末に

中央銀行に戻され、又はレポ市場におけるソブリン債により保証されたオーバーナイト・ローンの対象と

なる。

 

契約上の満期別金融負債の内訳

(単位：十億ユーロ)

負債

2014年12月31日

合計

要求

払い

１ヶ月

未満

１ヶ月

から

３ヶ月

３ヶ月

から

６ヶ月

６ヶ月

から

１年

１年

から

２年

２年

から

５年 ５年超 無期限

中央銀行に対する債務           

損益勘定を通じて公正価値で評価

されたその他の金融負債
139 - 45 24 6 8 4 5 8 39

うち買戻有価証券 83 - 44 22 5 6 2 2 - -

担保付負債 4 - - - - 1 1 - 2 -

うち優先債務 - - - - - - - - - -

無担保負債 12 - - 1 1 1 1 2 7 -

うち優先債務 - - - - - - - - - -

カバード・ボンド - - - - - - - - - -

トレーディング・デリバティブ 84 - - - - - - - - 84

ヘッジ目的デリバティブ 1 - - - - - - - - 1

銀行に対する債務 137 16 23 31 23 18 6 18 2 -

うち買戻有価証券 18 7 6 4 1 - - - - -

顧客預金 61 28 19 6 1 2 1 1 2 1

負債証券 57 - 11 23 8 10 2 2 1 -

うち保証付債務 - - - - - - - - - -

カバード・ボンド 1 - - - - - - 1 - -

保険会社の技術的準備金 - - - - - - - - - -

金利リスクに対してヘッジされた

ポートフォリオに係る再評価調整

額

- - - - - - - - - -

劣後債務 5 - - - - - 1 1 3 -

合計 484 44 98 84 38 38 14 27 16 125

 

上記の表に記載された情報には保険業務は含まれていない。
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(単位：十億ユーロ)

負債

2013年12月31日

合計

要求

払い

１ヶ月

未満

１ヶ月

から

３ヶ月

３ヶ月

から

６ヶ月

６ヶ月

から

１年

１年

から２

年

２年

から

５年 ５年超 無期限

中央銀行に対する債務           

損益勘定を通じて公正価値で評価

されたその他の金融負債
126 1 46 14 5 5 2 4 8 42

うち買戻有価証券 68 - 46 13 4 4 - - 1 -

担保付負債 6 - - 1 - - - 1 3 -

うち優先債務 - - - - - - - - - -

無担保負債 9 - - - 1 1 1 1 5 -

うち優先債務 - - - - - - - - - -

カバード・ボンド - - - - - - - - - -

トレーディング・デリバティブ 63 - - - - - - - - 63

ヘッジ目的デリバティブ 1 - - - - - - - - 1

銀行に対する債務 130 7 25 27 29 8 15 15 4 -

うち買戻有価証券 18 3 10 5 - - - - - -

顧客預金 60 31 17 3 1 2 1 1 2 2

負債証券 39 - 4 20 6 6 - 2 1 -

うち保証付債務 - - - - - - - - - -

カバード・ボンド 3 - - - 1 - - 2 - -

保険会社の技術的準備金 - - - - - - - - - -

金利リスクに対してヘッジされた

ポートフォリオに係る再評価調整

額

- - - - - - - - - -

劣後債務 3 - - - 1 - - 1 1 -

合計 422 39 92 64 42 21 18 23 16 108

 

上記の表に記載された情報には保険業務は含まれていない。

 

当行の外部信用格付けが格下げされた場合、レーティング・トリガーを含む契約に基づき投資家に対し

て追加の担保を提供することが要求される可能性がある。

特に、2014年10月10日付の委任行為に従い流動性カバレッジ比率（LCR）を算定する際に、これらの追加

的な資金流出額及び追加的担保の要件は、銀行がその信用格付けが３段階を上限として格下げされた後30

暦日以内に行うべき支払額として測定される。

LCRの管理方針に基づき補填されたこれらの額は、2014年12月31日現在ユーロ相当額で４十億ユーロと見

積もられた。

 

⑥ 担保付資産及び無担保資産

リファイナンスの業務、とりわけ買戻契約の一環として、ナティクシスはその資産の一部を担保として

差し出すことを要求されている。ナティクシスはまた、担保を受け取り、その一部を担保として再度利用

することができる。
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以下の別表は、2014年11月19日付省令の要件に従い、保証又は担保として差し出された資産の一部、及

び相当する負債を示すことを目的としたものである。

 

2014年12月31日現在（単位：百万ユーロ）

 

テンプレートＡ－資産

担保付資産の

帳簿価額

担保付資産の

公正価値

無担保資産の

帳簿価額

無担保資産の

公正価値

報告機関の資産 86,910  439,921  

持分金融商品 25,998 25,998 12,088 12,088

負債証券 36,391 36,391 11,639 11,639

その他の資産 24,521  416,194  

 

テンプレートＢ－受領担保

受領担保及び発行済の

自社負債証券の公正価値

受領担保及び

担保として利用可能な

発行済の自社負債証券の

公正価値

報告機関が受領した担保 137,227 67,524

持分金融商品 16,695 37,302

負債証券 120,533 22,693

その他の資産 0 7,529

担保付債券又は自社資産担保証券以外の

発行済負債証券 0 4,990

 

テンプレートＣ－受領担保付資産／担保

及び関連する負債

関連する負債、偶発債務

又は貸付有価証券

担保付債券又は担保付資産に

より保証された有価証券以外

の資産、受領担保及び

発行済負債証券

主要金融負債の帳簿価額 213,388 224,137

 

テンプレートＤ-資産担保の重要性についての情報

 

2014年12月31日現在、ナティクシスの担保付資産は86,910百万ユーロを計上し、その内訳は以下のとおりで

ある。

・　法人活動及び有価証券の発行について担保が付された有価証券62,389百万ユーロ

・　担保付債券以外の構造の担保付債権4,547百万ユーロ

・　担保付債券の発行を保証する債権551百万ユーロ

・　デリバティブに対するマージンコールに関する担保付資産19,423百万ユーロ

 

(10) コンプライアンス・リスク及びレピュテーション・リスク、法的リスク

(a) コンプライアンス・リスク及びレピュテーション・リスク

① ナティクシスにおけるコンプライアンスの組織

機能別組織

コンプライアンス部門は、銀行規制及び金融規制に関してコンプライアンス・リスクを開発し、管理す

るための最善の方法を発展させる責任を負っている。同部門はまた、ITシステム・セキュリティ部門及び

事業の継続性を監視している。会社秘書役に直属するコンプライアンス部門は、業務部門から独立して機
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能している。同部門は、Groupe BPCEにより定められた規則に従い行為している。その行為の範疇には、ナ

ティクシス、そのフランス国内外の子会社及び支店のすべての事業部門及びサポート業務が含まれてい

る。

コンプライアンス及び永久統制部門の運営規則が、ナティクシスの上級経営委員会により承認された憲

章に定められている。親会社により運営されている事業分野については、事業分野のコンプライアンス担

当部長がナティクシスの最高コンプライアンス責任者に階層的に直属する。子会社及び支店のコンプライ

アンス・マネージャーとナティクシスの最高コンプライアンス責任者との間には「直接的な」報告ライン

が存在する。このラインを通じて、ナティクシスの最高コンプライアンス責任者は、子会社のコンプライ

アンス・マネージャーの任命、指名又は解任について事前の承認を付与し、年間実績及び昇進の査定に参

加し、年間事業計画を承認し、ナティクシスのコンプライアンス部門に相対して報告及び警告の要件を満

たしている。

 

責任

この部門は、その義務の遂行におけるコンプライアンス・リスクを回避するためにすべての従業員に対

して助言及び支援を行っている。

同部門は、新たな基準、方針及び手続を設定することに協力している。新たな活動や仕組み、並びに新

商品又は改良商品に対する適切な監視を確実に行うために、同部門は正式な通知を公表することで、ナ

ティクシスの活動の安全性を保証する手助けを行っている。

同部門は、取引が銀行規制及び金融規制を確実に遵守するように二段階の統制を実施している。関連す

る事業ラインにより検知された異常事態の改善が確実に行われるようにしている。

従業員が十分なレベルの知識及び注意を発揮できるようにするために、訓練及び意識を高める取組みが

定期的に実施されている。

最終的に、検知された主要なリスク及びこれらのリスクに対処するために利用される方法の実施及び効

果について、同部門は上級経営委員会及び取締役会（監査委員会及びリスク委員会）のメンバーに対して

報告を行う。

 

ツール

同部門は、責任下にある全ての分野をカバーする一連のツールを備えている。それには以下のものが含

まれている。

・　KYC（顧客身元確認）手段と併せて用いられている行動分析ツール。これはマネーロンダリング取引

及び内部不正を発見し、禁輸措置への遵守を確認し、テロリストへの資金提供を防止することを目

的とするものである。

・　慎重に扱うべき取引を監視し、インサイダーのリストを保持し、利益相反を管理するためのツー

ル。

 

② 従業員及び職業倫理

利益相反

利益相反

利益相反は、以下を通じて確実に回避されている。

・　従業員の職業上の義務の遵守。

・　情報バリアの設置及び監視。

・　利益相反のリスクを生じさせる状況のリスク予想図への取込み。

・　補償方針の確認。

・　利益相反一覧の維持管理。

・　ナティクシスの従業員行動規範の遵守。この行動規範は、受け取った又は提供された贈与や勧誘、

個人取引、ナティクシス外における義務の履行並びに個人的に保有している事務所及び投資を対象

としている。

利益相反は、以下を通じて管理されている。

EDINET提出書類

ナティクシス(E15244)

有価証券報告書

122/617



・　利益相反防止の枠組みの遵守。

・　様々なレベルで生じる利益相反を特定し、管理するための事業分野、コンプライアンス部門及び経

営陣の間の協力。

・　個人取引（GEODE）及び慎重に扱うべき取引（ODEON）のための取引上のコンフリクトの発見ツール

の力を借りた、コンプライアンス部門による綿密な監視。

・　必要に応じて未解決の利益相反の仲裁を行うことを課せられた利益相反の管理任務。

顧客の利益を危険にさらすリスクが所定の内部手続にも関わらず回避できない場合にはいつでも、ナ

ティクシスは顧客に代わって行動を取る前に、顧客に対して利益相反の性質について知らせ、顧客が取引

を続けるかどうかについて十分な情報を得た上での決定を行うことができるようにする。

 

情報の回覧

機密情報の不当な回覧を回避するために、情報バリアが整備され、組織構造が変更されるたびに見直さ

れている。これらのバリアは、事業分野と部門を区分化するものとして機能しており、関係者以外極秘で

の情報の回覧に制限を加えるものである。したがって、情報は顧客の利益のためにのみ伝達され、また義

務を履行するためにこの情報を確実に必要とする従業員に対してのみ発信される。これらのバリアは、組

織的、物理的又は電子的なものとなる可能性があり、また永続的な又は一時的なものとなる可能性があ

る。

ナティクシスは、恒久的かつ完全な情報バリアを設置し、ナティクシスの資産運用部門における資産運

用業務をその他の業務から分離させている。

有効な規制に従い、慎重に扱うべき取引のODEONへの参入により、コンプライアンス部門は、監視リスト

又は禁止リストに記載されるべき発行者並びにインサイダーのリストに記載されている従業員を迅速に特

定できるようになった。

 

共通規定

利益相反及び情報の回覧に関する規定が、正式な手続、定期的な訓練及びリスクに基づく手法を利用し

て繰り返し行う統制をもって施行されている。

 

内部告発方針

2005年以降、ナティクシスは、従業員が不正である又は銀行規則に抵触すると疑う行為又は専門的活動

について報告することを認める手続を実施している。

内部告発方針は、銀行のコンプライアンス義務の実施に関する異常事態を報告することを可能にする内

部手続について定めている。

この手続は任意のものである。この手続を利用しない従業員には罰則は課されない。この手続を利用し

ない従業員は、厳格な守秘義務を認められており、かかる従業員に対して罰則又は不公平な扱いは課され

ない。

この手続は、異常事態を組織の上層部に上申するといったナティクシスの従来の報告方法に置き換わる

ことを意図するものではない。この手続を利用して行われた報告は、コンプライアンス・マネージャー及

び／又は最高コンプライアンス責任者に宛てて行われる。

 

③ 顧客保護及びKYC

顧客の利益の優位性を保護することは、ナティクシスの活動を特徴付ける原則であり、フランス国内外

の各事業体の方針にも反映されている。

あらゆる状況において、従業員は勤勉さ、忠義、誠実さ及びプロ意識をもって顧客に対するサービスを

行い、顧客の能力及びニーズに見合った金融商品及びサービスを提供することを求められている。

 

職場における利益相反の管理

ナティクシスと１人の顧客との間又は複数の異なる顧客との間での商品及びサービスの提供において生

じる利益相反のリスクを回避し、かつ管理するために、ナティクシスは一連のコンプライアンス・プロセ
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スを実施した。これらのプロセスは、ナティクシスの活動についての包括的な見解（顧客に相対して提案

された委任、取引又はコミットメント）に基づくものであるが、これによりコンプライアンス部門は、最

新の監視リスト及び禁止リスト並びにインサイダーのリストを維持することができている。これは発生す

る利益相反を回避し、検知し、管理することに役立っている。

 

顧客からの苦情処理

顧客からの苦情は、些細なものと思われるものであっても、顧客との関係に支障を来し、ナティクシス

の評判を傷付ける可能性がある。

ナティクシスは、以下を確保するシステムを構築した。

・顧客が自らの苦情がどのように処理されるかについての透明な情報を受け取ること。

・苦情は効果的に処理されること。

・識別された問題を改善するために是正措置が実施されること。

 

顧客身元確認（KYC）及び顧客情報

同時に、ナティクシスは新たな顧客関係を統制する厳格な方針を策定した。マネーロンダリング、テロ

リストへの資金提供及び問題となった事業体に対する国際的な禁輸措置を統制する様々な法的規制に沿っ

た手続が行われている。

2014年に、ナティクシスは運営を行っているすべての国における、また関連するすべての活動について

のFATCA規則を遵守した。すべての事業体は、2014年７月に規則を遵守している機関のリストに記載される

べくIRS（国税庁）に登録した。

 

個人データの保護

ナティクシスは、顧客及び従業員の個人データを同様に保護することを約束している。したがって、ナ

ティクシスは以下を行っている。

・　個人データの利用に関する処理は、フランスのデータ保護法に従って行われており、ほとんどの場

合、フランスにおいてはフランスデータ保護機関（Commission Nationale de l'Informatique et

de Liberté：CNIL）に対して、又は国際的な管轄当局に対して申告されている。

・　ナティクシスは、データ処理が行われている者がアクセス権及び修正を行う権利を完全に行使する

ことができるように、かかるデータの機密性を保証し、かかる者が情報を把握することができるた

めに必要な措置を講じている。

ナティクシス内では、CNIL調整（コンプライアンス）及び各事業分野の現地のCNIL代表という２つのレ

ベルの組織によって保証されている。2014年において、以下の行動が取られた。

・　様々なウェブサイトのクッキーの機能が、情報及び承諾を得るための措置を通じて、2013年12月付

のCNILの提言に沿うように適合された。

・　現地のCNIL代表の役割が明確になった。かかる代表はその責任の範囲内で以下の任務を遂行する。

－運営及びCNILとの手続の検証の記録（欧州連合外での申告又は承認の要求、移送の管理）。

－アクセス権の要求に係る追跡調査。

－訓練／連絡及び「個人データ」事項を扱う手続の監視。

 

汚職の防止

汚職の防止は、ファイナンシャル・セキュリティー部門の全体的な体制によって処理されている。ナ

ティクシスは、国連グローバル・コンパクトの署名者であり、その原則を掲げている。

以下を防止し、管理し、監督するための処理及び手続が実施されている。

・　利益相反

・　不正行為及びマネーロンダリング

・　政治献金及び役人への献金

・　寄付、後援及び公的支援

・　贈与及び募金
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すべての従業員は、圧力及び懇請に対して、また異常に高い又は過剰請求のコミッション並びに公開会

社との非公式の私的な交流を含むような状況において警戒することを求められている。

国際レベルでは、ナティクシスは英国賄賂防止法及び米国海外不正行為防止法といった現地の規則を厳

格かつ確実に遵守している。

 

④ ファイナンシャル・セキュリティー

コンプライアンス管理者に直属しているファイナンシャル・セキュリティー部門の目的は、ナティクシ

ス及び子会社の双方において、反マネーロンダリング措置及びテロリストへの資金提供に対抗する（AML-

CFT）措置を構築し、禁輸措置及び反不正行為措置を確実に遵守することである。かかる常置の監視業務に

加えて、ファイナンシャル・セキュリティー部門はいくつかの事業分野を代表して、直接先頭に立って特

別な努力を行う。

 

反マネーロンダリング及びテロリストへの資金提供の防止

マネーロンダリングに対抗するために、ナティクシスは以下を導入した。

・　顧客の受入れから顧客関係に至るまでのデューディリジェンス及びKYC義務。

・　「疑わしい」取引の関連する金融情報機関への報告手続。

・　定期的な従業員の訓練及びこれらの義務を確実に遵守するための通知。

テロリストへの資金提供に関して、テロリストが関連する活動に関係する者又は事業体に対して利益を

もたらす可能性があると識別された資金、金融資産又は経済資源は自動的に凍結される。ナティクシスは

以下の２つの義務を履行しなければならない。

・　テロリストへの資金提供に関与しているという疑いのある者又は事業体の公式リストに顧客が掲載

されていないことを継続的にチェックすること。

・　これらのリストに掲載された者又は事業体に属する資金を検出し、凍結するための恒久的な統制手

順を早急に導入すること。

 

禁輸措置の遵守

禁輸措置に関連して、2014年にウクライナにおける外交的及び軍事的危機を受けて、ロシア連邦に対し

て欧州連合及び米国による制裁措置が採られた。これらは主に、銀行、エネルギー及び軍事部門において

ロシア政府によりその大部分が保有されている企業を対象としたものである。

さらに、イラン及び「P5+1」グループは、イランの原子力計画に関する最終的な契約を締結することが

できず、2014年11月24日に、継続中の交渉を７ヶ月間延長することを決定した。国際的制裁の一部解除に

至った2013年11月のジュネーブ暫定合意の規定は、依然として有効である。

 

不正防止策

ナティクシスは、顧客、パートナー及び従業員のために安全な環境を保証するよう全力を尽くしてい

る。ナティクシスの不正防止文化は、従業員及び顧客に向けた定期的な意識高揚運動並びに特にリスクに

さらされている活動の特別な管理を通じて、継続して強化され、展開されている。

不正防止策は、ファイナンシャル・セキュリティー部門の不正防止調整部により、関係する事業分野と

の協力のもとで進められている。この部署はまた、不正リスク管理に向けた基準及び原則を草案し実施す

ること並びにフランス国内外のナティクシスの子会社及び支店にわたる不正防止責任者のネットワークの

調整について責任を負っている。

2014年に、不正行為の監視及び管理ツールであるSAFIRコンプライアンス・システムがすべての資本市場

活動にわたって配備された。この年度においては、ソーシャル・エンジニアリングを通じた新たな支払不

正の企てが見られ、これにより高い警戒レベルを保つために従業員及び顧客を対象とした継続的な意識高

揚イニシアチブを実施することが必要となった。
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⑤ ITシステムのセキュリティ及び事業継続部門

ITSS-BC部門は、特定されたリスクに基づきその活動を調整する。このため、（1）オペレーショナル・

リスクに関しては、事業分野にとって懸念のあるリスク状況を特定し、（2）損失を受ける可能性のあるIT

資産にこれらを関連付けるための手法が開発された。この照合は、主要なITSS-BSのリスクの予想図を作成

し、これらのリスクを軽減するために必要な主要な行動計画を考案するために利用されている。IT部門

は、示されたニーズに応えるために考案された実施ソリューションの技術面を扱っている。

現在対処が行われている主要な課題は、ユーザー認証、データ保護、制御、サイバーセキュリティ、BCP

管理ソリューションの標準化及び事業分野に向けられた意識高揚である。

2012年に、ユーザー認証の管理を改善するための主要プログラムが、すべての管理手続、ツール、応用

プロファイルの文書化、事業分野のプロファイルの設定並びに権利証の更新及び関連する統制を見直すこ

とを目的として開始された。2014年末に、全事業分野の半分の見直しが行われた。IT部門を除くすべての

事業分野が2015年末までに見直される予定である。

事業分野への助言とサポートに関連して、IT担当委員会に提出されたすべての計画は、安全上の分析を

受けることが義務付けられている。これによりITSS-BC部門は事業分野と協力して安全性要件を構築するこ

とができ、ITSS-BC部門は順に適切な解決策を遂行している。

 

(b) 法的リスク

大半の銀行グループと同様、ナティクシス及びその連結子会社は、係争中の訴訟に関与しており、規制当

局による調査の対象となる可能性がある。

ナティクシスの財務状況及び／若しくはナティクシスとその連結子会社全体の財務状況、又はそれらの利

益性又は事業に重要な影響を及ぼす可能性があると見なされるか又は近年及ぼしている訴訟による財政面の

影響（2014年12月31日現在の評価による。）は、ナティクシスの連結財務諸表に記載されている。

最も重要な争議については、以下に記述する。以下の一連の記述は、かかる争議がナティクシス及び／又

はその連結子会社へ必ず影響を及ぼすことを指し示すものではない。その他の争議は、ナティクシス及び／

又はナティクシスとその連結子会社全体の財務状況又は利益性に重要な影響を及ぼす可能性がないと見なさ

れるか、又はかかる影響を及ぼすか否かを判断できる段階に至っていない。

 

① 訴訟手続及び仲裁手続

Jerry Jones他対Harris Associates L.P.

2004年、３件の投資ファンド（Oakmark Fund、Oakmark Equity and Income Fund及びOakmark Global

Fund）の名義でそれらの代理として行為する３名の株主（Jerry Jones他）は、NGAMの100％子会社である

Harris Associates L.P.をイリノイ州北部地区連邦地方裁判所に提訴した。原告側は、適用法令に照らし

て、Harris Associates L.P.がかかる３件の投資ファンドに対するサービスに関して過剰請求を行ったと

主張した。これらの訴訟手続は、投資アドバイザーに対して近年生じている多数の法的要求の一例であ

る。Harris Associates L.P.及び原告側は、略式判決を求める申立てを行った。

2007年、裁判官はHarris Associates L.P.による申立てのすべての事項を承諾し、原告側の申立てを棄

却し、原告側はかかる判決を不服として上訴した。2008年、第７巡回区控訴裁判所の合議体は、Harris

Associates L.P.を勝訴とする地方裁判所による判決を支持した。原告側は、（ⅰ）控訴裁判所全体による

上訴の再審理を請求したが、控訴裁判所はこの請求を棄却し、その後（ⅱ）原告側は上訴の棄却の取消し

を要求するとして、連邦最高裁判所からの救済命令を求めた。最高裁判所は本件の審理の実施を決定し

た。

2010年３月30日付の判決において、連邦最高裁判所は第７巡回区控訴裁判所に係属する訴訟を無効と

し、同裁判所はこれによりHarris Associates L.P.を勝訴とする地方裁判所による判決を支持するか又は

覆すかの決定を下すことができた。
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米国における地方政府保証投資契約に関する集団訴訟

2008年３月以降、ナティクシス及びNatixis Fundingは、ニューヨーク、ワシントンDC及びカリフォルニ

アの連邦裁判所において、国債、郡債及び地方債の発行体及びそれらを代表して提訴された複数の集団訴

訟の被告として名を連ねている。原告側は、1992年から現在に至るまで、地方デリバティブ債の提供機関

及びブローカーが共謀して価格の固定、ビッドの不正操作及び顧客への配賦を行ったと主張している。

様々な原告が30を超える米国及び欧州の銀行及びブローカーを被告として告発した。一部の被告は、1992

年から現在にかけて被告から又はブローカーを通じて地方デリバティブ債を購入した国、地域及び地方の

政府機関、独立政府機関並びに民間事業者すべてを集団として認証し、問われている競争阻害行為に起因

する被害の回復に努めている。大半の連邦訴訟は、「地方デリバティブ反トラスト訴訟」として、ニュー

ヨーク州南部地区連邦地方裁判所に係属する。

これらの損害請求は、過去の又は進行中の米国国税庁（IRS）、司法省（DOJ）の反トラスト部門、米国

証券取引委員会（SEC）及び州の検察官による調査に端を発する。

デリバティブの提供機関及びブローカー13社のうちの１社としてNatixis Fundingを召喚する集団訴訟

は、2010年３月付で原告側の訴えを退ける旨の請求が棄却されたため、進められる予定である。

Natixis Funding及びナティクシスを含む40社の被告に対する個々の地方自治体の訴訟もまた、2010年４

月付で原告の訴えを退ける旨の請求が棄却されたため、進められる予定である。

被告側は集団訴訟の原告側及びその他の原告側が提出した抗議に対応した。当事者は訴訟における証拠

開示手続及び集団（クラス）としての承認手続を開始した。

 

Madoff詐欺

2014年12月31日現在のMadoffの資産残高は、保険控除後で415百万ユーロと見積られており、現在全額引

き当てられている。当該エクスポージャーの有効な影響は、ナティクシス名義で投資された資産の回収額

及び当行による措置（主に法的）の結果の両方に依拠する。これを考慮した上で、ナティクシスはこれら

の回収取組みに当たり、複数の法律事務所に助力を仰いでいる。さらに、2011年に本件について、専門職

賠償責任保険に係る保険契約の適用について紛争が生じており、本案判決は2015年の初めに行われ、補償

された全額について、Madoff詐欺によりナティクシスに生じた損失に係る保険契約の適用が確認された。

Bernard L. Madoff Investment Securities LLC（BMIS）の管財人として裁判所が任命したエルヴィン

グ・H・ピカールは、ニューヨーク州南部地区連邦破産裁判所において、いくつかの銀行機関に対して申立

て（ナティクシスに対する400百万ドルの申立てを含む。）を行った。ナティクシスは当該主張を否認して

おり、ナティクシスの地位を擁護し、自身の権利を保護するべく全力を尽くす所存である。本件は依然と

して進行中である。

さらに、Fairfield Sentry Limited及びFairfield Sigma Limitedの複数の清算人は、これらのファンド

から受益証券の買戻しに係る支払いを受けた投資家に対して多数の法的手続（ニューヨーク州において200

を超える法的手続がなされている。）を開始している。これらの手続の一部について、ナティクシスの一

部の事業体が被告とされている。ナティクシスはこれらの手続に全く根拠がないものとみなしており、積

極的に自身の地位を擁護する所存である。

 

少数株主擁護連盟により取りまとめられた刑事告訴

2009年３月、パリ検察庁は、ナティクシスの少数株主により提起され、少数株主擁護連盟（Association

de Défense des Actionnaires Minoritaires：ADAM）により取りまとめられた訴えについて、予備捜査を

開始した。原告が民事手続を開始したため、司法調査が開始されている。

 

サナリー・シュル・メール・コミューン

2011年８月、フランスのサナリー・シュル・メール・コミューンは、ナティクシス及びその他被告人に

対してツーロン行政裁判所において、地域におけるカジノ／ホテル複合施設の予定された建設が中止と

なったことにより発生したコミューンの計画された投資の損失及び予算に対する将来的な寄与の損失に対

して連帯で83百万ユーロの支払いを求める訴訟を提起した。建設プロジェクトに関しては、ナティクシス
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はすでに20百万ユーロにのぼる完成銀行保証を供与することを確約していた。サナリー・シュル・メー

ル・コミューンによりなされた請求はすべて、2013年４月12日にツーロン行政裁判所に言い渡された判決

により棄却された。サナリー・シュル・メール・コミューンは、当該判決に対して控訴している。

 

Natixis Asset Management（旧CDC Gestion）－利益分配

2012年に、Natixis Asset Managementに対する訴訟が、CDC Gestion（現在の名称は、Natixis Asset

Management）の元従業員187名によりパリ地方裁判所において提起された。訴訟の目的は、1989年から2001

年までの慣習法上の利益分配スキームに対する元従業員の権利の法的認識である。

フランス労働法の条文の解釈についてNatixis Asset Managementが提示した行政上の合憲性の問題に係

る優先的予備判決の適用の後、2013年８月１日に、憲法制定評議会は、2005年12月30日付法第2004-1484号

よりも前の版による労働法第L.442-９条の第１段落が違憲である旨の判断を下し、その株式資本の大部分

を公開企業により保有される企業の従業員は、違憲とされた規定が有効であった期間中について自身に利

益分配スキームを適用することを要求することはできないという判決を下した。本件は、パリ地方裁判所

において依然として進行中である。

2014年９月、パリ地方裁判所は、Natixis Asset Managementを勝訴とする判決を下し、従業員からのす

べての訴えを退けた。従業員はこの判決を不服とし、パリ控訴裁判所に控訴した。

 

MMRによる請求

Ixis Corporate & Investment Bank（ナティクシスの前身会社）は、Bernard Madoff Investment

Securitiesのファンドに投資するファンドに連動したEMTN（ユーロ・ミディアム・ターム・ノート）を発

行した。Renstone Investments Ltd（MMR Investment Ltdの推定前身会社）は、募集代理人として行為す

る金融仲介機関を通じてこれらの債券を50百万ドル購入したと主張している。

2012年４月、MMR Investment Ltdは、ナティクシス及び金融仲介機関に対して、購入価格を金融仲介機

関に対して支払ったにもかかわらず、債券を受領していないと主張する共同訴訟を提起した。当該主張

は、主に債券の購入価格の返還及び代替として、とりわけ同意の瑕疵があったことを理由に、購入を無効

とすることに関連している。

ナティクシスは、当該判決を受けるに値しないとみなしている。

 

SEEM

2013年１月、SEEMはナティクシスに対して第三者による固有必要的共同訴訟を起こした。SEEMは、ナ

ティクシス、とりわけCube Energy SCAに対して、Cube Energy SCAが自らのパートナーであるSEEMに対す

る忠実義務を怠ったと主張し、約23百万ユーロの支払いを求める合同制裁を請求している。ナティクシス

は、本件は、ナティクシス及び当行グループ内の会社に有利な結果になるものと確信している。

 

Hermès

2013年６月21日、Hermèsはナクティシス及びその他の被告を相手取りパリ商事裁判所に対し、Hermès株

式を対象とした株式スワップの中止を求める申立を行った。当事者は、HermèsとLVMHの間で合意に達した

後、2014年に本申立を取り下げた。

 

Union Mutualiste Retraite

2013年６月、Union Mutualiste RetraiteはAEW Europeに対し、2006年から2008年にかけて行われたドイ

ツにおける２つの不動産ポートフォリオの取得及び運用に関して３件の申立を行った。Union Mutualiste

Retraiteによる請求額は合計93百万ユーロとなった。本件は依然として進行中である。

 

米国における証券化

2001年から2007年中頃に実施された住宅ローン担保証券（RMBS）取引にに関する法的手続が、米国にお

いてナティクシスに対して開始された。
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ナクティシスは、ナティクシスに対する過失の告発については根拠はなく、また、ナクティシスが直面

している手続に関しても時効が成立していると考えている。

 

EDA Selcodis

2013年に、EDA Selcodisは Compagnie Européenne de Garanties et Cautionsに対し、Compagnie

Européenne de Garanties et CautionsがEDA Selcodisに対する保証の付与を拒否したことを受け、通商関

係が突如解除されたとして申立を行った。EDA Selcodisによる請求額は合計32百万ユーロとなった。2013

年11月、EDA Selcodisは、ナクティシス、BRED及びCEGCに対して、違法契約につき、共同申立を行い、各

企業に合計32百万ユーロの支払いを求めている。

Compagnie Européenne de Garanties et Cautionsは、これらの申立には根拠がないと考えている。

 

MPS財団

2014年６月、イタリアの財団であるMPS財団（Fondazione Monte dei Paschi di Siena）の運営管理者

は、以前の役員の要請により2011年にMPS財団に対して資金供与を行ったナティクシスを含む11の銀行に対

して、行われた資金提供は、MPS財団は貸借対照表合計の20％を超過する債務を保有することができないと

いう同財団の規則に違反しているという理由で申立を行った。MPS財団により申し立てられている、すべて

の銀行から受けた損害の額は、合計285百万ユーロである。

本件の最初の公聴会は、2015年５月にシエナ裁判所において開かれる予定である。

 

② 依存関係

ナクティシスは、いかなる特許又はライセンス若しくは産業、商業又は財務供給契約に依存していない。

 

(11) その他のリスク

(a) 保険業務に関するリスク

 

（以下のデータは、法定監査人により認定された財務書類の一部を構成している。）

 

Natixis Assurances

2014年第１四半期に、Natixis Assurancesは（「７　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状

況の分析－(1) 2014年12月31日に終了した事業年度－(a) 2014年12月31日現在の経営報告書－② 2014年の

重要事象」で述べるとおり）BPCE Assuranceの資本の60％を取得した。BPCE Assuranceは損害保険及び損

害賠償保険（自動車、総合住宅保険、法的保護）、個人リスク保険（人的事故）並びにパラバンキング保

険を販売している。しかしながら、Natixis Assurancesは、主に貯蓄商品を販売しているため、保険契約

の結果生じる主なリスクは以下のような財務的な性質を帯びている。

 

金利の下落が生じた場合に最低約定収益率を満たすことができなくなるリスク

このリスクに対処するために、ABP Vie（Natixis Assurancesの子会社）は、近年、保証された最低収益

率を持たない保険のみを販売してきた。保険の90％超は保証付きの最低収益率が０％である。保証付きの

最低収益率の平均は0.19％である。

 

金利が上昇した場合に保険を解約するリスク

Natixis Assurancesは、保険解約のリスクが高く、年齢、納税額による序列及び資本の額で特徴的に分

類される被保険者を識別した。これらの被保険者に対し、Natixis Assurancesは、金利上昇リスクをヘッ

ジし、かかる保険の対象となる範囲を、その資産の約４分の１にまで制限した。かかる状況に対して、

ポートフォリオは上限額付保険でヘッジし、また、変動利付債券にも出資している。
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国際財務報告基準第４号に従って実施された債務適合性テストにより、地域の基準に基づき測定された

2014年12月31日に終了した年度の保険債務は、保険に組み込まれた解約オプションを考慮に入れた債務の

公正価額より大きい額であることが示された。

 

金利が上昇した場合の財務リスク

持分の金利の変動に対する感度は、満期まで保有される証券のカテゴリーにおける利付有価証券の公正

価値およそ3.4十億ユーロを分類することによって軽減された。

その他のカテゴリーにおける有価証券に関連して、2014年末に実施された感度分析は、債券利回りにお

ける１ポイントの上昇が（保険契約者及び税金に起因する変動を考慮に入れた後の）資本に対して86.1百

万ユーロ（すなわち資本の5.9％）の悪影響を及ぼすことを示している。

 

市場リスク

Natixis Assurancesは、金融資産の価値の変動の影響を受ける。財務リスクの管理には、債務コミット

メント、（特に非集中の面での）規制上の制約及び商業的要件を考慮に入れた戦略的配分を定めることを

含む。したがって、配分の範囲は各タイプの資産について規定されている。

2014年末に実施された感度分析は、以下を示すものであった。

・　株式市場における10％の下落は、（保険契約者及び税金に起因する変動を考慮に入れた後の）資本

に対して20百万ユーロ（すなわち資本の1.4％）の悪影響を及ぼすこと。

・　不動産市場における10％の下落は、（保険契約者及び税金に起因する変動を考慮に入れた後の）資

本に対して6.6百万ユーロ（すなわち資本の0.4％）の悪影響を及ぼすこと。

さらに、Natixis Assurancesは、ユニットリンク保険契約に係る最低保証支払額すべてに再保険をかけ

ている。

 

信用リスク

取引相手方リスクの監視及び管理は、信用リスク委員会によって決定されたとおり、ナティクシスの基

準及び内部制限に従って、また保険会社に課される規制上の制約に従って、行われている。従って、確定

利付ポートフォリオの73％がA-を超える格付を有する有価証券に投資されている。

 

共済保険事業

死亡リスク及び罹患リスクは、問題となる被保険者及び保険対象の補償に適した価格構成の実施、死亡

率表の利用並びに新規被保険者の病歴に基づく選択という伝統に逆らった慣行によって制限される。

Natixis Assurancesは、死亡、人的事故及び自立障害並びに仕事の休止、傷病及び自立障害にかかる頻

繁な請求を補償する資本の分散リスクのエクスポージャーを制限するために再保険を利用している。また

伝染病又は世界的流行病が発生した場合の再保険特約が、結果として生じうる死亡の増加によるエクス

ポージャーを制限するために導入された。

年次再保険計画は、被再保険者の多様化を目指しており、質の高い格付が付されている取引相手方との

み取引を行うことを目指している。投資の対象とならない格付（BB+からD-）の取引相手方との間では、再

保険特約は締結又は更新されない。実際には、Natixis Assurancesが取引を行っている再保険会社の格付

はAAからBBB+の間である。Natixis Assurancesが連携している再保険会社は発行体リスクが低く、ナティ

クシスは様々な再保険会社を利用しているため、既存の取引相手方における集中リスクは限られている。

 

損害保険事業

この事業は、以下の３つのリスクの影響を受けやすい。

・　ミスプライス・リスク：ポートフォリオ監視策が実施され、これにより各保険は３年間にわたる実

績に基づき評価が行われている。保険金請求のタイプ、保険金請求の数、その費用及び問題となる

活動に特有のその他の変数（例えば債務の度合い、自動車保険の配当金／違約金）がその結果に影

響を与えている。是正措置は保険料の増額から満期到来による保険契約の終了にまで及ぶ可能性が
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ある。この監視策は、多額の保険金請求により生じる潜在的リスクの検知や十分な再保険の補償範

囲の手配にも寄与している。

・　準備金リスク：各商品につき、技術部門及び再保険部門が、支払われるべき保険金（既に知られて

いるが、請求がなされていない保険金）に備えた準備金の数理的評価を実施している。この評価

は、専門家により広く認識され、規制機関により要求された方法に基づくものである。

・　異常災害リスク：異常災害リスクとは、多数の保険金請求を生じさせるような重大な事態（暴風

雨、民事責任のリスク等）に対するエクスポージャーである。大抵の場合、国家規模でこのリスク

をプールする可能性はほとんどなく、又はリスクは企業のソルベンシーを脅かすほど深刻である。

したがって、このリスクについては、例えば自然災害若しくは攻撃等が生じた場合には政府によ

り、又は特に暴風雨若しくは民事責任請求が生じた場合には民間の再保険会社により、又は再保険

プールを通じて、再保険が掛けられる。

このリスクに対して備えるために、会社は200年間の返済期間を選ぶことを決定した。事業の展開に合わ

せて優先度を適応させている。

 

リスクの集中

再保険の補償を伴う被保険リスクの性質は、保険リスクの集中に関する特定のエクスポージャーを生じ

させない。

 

COFACE

その活動を通して、Cofaceは主に２種類のリスクにさらされている。最初のリスクは、Cofaceの保険証

書のポートフォリオにかかる損失のリスクにより構成された技術的なリスクである。２番目のリスクは、

金利、為替レート又は有価証券若しくは不動産投資の市場価値の悪化から生じる損失のリスクに関連する

財務リスクである。Cofaceは、これらのリスクを統制し、それらが保守的な範囲内にとどまるようにする

ことを目的とした手段を実践してきた。

 

技術的なリスク

信用リスクは、保険証書のポートフォリオによって生じた損失のリスクに関連するものである。Coface

は多くの手続を通じて信用リスクを管理しており、その範囲には商品に関する保険期間の承認、価格設

定、信用リスクヘッジの監視及びポートフォリオの多角化が含まれている。伝統的に、Cofaceは頻発リス

クとイベントリスクとを次のように区別をしている。

・　頻発リスクとは、多数の債務者からの滞納が突然大幅に増加するリスクのことである。このリスク

は、DRA（債務者リスク評価）の基準に基づく引受率又は製品ラインによる（預金、単独のリスク）

瞬間損害率（注１）並びにDRA及び事業部門による国内／輸出信用における変動を分析する月々の指

標の監視を行うことで、各地域及び国につき測定される。不払いの額は、当行グループの業務執行

役員会によって毎週、及びCofaceの引受委員会によって毎月、分析される。異なる引受業務部につ

いての損害率も、Cofaceの連結レベルで監視される。

 

(注１)　瞬間損害率とは、損失率の変動を再現する週ごとの指標である。これは各地域及び各国において監視され、

とりわけ引受会社が可能な限り速やかに是正措置を導入するべくそのポートフォリオにおける変動を監視

し、悪化を検知することができるように、Cofaceにより毎週報告される。

 

・　イベントリスクとは、同一の債務者若しくは債務者グループについて記録された異常に高い損失、

又は同一の国にかかる損失の累積のリスクのことである。イベントリスクの補填は、Cofaceの再保

険の主要な目的である。

各地域及び国のレベルでの毎週及び毎月の監視に加えて、Cofaceは次の内容に基づく体制を敷いてい

る。
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・　債務者ごとの特定の額（現在では、全Coface引受センターについて0.5百万ユーロ）を超過する保険

請求準備金の集中。これについてはその後、情報、引受け及び回収の実績を向上させるために、事

後分析が行われる。

・　リスク引受けレベルでは、DRAに基づく未払負債の特定のレベルを超えるため承認が必要となる監視

及びCofaceの引受部門による全体予算の設定。

・　すべての債務者を網羅するDRAリスク評価システム

 

信用リスクのポートフォリオの多様化

債務者による債務不履行、特定の活動分野における停滞又は所定の国における有害事象が全体的な損害

賠償費用に過度な影響を有しているリスクを最小限にとどめるために、Cofaceは多様化した信用リスクの

ポートフォリオを維持している。この保険契約には、契約中の信用限度の変更を可能にする条項も含まれ

ている。さらに、Cofaceのリスクの大多数が短期のものである（全未払負債の95％）という事実によっ

て、比較的速やかに当該債務者又は債務者グループのために保証するリスクを軽減し、その支払能力の低

下を予測することが可能になる。

 

2014年12月末における債務者のリスクに対するエクスポージャー

国家取引／全保証付き商品を除く、署名された契約

トランシェ-買い手の未払い負債全額

未払い負債

（単位：

百万ユーロ） 限度額 買い手の数 未払い負債

拒　否 0 876,135 622,468 0.00％

１千ユーロ - 10千ユーロ 3,624 516,960 478,034 0.71％

11千ユーロ - 20千ユーロ 5,990 466,056 373,118 1.18％

21千ユーロ - 30千ユーロ 4,669 282,170 179,865 0.92％

31千ユーロ - 40千ユーロ 3,323 180,379 92,124 0.65％

41千ユーロ - 50千ユーロ 5,125 185,586 109,225 1.01％

51千ユーロ - 60千ユーロ 2,952 118,600 52,263 0.58％

61千ユーロ - 70千ユーロ 3,145 107,361 47,647 0.62％

71千ユーロ - 80千ユーロ 2,941 90,449 38,686 0.58％

81千ユーロ - 90千ユーロ 2,823 79,672 33,370 0.56％

91千ユーロ - 100千ユーロ 5,393 100,225 54,764 1.06％

101千ユーロ - 150千ユーロ 13,368 299,841 107,122 2.63％

151千ユーロ - 200千ユーロ 11,210 206,145 63,509 2.21％

201千ユーロ - 300千ユーロ 18,889 295,222 76,633 3.72％

301千ユーロ - 400千ユーロ 14,837 198,560 42,552 2.92％

401千ユーロ - 500千ユーロ 13,455 152,889 29,987 2.65％

501千ユーロ - 800千ユーロ 29,827 301,827 47,154 5.87％

801千ユーロ - 1,500千ユーロ 45,696 345,524 42,170 8.99％

1,500千ユーロ - ３百万ユーロ 55,009 285,361 26,274 10.83％

３百万ユーロ - ５百万ユーロ 42,944 159,634 11,187 8.45％

５百万ユーロ - 10百万ユーロ 56,353 151,795 8,139 11.09％

10百万ユーロ - 50百万ユーロ 103,360 157,173 5,433 20.34％

50百万ユーロ - 100百万ユーロ 25,186 19,206 367 4.96％

100百万ユーロ - 200百万ユーロ 16,892 10,006 128 3.33％

200百万ユーロ以上 21,025 6,695 45 4.14％

合　計 508,036 5,593,471 2,542,264 100.00％
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当行グループの信用リスク基準の監視を確保するために、二段階の管理が設けられている。

 

金融リスク

Cofaceは、その戦略的配分の明確化、保険会社を制御する規則及びその負債の管理に関する制約を通じ

た金融リスク管理を含む投資方針を施行している。従って、金融リスクの管理は、基準及び管理の厳格な

システムに基づいており、以下を定期的に検討している。

・　金利リスク及び信用リスク：Cofaceの配分の大多数は、経常的かつ安定的な収益を保証する確定利

付商品である。債券ポートフォリオの総合最大感度(注１)は、意図的に４を上限と定められてお

り、2014年12月31日では３であった。Cofaceはギリシャ又はポルトガルのソブリン負債のエクス

ポージャーにはさらされていない。Cofaceは、確定リスク予算の一部としてイタリア、スペイン及

びアイルランドのソブリン負債の限定的なエクスポージャーにさらされている。

 

(注１)　債券の感度は、金利が引き上げられた場合の債券の価値損失を測定するものである。例えば感度が３の債券

は、金利が１％上昇した場合に市場価値が３％下落する。

 

・　為替レート・リスク：Cofaceの投資対象の大多数はユーロ建てである。その他の通貨を使用する子

会社及び支店は、同様の一致原則を順守しなければならない。2014年には、米ドル建て、英ボンド

建て及び豪ドル建ての債券への投資をヘッジするために、スワップや外国為替商品の先渡取引を通

じた組織的な外国為替ヘッジが、すべてのCofaceの欧州の事業体を含むポートフォリオに配置され

た。

・　エクイティ・リスク：エクスポージャーはポートフォリオの10％を下回るように上限が定められて

おり、主要事業に関連してユーロ圏に集中させられている。2014年12月31日現在、上場株式は投資

ポートフォリオの7.4％に相当し、外部のショックを軽減するために、指数上のプット・オプション

の取得を通じて部分的な任意のヘッジが行われている。

・　取引相手方リスク：どの取引相手方に対しても、短期エクスポージャーの例外的な除外を除き、最

大エクスポージャーは運用資産の５％に設定されている。直接保有されている債券の80％超が投資

適格債であり、BBB-を超える平均格付け(注２)を保持している。

 

(注２)　３つの国際格付機関から入手可能な３つの格付けのうち２番目に低い格付け。２つの格付機関からしか格付

けが得られない場合には、低い方の格付けが対象とされる。１つの格付機関からしか格付けが得られない場

合には、その格付けが対象とされる。

 

・　流動性リスク：債券ポートフォリオの59％超は、2014年12月31日現在で３年未満に満期が到来する

ものであった。ポートフォリオの圧倒的多数はOECD市場に上場されており、現時点で流動性リスク

は低いと考えられている。

Cofaceの投資方針順守に対する二次的な管理もまた行われている。

 

CEGC

Compagnie Européenne de Garanties et Cautionsは、当行グループの多角的な事業分野のための保証会

社であり、保証のプラットフォームである。この会社は、引受リスク、市場リスク及び再保険会社の債務

不履行リスクに加えてオペレーショナル・リスクにさらされている。

ソルベンシー２の指令に従って、CEGCは４年前に、個人顧客向け住宅ローンの保証のための内部引受リ

スク評価モデルについて、金融健全性監督・破綻処理機構（Autorité de Contrôle Prudentiel et de

Résolution：ACPR）の承認を取得するための手続を開始した。欧州指令は2016年１月１日に有効となるで

あろう。
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2014年に、CEGCはソルベンシー２の規制の効力発生に備えてACPRにより体系化された体制に参加した。

この体制の目的は、XBRL形式の新たな規制報告書の一部を提出し、CEGCの内部リスク評価の主要な結果を

示したORSA報告書を提出することである。

2014年下半期において、ACPRは、2015年の最終申込書の提出を前提に、予備承認の一環として、内部モ

デルの一部の見直しを行った。

 

引受リスク

引受リスクは、CEGCがさらされる主なリスクである。CEGCにより保証の受益者に対して与えられる約定

は結果的に保険契約者に対する直接的なエクスポージャーとなるため、これは原則的に保険契約者の債務

不履行のリスクである。実行している保険契約に係る未収の保険料収入のための引当金及び債務不履行と

なった保険契約に係る支払請求の準備金を通じて、負債となったこれらのエクスポージャーについて引当

が行われる。

これらの管理対象約定又は引当金は、2014年12月31日現在で合計1.2十億ユーロ近く（2013年末現在と比

較して11.0％増）に達する。かかる増加は、2013事業年度と同様、主として個人顧客向け住宅ローンの保

証によるものであった。

不動産開発部門の約定の増加は、事業分野レベルで重大性の大きい請求のための引当金に関するもので

ある。厳しい環境において、不動産開発活動は2014年には損失が増加した。過去５年間の損失率は35％と

安定しているが、これはこの事業がCEGCの事業全体のわずか２％にしか相当しないことによる。

 

CEGCの残高

(単位：百万ユーロ)

CEGCの市場 2014年12月

増減

（2014年12月

対2013年12月）

個人顧客 1,073 10.3％

一戸建て住宅建設業者 12 9.1％

資産管理者 - 不動産業者 7 16.7％

事業会社 16 23.1％

不動産デベロッパー 19 533.3％

専門家 52 10.6％

社会経済 - ソーシャル・ハウジング 24 20.0％

ランオフ事業 11 (47.6)％

合計 1,214 11.0％

 

市場リスク

CEGCは、2013年12月31日現在の1.2十億ユーロに対して、2014年12月31日時点では貸借対照表上に1.3十

億ユーロのポートフォリオを保有している。投資ポートフォリオは、資本引当金及び技術的引当金により

完全に担保されており、主に債券により構成されている（72％超）。

ポートフォリオ管理は安定しており、保険事業、とりわけ資産運用契約を規制する基準に従っている。

かかる基準は、流動性レベルに加えて、資産の種類及び性質、ポートフォリオの分散レベルを網羅してい

る。

これらのリスクを管理するシステムは、(１)ポートフォリオ全体に対して及び資産クラスに応じて適用

される制限、規則及び警告を詳述した財政管理規定並びに(２)かかる規則の順守を監視し、資産配分ポリ

シーを施行し、実行された取引の収益を検討する特別委員会（ALM委員会及び財政管理委員会）に基づいて

いる。
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(単位：百万ユーロ)

 

2014年12月31日 2013年12月31日

引当金の貸

借対照表上

価値総額

引当金の貸

借対照表上

価値総額

（％） 公正価値

公正価値

（％）

引当金の貸

借対照表上

価値総額 公正価値

株式 104 8.0％ 122 8.1％ 97 124

債券 942 72.1％ 1,085 72.6％ 862 913

分散運用 93 7.1％ 99 6.7％ 85 89

現金 84 6.5％ 84 5.7％ 96 96

不動産 62 4.7％ 78 5.3％ 64 80

ベンチャー・キャピタ

ル・ファンド 20 1.5％ 23 1.6％ 22 24

その他 1 0.1％ 1 0.1％ 9 7

合計 1,307 100％ 1,494 100％ 1,235 1,333

 

再保険リスク

CEGCは、その業務に合わせて作成した再保険プログラムを実施することにより、債務ポートフォリオを

ヘッジしている。かかるプログラムを通じて、当行はその保険所得及び融資保証市場におけるソルベン

シー・マージンを確保できるのみならず、融資保証以外の業務における重大な損失が発生する請求発生時

にその資本を保護することができる。

毎年、再保険ヘッジの必要性は業務及びポートフォリオにおいて観察されたリスクの変化に基づき定め

られる。

再保険会社の債務不履行リスクは、相手方集中制限及び格付け制限により統制されている。CEGCの再保

険プログラムは、S&Pの評価段階で少なくともAの格付けを有する再保険会社15社により引き受けられてい

る。

2014年12月31日現在、このプログラムは15百万ユーロを超える個人の請求を補償しており、その上限は

75百万ユーロである。請求が行われた場合、かかるプログラムは３回繰り返して実施される可能性があ

る。

 

オペレーショナル・リスク

CEGCのオペレーショナル・リスクは、デフォルト・マッピング・ツール及びその事業に合わせて調整さ

れたデータベースに基づくリスク管理システムを通して管理されている。かかるデータベースは、事象及

びリスクの状況を分類し、ナティクシスにより展開された手法に基づく修正のための行動計画を監視する

ために使用される基本的な枠組みである。

 

(b) 戦略リスク

戦略リスクは、以下により構成される。

・　選択した戦略に付随するリスク。

・　又はナティクシスが戦略を遂行できないことにより生じるリスク。

戦略リスクは、取締役会がこれを監視しており、戦略委員会によるサポートを受けて、ナティクシスの活

動を導く戦略を承認し、少なくとも年に１度見直しを行っている。取締役会はまた、戦略的投資計画に加

え、とりわけナティクシスの業績、その貸借対照表の構造又はリスク特性に重大な影響を及ぼす可能性があ

る取得及び処分を含む取引を承認している。

戦略の管理は、上級経営陣の権限のもと監視されており、ナティクシスの上級経営委員会がこれを支援し

ている。

これら様々な組織のメンバーについては「第５　提出会社の状況－５　コーポレート・ガバナンスの状況

等」に記載されている。取締役会の社内規定については、会合の召集手続を含めて、本書の「第５　提出会
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社の状況－５　コーポレート・ガバナンスの状況等　（１）コーポレート・ガバナンスの状況－(1) コーポ

レート・ガバナンスの管理及び監督－(a) 取締役会」を参照のこと。

 

(12) 金融安定化フォーラムの勧告による感応度の高いエクスポージャー

（以下のデータは、法定監査人により認定された財務書類の一部を構成している。）

2014年12月31日時点、ナティクシスは以下のリスクにさらされていた。

 

サブプライムABS及びCDOに対するエクスポージャー

2014年12月31日時点、サブプライムABS及びCDOは、206百万ユーロの総エクスポージャー（全部償却済み）

を示していた。

分離されたGAPCの決算の範囲内で、サブプライムABS及びCDOの取引は2014年度上半期に売却された。

 

(単位：百万ユーロ)

 エクスポージャー総額

2013年12月31日時点のエクスポージャー純額（減損後） 91

エクスポージャーの増減（清算、解約及び通貨の影響） (91)

2014年全体の減損 0

2014年12月31日時点のエクスポージャー純額（減損後） 0

 

モノライン保険会社に対するエクスポージャー

価格調整は、2013年12月31日現在の197百万ユーロに対して2014年中に94百万ユーロ減少して（BPCE保証の

影響は除く。）、2014年12月31日現在では103百万ユーロとなった。

 

(単位：百万ユーロ)

 2014年12月31日時点 2013年12月31日時点

 想定価額

価格調整前

のエクス

ポージャー 価格調整 想定価額

価格調整前

のエクス

ポージャー 価格調整

サブプライムCDOに対する

プロテクション
- - - - - -

CLOに対するプロテクション 189 11 (1) 358 21 (6)

RMBSに対するプロテクショ

ン 53 7 (7) 56 8 (7)

CMBSに対するプロテクショ

ン - - - 38 1 -

その他のリスク 2,324 407 (95) 4,335 462 (184)

合計 2,566 425 (103) 4,787 492 (197)

 

(単位：百万ユーロ)

 2014年12月31日 2013年12月31日

価格調整前のエクスポージャー 425 492

価格調整 (103) (197)

残存エクスポージャー 322 295

割引（％） 24％ 40％

 

サブプライムRMBSを含む米国のRMBSポートフォリオ

2014年12月31日現在、財務書類におけるエクスポージャーは、以下のとおりであった。
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(単位：百万ユーロ)

米国のRMBS

エクスポージャー

純額

（2013年12月

31日現在）

2014年度に

おける変動

その他の

変動

エクスポージャー

純額

（2014年12月

31日現在）

トレーディング勘定 - - - -

資産ポートフォリオ（公正価値オプション） - - - -

貸出金及び債権ポートフォリオ 2 - (2) -

売却可能資産ポートフォリオ - - - -

非ラップ形式 2 - (2) -

トレーディング勘定 - - - -

貸出金及び債権ポートフォリオ 21 - 21 -

ラップ形式 21 - (21) -

トレーディング勘定 1 - (1) -

貸出金及び債権ポートフォリオ - - - -

米国政府機関 1 - (1) -

合計 24 - 24 -

BPCE保証の対象であるエクスポージャー純額（％）    0％

外部保証の対象であるエクスポージャー純額（％）    0％

 

ヨーロッパのRMBS

 

英国のRMBSに対するエクスポージャー純額

(単位：百万ユーロ)

英国のRMBS

エクスポー

ジャー純額

（2013年12月

31日現在）

2014年度に

おける変動

その他の

変動

エクスポー

ジャー純額

（2014年12月

31日現在） AAA AA A BBB BB B CCC C

トレーディング勘定 - - 60 60 3 14 40 3 - - - -

資産ポートフォリオ（公正

価値オプション） - - - - - - - - - - - -

貸出金及び債権ポートフォ

リオ - - - - - - - - - - - -

売却可能資産ポートフォリ

オ - - - - - - - - - - - -

合計 - - 60 60 3 14 40 3 - - - -

BPCE保証の対象であるエク

スポージャー純額（％）    0％         

外部保証の対象であるエク

スポージャー純額（％）    0％         

 

スペインのRMBSに対するエクスポージャー純額

(単位：百万ユーロ)

スペインのRMBS

エクスポー

ジャー純額

（2013年12月

31日現在）

2014年度に

おける変動

その他の

変動

エクスポー

ジャー純額

（2014年12月

31日現在） AAA AA A BBB BB B CCC CC

トレーディング勘定 - - 5 5 - - 5 - - - - -

資産ポートフォリオ

（公正価値オプション） - - - - - - - - - - - -
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貸出金及び債権

ポートフォリオ 12 - (12) - - -  - - - - -

売却可能資産

ポートフォリオ - - - - - - - - - - - -

合計 12 - (7) 5 - - 5 - - - - -

BPCE保証の対象であるエク

スポージャー純額（％）    0％         

BPCE保証の対象であるエク

スポージャー純額（％）    0％         

 

CMBS

 

(単位：百万ユーロ)

CMBS

エクスポー

ジャー純額

（2013年12月

31日現在）

2014年度に

おける変動

その他の

変動

エクスポー

ジャー純額

（2014年12月

31日現在）

トレーディング勘定 - - 38 38

資産ポートフォリオ（公正価値オプション） - - - -

貸出金及び債権ポートフォリオ - - - -

売却可能資産ポートフォリオ - - - -

合計 - - 38 38

BPCE保証の対象であるエクスポージャー純額（％）    0％

 

格付別 ％内訳

AAA 0％

AA 0％

A 67％

BBB 13％

BB 0％

B 20％

CCC 0％

CC 0％

C 0％

格付なし 0％

合計 100％

 

国別 ％内訳

英国 11％

米国 0％

ヨーロッパ 88％

その他 1％

合計 100％

 

財政支援を受ける国に対するエクスポージャー

 

2014年12月31日現在、財政支援を受けている国におけるソブリンリスクに対するエクスポージャーは以下

のとおりであった。
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(単位：百万ユーロ)

2014年12月31日現在(a) 2013年12月31日現在(a)

ソブリン債

デリバ

ティブ(b) その他 合計 ソブリン債

デリバ

ティブ(b) その他 合計

キプロス 0 0 0 0 0 0 0 0

スペイン 4 (2) 2 4 330 (6) 3 327

ギリシャ 6   6 8   8

アイルランド 24   24 13   13

ポルトガル 6   6 54   54

合計 40 (2) 2 40 405 (6) 3 402

(a)　法人を除く。

(b)　クレジット・デリバティブを含む。

 

欧州連合の財政支援を受けている２つの国は、2014年に無事にプログラムを終了した（2014年１月にアイ

ルランド、2014年５月にポルトガル）。

 

５ 【経営上の重要な契約等】

 

主要な契約

 

ポートフォリオ管理の実施（GAPC）

BPCEとナティクシスは、GAPCの信用ポートフォリオ資産により引き起こされる将来のナティクシスの損失

及び業績の変動性を防ぐために、保護対策を実施した。GAPCは、2014年６月に（ナティクシスの継続する活

動にその資産の大部分を売却し、残りのポジションを譲渡することにより）閉鎖された。

この保証に関する情報の詳細は「第２　企業の概況－３　事業の内容－ナティクシスの事業分野－(e)

GAPC」の項において入手することができる。

 

６ 【研究開発活動】

 

該当事項なし。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 

本項に含まれる将来予測に関する記述は、本書の提出日現在の予測である。

 

(1) 2014年12月31日に終了した事業年度

(a) 2014年12月31日現在の経営報告書

① 方法論に関する注記

2013年度の財務書類は、協調投資証券の処分のプロフォーマで表示されている。

2014年における部門の表示は、以下の変更を考慮している。

・　2013年のプロフォーマの、SFS部門のCACEIS持分のコーポレートセンターへの譲渡

・　2013年のプロフォーマの、BPCE Assuarancesの連結（2014年１月１日に遡及適用）

・　Capital Investissementの資産運用会社のNGAMへの譲渡（2014年１月１日に遡及適用）。Capital

Investissementの投資ソリューション部門における純収益は、現在投資ファンドによる収益のみに限

られている。

・　GAPCのエクスポージャーの削減の進歩により、この分離媒体は、2014年６月30日に閉鎖された。GAPC

は、この分離構造の閉鎖日である2014年６月30日まで個別の事業として表示されていた。残余ポジ

ションはホールセール・バンキングに振替えられた。

 

バーゼル３の下で測定された事業分野業績の評価

2013年以降、ナティクシスの事業分野の収益は、バーゼル３規制に従って表示されている。

資本は、そのバーゼル３の平均リスク加重資産の９％の基準で、ナティクシスの事業分野に分配され

る。

保険事業に特有である資本配分は、CRD４及びCRR（「デンマーク妥協」）に規定されたとおり、保険会

社における投資のためのバーゼル３の会計上の取扱いに基づいている。2014年より、CEGCに割り当てられ

た資本は「デンマーク妥協」からの除外を反映するため調整される。現在は、構造のリスク加重資産に基

づいており、フランチャイズへの加盟を前提としている。

慣例により、標準の株主資本の利益率は、３％に留まった。

様々な事業分野によって創出された利益を断定するうえで適用される規則は、以下のとおりである。

・　割り当てられた規制目的上の自己資本の利益率を各事業分野が記録していること。

・　各部門を構成する事業体の株式資本利益率が消去されていること。

・　のれんの持ち越し費用をコーポレートセンターが全額負担すること。

・　各部門にナティクシスの諸経費の大部分についての金額の請求書が送られること。請求書が送られ

ない部分は、ナティクシスの総費用の３％未満である。

自社債務の公正価値調整は、コーポレートセンターにより認識される。

超劣後債務（DSN）は持分金融商品として分類された一方、これらの商品に係る利息費用は、損益計算書

において認識されていない。

ナティクシス及び各事業分野のROE及びROTEは、以下のとおり計算される。

・　ナティクシスのROEを求めるためには、純利益（グループ持分）からDSNの利息費用を差し引き、株

主資本として認識される税効果控除後の結果を使用する。使用される株主資本は、IFRSに従った年

間の平均株主資本（グループ持分）であり、配当金を分配し、株主資本として認識される未実現又

は繰延の損益を消去した後、DSNを除外したものである。

・　2013年12月31日以降、事業分野のROEの計算は、標準の株主資本と事業分野に関連するのれん及び無

形固定資産を足した額に基づく。プロフォーマの計算は、これら2013年のデータに基づき実施され

た。

・　ナティクシスのROTEは、分母に配当金の分配後の平均簿価（平均ハイブリッド負債、平均無形固定

資産及び平均のれんを除き、持分法適用会社において認識されたのれんを含む。）を用いて求めら

れる。分子は、純利益（グループ持分）から税引き後のDSNに係る支払利息を差し引いた額から成

る。
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② 2014年の重要事象

2014年下半期において、ナティクシスは、ドル及びその他の主要通貨に対するユーロの大幅な下落、欧

州の利回りの継続的な低下並びに欧州市場の安定性と比較した米国市場の改善の影響を受けた。経済面で

は、欧州が再び低成長及び低インフレに苦しんだ一方、米国経済はさらに力強く成長した。最後に、石油

価格は下半期に約50％下落した。

2014年、ナティクシスのホールセール・バンキング部門は、ニュー・フロンティア戦略計画の目標に

沿って、すべての事業分野にわたる構造構築計画を開始した。

ナティクシスは、企業及び顧客への支援の提供における専門知識を拡張し、ArkemaによるBostikの買収

等の象徴的な取引において主導的な役割を果たした。株式発行市場における専門知識を強化し、2014年に

フランスで実施された取引数で第２位のブックランナーとなった（出所：Bloomberg－引受会社ランキン

グ）。航空、輸出、インフラストラクチャー、エネルギー及びコモディティ部門における大規模且つ高付

加価値なストラクチャード・ファイナンス取引、戦略的且つ買収用資金調達並びに不動産ファイナンスを

実施した。ナティクシスは、2014年のフランスのシンジケート・ローン市場におけるブックランナーとし

て第２位（出所：Thomson Reuters）、EMEA地域のプロジェクト・ファイナンスのマンデート・リード・ア

レンジャーとして第９位、南北アメリカ大陸におけるマンデート・リード・アレンジャーとして第10位及

び2014年のグローバル市場におけるマンデート・リード・アレンジャーとして第11位（出所：Project

Finance International）、フランスにおけるLBOのファイナンシングにおけるブックランナーとして第２

位及び2014年のEMEA地域において第11位となった（出所：Thomson Reuters）。

資本市場では、ナティクシスは、特に商業上の大成功を収めたキャッシュ・エクイティ事業及びエクイ

ティ・デリバティブ事業において、顧客のニーズに一層応えるよう戦略を適応させた。ナティクシスはま

た、利回りの条件は追い風にはならないが、債券取引における堅実な販売の躍進も維持し、これらの市場

でフランチャイズを強化した。上位に入ったランキングには、フランスにおけるユーロ債発行市場におけ

る第１位のブックランナー（出所：Dealogic）、2014年のユーロ・カバード・ボンド発行市場における第

１位のブックランナー（出所：Dealogic）、2014年の金融機関向けユーロ債発行市場における第４位の

ブックランナー（出所：Dealogic－Covered Bonds, Senior Unsecured, Subordinated, Liability

Management and ABS/MBS in euros）が含まれる。

ナティクシスは、顧客にクロス分析に基づく領域横断的な専門知識を提供するための専門知識をまたい

だ研究を開発した。ナティクシスは、経済研究、エクイティ、信用、投資戦略、コモディティ並びに債券

及び外国為替の６つの専門分野についてフランスに最大の研究チームの一つを置いた。

販売活動の改善及び有名な製品イノベーションにより、グローバル取引銀行業務の財務実績は大幅に改

善した。この成功は、米国、ラテンアメリカ、東南アジア及びドバイにおける的を絞った開発戦略並びに

その提供の拡大を促した。

ナティクシスはまた、販売開発能力を向上させ、顧客のニーズに応じるため、構造構築計画を実施し

た。かかる計画には、単一の顧客関係管理（CRM）アプリケーションの展開及び顧客参照プロセスの向上に

責任を負う部門の設置が含まれていた。

ナティクシスはさらに、2014年において国際的なプラットフォームを開発した。南北アメリカ大陸プ

ラットフォームは、チリ、コロンビア、ペルー、メキシコ、カナダ及び米国における存在感を高めること

で地理的な拡張戦略を継続した。すべての事業分野において堅調な業績を示し、製品及びサービスの幅を

広げた。アジア太平洋地域において、ナティクシスは特筆すべき商業上の成功を収め、東京における販売

プラットフォームを向上させ、プロジェクト・ファイナンス及びインフラストラクチャー・ファイナンス

に特化したファイナンス業務チームをシドニーに設置した。最後に、EMEAプラットフォームの事業は、ロ

ンドンにおける資本市場活動の大幅な発展、トルコにおける最初の債券発行のローンチ及び中東における

イスラム金融の展開により特徴付けられた。

2014年において、投資ソリューション部門は、さらに厳しさを増すヨーロッパの状況に対し、引続き上

昇傾向の米国の経済環境において、４つの事業分野（資産運用、保険、プライベート・バンキング及びプ

ライベート・エクイティ）のナティクシスの他の主要な事業及びGroupe BPCEのネットワークとの相乗効果

を拡大させた。
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Natixis Global Asset Management（NGAM）は、2014年に成長し続け、2014年３月31日現在でヨーロッパ

のプライベート・エクイティ・アセット・マネージャー（Naxicap、Seventure、Alliance Entreprendre、

Euro PE & Dahlia）を、また2014年４月１日現在でこの活動の持株組織を買収した。2014年６月、NAM SA

は、グローバルな戦術的配分に特化した100％子会社であるNAM USを立ち上げた。2014年９月30日現在、

NAM SAはさらに25％の株式保有を取得して（保有比率を50.1％とし）、Dorvalを買収した。2014年12月、

NGAMは世界最大級の市場の一つであるカナダのリテール市場に参入するため、トロントを拠点とする

NexGen Financialの株式の100％を取得した。最後に、2014年にNGAMは資産運用会社であるHansbergerを売

却した。

2013年の非常に堅調な実績の後、2014年は販売プラットフォームにより生まれた業績及び資金流入に関

して目覚しい一年となった。

・　NGAM USの運用資産額（462.9十億米ドル）と同様、NGAMの運用資産額は735.5十億ユーロで新たな

ピークに達した。

・　純流入額は合計27.7十億ユーロとなり、2006年以来の（カーレント・ユーロ・ベイシスでの）過去

最高水準に達した。

・　NGAM US Distributionは、総額と純額の両方について、それぞれ60.2十億米ドルと20.5十億米ドル

という流入額を記録した。12月末現在、NGAMは長期商品のリテール純流入額に関し、米国において

第７位であった。

・　NGAM International Distributionは、長期商品について総流入額が32十億米ドルとなり、純流入額

が長期商品についての14.2十億米ドルを含む11.2十億米ドルとなった。

プライベート・バンキング部門は、2014年において個人、事業主及び上級管理者の顧客セグメントにお

ける堅調な販売の伸びを維持し、流入額は約1.4十億ユーロとなった。

2014年、Banque Populaire Loire et Lyonnaisの調印により開始した全国的な商取引関係の憲章の策定

を含め、Banques Populaires banks及びCaisses d'Epargneとの販売協力が大きく発展した。

5.79十億ユーロの運用資産額及び800の活発なIWMAにより、Sélection 1818は、提携先との商取引関係の

最適化を図るため、単一の地域におけるすべてのサービスを統合した新たなウェブサイトを立ち上げた。

2014年、Sélection 1818はまた、3,200の独立したウェルス・マネジメント・アドバイザーをランク付けし

たGestion de Fortune誌による第21回サプライヤー賞（Palmarès des fournisseurs）で第１位となった。

２年連続で、VEGA Investment Managersは、最優秀フレンチ・アセット・マネージャーとしてヨーロピ

アン・ファンズ・トロフィー賞（26から40の格付けのファンド）を受賞した。さらに、Elite 1818 Euro

Rendement fundは、Morningstarから５つ星の格付を付与された。

2014年９月、プライベート・バンキング事業分野は、すでにルクセンブルグにおいてウェルス・マネジ

メントの業務を行っていたが、ブリュッセルにNatixis Bankの支店を開設した。この取組みは、事業分野

の国際的な存在感を高めるためのナティクシス及びGroupe BPCEの戦略計画の一環である。

保険部門は、Groupe BPCEの銀行ネットワークの個人顧客及び機関投資家顧客の保険リスクの大部分をカ

バーする個人保険（生命保険、個人保護保険）及び損害保険（損害・災害保険）の２つのセグメントにお

いて本格的なバンカシュアランス・プレーヤーになるというニュー・フロンティア計画を踏まえた戦略的

な志を推進した。

損害保険においては、この戦略的な志により３月にBPCE及びMuracefが保有するBPCE Assuranceの持分の

60％が取得された。BPCE Assuranceは、Caisses d'Epargneが販売する損害・災害保険契約を提供する。同

社は１月１日に遡及してすべて連結された。買収後、Macif及びMaifは、BPCE Assurancesの持分の40％を

保有していた。

個人保険においては、2014年には、Caisses d'Epargneのネットワークで提供される生命保険及び個人保

護保険の展開の2016年の開始を目指して2013年末に立ち上げられたAssurément#2016計画が急速に展開され

た。55百万ユーロ超の予算及び平均で90人近い従業員により、この計画はすでに商品提供、販売構造、契

約条件の基本原則及びCaisses d'Epargneネットワークにおける計画の展開を支援する指針が形成されてい

る。
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最後に、2016年１月１日付で新たなパートナーシップを築くためにGroupe BPCE及びCNPにより実施され

た交渉の中で、2014年下半期に契約の主要条件が定められ、2015年第１四半期に締結される予定である。

Caisse d'Epargneネットワークにおける新たな生命保険及び個人保護保険事業はNatixis Assurancesを通

じて取り込まれ、現在CNPが保障している生命保険ポートフォリオにおける各当事者の持分は、特に

Natixis Assurancesによる10％の比例再保険を含むクロス・リインシュアランス・メカニズムを通じて調

整される。債務返済補償保険において、Natixis Assurancesは、主たる保険契約者であるCNPと共に、BPCE

ネットワークにより販売されたすべての保証の34％の共同保険契約者となる。

ソルベンシー２（以下「S2」という。）に備えて、事業分野はPillar Ⅲ及び将来のリスク評価に関する

作業を継続した。専用の報告ツールの統合並びに情報システム及びプロセスの適合と共に、2014年９月に

実施された試験中に、2013年12月31日現在のS2に関する健全性報告書が作成された。

事業分野により実施されるこの予備作業は、ソルベンシー２に基づく当行の自己資本マージンの十分な

カバレッジを証明する。しかし、将来の自己資本マージンの対象となる項目の最適化のため、事業分野の

持株会社は、Euronext Parisの統制市場での取引を許可された251百万ユーロの永久劣後債を発行した。

活動の面で、2014年は生命保険の流入額、個人保護保険のプレミアム（債務返済補償保険を含む。）及

び損害・災害保険のプレミアムが大幅に増加し、すべての保険セグメントで十分な販売の機運が見られた

年であった。

専門金融サービス部門は、専門金融及び金融サービスの両方の事業分野においてBPCEネットワークとの

関係に力を入れた。当該部門の事業分野はまた、業務効率及び革新に基づく戦略を実施する一方、一般営

業費用及び希少資源の利用の厳重な統制を続けた。したがって、

・　Chéques de Table
Ⓡ
の食事券を発行している従業員貯蓄計画は、2014年３月７日、Apetizの電子化

された食事券の提供を開始した。市場に導入された最初のバージョンは、Apetiz食事券カードだっ

た。これは、Natixis Payment Solutionsと共に開発された、銀行グループの専門知識に裏打ちされ

た市場における唯一の食事券カードである。Apetizは、最新のエレクトロニック・バンキング技術

（NFC非接触型決済を含む。）の恩恵を受けた（個人向けに発行され、PINコード、カード認証コー

ド及び有効期限等を使用する）完全な信頼性のある安全なカードである。

・　2014年10月25日、BNPP Personal Financeと開発した、消費者金融事業分野の消費者ローン管理のIT

プラットフォームが稼働を開始した。

金融投資部門において、2014年上半期末現在のCofaceの部分的なIPOは、92百万株（同社の株式資本の

58.7％）の募集という成功を収めた。ナティクシスは現在株式資本の41.2％を保有しており、Cofaceは依

然として完全連結会社である。Cofaceは2014年において堅実なリスク管理を行い、損失率は3.4ポイントと

大きく改善して50.4％となった。

コーポレートセンターにおいて、ナティクシスは2014年６月26日付でLazardのすべての持分を売却し

た。

各部門の発展は、厳格な財務管理と密接な関係がある。リスク加重資産（2013年のGAPCを含む。）は、

前年比で４％減少し、2014年12月31日現在115.1十億ユーロとなった。ホールセール・バンキングのリスク

加重資産は３％減少し、2014年12月31日現在72.2十億ユーロとなった。

当期純利益に対応する総資産利益率は、連結資産合計で認識され、2014年12月31日現在0.21％となり、

2013年12月31日現在の0.17％から上昇した。

 

③ 連結決算

 

(単位：百万ユーロ) 2014年

2013年

プロフォーマ

増減 2014年／2013年

％ ％
***

純収益
*

7,505 7,220 +3.9％ +3.8％

内訳：事業
**

7,689 7,423 +3.6％ +3.5％

費用 (5,391) (5,196) +3.8％ +3.7％

営業総利益
*

2,114 2,024 +4.4％ +4.2％

貸倒引当金 (300) (385) (22.0)％ (22.0)％
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営業利益
*

1,814 1,639 +10.6％ +10.4％

関連会社 40 21 +96.4％ +96.4％

その他資産に係る損益 78 17   

のれん価値における変動 (51) (14)   

税引前利益
*

1,881 1,663 +13.1％ +12.8％

税金 (639) (619) +3.4％ +3.4％

少数株主持分 (76) (14)   

経常純利益（グループ持分）
*

1,166 1,030 +13.2％ +12.7％

GAPC純利益 (28) (3)   

CCIの処分による影響 0 (70)   

再編費用（純額） 0 (51)   

純利益（グループ持分） 1,138 907 +25.5％ +18.4％

費用収益比率
*

71.8％ 72.0％   

　株式（平均） 16,227 17,310   

　ROE 6.7％ 5.0％   

　ROTE 8.3％ 6.6％   

*  GAPC及びCCIの処分のプロフォーマを除く。

** 主要業務及び金融投資

*** 米ドルの恒常為替レートに基づく。

 

連結損益計算書に含まれる主要な項目の増減の分析

ワークアウト・ポートフォリオ・マネジメント（GAPC）利益及び再編費用（純額）は、純利益（グループ

持分）に表示されている。この表示方法により、報告期間ごとの比較が容易になり、業績を解析しやすく

なった。

 

純収益

ナティクシスの純収益は、2014年12月31日現在7,505百万ユーロとなり、2013年12月31日から3.9％の増加

となった。当年度の純収益における自己優先債務の再評価(注１)は、マイナス208百万ユーロとなった。

自己優先債務の再評価による影響を除き、主要業務における堅調な伸び（４％増）を反映し、純収益は、

当年度中に４％増加し、7,713百万ユーロとなった。

事業によって創出された純収益(注２)は、3.6％増加して7,689百万ユーロとなった。すべての３つの主要

業務で収益が増加し、ホールセール・バンキング（経常外項目を除く。）で４％、投資ソリューションで

15％(注３)及び専門金融サービスで１％増加した。

ホールセール・バンキングの純収益は、資本及び流動性資源が限られていたにもかかわらず、主要な経常

外項目の修正(注２)により、3.7％増加した。

ファイナンシング業務における純収益は、堅調な事業水準により改善した（商業銀行業務で6.2％増及びス

トラクチャード・ファイナンス業務で5.4％増）。

市場活動において、債券、信用、外国為替、コモディティ及び資金のプラットフォームによる収益は、

2013年と比べて19.9％減少した。純収益に含まれる経常外項目(注３)の修正後は、2.3％の減少であった。エ

クイティ活動による純収益は、前年比で3.4％増加した。

 

(注１)　ナティクシスの自己優先債務の再評価が純収益に及ぼした影響は、2013年のマイナス195百万ユーロと比べて

2014年はマイナス208百万ユーロであった。

(注２)　主要業務及び金融投資

(注３)　2013年上半期におけるIFRS第13号の最初の適用（72百万ユーロ増）及び2014年における信用評価調整／債務

価値調整／調達評価調整の手法の変更（119百万ユーロ増）

 

投資ソリューションによる純収益は、特に米国における資産運用事業の堅調な躍進及び保険事業のすべて

のセグメントにおける収入の増加に支えられ、15％増加した。
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専門金融サービスにおける純収益は、当行グループのネットワークによる専門金融事業により、１％増加

した。金融サービスは、証券市場環境が依然として非支援的であるにもかかわらず、実質的に安定した純収

益により、持ち堪えた。

金融投資による純収益は、2013年と比較して３％減少し、828百万ユーロとなった。為替レート及び経常外

項目の影響を除くと、純収益は、Cofaceのクレーム処理に大きく起因し、6.2％増加した。

コーポレートセンターの純収益は、Lazardの持分の処分により2014年第２四半期において99百万ユーロの

キャピタル・ゲインを計上した。

 

一般営業費用及び人員

経常費用（GAPCを除く。）は、総額5,391百万ユーロとなり、米ドルの恒常為替レートで2013年と比べて

3.7％の増加となった。かかる増加は、主に（特に米国における）資産運用及び保険における投資ソリュー

ション部門の継続的な拡大（米ドルの恒常為替レートでは12％の増加）に起因していた。一方で、ホール

セール・バンキング部門における費用は、恒常為替レートで３％増加し、専門金融サービス部門における費

用は安定していた。

業務効率化計画により、2014年末現在で343百万ユーロ（その内2014年度に関するものは103百万ユーロ）

が削減された。

ナティクシスの人員は、2014年末現在の常勤労働者が15,365人となり、前年比で１％減となった。これ

は、投資ソリューション部門の人員が増加した以上にホールセール・バンキング部門及び金融投資部門にお

いて人員が減少したことにより生じた。

 

営業総利益

2014年の経常営業総利益（GAPCを除く。）は、2,114百万ユーロとなり、2013年と比べて４％増加した。自

己優先債務の再評価の影響を除くと、営業総利益（GAPCを除く。）は５％増加した。

費用収益比率（GAPCを除く。）は、0.2ポイント改善し、71.8％となった。自己優先債務の再評価の影響を

除くと、費用収益比率（GAPCを除く。）は、前年比で0.2ポイント増の69.9％となった。

 

税引前利益

2014年の貸倒引当金（GAPCを除く。）は、経済状況のわずかな改善及びポートフォリオに導入された取引

の質の堅実な管理を反映して2013年と比較して22％と急激に減少し、300百万ユーロとなった。

関連会社投資収益は、主に投資ソリューション及び金融投資の貢献により、前年比で堅実に増加し、40百

万ユーロとなった。

その他資産に係る損益は、2014年第３四半期における営業資産の売却によるキャピタル・ゲインに主に関

連して、2014年において78百万ユーロの増加に貢献した。

のれん価格における変動は、Corporate Data Solutionsののれんに係る減損損失に起因して、2014年は51

百万ユーロの損失となった。

2014年の税引前利益（GAPCを除く。）は、2013年の1,663百万ユーロと比較して、13％増の1,881百万ユー

ロとなった。これには、自己優先債務の再評価によるマイナス208百万ユーロ（2013年はマイナス195百万

ユーロ）の影響が含まれる。当該影響を除くと、2014年の税引前利益は、2013年から12％増加した。

 

経常純利益（グループ持分）

経常税金費用（GAPCを除く。）は、2014年においてマイナス639百万ユーロとなった。実効税率は、2014年

12月31日現在で33.8％であった。

少数株主持分のマイナス76百万ユーロを組み込んだ親会社持分経常純利益（GAPCを除く。）は、1,166百万

ユーロとなった。

2014年上半期において、GAPCの純損失はマイナス28百万ユーロに限定された。当該事業体は、2014年６月

30日付で閉鎖された。

GAPCを含む経常純利益（グループ持分）は、2013年の1,027百万ユーロと比べて、合計1,138百万ユーロと

なった（再編費用及びCCIの処分のプロフォーマを除く。）。
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連結管理ROEは、税引後で2014年において6.7％であった。

Tier1比率は、１年間を通して１ポイント上昇し、2013年12月31日現在の10.4％に対し、2014年12月31日現

在で11.4％となった。

 

④ ナティクシスの事業分野別分析

(ⅰ) ホールセール・バンキング

(単位：百万ユーロ) 2014年 2013年

2014年/2013年の変動

％ ％
*

純収益 2,781 2,867 (3.0)％ (3.1)％

　商業銀行業務 412 388 +6.2％ +6.2％

　ストラクチャード・ファイナンス業務 1,104 1,047 +5.4％ +5.5％

　資本市場 1,295 1,495 (13.4)％ (13.6)％

　与信ポートフォリオ管理及びその他 (30) (63) (51.9)％ (19.7)％

費用 (1,712) (1,657) +3.3％ +3.2％

営業総利益 1,069 1,210 (11.7)％ (11.9)％

貸倒引当金 (186) (312) (40.5)％ (40.5)％

税引前利益 904 899 +0.6％ +0.4％

　費用収益比率 61.6％ 57.8％   

　総資本 6,918 6,989   

　ROE 8.6％ 8.2％   

* 米ドルの恒常為替レートに基づく。

 

2014年、ホールセール・バンキングの純収益は2,781百万ユーロを計上し、これは2013年から３％の減少

であった。固定収益活動及び資金活動に関連する経常外項目（2013年は72百万ユーロの利益であり、2014

年は119百万ユーロの費用）を修正再表示すると、収益は3.7％増加した。かかる経常外項目は、2013年に

おけるIFRS第13号の最初の適用及び2014年における信用評価調整／債務価値調整／調達評価調整の手法の

変更に関連していた。

平均的取引のバリューアットリスクは、2013年が6.5百万ユーロであったのに対して、2014年は7.4百万

ユーロであった（GAPCを除く。）。

リスク加重資産及び流動性消費のマネージメントの要求にもかかわらず、商業銀行業務の収益は、貿易

金融活動の国際的な発展に支えられ、前年比で6.2％上昇した。バニラ・ファイナンスにおいては、信用枠

のドローダウン率は14％と極めて低かった。

ストラクチャード・ファイナンス業務の収益は、前年比5.4％の増加であった。O2D事業の水準は大幅に

（35％）上昇した一方、残高の増加は限定的（３％）であった。サービス手数料収入は、収益の33％を占

めた。

・　グローバル・エネルギー及びコモディティによる収益は、６％増加した。

・　航空機、インフラストラクチャー及び輸出の業務の寄与は、４％減少した。

・　不動産ファイナンスの事業分野は、純収益が21％増加し、その中でも欧州市場及び米国市場双方に

おいて著しく好調であった。

・　買収及び戦略ファイナンスの純収益は、７％増加した。

債券、信用、外国為替、コモディティ及び資金のプラットフォームによる収益は、2013年と比較して

19.9％減少した。上記の純収益に含まれる経常外項目を修正再表示すると、2013年の1,005百万ユーロに対

して2014年は982百万ユーロとなり、2.3％の減少となった。

・　デット・プラットフォーム業務の収益は、証券化活動の回復及び発行セグメントの躍進により、

2013年から６％増加し、寄与は21％増加した。ナティクシスは、2014年のフランスのユーロ建て発

行市場におけるブックランナーとして第１位（出所：Dealogic）及び2014年のユーロ建てのカバー

ド・ボンド発行市場におけるブックランナーとして第１位（出所：Dealogic）を受賞した。

・　固定収益業務（利回り、信用、外国為替）による収益は、ストラクチャード・レポによる寄与及び

新興国からの収益の減少により、５％減少した。固定収益活動及び外国為替活動は１年を通して拡

大した。
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・　コモディティ業務による収益は、特に石油を含むコモディティ市場が再び不安定になった結果、

21％増加した。

・　低金利のなか、短期的な資金活動による収益は、レポ取引量の減少により13％減少した。

株式業務は、432百万ユーロの純収益を計上し、2013年と比べて3.4％増加した。

・　株式市場業務による収益は、すべてのセグメント（現金、エクイティ・ファイナンス及びストラク

チャード・デリバティブ）にわたり堅調であったことにより、28％の増加となった。

・　アドバイザリー収益は、株式資本市場事業の著しい発展により32％増加した。

・　しかし、株式連動ファイナンス業務は、21百万ユーロの悪影響及び2014年に大規模な取引が不足し

ていたことにより、81百万ユーロの損失となった。

2014年、ホールセール・バンキングの費用は3.2％増加し、恒常為替レートで1,712百万ユーロとなっ

た。2013年に認識された米国における年金制度の見直しによる経常外収益15百万ユーロを修正再表示する

と、人件費は、平均従業員数の1.9％の減少により0.9％増加した。IT費用は２％減少した。その他の営業

費用は、３％増加した。

営業総利益は、2013年から11.7％減少して1,069百万ユーロとなった。上記の純収益に含まれる経常外項

目を修正再表示すると、営業総利益は、2013年の1,139百万ユーロに対し2014年は1,188百万ユーロ（4.3％

増）となった。

2014年の費用収益比率は61.6％であり、これは2013年より3.8ポイント減であった。上記の純収益に含ま

れる経常外項目を修正再表示すると、費用収益比率は、2013年の59.3％に対し2014年は59.0％（0.3ポイン

ト増）であった。

2014年の貸倒引当金は186百万ユーロで、フランスにおけるランオフ業務（海運及びコーポレート・ソ

リューション）及びバニラ・ファイナンスに大きく起因し、2013年と比較して40.5％減少した。

投下資本が厳しく管理されるなか、様々な業務が発展した。その結果、2014年12月31日現在、バーゼル

３によるリスク加重資産（RWA）は、2013年末現在が74.5十億ユーロであったのに対して、期末現在は72.2

十億ユーロであった。GAPCから譲渡された資産に係るリスク加重資産は、かかる資産についてBPCEが付与

する保証の影響を考慮後、2014年12月31日現在で2.5十億ユーロとなった。

バーゼル３の規則に従い計算された平均リスク加重資産及び使用された無形固定資産に基づき、割当資

本は2013年と比較してほぼ安定していた。

ROEは8.6％であり、2013年と比較して0.4ポイント増加した。上記の純収益に含まれる経常外項目を修正

再表示すると、2014年の税引後ROEは9.7％で、2013年より1.8ポイント（7.6％）増であった。

 
(ⅱ) 投資ソリューション

(単位：百万ユーロ) 2014年

2013年

プロフォーマ

2014年/2013年の変動

％ ％
*

純収益 2,818 2,447 +15.2％ +15.0％

　資産運用 2,136 1,832 +16.6％ +16.3％

　プライベート・バンキング 128 124 +3.2％ +3.2％

　プライベート・エクイティ・ファ

ンド 26 35 (23.5)％ (23.5)％

　保険 528 456 +15.7％ +15.7％

費用 (2,004) (1,793) +11.8％ +11.6％

営業総利益 815 654 +24.5％ +24.1％

　資産運用 569 458 +24.1％ +23.6％

　プライベート・バンキング 0 2 (80.6)％ (80.6)％

　プライベート・エクイティ・ファ

ンド 18 6   

　保険 227 188 +20.8％ +20.8％

貸倒引当金 5 19 (73.7)％ (73.7)％

税引前利益 817 678 +20.5％ +20.1％
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　費用収益比率 71.1％ 73.3％   

　総資本 3,522 3,485   

　ROE 15.4％ 13.5％   

* 米ドルの恒常為替レートに基づく。

 

投資ソリューションの収益は、前年比で15.2％増加（恒常為替レートで15.0％増）して2,818.4百万ユー

ロとなった。

費用は、主に保険セグメントにおけるAssurément#2016計画の実施及び資産運用事業の発展により、

11.8％増（恒常為替レートで11.6％増）となった。

営業総利益は24.5％増加（恒常為替レートで24.1％増）して、814.6百万ユーロとなった。

貸倒引当金は、5.0百万ユーロの急激な増加となった。このうち3.3百万ユーロは、資産運用、1.7百万

ユーロはプライベート・バンキングに関するものであった。

税引前利益は合計817.0百万ユーロとなり、恒常為替レートで20.5％増加した。

ROEは15.4％であり、2013年と比較して２ポイント改善した。

 

A 資産運用

NGAMは、2014年において引続き成長し、数々の賞を受賞した。

米国では、

・　2014年初め、Natixis Global Asset Managementは、2013年の実績の評価に基づくBarron's/Lipper

ランキングの米国におけるミューチュアルファンドの分野で、第１位となった。

・　Money誌の上位50社に、海外ファンドの分野において「Oakmark International」及び債券の分野で

「Loomis Sayles Bond」の２つのファンドが選ばれた。

欧州では、

・　Thomson Reuters及びUK Sustainable Investment Finance association（UKSIF）による社会的責任

投資（SRI）及び持続可能なファイナンスにおける欧州のトップ・プレイヤーに関する年次調査にお

いて、Mirovaが2014年の最良SRI資産運用会社に指名された。

・　Natixis Global Asset Managementは、2014年６月30日現在の運用資産額による欧州の主要な投資会

社の年間機関投資家ユーロ100位ランキングで第７位から第６位へ上った。

2014年12月末現在、運用資産額は735.5十億ユーロとなり、2013年12月31日と比較して、恒常為替レート

で63.4十億ユーロ増（9.4％増）となった。これは欧州及び米国において市場から重大な影響を受けたこと

（33.3十億ユーロ増）、また、2006年以来の高水準の純流入額があったこと（27.7十億ユーロ）に起因す

る。

 

■ 当事業年度における運用資産額の変動（単位：十億ユーロ）

 

 

純流入額27.7十億ユーロ（金融市場商品を除けば32.5十億ユーロ）は、特に米国における事業分野の推

進力をさらに加速させた。2014年末現在、純流入額は2006年以来の最高水準となった。
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・　米国では、主に、債券商品はLoomis、株式ビークルはHarrisにより、29.9十億ユーロの流入額を計

上した。

・　欧州では、流出額がマイナス2.8十億ユーロ（2013年はマイナス9.8十億ユーロ）（金融市場商品の

マイナス5.5十億ユーロを含む。）となった。金融市場商品を除くと、流入額は2.7十億ユーロ（NAM

の1.2十億ユーロ、H2Oの1.9十億ユーロ、Mirovaの0.8十億ユーロ及びOssiamの0.6十億ユーロを含

む。）となった。

・　プライベート・エクイティ会社により生じた純流入額は、600百万ユーロを超えた。

2014年の平均運用資産額は666.7十億ユーロとなり、（恒常為替レートで）2013年と比較して11.1％の増

加であった。

運用資産額に係る平均収益率は、2013年の25.4ベーシスポイントに対して27.2ベーシスポイントであっ

た。2014年末現在の商品構成においては、引続き債券商品及び保険商品が主流であった（それぞれ29.3％

及び25.9％）。

2014年末現在、純収益は、米国の資産運用会社の運用資産額に係る手数料を背景として、前年比で

16.6％増の2,136百万ユーロ（恒常為替レートで16.3％増）となった。

費用は、米国及び販売事業体の事業の発展に起因して2013年から14.1％増加し、1,567.4百万ユーロ（恒

常為替レートで13.9％増）となった。

 

B 保険

2014年、ほぼすべての保険支店が十分に売上を伸ばした。

生命保険のプレミアム流入額は4.36十億ユーロで、2013年と比べて32％増加した。ユニットリンク保険

に投資されたプレミアム（638百万ユーロ）はユニットリンク保険に起因する流入額の割合増加という戦略

目標に沿って、43％増とさらに大幅に改善した。投資ソリューション・サービスが事実上安定しているこ

と（前年比１％増）を考慮すると、2014年の純流入額は1.4十億ユーロ（2013年の3.6倍）となった。

個人保護保険及び債務返済補償保険のプレミアム（627百万ユーロ、15％増）は、個人保護保険事業が安

定していたこと（１％減）に対し、債務返済補償保険の活発な活動（21％増）に支えられた。

成熟した市場状況において、マルチリスク住宅保証の11％の成長及び自動車保証の８％の成長により、

Caisses d'Epargne及びBanques Populairesのネットワークにおける損害・災害保険のプレミアムは、

8.5％増加して1,060百万ユーロとなった。全体として、2014年における新規保険加入件数は1.1百万件を超

え、2013年と比較して12％増加した。

１年を通して大きな金融面での出来事及び天候に関連した出来事がなかったため、純収益は合計527.9百

万ユーロとなり、2013年と比較して15.7％増加した。これは、以下の事項によるものである。

・　歴史的な低金利の中での、生命保険による純収益（10.3百万ユーロ増、6.9％増）の正常化調整の継

続

・　個人保護保険及び特に債務返済補償保険による純収益の力強いさらなる成長（26.8百万ユーロ増、

22.1％増）。これは、予想を大きく上回る保険金請求がなく、プレミアムが大幅に増加したことに

牽引されたものである。

・　ポートフォリオの有機的成長及び十分に管理された経常的な保険金請求を通じた、損害・災害保険

による純収益の堅調な増加（33.9百万ユーロ増、18.3％増）。

 

一般営業費用は、12.1％増加し300.8百万ユーロとなった。これには、2016年から生命保険及び個人保護

保険の販売をCaisses d'Epargneのネットワークで展開するというAssurément#2016計画に割り当てられた

10百万ユーロが含まれる。

関連会社（フランスにおける自動車保険及びマルチリスク住宅保険のABP IARD、レバノンのADIR）は堅

調な利益を維持し、収入割合が14.1％拡大し、8.9百万ユーロとなった。

 

C プライベート・バンキング
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2014年12月31日末現在、ネットワーク内におけるB2Bプライベート・バンキング及び国際的且つ直接的な

資産運用が力強い伸びを示し、プライベート・バンキングは1,394百万ユーロの純流入額を記録した。

運用資産は、堅調な流入額及びより少ない割合ではあるが859百万ユーロのプラスの市場効果により、当

事業年度において10％超増加して24.7十億ユーロとなった。

2014年のプライベート・バンキングの純収益は、運用資産手数料の10％の増加及び仕組み商品の活発な

傾向を背景に、2013年と比較して3.2％増加し（3.9百万ユーロ増）128.1百万ユーロとなった。しかし、成

功報酬は2013年から3.3百万ユーロ減少し、非常に高い比較ベースを誇った。

費用は、マーキュリー計画（営業部門のツールの見直し）の立ち上げ段階に関連するIT費用に大きく起

因し、2013年から4.8％増加して127.7百万ユーロとなった。

 

(ⅲ) 専門金融サービス

(単位：百万ユーロ) 2014年

2013年

プロフォーマ 増減 2014年／2013年

純収益 1,262 1,253 +0.7％

専門金融 739 731 +1.2％

　ファクタリング 132 145 (8.7)％

　保証及び金融保証 133 120 +11.0％

　リース 198 199 (0.1)％

　消費者金融 258 249 +3.6％

　映画産業ファイナンス 17 18 (5.3)％

金融サービス 523 523 +0.1％

　従業員貯蓄計画 123 122 +0.7％

　決済 297 297 +0.2％

　証券管理 103 104 (1.0)％

費用 (832) (833) (0.1)％

営業総利益 430 420 +2.3％

貸倒引当金 (76) (79) (4.3)％

税引前利益 370 341 +8.4％

　費用収益比率 65.9％ 66.5％  

　資本合計 1,510 1,568  

　ROE 15.6％ 13.9％  

 

専門金融は2014年を通じて堅調な伸びを達成した。

消費者金融は、個人貸付契約において10％の年間成長を遂げ、またリボルビング・クレジット契約にお

いては２％の成長となった。

ファクタリング収益は、2013年から７％増加して31.9十億ユーロとなり、ファクタリング事業の市場

シェアは14.1％となった。

保証及び金融保証は、継続して活発な融資保証市場において280百万ユーロの収益を達成した。

リースは、引続きBanques Populaires及びCaisses d'Epargneネットワークへのサービス提供に再度焦点

を当て、新規事業において2013年と比較して６％の増加を記録した。

2014年における金融サービスの業績は、引続き堅調であった。

従業員貯蓄計画の運用資産は引続き増加し23.2十億ユーロとなった。証券管理は力強い成長速度を維持

し、Chèque de Table食事券の市場シェアは１ポイント増加し、15.5％となった。

2014年の決済事業は、特にエレクトロニック・バンキングの堅調な機運を享受した。カードの製造数及

び決済取引数は、それぞれ10％及び４％増加した。トランザクションと小切手事業はかなり対照的であ

り、全国的な小切手のプロセスが17％減少した一方で、マス・トランザクションは安定していた。
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証券管理は、2014年の取引件数が13％減少した。カストディ資産は、178十億ユーロで安定していた。

ネットワーク向けサービス提供は、引続き拡大した。

 

■ 2014年SFS純収益に関する事業別内訳

 

 

純収益は、常に変化するフランスの経済状況において、2014年に1,262百万ユーロとなり１％増加した。

専門金融の収益は、１％増加した。保証及び金融保証の純収益は、請求額の減少と財務収益の増加によ

り11％改善した。消費者金融の残高は９％増加し、収益は４％増加した。

金融サービスの収益は、前年比で安定していた。

専門金融サービスは2014年末の費用が832百万ユーロを記録し、2013年と比較して安定していた。

全体として、営業総利益は２％増加し430百万ユーロとなった。

貸倒引当金は十分に管理され、４％減少して76百万ユーロとなった。

税引前利益は、８％増加して370百万ユーロとなった。

ROEは15.6％であり、2013年と比べ平均で４％減少した割当資本の管理を改善するための継続的な努力を

反映し、1.7ポイント改善した。

 

(ⅳ) 金融投資

(単位：百万ユーロ) 2014年 2013年 増減 2014年／2013年

純収益 828 855 (3.1)％

　Coface 687 706 (2.7)％

　Corporate Data Solutions 83 101 (17.2)％

　NPE (13) (19) (29.1)％

　Natixis Algérie 69 66 +5.5％

　Ho Chi Minh 2 1 +48.9％

費用 (692) (749) (7.6)％

営業総利益 136 105 +28.7％

貸倒引当金 (10) (7) +45.2％

税引前利益 76 95 (20.1)％

　費用収益比率 83.6％ 87.7％  

 

A Coface

CofaceのIPOは大成功を収め、投資家が、歴史ある事業に再び焦点を当てている企業に信頼を置いている

ことを証明した。IPO後、NatixisのCofaceにおける持分は現在41.2％となり、依然としてNatixisの完全連

結会社である。
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2014年における収益は1.4十億ユーロで安定していた。連結範囲及び恒常為替レートでは、収益は2013年

から1.6％増加した。保険は、収益の95％を占め、実質的に安定していた（0.1％減）。ファクタリングは

２％増加した。

信用保険の残高総額は、前年比で13％増加し484.8十億ユーロとなった。

損害率（再保険控除後）は、2013年の53.8％に対し50.4％となり、3.4ポイント改善した。

2014年の純収益は687百万ユーロであり、2013年から2.7％減少したが、連結範囲及び恒常為替レート

（ブラジルにおける機関運営業務からの撤退及びハイブリッド負債に係る利息費用）では4.5％増加した。

営業総利益は、例外的項目を除き、比較可能ベースで31％増加した。

 

B Corporate data solutions

純収益は、2013年から17％減少して83百万ユーロとなった。これは主に、収益の23％の減少と営業利益

のバランスをとるというKompassが直面する問題によるものである。処分及び経常外項目を修正再表示する

と、事業による純収益合計は２％の減少であった。

 

C Natixis Private Equity（NPE）－ランオフ

NPEは圧倒的多数のファンド持分を保有し、現在ファンド・オブ・ファンズに匹敵する。2013年12月31日

現在と比較して、ナティクシスの運用資産（又はリスクにさらされている現金）の割合は2014年において

33％減少して193百万ユーロとなり、貸借対照表に記載されていない預託金は35％減少して58百万ユーロと

なった。

2014年の純収益は、2013年のマイナス19百万ユーロに対し、マイナス13百万ユーロであった。これは

2015年に売却される予定の７つのファンドの債務減免に関連するマイナス10.9百万ユーロの経常外効果に

よるものである。

2014年12月31日現在のリスク加重資産は、前年比で25％減少して606百万ユーロとなった。

 

D Natixis Algérie

現地の規制変更にもかかわらず、事業は引続き堅調であった。恒常為替レート且つ年平均ベースで、

2013年に対し、短期残高は27％増加、中長期残高は25％増加及び顧客預金は36％増加した。

Natixis Algérieの純収益は2013年から６％増加し、69百万ユーロとなった。取立手形に関する規制変更

の影響を除く恒常為替レートでは、純収益は13％の増加であった。

 

(ⅴ) コーポレートセンター

(単位：百万ユーロ) 2014年

2013年

プロフォーマ 増減 2014年／2013年

純収益 (184) (202) (9.1)％

　その内発行体のスプレッド (208) (195) +6.7％

費用 (151) (163) (7.7)％

営業総利益 (335) (366) (8.5)％

貸倒引当金 (33) (5)  

税引前利益 (286) (350) (18.4)％

 

コーポレートセンターによる純収益は、2013年がマイナス202百万ユーロだったのに対し、2014年はマイ

ナス184百万ユーロとなった。

2014年６月におけるLazardの持分の処分によるキャピタル・ゲインは、プラス99百万ユーロの寄与をも

たらした。

この項目及び発行体のスプレッドに関する再評価の影響を除くと、純収益は2013年がマイナス８百万

ユーロであったのに対し、2014年はマイナス76百万ユーロになったであろう。この数値には、特にナティ

クシスの資産負債管理に関連する取引が含まれている。

EDINET提出書類

ナティクシス(E15244)

有価証券報告書

152/617



コーポレートセンターの費用は、ナティクシスの事業分野に対するリインボイスが使われない費用で構

成される。これらの費用は、様々な経常外費用により2013年から８％減少した。

 

(ⅵ) 貸倒引当金

現在の貸倒引当金（GAPCを除く。）は、2013年12月31日現在のマイナス392百万ユーロと比べ、2014年12

月31日現在マイナス300百万ユーロとなった。部門別及び地理的地域別の内訳は以下のとおりである。

 

事業別の総合貸倒引当金

(単位：百万ユーロ) 2014年 2013年

ホールセール・バンキング (186) (312)

投資ソリューション 3 9

専門金融サービス (76) (79)

金融投資 (10) (7)

その他 (31) (3)

総合貸倒引当金 (300) (392)

 

地理的地域別の総合貸倒引当金

(単位：百万ユーロ) 2014年 2013年

アフリカ及び中東 (50) (14)

中央及びラテンアメリカ (4) (5)

北米 4 8

アジア及びオセアニア (33) (32)

東欧 (22) 3

西欧 (195) (352)

総合貸倒引当金 (300) (392)

 

(b) リファイナンス

短期リファイナンス

ユーロ圏の経済状況は引続き悪化し、2014年は超短期金利がゼロを下回り、金融政策への期待が高まっ

た。

Eoniaの調整及び短期金利曲線がマイナス圏に入ったことを受けて、９月に欧州中央銀行（ECB）はその

年２回目となる金利引下げを実施した。

貸出条件付長期資金供給オペレーション（TLTRO）の実施及び量的緩和容認の立場の採用により、ECBは

流動性の枯渇への懸念を和らげ、利回り曲線の平坦化を強調した。

これらの要素により、金融顧客及び非金融顧客は、投資期間の延長を強いられた。

年末現在の譲渡性預金証書の残高は2006年以来の最低水準となり、発行満期は下半期を通じて引続き長

期化した。

上半期に始まった傾向が継続し、特に米国内の発行体より高い利回りを提示する主要な欧州発行体に引

続き興味を示す米国投資家向けの海外事業は堅調であった。

 

ナティクシスによる短期債券発行プログラムの発行額

(単位：百万ユーロ又はユーロ換算額) 譲渡性預金証書

コマーシャル･

ペーパー

プログラムの額面金額
45,000

*
24,355

2014年12月31日現在発行済
37,777

**
10,104
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*　 フランスのCDNプログラム。

**　USCDの未償還額を含む。

 

長期リファイナンス

ユーロ圏における低成長及び低インフレに対し、ECBは対応策をとった。６月、Mario Draghi氏は、ユー

ロ圏の銀行に企業向け貸出しの増加を促すことによる一連のインフレ対応策及び景気てこ入れ策を発表し

た。かかる施策には、主要金利の引下げ、証券市場プログラム（SMP）に基づく不胎化停止、2016年末まで

の無制限の流動性割当及びTLTROの実施が含まれていた。これらの施策が意図した効果をもたらさなかった

ため、９月にECBは金利をさらに10ポイント引き下げることを決定し、ABS及びカバード・ボンドの買入プ

ログラムを発表した。

ユーロ圏の10年物政府債の利回りは、2014年を通じて下落した（10年物OATは2014年中に138ポイント下

落）。周辺国国債の利回りは、低金利環境にもかかわらず投資家が購入を求めたため、さらに下落した。

2014年、ECBはユーロ圏の銀行上位130行の貸借対照表を審査し、11月から直接監督している。ストレ

ス・テストも実施されたが、不愉快な不意打ちはなかった。銀行の信用スプレッドは１年を通じて縮小し

た。

米国の経済活動の改善及び失業率の下落により、連邦準備制度理事会は年間を通じて縮小緩和（資産買

入の減額）を継続することができた。10月、連邦準備制度理事会は、QE３プログラムに基づく債券買入を

終了した。主に石油価格の下落により米国のインフレ率は低い（12月のCPIは、11月の1.3％に対し0.8％）

が、連邦準備制度理事会は、より長期的にはインフレ率２％の目標を達成すると確信している。金融市場

は、2015年半ばに金利が上昇し始めると期待している。長期債は、米国の力強いマクロ経済データにもか

かわらず、10年物米国債は世界経済の後退及び低インフレにより、2014年を通じて下落した（１年で80ポ

イント減）。

こうした市場環境において、ナティクシスはその中長期リファイナンス・プログラムに基づき市場で合

計10.7十億ユーロ（2013年は14.9十億ユーロ）の資金調達を行った。公募債発行セグメントにおける唯一

の長期債発行体として、BPCEはナティクシスに対しユーロ換算額で合計6.3十億ユーロの融資を提供した。

 

ナティクシスによる中長期債券発行プログラムの発行額

 

(単位：百万ユーロ又はユーロ換算額) EMTN BMTN USMTN 債券発行

2014年12月31日現在発行 4,083 0 93 1,132

2014年12月31日現在発行済 9,280 1,095 218 3,943

 

(c) Natixis S.A.に関する情報

① Natixis S.A.の親会社の損益計算書

2014年、純収益は下記の影響を受けて36百万ユーロ増加し、3,720百万ユーロとなった。

・　金利マージンにおける146百万ユーロの減少

・　手数料収入（純額）における221百万ユーロの増加

・　変動利息有価証券による収益における１百万ユーロの増加

・　帳簿取引による収益における50百万ユーロの減少

・　売却目的で保有する有価証券の取引による収益における81百万ユーロの減少

・　その他バンキング取引営業収益及び費用における91百万ユーロの増加

固定資産の償却及び評価減を除き、営業費用は２百万ユーロ減少した。固定資産の償却及び評価減を考

慮した営業費用は、17百万ユーロの減少となった。

営業総利益は、1,553百万ユーロとなった。

貸倒引当金は、2013年から156百万ユーロ減少し、2014年はマイナス201百万ユーロとなった。

固定資産に係る損益は、202百万ユーロの赤字であった。

純利益は、2013年が2,323百万ユーロであったのに対し、1,305百万ユーロとなった。

EDINET提出書類

ナティクシス(E15244)

有価証券報告書

154/617



2014年12月31日現在、貸借対照表は合計454,928百万ユーロとなり、2013年12月31日現在の398,821百万

ユーロから増加した。

 

② 利益分配案

2014年12月31日現在のナティクシスの財務諸表において、純利益は1,305,316,943.00ユーロの黒字であ

り、利益剰余金の500,383,696.32ユーロを考慮すると、分配可能利益は1,805,700,639.32ユーロとなっ

た。

2015年５月19日の定時株主総会では、第３回決議に関し、以下を決定した。

・　法定準備金として65,265,847.15ユーロを割り当てる。

・　配当として1,059,612,591.14ユーロを割り当てる。この内訳は、623,301,524.20ユーロの通常配当

及び436,311,066.94ユーロの特別配当である。

・　残余分配可能金（すなわち680,822,201.03ユーロ）を剰余金として割り当てる。

 

③ 支払条件

フランス商法第L441-６-１条及び第D441-４条に準じて、以下の表はサプライヤーに対する未払債務を満

期別に分類している。

 

 

12月31日以降の満期

2014年12月31日

現在の調整割合

2013年12月31日

現在の調整割合

２ヶ月未満 73.5％ 90.2％

２ヶ月以上４ヶ月未満 7.0％ 5.1％

４ヶ月以上６ヶ月未満 8.7％ 2.8％

６ヶ月以上 10.8％ 1.9％

合計 100％ 100％

 

④ 別表　-　連結決算

 

1-2014年度連結決算として再分類された経営業績

 

 

(単位：百万ユーロ)

2014年

財務報告資料 例外的項目

2014年

経営業績 GAPC

2014年

公表値

純収益 7,743 (238) 7,505 6 7,512

費用 (5,391)  (5,391) (48) (5,439)

営業総利益 2,352 (238) 2,114 (41) 2,073

貸倒引当金 (300)  (300) (2) (302)

営業利益 2,052 (238) 1,814 (43) 1,771

関連会社 40  40 0 40

その他資産に係る損益 3 75 78 0 78

のれん価値における変動 (0) (51) (51) 0 (51)

税引前利益 2,095 (214) 1,881 (43) 1,838

税金 (742) 103 (639) 15 (624)

少数株主持分 (76)  (76) 0 (76)

経常純利益（グループ持

分） 1,277 (111) 1,166 (28) 1,138

GAPC純利益   (28)  -

純利益（グループ持分）   1,138  1,138

費用収益比率 69.6％  71.8％  72.4％
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2-2013年度連結決算として再分類された経営業績

 

 

(単位：百万ユーロ)

2013年

財務報告

資料 例外的項目

2013年

経営業績 GAPC

CCI売却

に関する影響

プロフォーマ 再編

2013年

プロフォーマ

BPCE

Assurancesの

連結

2013年

公表値

純収益 7,343 (123) 7,220 20 (203) 0 7,037 189 6,848

費用 (5,196)  (5,196) (89) 0 (82) (5,366) (132) (5,235)

営業総利益 2,147 (123) 2,024 (69) (203) (82) 1,671 57 1,614

貸倒引当金 (385)  (385) 64 0 0 (321) 7 (328)

営業利益 1,762 (123) 1,639 (5) (203) (82) 1,349 64 1,285

関連会社 21  21 0 0 0 21  21

その他資産に係る損益 17  17 0 142 0 160  160

のれん価値における変動 (14)  (14) 0 0 0 (14)  (14)

税引前利益 1,786 (123) 1,663 (5) (61) (82) 1,515 64 1,451

税金 (667) 48 (619) 2 (9) 31 (594) (26) (568)

少数株主持分 (14)  (14) 0 0 0 (14) (15) 1

経常純利益（グループ持分） 1,105 (75) 1,030 (3) (70) (51) 907 23 884

GAPC純利益   (3)    -  -

CCI売却に関する影響   (70)    -  -

再編費用（純額）   (51)    -  -

純利益（グループ持分）   907    907 23 884

費用収益比率 70.8％  72.0％    76.3％  76.4％

 

(2) 2013年12月31日に終了した事業年度

2013年12月31日現在の経営報告書

方法論に関する注記

本書において公表されている経営データは、以下の仮定に基づき、協調投資証券の調整後ベースで表示

されている。

・　2012年１月１日現在のCCIの売却

・　2012年１月１日現在のP3CI取引及び関連する事業の返済

・　2012年１月１日現在の２十億ユーロの流動性資産及び例外的配当金支払いの再投資

2012年１月１日におけるP3CI取引の返済の仮定を受け、2012年に行われたP3CIへの事業分野の貢献に対

するすべての分析修正再表示は消去されている。

本書に提示されている経営データは、2012年度において調整後ベースで修正再表示されている。

調整後ベースでの影響額は、2012年に適用された報告実効税率に基づいて課税された。2012年１月１

日、当該取引による収入に係る繰延税金が課税グループの税務上の繰越欠損金に対して課された。

 

バーゼル３の下で測定された事業分野業績の評価

2013年より、ナティクシスの事業分野の収益は、バーゼル３規制に従って表示されている。バーゼル３

のリスク加重資産は、これまでに公表された施行文書に基づいてナティクシスにより評価される。

資本は、そのバーゼル３の平均リスク加重資産の９％の基準で、ナティクシスの事業分野に分配され

る。保険事業に特有である資本配分は、CRD４／CRR（「デンマーク妥協」：投資の連結価値が370％にてリ

スク加重される）に規定されたとおり、保険会社における投資のためのバーゼル３の取扱いに置き換えら

れる。

事業分野に係る一連の2012年度四半期損益計算書は、このバーゼル３測定によって調整後ベースで表示

されている。
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再構成費用

再構成費用は、2013年12月に発表されたナティクシスの追加的経費削減計画との関係では分離され、税

引き後であり、経常経営所得を除く。

 

基準における変更

・　規制目的上の自己資本の利益率は、長期金利変動を考慮に入れるために3.5％から３％に修正されて

いる。

・　以前はコーポレートセンターに割り当てられていたシステミック・リスクの課税及びACPR（フラン

スのプルデンシャル監督庁）の管理費用の負担金は、現在、異なる事業分野に割り当てられてい

る。

・　オリジネート・トュ・ディストリビュート・モデルの発展を続けるにあたり、以前はFIC-Tとストラ

クチャード・ファイナンスとの間で分割されていたGSCS（デット・プラットフォームにおいて証券

化及びクレジット・ソリューションを組み合わせたグローバル・ストラクチャード・クレジット・

ソリューション）により創出された利益は、現在独占的にFIC-Tに割り当てられている。

上記の基準における変更のすべてに関する2012年のデータは、調整後ベースで修正再表示されている。

様々な事業分野によって創出された利益を断定するうえで適用される規則は、以下のとおりである。

・　割り当てられた規制目的上の自己資本の利益率を各事業分野が記録していること。

・　各部門を構成する事業体の株式資本利益率が標準率に基づいて削除されていること。

・　のれんの持ち越し費用をコーポレートセンターが全額負担すること。

・　各部門にナティクシスの諸経費の大部分についての金額の請求書が送られること。請求書が送られ

ない部分は、ナティクシスの総費用の３％である。

GAPCは、単独で一事業分野として表示される。

自社債務の公正価値調整は、コーポレートセンターにより認識される。

超劣後債務（DSN）の持分金融商品としての再分類に続き、これらの商品に係る利息費用は、2010年１月

１日現在で損益計算書において認識されなくなった。

ナティクシス及び各事業分野のROE（株主資本利益率）及びROTE（有形株主資本利益率）は、以下のとお

り計算される。

・　ナティクシスのROEを求めるためには、純利益（グループ持分）からDSNの利息費用を差し引き、株

主資本として認識される税効果控除後の結果を使用する。使用される株主資本は、IFRSに従った年

間の平均株主資本（グループ持分）であり、配当金を分配し、株主資本として認識される未実現又

は繰延の損益を消去した後、DSNを除外したものである。

・　事業分野のROEは、標準の株主資本と事業分野に関連するのれん及び無形固定資産を足した額に基づ

いて計算される。

・　ナティクシスのROTEは、分母に配当金の分配後の平均簿価（平均ハイブリッド負債、平均無形固定

資産及び平均のれんを除き、持分法適用会社において認識されたのれんを含む。）を用いて求めら

れる。分子は、純利益（グループ持分）から税引き後のDSNに係る支払利息を差し引いた額から成

る。
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第４ 【設備の状況】
 

１ 【設備投資等の概要】

 

「第６　経理の状況－１　財務書類－(1) 連結財務諸表－連結財務諸表注記」の注記5.8及び注記6.10を参

照のこと。

 

２ 【主要な設備の状況】

 

上記「１　設備投資等の概要」を参照のこと。

 

３ 【設備の新設、除却等の計画】

 

該当事項なし。
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第５ 【提出会社の状況】
 

１ 【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

授　権　株　数 発行済株式総数 未発行株式数

(注)
3,119,622,141株

（2015年３月２日現在）
(注)

(注) フランス法上、未発行の授権株式という概念はない。しかしながら株主から取締役会への委託により発行される株

式という概念がある。当行の株主は、一定の額及び期間において新株又は持分証券を発行する権限を取締役会に与

えることができる。

 

② 【発行済株式】

 

記名・無記名の別及び

額面・無額面の別
種　類 発行数（株）

上場金融商品取引所名又は

登録認可金融商品取引業協会名
内　容

当行の株式は、株主の判断に

より、記名式又は識別可能な

無記名式のいずれかの形式と

する。（１株の額面金額1.60

ユーロ）

普通株式
3,119,622,141株

（2015年３月２日現在）
ユーロネクスト・パリ

議決権に

制限のない

株式

 

（２）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 

「第６　経理の状況－１　財務書類－(1) 連結財務諸表－連結財務諸表注記」の注記5.18を参照のこと。

 

（３）【発行済株式総数及び資本金の推移】

 

過去５年間における資本の推移

 

 事業年度当初

における株式数

事業年度中

の新規株式

事業年度末

における株式数

株式資本

（単位：ユーロ）

2010年 2,908,137,693 0 2,908,137,693 4,653,020,308.80

2011年 2,908,137,693 174,208,195
(a) 3,082,345,888 4,931,753,420.80

2012年 3,082,345,888 3,868,906 3,086,214,794 4,937,943,670.40

2013年 3,086,214,794 14,080,396 3,100,295,190 4,960,472,304.00

2014年 3,100,295,190 16,167,431 3,116,507,621 4,986,412,193.60

(a) 株式による配当の支払に追加する増資。
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下記の表は、資本に影響を与える各取引の発行プレミアムの金額の詳細である。

 

 

事業年度

 

日付

 

株式数

株式資本

（単位：ユーロ）

増資時の発行

プレミアム

（単位：ユーロ）

2010年 １月１日 2,908,137,693 4,653,020,308.80  

 12月31日 2,908,137,693 4,653,020,308.80  

2011年 １月１日 2,908,137,693 4,653,020,308.80  

株式による配当の支払 174,208,195 278,733,112 289,185,603.70

 12月31日 3,082,345,888 4,931,753,420.80  

2012年 １月１日 3,082,345,888 4,931,753,420.80  

無償株式割当 3,868,906 6,190,249.60  

 12月31日 3,086,214,794 4,937,943,670.40  

2013年 １月１日 3,086,214,794 4,937,943,670.40  

無償株式割当 5,640,766 9,025,226  

増資における従業員向け株式の発行 8,439,630 13,503,408 10,127,556

 12月31日 3,100,295,190 4,960,472,304.00  

2014年 １月１日 3,100,295,190 4,960,472,304.00  

無償株式割当 6,216,106 10,017,769.60  

増資における従業員向け株式の発行 9,951,325 15,922,120 24,291,184.33

 12月31日 3,116,507,621 4,986,412,193.60  

 

2012年度中の2012年２月22日付役会において、取締役会は、2010年５月27日付共同株主総会により付与

された権限、すなわち納税地をフランスとする金融市場の専門家及びナティクシスが実施する繰延報酬制

度の対象となる特定の従業員向けの株式無償割当を実施した。

2012年を通じて、ナティクシスは6,119,373株の割当を行い、割当株式の発行に係る権利確定期間末時点

で、最高総額9,790,997ユーロ（株式数に対象株式の額面金額を乗じる）まで自動的に資本が増加する。

この株式割当の結果、ナティクシスの株式資本は2015年３月２日に3,081,379.20ユーロ増加した。

2013年２月17日付役会において、取締役会は、2010年５月27日付共同株主総会により付与された権限、

すなわち納税地をフランスとする金融市場の専門家及びナティクシスが実施する繰延報酬制度の対象とな

る特定の従業員向けの株式無償割当（第18回決議）を実施した。

ナティクシスは1,724,325株の割当を行い、割当株式の発行に係る権利確定期間末時点で、最高総額

2,758,920ユーロ（株式数に対象株式の額面金額を乗じる）まで自動的に資本が増加する。

この株式割当の結果、ナティクシスの株式資本は2015年３月２日に1,901,852.80ユーロ増加した。

 

（４）【所有者別状況】

 

下記「（５）大株主の状況」を参照のこと。

 

（５）【大株主の状況】

 

2015年３月31日における株式資本の配分

 

　2015年３月31日におけるナティクシスの主要株主は以下のとおりであった。

 

氏名又は名称 住所 所有株式数（株）

資本に

占める

割合

議決権

の割合
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BPCE S.A. パリ・セデックス13、75201

ピエール・マンデス－フランス通り

50番地

2,227,221,174 71.394％ 71.411％

従業員株式

（従業員ストック・

オプション・プラン及び

無償新株付与プラン）

該当なし 63,658,054 2.041％ 2.041％

自己株式 該当なし 733,861 0.024％ 0.00％

流通株式 該当なし 828,009,052 26.542％ 26.548％

 

　ナティクシスは、2014年12月31日付で調査を実施し、当行の知る限り、BPCE S.A.を除き、ナティクシス

の資本の１％以上を保有する株主は存在しない。
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２ 【配当政策】

 

前期繰越損失を控除した各事業年度の最終利益のうち少なくとも５％が法定準備金として留保されるもの

とする。かかる規定は、当該準備金が当行の資本金の10分の１に達した場合には適用されなくなる。しか

し、当該準備金が資本金の10分の１を下回った場合は、再びこの留保が再開される。

利益残高は、利益剰余金とともに、法律により認められる範囲内で通常株主総会が自由に処分することが

でき、かつ、取締役会の提案により時期への繰越し、準備金への組み入れ又は一部若しくは全部の分配を行

うことができる分配可能利益を構成する。

通常株主総会は、利益剰余金又は株主総会が自由に処分できる準備金から留保した額を分配することの決

定を行うこともできる。この場合、当該決定は、使用する準備金の勘定科目について明示しなければならな

い。

通常株主総会決議により、分配配当金の全額又は一部について、現金による配当又は株式による配当のい

ずれかを選択するオプションを与えることができる。株式配当の場合は、適用法令の規定に従って、当行の

株式を分配することにより配当金の支払が行われる。

取締役会は、法律により認められる範囲内で、現金配当又は株式配当のいずれかによる中間配当を実施す

る決定を行うことができる。

年間配当金の支払は、事業年度末日から９ヶ月以内の取締役会の定める時期に実施する。

2015年５月19日のナティクシスの定時株主総会は、2014年度に関し、１株0.20ユーロの普通配当及び１株

0.14ユーロの特別配当として１株当たり0.34ユーロの配当金を支払うことを決議した。

 

株主のスコアカード

 

(単位：ユーロ) 2014年 2013年 2012年 2011年 2010年

１株当たり利益
(a) 0.35 0.27 0.27 0.43 0.46

１株当たり簿価
(b) 5.27 5.17 5.76 5.35 5.47

１株当たり正味配当金

(c)

0.34
0.16 0.10 0.10 0.23

株式数 3,116,507,621 3,100,295,190 3,086,214,794 3,082,345,888 2,908,137,693

配当性向 97％ 59％ 37％ 24％ 50％

上限価格 5.81 4.27 3.05 4.39 4.90

下限価格 4.25 2.12 1.77 1.67 3.06

(a) 当該期間中及び超劣後債にかかる純利息支払（税引後）の計算後の平均株式数（自己株式を除く。）を用いて計算

した。

(b) 当該年度の12月31日における株式数並びに2013年及び2014年の配当後性向を用いて計算した。

(c) 2014年は、Cofaceの部分的なIPOに関する0.20ユーロの普通配当及び0.14ユーロの特別配当。

 

３ 【株価の推移】

 

ナティクシスの株式は、ユーロネクスト・パリのA部にISINコードFR0000120685で上場されている。

 

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

 

     （単位：ユーロ）

回　次 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年

決算年月 12月31日 12月31日 12月31日 12月31日 12月31日

最　高
4.90

（655.57円）
4.39

（587.34円）
3.05

（408.06円）
4.27

（571.28円）
5.82

（778.66円）

最　低
3.06

（409.40円）
1.67

（223.43円）
1.77

（236.81円）
2.12

（283.63円）
4.25

（568.61円）
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（２）【当事業年度中最近６月間の月別最高・最低株価】

 

     （単位：ユーロ）

月　別 2014年７月 2014年８月 2014年９月 2014年10月 2014年11月 2014年12月

最　高
5.06

（676.98円）
5.44

（727.82円）

5.61

（750.56円）

5.55

（742.53円）

5.68
（759.93円）

5.82
（778.66円）

最　低
4.70

（628.81円）
4.83

（646.21円）

5.29

（707.75円）

4.90

（655.57円）

5.07
（678.32円）

5.30
（709.09円）

 

EDINET提出書類

ナティクシス(E15244)

有価証券報告書

163/617



４ 【役員の状況】

 

(1) 取締役（本書提出日現在）

 

氏名又は会社名
当行内での

主な役職

社外での

主な役職
略歴

フランソワ・ペロル

生年月日：1963年11月６日

国籍：フランス

ナティクシス株式持分：

60,000株

取締役会会長

初就任：2009年４

月30日開催の共同

株主総会

（取締役会会長：

2009年４月30日開

催の取締役会）

任期満了日：2015

年開催の共同年次

及び臨時総会
(a)

BPCEの取締役会会長

 

パリ・セデックス13、

75201ピエール・マンデス

－フランス通り50番地

フランソワ・ペロル氏は、2009年から

BPCEの業務執行役員会会長及びナティク

シスの取締役会会長を務めている。

同氏は、HEC及びInstitut d’Études

Politiques de Parisの卒業生である。

ENA卒業後、フランソワ・ペロル氏は、フ

ランス金融監督局(French General

Inspectorate of Finance)でキャリアを

開始した。財務部（1994年－2002年）を

始め、フランシス・メール大臣及びニコ

ラ・サルコジ大臣の内閣（2002年－2004

年）を経て、同氏は、経済財務省で様々

な地位に就いた。その後政権を離れ、

2005年から2007年までRothschild & Cie

Banqueで業務執行社員として勤務した。

同氏は、2007年から2009年まで大統領の

事務次長に就いていた。

 

主要な専門能力：銀行及び金融機関のた

めの戦略に関する専門知識、並びにフラ

ンス及び国際経済金融環境に関する専門

知識

BPCE

ナティクシス株式持分：

2,227,221,174株

取締役

常任代表者：ダニ

エル・カリヨティ

ス氏

生年月日：1961年

２月９日

初就任：2009年８

月25日開催の取締

役会で選任、2010

年５月27日開催の

共同株主総会で承

認

任期満了日：2015

年開催の年次及び

臨時株主総会

 

監査委員会委員

初就任：2013年１

月28日開催の取締

役会

 

リスク委員会委員

初就任：2014年12

月17日開催の取締

役会

BPCEの取締役会役員

財務、リスク及び業務最

高責任者

 

パリ・セデックス13、

75201ピエール・マンデス

－フランス通り50番地

ダニエル・カリヨティス氏は、2012年12

月１日からBPCEの財務リスク業務最高責

任者及び業務執行役員会の構成員を務め

ている。

同氏はInstitut d’Études Politiques de

Paris及びCentre de perfectionnement à

l’analyse financièreの学位並びに金融経

済分析の大学院の学位を有しており、

Société Généraleで金融市場における

キャリアを開始した。そこからStandard

& Poor’sの銀行部門に移り、その後、

Caisse d’Epargne Champagne-Ardenne

（Ceca）に入社し、1992年から1997年の

間に様々な管理職に就いた。

1998年から2001年の間、同氏はCaisse d’

Epargne du Pas-de-Calaisの業務執行役

員会の構成員及び最高経営責任者を務

め、2002年１月にCECAの業務執行役員会

会長に就任した。2007年２月、同氏は、

Banque Palatineの業務執行役員会会長に

なった。

さらに、ダニエル・カリヨティス氏は、

Société Française des Analystes

Financiers（Sfaf-フランス金融アナリス

ト協会）の会員である。

 

主要な専門能力：銀行管理におけるすべ

ての分野に関する専門知識

EDINET提出書類

ナティクシス(E15244)

有価証券報告書

164/617



ティエリ・カーン

生年月日：1956年９月25日

国籍：フランス

ナティクシス株式持分：

1,000株

 

取締役会会長

初就任：2013年１

月28日開催の取締

役会で選任、2013

年５月21日開催の

共同株主総会で承

認

任期満了日：2015

年開催の共同年次

及び臨時株主総会
(a)

Banque Populaire Alsace

Lorraine Champagneの取

締役会会長

ストラスブール・セデッ

クス67000、BP10401クレ

ベール通り４番地、ル・

コンコルド・ビル

2003年９月30日からBanque Populaire

Alsace Lorraine Shampagneの取締役会会

長を務めているティエリ・カーン氏は、

BPCEの監査役会の役員も務めている。

同氏は、弁護士職適格証明（CAPA）を有

しており、1981年にCahn et Associés法

律事務所に入所した。1984年、同氏は、

コルマール弁護士会の総協議会（Conseil

de l’Ordre des avocats de Colmar）に

入会し、現在も所属している。1986年

に、同氏は、全国弁護士協会

（Confédération Nationale des

avocats）の事務総長に任命され、1995年

から1996年まで会長を務めた。その後、

1998年から1999年までコルマール弁護士

会の会長を務めた。さらに、1985年以

降、同氏は、Institut Universitaire de

Technologie （IUT） de Haute Alsace及

びCRFPA d’Alsaceで主任指導教員を務め

ている。

 

主要な専門能力：特に商法の分野におけ

る、法的事項に関する専門知識

アラン・コンダミナ

生年月日：1957年４月６日

国籍：フランス

ナティクシス株式持分：

1,000株

 

取締役

初就任：2012年５

月29日開催の定時

株主総会

任期満了日：2018

年開催の共同年次

及び臨時株主総会
(b)

 

報酬委員会委員

初就任：2012年５

月29日開催の取締

役会

 

指名委員会委員

初就任：2014年12

月17日開催の取締

役会

Banque Populaire

Occitaneの最高経営責任

者

 

バルマ・セデックス

31135、ジョルジュ・ポン

ピドー通り33-43番地

アラン・コンダミナ氏は、2006年から

Banque Populaire Occitaneの最高経営責

任者を務めており、BPCEの監査役会の構

成員である。

経済学の学位並びに銀行業及び金融技術

の高等専門課程免状を有するアラン・コ

ンダミナ氏は、1984年にBanque

Populaireグループに入社した。1992年

に、同氏はBanque Populaire Toulouse-

Pyrénéesで生産の責任者として勤務を開

始し、人事部を監督し、続いて業務の責

任者を務めた。2001年に、同氏はBanque

Populaire Quercy-Agenaisの最高経営責

任者となった。2003年に、同氏は現在の

Banque Populaire Occitaneを形成するこ

とになる、Banque Populaire du Tarne

et de l’Aveyronとの合併、またその後の

Banque Populaire Toulouse-Pyrénéesと

の合併を経てきた。

 

主要な専門能力：人事問題及び事業変革

に関する専門知識、銀行業務リスクに関

する幅広い知識

EDINET提出書類

ナティクシス(E15244)

有価証券報告書

165/617



ローランス・ドゥブルー

生年月日：1969年７月25日

国籍：フランス

ナティクシス株式持分：

1,000株

 

独立取締役

初就任：2010年４

月１日開催の取締

役会で選任、2010

年５月27日開催の

共同株主総会で承

認

任期満了日：2015

年開催の共同年次

及び臨時株主総会
(a)

 

監査委員会委員

初就任：2010年４

月１日開催の取締

役会

 

リスク委員会委員

初就任：2014年12

月17日開催の取締

役会

 

戦略委員会会長

初就任：2011年５

月11日開催の取締

役会

JCDecaux S.A.の財務及び

総務最高責任者（2015年

１月15日まで）

 

プレジール・セデックス

78378、サン－タポリーヌ

工業団地

ローランス・ドゥブルー氏は、2010年か

らJCDecaux S.A.の財務及び総務最高責任

者を務めている。

HECの卒業生として、ローランス・ドゥブ

ルー氏は、1992年にメリルリンチバンク

にてキャリアを開始した。1993年から

1996年において、同氏はElf Aquitaineの

財務部門で勤務した。1996年に、同氏は

Sanofiに入社し、まず会計及び財務最高

責任者を務め、続いて最高財務責任者と

なった。その後、戦略部門の役員とな

り、Sanofi-Aventisのエグゼクティブ・

コミティーの役員へと昇進した。

 

主要な専門能力：財務に関連する問題、

コミュニケーション及び事業戦略に関す

る専門知識

ミシェル・グラス
(1)

生年月日：1957年11月12日

国籍：フランス

ナティクシス株式持分：

189株

取締役

初就任：2014年２

月19日開催の取締

役会で選任、2014

年５月20日開催の

共同株主総会で承

認

任期満了日：2015

年開催の共同年次

及び臨時株主総会
(a)

Banque Populaire

Bourgogne Franche Comté

の取締役会会長

 

クウェッティニー・セ

デックス21802、BP63ブル

ゴーニュ通り５番地

ミシェル・グラス氏は、2010年から

Banque Populaire Bourgogne Franche

Comtéの取締役会会長を務めている。

Université de PARIS 1で経営学の学位を

取得したミシェル・グラス氏は、1983年

にサンスの医療区域における医療部門の

役員としてキャリアを開始した。1987年

から2010年まで、同氏は、民間医療の地

域団体を設立し、運営した。2000年、同

氏はBanque Populaire de Bourgogneの取

締役となり、2009年以降商業裁判所の裁

判官として務めた。

 

主要な専門能力：起業家経験、地域経済

構造に関する知識

EDINET提出書類

ナティクシス(E15244)

有価証券報告書

166/617



カトリーヌ・ハルバーシュ

タット

生年月日：1958年10月９日

国籍：フランス

ナティクシス株式持分：

1,097株

取締役

初就任：2012年５

月29日開催の定時

株主総会

任期満了日：2018

年開催の共同年次

及び臨時株主総会
(b)

 

監査委員会委員

初就任：2012年５

月29日開催の取締

役会

 

リスク委員会委員

初就任：2014年12

月17日開催の取締

役会

Banque Populaire Massif

Centralの最高経営責任者

 

クレルモン・フェラン・

セデックス１、63057、

ジャン・ムーラン通り18

番地

カトリーヌ・ハルバーシュタット氏は、

2010年からBanque Populaire Massif

Centralの最高経営責任者を務めており、

BPCEの監査役会の役員である。

クレルモン・フェランのÉcole

Supérieure de Commerceで財務会計の大

学院の学位（DECS）並びに企業経営及び

金融の大学院の学位（DESCAF）を有する

カトリーヌ・ハルバーシュタット氏は、

1982年からGroupe BPCEに属している。同

氏は、Banque Populaire du Massif

Centralにおいてコミュニケーション部門

の責任者（1986年-1992年）になる前、市

場調査部門（1982年-1986年）でキャリア

を開始した。その後、同氏は、人事及び

組織部門の役員（1992年-1998年）、最高

財務責任者（1998年-2000年）並びに副最

高経営責任者（2000年-2008年）に選任さ

れた。2008年に、同氏は、最高経営責任

者（2008年-2010年）としてNatixis

Factorに入社した。

 

主要な専門能力：人事問題に関する専門

知識、リテールバンキング及び企業金融

に関する幅広い知識

アンヌ・ラルー

生年月日：1963年12月６日

国籍：フランス

ナティクシス株式持分：

1,000株

独立取締役

初就任：2015年２

月18日開催の取締

役会で選任、2015

年５月19日開催の

共同年次及び臨時

株主総会で承認を

求めて提出

任期満了日：2015

年開催の共同年次

及び臨時株主総会
(a)

 

報酬委員会委員

初就任：2015年２

月18日開催の取締

役会

 

指名委員会委員

初就任：2015年２

月18日開催の取締

役会

Web School Factoryの学

長及びマネージング・

ディレクター

 

パリ75013、ナショナル通

り59番地

アンヌ・ラルー氏は2012年からWeb

School Factoryの学長及びマネージン

グ・ディレクターを務めている。

アンヌ・ラルー氏は、I'École

Supérieure des Sciences Économiques

et Commerciales（ESSEC）の卒業生であ

る。同氏は、マネージャーとしてキャリ

アを開始し、その後パリのHavasで顧客開

拓・開発部門部長に任命されるまで、ロ

ンドンのLazardでM&A部門のアシスタン

ト・ディレクターを務めた。同氏は、

Rothschild & Cieにマネージャーとして

入社するまで、Havas Édition

Électroniqueの会長及び最高経営責任者

であった。

同氏は、2002年にNexityに入社し、2006

年にNexity-Franchisesの最高経営責任者

に任命されるまで、事務総長及び開発担

当取締役の役職を務め、2011年まで販売

部門の最高経営責任者代理を務めた。

 

主要な専門能力：起業家経験、M&A、ファ

イナンス及び企業戦略に関する分野の専

門知識

EDINET提出書類

ナティクシス(E15244)

有価証券報告書

167/617



ベルナール・オプティ

生年月日：1956年８月５日

国籍：フランス

ナティクシス株式持分：

1,000株

独立取締役

初就任：2009年11

月12日開催の取締

役会で選任、2010

年５月27日開催の

共同株主総会で承

認

任期満了日：2015

年開催の共同年次

及び臨時株主総会
(a)

 

監査委員会会長

初就任：2009年12

月17日開催の取締

役会

 

リスク委員会会長

初就任：2014年12

月17日開催の取締

役会

Centaurus Capitalの会長

 

W1G0PW、ロンドン、キャ

ヴンディッシュ・スクエ

ア33番地

ベルナール・オプティ氏は、2000年にロ

ンドンで同氏が設立したヘッジファンド

グループ、Centaurus Capitalの会長であ

る。

École Polytechniqueの学位を有する同氏

は、1979年から2000年の間に、初めはパ

リで、その後はニューヨークで、そして

最終的にロンドンでParibasでのキャリア

を築いてきた。

財務管理部門の副役員（1980年-1987年）

として、ベルナール・オプティ氏は、

Paribas North Americaに入社し、初めに

リスク裁定取引トレーダー（1987年-1990

年）として、そしてその後はリスク裁定

取引部門のグローバルヘッド（1990年-

1995年）として務めた。1995年、リスク

裁定取引部門を率いたまま、同氏は、株

式派生商品部門のグローバルヘッド

（1995年-2000年）となるため、ロンドン

へ移った。

 

主要な専門能力：著名な金融市場スペ

シャリスト、欧州での起業家経験

ステファニー・ペ

生年月日：1965年３月16日

国籍：フランス

ナティクシス株式持分：

1,093株

取締役

初就任：2012年５

月29日開催の定時

株主総会

任期満了日：2018

年開催の共同年次

及び臨時株主総会
(b)

 

監査委員会委員

初就任：2012年11

月14日開催の取締

役会

 

 

リスク委員会委員

初就任：2014年12

月17日開催の取締

役会

Caisse d’Epargne Rhône-

Alpesの業務執行役員会会

長

 

リヨン・セデックス03、

69404、BP3276ウージェー

ン・ドゥルエル通り42番

地

ステファニー・ペ氏は、2011年末以降

Caisse d’Epargne Rhône-Alpesの業務執

行役員会会長を務めている。IEP de

Parisの卒業生であり、Université Paris

Dauphineの企業税法のDESSを有するペ氏

は、1988年からGroupe BPCEに所属してい

る。

Banque Fédérale des Banques

Populairesの検査部門で検査官及び部長

（1988年-1994年）を務めた後、同氏は、

Banque Populaire Rives de Parisに入社

し、生産及び組織部門の地域担当役員、

その後に同部門の役員（1994年-2002年）

を務めた。2002年に、同氏は、Natexis

Banques Populaires入社し、業務管理部

門の役員、そして現金管理及び業務部門

の役員（2002年-2005年）を務めた。2006

年に、同氏は、Natixis Factorの最高経

営責任者となり、その後Banque

Populaire Atlantiqueの最高経営責任者

（2008年-2011年）となった。

 

主要な専門能力：リテールバンキング及

び企業金融に関する幅広い知識、銀行監

査

EDINET提出書類

ナティクシス(E15244)

有価証券報告書

168/617



ディディエ・パトール

生年月日：1961年２月22日

国籍：フランス

ナティクシス株式持分：

2,442株

取締役

初就任：2009年４

月30日開催の共同

株主総会

任期満了日：2015

年開催の共同年次

及び臨時株主総会
(a)

 

報酬委員会委員

(e)

初就任：2009年４

月30日開催の取締

役会

 

指名委員会委員

初就任：2014年12

月17日開催の取締

役会

Caisse d’Epargne ile de

Franceの業務執行役員会

会長

BPCEの監査役会役員

 

パリ75013、ヌーヴ・トル

ビアック通り26-28番地

ディディエ・パトール氏は、2013年５月

からCaisse d’Epargne Île-de-Franceの業

務執行役員会会長である。

École Polytechnique及びÉcole

Nationale de la Statistique et de l’

Administration Économique（ENSAE）の

卒業生であるディディエ・パトール氏

は、Caisse des Dépôts et

Consignationsでキャリアを開始した後、

1992年からGroupe BPCEに所属している。

同氏はCaisse d’Epargne des Pays du

Hainautで様々な金融及び営業職（1992年

-1999年）に就いた後、1999年に、Caisse

Nationale des Caisses d’Epargneの地域

経済市場に関するグループ開発部門の役

員として同社に入社した。

2000年に、同氏は、Caisse d’Epargne

des Pays du Hainautの業務執行役員会会

長に選任され、その後Caisse d’Epargne

des Pays de la Loireの業務執行役員会

会長（2004年-2008年）に、そして最終的

にCaisse d’Epargne Bretagne-Pays de

Loireの業務執行役員会会長（2008年-

2013年）に就任した。

 

主要な専門能力：公的機関及び地域経済

開発に関する幅広い知識、経営及び財務

分析に関する専門知識

アンリ・プログリオ

生年月日：1949年６月29日

国籍：フランス

ナティクシス株式持分：

1,000株

独立取締役

初就任：2009年４

月30日開催の共同

株主総会

任期満了日：2015

年開催の共同年次

及び臨時株主総会
(a)

 

指名委員会会長

初就任：2014年12

月17日開催の取締

役会

 

報酬委員会委員

初就任：2009年４

月30日開催の取締

役会

EDFの名誉会長

 

パリ75008、ワグラム通り

22-30番地

アンリ・プログリオ氏は、2009年から

2014年11月までEDFの会長及び最高経営責

任者を務めていた。

HECの卒業生であるアンリ・プログリオ氏

は、1972年にGénérale des Eauxグループ

（現Veolia Environnement）でキャリア

を開始し、様々な上級経営陣の地位に就

いた。1990年に、同氏は、廃棄物の管理

及び輸送に特化した子会社であるCGEAの

会長及び最高経営責任者に任命された。

2000年に、同氏はVivendi Environnement

（Veolia Environnement）の会長に、そ

して2003年に会長及び最高経営責任者に

就任した。

2005年、同氏は母校であるHECの学校評議

会の会長に任命された。

 

主要な専門能力：大企業及び戦略課題に

関する専門的な知識を有する、全国及び

国際的に著名な実業家

EDINET提出書類

ナティクシス(E15244)

有価証券報告書
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フィリップ・スュウール

生年月日：1946年７月４日

国籍：フランス

ナティクシス株式持分：

4,000株

取締役

初就任：2009年４

月30日開催の共同

株主総会

任期満了日：2015

年開催の共同年次

及び臨時株主総会
(a)

 

報酬委員会委員

初就任：2009年12

月17日開催の取締

役会

 

指名委員会委員

初就任：2014年12

月17日開催の取締

役会

Caisse d’Epargne Île-

de-Franceの指導監査役会

会長

 

アンギャン・レ・バン

95880、ジェネラル・ド・

ゴール57番地

フィリップ・スュウール氏は、2014年４

月からCaisse d’Epargne Île-de-Franceの

指導監査役会の会長を務めている。

フィリップ・スュウール氏は、政治及び

歴史学の大学院の学位並びに法学の博士

号を有しており、ローマ法及び制度の歴

史の准教授である。同氏は、1974年に講

師としてキャリアを開始し、Université

d’Amiens、その後にUniversité de Paris

III - Sorbonne Nouvelle及びUniversité

Paris-Nordで正教授になった。1992年か

ら2002年まで、同氏は、Université

Paris XIII - Nordの法政治社会学科の学

部長を務めた。1989年以降、アンギャ

ン・レ・バンの市長として同氏は、様々

な選出された地位に就いており、2011年

までは地方議員、1994年以降はバルド

アーズ地区の議員、また2001年から2008

年の間及び2011年以降再びバルドアーズ

総務会の副会長を務めている。

 

主要な専門能力：公認の学術的権威 、地

方自治体に関する専門知識

ニコラス・ドゥ・タヴェルノ

生年月日：1950年８月22日

国籍：フランス

ナティクシス株式持分：

1,000株

独立取締役

初就任：2013年７

月31日開催の定時

株主総会

任期満了日：2019

年開催の共同年次

及び臨時株主総会
(a)

 

報酬委員会会長

初就任：2013年８

月６日開催の取締

役会

 

指名委員会委員

初就任：2014年12

月17日開催の取締

役会

M６グループの取締役会会

長

 

ヌイイ・シュル・セー

ヌ・セデックス92575、

シャルル・ド・ゴール通

り89番地

ニコラス・ドゥ・タヴェルノ氏は、2000

年５月からM６グループの業務執行役員会

会長である。

ボルドーのIEPの卒業生であり、公法の

DESを有するニコラス・ドゥ・タヴェルノ

氏は、1975年に、ノルベール・セガール

内閣の外国貿易大臣としてキャリアを開

始し、その後郵政大臣を務めた。1986年

に、同氏は、Lyonnaise des Eauxの視聴

覚業務の指揮を執った。その立場におい

て、同氏は、M６を設立する計画を監督し

た。1987年に、同氏はMétropole

Télévision M６の副最高経営責任者に任

命され、2000年以降同社の業務執行役員

会の会長を務めている。

 

主要な専門能力：戦略、管理及び事業開

発問題に関する専門知識
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ピエール・ヴァレンティン

生年月日：1953年２月６日

国籍：フランス

ナティクシス株式持分：

1,000株

取締役

初就任：2013年１

月28日開催の取締

役会で選任、2013

年５月21日開催の

共同株主総会で承

認

任期満了日：2015

年開催の共同年次

及び臨時株主総会
(a)

 

Caisse d’Epargne

Languedoc-Roussillonの

指導監査役会会長

 

モンペリエ・セデックス

４、34184、BP7330ミッ

シェル・トゥレ通り254番

地

ピエール・ヴァレンティン氏は、2006年

以降、Caisse d’Epargne Languedoc-

Roussillonの指導監査役会の会長を務め

ており、BPCEの監査役会の役員である。

ピエール・ヴァレンティン氏は、

Institut des Assurances d’Aix-

Marseilleにおいて私法の学位及びその他

の学位を有している。起業家である同氏

は、1978年に、リヨンのMutuelle d’

Assurances du Bâtiment et des Travaux

Publicでキャリアを開始した。1979年

に、同氏はValentin Immobilierを起業

し、Caisse d’Épargneネットワークに参

加した。1984年に、同氏は、Caisse d’

Épargne d Alèsの諮問委員会に加わっ

た。1991年に、同氏は、Caisse d’

Épargne Languedoc-Roussillonの諮問委

員会に加わった。2000年以降、同氏は、

Caisse d’Épargne Languedoc-Roussillon

の指導監査役会の役員を務めている。

 

主要な専門能力：起業家経験、地域開発

問題に関する知識

(1) ミシェル・グラス氏は、2014年２月18日付で辞任したステヴ・ジャンティリ氏の後任として取締役に選任された。

(2) 取締役は全員戦略委員会に参加する。

(a) 2014年度財務諸表を承認するために開催された共同年次及び臨時株主総会。

(b) 2017年度財務諸表を承認するために開催された共同年次及び臨時株主総会。

(c) 2018年度財務諸表を承認するために開催された共同年次及び臨時株主総会。

 

(2) 上級経営陣（本書提出日現在）

 

執行役の氏名
当行内での

主な役職

社外での

主な役職
略歴

ローラン・ミニョン

生年月日：1963年12月28日

国籍：フランス

ナティクシス株式持分：

1,090株

最高経営責任者

初就任： 2009年

４月30日開催の取

締役会（2009年５

月14日に発効）

 

任期更新日：2015

年２月18日開催の

取締役会

 

任期満了日：2019

年開催の共同年次

及び臨時株主総会

BPCEの取締役会役員 ローラン・ミニョン氏は、2009年５月14

日からナティクシスの最高経営責任者を

務めており、2013年８月６日からBPCEの

業務執行役員会構成員を務めている。

HEC及びStanford Executive Programの

卒業生として、ローラン・ミニョン氏

は、Banque Indosuezで10年以上勤務

し、取引フロアからコーポレート・バン

キングまで様々な職種に就いた。1996年

に、同氏は、ロンドンのSchroeders

Bankに入社し、その後1997年にはAGFの

財務部門責任者となった。同氏は、1998

年に、エグゼクティブ・コミティーの役

員に任命され、その後2002年に、Banque

AGF、AGF Asset Management及びAGF

Immobilierの副最高経営責任者に就任し

た。同氏は、2003年に、生活及び金融

サービス部門並びに信用保険部門を担当

する最高経営責任者となり、2006年にエ

グゼクティブ・コミティーの会長に就任

した。2007年９月から2009年５月まで、

同氏は、Oddo et Cieと同時にPhilippe

Oddoの副マネージャーを務めた。

 

(3) 上級経営委員会及びエグゼクティブ・コミティー

 

・上級経営委員会（CDG）の委員（本書提出日現在）
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ローラン・ミニョン

最高経営責任者

上級経営委員会会長

リュック・エマニュエル・

オーベルジュ

カルチュアル・チェンジ、

イノベーション及びデジタ

ル部門

ジル・ベルー

専門金融サービス部門

ジャン・ジュヴァル

ファイナンス及びリスク部

門

ノルベルト・クロン

オペレーション部門及び情

報システム

アラン・ドュルイ

人事部

ジャン・フランソワ・レコ

ア

投資ソリューション部門－

保険

アンドレ・ジャン・

オリヴィエ

会社秘書室

オリヴィエ・ペルケル

ホールセール・バンキング

－ファイナンシング及びグ

ローバル・マーケッツ部門

（FGM）

ピエール・セルヴァン

投資ソリューション部門－

資産運用及びプライベー

ト・バンキング

マルク・ヴァンサン

ホールセール・バンキング

－カバレッジ及びアドバイ

ザリー部門（CA）

 

 
・エグゼクティブ・コミティー（COMEX）の役員（本書提出日現在）
ローラン・ミニョン

最高経営責任者

 

ステファン・アブー

FGM－アメリカ

パトリック・アルチュ

チーフエコノミスト－ナ

ティクシス

リュック・エマニュエル・

オーベルジュ

カルチュアル・チェンジ、

イノベーション及びデジタ

ル部門

ジル・ベルー

専門金融サービス部門

ジャック・ベイサード

リスク部門

ナタリー・ブルテル

保険部門－Natixis

Assurances

ステファン・カミナティ
(1)

SFS－Natixis Interépargne

クリストフ・カールス

SFS－Natixis Factor

マルク・カテリン

SFS－EuroTitres

フレデリク・シュノ

SFS－Natixis Financement

ジャン・シュヴァル

ファイナンス及びリスク部

門

ノルベルト・クロン

オペレーション部門及び情

報システム

エリザベス・ド・ゴール

コミュニケーション及びCSR

ジョルジュ・エリック・

デ・ラ・ブルニエール

資産運用及びプライベー

ト・バンキング－Banque

Privée 1818

ピエール・ドゥブレー

FGM－ストラクチャード・

ファイナンス業務

アラン・ドュルイ

人事部

ピエール・アンリ・ドナン

FGM－EMEA Europe（フラン

スを除く。）、中東、アフ

リカ

カトリーヌ・フルニエ

SFS－Natixis Payment

Solutions

リュック・フランソワ

FGM－グローバル・マーケッ

ツ部門

ジョン・ヘイラー

資産運用及びプライベー

ト・バンキング－Natixis

Global Asset Management

US and Asia

 

エルヴェ・ウッス

一般的調査部門

ポール・ケランゲヴァン

保険部門－BPCE Assurances

クリストフ・ランヌ

FGM－グローバル・マネージ

メント及びトランザクショ

ン・バンキング

クリスチャン・ル・イール

会社秘書室－主任法務官

ジャン・フランソワ・レコ

ア

投資ソリューション部門－

保険

ニコラス・ナミアス

戦略部門

アンドレ・ジャン・オリ

ヴィエ

会社秘書室

オリヴィエ・ペルケル

ホールセール・バンキング

－ファイナンシング及びグ

ローバル・マーケッツ部門

（FGM）

フランソワ・リアイ

FGM－アジア太平洋

アンヌ・サレ・モンゴーズ

SFS－Compagnie Européenne

de Garanties et Cautions

ピエール・セルヴァン

投資ソリューション部門－

資産運用及びプライベー

ト・バンキング

ディディエ・トリュパン

SFS－Natixis Lease

マルク・ヴァンサン

ホールセール・バンキング

－カバレッジ及びアドバイ

ザリー部門（CA）

パスカル・ヴォアザン

資産運用及びプライベー

ト・バンキング－Natixis

Asset Management

 

 

役員の報酬に関する詳細については、下記「５ コーポレート・ガバナンスの状況等－（１）コーポレー

ト・ガバナンスの状況－(2) ナティクシスの報酬方針－(b) 経営陣の構成員に対する各種報酬及び手当の決

定に関し定められた方針及び規則」を参照のこと。

EDINET提出書類

ナティクシス(E15244)

有価証券報告書

172/617



５ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

 

(1) コーポレート・ガバナンスの管理及び監督

(a) 取締役会

① 組織

上記に示したとおり、2015年３月１日現在ナティクシスの取締役会は15名からなる。構成員は下記のと

おりに分類される。

・　BPCEからの２名（ペロル氏及びBPCE）

・　Banque Populaireからの４名（ハルバーシュタット氏、カーン氏、コンダミナ氏及びグラス氏）

・　Caisses d’Epargneからの４名（ペ氏、パトール氏、スュウール氏及びヴァレンティン氏）

・　独立取締役５名ドゥブルー氏、ラルー氏、オプティ氏、プログリオ氏及びドゥ・タヴェルノ氏）

（したがって、取締役会の構成員の３分の１は独立取締役である。）

2015年１月15日まで、ローランス・ドゥブルー氏は、世界第二位の屋外広告グループで「ストリート・

ファニチャー」コンセプトの考案者であるJCDecaux S.A. groupの最高財務責任者及び最高総務責任者で

あった。ドゥブルー氏は、2015年３月１日にアムステルダムのHeineken NVに入社した（Heineken NVの監

査役会は、定時株主総会に、同氏を2015年４月24日から４年間の任期で、グループ執行役会の最高財務責

任者に指名することを提案する。）。アン・ラルー氏はWeb School Factoryの学部長及びInnovation

Factoryの最高経営責任者を務める。ベルナール・オプティ氏は、彼自身が創設したCentaurus Capitalの

会長である。アンリ・プログリオ氏は、2014年11月21日までEDFの会長兼最高経営責任者を務め、同日から

はEDFの名誉会長及びThalèsの取締役会会長を務めている。ニコラス・ドゥ・タヴェルノ氏は、メディアの

第一人者であるGroupe M6の業務執行役員会会長である。

フランス商法第L225-23条及び第L225-27-1条に従い、ナティクシスの取締役会には従業員兼取締役又は

従業員兼株主兼取締役はいない。反対に、Central Works Councilの代表者２名が各取締役会会議に顧問と

して参加する。

指名及び報酬委員会により提出された報告書に続き、2014年12月17日のナティクシスの取締役会におい

て、各取締役について、専門分野、思考及び表現の判断及び自由、並びに、さらに具体的には、フランス

私企業協会／フランス企業連盟コーポレート・ガバナンス・コード又は取締役会の社内規定（下記「② 取

締役会の役割及び権限」を参照のこと。）に組み込まれる独立基準を遵守しているかが調査された。

取締役会は、当行の独立取締役が執行役を務める会社とナティクシス又はそのコーポレート・グループ

との間の取引関係が重要であるか否かの評価に特別な注意を払った。

ナティクシスは「リファレンス・バンカー」（すなわち、「当行のすべての要件にとり重要な行員」）

のコンセプトを、取引関係の重要性の評価、ナティクシスへ依存している状況の特定、及びこれらの関係

が取締役の判断の独立性に影響を及ぼす性質であるかを最終的に判断する際に適用する。

かかる業務を遂行するにあたり、ナティクシスは広範にわたり、指数、基準及びパラメーターを分析

し、これにはバンキング、取引又はコンサルティング関係の期間、程度及び性質、負債総額に対するコ

ミットメント額及びナティクシスの重量、並びに当行の流動性要件が含まれる。

この調査に基づき、取締役会は、独立取締役が役員や執行役員を務める企業（IPSEN、JCDecaux、EDF、

Centaurus Capital及びM6）について、ナティクシスは「リファレンス・バンカー」には該当しないものと

決定した。

ナティクシスは、これらの企業と従来の取引関係を維持している。

さらに、取締役会は、2015年２月18日の会議にて、クリステル・ボリ氏の後任としてアン・ラルー氏を

選任した。指名委員会の報告書の見解を考慮の上、取締役会は、フランス私企業協会／フランス企業連盟

コーポレート・ガバナンス・コードにより推奨される独立性基準、特に前述の「レファレンス・バン

カー」基準の評価を行った。

結果、ナティクシスの取締役会は、上記５名の独立取締役は必要な独立基準を満たしていると決定し

た。
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査定基準
* ローランス・

ドゥブルー

アン・ラルー ベルナール・

オプティ

アンリ・

プログリオ

ニコラス・

ドゥ・

タヴェルノ

過去５年間にBPCE、ナティクシス及

びその子会社の有給職又は役員を務

めていないこと

OK OK OK OK OK

ナティクシスが直接的又は間接的に

取締役会の構成員である、又はナ

ティクシスの従業員若しくは役員が

過去５年間に取締役会の構成員であ

る若しくは構成員であった企業の役

員ではないこと

OK OK OK OK OK

当行若しくは当行グループの主要な

顧客、仕入先、コーポレート銀行若

しくは投資銀行ではないこと、又は

当行若しくは当行グループとの取引

が事業の大部分を占めていないこと

OK OK OK OK OK

役員の近親者ではないこと OK OK OK OK OK

過去５年間に当行の監査人を務めて

いないこと
OK OK OK OK OK

12年を超えて当行の取締役を務めて

いないこと
OK OK OK OK OK

ナティクシス又はBPCEの主要株主を

代表する取締役ではないこと
OK OK OK OK OK

当行又は当行グループから取締役報

酬の他に、ストック・オプション・

プラン又はその他の業績関連報酬プ

ランへの参加を含む、追加的な著し

い報酬を受けていない又は受けたこ

とがないこと

OK OK OK OK OK

* 下記「② 取締役会の役割及び権限－B 社内規定」を参照のこと。

 

ナティクシスの取締役の任期は、2015年５月19日までは６年間であった。ナティクシスの取締役の任期

の６年間からフランス私企業協会／フランス企業コーポレート・ガバナンス・コードで推奨される４年間

への短縮が2015年５月19日のナティクシス定時株主総会において承認された。

2009年４月30日以降、BPCEの業務執行役員会会長であるフランソワ・ペロルが取締役会会長を務めてき

た。

・　2014年における取締役会の変更

－　2014年２月19日、ナティクシスの取締役会は、ミシェル・グラス氏を、その前任であるステ

ヴ・ジャンティリ氏の残りの任期、すなわち2014年12月31日に終了した事業年度の財務書類を

承認するために召集される定時株主総会の終了時までを引き継ぐ後任として選任した。

－　2014年５月20日、ナティクシスの取締役会はクリステル・ボリ氏が2014年５月21日付で辞任す

ることを承認した。

・　2015年１月１日以降の取締役会の変更
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－　2015年２月18日、ナティクシスの取締役会は、アン・ラルー氏を、その前任であるクリステ

ル・ボリ氏のの残りの任期、すなわち2014年12月31日に終了した事業年度の財務書類を承認す

るために召集される定時株主総会の終了までを引き継ぐ後任として選任した。

2015年５月19日、ナティクシスの定時株主総会は、

・　BPCE、フランソワ・ペロル氏、ティエリ・カーン氏、ローランス・ドゥブルー氏、ミシェル・グラ

ス氏、アンヌ・ラルー氏、ベルナール・オプティ氏、ディディエ・パトール氏、アンリ・プログリ

オ氏、フィリップ・スュウール氏及びピエール・ヴァレンティン氏の任期を４年間更新した。

・　ディディエ・パトール氏を引き継ぐため、４年間の任期でミシェル・デニゾット氏を任命した。

2015年５月19日、ナティクシスの取締役会は、フランソワ・ペロル氏の取締役会会長としての任期を、

同氏の取締役の任期終了時まで更新した。

同時に多数の取締役を再任することを避け、バランスのよい取締役の再任を促進するために、任期は調

整されるべきというフランス私企業協会／フランス企業コーポレート・ガバナンス・コードの推奨に従

い、ナティクシスは2012年に行動計画を立ち上げた。それにより４名の取締役の任期はその他の取締役と

比較して調整される。

 

現状の任期満了

2016年年次総会 アラン・コンダミナ、カトリーヌ・ハルバーシュタット、ステファニー・ペ

2017年年次総会 ニコラス・ベレ・ドゥ・タヴェルノ

2019年年次総会 BPCE、フランソワ・ペロル、ティエリ・カーン、ローランス・ドゥブルー、ア

ラン・ドニゾ、ミシェル・グラス、アン・ラルー、ベルナール・オプティ、

ディディエ・パトール、アンリ・プログリオ、フィリップ・スュウール、ピ

エール・ヴァレンティン

 

2011年１月27日に定められた取締役会内の男女の平等性に関する規定に関連して、2015年３月１日現

在、ナティクシスの取締役15名中、26.7％を占める４名が女性である。したがってナティクシスは、2012

年５月29日の定時株主総会以降の暫定的な規定を遵守している。

フランス財政金融法の新たな条項第L511-99条に従い、取締役会は、指名及び報酬委員会による報告書を

受け、2014年12月17日の取締役会会議にて、次回の定時株主総会において取締役会の女性議席を２議席追

加する（次回の定時株主総会終了時にて任期が満了する２名の男性の後任として）ことにより、取締役会

における男女の平等性に関する目標を設定する。

ナティクシスの定款第９条によると、各取締役は任期中に少なくとも140株の当行株式を保有しなければ

ならない。さらに、フランス私企業協会／フランス企業コーポレート・ガバナンス・コードの推奨及び取

締役会の構成員に関するコンプライアンス憲章（下記「② 取締役会の役割及び権限－C 取締役会構成員の

コンプライアンス憲章」を参照のこと。）の第３条によると、取締役は、取締役に就任して18ヶ月以内

に、少なくとも1,000株の当行株式を保有することを求められる。

法律によると、70歳を超える取締役の数は在任の取締役の数の３分の１を超えてはならない。2014年12

月31日現在、70歳に到達したナティクシスの取締役はいない。

取締役が選任されたときは、かかる取締役の職歴及び役員を務める会社のリストを含む経歴が他の取締

役及び株主に送付される。

 

② 取締役会の役割及び権限

A 法定要件

法律及び定款に従い、ナティクシスの取締役会は、取締役会の特別委員会の補佐を受け、

・　当行の活動を統制する戦略を決定し、その実行を監督する。当行の目的の範囲内及び法律又は定款

により定時株主総会に付与される権限の範囲内で、取締役会は、当行の業績に影響を与える事象を

問題として取り上げ、その討議に基づいて当行を統制する。取締役会は、適当であると判断した場

合、調査及び検証を行う。
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・　当行の上級経営政策の決定を行う。ただし、取締役会の少なくとも15日前に議案が提案されたと

き、及び少なくとも３分の２の取締役又はその代理人が出席しているときにのみ、かかる議題につ

いて検討することができる。

・　取締役の中から、又はその他から執行役社長の選任を行う。また、執行役社長は、随時解任するこ

とができる。

・　執行役社長の提案に基づき、１名から５名の執行役社長を補佐する執行役副社長の選任を行うこと

ができる。

・　すべての定時株主総会を招集し、議案の決定及びすべての決定の遂行について監督を行う。

・　取締役会会長の提案に基づき、取締役会又は取締役会会長により検討を提案された問題について議

論するため、自身の委員会の設置を決定することができる。取締役会は、かかる委員会の構造及び

権限を決定し、委員会は自身の責任の下で活動を行う。

・　定期的に報酬方針の一般原則を採択かつ改正し、その実施を管理する。

・　フランス財政金融法の新たな条項第L511-55条に規定されるとおり、ガバナンス条項を検討し、定期

的にその有効性を評価し、不備に対しては改善のための是正措置が確実にとられるようにする。

・　ナティクシスがさらされているか又はさらされ得るリスク（経済環境により生じるリスクを含

む。）につき、これをとること、管理、監視及び軽減させることを統治する戦略及び方針を定期的

に承認し、改定する。

・　当行の効果的かつ堅実な経営（特に職務の分離及び利益相反の防止）を保証するため、指針を決定

し、監督メカニズムの取締役による事実上の実施を管理する。

・　ナティクシスによる公表及び開示が意図された情報の品質及び信頼性につき、公表及び開示する過

程の管理。

取締役会は事実上の取締役（フランス財政金融法第L511-13条の意味における範囲内で）を指名する (事

実上の取締役の詳細については(c) 上級経営陣を参照のこと。)。

 

法律及び定款に従い、取締役会会長は取締役会を招集し議長を務め、その活動の組織及び管理を行う。

取締役会会長は、定時株主総会の議長も務める。取締役会会長又は執行役社長は、各取締役が業務を行う

のに必要なすべての書類及び情報を提供しなければならない。

法律及び定款による業務に加え、取締役会会長は、最高経営責任者の経営責任を配慮しつつ、最高経営

責任者を補助し、また最高経営責任者に専門的助言を行う。したがって、取締役会会長は、ナティクシス

の戦略及び組織に関連する議題のすべての会議に出席することができ、最高経営責任者の要請により、当

グループの大手のパートナーとの関係において、その取引関係の促進のため、ナティクシスを代表するこ

とができる。

さらに、取締役会会長は、かかる活動領域で行われる活動に参加することにより、株主との関係の品質

を維持されるよう取り計らう。したがって、2014年11月７日、ペロル氏は株主諮問委員会に参加し、その

間委員会構成員とナティクシスの全体的な展望について議論することができた。

最後に、取締役会会長は、建設的な意思決定をもたらす議論の土台を作ることにより、取締役会の運営

が円滑に進むことよう取り計らう。取締役会会長は、取締役会が、その業務に義務付けられた時間を使っ

ているか確認する。

 

B 社内規定

取締役会が遵守する法定要件に加えて、取締役会は運営並びに構成員の権利及び業務を定める社内規定

を採用した。これらは各取締役の任命時に送付される。ナティクシスの完全な取締役会の社内規定はウェ

ブサイト（www.natixis.com）上で閲覧することができる。

2014年12月17日に最新の改訂が行われたかかる社内規定の中で、特に留意すべき規定は以下のとおりで

ある。

・　取締役会による事前の承認を必要とするのは以下の場合である。

－　ナティクシスが現在行っていない新たな主要事業への活動の拡大

－　執行役社長及び該当する場合は１人又は複数の執行役副社長の任命及び解任
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－　当行グループの構造が変更される場合で、金額が100百万ユーロを超える、株式の取得若しくは

買い増し、及び投資、投資の撤収又はナティクシス若しくはその主要な子会社による合弁企業

の設立

－　ナティクシスが関連する資産の譲渡、会社の統合又は分割

・　取締役会の構成員を「独立取締役」に適格と判断する基準：独立取締役は、自由な判断を下すこと

を難しくし、又は経営陣、当行若しくは当行グループと利益相反を起こしうるような、経営陣、当

行又は当行グループとの関係性を有しない取締役をいう。

したがって、独立取締役は、以下に該当してはならない。

・　ナティクシス若しくは当行グループの従業員若しくは役員、又は商法第L.233-３条に基づき単独若

しくは共同でナティクシスの支配権を有する株主の従業員若しくは取締役であるか又は連結会社の

従業員若しくは取締役である者、及び過去５年間にかかる資格において行為したことのある者

・　ナティクシスが直接的若しくは間接的に取締役であるか、又は取締役に指名されたナティクシスの

従業員若しくは役員が過去５年間に取締役である会社の役員を務める者

・　顧客、仕入先、投資銀行員又はコーポレート銀行員のうち、以下に該当する者。

・　ナティクシス又は当行グループの主要な取引先である者

・　ナティクシス又は当行グループとの取引が事業の大部分を占める者

・　ナティクシス又は当行グループの役員の近親者である者

・　過去５年間にナティクシス又は当行グループの監査人を務めた者

・　12年超にわたりナティクシスの取締役を務めた者

・　ナティクシス又は当行グループから取締役報酬の他に、ストック・オプション・プラン又はその他

の業績関連報酬プランへの参加を含む、追加的な著しい報酬を受けている又は受けたことがある者

ナティクシスの直接的又は間接的な大株主を代表する取締役は、当該株主が商法第L.233-３条の意義の

範囲内でナティクシスを支配していない場合は、独立取締役とみなすことができる。ただし、取締役が、

ナティクシスの資本金又は議決権の10％超を直接的又は間接的に保有する株主を代表している場合、取締

役会は、指名委員会の報告書に基づき、ナティクシスの資本金構成及び利益相反の可能性の有無を考慮し

て当該取締役の独立性を組織的に検証するものとする。

各取締役の独立性については指名委員会（かかる委員会の構成及び役割については下記に記載する。）

が検討し、取締役会に対する報告書を作成する（上記「① 組織」の表を参照のこと。）。

・　社内規定に定められる取締役会運営手続

特に、社内規定は、親会社及び連結子会社の財務書類及び経営者報告書（当会社及び当行グルー

プ）の作成にかかる決定を除き、ビデオ会議又は遠隔通信設備（少なくとも参加者の声を伝達し、進

行を継続的に且つ同時にストリーミングすることが可能な技術的特長を持つものとする。）を通して

取締役会に出席する取締役は、定足数及び多数決を考慮する際に出席とみなされることを規定してい

る。

さらに、取締役会の業績の評価に関して、社内規定は、少なくとも年１回、取締役会の運営評価を

議案とすることを規定しており、かかる報告はナティクシスの年次報告書に記載されるものとする

（2014年の報告については、「④ 2014年における取締役会の業績の評価」を参照のこと。）。

・　特権

－　最高経営責任者が社外で新たな役職に就く際の取締役会の承認

－　リスク管理部門部長の業務を終了させる取締役会の承認

取締役会議事録は作成され、ナティクシスの取締役に送付され、これらの取締役により、各回の後続の

会議にて承認される。

 

C 取締役会構成員のコンプライアンス憲章

当憲章の目的は、コーポレート・ガバナンス原則の効果的な適用及びナティクシスの取締役の最善な実

務を推進することである。
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就任を承諾する前に、ナティクシスの各取締役は、法規制、定款、社内規定、当憲章及びその他の拘束

力のある条文等により自身に課せられる一般的又は具体的な義務について熟知していることを保証しなけ

ればならない。

ナティクシスの取締役は、当憲章に含まれるガイドラインを遵守することに同意している。

 

第１条：出席

すべての取締役は、職務の遂行に十分な時間を割き注意を向けなければならず、取締役会、構成員を務

める委員会及び定時株主総会に定期的に出席しなければならない。したがって、取締役は、取締役として

の回数及び責務の水準に関連して、執行役をも務める場合は特に、要請される際に出席できることを保証

しなければならない。

 

第２条：取締役の職務及び企業利益

各取締役は、すべての株主を代表し、常時ナティクシスの企業利益のために努力するものとする。取締

役は、ナティクシスの価値を保護し向上させる役割を担うのもとする。

 

第３条：株式保有及び透明性

各取締役は少なくとも1,000株のナティクシスの株式を保有することが推奨される。定款において規定さ

れる140株を６ヶ月間に取得し、その後12ヶ月間に保有株式を1,000株まで増加させる。

効力ある法律を遵守するため、各取締役が保有する株式は記名式でなければならない。

 

第４条：プロフェッショナリズム及び効率性

取締役は、取締役会及び特別委員会の同僚意識及び業務の効率性に貢献する。取締役は、特に取締役会

の定期的査定の間、取締役会運営の改善に役立つと考えられる助言を行う。

取締役会のその他の構成員とともに、取締役は、指導及び管理義務が効力ある法規制に従って行われる

よう注意する。

取締役は、取締役会が採る方針が、公式に決定され、妥当な根拠を有し、取締役会議事録に記載される

ことを保証する。

 

第５条：守秘義務

取締役会及び委員会の構成員並びに取締役会及び委員会に出席するすべての個人は、審議において一般

的な守秘義務を負う。

 

第６条：インサイダー取引の防止

内部情報

フランス金融市場庁（AMF-the Autorité des Marchés Financiers）の一般規制第621-1条は次のように

規定する：「内部情報とは、未公表で、１若しくは複数の金融商品の発行者又は１若しくは複数の金融商

品に直接的又は間接的に関連し、公表された場合、当該金融商品又は関連する金融商品の価格に著しい影

響を及ぼすとみられる性質を明確に持つすべての情報を指す。」

取締役会がナティクシスの内部情報を得た場合、取締役並びに取締役会及び委員会に出席するすべての

個人は、以下のことを行わないものとする。

・　かかる情報が公表される前に、直接的又は間接的に、自身のため又は他人の代わりに、市場又は市

場外で、ナティクシスが発行した金融商品の取引を行うこと。

・　ナティクシスの内部を含む第三者にかかる情報を開示すること。ただし、通常の業務を遂行する上

でそれを行う場合を除く。

・　かかる情報に基づき取引を実行するよう推奨又は指示を行うこと。

上記のことを回避する義務は、ナティクシスにより発行された又は発行される予定の株式及びすべての

投資証券並びにこれらの証券から分離することができる権利（先売権等）及び原資産がナティクシスによ

り発行された権利又は証券であるデリバティブに関連する。
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かかる義務は、内部情報が、ナティクシスが権利を持つ又は持つ可能性がある上場企業の証券に関する

ものである場合にも適用される。

また、かかる規制は、取締役が取締役会における業務の上で内部情報を入手し得るすべての上場企業に

も通用する。

取締役は、近しい人物（特に、配偶者、子供若しくは同居の両親又は取締役、配偶者、子供若しくは同

居の両親によって経営、運営、管理若しくは支配される又はそのうちのいずれかが経済的便益の大部分を

受取る法人若しくは組織等のかなり親密な繋がりがある者）がナティクシスの株式を取引する際に生じる

リスクに注意を払うべきである。

このような行為がなされた場合は、行政上及び刑事上処罰される。

 

パーマネント・インサイダー

フランス財政金融法に従い、ナティクシスは、AMFが閲覧可能なパーマネント・インサイダーのリストに

取締役の名前を記載している。パーマネント・インサイダーとは、ナティクシスに関連する内部情報に常

時アクセスが可能な個人を指す。それぞれ取締役は、コンプライアンス部門長からの配達証明付の書面に

て、かかるリストに名前が記載されていることについて通知を受ける。

かかるリストに記載されていない個人は、法規制の遵守を免れるわけではなく、インサイダーの立場に

なる可能性は否定されない。

ナティクシスの株式及び関連する金融商品の取引について、取締役は、ナティクシスのコンプライアン

ス・マニュアルに記載される、ナティクシスの株式取引に関する規定を、厳密に遵守するものとする。取

締役は、パーマネント・インサイダーの立場についての通知書面の添付書類にて、これらの規定について

通知を受ける。

特に、取締役は、「ネガティブ・ウィンドウ」と呼ばれる期間中、いかなる取引も行わないことに同意

するものとする。かかる期間は、四半期、半期及び年次業績の公表日の30暦日前から開始され、これらの

財務書類の公表日に終了する。

 

報告義務

各取締役は、フランス財政金融法第L.621-18-２条の条項に従い、当行株式の取引を行った場合はAMFに

申告しなければならない。

また、取締役は、毎年12月31日現在の保有株式数及び実施されたすべての金融取引をナティクシスに通

知し、当行による当該情報の公開を可能にしなければならない。

また、ナティクシスは、フランス国内外のすべての当局（株式市場の規制当局等）に対する報告義務を

履行するために必要な情報（上場会社株式の取引に関するもの）を提供するよう、各取締役に要求するこ

とができる。

 

第７条：独立性及び利益相反

取締役は、すべての状況において判断、決断及び活動を行う際、独立性を維持するために努力するもの

とする。取締役は、ナティクシスの企業利益（これを保護するのが取締役の権限である。）にとって異質

ないかなる事象による影響も受けてはならない。

取締役は、ナティクシス又は取締役が管理する会社の利益と相反する活動を行わないものとする。特

に、取締役又は監査人が直接的又は間接的に関与する取引が計画されている場合（取締役が、パートナー

銀行若しくは仕入先の取引銀行、又はナティクシスの当該取引における競合会社のパートナー銀行若しく

は取引銀行の会員である場合等）、当該取締役又は監査人は、かかる計画を知ったら直ちに取締役会会長

に、どのような立場で直接的又は間接的に利害関係を持つのか通知しなければならない。当該取締役又は

監査人は、取締役会又は当該計画に関連する委員会に出席してはならない。よって、当該取締役又は監査

人は、取締役会における議論、当該計画への投票に参加せず、議事録の当該計画に関する部分はかかる取

締役には提出されない。

 

第８条：情報
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各取締役は、取締役会及び特別委員会の議案に関して役立つ活動を行うために重要な情報を熟知し、適

切な期間内に取締役会会長及び／又は所属する特別委員会の会長に対し要求しなければならない。

 

第９条：憲章の適用

ナティクシスの取締役が、自己都合又はナティクシスの社内規定に関連するその他の理由で、当憲章を

遵守して業務を行うことができる立場ではなくなった場合、当該取締役は取締役会会長に通知し、状況を

修正するための方法を検討しなければならない。かかる方法が見つからない場合、業務の遂行に関して、

個人的に影響を受けるものとする。

ナティクシスのコンプライアンス部門長は、行動規範についての各取締役からの質問に回答するものと

する。

 

D 関連当事者契約に関する社内憲章

2013年２月17日のナティクシスの取締役会において、AMFの推奨No.2012-05に従い、「関連当事者契約」

に関する社内憲章が策定された。これは2014年12月17日に改訂され、2014年７月31日の指令No. 2014-863

による変更も含まれた。

かかる憲章は、フランス商法第L.225-38条の規定に従って「関連当事者契約」を設定する基準を定義す

る。

特に、法定監査人の特別報告書を踏まえ、取締役会の通知から定時株主総会による承認までの手続を定

める。

2014年度に発効した規制に従い、取締役会は、関連当事者契約が署名される前にその承認を行った。取

締役会はさらに、過去事業年度中に取締役会によって承認を受け、当該期間においても引続き影響を及ぼ

す、すべての関連当事者契約を検証した。

フランス商法第L225-102-1条は、経営報告書中、最高経営責任者、取締役の1人又は会社の議決権の10％

超を保有する株主の1人を片方の当事者とし、これらの者が資本の半分超を直接的又は間接的に保有する別

の会社を他方当事者とし、直接又は仲介を通じて締結された契約について記載しているが、2014年度にか

かる基準を満たした契約はない。

 

③ 2014年における取締役会の業績

取締役会は、2014年に合計８回開催された。１年を通じた出席率は、約91％と2013年に近い比率であっ

た。

事前に議題について検証及び分析を行うため、取締役会が開催される少なくとも３日前までに、各取締

役は保護されたウェブサイトを通じて、議案の項目が示されたファイルを受領した。

執行役社長はすべての取締役会に出席したため、取締役は、重要な問題に関する執行役社長の意見を聞

くことができ、関連すると考えられる質問をすることができた。各取締役会において、執行役社長は、経

済環境、ベンチマーク及び事業の状況について検討した。

取締役会の議題に関する追加の情報を提供するため、要請があったとき、かかる要請において、財務及

びリスク最高責任者、会社秘書役又は１人若しくは複数の業務部門長が召集された。中央労使協議会の代

表者もまた取締役会に出席した。

2014年に取締役会が取り組んだ主な議題は以下のとおりであった。

 

ナティクシスの財務、現金

及びコミットメントの状態

・　四半期及び半期の財務書類の検討及び年次財務書類（親会社及び連結の）の検討

・　2015年度予算の検討及び承認

・　経済的検討及びベンチマークの検討／事業見直し／株式の残存期間

・　プレス・リリースの検討及び承認

・　取締役会の経営報告書の採択

・　資本増強の権限の使用に関する取締役会報告書の採択

・　資産査定（AQR）の定期的な更新

・　GAPCの終了に関する検討

内部統制

・　リスク、不履行リスク及び周期制御に関する事項に係る監査委員会プロジェクトの提案

・　内部統制の実施の条件並びにリスクの測定及び監視に関する報告書

・　内部統制業務及び結果に関する報告書

・　取締役会の業務並びに内部統制及びリスク管理手続に関する会長報告の採択
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コーポレート・ガバナンス

・　独立取締役としての取締役の地位の分類の見直し

・　取締役の選任

・　指名及び報酬委員会の会長の指名

・　取締役会の業務の要約評価の検討

・　定時株主総会及び参加権付有価証券の保有者の年時総会の召集

・　新たな取締役会特別委員会の創設並びにそれらの各委員会の内部規則及び取締役会のの改訂

・　金融健全性監督・破綻処理機構（ACPR）からの追報並びにフランス金融市場庁及びコーポレート･ガバ

ナンス高等委員会(HCGE)からの文書の確認

・　これらの追報及び文書に対するナティクシスの回答の提案

・　様々な関連当事者契約の署名の承認

・　フランス労働法第L.2323-7-1条に規定される戦略ガイドラインに関する処理の実施

報酬

・　指名及び報酬委員会による作業の提出

・　取締役会会長の固定報酬

・　最高経営責任者の固定報酬及び変動報酬

・　利益分割賞与

・　取締役報酬の新たな分配

・　会社役員のためのパフォーマンス・シェア割当制度の設立

金融取引

・　CofaceのIPO

・　BPCE Assuranceの資本におけるBPCE及びMuracefの持分すべてのNatixis Assurancesへの譲渡

・　2014年Mauve貯蓄制度のメンバーのために留保された資本増強分

・　ナティクシスの子会社からナティクシスへの資産及び負債の譲渡全体

・　戦略的計画及び戦略的プロジェクトの検討

その他

・　発行承認（社債、ワラント、預金証書、譲渡性ミディアム・ターム・ノート、ユーロ・コマーシャ

ル・ペーパー）の更改

・　海外支店及び駐在員事務所の開設

・　ナティクシス中央支店の閉鎖

 

④ 2014年における取締役会の業績の評価

連続する５年間、上場企業の適格なガバナンスに関してフランス私企業協会／フランス企業連盟コーポ

レート・ガバナンス・コードに規定される推奨に基づき、ナティクシスは取締役会及び専門委員会の業績

の評価を行った。

2010年度及び2013年度、ナティクシスは外部の事務所のサービスを利用した。2011年度及び2012年度に

ついては、個人面談及びアンケート調査に基づく内部評価を行った。

2014年度は、ナティクシスは、2010年から2013年に実施された詳細な評価の結果下された決定に関する

追跡調査を行うことを決定した。かかる調査の結果は、2015年８月に発表される登録届出書に関するアッ

プデートにおいてその詳細が説明される。

 

⑤ 取締役会構成員の研修

ナティクシスは、2012年度、取締役会構成員に対し研修プログラムを開始することを決定した。かかる

研修は２つに分けられる。

・　当行に入社する新取締役に対する研修プログラム：かかるプログラムは半日の研修であり、特にナ

ティクシスの紹介（事業ライン、ガバナンス及び組織）、損益計算書の主要な項目及びリスク管理

政策の構成要素の説明、並びに取締役会構成員の規制及び責任に対する意識の向上を目的とする。

・　既存の取締役会構成員に対する進行中の研修プログラム：特に、ナティクシスに特有の事業ライ

ン、金融市場、信用金融機関への会計及び金融規制、並びに内部監査に関するコンプライアンス及

び取締役会構成員の責任についての問題等、様々な要素で構成される。

 

(b) 専門委員会：取締役会の派生

2014年12月17日まで、ナティクシスの取締役会は、その審査過程及びその協議の一部の助けとなる、監査

委員会、指名及び報酬委員会並びに戦略委員会の３つの専門委員会をその周りに設置しており、これらの各

委員会は独立取締役がその議長を務めていた。

ナティクシスの取締役会は、その2014年12月17日の会議において、フランス財政金融法の新たな規定を遵

守するために、監査委員会から分離したリスク委員会を創設すること及び既存の指名及び報酬委員会を２つ

の独立した委員会に分けることを決定した。以前監査委員会に割り当てられていた職務は、監査委員会及び

リスク委員会で分担され、新たな記載により補足された。同様に、以前指名及び報酬委員会に割り当てられ

ていた職務は、指名委員会及び報酬委員会で分担され、適切に遂行された。
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ナティクシスの取締役会は、現在５つの専門委員会、すなわち、監査委員会、リスク委員会、報酬委員

会、指名委員会及び戦略委員会を有し、これらの各委員会は独立取締役がその議長を務めている。

 

① 監査委員会

A 組織

2014年中、監査委員会は５名の委員により構成された。2015年３月１日、その構成員は以下のとおりで

あった（2014年度と同一）。

 

ベルナール・オプティ 議長

ローランス・ドゥブルー 委員

カトリーヌ・ハルバーシュタット 委員

ステファニー・ペ 委員

ダニエル・カリヨティス 委員

 

５名の構成員のうち、２名が独立取締役である（ドゥブルー氏及びオプティ氏）。

監査委員会の議長は、当期を通して独立取締役であるオプティ氏が務めた。

当行の大株主の構成の違い（Caisses d’Epargne及びBanque Populaireの銀行からの構成員並びにBPCEの

代表者）を表すために、フランス私企業協会／フランス企業連盟コーポレート・ガバナンス・コードに推

奨されるように、監査委員会の３分の２の委員は独立取締役ではない。

監査委員会の議長及び構成員は、そのプロフェッショナルとしてのキャリアを通じて得た豊富な会計及

び財務の専門知識を持つ。オプティ氏は、金融市場の専門家であり、複雑な金融商品及び代替管理会社に

おいて豊富な経験を持つ。ドゥブルー氏は、その財務分析及び企業戦略の技能が認められている。カリヨ

ティス氏は、BPCEでの同氏の地位である最高財務責任者としての幅広い経験を持つ。ハルバーシュタット

氏は、財務分析、リテールバンキング及びファクタリング業務において確かな経験を持つ。最後に、ペ氏

は、銀行監査、ファクタリング、現金管理及び業務管理において豊富な経験を持つ。

・　2014年、監査委員会における変更はなかった。

 

B 役割及び権限

ナティクシスの監査委員会は、その権限及び業務手順を定める社内規定を有しており、その最新版は

2014年12月17日に取締役会により承認されている。

ナティクシスの取締役会の責任の下、現在の監査委員会の主要な職務は以下のとおりである。

・　ナティクシスが公表した情報の明確さの確認及びナティクシスの個別及び連結財務諸表の作成に採

用された会計方法の妥当性の評価

・　特に、リスクの測定、監視及び統制を行うためのシステムの一貫性についての内部統制の質の評

価、並びにこの点における必要に応じた補足的な行動の実施の提案

監査委員会が付託された権限は以下のとおりである。

・　財務情報の作成過程（計算書、経営者報告書の編集等）の監視

・　ナティクシスの取締役会へ提出される少なくとも２日前までに、ナティクシスの親会社及び連結子

会社の年次、半期及び四半期の財務書類及びその予算案の監督を行うこと並びに決算を出した際に

配布される単体の財務関連書類の監督

・　財務情報の作成に関連する内部統制システムの有効性の監督

・　その独立性へのあらゆるリスクを監査人と審査すること。このために、監査委員会は、ナティクシ

ス及び当行グループが支払う金額又は会社及びネットワークの純売上高に占めるそれらの金額が占

める割合が本質的に、監査人の独立性を損なわないことを確保する。

・　ナティクシスの監査人の選任又は改選につき所見を述べ、また当該監査人の監査計画、当該監査人

が行った監査及び勧告の成果、並びに後者についてなされたすべてのフォローアップ措置について

審査する。
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・　ナティクシス又はその子会社１社以上と、Groupe BPCEを構成する全部又は一部の事業体との間にお

ける商取引関係に関して毎年提出される報告書につき所見を述べる。

当行の執行役社長は、監査委員会に対して当該委員会の業務に必要な書類及び情報を提供する。以下の

一覧はすべてを網羅するものではない。

・　当行が定期的に作成する単体及び連結の財務関連書類、会計資料並びに規制文書

・　当行の法定監査人が作成する概括報告書

・　当行に関する監査報告書

・　当行内で適用される会計方針及び会計処理法

・　３月末、６月末、９月末及び12月末における単体及び連結の予想業績

・　主要子会社の連結予算及び連結財務書類並びに当該主要子会社の取締役会又は（場合により）監査

委員会に提供された関連書類

監査委員会は、取締役会に対して、監査（特に当行及びその子会社の財務書類に関する監査）を行う旨

の提案をすることができる。

当該委員会は、それが適切と判断した場合、その付託された権限に該当する事項を説明する目的のため

に外部の専門家又はコンサルタントの技能を求めることができる。

監査委員会は、少なくとも四半期に１回は会合を開くものとする。

監査委員会の会合の議事録は、取締役会秘書役により作成される。これらの議事録は、監査委員会の委

員で共有され、次回の会合の際に承認される。取締役会は、十分な情報に基づいた決断を下せるよう、監

査委員会の業務について情報提供を受ける。

 

C 2014年における監査委員会の業務

2014年12月17日以降、ナティクシスの取締役会は、監査委員会の権限の一部を委任されたリスク委員会

を有している。2014年度の監査委員会の業務は、その以前の形式で以下に提示される。

ナティクシスの監査委員会は、2014年度に５回開催された。その構成員の出席率は、通年で92％（2013

年は96％）であった。

各取締役は、委員会の少なくとも３日前までに、取り組む議題について検討及び分析できるように、保

護されたウェブサイトを通して議題項目が記載されるファイルを受領した。

検討及び分析のために提出された各事項について、監査委員会は、関連するナティクシスの社員から話

を聞き、また、かかる事項の報告について熟知する機会があった。

監査委員会は、ナティクシスの親会社及び連結子会社の年次、半期及び四半期の財務書類の法定監査並

びにその予算案の監督を、少なくともそれらがナティクシスの取締役会に提出される２日前までに行っ

た。

議題によっては、監査委員会は、ナティクシスの会計及び比率担当部長、リスク担当部長、ナティクシ

ス及びBPCEの内部監査担当部長、会社秘書役及びコンプライアンス担当部長に加え、ナティクシスの最高

財務責任者及び最高リスク管理責任者の立会いの下その会合が開かれた。

監査委員会が財務書類を監査できるように、財務部門の報告書、年次財務書類並びに半期及び四半期財

務書類の審査に関する法定監査人のコメントのコピーが監査委員会へ送付される。

また、監査委員会は、ナティクシスの内部監査の監査計画に加えて、ナティクシスのコンプライアンス

及び内部統制機能の活動及びその結果についても検討した。

2014年において、監査委員会の業務は特に以下のものに重点を置いた。

 

 ・四半期及び半期の親会社及び連結子会社の財務書類の検討

 ・2015年度の予算の検討

 ・法定監査人の選任

 ・Coface上場のプロジェクトの検討

財政状態 ・資産査定（AQR）に関する定期的な更新

 
・月次連結リスク管理の審査表（信用リスク及び市場リスク並びに流動性に関

する定期的な更新）の検討
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 ・不履行リスクの監視

 ・事業継続のメカニズムの検討

 ・外部委託された重要なサービスの検査

 ・確認処理プログラムの展開の結果の検討

 ・ITリスクへの重点的な取組み

 
・2013年の取締役会の業務及び内部統制に関する会長の報告書の草案のレ

ビュー

 ・内部統制並びにリスクの測定及び監視に関する報告の提示

 ・2015年度の監査計画案の提示

内部監査及びリスク管理 ・ナティクシスの内部監査部門による提言の実施の監視

 ・BPCEが実施した、グループの法定監査人を伴う入札の募集の検討

その他

・ACPRから受領するすべての文書及びフランス金融市場庁（AMF）から受領する

すべての文書及び情報の確認並びにかかる文書へのナティクシスの回答の提

示

 

② リスク委員会（2014年12月17日以降）

A 組織

2015年３月１日現在、リスク委員会の構成は以下のとおりである。

 

ベルナール・オプティ 議長

ローランス・ドゥブルー 委員

カトリーヌ・ハルバーシュタット 委員

ダニエル・カリヨティス 委員

ステファニー・ペ 委員

 

５名中２名（ドゥブルー氏及びオプティ氏）が独立取締役である。

 

B 役割及び権限

ナティクシスのリスク委員会は、その権限及び業務手順を定める社内規定を有しており、かかる規定は

2014年12月17日に取締役会により承認された。

ナティクシスの取締役会の責任の下、現在のリスク委員会の主要な職務は以下のとおりである。

・　現在及び将来における当行の全体的な戦略及びリスク選好についての取締役会への助言

・　事実上の取締役及びリスク管理部門の部長によるかかる戦略の実施に関する、取締役の検査の支援

また、リスク委員会が付託された権限は以下のとおりである。

・　規則の遵守並びにリスクの監視及び統制を確保するためにナティクシスが設けた手順に関して所見

を述べること。このために、ナティクシスは、ナティクシスのリスク委員会及びその子会社のリス

ク委員会からの報告並びに当行の執行役社長の指令により行われた、特にオペレーショナル・リス

ク、市場リスク又は取引相手方リスクのリスクに関する報告を受領する。

・　内部統制及びリスク管理システムの有効性の監視

・　特に職務の分離及び利益相反の防止について、当行の効果的及び慎重な管理を保証する監督メカニ

ズムに関するガイドラインの決定及び事実上の取締役によるその実施の監督を取締役会が行う上で

の支援

・　付託された権限に従って、商品の価格及び顧客に提供されるサービスがナティクシスのリスク戦略

に適合しているかの検討。これらの価格がリスクを正しく反映していない場合は、それを修正する

行動計画を取締役会に提出する。

・　報酬委員会の職務について、その権限を侵害することなく、ナティクシスの報酬方針及び慣行によ

り規定されたインセンティブが、ナティクシスがさらされているリスク、その資本、その流動性及

び可能性並びに期待される利益の時期に関しての状況と適合しているかの検討
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・　前述のガバナンスのメカニズムについての検討、その有効性の評価、また、不足な点があった場合

にその是正措置の実施の確保を取締役会が行う際の支援

・　経済環境から生じるリスクを含め、ナティクシスがさらされている又はさらされる可能性があるリ

スクを取ること、管理すること、監視すること及び低減することを制御する戦略及び方針の定期的

な審査

・　銀行部門の事業、支払サービス及び投資サービスの内部統制に関する2014年11月３日付フランス省

令第253条に従って、不履行リスクの監視に関連する事項を少なくとも年に１度審査すること

・　ナティクシスの内部監査部門長の任命及び解任につき所見を述べること

・　内部監査部門並びに規制当局及び監督当局（特に、金融健全性監督・破綻処理機構（ACPR-銀行部門

及び保険部門のためのフランスの監督当局））からの任務の結果がフォローアップされるよう取り

計らうこと。この目的のために、ナティクシス及びその子会社に関するすべての報告書を規制当局

及び監督当局（特にACPR）から受領するリスク委員会へ、内部監査部門が作成したナティクシス及

びその子会社に関する報告書の要約が提出される。

・　ナティクシスの年間内部監査計画（子会社における監査を含む。）への取り組み。当該計画は、少

なくとも承認の１週間前までにリスク委員会に提出される。

 

C 2014年におけるリスク委員会の業務

リスク委員会は2014年12月17日に創設されたため、2014年においてその会議は開かれなかった。

内部監査部門及びリスク管理部門におけるリスク委員会の主な職務は、以前監査委員会により実行され

ており、その詳細は上記2014年における監査委員会の業務の項に記載される。

 

③ 報酬委員会（注１）

(注１)　旧指名及び報酬委員会（2014年12月17日まで）

A 組織

2014年中、指名及び報酬委員会は、ボリ氏（2014年５月21日まで）、コンダミナ氏、パトール氏、プロ

グリオ氏、スュウール氏及びタヴェルノ氏の６名の委員により構成された。

2015年３月１日、報酬委員会の構成は以下のとおりである。

 

ニコラス・ドゥ・タヴェルノ 議長

アラン・コンダミナ 委員

アン・ラルー 委員

ディディエ・パトール 委員

アンリ・プログリオ 委員

フィリップ・スュウール 委員

 

６名の構成員のうち３名（ラルー氏、プログリオ氏及びドゥ・タヴェルノ氏）が独立取締役である。報

酬委員会の独立取締役の人数は、フランス私企業協会／フランス企業連盟コーポレート・ガバナンス・

コードに推奨されるように、構成員全体の人数の半数以下である。同委員会は、バランスのとれた構成

（50％が独立取締役、50％が非独立取締役）を有し、独立取締役がその議長を務める。

・　2014年における取締役会委員会への変更は以下のとおりである。

‐　2014年５月20日、クリステル・ボリ氏はナティクシスの取締役を辞任し、従ってその指名及び報

酬委員会の議長の役職からも辞任した。

‐　2014年５月20日、指名及び報酬委員会の議長として、辞任したクリステル・ボリ氏に代わり、ニ

コラス・ドゥ・タヴェルノ氏が任命された。

・　2015年１月１日以降、報酬委員会における変更は以下のとおりである。

‐　2015年２月18日、アン・ラルー氏が報酬委員会の委員として任命された。
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B 役割及び権限

ナティクシスの報酬委員会の役割には、報酬に関してナティクシスの取締役会が発表する決定について

の準備があり、かかる報酬には当行のリスクに影響を与えるナティクシスの従業員についてのものを含

む。報酬委員会の権限及び業務手順については、社内規定に詳述されており、その最新版は2014年12月17

日に承認された。

報酬委員会は、ナティクシスの取締役会に対して、以下に関する提案を提出する責任を有する。

・　ナティクシスの取締役会長に支払われる現物給付、年金制度及び集団的共済保険並びにストックオ

プションの割当又は株式取得を含む報酬の水準及び条件

・　執行役社長及び該当があれば執行役副社長１名以上に支払われる現物給付、年金制度及び集団的共

済保険並びにストックオプションの割当又は株式取得を含む報酬の水準及び条件

・　ナティクシスの定時株主総会の決定のために提出される、ナティクシスの取締役の役員報酬の分配

に関する規則及び当該役員報酬の合計額

・　特にナティクシス又は当行グループのリスク・プロファイルに重要な影響を与え得る専門的な業務

をに従事する従業員の区分に関するナティクシスの報酬方針の年次レビュー

・　リスク管理部門長及びコンプライアンス部門長の報酬の検討

報酬委員会は、ナティクシスが加入する執行役賠償責任保険について検討し、その所見を述べることが

できる。

報酬委員会は、株主総会に提出されるための、ナティクシスの従業員向けの増資のための制度を含む従

業員貯蓄制度、また、該当がある場合、株式発行又は株式購入のための制度、又は、無償株式の割当に関

連する提案についての検討を行う。

ナティクシスの執行役社長は、報酬委員会に対して、その義務の履行に際して有用となる書類を提供

し、同委員会へ十分な情報が確実に与えられるようにする。

報酬委員会は、必要に応じてナティクシスの内部統制部門又は外部の専門家に相談する。

 

C 2014年における指名及び報酬委員会の業務

2014年12月17日以降、指名及び報酬委員会は、２つの別々の委員会に分割された。指名及び報酬委員会

の2014年度の業務は、以下に詳述される。

指名及び報酬委員会は、2014年に４回開催された。その構成員の出席率は、通年で95％であった（2013

年は91％）。

各取締役は、会合の少なくとも３日前までに、取り組む議題について検討及び分析できるように、安全

なウェブサイトを通して議題項目が記載されるファイルを受領する。

2014年において、指名及び報酬委員会は、以下の分野に焦点を置いた。

 

 ・2014年度の執行役社長の固定報酬の決定

 ・2014年度の取締役会会長の固定報酬の決定

 ・2014年に支払われる2013年度の執行役社長の変動報酬の決定

 ・2014年度の執行役社長の変動報酬を計算する際に適用する基準の決定

 ・執行役の個別の報酬についての株主との協議（「セイ・オン・ペイ」）

 
・パフォーマンス・シェアの無償割当の形式による執行役への長期報酬制度の

割当

役員

・執行役への報酬に関して、フランス私企業協会／フランス企業連の推奨の検

討

取締役報酬 ・取締役に分配された出席報酬の支払いに関する規定の検討

 
・2014年11月３日付フランス省令に記載される「規制対象人員」を含む規則を

ナティクシスの報酬方針が遵守しているかの検討

 
・事業分野別の変動報酬の構造及びその金額の検討を含む、ナティクシスの報

酬方針の検討

 ・最高年棒の従業員に付与された報酬の分析
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・繰延変動報酬に適用される業績状況の達成及びナティクシスで設置された長

期利益分配制度の検討及び監視

 ・過去の2013年度及び2014年度の規制対象人員の変動報酬

 
・統制機能（リスク部門、コンプライアンス部門、内部監査部門）の部長の報

酬の分析

報酬方針及び規則 ・給与及び職業の平等性に関する方針

 ・ナティクシスにおける既存の従業員貯蓄制度の提示

 ・従業員向けの増資（2014年モーヴ）の手順の分析

従業員貯蓄及び従業員株式 ・フランスにおけるナティクシスの従業員への追加の利益分配の支払い

 ・ステヴ・ジャンティリの後任の推薦

取締役の選任／指名 ・クリステル・ボリの後任の候補者の評価

取締役の独立性 ・各取締役の独立性基準の検証

 ・2013年の取締役会の業務の評価

 ・個人及び集団として、取締役の有する知識、技能及び経験の評価

取締役会及び取締役の評価

・個人及び集団として、取締役会の構成員が有する知識、技能及び経験のバラ

ンス及び多様性の評価

男女数の均衡 ・取締役会における男女数の均衡に関する方針及び目標の決定

その他

・取締役会において、ナティクシスの利益を害する可能性がある者又は支配集

団の特定

 

④ 指名委員会（2014年12月17日以降）

A 組織

指名委員会は、６名の委員により構成される。2015年３月１日現在、これらの委員は以下のとおりであ

る。

 

アンリ・プログリオ 議長

アラン・コンダミナ 委員

アン・ラルー 委員

ディディエ・パトール 委員

フィリップ・スュウール 委員

ニコラス・ドゥ・タヴェルノ 委員

 

６名の構成員のうち３名（ラルー氏、プログリオ氏及びドゥ・タヴェルノ氏）が独立取締役である。報

酬委員会の独立取締役の人数は、フランス私企業協会／フランス企業連盟コーポレート・ガバナンス・

コードに推奨されるように、構成員全体の人数の半数以下である。同委員会は、バランスのとれた構成を

有する（50％が独立取締役、50％が非独立取締役であり、独立取締役がその議長を務める。）。

ナティクシスの執行役社長は、必要がある場合、指名委員会の業務に関わっている。

2014年12月17日の創設時、ドゥ・タヴェルノ氏がその初めての議長を務め、2015年２月18日以降はプロ

グリオ氏がその議長を務めている。

 

B 役割及び権限

ナティクシスの指名委員会に委ねられた権限は、基本的に、執行役員及び取締役の人選の検討、取締役

の個人及び集団としての技能の評価並びに取締役会の有効性の評価である。指名委員会の権限及び業務手

順については、取締役会の社内規定に詳述されており、その最新版は2014年12月17日に承認された。

委員会の付託された権限は、主に以下のとおりである。

・　ナティクシスの執行役社長の指名及びもし適切な場合は１名以上の執行役副社長の指名について、

取締役会へ所見を述べ、また、ナティクシスの取締役会の要求に応じて、それに関する提案及び提

言を行うこと

・　取締役の選任／指名について取締役会へ所見を述べ、また、それに関する提言を行うこと
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・　個人及び集合として、取締役会の委員が有する知識、技能及び経験のバランス及び多様性の評価

・　ナティクシスの取締役会の委員を務める際の職務及び必要な要件の詳述並びにかかる業務に費やす

時間の評価

・　取締役会の男女数の均衡を取るための方針及び目標の決定。指名委員会は、これらの目標を達成す

るために、方針を策定する。ナティクシスの目標、方針及び実施手順は公表される。

・　少なくとも年に一度、取締役会に付託された権限に関して、定期的に取締役会の構造、規模、構成

及び有効性について評価し、また、取締役会に有益な提案を提出すること。

・　少なくとも年に一度、個人及び集団としての取締役会の知識、技能及び経験を定期的に評価し、ま

た、その報告を取締役会に行うこと。

・　ナティクシスの事実上の取締役、執行役副社長及びリスク最高責任者の選任及び指名について取締

役会の方針を定期的に吟味し、それに関する助言を行うこと。

独立取締役の資格は、指名委員会が議論し、取締役会への報告を作成する。毎年、かかる報告に基づ

き、また、登録届出書が発表される前に、取締役会は、取締役会社内規定の第2.3.2条に定められた独立性

基準に基づいて、取締役会の各構成員の状況を検討する。

 

C 2014年における指名委員会の業務

2014年、指名及び報酬委員会は、指名委員会に関連するすべての事項に対応した。指名及び報酬委員会

の２つの委員会への分割は、2014年12月17日まで行われなかった。

指名委員会が行う主な職務については、上記2014年における指名及び報酬委員会の業務と題された項に

記載される。

 

⑤ 戦略委員会

A 組織

戦略委員会は、年に１度開催される。取締役会の構成員及び上級経営委員会の構成員が戦略委員会の会

合に招かれる。

戦略委員会は、その2011年の開始以来、独立取締役であるローランス・ドゥブルー氏が会長を務めてい

る。

 

B 役割及び権限

戦略委員会の責任の範囲は、ナティクシスのグローバル戦略及びその業務部門を徹底的に調査し、

Groupe BPCEへ上級経営陣の構想を共有することに関係している。

さらに、戦略委員会の会合により、取締役会は、執行役社長と業務を行う経営陣への理解を深められ、

取締役会の業務手順を改善することができる。

2014年に、戦略委員会は、ナティクシスの「ニュー・フロンティア」戦略計画（2014年から2017年）及

びかかる計画に関連する最初の画期的な出来事又はプロジェクトを精細に調べた。

 

(c) 上級経営陣

① 組織

執行役社長は、取締役会長及び執行役社長の執務を分離させる2009年４月30日の取締役会の決定に従っ

て、ナティクシスの上級経営陣への責任を有する。

2009年４月30日、取締役会は、ローラン・ミニョン氏を、2009年５月14日から６年の任期で執行役社長

として指名した。ミニョン氏の任期は、2015年２月18日にナティクシスの取締役会により４年の期間で更

新され、かかる任期は2018年12月31日に終了する事業年度の決算に関して判断を下すために招集される

2019年株主総会後に終了となる。

執行役社長は、後にそれが会長を務める上級経営委員会を設置し、かかる委員会はナティクシスの３つ

の主要事業（ホールセール・バンキング、投資ソリューション及び保険、専門金融サービス）の部長及び

支援部門から構成される。
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2014年12月31日、構成員は、リュック・エマニュエル・オーベルジュ氏（カルチュアル・チェンジ、イ

ノベーション及びデジタル）、ジル・ベルー氏（専門金融サービス）、ジャン・シュヴァル氏（ファイナ

ンス及びリスク）、ノルベルト・クロン（オペレーション及び情報システム）、アラン・ドュルイ氏（人

事）、ジャン・フランソワ・レコア（投資ソリューション － 保険）アンドレ・ジャン・オリヴィエ氏

（会社秘書室）、オリヴィエ・ペルケル氏（ホールセール・バンキング － ファイナンシング及びグロー

バル・マーケッツ）、ピエール・セルヴァン氏（投資ソリューション － 資産運用及びプライベート・バ

ンキング）、マルク・ヴァンサン氏（ホールセール・バンキング － カバレッジ及びアドバイザリー）を

含む。

ナティクシスの意思決定機関として上級経営委員会が付託された権限は、特に当行の戦略及び予算の効

果的な適用、すべての主要な計画及び投資、その組織及び人材、その業務部門の実績及びその成果、並び

にその事業活動の統制に関して、当行の中核となる戦略の検討及びその認可並びにその管理の監督を行う

ことである。

最後に、ナティクシスは、上級経営委員会の構成員並びに当行の成功にとって重要である特定の業務部

門及び支援部門の部長から成るエグゼクティブ・コミティーを有する。かかるコミティーの役割は主に情

報及び監視に重点が置かれている。

さらに、フランス財政金融法第L.511-13条に従い、ナティクシスの取締役会は２名の上級経営者として

執行役社長のローラン・ミニョン氏及び財務及びリスク最高責任者のジャン・シュヴァル氏を指名した。

かかる職務において、ミニョン氏及びシュヴァル氏は、監督当局、特に金融健全性監督・破綻処理機構

（ACPR）に対して、以下の業務に関する保証を行い、また、その全責任を負う。

・　フランス財政金融法第L.511-13条での意味における銀行の上級管理

・　ACPRが要求し得る会計若しくは財務関連書類のACPRへの開示及び同法の第L.571-4条から第L.571-9

条に関する情報の要求及び質問への回答

・　銀行部門事業の内部統制に関する2014年11月３日付フランス省令を遵守するために設けられたメカ

ニズム及び手順の効果についての定期的な評価及び確認

かかる状況において、上級経営者は、ナティクシスのあらゆる部門、部署、被支配事業体又は子会社か

ら、有益な情報を要求しそれを受領する権限を有する。

 

② 執行役社長の役割及び権限

定款第15条に従って、執行役社長は、いかなる状況においても当行の名で行為する広範な権限が与えら

れている。執行役社長は、かかる権限について、会社の目的の範囲内で、また、法令及び社内規定により

定められた規定及び制限に従って明示的に株主総会及び取締役会に付与される権限に従って、それを行使

する。執行役社長は、第三者との関係で会社を代表する。

取締役会は、互選又は別の方法で選出した執行役社長を指名することができる。

執行役社長は、その権力の一部を、再委任の権限付き又は権限なしで、それが選んだ者へ委任すること

ができる。これに関して、ナティクシスは、2010年度及び2011年度において署名の権限を含む権限の委任

に関するすべての手順について徹底的に見直し、その結果、上級経営委員会の構成員へ上級経営陣の責任

を委任することとなった。

執行役社長の提案により、取締役会は取締役の中から又は別の方法で、執行役社長を補佐する１名から

５名の執行役副社長を指名することができる。

取締役会は、執行役社長と共に、執行役副社長に付与される権限の範囲及びその期間を決定する。執行

役副社長は、第三者に対しては、執行役社長と同一の権限が付与される。

 

③ 2014年度における上級経営委員会の業務

ナティクシスが取締役会を有するフランスの株式会社へ転換したことに従い、当行の主要な決定の検討

及び認可並びに当行の経営の舵取りを行うために、2009年５月初旬に上級経営委員会が設置された。
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例外がなければ、上級経営委員会は、執行役社長である会長の下、毎週開催される。状況が許す限り、

上級経営委員会の構成員は2014年中のすべての会合に出席した。業務部門又は様々な支援部門の代表者

が、その部門に付与された権限の範囲内に当たる計画又は方針を上程するために、会合に招かれた。

2013年末に上級経営委員会が正式に発足されてから、上級経営委員会は、ナティクシスのすべての事業

分野におけるニュー・フロンティア戦略計画の事実上の実施に着手した。かかる状況において、上級経営

委員会は、資産運用における外部成長の機会を研究し、特に、例えばラテンアメリカ等の新たな地域への

普及について、ホールセール・バンキングの国際的な展開のための様々な計画の監督を行った。同委員会

は、特に消費者金融及び支払サービスについて、専門金融サービスの様々なプロジェクトの検討及び承認

を行った。さらに、上級経営委員会は、ネットワークとの取引協力の発展の継続に注意を払っていた。

上級経営委員会は、BPCEからその子会社であるBPCE Assurancesの買収を完了させることにより、また、

「2016年アシュレモン」プロジェクト（Assurément #2016” project）の一環としてCNPとの新たな産業契

約の指針を定義することで、ナティクシス内における主要な保険部門の創設を監督した。また、同委員会

は、CofaceのIPOの準備及びその完了を、ナティクシスの持分の約60％を売却することで、導いた。

最後に、上級経営委員会は、2014年半ばに、GAPC（ワークアウト・ポートフォリオ・マネージメント）

の閉鎖を監督した。

より一般的には、上級経営委員会は、例えばLazardにおけるナティクシスの持分の売却等、ナティクシ

スが実施したすべての戦略的業務の調査及び承認を、その当行の取締役会への提出前に行った。

さらに、上級経営委員会は、ニュー・フロンティア計画の文化的フロンティアを強化し、戦略的セミ

ナーの一環としてかかる目的のために導かれるべきプロジェクトを定義した。また、これらのプロジェク

トの結果を調査し、その結果として立てられた行動計画について、その実施前の承認を行った。

戦略的計画を越えて、上級経営委員会は、銀行部門及び保険部門における経済環境及び規制環境の変動

に対するナティクシスの適応を監督した。欧州銀行同盟の設立及び単一監督メカニズムの展開に関して、

同委員会は、監督当局により要請された資産査定及びストレス・テストの実施を監督した。さらに、同委

員会は、重要なリスクを負う者に関連するHRプロセスの管理又は適応についてCRD４指令（Directive

CRDIV）に従って要求される適応措置の実施を取り計らった。また、同委員会は、レバレッジ比率が実施さ

れた際銀行に要求される適応措置を開始させた。最後に、同委員会は、フランスにおける銀行業務の分離

及び規制に関する法律、及び米国のボルカー・ルールを当行が遵守するための業務を監督した。

2014年、上級経営委員会は、ナティクシスの業務効率化計画に関して2013年に実施された活動を推進さ

せた。様々な副計画の提案が、その実施前の承認のために上級経営委員会へ提出された。同時に、上級経

営委員会は、2013年に締結された従業員代表者との包括協定の一環として、フランスにおけるナティクシ

スの人員整理計画の実施及び遂行の両段階においてその監督を行った。

上級経営委員会は、当年度を通してその会合において当行の事業の進展及び業績を定期的に調査した。

同委員会は、半期財務書類及び四半期財務書類について、その取締役会への提出前にその検討を行い、ま

た、当行の財務報告資料の定義付けに関与した。

上級経営委員会は、主要な経営上の決定の承認を行い、業務部門と綿密なコミュニケーションをとった

上で予算の検討及び承認を行った。また、上級経営委員会は、すべての重要な計画又は投資に加えて、義

務的な年次交渉及び報酬見直し方針を統制する諸条件、上級管理者及びマネージャーの指名についての承

認も行った。

最後に、上級経営委員会は、ナティクシス内の経営及びリスク管理手段を監督し、当行のリスクにおけ

る変化について定期的に検討した。

 

(d) 株主総会

① 開催手続

定時株主総会は、取締役会により開催され、取締役会がこれを怠った場合は、フランス商法第L.225-103

条の条件に従って開催される。株主総会の通知は、適用ある規則（定款第21条）に規定される条件に従っ

て行われる。

株主総会は、登録事務所又は招集通知に示される他の場所において開催される。
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② 株主総会の種類

株主総会は、議題項目に応じて通常、特別又は共同の形態をとる。

 

通常株主総会

通常株主総会は、株主へ当行経営に関する情報を提供するために毎年開催される。通常株主総会の主要

な目的は、前事業年度の財務書類への提言、利益処分の決定並びに配当金及びその支払条件を定めること

である。

また、通常株主総会では、取締役及び監査人の指名又は再任並びに法定監査人の指名及び再任も行わ

れ、必要に応じて取締役会の構成員の選出の承認が行われる。

決定は、通常株主総会に出席した株主又はその代理人の単純過半数票により行われる。

 

特別株主総会

特別株主総会は、特に資本金に影響がある金融取引が行われた際の、定款への変更に関する決定が行わ

れる度に開催される。

決定は、特別株主総会に出席した株主又はその代理人の３分の２以上の多数決により行われる。

 

共同株主総会

共同株主総会は、上記２種類の株主総会（通常株主総会及び特別株主総会）を同じ通知の下同日に共同

で行われる株主総会である。

 

③ 出席の条件

株主総会は必要な株式の払込を行ったすべての株主で構成される。

株主総会に出席できる株主は、フランス商法第R. 225-85条に従って、株主総会開催日の２営業日前まで

に（午前零時（パリ時間）まで。以下、かかる日時を「D-２」という。）当行の株主名簿又は無記名式の

株式であれば認可された仲介機関の株式名簿においてその名の下又はその代理の仲介機関の名の下で（フ

ランス商法第L.228-１条-７項に従って）その所有する株式が保管口座に存在することを証明できる者であ

る。

授権された代理人（株主の配偶者又は他の株主、かかる株主がシビル・パートナーシップを結ぶパート

ナー、又は株主が自ら選んだその他の個人若しくは法人）は、株主総会において株主を常に代理すること

ができる。当該委任に基づいてその他の者が代理することはできない。

登録株式の所有者は、D-２までに株式名簿へ登録がなされていれば、株主総会に出席することができ

る。

無記名式株式の所有者については、無記名式株式の口座名義人である認可された仲介機関が、株主総会

の中心組織体への直接的な株主としての顧客の立場を証明する。その方法として、株主の名義又は株主を

代理する登録された仲介機関の名義の下、投票用紙に添付する証明書又は出席票の申請書を発行する。か

かる証明書は、株主総会に直接出席を希望する株主で、D-２の午前零時（パリ時間）までに出席票を受領

していない株主へも届けられる。

法令により定められた諸条件に従って、株主は、書面又は開催通知及び招集通知で公示する取締役会の

決定に基づき遠隔伝送により委任状及び不在者投票用紙を送付することができる。また、取締役会は、規

則で定められた諸条件に従って、株主がすべての株主総会にテレビ会議又は電磁的方法により参加し投票

を行えることも決定することができる。

 

④ 株主の権利

フランス商法第L.225-105条の規定に沿って、株主資本の必要分を所有する１名以上の株主は、法律で定

められた条件及び時間枠に従って、配達証明付き書留便により株主総会の議題又は決議草案の追加を要求

することができる。
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定款第27条の規定に沿って、各株主は、法律により定められた諸条件及び時間に従って、当行の経営及

び統制に関して十分な情報に基づいた見解に達するために必要な書類のコピーを要求することができる。

かかる書類の性質及びその発送又は入手の可能性の諸条件は、法令により定められる。

 

⑤ 議決権の行使の条件

定款第25条の規定に沿って、株主総会の各構成員は、それが所有又は代理する株式数と同数の議決権数

を有する。

 

⑥ 株主の確認

当行は、定款第５条の規定に沿って、現行の法令で定めらされる条件に従って、当行の株主総会におけ

る議決権を付与され又は将来付与される株式の所有者に関するあらゆる情報、とりわけ、その身元、国籍

及び住所、保有株式数並びにこれらの株式に課せられている制限に関する情報を、あらゆる授権された組

織又は仲介機関に請求することができる。

直接的又は間接的に、単独又は共同で、議決権の１％又はその整数倍の議決権を有する個人又は法人

は、配達証明付き書留便で自己の所有する議決権数を当行に通知しなければならない。当該通知は当該部

分の株式を取得又は譲渡した日からそれぞれ15日以内に実施しなければならない。

前項に規定する通知義務を遵守せず、少なくとも１％の議決権を有する株主から請求があり、当該請求

が株主総会の議事録に記録された場合、申請すべきであった部分を上回る株式は当該通知の遵守期日から

２年間が経過するまで議決権を剥奪されるものとする。

議決権の１％超を所有し、また、法律上の上限を上回る株式について既に申告をした株主については、

ナティクシスの登録事務所又はナティクシスのインベスター・リレーションズ部門（75013パリ市ピエー

ル・マンデス－フランス通り30番地）に問い合わせることにより、法律上の上限を上回る株式数を所有す

る株主の一覧を入手又はそれについて問い合わせることができる。

 

(e) 利益相反の可能性

① 取締役の適性及び信頼性

諸規則に従い、本書にはナティクシスの執行役員が行う業務の一覧が記載されている。当該執行役員の職

歴の概要には、銀行若しくは大手事業会社の役員としての地位又は銀行の役員であった前歴を通じて、執行

役員の全員が事業に関して優れた専門知識を有することを示している。

EU指令2003／71の施行令（規則809/2004の付属書類１第14.1条）に従い、取締役又は上級経営陣はいずれ

も、少なくとも過去５年間に不正行為で有罪判決を受けておらず、破産若しくは清算手続又は管財人の管理

下に入らず、公的機関又は規制当局による有罪判決又は処罰を受けておらず、発行者の経営管理又は監督機

構の一員として、又は発行者の事業管理若しくは運営に参加する上で不適格とされていない。

 

② 当行並びに取締役及び上級経営陣を拘束する契約

EU規則に従い、その条件に基づき便宜を図ることができ、又は契約の性質上、当事者の独立性を損なうか

又は決断を妨げることのありうる、取締役会構成員又は上級経営陣を当行に拘束する役務契約を締結しない

旨規定されている。

ナティクシス及びその子会社は、その主要株主及び取締役会の構成員であるBPCE又はその子会社数社と取

引関係を有する。

 

③ 利益相反

ナティクシスの取締役会には、ナティクシスの主要株主であるBPCEと同様にGroupe BPCEの定額給従業員が

含まれる。さらに、ナティクシスはその株主と取締役会の構成員であるBPCEとの取引関係を維持している。

ナティクシスは、この状況が利益相反にはあたらないと考えている。

ナティクシスと取締役会の独立した構成員が主席を務める当行グループ間の取引銀行関係は性質的にそれ

らの判断の公平さに影響するものではない。
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(2) ナティクシスの報酬方針

(a) 一般原則

① 原則

ナティクシスの報酬方針は、当行の戦略を実施するための重要なツールである。当該方針は、基準となる
市場と比して競争力のある水準の報酬を提示することを目的とし、当行の従業員に適切なリスク管理及び遵
守を確保させる傍ら、長期の関与を促すよう構成されている。当該方針は、当行の事業分野における個人及
び集団での業績を反映している。
　ナティクシスは、当行の報酬方針が、競争力があり、各事業に見合ったものであることを保証するため、
当行の慣行と、比較可能なフランス及び国際的な銀行事業者の慣行とを定期的に比較する。
　ナティクシスの全報酬は概ね、以下の３つの分類により構成される。
　・　固定報酬
　・　変動報酬
　・　従業員貯蓄制度に関連する団体報酬
　各従業員は、同人の責任、技能及び業績に基づき、上記の異なる分類の一部又は全部より利益を享受す
る。
固定報酬は、特定の役職において期待される技能、責任及び専門知識並びに役職が果たす役割及び組織内
の重要性を反映する。固定報酬は、国内市場における各事業分野の特殊性に基づき決定される。
変動報酬は、あらかじめ定められた量的及び質的目標の達成に基づき付与される。
フランスにおける、ナティクシスの団体報酬及び従業員貯蓄制度は、以下を含む共通の社会的基準により
支えられている。
　・　利益分配契約（accord de participation）
　・　従業員貯蓄制度（以下「PES」という。）
　・　従業員退職貯蓄制度（以下「PERCO」という。）
　上記の契約は、全従業員にナティクシスの年間の財務実績を関連づけることを目的としている。
　同様に、利益分配契約（accords d’intéressement）もまた、各事業により追求される活動における、問題
となっている特定の課題を反映した特別な指標を用いて、各事業（又は事業グループ）において作成され
る。
　2013年以来、ナティクシスはまた、フランス及び諸外国における従業員に対し、MAUVE事業と呼ばれる従業
員向け株式発行に参加することにより、有利な条件で会社の株主になる機会を提供している。
　フランス及び海外の従業員約5,800名が、2014年Mauveに参加した（全体の引受率は45.5％である。）。

報酬パッケージは、特に一般的な補償を提供する制度が存在しない国において、追加的な従業員給付措置

によって補完される。

 
　男女平等
　職場における男女の平等及び性別多様性の促進に係るナティクシスの方針には、報酬の分野及びとりわけ
以下の点における重要な誓約が含まれる。
　・　雇用時の平等賃金
　・　女性の固定報酬の不当な格差を是正するための年間給与の予算増額
　・　個人の昇給及び変動報酬の付与に係る男女の平等な処遇を保証する、年間報酬の精査
　・　育児休暇又は養子休暇から復帰する従業員向けの給与増額保証

 

② 規制上の枠組み

ナティクシスの報酬方針は、経済活動を行う部門に特有の規制上の枠組みを遵守している。

 

ナティクシスのリスク・プロファイルに重大な影響を与えるような職務上の活動を行う従業員に対する報酬

（「規制」対象スタッフ）

 

規制対象スタッフの範囲

ナティクシスにおける規制対象スタッフは主に、「CRD IV」として知られる EU指令2013／36が定めた原則

及び2014年11月３日の命令に基づく。また当該範囲は、欧州銀行監督機構（EBA）がその規制技術基準（2013

年12月16日に公開され、欧州委員会の2014年３月４日の第604／2014委員会委任規則（EU）により承認され

た。）において定められた基準に基づき定義される。

これらの基準に従い、規制対象の個人は、各人の職務、責任の水準並びに信用及びリスク・プロファイル

の点において銀行取引を実質的に行わせる権限により15の質的基準を適用するか、又は規制が定義した３つ

の量的基準に沿って、前事業年度中の報酬の合計水準を考慮するかのいずれかの方法により特定される。
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2014事業年度中のナティクシスにおける規制対象スタッフは、合計259名の従業員に達した。

 

このうち228名のスタッフが質的基準により特定された。

・　取締役、すなわち15名
・　ナティクシスの上級経営委員会の委員、すなわち11名
・　管理部門（内部監査部門、リスク及びコンプライアンス）並びにその他の支援部門担当の重要なス

タッフ（上に挙げた経営陣の構成員ではない。）、すなわち43名
・　重要な事業分野及び海外拠点（資産運用及び保険を除く。）担当の重要なスタッフ、すなわち27名
・　信用リスク・エクスポージャーの決裁、承認又は拒否の権限を有し、規制上設定された重大性の基準

を超える市場リスク・エクスポージャーを担当し、且つ上記の基準により既に特定されていない個
人、すなわち132名

 

このうち31 名の従業員が量的基準を用いて特定された。

・　規制に定義された３つの量的基準にそって、2013年の報酬総額により特定され、且つ質的基準を用い
て既に特定されていない個人

該当する職務には、上級行員、ストラクチャード・ファイナンスの部長並びに資本市場活動に係るストラ

クチャラー及び販売員が含まれる。

 

2014年の規制対象スタッフへの報酬規則

 

 

規制対象スタッフへの変動報酬の支払いに係る規則は、2015年２月６日に報酬委員会に提出され、その後

2015年２月18日に取締役会により有効となった。

事業年度において付与された変動報酬の一部の支払いは、複数年にわたり繰り延べられ、条件付である。

かかる支払いは、その様式にかかわらず、変動報酬が付与された年度の翌年から３事業年度にわたり繰り延

べられる。

・　付与された変動報酬の非繰延部分は、2015年３月に50％を現金で、残りは2015年10月に支払われ、付
与後のナティクシスの株価に連動する。

・　付与された変動報酬の繰延部分は、変動報酬の少なくとも40％、且つ変動報酬の高額稼得者向けが
70％を占めている。

株式の形式又は類似する金融商品による変動報酬の付与は、規制対象スタッフである従業員に付与される

変動報酬の50％とする。これは、変動報酬の繰延及び条件付部分並びに即座に稼得する部分双方に当てはま

る。

変動報酬の繰延部分の取得又は支払いは、当行の業績及び事業分野に連動した業績要件を満たすことを条

件とし、さらに適用ある場合、個々の基準を満たし、当行により継続して雇用されることを条件とする。こ

れらの条件は、当該報酬が付与されたときに厳密且つ明確に定義される。

取得手続中の変動報酬の繰延部分は、ナティクシスが異常且つ重大なリスクにさらされるような行動が

あった場合、中止されるか又は廃止される場合さえある。

さらに、従業員は、リスク及びコンプライアンスの分野において、毎年あらかじめ設定された目標を達成

することが期待される。
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保証付変動報酬は、認められていない。ただし、Groupe BPCE外から雇用する場合は、これに限らない。こ

の場合、保証は１年と厳密に限定されている。

報酬又は債務戦略の分野における、個々のヘッジ若しくは保険手段の使用、又は報酬パッケージに内在す

るリスクの範囲を制限するような責任手段の使用は認められていない。

最後に、ナティクシスは引続き、資本市場活動の営業部門に従事する従業員に対して、業績状況に関する

部分を除き、規制対象スタッフに適用されている仕組みに類似した変動報酬を管理する仕組み（すなわち、

部分的に３年間にわたり繰り延べされ、また株式又は株式相当によって部分支払いが行われる変動報酬）を

適用する。

 

固定報酬に係る変動報酬の上限

繰り返し述べるが、フランス財政金融法第L.511-78条は、「CRD IV」として知られるEU指令2013／36をフ

ランス法に置き換えており、変動部分を、ナティクシスの規制対象スタッフ各個人の全報酬のうち固定部分

の100％までとする上限を設けている。ただし、通常株主総会がより高い割合を許可する場合を除く。いずれ

の場合も、200％を超えてはならない。

2014年５月20日、通常株主総会は、変動部分の上限を、規制対象スタッフ各個人の全報酬のうち固定部分

の200％までとした。

この上限により、ナティクシスに追加の負担が生じるものでも、規制対象の従業員の全報酬の水準が上昇

するものでもない。さらにこの上限により、変動報酬を実際の業績と釣り合わせるため、また当該措置の対

象となる従業員を、競争力のある報酬を支払うことにより雇用し且つ維持するために、必要な柔軟性を維持

することが可能である。この目的を達成するために、当行は、ナティクシスが、欧州経済地域の域外（国内

の事業者が変動報酬に係る規制上の上限に服しない。）及び欧州の金融界の域内の両方において、CRD IVの

規制を受けない金融事業者（投資ファンド、プライベート・エクイティ企業、ベンチャー・キャピタル企業

等）と比して、高度に専門化された労働市場において事業を行っていることを特筆する。2014年における当

行グループの規制対象となる従業員の約27％は、欧州経済地域の域外に居住する。

規制に従い、規制対象の従業員に対する2014年の報酬は、今後の広報において詳細に報告される予定であ

る。

 

③ コーポレート・ガバナンス

ナティクシスが設けたコーポレート・ガバナンスの体系は、報酬方針の総合的な精査及び報酬方針を実施

する際の指針の遵守を定めている。

当該方針は、事業分野と関連して人事部によって作成され、現在の社会保障及び税法を遵守する傍ら、規

制機関が定義した原則に沿ったものである。

意思決定プロセスには、子会社から始まって事業分野及び事業部門、続いてナティクシスの人事部及び上

級経営陣、最後に報酬委員会
*
の推薦に基づくナティクシスの取締役会によって行われる、複数の承認段階が

ある。

報酬方針は、定期的に且つ独立して内部監査部門により精査される。

リスク管理及びコンプライアンス関連のスタッフ、並びに、概して支援業務関連及び取引の検証に従事す

るスタッフに対する報酬体系は、固有の目的に基づいており、検証し又は管理する取引が属する事業分野の

ための体系からは独立している。

 

＊ 報酬委員会の詳細な職務内容は、「(1) コーポレート・ガバナンスの管理及び監督－(b) 専門委員会：取締役会の派

生－③報酬委員会-C 2014年における指名及び報酬委員会の業務」に記載されている。

 

(b) 経営陣の構成員に対する各種報酬及び手当の決定に関し定められた方針及び規則

当行のコーポレート・ガバナンスの手法には、上場会社における執行役の報酬に関するフランス私企業協

会／フランス企業連盟コーポレート・ガバナンス・コードの勧告が反映されている。上記のとおり、当行が
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フランス商法第L.225-37条が規定する報告書を作成する際には、フランス私企業協会／フランス企業連盟

コーポレート・ガバナンス・コードを参照する。

フランス私企業協会／フランス企業連盟コーポレート・ガバナンス・コードは、当行の本店及びナティク

シスのホームページにて閲覧可能である。

 

① 取締役会長に対する各種報酬及び手当

2009年及びそれ以降の各年、取締役会長は、取締役会長としての職務に係る一切の報酬を一貫して放棄

している。

 

② 取締役会の構成員に対する各種報酬及び手当

ナティクシスの取締役会の構成員は、以下に規定される条件に従い、2014事業年度分の役員報酬を受領

した。

取締役会の構成員に割り当てられる役員報酬の年間予算の総額は、500,000ユーロである（2009年４月30

日の合同定時株主総会第38決議を参照のこと。）。

取締役の報酬は、以下の規定に従って付与される。

・　取締役会の構成員：

－固定部分：年間8,000ユーロ（任期に応じ比例配分）

－変動部分：会議１回につき2,000ユーロ（６回を上限とする。）

すなわち、最大総額は20,000ユーロ

・　専門委員会の委員：

－監査委員会：

　　委員長：

－固定部分：年間17,000ユーロ（任期に応じ比例配分）

－変動部分：会議１回につき2,000ユーロ（６回を上限とする。）

－監査委員会委員：

－固定部分：年間5,000ユーロ（任期に応じ比例配分）

－変動部分：会議１回につき、1,000ユーロ（６回を上限とする。）

－指名及び報酬委員会：

　　委員長：

－固定部分：年間8,000ユーロ（任期に応じ比例配分）

－変動部分：会議１回につき、2,000ユーロ（５回を上限とする。）

－指名及び報酬委員会委員：

－固定部分：年間3,000ユーロ（任期に応じ比例配分）

－変動部分：会議１回につき、1,000ユーロ（５回を上限とする。）

－戦略委員会：

－委員長：　変動部分：会議１回につき、8,000ユーロ（１回を上限とする。）

－委員　：　変動部分：会議１回につき、2,000ユーロ（１回を上限とする。）

 

－取締役の最大報酬総額

 

６回の取締役会会議、

６回の監査委員会会議、

５回の指名及び報酬委員会会議並びに

１回の戦略委員会会議の年間ベース

2014 事業年度-取締役の最大報酬総額

取締役の

報酬額

（単位：ユーロ）

固定部分

（％で表示）

変動部分

（％で表示）

取締役会の構成員 20,000 40.00 60.00

取締役会の構成員及び戦略委員会 22,000 36.36 63.64
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取締役会の構成員及び戦略委員会（委員長） 28,000 28.57 71.43

取締役会の構成員、戦略委員会並びに

指名及び報酬委員会 30,000 36.67 63.33

取締役会の構成員、戦略委員会並びに

指名及び報酬委員会（委員長) 40,000 40.00 60.00

取締役会の構成員、 戦略委員会及び監査委員会 33,000 39.39 60.61

取締役会の構成員、戦略委員会（委員長) 及び

監査委員会 39,000 33.33 66.67

取締役会の構成員、戦略委員会及び

監査委員会（委員長) 51,000 49.02 50.98

 

また、Groupe BPCE内に適用される規定に基づき、BPCEの取締役に支払われる分の役員報酬（会長の役員

報酬を含む。）は、取締役ではなく、BPCEに付与され、支払われる。

2013年１月１日現在、役員報酬は合計36.5％のフランス居住者向け源泉徴収の対象となる。

 

③ ナティクシスの執行役社長としての職務に係るローラン・ミニョン執行役に対する各種報酬及び手当

金銭による報酬

固定報酬

2014事業年度において、ローラン・ミニョン氏のナティクシスの執行役社長としての職務に係る固定報

酬の年間総額は、800,000ユーロであった。かかる固定報酬は、2009年にミニョン氏が入社して以来変更さ

れていない。

 

年間変動報酬

年間変動報酬の構成は、あらかじめ報酬委員会に精査を目的として提出され、その後取締役会により承

認された量的及び戦略的な基準に基づき決定されている。

変動報酬は以下より構成されている。

・　量的目標（70％）。そのうち25％は、Groupe BPCE の予算と比例した業績に基づいており（純収入

（４％）、純利益（グループ持分）（13％）及び収益に対する費用の割合（８％））、45％はナ

ティクシスの業績に基づいている（純収入（11.25％）、純利益（グループ持分）（11.25％）、収

益に対する費用の割合（11.25％）及び狭義の中核的自己資本比率（11.25％））。

・　個別の戦略的目標（30％）。これは、Cofaceの IPOの成功、Banque Populaire and Caisse d’

Epargneネットワークとの相乗効果、保険事業のプロジェクト展開及び経営者の業績と関連してい

る。これら４つの基準は各々、7.5％の比重で割り当てられている。

2014事業年度の変動報酬額は、したがって1,017,374ユーロ、すなわち、目標変動報酬の127.17％となっ

た。

 

執行役社長の報酬－2014事業年度

固定報酬：800,000ユーロ

変動報酬：

　変動報酬目標：800,000ユーロ

　変動幅：目標の０から 156.75％
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■ 2014年変動報酬決定規則

 

 

2014年変動報酬決定規則

量的基準

BPCEの財務実績 25％

・13％の純利益（グループ持分）

・８％の収益に対する費用の割合

・４％の純収入

量的基準

ナティクシスの財務実績 45％

・11.25％の純収入

・11.25％の純利益（グループ持分）

・11.25％の収益に対する費用の割合

・11.25％の狭義の中核的自己資本比率

戦略的基準 30％

・7.5％のBP及び CEネットワーク

との相乗効果

・7.5％の戦略的計画の展開

・7.5％の業務効率化計画

・7.5％の経営者の業績

 

2014事業年度の変動報酬額は、報酬委員会の推薦を受けて、ナティクシスの取締役会により1,017,374

ユーロ（すなわち、目標変動報酬の127.17％）と定められた。

－355,374ユーロは2015年に支払われ、そのうち50％はナティクシスの株価に連動する。

－662,000ユーロは３年間にわたって繰り延べられ、そのうち50％はナティクシスの株価に連動し、2016

年、2017年及び2018年に３分の１ずつ支払われる（ただし、雇用情勢及び業績の条件を満たすものと

する。）。
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■ 2014年変動報酬

 

 

■ 権利確定日別の2014年変動報酬の内訳

 

 

2016年、2017年及び2018年に65％が繰り延べられ、そのうち50％はナティクシスの株価に連動する。

 

■ 2010年以降の執行役社長の報酬総額推移

 

 

－2015年変動報酬決定規則

 

執行役社長の2015年変動報酬の決定に係る量的及び戦略的基準は、報酬委員会による精査後、2015年２

月18日の取締役会により承認された。

 

2015年変動報酬決定規則

量的基準

BPCEの財務実績 25％

・12.5％の純利益（グループ持分）

・8.3％の収益に対する費用の割合

・4.2％の純収入
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量的基準

ナティクシスの財務実績 45％

・11.25％の純収入

・11.25％の純利益（グループ持分）

・11.25％の収益に対する費用の割合

・11.25％のROTE

戦略的基準 30％

・7.5％のBP及び CEネットワーク

との相乗効果

・7.5％の戦略的計画の展開

・7.5％の業務効率化計画

・7.5％の経営者の業績

 

ストックオプション又はパフォーマンス・シェアにより支払われた執行役社長に対する報酬

・　2014事業年度中、ローラン・ミニョン氏に付与されたストックオプションはない。

・　ニュー・フロンティア戦略計画実施の一環として、また指名及び報酬委員会の肯定的な意見に基づ

き、株主の利益と執行役社長の利益の一致を順次強化することを目的として、ナティクシスの取締

役会は、2014年７月31日の会議にて、執行役（ナティクシスの執行役社長）に対する31,955株のパ

フォーマンス・シェアの無償割当を実施した。

かかる割当は、2013年５月21日のナティクシスの年次株主総会における第17決議により付与された

承認の一部を構成し、2014年７月31日時点でのナティクシスの株式資本の0.001％を表章する。

当該株式は、４年間の期間終了時にのみ権利が永久的に確定し、業績及び在任状況に左右されるこ

とが規定されている。対象となる業績状況は、「ニュー・フロンティア」戦略計画において目標と

されたナティクシスのROTE（有形株主資本利益率）に応じて決定された。

さらに、権利確定期間の終了時に執行役に交付される株式の30％は、ナティクシスの執行役社長の

退任時に期間が終了するロックイン期間の対象となる。

 

ヘッジの禁止

繰り返し述べるが、執行役社長は、変動報酬（ナティクシスのパフォーマンス・シェアの付与を含

む。）の支払い規定に内在するリスクの影響を制限する意図をもって、ヘッジ又は保険戦略を実行するこ

とは禁じられている。

 

現物給付

ローラン・ミニョン氏は、フランスのナティクシスの従業員に適用されるものと同様の規則に基づき、

社用車及び家族補助手当を受領する。

 

その他の手当

執行役社長は、ナティクシスが実施する集団的個人保護保険及び保険制度の利益を享受する。

 

退職後給付

執行役社長の団体年金制度及び解雇手当

年金制度

ローラン・ミニョン氏は、補完年金制度の利益を享受しない。

 

解雇手当及び競業避止契約

最高経営責任者であるローラン・ミニョン氏の再任の際に行われた誓約及び合意は、株主投票により確

認され、2015年５月19日のナティクシスの定時株主総会（第５決議）中に承認された。これには、主に以

下を含む。
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・　ローラン・ミニョン氏が最高経営責任者としての職務を停止する際に、同氏に支払う予定又はその

可能性が高い保証についての条件を設定する誓約（以下「解雇手当に関する誓約」という。）及び

かかる誓約に関する第一回目の改定。

・　解雇手当に関する当該誓約は、2011年２月22日のナティクシスの取締役会により授権され、2011年

５月26日の合同定時株主総会により承認された。第一回目の改定は、2014年２月19日の取締役会に

より授権され、2014年５月20日の通常株主総会により承認された。

 

解雇手当の計算規則

標準報酬月額は、最終営業暦年に支払われた固定報酬の12分の１及び活動の最終３暦年にわたり付与さ

れた変動報酬の平均値に相当する。

支払額は、以下の算式による計算額に相当する。

標準報酬月額　×（12ヶ月 ＋ 年功序列の毎年１ヶ月）

重大な過失又は故意による不正行為が発生した際、執行役社長は、自らの意思で当行を離れ他の職務に

就く場合又はGroupe BPCE内の他の職務へ異動する場合につき、解雇手当を受領しない。

さらに、フランス私企業協会／フランス企業連盟コーポレート・ガバナンス・コードの規定に沿って、

手当を享受する権利は、業績基準及び要件（例えば当行を離職する前の２年間に報告された、純利益（グ

ループ持分）、ROE及び収益に対する費用の割合）を満たすことを条件とする。必要であれば、取締役会が

当該基準の達成を証明する。

 

執行役社長が離職する場合の競業避止補償条項

競業避止契約は６ヶ月の期間に限定され、執行役社長の離職日に効力を有する、固定報酬の６ヶ月分に

相当する補償を提供する。

フランス私企業協会／フランス企業連盟コーポレート・ガバナンス・コードの勧告に従い、取締役会

は、執行役社長が退任した際に当該契約が規定する競業避止条項を行使するか否かを決定しなければなら

ない。

執行役社長が受領する解雇手当の額、また場合によっては競業避止補償と合算した額の上限は、標準報

酬月額の24ヶ月分（固定及び変動報酬の両方）である。

これらすべての取決め及び契約は、ローラン・ミニョン氏の執行役社長再任（2015年２月18日の取締役

会にて承認された。）時となる2015年５月19日の通常株主総会にて、さらに株主投票にかけられる予定で

ある。

 

④ AMF勧告に対応する規格表

表１

各役員に付与された報酬、ストックオプション及び株式の概要

 

 2014事業年度 2013事業年度

ローラン・ミニョン、執行役社長   

事業年度において支払われるべき又は付与された報酬
1,821,512ユーロ

(a)
1,766,120ユーロ

(a)

事業年度において付与されたオプションの価格 n/a n/a

事業年度において付与されたパフォーマンス・

シェアの価格

160,000ユーロ
(b)

350ユーロ
(b)

合計 1,981,512ユーロ 1,766,470ユーロ

(a)　1,176ユーロの社用車手当及び2,962ユーロの家族手当からなる。

(b)　付与価格における株式の価格。

 

表２

各役員の報酬の概要
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以下の表において、

・　「支払われるべき又は付与された金額」とは、支払日にかかわらず、年間を通じた役員の職務に対

して割り当てられる報酬及び手当をいう。

・　「支払われた金額」とは、割当日にかかわらず、年間を通じた役員の職務に対して実際に支払われ

た報酬及び手当をいう。

 

ローラン・ミニョン、

執行役社長(2009年５月

14日より任期開始）

2014事業年度 2013事業年度

支払われるべき

又は付与された金額

支払われた

金額

支払われるべき

又は付与された金額

支払われた

金額

役員業務に対する固定

報酬 　800,000ユーロ 　800,000ユーロ 　800,000ユーロ 　800,000ユーロ

変動報酬 1,017,374ユーロ
1,233,624ユーロ

(a) 958,000ユーロ
951,479ユーロ

(a)

特別報酬 0ユーロ 0ユーロ 0ユーロ 0ユーロ

役員報酬 0ユーロ 0ユーロ 0ユーロ 0ユーロ

現物給付
4,138ユーロ

(b)
4,138ユーロ

(b)
8,120ユーロ

(b) 8,120ユーロ

合計 1,821,512ユーロ 2,037,762ユーロ 1,766,120ユーロ 1,759,599ユーロ

(a)　前事業年度における繰延変動報酬を含む。

(b)　1,176ユーロの社用車手当及び2,962ユーロの家族手当からなる。
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表３

2014年１月１日から2014年12月31日までの期間において、ナティクシスの非常勤役員が受領した役員報酬

及びその他の報酬を示す表

(単位：ユーロ)

非常勤役員

2014事業年度
2013事業年度

(1)

支払われる

べき金額

支払われた

金額

支払われる

べき金額

支払われた

金額
(2)

BPCE     

役員報酬     

ナティクシスの取締役 53,000 53,000 50,000 56,000

ナティクシスの子会社に関して 46,200 46,200 32,400 61,600

クリステル・ボリ     

役員報酬     

ナティクシスの取締役 7,333 7,333 20,000 24,000

ナティクシスの指名及び報酬委員会委

員 7,333 7,333 10,000 11,000

その他の報酬     

ティエリ・カーン     

役員報酬     

ナティクシスの取締役 20,000 20,000 20,000 20,000

ナティクシスの戦略委員会委員 2,000 2,000 N/A N/A

BPCE及びその子会社に関して 27,500 40,000 25,500 36,500

その他の報酬     

アラン・コンダミナ     

役員報酬     

ナティクシスの取締役 20,000 20,000 20,000 24,000

指名及び報酬委員会委員 7,000 7,000 8,000 12,000

ナティクシスの戦略委員会委員 2,000 2,000 N/A N/A

ナティクシスの子会社に関して 5,972 5,972 6,552 14,004

BPCE及びその子会社に関して 19,000 28,000 18,000 19,000

その他の報酬     

ローランス・ドゥブルー     

役員報酬     

ナティクシスの取締役 20,000 20,000 20,000 22,000

ナティクシスの監査委員会委員 9,000 9,000 10,000 10,000

ナティクシスの戦略委員会委員 8,000 8,000 N/A N/A

その他の報酬     

ミシェル・グラス

(2014年2月19日より任期)

    

役員報酬     

ナティクシスの取締役 20,000 20,000 N/A N/A

ナティクシスの戦略委員会委員 2,000 2,000 N/A N/A

ナティクシスの子会社に関して 4,800 4,800 4,800 8,400

BPCE及びその子会社に関して 6,000 6,000 3,000 3,000

その他の報酬     

カトリーヌ・ハルバーシュタット     

役員報酬     

ナティクシスの取締役 20,000 20,000 20,000 24,000
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ナティクシスの監査委員会委員 10,000 10,000 10,000 12,000

ナティクシスの戦略委員会委員 2,000 2,000 N/A N/A

ナティクシスの子会社に関して N/A N/A 600 3,000

BPCE及びその子会社に関して 35,000 48,500 32,500 34,500

その他の報酬     

ダニエル・カリヨティス     

役員報酬     

ナティクシスの取締役 0 0 0 0

BPCE及びその子会社に関して 0 0 0 17,000

BPCEの役員
500,000

(4)
500,000

(4)
500,000

(4)
500,000

(4)

BPCEの年間変動報酬
413,022

(7)
215,999

(8)
431,997

(5)
23,103

(6)

BPCEの複数年変動報酬
(3)

0 0 0 0

BPCEの特別報酬 0 0 0 0

BPCEに係る現物給付 5,244 5,244 2,621 2,621

ベルナール・オプティ     

役員報酬     

ナティクシスの取締役
20,000 20,000 20,000 22,000

(9)

ナティクシスの監査委員会委員
27,000 27,000 20,000 20,000

(9)

ナティクシスの戦略委員会委員 2,000 2,000 N/A N/A

その他の報酬     

ステファニー・ペ     

役員報酬     

ナティクシスの取締役 20,000 20,000 20,000 24,000

ナティクシスの監査委員会委員 10,000 10,000 9,000 15,000

ナティクシスの戦略委員会委員 2,000 2,000 N/A N/A

BPCE及びその子会社に関して 8,700 8,700 9,300 12,300

その他の報酬     

ディディエ・パトール     

役員報酬     

ナティクシスの取締役 20,000 20,000 20,000 22,000

ナティクシスの指名及び報酬委員会委

員 7,000 7,000 8,000 9,000

ナティクシスの戦略委員会委員 2,000 2,000 N/A N/A

ナティクシスの子会社に関して 900 900 900 1,350

BPCE及びその子会社に関して 21,400 30,400 21,300 22,300

その他の報酬     

フランソワ・ペロル     

役員報酬     

ナティクシスの取締役 0 0 0 0

ナティクシスの戦略委員会委員 0 0 N/A N/A

BPCE及びその子会社に関して 0 0 0 0

その他の報酬     

BPCEの役員 550,000 550,000 550,000 550,000

BPCEの年間変動報酬
851,858

(12)
720,089

(13)
890,994

(10)
509,990

(11)

BPCEの複数年変動報酬
(3)

0 0 0 0
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BPCEの特別報酬 0 0 0 0

BPCEに係る現物給付
(14)

5,292 5,292 5,292 5,292

アンリ・プログリオ     

役員報酬     

ナティクシスの取締役 18,000 18,000 20,000 22,000

ナティクシスの指名及び報酬委員会委

員 6,000 6,000 8,000 9,000

ナティクシスの戦略委員会委員 0 0 N/A N/A

その他の報酬     

フィリップ・スュウール     

役員報酬     

ナティクシスの取締役 20,000 20,000 20,000 22,000

ナティクシスの指名及び報酬委員会委

員 7,000 7,000 8,000 9,000

ナティクシスの戦略委員会委員 2,000 2,000 N/A N/A

BPCE及びその子会社に関して 6,000 7,500 7,500 7,500

その他の報酬     

ニコラス・ドゥ・タヴェルノ     

役員報酬     

ナティクシスの取締役 20,000 20,000 16,000 16,000

ナティクシスの指名及び報酬委員会委

員 11,917 11,917 4,000 4,000

ナティクシスの戦略委員会委員 2,000 2,000 N/A N/A

その他の報酬     

ピエール・ヴァレンティン

(2013年1月28日より任期)

    

役員報酬     

ナティクシスの取締役 20,000 20,000 20,000 20,000

ナティクシスの戦略委員会委員 0 0 N/A N/A

BPCE及びその子会社に関して 29,900 43,400 36,125 60,125

その他の報酬     

(1)　36.5％の源泉徴収税を控除する前の金額。

(2)　一部は2012事業年度分の役員報酬。

(3)　2014事業年度において、複数年変動報酬及び無償株は授与されなかった。

(4)　役員としての職務に係る固定報酬には、2013年度における64,959.16ユーロ及び2014年度における66,000ユーロ

の住宅手当が含まれている。

(5)　2013事業年度における変動報酬のうち、215,999ユーロ（50％）は2014年度に支払われ、残りの繰延分（50％）

は３年間にわたって72,000ユーロずつ支払われる。2015年度における最終割当額は、77,076ユーロ（インデック

ス・レシオを適用後）となる。

(6)　2013年度に2012事業年度分の変動報酬として支払われた金額又は23,103ユーロ。

(7)　2014事業年度における変動報酬のうち、206,511ユーロ（50％）は2015年度に支払われ、残りの繰延分（50％）

は３年間にわたって68,837ユーロずつ支払われる。

(8)　2014年度に2013事業年度分の変動報酬として支払われた金額又は215,999ユーロ。

(9)　30％の源泉徴収税を控除する前の金額。

(10) 2013事業年度における変動報酬のうち、356,398ユーロ（40％）は2014年度に支払われ、残りの繰延分（60％）

は３年間にわたって178,199ユーロずつ支払われる。2015年度における最終割当額は、190,762ユーロ（インデッ

クス・レシオを適用後）となる。
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(11) 2013年度に2012事業年度分の変動報酬として支払われた金額又は225,028ユーロ、2011事業年度における変動報

酬の繰延分又は92,746ユーロ、及び2010事業年度における変動報酬の繰延分又は192,217ユーロ。

(12) 2014事業年度における変動報酬のうち、340,743ユーロ(40％)は2015年度に支払われ、残りの繰延分（60％）は

３年間にわたり170,372ユーロずつ支払われる。

(13) 2014年度に2013事業年度分の変動報酬として支払われた金額又は356,398ユーロ、2012事業年度における変動報

酬の繰延分又は102,950ユーロ、2011事業年度における変動報酬の繰延分又は84,861ユーロ及び2010事業年度に

おける変動報酬の繰延分又は175,880ユーロ。

(14) 2010年度より放棄されている住宅手当。

 

表４

当期中に、発行会社及びグループ会社が各役員に対して付与した新株予約権又は株式購入オプション

役員の氏名

プランの番

号及び日付

オプションの

種類（購入又

は予約）

連結財務書類に適

用される方法に基

づくオプションの

価格

期間中に付

与されたオ

プションの

数

行使

価格

行使

期間

ローラン・ミニョン n/a n/a 0ユーロ 0 n/a n/a

合計 n/a n/a 0ユーロ 0  n/a  n/a

 

表５

当期中に、各役員によって行使された新株予約権又は株式購入オプション

役員の氏名 プランの番号及び日付

期間中に付与された

オプションの数 行使価格

ローラン・ミニョン n/a 0 n/a

合計 n/a 0 n/a

 

表６

各役員に対して付与されたパフォーマンス・シェア

定時株主総会におい

て、発行会社及びす

べての当行グループ

会社から各役員に対

して付与されたパ

フォーマンス・シェ

ア

プランの日

付

当期中に付

与されたオ

プションの

数

連結財務書類に

適用される方法

に基づくオプ

ションの価格 権利確定日 譲渡日 業績条件

ローラン・ミニョン
2014年

７月31日
31,955 160,000ユーロ

2018年

８月１日

2018年

８月１日
(a)

有

合計
2014年

７月31日
31,955 160,000ユーロ

2018年

８月１日

2018年

８月１日
(a)

有

(a)　購入された株式の30％は、執行役社長の任期中、ロックイン期間の対象となる。

 

表７

当期中に、各役員に対して譲渡可能となったパフォーマンス・シェア

各役員に対して譲渡可能と

なったパフォーマンス・

シェア プランの番号及び日付

当期中に譲渡可能となった

パフォーマンス・シェアの

数 権利確定条件

ローラン・ミニョン n/a 0 n/a
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合計 n/a 0 n/a

 

表８

グループ（ナティクシス、BPCE、Caisses d’Epargne、Banque Populaire）：付与された株式購入オプショ

ン又は新株予約権の記録

株式購入オプション及び新株予約権に関する情報 2007年度プラン
(a) 

2008年度プラン
(a) 

株主総会の開催日 2006年11月17日 2007年５月24日

業務執行役員会の決定が行われた日 2007年１月29日 2008年１月21日

行使可能オプションの数（以下の者により行使可能なオプ

ションを含む。）： 14,103,277 4,760,945

1) 2014年度におけるナティクシスの取締役 376,530 158,205

クリステル・ボリ n/a n/a

ティエリ・カーン 24,055  

アラン・コンダミナ 74,015 74,014

ローランス・ドゥブルー n/a n/a

ステヴ・ジャンティリ 24,055 n/a
(b)

ミシェル・グラス n/a n/a

カトリーヌ・ハルバーシュタット 12,953 13,878

ダニエル・カリヨティス 72,165 70,313

ベルナール・オプティ   

ステファニー・ペ 24,055 n/a

ディディエ・パトール 75,866 n/a
(b)

フランソワ・ペロル n/a n/a

アンリ・プログリオ n/a n/a

フィリップ・スュウール 0 0

ニコラス・ドゥ・タヴェルノ   

ピエール・ヴァレンティン   

2) 2014年度におけるナティクシスの執行役社長 n/a n/a

ローラン・ミニョン n/a n/a

権利確定日 2011年１月29日 2012年１月21日

行使可能期限 2014年１月28日 2015年１月20日

行使価格（ユーロ） 11.968 6.883

行使条件（複数のトランシェを有するオプションに関し

て） n/a n/a

2014年12月31日現在に予約された株式の数 0 0

失効又は解約された新株予約権の累積数 14,103,277 3,615,540

当期末における残存新株予約権の累積数 0 4,760,945

(a)　Banque Populaire及びCaisses d’Epargneのそれぞれによるナティクシスが保有する共同出資証券の買戻しが行わ

れた後、2013年７月31日の当行の通常株主総会により承認された特別配当に伴い、オプションの数及び応募価格

はフランス商法の規定に従い調整された。

(b)　2008事業年度における損失に伴い、2008年に付与されたストックオプションの個別の権利放棄を考慮している。

 

表９

上位10人の非常勤役員に対して付与された新株予約権又は株式購入オプション及び行使されたオプション
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付与されたオ

プション／予

約又は購入さ

れた株式の総

数

加重平均

価格 プラン

発行会社及び当期中に発行を行う範囲内の会社が、発行会社

及びかかる範囲内の会社においてこの方法により最も多くの

オプションを保有している給与所得者上位10人に対して、当

期中に付与したオプション 0 n/a n/a

発行会社及びかかる範囲内の会社においてこの方法により最

も多くの新株予約権又は株式購入オプションを保有している

給与所得者上位10人が、発行会社及び上記の会社に関連して

保有し、当期中に行使したオプション

0 n/a n/a

0 n/a n/a

 

表10

各役員に対する無償株式割当の記録

割当てられ

た無償株式

の情報

年次総会

の日付

取締役会

の日付

無償株式割

当の総数
(a)

のうち割当

てられた株

式数

株式権利

確定日

ロックイ

ン期間終

了日

2014年12

月31日現

在に引受

けられた

株式数

失効又は

解約され

た新株予

約権の累

積数

事業年度

末現在の

残存割当

株式数

ローラン・

ミニョン

2013年

５月21日

2013年

11月６日
90

2016年

３月１日

2018年

３月１日

(b)

90 - 90

ローラン・

ミニョン

2013年

５月21日

2014年

７月31日
31,955

2018年

８月１日

2018年

８月１日

(c)

31,955 - 31,955

(a)　2013年に割当てられた90株について業績条件は適用されない。2014年に割当てられた31,955株について適用され

た業績条件については上記「③ ナティクシスの執行役社長としての職務に係るローラン・ミニョン執行役に対

する各種報酬及び手当金銭による報酬」を参照のこと。

(b)　すべての引受けられた株式は、任期中ロックイン期間の対象となる。

(c)　引受けられた株式の30％は、任期中ロックイン期間の対象となる。

 

表11

役員の状況

2014事業年度

役員

雇用契約 補完年金制度

任期満了若しくは異

動に伴い支払われる

べき若しくは支払わ

れるであろう報酬又

は手当
(b)

競業避止契約に係る

報酬
(b)

有 無 有 無 有 無 有 無

ローラン・ミニョン、

執行役社長

任期開始日：

2009年5月14日
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任期満了日：

2015年5月14日
 ○  ○

(a) ○  ○  

(a)　全社員に対する年金制度。

(b)　「③ ナティクシスの執行役社長としての職務に係るローラン・ミニョン執行役に対する各種報酬及び手当金銭

による報酬－解雇手当及び競業避止契約」を参照のこと。

 

⑤ 2014年12月31日に終了した事業年度においてナティクシスの執行役社長であるローラン・ミニョン氏に

支払われるべき又は付与された報酬の内訳

2013年６月に改正が行われたフランス私企業協会／フランス企業連盟コーポレート・ガバナンス・コー

ドに従い、2014事業年度において各役員に支払われるべき又は付与された報酬の内訳は、ナティクシスの

定時株主総会に提出され承認を得なければならない。ナティクシスの場合、かかる勧告は、ローラン・ミ

ニョン氏の報酬に関連する。

 

関連する報酬の内訳

・　固定報酬

・　年間変動報酬

・　年間繰延変動報酬

・　複数年変動報酬

・　特別報酬

・　ストックオプション／パフォーマンス・シェアの及びその他の長期報酬の付与

・　契約開始補償

・　契約終了手当、解雇手当／競業避止手当

・　補完年金制度

・　役員報酬

・　現物給付

 

 

報酬の内訳 金額 コメント

固定報酬 800,000ユーロ 2014年における固定報酬総額。

執行役社長としての職務に係るローラン・ミニョン

氏の年間固定報酬総額は、ミニョン氏の就任以来変

更されていない。
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2014年における年間変動報酬 1,017,374ユーロ 2014事業年度における変動報酬は、まず報酬委員会

によって検討され、次に取締役会によって承認され

た量的及び戦略的基準に基づいて計算された。

変動報酬の内訳は以下のとおりである。

・量的目標（70％）。そのうち25％がGroupe BPCE

の予算（純収入（４％）、純利益（グループ持

分）（13％）及び収益に対する費用の割合

（８％))の財務実績に基づき、45％がナティクシ

スの業績（純収入（11.25％）、純利益（グルー

プ持分）（11.25％）、収益に対する費用の割合

（11.25％）及び狭義の中核的自己資本比率

（11.25％))に基づく。

・CofaceのIPOの成功、BP及びCEネットワークの相

乗効果、保険事業分野におけるプロジェクトの発

展並びに経営者の業績（それぞれ7.5％が割当て

られる）に関連する個別戦略的目標（30％）。

2014年における年間変動報酬  年間変動報酬は、目標変動報酬の156.75％を上限と

する。

報酬委員会による提案並びに報酬委員会及び取締役

会により観察される業績に従って、取締役会が設定

する基準に基づき、変動報酬の金額は以下のとおり

計算された。

・BPCEの量的基準に関連：220,150ユーロ又は目標

の110.07％

・ナティクシスの量的基準に関連：509,225ユーロ

又は目標の141.45％

・戦略的基準に関連：288,000ユーロ又は目標の

120％

したがって2014事業年度における変動報酬の金額は

1,017,374ユーロに設定された。

すなわち、目標固定報酬の127.17％となる。

・355,374ユーロが2015年に支払われ、そのうち

50％はナティクシスの株価に連動する。

・662,000ユーロが３年間にわたって繰り延べら

れ、そのうち50％はナティクシスの株価に連動す

る。勤続条件及び業績条件が満たされる場合、

2016年、2017年及び2018年にそれぞれ３分の１ず

つ支払われる。

複数年変動報酬 - 2014年においてローラン・ミニョン氏に対する複数

年変動報酬の支払いは行われなかった。

特別報酬 - 2014年においてローラン・ミニョン氏に対する特別

報酬の支払いは行われなかった。
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ストックオプション／パフォーマンス・

シェアの及びその他の長期報酬の付与

31,955株 ・2014事業年度においてローラン・ミニョン氏に対

するストックオプションの付与は行われなかっ

た。

・長期的に株主の利益を、執行役社長の利益と一致

させるため、ニュー･フロンティア戦略計画の施

行及び予定を鑑み、指名及び報酬委員会の肯定的

な意見に基づき、2014年７月31日に開催されたナ

ティクシスの取締役会において、役員（当社執行

役社長）に対して31,955株の業績連動株式の無償

割当が実施された。

かかる付与は、2013年５月21日に開催されたナティ

クシスの定時株主総会の第17号決議により承認され

た権限において行われ、2014年７月31日現在におけ

るナティクシスの資本金の0.0011％を占める。

当該株式は、４年間の期間終了時にのみ権利が永久

的に確定し、業績及び在任状況に左右されることが

規定されている。対象となる業績状況は、

「ニュー・フロンティア」戦略計画において目標と

されたナティクシスの有形株主資本利益率に応じて

決定された。

さらに、権利確定期間の終了時に発行される株式の

30％は、ナティクシスの執行役社長の退任時に期間

が終了するロックイン期間の対象となる。

ヘッジの禁止  執行役社長は、ナティクシスの業績連動株式の付与

を含む変動報酬パッケージに内在するリスクによる

影響を制限するような個々のヘッジ又は保険手段を

禁止される。
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契約終了手当、解雇手当／競業避止手当 - 2014年２月19日に開催された取締役会において、解

雇手当に関連する契約の改正及び競業避止条項の導

入が承認された。これらの規定及び契約は株主投票

にかけられ、2014年５月20日に開催された定時株主

総会において承認された（第５号決議）。

解雇手当の金額の計算：

標準報酬月額は、活動が行われた前歴年度に関連し

て支払われた固定報酬及び活動が行われた直近の３

暦年度にわたって支払われた平均変動報酬の合計の

12分の１に相当する。

解雇手当の金額は以下のとおり計算される：

標準報酬月額×（12ヶ月＋勤続年数ごとに１ヶ月）

重大な過失又は故意による不正行為が発生した際、

執行役社長は、自らの意思で当行を離れ他の職務に

就く場合又はGroupe BPCE内の他の職務へ異動する

場合につき、解雇手当を受領しない。

さらに、フランス私企業協会／フランス企業連盟

コーポレート・ガバナンス・コードの規定に基づ

き、解雇手当に対する権利は、離職前の２年間にわ

たる純利益（グループ持分）、ROE(株主資本利益

率)及び収益に対する費用の割合等の複数の基準及

び業績条件に従うものとする。

これらの基準への準拠については、必要に応じて取

締役会が確認を行う。

契約終了手当、解雇手当／競業避止手当  執行役社長の契約終了時の競業避止補償

競業避止条項は、６ヶ月の期間に限定され、６ヶ月

分の固定報酬に相当する補償に関連付けられ、また

執行役社長の職務終了日に効力が発生します。

フランス私企業協会／フランス企業連盟コーポレー

ト・ガバナンス・コードの勧告に従い、取締役会

は、執行役社長が退任した際に当該契約が規定する

競業避止条項を行使するか否かを決定しなければな

らない。

執行役社長が受領する解雇手当の額、また場合に

よっては競業避止手当と合算した額の上限は、標準

報酬月額（固定報酬及び変動報酬）の24ヶ月分であ

る。

補完年金制度 - 2014年においてローラン・ミニョン氏に対する補完

年金制度からの支払いは行われなかった。

役員報酬 - 2014年においてローラン・ミニョン氏に対する、

2014事業年度におけるGroupe BPCEでの職務に係る

役員報酬の支払いは行われなかった。

現物給付 4,138ユーロ ローラン・ミニョン氏は社用車を保有し、ナティク

シスの従業員に適用される計画に従って家族手当を

受領した。
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(3)　内部統制手続及びリスク管理手続に関する取締役会会長の報告

序文

内部統制手続に関する取締役会会長の報告は、フランス商法L.225-37条に従って作成される。その目的

は、様々な事業活動に適用されるナティクシスの内部統制システムの概要を提示することである。

ナティクシスの内部統制システムは、様々な業務に内在するリスクの計測、監督及び管理を行う機関に

よって実施されるすべての手順を網羅する。その目的は、当行の社内業務の有効性と質、社内及び社外に配

布される会計及び財務情報の信頼性、業務の安全性並びに法律、規則及び社内方針の遵守を確実にすること

である。

ナティクシスの内部統制システムは、銀行部門、支払サービス部門及び投資サービス部門の企業の内部統

制に関する2014年11月３日付フランス省令に定められる規定にとりわけ準拠している。かかる内部統制シス

テムは、出資企業グループにより行使される統制枠組みの範囲において、リスクに対する統合されたアプ

ローチを保証することを目的とし、BPCEが規定した原則と合致するように構築される。

 

(a) 全体的な構造

ナティクシスの業務範囲全体を網羅する内部統制システムは、以下の組織原則に基づいている。

・　とりわけ会計担当チームにおける、取引の実施に責任を有する部署と取引の承認に責任を有する部署

との間での職務の厳密な分担

・　取引を請け負い、認証する責任を有する業務に関する部署とそれらを統制する職務に関する部署との

間での完全な独立性

上級経営陣は、取締役会の監督の下、ナティクシスの内部統制システム全体の責任を負う。

ナティクシスの内部統制システムは、以下の事項に区分される構造に基づく。

・　内部手続並びに法的要件及び規制要件（レベル1.1の統制）に従い、業務スタッフが自身で行う取引に

関して実施する第一段階の永久統制。取引は、ライン管理部門又は取引を認証する責任を有する職務

（会計、法務又はミドル・オフィスに関する職務）部門により、別個の第一段階の統制（レベル1.2）

に従うことがある。

・　会社秘書役の責任の下運営される、４つの独立した中央部門によって行われる第二段階の永久統制。

－　会社秘書役に直属するコンプライアンス及び永久統制部門は、とりわけコンプライアンス・リス

クの管理、第一段階の永久統制システムの組織並びにオペレーショナル・リスク（コンプライア

ンス及びその他のオペレーショナル・リスク）の第二段階の統制に関する責任を有する。

－　コンプライアンス部門に直属するITシステム安全保護及び事業継続性部門（ITSS-BC）は、情報シ

ステム安全保護及び事業継続性に関する方針を策定し、それらが正しく適用されているか検証す

る。

－　財務及びリスク最高責任者に直属するリスク部門は、事業活動に内在するリスク、とりわけ市場

リスク、信用リスク及びオペレーショナル・リスクについて監督及び管理する責任を有する。

－　会計及び比率部門内にあり、機能的にはコンプライアンス部門に直属する規制及び会計審査チー

ムは、会計及び規制に関する情報の質及び正確性の検証を行う。

・　内部監査部門が実施する定期的統制。内部監査部門は執行役社長に直属し、監査プロセスにおける統

制の現状評価及び監査活動に関するリスク評価が発生する監査を行う。

ナティクシスは、会社全体における内部統制機構の一貫性を保つために統制に携わる機能を世界的規模で

体系化している。したがって、その内部統制システムはすべてのリスクをカバーし、ナティクシスのすべて

の事業分野及び子会社に適用される。子会社又は事業分野における地域の第二段階の恒常的及び定期的統制

に携わる機能は、子会社の場合は職務ごとに、事業分野の場合は階層ごとに、該当するナティクシスの中央

統制部門に直接報告する。

内部統制システムは全般的に、ナティクシスの執行役社長又はその代理である会社秘書役が委員長を務め

る統制職務調整委員会（CFCC）によって調整が行われる。当該委員会には、必要に応じ、財務及びリスク最

高責任者並びにリスク部門長、コンプライアンス部門長及び内部監査部門長並びに業務部門長又は職務部門

長が出席する。CFCCは以下の権限を有する。

・　組織及び統制サービスの計画に関するあらゆる問題を取り扱う。
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・　連結範囲での緊急の又は反復的なリスク分野を洗い出し、重大な異常を発見した場合は執行機関に報

告する。

・　内部又は外部の統制機能の担当者又は規制当局により現在行われている統制業務の最新情報を執行機

関に提供し、それらの結果を業務の事業分野に確実に検討させる。

2014年、５回のCFCCの会合が開かれた。

外部監査の結果（BPCEの内部監査部門、法定監査人、規制当局又は監督機関等によって実施される。）に

よって補完される、かかるシステムの下実施される統制の結果は、取締役会の派生機関である監査委員会及

びリスク委員会を経由して取締役会に報告される。

 

■ ナティクシスの内部統制メカニズムの構造

 

*ファイナンス部門によって行われる会計審査。コンプライアンス部門によって統制される会計手続を適

用。

 

(b) 第一段階の永久統制

第一段階の永久統制は、ナティクシスの内部統制システムの重要な要素である。

かかる統制は、経営陣の監督下で業務部門又は職務部門により執り行われる。これらの部門は以下の事項

について責任を負う。

・　取引処理手続が遵守されていることの確認

・　当該部門が行った取引に関して生じた活動勘定の会計収支の検証

業務スタッフは、自身の取引において以下を遵守している。

・　ナティクシスのリスク処理を管理及び体系化する憲章及び手続（与信判断方法を定める手続、市場リ

スク管理憲章、オペレーショナル・リスクの評価、統制及び管理に関する憲章、コンプライアンス・

リスクの管理に関する憲章等）

・　ナティクシスの海外事業において当該国を担当するマネージャーの責任範囲を正式に定め、地域を代

表する事業分野の責任者間の関係を体系化する憲章

・　2015年１月に更新され、ナティクシスの従業員に適用される主なコンプライアンス原則すべてについ

て規定したコンプライアンス・マニュアル。特に、当該マニュアルは、利益相反、反マネーロンダリ

ング、通商禁止、職業倫理、機密情報及び内部情報、市場における不正行為、情報システムのセキュ

リティ並びに事業継続性を網羅する。
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業務スタッフが自身の実施する取引に対し行う統制（レベル1.1の統制）を補完するために、別途レベル

1.2の統制が以下の機関によって執り行われる。

・　実施される取引の再検討を行う業務管理部門

・　取引を実施する責任を有する業務部門とは独立し、取引の検証又は記録を行う職務部門（ミドル・オ

フィス、会計部門、法務部門等）

第一段階の永久統制プロセスを正式により詳細なものとするため、2010年、ナティクシスは、すべてのナ

ティクシスの活動及び事業に対して実施されるレベル1.1及び1.2の統制を特定することを目的とし、第一段

階の内部統制プロジェクトを開始した。コンプライアンス及び永久統制部門は、それぞれの業務及び職務部

門が実施する統制を規定することを支援することにより、かかるプロジェクトを実施する。第一段階の統制

は、業績を強固なものとし、リスク範囲を特定し、報告書を作成するために使用される専用ツールに集中し

ている。2014年末、当該プロジェクトは、対象範囲の90％について実施され、7,850件の統制が特定された。

 

(c) 第二段階の永久統制：コンプライアンス及び永久統制

全体的な構造

・　コンプライアンス部門は、ナティクシスにおけるコンプライアンス・リスクを回避及び管理する最善

の方法を発展させており、それにより、財務損失及びそれに関連するレピュテーション・リスクを回

避しやすくしている。コンプライアンス部門はBPCEの指示に従い、またその業務はナティクシス、子

会社及び支店を網羅している。

・　コンプライアンス部門の主な責任は以下のとおりである。

－　法務業務に加え、コンプライアンスに関する法規制の動向の観察を確実にする。

－　コンプライアンス、統制及びリスク報告を査定する基準及び方法を策定する。かかる基準は、マ

ネーロンダリング及びテロリストへの資金提供に対抗するために加え、市場の完全性及び顧客利

益の優先を確保するため、また利益相反（第三者の会計管理からの独立性を含む。）を避けるた

めに考案される。

－　（基準に沿ったコンプライアンス統制及び手続適用を含む）第二段階の永久統制の実施を確実に

する。

－　コンプライアンス・リスク計画を策定及び維持する。

－　コンプライアンス・リスクを引き起こし得る業務上の不備の監視に関してリスク部門と協力をは

かるシステムを策定し、また修正するための措置を講じる。

－　すべての新規の活動、体制、処理、商品及び取引並びに既存商品の重要な変更に関して書面によ

りコンプライアンス意見を述べる。かかる意見は、ナティクシスの事業分野及び子会社に設置さ

れた又は複数の事業分野に共通する商品を中心として設置された新商品委員会の下で、拒否権を

行使するか又は注意喚起する権利を伴う。

－　安全性及び基準に沿ったコンプライアンスを確実に実施する目的で事業活動を支援するために事

業分野に助言的立場で介入する。

－　人事部と共に従業員教育に貢献する。

－　ナティクシス・グループレベルでの連結ベースでコンプライアンス・リスクを監視及び管理する

ために、ITシステム計画を管理する。

－　子会社又は事業分野レベルでの違反につながる機能障害について、ナティクシスによる統合を考

慮して、中央で申し立て及び記録を行う。

－　子会社又は事業分野レベルでの機能障害（2014年11月３日付の省令での意味における。）を、ナ

ティクシス・グループによる統合及びBPCEへの伝達を考慮して、中央で記録する。その際、申告

者の機密を尊重しながら、同条に定められる警告機能の実行状況を明らかにする。

－　特にナティクシス及びBPCEの上級経営陣のために、定期的な概要報告書を作成する。

－　コンプライアンス・リスクの永久統制の一貫性及び有効性を監視する。

・　組織構造

コンプライアンス部門は事務部長に直属し、業務部門から独立して業務を行う。事務部長は、2014年11

月３日付の省令に定義される永久統制に対して責任を負う。
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2010年の機能に基づくコンプライアンス及び永久統制構造の導入にについで、ナティクシスは、金融機

関に対する連結ベースでの監視に関する要件（2014年11月３日付の省令）に対応するため、システムを強

化した。かかる目的のため、子会社のコンプライアンス及び永久統制部門長は、ナティクシスの最高コン

プライアンス責任者に直属する。かかる直属命令系統は、かかる個人の任命又は解任、役職、目的、報酬

並びに進捗状況又は実績の監督に関するすべての決定は、該当する子会社とナティクシスの最高コンプラ

イアンス責任者の合意において行われなければならないことを意味する。

子会社の最高経営責任者又は同等の者に対する階層的命令系統は引き続き適用される。

・　子会社及び支店

より広範なコンプライアンス業務の一環として、ナティクシスのコンプライアンス部門は高度に機能的

な階層的性質の結びつきを通じて、子会社及び支店のコンプライアンス・マネージャーに指導し、また促

進する。子会社及び支店のコンプライアンス・マネージャーは、高度に機能的な階層的性質の結びつきを

通じて、執行機関又は（かかる子会社の規模により適当な場合は、例外的に）執行機関に直属する永久統

制マネージャーに直属し、また、ナティクシスの最高コンプライアンス責任者に直属する。

かかる高度に機能的な階層的性質の結びつきは以下に反映されている。

－　子会社のコンプライアンス・マネージャーの配置転換、任命又は解任について事前に承認を与える

必要があるナティクシスの最高コンプライアンス責任者

－　年次の勤務評価査定及び昇進査定に参加するナティクシスの最高コンプライアンス責任者

－　ナティクシスの最高コンプライアンス責任者に対する情報伝達義務

親会社により運営される事業分野については、コンプライアンス・マネージャーは、ナティクシスの最

高コンプライアンス責任者に直接的且つ階層的に従属する。

2010年６月に発行されたコンプライアンス業務憲章に、職務の業務手順が詳述されている。

 

コンプライアンス統制の仕組みの重点

ナティクシスのコンプライアンスの仕組みにおいては３つの主要な領域が重視されている。

倫理／コンプライアンス

ナティクシスにおいては、行動規範とは、投資サービスを提供する際に従業員に期待される職業上の行為

に適用される規則一式をいう。これらの規則はAutorité des Marchés Financiers（AMF－フランス金融市場

庁）の一般規制において策定され、また市場の統合及び顧客利益の優先を保証する。

これらの規則を策定し、かかる規則が、適用されるナティクシスの全従業員に正しく熟知されるようにす

るため、コンプライアンス部門は、コンプライアンス・マネージャーにより、すべての子会社を含む中心的

な各事業及び各事業分野に対して公表された、企業規模の「行動／倫理／訓練」職務を使用している。

当年を通じて、コンプライアンス部門は、引き続きかかるシステムを、とりわけナティクシス内で完了し

た再編及びODEONの展開の一環として強化した。

かかるシステムは、顧客利益に資するため又はナティクシスにより発生するリスクを管理するため、2015

年にさらに改善される予定である。

2014年、コンプライアンス・リスクに焦点を当てた31,000件を超える訓練及び意識向上に関するイニシア

チブがナティクシスの従業員に提供された。数多くの規制に関する進展（ドッド・フランク法、FATCA、

EMIR、指数規制等）、マネーロンダリング及びテロリストへの資金提供への対抗措置が優先事項とされた。

かかる分野において、2014年、ナティクシスは、通商禁止措置及び国際制裁の管理に関するソリューション

としての新たなe-ラーニングを創設することにより、訓練制度につき大幅な改善を行い、かかる制度は、フ

ランス及び海外で展開された。

コンプライアンス・デーは、フランス及び海外のすべてのナティクシスの営業所における、最新の規制に

関する進展について検討する機会を提供した。

ファイナンシャル・セキュリティー

コンプライアンス管理者に直属しているファイナンシャル・セキュリティー部門の目的は、ナティクシス

及び子会社におけるマネーロンダリング、テロリストへの資金提供及び詐欺に対抗するシステムを構築する

ことである。かかる常置の監視業務に加えて、ファイナンシャル・セキュリティー部門はいくつかの事業分

野を代表して、直接先頭に立って具体的なイニシアチブの陣頭指揮を執る。
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2014年には、以下について、主に集中的に取組みが行われた。

・　通商禁止措置管理システムの向上。トップレベルのセキュリティを維持するために、2014年、ナティ

クシスは、前年に開始した行動計画（特別訓練イニシアチブから、ナティクシスの連結範囲において

使用される４つのSWIFTプラットフォームにおけるフィルタリング・システムの一貫性の向上に至るま

で、様々な側面を網羅する。）を完了した。

・　国際ホールセール・バンキング部門の海外事業体における、手続とソフトウェアとの間の調整の向上

に注力した、ナティクシスの連結範囲におけるファイナンシャル・セキュリティー機能の監督。

・　ホールセール・バンキング部門の顧客ファイルの審査及び新たな第一段階の統制の導入の監督。

・　マネーロンダリング及びテロリストへの資金提供に対抗するための特別講義セッションの事業ライ

ン・スタッフ（特にコルレス銀行業務及びコモディティ・ファイナンス業務の者を対象とする。）へ

の提供。E-ラーニングへの取組みも引き続き行われ、数千名の従業員がテロリストへの資金提供の防

止及び通商禁止措置の遵守に関する新たなe-ラーニングの講習を含む訓練モジュールに参加した。当

年中に新たなe-ラーニング・プログラムである「AMLファンダメンタルズ」が開発され、2015年に展開

される予定である。

・　詐欺防止対策。コンプライアンス・ソフトウェアであるSAFIR（市場活動における詐欺行為の監視）の

性能が当年中にさらに向上した。主要な進展としては、ソーシャル・エンジニアリング・タイプの支

払を網羅する詐欺防止システムの拡張が含まれ、これには継続的な従業員及び顧客の間での意識向上

及び訓練イニシアチブが必要となる。

 

統制

第一段階の統制システムの構造

コンプライアンス及び永久統制部門は、特に、専用ソフトウェア・パッケージにおいて第一段階の統制

（1.1及び1.2）を特定し集中化する、第一段階の内部統制プロジェクトの監督を通じ、第一段階の永久統制

システムを組織する。

コンプライアンス及び永久統制部門は、業務及び職務部門が適用しなければならない第一段階の統制を定

義する際に支援を行うとともに、方法が適法に履修されていることを保証し、システム全体の一貫性を確認

する。また、同部門は、第二段階の統制スケジュールを組織するために、かかるシステムを下記のとおり利

用する。

 

第二段階の統制

第二段階の永久統制は、コンプライアンス部門の権限の下にあり、以下に焦点が置かれる。

・　取引上のコンプライアンス：取引のみではなく取引実行過程においても、適用ある銀行規制、金融及

び市場規則が遵守されているかを調査する。

・　組織上のコンプライアンス。

・　（自動システム及び指標を通じて）コンプライアンス部門に送信されるデータの質。

・　手続の適用：かかる統制は（2014年11月３日付の省令第254条及び255条に従い）既存の手続が存在し

有効に適用されていること、また様々な種類のリスクを規定する規則に従ったものであることを確認

することを含む。

コンプライアンス部門では以下の３種類の統制が用いられることがある。

・　第一段階の統制で作成された指標に基づく統制。

・　特にマネーロンダリング防止及び市場濫用発見計画の枠組みに基づく自動統制システムによる警告に

基づく統制。

・　自動統制が適切であるかを確認するための会計書類の検査及び（適当な場合は）実地検証を通じた統

制。かかる統制ではまた、より定性的な規則（顧客に関する知識及び区別、チャイニーズ・ウォール

の設定、利益相反の管理等。）を適用しているかも確認することができる。

当年を通じ、ナティクシスの連結範囲で2,463回の第二段階の統制がソフトウェア・ツールのSCANを通じて

行われた。

統制により特定されたリスク範囲は主に以下に関するものである。
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・　マネーロンダリング及びテロリストへの資金提供の防止：顧客のオンボーディング／審査手続及び取

引監督システムにおいてまだ多くの不十分な点が残る。

・　新たな規制（DFA、EMIR等）に関する顧客及び取引先との関係。

・　取引報告。ただし、システムは2014年、大幅に改善された。

 

(d) 第二段階の永久統制：ITシステムのセキュリティ及び事業継続性

全体的な構造

機能として組織化されたITシステムのセキュリティ及び事業継続部門の目的は、上級経営委員会により承

認を受けた年次計画に応じたセキュリティのレベルを保証すること、主要なリスクが特定された際に情報提

供及び権限の行使を行うこと、専門性を維持し事業分野に対する適切な助言の提供を行うこと、並びに全般

的な危機管理体制を常に有効な状態とすることである。

かかる目的を達成するため、当該部門は、ITTSS-BCリスクの位置づけ、プロジェクトのセキュリティ分

析、第二段階の永久統制並びにセキュリティ・プロジェクトの特定及び管理を目的とする、事業分野及び事

業横断機能のためにITSSの部門長及び事業継続性計画部門の部門長を活用し、これは、事業継続性に貢献す

る者（事業分野及びIT部門）についてのセキュリティ・レベル並びに監督レベルを引き上げる一助となっ

た。

基準及び統制を強化する役割に加えて、ITSS-BC部門は、セキュリティ及び事業継続性に関する意識向上及

び訓練プログラムを提供する。利用者に定期的に情報提供を行うことは重要であり、利用者はそれぞれのレ

ベルに合わせた責任を有する。

 

ITシステムのセキュリティ

ITシステムのセキュリティに関しては、当該職務の主な役割は、セキュリティ基準を規定及び監督するこ

とである。ITSSの職務は、専門プロジェクトを通して、申込みへのアクセスに関するセキュリティの向上に

関して事業分野の支援を行うこと及びナティクシスのIT基盤のセキュリティを監督することである。第二段

階の統制の導入は特に情報保護の強化、認可の審査及びサイバーセキュリティの開発を目的としている。

第二段階の統制計画には、２つの部分があり、１つの部分は、Groupe BPCEと共有され、もう１つの部分

は、ナティクシス固有のものである。かかる統制は、貢献者（情報システム・セキュリティ部門又は許可を

行うための適切なセキュリティ代表者）により報告される第一段階の統制に基づき実行される。

 

事業の継続性

2014年、当該部門は、事業の継続システムを有効な状態で維持することに注力していた。2014年におい

て、ナティクシスはユーザーに対し1,000超のバックアップ体制、バックアップ・データ・センター及び危機

に関する会議室を有した。

BCPの有効性を確認するために、2014年、フランス国内外におけるナティクシスの事業分野及びサポート業

務は以下を実施した。

・　75回のバックアップ・ユーザー・サイト訓練

・　41回のIT及びバックアップテスト

・　400人のスタッフが関与する１回の遠隔作業訓練（在宅勤務）

・　22回の危機管理訓練

 

(e) 第二段階の永久統制：リスクの監視及び統制

Groupe BPCEの組織と一致して、第二段階の永久統制メカニズムは、コンプライアンスに携わる職務及びリ

スクに携わる職務の権限に基づき、それぞれの権限に従い組織される。かかる２つの職務は、第一段階の統

制及び第二段階の統制のつながりが適切に機能しているかを監視する。

ナティクシスのリスク部門は、出資企業の中心組織体及びグループ・リスク憲章により統制されるナティ

クシスの子会社との間の関係に関連した、複数の職務に組織化されたGroupe BPCEメカニズムの一部である。

その活動範囲は以下のリスクを対象とする。
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・　信用及び取引相手方リスク（カントリーリスクを含む。）

・　市場リスク

・　全体的な金利、流動性及び構造的な外国為替リスク

・　オペレーショナル・リスク

また、その活動範囲はナティクシスと連結したすべての事業体を含む。ナティクシスのリスク管理に関す

る最高権限機関はグローバルリスク委員会であり、リスク政策の重要要素の決定、主なリスクの分析並びに

主要なリスクの基準及び実施された方法の承認を行う。

リスク部門の主な責務は、以下のとおりである。

・　ナティクシスに対し、当行の戦略に沿ったリスク政策を提案し、その定期的な適用及び改正を監視す

る。

・　Groupe BPCEの基準に従いリスク測定を可能にし、リスク負担を承認する方法及び基準（モデル、報

告、上限、上限の承認）を定義する。

・　リスク部門が準備及び監督を請け負い、秘書役を務めるワークフロー及び委員会に基づき、事業分野

別の事例についてセカンド・オピニオンを提供する。

・　個別及び連結レベルで監督及びリスク監視手順を設定する。

・　上級経営委員会、事業分野、BPCE及び監督機関に対してリスク報告を行う。最後に、リスク部門は、

ナティクシスの取締役会及びリスク委員会に、要約情報及び単発の分析情報という形で情報を提供す

る。

・　あらゆる水準のリスク訓練を促進し、その組織内で成功事例を共有する。

2014年11月３日付フランス省令の第98条及び第247条に従い、深刻な事象に関する緊急手順は、リスクの種

類により設定された緊急度の閾値により導入される。2014年において、緊急システムは、ナティクシスが150

百万ユーロ超のエクスポージャーを有する１つの業務が第三段階の警戒リストに設定された際、１回作動し

た。必要な情報は、監査委員会及び金融健全性監督・破綻処理機構（ACPR）に対して送信された。

詳細については、「４　事業等のリスク」を参照のこと。

 

① 信用リスク及び取引相手方リスク

信用発行リスクの特定及び分析

リスク部門は、取引相手の信用リスクを分析する責任を負う。リスク部門は、かかる取引相手方の分析

を、意思決定を目的として、以下のような関連性及び有用性のあるすべての情報を含む、各取引相手及び

受益者集団に関する定型的な信用書類を用いて分析を行う。

・　顧客、その事業及びその環境に関する情報

・　外部データ：格付機関、業種分析、カントリーリスク及びソブリンリスクの分析等により割り当て

られた格付

・　取引契約、担保及び保証に関する内部データ

・　ナティクシスが負うすべての信用リスク並びに収益性及び規制比率において提案された取引の影響

の要約

信用決定は、事業分野及びリスク部門の特定の担当者の両方に付与された制限付きの権限（ワークフ

ロープロセス）に基づき、又は関連する信用委員会により、反対分析を用いて行われる。かかる委任は、

執行役社長又は彼がそのために権限を与える者が、正式に定め自ら付与する。かかる権限の付与は、取引

相手の種類及び内部信用格付並びに取引契約の性質及び期間により異なる。さらに、かかる権限は、金利

の取引契約が、各部門及び活動のリスク政策により設定された異なる基準を満たす場合にのみ行使される

ことがある。

 

信用リスクの測定方法

信用リスク管理システムは、2010年以降の先進的内部格付アプローチを基にしている。

さらに、ナティクシスは信用ストレス・テストの関連性を測定することを目的とした方法論的作業を定

期的に行う。

今までに、２つのタイプのストレス・テストが設定された。
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・　ナティクシスの経済調査チームにより作成されたシナリオに従ったマクロ経済的ストレス・テスト

・　ナティクシスの特定の事業分野に特化したストレス・テスト

 

A 取引相手方の格付

信用リスク管理は、2014年11月３日付フランス省令第２章に従い、リスク格付、LGD及び取引契約又は取

引の監視手法を要件としている。

ナティクシスは、信用リスクの管理を目的として、各取引相手方及び各取引契約に対して先進的内部格

付アプローチを用いる（意思決定、監視等）。ナティクシスは、BPCEと協力し、共同保有する資産クラス

が適用対象となる格付方法を定義した。

 

B 信用リスクの監視

ナティクシスの取引契約は、専用の統合システムを用いて毎日評価及び監視される。

あるITシステムは、ナティクシスの信用リスクに対するエクスポージャーのすべて及びその子会社全体

の信用リスクに対するエクスポージャーを占める範囲にわたり限度枠及び信用エクスポージャーの包括的

な統合を可能にする。

リスク部門は、ナティクシスのリスク（傾向分析、スコアカード、ストレス・テストの結果等）の分析

に関する報告を上級経営陣及び当行の事業分野マネージャーに提出する。

 

C 信用リスクの監督

信用リスクは、様々な事業分野に責任を持たせることにより、またリスク部門の専属チームにより監督

される様々な統制方法により監督される。

限度枠の超過に関しては、専門の委員会が毎月開かれ、特定の指標（数、合計額、継続時間、関連する

事業分野等）を用いて限度枠の超過の動向を分析し、また主な超過を調査しその修正を監視する。

リスクの水準の悪化を引き起こす事例が見られた場合は、発生時と同様に、取引相手方警戒リスト、個

別の規則制定及び緊急手続に従って、リスク部門及び関連する事業分野に速やかに報告される。

警戒リストに記載された取引相手方並びに規則の個別の追加及び破棄の決定に関するプロセスの四半期

ごとの監視は、同時に行われる。かかる調査は、リスク部門により組織される予備の委員会及び当行内の

様々な事業分野のマネージャーにより行われる。

 

D 疑わしい又は真偽が問われる貸付の監視

個別引当金

ナティクシスの警戒リスト及び引当委員会は、四半期ごとに会合を開き、当行の事業分野のすべてを網

羅する。当委員会は、引当金を生じさせる可能性がある警戒下の疑わしい貸付のすべて又は既存の引当金

の修正を再評価し、必要な引当金の額を決定する。

かかる委員会はリスク部門により組成され、執行役社長が委員長を務める。また、当委員会は、事業分

野に責任を持つ上級経営委員会、財務及びリスク部門、リスク部門の責任者並びに関連するサポート分野

の責任者により構成される。

 

一般引当金

個別引当金に加え、ナティクシスはまた、カントリーリスク及び業種リスクを網羅する引当金も定めて

いる。かかる一般引当金は、同種の資産のグループに基づき、以下の３つの基準に従い設定されている。

・　私人又は専門家に対する融資の格付

・　業種リスク

・　その他の取引相手（企業、ソブリン等）の地理的リスク

減損の客観的証拠の調査は、事業部門及び国の分析及び緊密な監視を用いて行われる。必要な場合は、

かかる再調査の結果を向上させるために、専門家の意見が求められる。

引当金の対象となる産業及び国は、特別監視活動の一環としてリスク部門により行われる分析に基づき

決定される。
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② 市場リスク

ナティクシスの市場リスク管理システムに関する組織

ナティクシスの市場リスク統制システムの義務及び組織は、ナティクシスのグローバルリスク委員会の

承認を受けたナティクシスの市場リスク管理憲章に記載されている。

かかる憲章は以下を定めている。

・　ナティクシスの市場リスクを管理する方針及びシステム

・　市場リスクの限度枠を検討、設定及び監視する状況

・　事業分野の営業担当、市場リスク部門及びナティクシスの市場リスク委員会の各役割

ナティクシスの市場リスク委員会は、１ヶ月に２回会合を開き、執行役社長又は適法に委任された代表

者（上級経営委員会の委員）が委員長を務める。委員長は、提示されたあらゆる事例について判断を下す

権限を有する唯一の人物である。

リスク部門は、

・　リスク評価及び公正価値の調整の方法を定め、承認を受けるため市場リスク委員会に提出する。

・　限度枠の提案又は限度枠の要求（バリューアットリスク、ストレス・テスト、運用限度枠、損失警

戒）の検討を行う。

・　事業分野又は上級経営陣に関するリスクの分野に対する警戒を行う。

・　リスクの毎日の分析及び評価、毎日の報告並びに営業担当及び経営陣への超過の報告を行う責任を

負う。

・　営業担当の管理ツールとして用いられる価格決定モデル（相場付手段）を承認する。

ナティクシスの市場リスク制御憲章に規定されるメカニズムの業務上の内訳は、規則により規定され

る。当該規則はまた、限度枠の認可制度並びに２つの意思決定水準（営業担当及びリスク）を詳細に規定

する。

ラガルド氏の報告書における勧告にそって、市場リスク部門は、各トレーダーがそれぞれの限度枠を認

識していることを確認した。各トレーダーは、関連するデスクに添付書類を確認するＥメールを送信し、

その限度枠に同意しなければならない。限度枠の通知手順は、状況に応じて変更される。

2009年半ば、BPCEは、パリ及びニューヨークのワークアウト・ポートフォリオ・マネージメント資産の

大部分に対して保証を付与した。それにもかかわらず、市場リスク部門は、標準的且つ包括的な基準に基

づき、すべての取引がBPCEにより保証されているか否かについてのリスク管理を継続して行った。かかる

保証の影響を考慮に入れた全体的なバリューアットリスク及びストレス・テストは、毎日行われる。

事業ごとの詳細な報告は、毎日関連するトレーダー及びマネージャーに送られる。国際的な市場リスク

の報告はまた、上級経営陣、BPCE及び営業担当のマネージャーに毎日提供される。最後に、BPCEの保証の

範囲に関する詳細な報告は、毎日BPCEに送られる。

 

ナティクシスの市場リスク測定方法

ナティクシスにより使用される市場リスクの測定方法は様々で、それはバリューアットリスク、ストレ

ス・バリューアットリスク（SVaR）、追加的リスクに係る自己資本賦課（IRC）、総合的且つ詳細なストレ

ス・テスト、量的及び質的な運用限度枠並びに損失警戒が挙げられる。

ナティクシスは、１日間にわたって信頼区間の99％を使用するバリューアットリスクのモンテカルロ型

のシミュレーションを用いている。

計算方法は、計量経済学的方法に基づいており、その標準偏差は、12ヶ月及び３ヶ月の横揺れ周期にお

いて計算される最大（リスク要因ごと）の標準偏差となるよう計算される。かかる方法は、市場がより変

動しやすい状態となった場合、バリューアットリスクがより敏感に反応するようにする。

リスク要因に関するすべての決定は、バリューアットリスクの計算、結果及び感受性の整合性を確かに

する（同じリスク要因を用いる）ことを目的とするすべての関連する部門（リスク部門、営業部門及び業

績部門）が参加する委員会の会合において毎年修正される。

ナティクシスは、許容期間の市場リスクに関する資本要件を計算するため、バリューアットリスク、ス

トレス・バリューアットリスク、及びIRCを用いる。
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すべてのポートフォリオ及び事業ごとの特定の活動をカバーするストレス・テストのシリーズは、この

メカニズムを完璧なものにする。このストレス・テストは毎日計算され、特定のストレス・テストに設定

されている限度枠内に収まっている。

 

③ 全体的な金利、流動性及び構造的な外国為替リスク

ガバナンス

ナティクシスの構造的な貸借対照表上のリスクは、資産負債管理委員会の権限に基づき、連結ベースで

管理及び監視される。当委員会には、執行役社長が委員長を務め、財務及びリスク部門並びにホールセー

ル・バンキング財務部門及び市場ソリューション部門に責任を負う上級経営委員会の委員、リスク担当部

長、単一資金及び中央銀行担保管理プール担当部長、財務管理担当部長並びにBPCEの資産負債管理担当部

長を含む。当委員会は２ヶ月に１回会合を開き、主に以下の事項に関して責任を負う。

・　BPCEにより設定された標準的な資産負債管理の枠組み内における、構造的な貸借対照表上のリスク

の監視、管理及び監督に使用される主要な資産負債管理規定（内部流動性の価格決定の規定を含

む。）、契約、指標及び限度枠（予算手続の一部として事業分野に割り当てられた流動性予算を含

む。）の承認

・　BPCEの資産負債管理部門と連動した全体的なリファイナンス方針の承認

・　主要な貸借対照表上の総額及びその進展の監督

・　構造的な貸借対照表上のリスク及び限度枠の順守についての監督

資産負債管理委員会の監視範囲は以下を含む。

・　ナティクシスの流動性リスクに関する連結範囲全体。ただし、内在的な流動性リスクが存在せず、

資産負債管理リスクについて個別に監視及び管理されている保険会社の子会社を除く。

・　構造的な外国為替リスクに関するナティクシスの連結範囲全体

・　全体的な金利リスクに係るナティクシス及びその信用会社の子会社の銀行ポートフォリオ

ナティクシスの資産負債管理は、以下の組織に基づいて行われる。

・　財務管理部門が資産負債管理委員会に対して資産負債管理の基準を提案し、委員会の決定を遂行す

る。

・　2011年以降のBPCE／ナティクシスの単一資金及び中央銀行担保管理プールに対するナティクシスの

拠出金は、設定された規則及び限度枠に従いすべての事業分野のリファイナンスを行うことを目的

としており、財務管理部門により委任された資産負債管理委員会の決定を遂行する。

・　ナティクシスの市場リスク部門は、資産負債管理の限度枠の監視について責任を負う。市場リスク

部門はまた、財務管理部門により創出された資産負債管理指標及び流動性管理チームにより設定さ

れた指標の第二段階の統制を行う。

かかる組織の枠組みにおいて、

・　BPCEの監督の下に設置されたBPCE／ナティクシスの単一資金及び中央銀行担保管理プールは、当行

グループ全体及びその事業に係る流動性へのアクセスを確保及び最適化するため、当行グループの

リファイナンスのニーズの運営管理を調整する。

・　双方の貸借対照表間における資金の循環は、価格設定ルール及び当行グループの資産負債管理委員

会により文書化され承認された利益相反の管理に関するルールにより統制されている。

・　資産負債管理委員会から資産負債管理リスクの管理の委任を受けていない子会社の事業及び非子会

社の事業は、かかるリスクの管理を個別マッチング契約を通じて資金部門へ委譲する。かかる委譲

は主にホールセール・バンキングの財務活動に関連している。

・　資産負債管理リスクの管理の委任を受けている子会社の事業及び非子会社の事業は、資産負債管理

委員会により設定された規則及び限度枠に従い、資金部門と基本的なニーズを合わせる。これら

は、リファイナンス市場にアクセスできない市場活動及び専門の信用会社の子会社による活動から

なる。
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全体的な金利リスク

ナティクシスのエクスポージャーの大部分は、ユーロ建て又は米ドル建てであり、短期の変動利率を用

いる。結果として、ナティクシスの全体的な金利リスクは、本質的に直線的であり、契約上の業務にとっ

て重要なものである。

最大のポジションは、利回り曲線の短期債に対するエクスポージャーを伴い、とりわけLiborの更新日間

の時間差に関連づけられている。かかるリスクは、ポートフォリオの経済価値の感応度の点から、利回り

曲線のパーセントポイント及び通貨により測定される。リスクは最大のポートフォリオに関しては承認さ

れた限度枠を通じて統制され、財務部門及びリスク部門により監視される。ほとんどのポジションが集中

している資金部門に関して、かかるメカニズムは、金利及びスプレッドのストレス・テストで締めくくら

れ、これらもまた限度枠の影響を受ける。バリューアットリスクは毎日測定されるが、限度枠の影響を受

けない。

 

流動性及び財務リスク

流動性リスクはとりわけ以下の方法に従って統制、管理及び監視される。

・　各事業分野の流動性消費の管理。当行のリファイナンスのニーズを管理するため、流動性に関する

予算は、予算手続の一部として各事業分野に対して割り当てられ、資産負債管理委員会により承認

される。消費量はホールセール・バンキングの事業分野に関しては毎週、その他の事業分野に関し

ては毎月監視される。

・　Groupe BPCEの基本的な市場の足跡に対する当行による貢献度の管理。これにより、流動性割当シス

テムが、当行グループの戦略的目標及び業務の監視と一致していることが保証される。

・　流動性ギャップを用いて測定される短期のミスマッチについての監督。その指標は、米国の子会社

を含む親会社のすべての取引に基づき、１日おきに１年間毎日作成される。これは、資産負債管理

委員会により承認された４つの常設の限度枠を対象とし、毎日（翌日物の市場エクスポージャー、

60日、150日及び330日の静的ギャップ）監視される。

・　流動性ギャップ及び資産負債ヘッジ比率に基づき測定される中期のミスマッチの監督。統合された

すべての通貨及び米ドルに関して計算されるかかる比率は、資産負債管理委員会により認証される

最低のヘッジ比率に従う。これらは毎月監視される。

・　流動性ストレス・シナリオのシミュレーション。当該シミュレーションは、当行グループのコミッ

トメントを順守し、流動性危機の場合は経営し続けるための当行グループの能力を測定することを

目的としている。ナティクシスは、当行グループの収益に対する貢献度を、BPCEにより設定された

仮定である１ヶ月間、２ヶ月間及び３ヶ月間といった期間に関して、異なる危機シナリオ（体系

的、個別、複合的）及び異なる強度（緩やか、強力、極限）に基づき、定期的にシミュレーション

を行う。

・　リファイナンスの構造は、すべての連結リスクの管理を目的として、相手方の種類、市場セグメン

ト及び地理的地域別に、資金が十分に多様化されることを保証するために監視される。

・　最も流動的な資産に限定した、中央銀行（ECB及び米国連邦準備制度理事会）に預託されたすべての

預け金、ECBのプール3G及びFRBのディスカウント・ウィンドウに預託された中央銀行資金提供適格

有価証券及び債権並びにその他適格有価証券に対応する管理流動準備金の設置。

 

構造的な外国為替リスク

ナティクシスの構造的な外国為替リスクの大部分は、ナティクシスの連結範囲内における、米ドルによ

り資金提供された外国の支店及び子会社の存在を反映した当該通貨建ての構造的なポジションに関係して

いる。ユーロ以外の通貨（とりわけ米ドル）建ての重要なリスクが存在する場合、資産負債管理委員会

は、ユーロ／米ドルの為替相場の変動に対して当行の自己資本比率を保護するため、長期投資に資金提供

するための通貨の購入を承認する。
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④ オペレーショナル・リスク

オペレーショナル・リスク部門は、業務上の手続、従業員及び内部システムに起因する不履行又は外部

事象により生じるリスクを監視及び統制する責任を負う。

オペレーショナル・リスクに関連する義務及び組織は、オペレーショナル・リスク政策及びナティクシ

スのオペレーショナル・リスク委員会により承認された手続において示されている。かかる書類は以下の

事項を定めている。

・　オペレーショナル・リスクの発見、分析及び測定の手段は以下のとおりである。

－　事故の記録

－　深刻な事象の調査

－　リスク解析

－　環境指標及び変数

・　オペレーショナル・リスク統制の手段は以下のとおりである。

－　行動計画の作成及び監視

オペレーショナル・リスクに携わる職務は、事業及び所在地ごとに、マトリックス・ベースで国際的に

展開されている。

メカニズムは、オペレーショナル・リスク政策を監視するための特別組織であるナティクシスのオペ

レーショナル・リスク委員会により管理されている。当委員会は、執行役会の運営の延長線であり、それ

自体は、責任を有する分野内の問題に係る意思決定権を有している。当委員会は、四半期ごとに会合を開

き、執行役社長又はその代理人である財務及びリスク最高責任者が委員長を務め、オペレーショナル・リ

スク部門長を補佐役とする。

事業分野オペレーショナル・リスク委員会は、ナティクシスのオペレーショナル・リスク委員会の派生

である。当委員会は、緊密に各事業分野のオペレーショナル・リスク・エクスポージャーを管理してい

る。当委員会は、関連する事業分野の部門長が委員長を務め、委員会補佐役として活動するオペレーショ

ナル・リスク部門の参加を伴う。

オペレーショナル・リスクに携わる職務の統制は、是正措置及び活動計画を通じた、業務を改善するた

めの恒常的な取組みを維持する一方で、銀行事業分野における変更及び認識に付随して行われる。

 

(f) 会計及び財務情報に関する内部統制システム

① 会計及び財務情報の作成及び手続

財務部門は、ナティクシス・エス・エーにより開発及び管理されたツール及びデータベースを用いて、

ナティクシスの連結財務書類及びすべての連結規制報告書（ソルベンシー及び流動性比率を含む。）を作

成する。

ナティクシスは、2009年７月１日より、その下位部門がBanque Populaire銀行とCaisses d’Epargneに

よって形成された連結グループであるBPCEに含まれているにもかかわらず、上場会社として、個別の連結

財務書類及び規制上の書類を作成している。

このため、連結財務書類作成及び規制報告の手続は運営上独立して行われているが、BPCEの手続とも関

連している。

これらの手続の信頼性は、以下の主要方針に基づく。

・　該当期間内に公表された新基準の分析及び解釈を含むナティクシスの会社に適用される会計及び規

制方針を決定し普及させること。

・　これらの報告書の作成に係る様々なステージの書類作成及び監視を行うこと。

・　すべての公表された会計及び管理データを正当化するため、各事業体による個別の貢献度及び集約

的に再表示された修正に基づき監査追跡を行うこと。

・　会計及び財務情報（貸借対照表、損益計算書、規制情報）に関連したリスクの管理に寄与する、正

式な書類化された第一段階及び第二段階の統制を行うこと。

・　データの保存及び保護手続を行うこと。

EDINET提出書類

ナティクシス(E15244)

有価証券報告書

224/617



・　連結化及びデータ収集ツールが使用されている連結事業体の会計及び規制上の報告担当チームに対

し、支援及び適切な教育を行うことにより、当行内における成功事例を増やしていくこと。

連結財務書類の作成はまた、以下に依拠している。

・　当行グループ全体で広く用いられ、各連結会社の連結パッケージを正式な審査過程を経て分析及び

統制することを可能とする直接連結方式を使用すること。

・　四半期ごとに連結財務書類を作成すること。これにより、財務報告をより広範囲にわたって統制

し、事業年度を通じて重大な取引を予測することが可能となる。

・　報告月の１ヶ月前及び報告月におけるグループ内取引の調整及び報告を行うことにより、調整の件

数を増やし、四半期書類の作成に寄与すること。

・　自動統制プロセスを、連結事業体から連結パッケージの使用を通して提供される個別情報について

使用すること。かかる自動統制プロセスは、正確性及び整合性の検査を取り入れており、データの

送信前に順守されなければならない。

・　連結株主持分に影響を与えるすべての記載事項の個別的な分析を行い、各連結事業体につき、繰延

税金の証明書を含む租税に関する補完書類の作成を行うこと。これにより、連結株主持分の最終的

な算出に寄与すること。

連結財務書類及びその規制報告の一部の作成のため、ナティクシスは以下の事項を可能とするソフト

ウェアを有している。

・　外貨の換算や報告期間の違いといった特性をもつ海外事業体への対応を含む、現地のIFRSに適合す

る一連の報告書を作成すること。

・　データ収集及び連結プロセスを規制報告の対象とすること。

・　銀行及び保険の連結範囲に関するデータの整合性を保証すること。

・　様々な報告書にデータを入力する際に使用することができる検索機能を提供すること。

・　専用のインターフェイスを通じ、BPCEがナティクシスのデータにアクセスすることを可能にするこ

と。

・　現地での第一段階の統制に続き、第二段階の中央統制を実施することにより、国外の事業体から受

領する連結パッケージについての統合プロセスを保証すること。

全データ収集システムを完成させるため、ナティクシスは、連結パッケージにおいて新たなモジュール

を継続して展開している。2013年に、規制目的上の自己資本の算出に必須である項目が連結された後、

2014年には新たなFINREP報告書の作成が展開された。

ナティクシスはまた、2009年に公表にかかる日数の繰上げを目的に開始したプロセスを継続している。

 

② 会計及び財務情報の内部統制

信用金融機関の内部統制システムに関し単一監督メカニズムによって導入された規制手続の一部とし

て、ナティクシスの内部監査部門は、内部統制手続の評価に役立つ定期的な監査の結果を使用する。信用

金融機関の地位を有するか否かを問わず、全連結事業体の会計及び財務手続に特に焦点を置く。

実際には、ほとんどの子会社が独自の管理及び統制機能を有しているため、内部統制手続は分散化して

おり、以下に挙げる重層的な会計統制手続に依拠しながら、各連結事業体の組織に合わせて調整されてい

る。

・　第一段階の統制：営業的な事業分野における恒常的且つ地域的な統制は運用手続に統合され、詳細

な統制プログラムにおいて形式化される。

・　中間段階の統制：各事業体の財務部門及び会計部門により監督され、会計及び規制報告の手続の信

頼性を保証し、第一段階の統制の包括的な特質及び質を確認するために、運用手続が独立している

第二段階の統制が実施される。

・　最終段階の統制：定期監査の一部として内部監査部門により行われる。

会計には、以下の事項の完了及び監視のために恒常的且つ定期的な統制が適用される。

・　経営と財務会計（貸借対照表と損益計算書）間の調整手続や未決済項目の清算、さらにはすべての

会計の正当化といった、正確性及び誠実性の検査

・　分析的審査を通じて行う整合性の検査
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・　収入及び支出の的確な割当てについての検査

・　表示が会計基準を順守していることの確認

・　関連する方針に沿った特定の取引の的確な処理

・　これらの統制の際に確認された異常の是正並びにそれに伴う分析及び書類の作成

これらの統制は、ナティクシス全体の様々な会計システムを使用して実施される。

規制報告には、以下の事項の完了及び監視のために恒常的且つ定期的な統制が適用される。

・　管理データは様々な情報源から収集されている可能性があるため、経営と財務会計間の調整手続と

いった、正確性及び誠実性の検査

・　多様な報告書作成手続を通じたデータのトレーサビリティ及び完成度の統制

・　各報告手続に固有の規制要件の順守及び表示の統制

・　報告書作成に必要とされるデータの質の統制及び使用されたデータベースに備わっている特性の質

・　公表された報告書間の整合性の検査（可能な場合）

これらのすべての範囲について、ナティクシス及びその子会社は、会計統制手続及び財務統制手続の機

能向上や適切な監査追跡ツールの整備に継続して取り組んでいる。この点において、ナティクシスの財務

部門は子会社によって実施される様々な統制を監督、支援及び監視している。

会計及び規制報告の統制システムは主に以下の基本方針に基づいている。

・　会計処理と統制機能を分離すること。

・　当行グループの様々な事業分野及び事業体において、方法、ソフトウェア、報告及び頻度等の統制

手続を標準化すること。

・　定められた目的に適した規模のチームを確保すること。

かかる統制システムは以下の事項も取り入れている。

・　２つの段階の統制手続によって管理される範囲を明確にし、統制チームの監督方法についても規定

しているBPCE憲章において定められた方針を適用すること。

・　決算手続の一部として又は定期的な職務という形式で、２種類の職務（運営的及び組織的）を遂行

すること。

・　Groupe BPCEの憲章により規定され、メカニズムの構造を記した詳細な手続が明確に盛り込まれた、

形式化された書類を使用すること。

・　（会計及び規制上の）範囲全体における様々な統制レベルの性質、発生頻度及び責任を示すリスク

図並びに統制頻度を示し、決定する内部統制リスク図を用いること。

・　第二段階の統制を実施する専属の規制及び会計審査チームによる、財務又は会計部門内の監視を中

央に集中させること。

ナティクシスのシステムは、以下に基づき構成されている。

・　会計又は規制作成チーム：事業内に設置されるか、会計及び比率部門内に集中して設置され、取引

に関する正確な入力及び規制報告に必要なデータの収集並びに日常的な統制の実施に関連するすべ

ての業務を行う。

・　第一段階の統制：会計及び比率部門の階層的及び／又は機能的な権限の下で行われ、これらの報告

書の信頼性をより高める月ごと及び四半期ごとの統制すべてを含む。

・　独立した第二段階の統制：会計及び比率部門の階層的な権限及びコンプライアンス部門の機能的な

権限の下で行われる。かかるシステムの管理に加え、規制及び会計審査チームもまた、第一段階の

統制を審査するといった独自の統制を実施する。

・　会計入力の自動調整を可能にする専用のツールを使用し、統制結果は内部アプリケーションに集積

する。

規制及び会計審査チームは、自らに委託された業務統制の職務に加え、当行グループ内の統制に携わる

職務の構成に関して以下の義務を遂行する。

・　ナティクシス及びその子会社に適用される統制方針（会計、財務、及び規制項目の恒常的内部統制

の組織的及び運営的方針）の決定。

・　各地域の財務又は会計部門によって任命された審査責任者と連携した子会社内の統制システムの調

整。
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・　標準のダッシュボードの普及及び分析並びに各事業体に対する結果の送信による各事業体内の会計

及び規制上の統制環境の展開の監視。

2014年度における会計及び財務上の統制環境の要点は以下を含んでいた。

・　財務書類の公表にあたり、予定表をより厳密にしたこと。

・　パリにおいて使用されている貸付管理ツール及び会計システムを、ヨーロッパ中（ミラノ、マド

リッド及びロンドン）で開発し、展開したこと。

・　市場取引に係る会計ソフトウェアの新規データ入力プラットフォームを展開したこと。

・　市場取引に用いられた情報システム（営業担当と事務管理担当のシステム）を効率化するプロジェ

クトを開始したことで、同年の下半期において初期のツールが移行したこと。

・　慎重な財務統制を強化したこと。

・　審査責任者に対する地域的な統制システム及びサポートの監視を強化したこと。

2015年度においては、主に以下の事項に専念していく。

・　規制報告書及び財務書類の公表にあたり、予定表をより厳密にすること。

・　市場取引に用いられた情報システム（営業担当と事務管理担当のシステム）を効率化するプロジェ

クトを引続き進めること。

・　特定のデータ及び報告書の自動作成の促進を目標として主導すること。

・　租税及び規制の分野における第二段階の統制の強化を引続き主導すること。

・　IFRSの変更に沿いつつ、会計統制システムを改良すること。

 

③ 外部統制

個別又は連結の財務書類を作成する責任を有する財務部門により行われる統制手続に加え、会計統制の

質は以下により証明される。

・　BPCEの一般監査部門及びナティクシスの内部監査部門により行われる臨時の監査職務。

・　銀行の監督機関として単一監督メカニズムにより要求される監査。

・　法定監査人によって行われる監査。かかる作業は、３つの監査法人が一定の方法で行い、ナティク

シスの連結の範囲内にあるほとんどの事業体に対して四半期ごとに実施される。かかる監査法人の

評価は、特にナティクシスの方針及び現地の内部統制手続の有効性の順守に依拠している。

 

(g) 定期的な統制

第三段階の統制（又は定期的な統制）は、内部監査部門が責任を負う。

内部監査部門はナティクシスの執行役社長に直属する。2007年11月15日付のCECEIの決定、BPCEの一般的

調査憲章及び2013年度に改訂されたナティクシスの内部監査憲章においてCECEI（フランスにおける金融機

関及び投資会社委員会）に承認された方針に基づき、内部監査部門は、Groupe BPCEの一般的調査部門と、

職務上密接な関係を有する。また、かかる方針に基づき、内部監査部門は全体的な監査に携わる職務を調

整する。

ナティクシスの内部監査部門は当行の統制を検証する責任があり、2014年11月３日付フランス省令の意

味の範囲内における当行の内部統制システムを適切に機能させる責任を負う機関の１つである。この点に

おいて、当部門はすべての運営事業体及び補助的職務から独立している。当部門には業務上の役割がない

ことから、利益相反の立場に立つこともない。

内部監査部門は、ナティクシス全体（親会社、子会社及び支店）にわたり監査業務を行い、多様な事業

活動が行われることにより生じるあらゆる種類のリスクを網羅する。当部門は、すべての情報（機密か機

密でないかを問わず）を完全且つ無制限に入手できる。その調査領域は、ナティクシスの業務活動のすべ

て（ワークアウト・ポートフォリオ・マネージメント活動を含む。）、ナティクシスの職務部門（特に事

業体において永久統制任務を担当する職務部門を含む。）及び外部委託活動を含む。すべての事業分野に

おいて、当部門は、業務が行われる経路である営業担当から事務管理担当への取次過程に加え、業務の詳

細な分析を行う。かかる分析は、監査過程における既存の統制のポイントの維持の評価、また、関連する

活動より生じるリスクの評価につながる。かかる助言は優先順位に従って評価される。

EDINET提出書類

ナティクシス(E15244)

有価証券報告書

227/617



ナティクシスの会長及び上級経営陣並びに監査された部署に対して、内部監査部門報告書が提出され

る。また、Groupe BPCEの一般的調査部門は、2007年11月15日付の決定書においてCECEIにより承認された

規定、並びにGroupe BPCEの一般的調査部門の憲章において提示された規定に従い、ナティクシスの内部監

査部門が作成したすべての内部監査報告書の写しを受領する。

内部監査部門は、助言を実行に移す。当部門は、業務部門及び恒常的統制チームによる反復業務分野を

利用して再監査及び再確認を行う。

ナティクシスの内部監査部門の仕事は、Groupe BPCEの一般的調査部門と連携して作成し、ナティクシス

が網羅する範囲にわたる監査資源の最適な分配を目的とした年次の監査計画に基づいている。監査計画

は、干渉の頻度を定め、また統制するリスクに資源を適合させる４ヶ年計画の一部である。

監査計画は、上級経営陣から要求があった場合又は状況により必要な場合、年度の途中で変更される可

能性がある。

内部監査部門は、通常の監査業務に加え、年度中で発生し監査計画に当初含まれていなかった問題に対

処するため、特別監査を実施することができる。

ナティクシスの年次の又は複数年にわたる監査計画は、ナティクシスの執行役社長及びBPCEの一般的調

査部門の承認を受ける。年次の監査計画は、監査委員会により検討される。2014年、内部監査部門は、ナ

ティクシスの活動が曝されているすべての種類のリスクに関連する監査職務を行った。当部門はまた、ナ

ティクシスが担うバーゼル２及びソルベンシー２に従う認証手続、並びにナティクシスの子会社におい

て、ナティクシス及び子会社の間で締結された監査契約に従って行われる任務の一部として、その資源の

大半を定期的な性質の職務に充てた。

2014年において、すべての内部監査部門の従業員はいくつかの専門家計画に関与した。これらは特に以

下を含む。

・　月１回の委員会の会合を通じて、内部監査部門並びに国外及び子会社の監査チームの規則的な関係

を組織化且つ形式化することを中心とした内部監査部門における新たなガバナンスの導入。

・　とりわけ人材管理、BPCEの一般的調査部門及び外部監査人の関係並びに地域の監査チーム（リスク

評価、リスク解析及び監査計画）の運営枠組みのための基準及び手法の設定及び向上に焦点を置い

たワークショップの継続。

・　「定量的」な監査人（１名の主導監査人及び５名の監査人）によって編成された専門チームを設立

し、2013年度に開始された監査業務のデータ管理技術の開発を支援し、また内部モデル（バーゼル

２及びソルベンシー２）の認証及び認可のために必要とされる、規制監査の増加に対する反応をよ

り敏感にすること。

・　BPCEにより提供された、子会社及び国外の事業体専用のReco！の一般展開及び予定よりも実施が遅

れている場合に助言を注意する警告システム（BPCEの一般的調査部長又はBPCE会長によるフォロー

アップ・レターの送信を含むことがある。）の導入による助言監視システムの強化。

・　一部の内部品質評価（総合自己評価、フォローアップの品質）及び外部品質審査（BPCEの組織及び

監査の品質審査）の完了。

・　ECBによる資産査定（AQR）中、すべての監査人が多大な努力を注いだこと。

かかる業務のすべてが、BPCEの一般的調査部門と連携して行われた。そのために、当該事業年度中に７

回の会合が開かれた。これらの会合は、監査計画及び実践（内部監査調整委員会）に関する問題並びにリ

スク評価及び職務評価（リスク評価委員会）に伴う議題に対処するための公開討論の場を提供した。
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（２）【監査報酬の内容等】

①【外国監査公認会計士等に対する報酬の内容】

 

「第６　経理の状況－１　財務書類－(1) 連結財務諸表－連結財務諸表注記」の注記15.4を参照のこ

と。

 

②【その他重要な報酬の内容】

 

「第６　経理の状況－１　財務書類－(1) 連結財務諸表－連結財務諸表注記」の注記15.4を参照のこ

と。

 

③【外国監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

 

「第６　経理の状況－１　財務書類－(1) 連結財務諸表－連結財務諸表注記」の注記15.4を参照のこ

と。

 

④【監査報酬の決定方針】

 

該当事項なし。
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第６　【経理の状況】
 

a. 本書記載のナティクシス・エス・エー（以下「当行」という。）及び連結子会社（以下、合わ

せて「当行グループ」という。）の連結財務諸表は、欧州連合（以下「EU」という。）が採用

し、国際会計基準審議会（以下「IASB」という。）が公表した国際財務報告基準（以下

「IFRS」という。）に準拠して作成された。また、当行の個別財務諸表は、フランスにおける

諸法令及び一般に公正妥当と認められる会計原則に準拠して作成された。当行グループ及び当

行が採用した会計原則、会計慣行及び表示方法と、日本において一般に公正妥当と認められる

それらとの間の主な相違点に関しては、「４．フランスと日本における会計原則及び会計慣行

の主要な相違」に説明されている。

　本書記載の当行グループの連結財務諸表及び当行の個別財務諸表は、「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸表等規則」とい

う。）第131条第１項の適用を受けるものである。

b. 本書記載の原文の連結財務諸表及び個別財務諸表（以下「原文の財務諸表」という。）は、フ

ランスの独立公認会計士であり、かつ外国監査法人等（「公認会計士法」（昭和23年法律第

103号。その後の改正を含む。）第１条の３第７項に規定されている外国監査法人等をい

う。）であるデロイト・エ・アソシエ、マザー及びカーペーエムジェー・オーディット（以下

「会計監査人」と総称する。）から監査を受けている。2014年12月31日に終了した年度の原文

の財務諸表について会計監査人が行った監査は、「金融商品取引法」（昭和23年法律第25号。

その後の改正を含む。）第193条の２第１項第１号に規定されている監査証明に相当すると認

められる証明となっており、会計監査人の原文の監査報告書及びその日本語訳は本書に添付さ

れている。

c. 本書記載の原文の財務諸表は、フランスにおいて開示されたものと同一のものであり、日本語

版はその翻訳である。

d. 本書記載の原文の財務諸表はユーロで表示されている。「財務諸表等規則」第134条の規定に基

づき「円」で表示されている金額は、2015年５月11日現在の株式会社三菱東京UFJ銀行におけ

る対顧客電信直物売買相場の仲値、１ユーロ＝133.79円の為替レートで換算された金額であ

る。金額は億円単位（四捨五入）で表示されている。なお、円換算額は単に便宜上表示された

ものであり、ユーロ額が上記のレートで円に換算されることを意味するものではない。円換算

額は、四捨五入のため合計欄の数値が総数と一致しない場合がある。

e. 円換算額及び「２．主な資産・負債及び収支の内容」から「４．フランスと日本における会計

原則及び会計慣行の主要な相違」までの記載事項は、原文の財務諸表には含まれておらず、当

該事項における原文の財務諸表への参照事項を除き、上記b．の会計監査の対象にもなってい

ない。
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1【財務書類】

(1)　連結財務諸表

連結貸借対照表－資産

 注記 2014年12月31日現在 2013年12月31日現在

  百万ユーロ 億円 百万ユーロ 億円

現金及び中央銀行預け金  56,598 75,722 40,891 54,708

純損益を通じて公正価値で測定される金融資産 6.1 254,560 340,576 218,324 292,096

ヘッジ目的デリバティブ 6.2 130 174 1,733 2,319

売却可能金融資産 6.4 44,816 59,959 40,678 54,423

銀行貸出金及び債権 6.5 71,718 95,952 77,600 103,821

うち政府代行業務   　  　

顧客貸出金及び債権 6.5 107,224 143,455 87,975 117,702

うち政府代行業務  646 864 608 813

金利リスクをヘッジしたポートフォリオの再評価調整額   　  　

満期保有金融資産 6.6 2,763 3,697 3,025 4,047

当期税金資産  537 718 459 614

繰延税金資産 6.8 3,000 4,014 3,139 4,200

未収勘定及びその他の資産 6.9 42,752 57,198 30,768 41,165

売却目的で保有する非流動資産  209 280 180 241

繰延利益分配   　  　

関連会社に対する投資 3.4 684 915 140 187

投資不動産 6.10 1,289 1,725 1,273 1,703

有形固定資産 6.10 588 787 618 827

無形資産 6.10 750 1,003 675 903

のれん 6.12 2,807 3,755 2,652 3,548

資産合計  590,424 789,928 510,131 682,504
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連結貸借対照表－負債及び株主資本

 注記 2014年12月31日現在 2013年12月31日現在

  百万ユーロ 億円 百万ユーロ 億円

中央銀行預り金      

純損益を通じて公正価値で測定される金融負債 6.1 220,622 295,170 186,049 248,915

ヘッジ目的デリバティブ 6.2 735 983 532 712

銀行預り金 6.13 134,988 180,600 127,657 170,792

うち政府代行業務  46 62 46 62

顧客預り金 6.13 60,860 81,425 60,240 80,595

うち政府代行業務  799 1,069 771 1,032

債務証券 6.14 56,583 75,702 38,779 51,882

金利リスクをヘッジしたポートフォリオの再評価調整額  233 312 163 218

当期税金負債  500 669 357 478

繰延税金負債 6.8 176 235 146 195

未払勘定及びその他の負債 6.9 39,189 52,431 28,970 38,759

うち政府代行業務  4 5 5 7

売却目的で保有する資産に係る負債  106 142 27 36

保険会社の技術的準備金 6.15 50,665 67,785 44,743 59,862

引当金 6.16 1,597 2,137 1,447 1,936

劣後債務

6.17及び
6.18 4,008 5,362 3,076 4,115

グループ持分資本  18,872 25,249 17,900 23,948

・株式資本及び資本剰余金  10,702 14,318 9,334 12,488

・利益剰余金  6,594 8,822 7,847 10,499

・資本直入された損益  563 753 (95) (127)

・純損益に振替えられることのない資本直入された損益  (125) (167) (70) (94)

・当期純利益／（損失）  1,138 1,523 884 1,183

非支配持分  1,289 1,725 45 60

負債及び株主資本合計  590,424 789,928 510,131 682,504

2013年12月31日現在で計上された情報は、IFRS第10号および第11号の初度適用の影響について修正再表示されていない。影響は重要ではなかった。両方の

会計基準の影響については、注記３に記載されている。
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連結損益計算書

 注記

2014年12月31日

に終了した年度

2013年12月31日

に終了した年度

  百万ユーロ 億円 百万ユーロ 億円

受取利息及び類似収益 7.1 4,884 6,534 5,137 6,873

支払利息及び類似費用 7.1 (2,550) (3,412) (2,738) (3,663)

受取報酬及び受取手数料 7.2 4,475 5,987 4,045 5,412

支払報酬及び支払手数料 7.2 (1,655) (2,214) (1,685) (2,254)

純損益を通じて公正価値で測定される金融商品に係る純損益 7.3 1,479 1,979 1,643 2,198

売却可能金融資産に係る純損益 7.4 543 726 458 613

その他業務収益 7.5 6,461 8,644 5,332 7,134

その他業務費用 7.5 (6,125) (8,195) (5,342) (7,147)

純収益  7,512 10,050 6,848 9,162

一般営業経費 7.6 (5,213) (6,974) (4,985) (6,669)

有形固定資産及び無形資産の  (226) (302) (250) (334)

減価償却、償却及び減損      

営業総利益  2,073 2,773 1,614 2,159

貸倒引当金繰入額 7.7 (302) (404) (328) (439)

営業純利益  1,771 2,369 1,285 1,719

持分法による投資利益  40 54 21 28

その他の資産に係る損益 7.8 78 104 160 214

のれんの減損損失  (51) (68) (14) (19)

税引前利益／（損失）  1,838 2,459 1,451 1,941

法人所得税 7.9 (624) (835) (568) (760)

非継続事業からの純利益／（損失）      

当期純利益／（損失）  1,214 1,624 883 1,181

当期純利益／（損失）の帰属      

・ 親会社の持分所有者  1,138 1,523 884 1,183

・ 非支配持分  76 102 (1) (1)

１株当たり利益／（損失）単位：ユーロ      

期中平均株式数(自己株式を除く)に基づいて計算された１株当
たり当期連結純利益／（損失）－グループ持分 5.24 0.35ユーロ 46.83円 0.27ユーロ 36.12円

希薄化後１株当たり利益／（損失）単位：ユーロ      

ストックオプションが行使された場合に発行される可能性のあ
る株式及び無償交付された株式を含む期中平均株式数(自己株
式を除く)に基づいて計算された１株当たり当期連結純利益／
（損失）－グループ持分 5.24 0.35ユーロ 46.83円 0.27ユーロ 36.12円

2013年12月31日現在で計上された情報は、IFRS第10号および第11号の初度適用の影響について修正再表示されていない。影響は重要ではなかった。両方の

会計基準の影響については、注記３に記載されている。
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当期純利益／（損失）及び資本直入された損益に係る計算書

 注記

2014年12月31日

に終了した年度

2013年12月31日

に終了した年度

  百万ユーロ 億円 百万ユーロ 億円

確定給付制度の再評価調整額  (104) (139) 70 94

税金  37 50 (26) (35)

純損益に振替えられることのない項目  (67) (90) 44 59

為替換算調整額 8.1 601 804 (304) (407)

売却可能金融資産の再評価額 8.1 422 565 328 439

ヘッジ目的デリバティブの再評価額 8.1 (247) (330) 208 278

税金 8.2 (58) (78) (63) (84)

純損益に振替えられる可能性のある項目  718 961 169 226

資本直入された持分法による投資損益  13 17 830 1,110

資本直入された損益合計  664 888 1,043 1,395

当期純利益  1,214 1,624 883 1,181

当期純利益／（損失）及び資本直入された損益  1,878 2,513 1,926 2,577

うちグループ持分  1,741 2,329 1,927 2,578

うち非支配持分  137 183 (1) (1)
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株主資本等変動計算書

(単位：百万ユーロ)

株式資本及び資本剰余金
 

利益剰余金  資本直入された損益（純損益に振替えられる可能性のある項目）

当期純利益

（グループ

持分）

グループ持

分資本

非支配持分

 

連結資本

合計

 

資本

資本剰余金

(1)

 

株主

貸付金

その他の発行

済資本性金融

商品
(2)

自己株式

の消却

その他の利益

剰余金  

為替換算

調整額

売却可能

資産

ヘッジ

目的

デリバティブ

確定給付制度

の再評価

調整額

 

利益処分後の2012年12月31日現在の資本（プロフォーマ） 4,938 5,307
 

0 1,262 (17) 9,068  88 (670) (513) (114) 0 19,348 542 19,891
 

増資 23 1
 

          24  24
 

自己株式の消却   
 

  (2) 6       3  3
 

株式に基づく報酬制度の株式部分   
 

   7       7  7
 

2013年度に支払われた2012年度配当金   
 

   (308)      (308) (37) (345)
 

2013年度に支払われた2013年度特別配当金  (934)
 

   (1,077)      (2,011)  (2,011)
 

株主との取引合計 23 (933)
 

0 0 (2) (1,373) 0 0 0 0 0 (2,285) (37) (2,322)
 

超劣後債及び優先株式の発行及び償還   
 

 (273)  0       (273)  (273)
 

超劣後債及び優先株式に係る利息の支払い   
 

   (49)      (49)  (49)
 

資本直入された損益の変動額   
 

     (305) 1,080 224   999 0 1,000
 

改訂IAS第19号に従った数理計算上の差異の変動額   
 

        44  44  44
 

2013年12月31日現在の利益／（損失）   
 

         884 884 (1) 883
 

取得及び処分の影響額   
 

   11       11 (460) (448)
 

その他
(3)

  
 

   (779)      (779) 0 (779)
 

利益処分前の2013年12月31日現在の資本 4,960 4,374
 

0 989 (19) 6,877  (216) 411 (289) (70) 884 17,900 45 17,944
 

2013年度の利益処分  1,327
 

   (443)     (884) 0   
 

利益処分後の2013年12月31日現在の資本（プロフォーマ） 4,960 5,701
 

0 989 (19) 6,434  (216) 411 (289) (70) 0 17,900 45 17,944
 

増資 26 14
 

          40 1 41
 

自己株式の消却   
 

  8 6       14  14
 

株式に基づく報酬制度の株式部分   
 

   2       2  2
 

2014年度に支払われた2013年度配当金   
 

   (496)      (496) (9) (505)
 

株主との取引合計 26 14
 

0 0 8 (488) 0 0 0  0 (439) (9) (448)
 

超劣後債及び優先株式の発行及び償還   
 

 0  0       0  0
 

超劣後債及び優先株式に係る利息の支払い   
 

   (53)      (53)  (53)
 

資本直入された損益の変動額   
 

     595 332 (239)   688 13 701
 

改訂IAS第19号に従った数理計算上の差異の変動額   
 

        (63)  (63)  (63)
 

2014年12月31日現在の利益／（損失）   
 

         1,138 1,138 76 1,214
 

取得及び処分の影響額
(4)

  
 

   (272) 14 (46)  9  (294) 1,165 871
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その他   
 

   (5)      (5) 0 (5)
 

2014年12月31日現在の資本 4,986 5,715
 

0 989 (11) 5,616  393 697 (527) (125) 1,138 18,871 1,289 20,158
 

(1) 発行プレミアム、法定準備金、契約準備金、長期キャピタルゲイン準備金及びその他のナティクシスの準備金。

(2) その他の発行済資本性金融商品：資本性金融商品に再分類された償還期日のない超劣後債及び優先株式を指す。

(3) その他のうち(675)百万ユーロは地方貯蓄会社及びSociétés de Caution Mutuelleの資本の変動に関連している。Caisses d’Epargne及びBanques Populairesの各行に対する協調投資証券(certificats coopératifs d’investissement：CCI)の売却の下で、Sociétés

Locales d’Epargne及びSociétés de Caution Mutuelleは2013年１月１日付で連結対象から除外された。

(4) 共同支配下でのBPCE Assurancesの取得によりのれんが発生し、株主資本のグループ持分が137百万ユーロ控除された。Cofaceの58.65%の当該希薄化（支配の喪失を伴わない）により資本が減少し、株主資本のグループ持分が135百万ユーロ控除され、非支配持分が

1,062百万ユーロ認識された。

EDINET提出書類

ナティクシス(E15244)

有価証券報告書

236/617



 

(単位：億円)

株式資本及び資本剰余金
 

利益剰余金  資本直入された損益（純損益に振替えられる可能性のある項目）

当期純利益

（グループ

持分）

グループ持

分資本

非支配持分

 

連結資本

合計

 

資本

資本剰余金

(1)

 

株主

貸付金

その他の発行

済資本性金融

商品
(2)

自己株式

の消却

その他の利益

剰余金  

為替換算

調整額

売却可能

資産

ヘッジ

目的

デリバティブ

確定給付制度

の再評価

調整額

 

利益処分後の2012年12月31日現在の資本（プロフォーマ） 6,607 7,100  0 1,688 (23) 12,132  118 (896) (686) (153) 0 25,886 725 26,612
 

増資 31 1            32  32
 

自己株式の消却      (3) 8       4  4
 

株式に基づく報酬制度の株式部分       9       9  9
 

2013年度に支払われた2012年度配当金       (412)      (412) (50) (462)
 

2013年度に支払われた2013年度特別配当金  (1,250)    (1,441)      (2,691)  (2,691)
 

株主との取引合計 31 (1,248) 0 0 (3) (1,837) 0 0 0 0 0 (3,057) (50) (3,107)
 

超劣後債及び優先株式の発行及び償還     (365)  0       (365)  (365)
 

超劣後債及び優先株式に係る利息の支払い       (66)      (66)  (66)
 

資本直入された損益の変動額         (408) 1,445 300   1,337 0 1,338
 

改訂IAS第19号に従った数理計算上の差異の変動額            59  59  59
 

2013年12月31日現在の利益／（損失）             1,183 1,183 (1) 1,181
 

取得及び処分の影響額       15       15 (615) (599)
 

その他
(3)

      (1,042)      (1,042) 0 (1,042)
 

利益処分前の2013年12月31日現在の資本 6,636 5,852  0 1,323 (25) 9,201  (289) 550 (387) (94) 1,183 23,948 60 24,007
 

2013年度の利益処分  1,775     (593)     (1,183) 0   
 

利益処分後の2013年12月31日現在の資本（プロフォーマ） 6,636 7,627  0 1,323 (25) 8,608  (289) 550 (387) (94) 0 23,948 60 24,007
 

増資 35 19            54 1 55
 

自己株式の消却      11 8       19  19
 

株式に基づく報酬制度の株式部分       3       3  3
 

2014年度に支払われた2013年度配当金       (664)      (664) (12) (676)
 

株主との取引合計 35 19  0 0 11 (653) 0 0 0  0 (587) (12) (599)
 

超劣後債及び優先株式の発行及び償還     0  0       0  0
 

超劣後債及び優先株式に係る利息の支払い       (71)      (71)  (71)
 

資本直入された損益の変動額         796 444 (320)   920 17 938
 

改訂IAS第19号に従った数理計算上の差異の変動額            (84)  (84)  (84)
 

2014年12月31日現在の利益／（損失）             1,523 1,523 102 1,624
 

取得及び処分の影響額
(4)

      (364) 19 (62)  12  (393) 1,559 1,165
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その他       (7)      (7) 0 (7)
 

2014年12月31日現在の資本 6,671 7,646  0 1,323 (15) 7,514  526 933 (705) (167) 1,523 25,248 1,725 26,969
 

(1) 発行プレミアム、法定準備金、契約準備金、長期キャピタルゲイン準備金及びその他のナティクシスの準備金。

(2) その他の発行済資本性金融商品：資本性金融商品に再分類された償還期日のない超劣後債及び優先株式を指す。

(3) その他のうち(675)百万ユーロは地方貯蓄会社及びSociétés de Caution Mutuelleの資本の変動に関連している。Caisses d’Epargne及びBanques Populairesの各行に対する協調投資証券(certificats coopératifs d’investissement：CCI)の売却の下で、Sociétés

Locales d’Epargne及びSociétés de Caution Mutuelleは2013年１月１日付で連結対象から除外された。

(4) 共同支配下でのBPCE Assurancesの取得によりのれんが発生し、株主資本のグループ持分が137百万ユーロ控除された。Cofaceの58.65%の当該希薄化（支配の喪失を伴わない）により資本が減少し、株主資本のグループ持分が135百万ユーロ控除され、非支配持分が

1,062百万ユーロ認識された。
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キャッシュ・フロー計算書

現金及び現金同等物の残高は、現金及び中央銀行預け金の正味残高、並びに金融機関における要求払預金及び金融機関からの借入金の

正味残高から成っている。

営業活動により生成された現金の変動は、満期保有目的金融資産及び投資不動産に関連するキャッシュ・フローを除いて、当行グルー

プの活動により生成されたキャッシュ・フローである。

投資活動に関連する現金の変動は、連結及び非連結対象の関連会社に対する投資、有形固定資産及び無形固定資産の取得及び処分、並

びに投資不動産、オペレーティング・リースの下で提供される不動産及び満期保有目的金融資産の取得及び処分に関連するキャッ

シュ・フローから生じている。
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2014年12月31日

に終了した年度

2013年12月31日

に終了した年度

 百万ユーロ 億円 百万ユーロ 億円

税引前利益 1,838 2,459 1,451 1,941

＋／－　有形固定資産及び無形資産の減価償却及び償却の純費用計上額 284 380 313 419

＋／－　のれん及びその他の非流動資産の評価減 56 75 15 20

＋／－　その他の引当金(保険会社の技術的準備金を含む)の純繰入額 2,191 2,931 2,365 3,164

＋／－　持分法による投資利益 (40) (54) (21) (28)

＋／－　投資活動に係る純損失／(利得) (501) (670) (524) (701)

＋／－　財務活動に係る純損失／(利得) 119 159 133 178

＋／－　その他の活動 1,913 2,559 209 280

＝税引前利益に含まれる非資金項目及びその他の調整額合計 4,022 5,381 2,490 3,331

＋／－　インターバンク市場項目及び短期金融市場項目の減少／（増加）額 10,878 14,554 (12,074) (16,154)

＋／－　顧客項目の減少／（増加）額 (18,880) (25,260) 16,064 21,492

＋／－　金融資産又は負債の減少／（増加）額 10,144 13,572 (8,768) (11,731)

＋／－　非金融資産又は負債の減少／（増加）額 (214) (286) 3,252 4,351

－　法人所得税の支払額 (402) (538) (632) (846)

＝営業資産及び負債の純減少／（増加）額 1,526 2,042 (2,158) (2,887)

営業活動によるキャッシュ・フロー 7,386 9,882 1,783 2,385

＋／－　金融資産及び資本持分の減少／（増加）額
(1)

444
594

12,985 17,373

＋／－　投資不動産の減少／（増加）額 73 98 (113) (151)

＋／－　有形固定資産及び無形資産の減少／（増加）額 (63) (84) (51) (68)

投資活動によるキャッシュ・フロー 454 607 12,821 17,153

＋／－　株主との取引による収入／(支出)額
(2)

(465)
(622)

(2,337) (3,127)

＋／－　その他の財務活動による収入／(支出)額
(3)

1,694
2,266

(1,587) (2,123)

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,229 1,644 (3,924) (5,250)

売却目的で保有される資産及び負債のキャッシュ・フロー (4) (5) 3 4

現金及び現金同等物に係る為替レート変動の影響 4,363 5,837 (1,365) (1,826)

現金及び現金同等物の純増加／(減少)額 13,428 17,965 9,318 12,467

営業活動によるキャッシュ・フロー 7,386 9,882 1,783 2,385

投資活動によるキャッシュ・フロー 454 607 12,821 17,153

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,229 1,644 (3,924) (5,250)

売却目的で保有される資産及び負債のキャッシュ・フロー (4) (5) 3 4

現金及び現金同等物に係る為替レート変動の影響 4,363 5,837 (1,365) (1,826)

現金及び現金同等物の期首残高 39,304 52,585 29,986 40,118

現金及び中央銀行預け金 40,891 54,708 34,697 46,421

インターバンク残高 (1,587) (2,123) (4,711) (6,303)

現金及び現金同等物の期末残高 52,732 70,550 39,304 52,585

現金及び中央銀行預け金 56,598 75,722 40,891 54,708

インターバンク残高 (3,866) (5,172) (1,587) (2,123)

現金及び現金同等物の増減額 13,428 17,965 9,318 12,467

 (1) 金融資産及び関連会社に対する投資の減少／（増加）額であり、主な内訳は以下のとおり。

・ 満期保有目的資産に関連するキャッシュ・フロー(＋374百万ユーロ)

・ BPCE Assurancesの購入（（288）百万ユーロ））、Nexgenの購入（（15）百万ユーロ）、Dorvalの追加株式の取得（（4）百万ユーロ）及び非支配

持分へのプットの行使（（6）百万ユーロ）による連結対象の関連会社に対する投資に関連するキャッシュ・フロー(（313)百万ユーロ)

・ 主にLazardへの持分の処分（＋258百万ユーロ）による非連結対象の関連会社に関連するキャッシュ・フロー(＋383百万ユーロ)

(2) 株主からの収入/(支出)額は、以下を含む。

・ BPCEへ支払われた配当額（（357）百万ユーロ）及び当グループ外へ支払われた配当額（（148）百万ユーロ）

・ 従業員のために留保された資本の増加額（注記5,18及び注記11.2.4参照）（＋40百万ユーロ）

(3) 財務活動による収入／(支出)額の内訳は、以下のとおり。

・ Cofaceの一部処分額（支配の喪失を伴わない）（＋957百万ユーロ）

・ 証券及び劣後債務の発行額（＋1,626百万ユーロ）

・ 劣後債の償還額（（718）百万ユーロ）

・ 劣後債の利息の支払額（(120)百万ユーロ）

・ 株主資本に認識される超劣後債からの収入額（(53)百万ユーロ）
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注記１表示の基礎
 

1.1 ナティクシスが適用したIFRS基準書及びIFRIC解釈指針

2002年７月19日の欧州規則1606/2002によって要求されるとおり、ナティクシスは、2014年12月31日に終了した年度の連結財務諸表を、

同日現在のEUによって採用された国際財務報告基準（IFRS）に準拠して作成した
（1）

。これらの基準には、IAS第１号から第41号、

IFRS第１号から第15号、及び関連する2014年12月31日現在のEUによって採用されたIFRIC解釈指針が含まれる。

ナティクシスの連結財務諸表には、貸借対照表、損益計算書、当期純利益／（損失）及び資本直入された損益に係る計算書、株主資本

等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書並びに財務諸表注記が含まれる。

比較目的で表示された財務諸表は2014年３月14日にフランス金融市場庁（Autorité des Marchés Financiers：AMF）に提出された2013

年登録届出書の中でナティクシスにより公表されたものである。

目論見書に含まれる情報に関する欧州規則809/2004に従い、2013年３月19日にAMFに提出された2012年登録届出書の中で公表された2012

年12月31日に終了した年度の財務諸表は、参照のため本登録届出書に組込まれている。

2014年１月１日現在施行されている文書

以下の基準書、解釈指針及び改訂が、2014年１月１日より新たに適用されている。

・ IAS第32号「金融商品：表示‐金融資産と金融負債の相殺」の修正。当該修正は、貸借対照表で金融商品を相殺する際の開示条件を

明確にしている。当該修正の適用により、ナティクシスは、クリアリング・ハウスにより処理される買戻契約に適用される相殺ルー

ルを修正した。ナティクシスは、2013年12月31日現在で旧ルールに従い2.1十億ユーロを相殺したが、この新ルールを適用した場合

は13.9十億ユーロの相殺になる。

・ 2011年５月12日にIASBによって公表され、2012年12月11日にヨーロッパ委員会によって採用された連結に関する新たな基準書－IFRS

第10号「連結財務諸表」、IFRS第11号「共同支配の取決め」、及びIFRS第12号「他の企業への関与の開示」。

IFRS第10号は、連結財務諸表に関するセクションに係るIAS第27号「連結及び個別財務諸表」及び特別目的事業体に関するSIC第12号

の解釈指針に置換わる。本基準書は、組成された企業であるかどうかにかかわらず、すべての企業に適用される単一の支配モデルを

定義している。企業の支配はこれから、当該企業の関連性のある活動に対する影響、当該企業の変動リターンに対するエクスポー

ジャー及び当該企業が獲得する変動リターンに影響を及ぼす能力の３つの累積的規準を用いて分析されることとなった。この新基準

の適用により、ナティクシスはマルチ・セラー・コンデュイットのVersailles及びBleachers、並びにユニット・リンク保険契約で

ある５つの投資ファンドを連結した。2014年１月１日現在の貸借対照表総資産への影響額は2.6十億ユーロ（注記３参照）であっ
た。株主資本及び損益計算書に対する重要な影響はなかった。

IFRS第11号は、IAS第31号「ジョイント・ベンチャーに対する持分」及びSIC第13号「共同支配企業－共同支配投資企業による非貨幣

資産の拠出」に置換わる。本基準書はパートナーシップの計上の基礎をその実質に置き、これにより共同支配の取決めの権利及び義

務の分析を必須としている。本基準書の適用により、ナティクシスの連結範囲に重大な影響はなかった。比例連結法に従い従来連結

されていたEIGのみが、2014年１月１日より持分法に従い連結されている。

IFRS第12号は、子会社、パートナーシップ、関連会社及び組成された企業について開示すべき情報を統合・改善している。

IFRS第12号の適用により、2014年12月31日に終了した年度の財務諸表には、非連結の組成された企業に対するナティクシスの持分に

関する追加情報が含まれる。

これらの新たな基準書の結果として、IASBは、2012年12月11日にヨーロッパ委員会によって採用されたIAS第27号「個別財務諸表」

及びIAS第28号「関連会社及び共同支配企業に対する投資」の改訂版も公表している。

・ 2012年６月28日にIASBによって公表され、2013年４月４日にヨーロッパ委員会によって採用されたIFRS第10号、IFRS第11号及びIFRS

第12号の修正。IFRS第10号の修正は移行規定を明確にし、また過去の期間の修正再表示を限定することによって比較開示に関する要

件を緩和している。また、非連結の組成された企業の開示について、これらの修正はIFRS第12号が初度適用された期間より前の期間

に係る比較情報の表示の要件を廃止している。

・ 2013年５月29日にIASBによって公表され、2013年12月19日にヨーロッパ委員会によって採用されたIAS第36号「資産の減損」の修

正。この修正により、減価償却資産の回収可能価額に関して提供されるべき情報の範囲が、売却コスト控除後の公正価値に基づく場

合における減価償却資産の回収可能価額に限定される。本修正は、2014年12月31日現在のナティクシスの財務諸表に影響を及ぼさな

い。

・ 2013年６月27日にIASBによって公表され、2013年12月19日にヨーロッパ委員会によって採用されたIAS第39号「金融商品：認識及び測

定」の修正「デリバティブの契約更改及びヘッジ会計の継続」。本修正は、法律又は規制上の規定によりヘッジ手段に指定したデリ

バティブの契約相手方が中央清算機関に更改される場合に、当該デリバティブのヘッジ会計を継続するものである。本修正は、2014

年12月31日現在のナティクシスの財務諸表に影響を及ぼさない。

・ 2012年10月31日にIASBによって公表され、2013年11月20日にヨーロッパ委員会によって採用されたIFRS第10号「連結財務諸表」、

IFRS第12号「他の企業への関与の開示」及びIAS第27号「個別財務諸表」の修正。IFRS第10号は投資企業の事業モデルを定義するた

めに修正され、投資企業がその子会社（例外あり）を連結するのではなく、純損益を通じて公正価値で測定することを要求してい

る。IFRS第12号は、投資企業及びその子会社に関する注記において特定の開示を義務付けるために修正された。最後に、IAS第27R号

（改訂）の修正は、投資企業が特定の子会社への投資をその個別財務諸表において取得原価又は公正価値のいずれかで測定する選択

肢を排除している。これらの修正による2014年12月31日現在のナティクシスの財務諸表への影響はなかった。

ナティクシスは、2014年度に欧州中央銀行が実施した資産査定（AQR）に合わせて、会計原則をさらに変更しなかった。しかし、特に公

正価値ヒエラルキーのレベル３に属する特定の資産の評価調整及び評価に関して、方法及びパラメーターの改善を目的とした検討がな

されたが、2014年度の財務諸表に重大な影響はなかった。

 
(1) EU に よ っ て 採 用 さ れ た 基 準 書 の 全 文 は 、 ヨ ー ロ ッ パ 委 員 会 の ウ ェ ブ サ イ ト

（http：//ec.europa.eu/internal_market/accounting/ias/index_fr.htm）で閲覧することができる。
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ナティクシスは、2014年12月31日現在でEUによって採用されているが、まだ発効していない基準書を早期適用しなかったが、これには

主に以下が含まれる。

・ 2013年５月21日にIASBによって公表され、2014年６月13日にヨーロッパ委員会によって採用され、2015年１月１日より強制適用とな

るIFRIC解釈指針第21号（「賦課金」）。この解釈指針は、賦課金を課される企業の財務諸表上で、IAS第37号「引当金、偶発負債及

び偶発資産」に従い、賦課金の会計上の認識日を明確にすることを目的としている。ナティクシスの財務諸表に関して、この解釈指

針の適用による影響は、2014年１月１日現在の株主資本への影響額29百万ユーロ（税効果を除く）であった。

・ IAS第19号「従業員給付」の修正である「確定給付制度：従業員拠出」。2014年12月17日にヨーロッパ委員会によって採用され、

2016年１月１日よりナティクシスの財務諸表で強制適用となる。この修正は、従業員及び第三者による確定給付制度への拠出に適用

される。この修正は、従業員の年功に無関係な拠出金（給与の固定割合として計算される従業員拠出など）の会計処理を明確かつ簡

素にすることを目的としている。年功に無関係な拠出金は、勤務期間に帰属させる代わりに、勤務が行われた期間の勤務費用の減額

として認識することができる。

・ 「IFRSの年次改善2010-2012年サイクル」による修正。2014年12月17日にヨーロッパ委員会によって採用され、2016年１月１日より

ナティクシスの財務諸表で強制適用となる。この修正は、国際会計基準の明確化及び簡素化を目的とした年次改善プロセスに端を発

している。修正された基準は、IFRS第２号「株式に基づく報酬」、IFRS第３号「企業結合」、IFRS第８号「事業セグメント」、IAS

第16号「有形固定資産」、IAS第38号「無形資産」及びIAS第24号「関連当事者についての開示」である。

・ 「IFRSの年次改善2011-2013年サイクル」による修正。2014年12月18日にヨーロッパ委員会によって採用され、2015年１月１日より

強制適用となる。この修正は、国際会計基準の明確化及び簡素化を目的とした年次改善プロセスに端を発している。修正された基準

は、IFRS第３号「企業結合」、IFRS第13号「公正価値測定」（並びにその結果生じるIAS第32号及びIAS第39号の修正）及びIAS第40

号「投資不動産」である。

上記に加え、2014年12月31日現在の連結財務諸表を作成するにあたり、ナティクシスは以下も考慮した。

・金融商品の評価に関して、2008年10月15日にAMF、フランス国家会計審議会（Conseil National de la Comptabilité：CNC）、フラン

ス銀行委員会（Commission Bancaire）及びフランス保険・相互保険統制当局（Autorité de Contrôle des Assurances et des

Mutuelles：ACAM）によって公表された勧告、並びに2008年10月31日にIASBによって公表された「活発でなくなった市場における金

融商品の公正価値の測定及び開示」と題された指針。これら２つの文書は、非流動的な市場における公正価値の決定のために判断を

用いることの重要性を強調している。本勧告の結果として、ナティクシスは2014年12月31日現在で、一部の資産クラスに影響を及ぼ

す市場流動性の欠如を踏まえ、過年度の報告期間と同様に、観察可能なデータを用いたモデルを体系的に適用していない。

・リスク・エクスポージャーに関する財務報告に関して、金融安定化フォーラム（Forum de Stabilité Financière：FSF）の結果とし

てフランスにおいて適用される勧告。フランス銀行委員会がその2008年５月29日の声明「財務の透明性に係るFSFの勧告のフランス

における適用に関する表示注釈」において推奨する形式で表示されたリスク・エクスポージャーの詳細は、登録届出書の第３章「リ

スク管理及び自己資本」の第3.11節（訳者注：原文の章及び節）に組込まれている。

1.2 連結財務諸表の表示

本連結財務諸表は、下記の注記２及び５に示された評価及び表示の原則に準拠して作成されている。

1.3 年度末

本連結財務諸表は、ナティクシスの連結範囲に含まれる企業の2014年12月31日現在の個別財務諸表に基づいている。

1.4 連結財務諸表注記

別途示された場合を除き、本注記において提供される数値の単位は百万ユーロである。
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注記２連結の方法及び原則
 

2.1 連結範囲

ナティクシスの連結財務諸表には、ナティクシス及びその主な子会社の財務諸表が含まれる。

ナティクシスの財務諸表に重要な貢献を行っている子会社のみが連結されている。

重要性は、ナティクシスの各業務分野に係る特定の閾値、及び各企業によるナティクシス連結財務諸表への貢献の目的適合性について

の定性的評価に基づいて決定される。

連結範囲には、ナティクシスが独占的支配、共同支配又は重要な影響力を行使しているすべての重要な企業が含まれる。IFRSは、独占

的支配、共同支配及び重要な影響力の３つの種類の支配を定めている。存在する支配の種類の決定には、保有する議決権の認識に限ら

ず、分析対象となる複数企業間に存在する経済的及び法的関係の分析が含まれる。

支配力又は重要な影響力を行使しているかどうかを決定するにあたり、ナティクシスは、既存のすべての議決権及び現在行使可能又は

転換可能となっており、かつ当該企業の関連性のある活動に対する影響力を有している限りにおける潜在的議決権を考慮している。潜

在的議決権は、普通株式に対するストックオプション、又は債券の新規普通株式への転換によって生じる。但し、潜在的議決権は所有

比率の計算においては考慮されない。

ナティクシスの連結企業の範囲は、当財務諸表の注記17に示されている。

所有比率及び保有する議決権は、連結範囲内の企業それぞれに対して表示されている。所有比率は、ナティクシスが直接又は間接的に

保有する、連結範囲内の企業の持分株式を表す。所有比率は、所有される企業の純資産に対するナティクシスの持分を決定する際に用

いられる。

2.2 支配の概念及び連結方法

2.2.1 企業の支配

ナティクシスが支配する企業は、IFRS第10号に従い、全部連結法で連結されている。本基準書は、従来どおり支配された企業である

か、あるいは組成された企業（注記４参照）であるかどうかにかかわらず、すべての企業に適用される単一の支配モデルを定義してい

る。企業の支配は、以下の３つの累積的規準を用いて分析される。

・ 当該企業の関連性のある活動に対する影響

・ 当該企業との関係に起因する、変動リターンに対するエクスポージャー又は権利

・ 当該企業が獲得する変動リターンに影響を与えるため、当該企業に対する力を行使する能力

議決権又は類似の権利が当該企業のガバナンスの基礎となる場合、支配とは通常50％超の議決権の保有を意味すると考えられる。

そうでない場合、支配は判断を用いて、以下のような事実及び状況をすべて考慮の上で決定される。

・当該企業の設立に関する目的、条項及び状況

・当該企業の関連性のある活動及びそれらの活動に関する意思決定プロセスの性質

・当該企業の関連性のある活動（すなわち、当該企業のリターンに重要な影響を及ぼす活動）の管理に対する、ナティクシスの意思決

定権（議決権、契約上の取決めなど）の範囲

・当該企業のリターンの変動性に対するエクスポージャー（他の投資家が受取るリターンと比較して、ナティクシスが受取るリターン
の重要性など）

・他の当事者が保有する権利（離脱権、早期償還権、当該企業の打ち切りに関する権利など）

これらの要件を検討した上で、当該企業の関連性のある活動の管理に対する意思決定権により、獲得する変動リターンに影響を及ぼす

ことができるとナティクシスが判断する場合、当該企業はIFRS第10号に従い連結の対象となる。

IAS第27号は、支配を、ある企業の活動からの便益を得るために、その企業の営業及び財務の方針を左右する力として定義している。こ

の定義は特別目的事業体を除くすべての企業に適用され、特別目的事業体にはSIC第12号の解釈が定める支配の指標が用いられる。IAS

第27号の下では、支配は議決権に基づき決定されるが、SIC第12号は、経済的便益の大部分に対する権利及び特別目的事業体に関連する

リスクの大部分に対するエクスポージャーに重点を置いている。

全部連結では、投資の帳簿価額が当該子会社の全資産及び負債の価値総額に置き換えられる。

株主資本及び損益における非支配持分は、貸借対照表、損益計算書並びに当期純利益/(損失)及び資本直入された損益に係る計算書で個

別に表示される。

 

2.2.2 共同支配：共同支配企業及び共同支配事業

ナティクシスは、契約上の取決めにより、当該企業の関連性のある活動に関する意思決定が、パートナーシップの支配を共有している

当事者の全員一致の合意を必要とし、かつ、各当事者が、他の当事者が当該取決めを支配することを妨げる能力を有する場合に、共同

支配を行使する。

IFRS第11号は、パートナーシップを共同支配企業及び共同支配事業の２つに分類している。

・ 共同支配企業とは、当事者が当該企業に対する共同支配を行使し、当該企業の純資産に対する権利を保有するパートナーシップであ

る。共同支配企業は、持分法で連結される。持分法による連結では、投資会社であるナティクシスの勘定における投資の帳簿価額

を、被保有企業の株主資本及び損益に対するナティクシスの持分に置き換えることが含まれる。投資は、この再評価額で、連結貸借

対照表の資産側に「関連会社に対する投資」として認識される。投資の取得原価と再評価額との差額は、貸借対照表の負債側では
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「グループ持分資本」に認識され、連結損益計算書では「持分法による投資利益」における収益として、また、当期純利益／（損

失）及び資本直入された損益に係る計算書では「資本直入された持分法による投資損益」における収益として、認識される。

これらの投資は、客観的な減損の証拠がある場合には減損テストの対象となる。当該投資の回収可能価額が帳簿価額を下回る場合、

連結損益計算書の「持分法による投資利益」に減損が計上される。

持分法による被連結会社の損失のうちナティクシスに帰属する持分が、当該被連結会社に対する投資持分と同等又はそれを上回る場

合には、ナティクシスは被連結会社の将来の損失に対するその持分を考慮しないこととする。その場合、投資はゼロと表示される。

関連会社におけるその後の損失は、ナティクシスが当該損失をヘッジする法的又は黙示的義務を有する場合、あるいはナティクシス

が当該企業に代わり支払いを行っていた場合にのみ、引当金を計上する。

・ 共同支配事業とは、当事者が当該取決めに対する共同支配を行使し、当該取決めに関連する資産に対する権利及び負債に対する義務

を有するパートナーシップである。共同支配事業に対する投資は、当該共同支配事業に対する持分すべて、すなわち、権利を有する

資産、負債及びその他の包括利益の各々に対するその持分を織り込むことにより計上される。これらの持分はその種類ごとに、連結

貸借対照表、連結損益計算書並びに当期純利益／（損失）及び資本直入された損益に係る計算書におけるさまざまな項目に分けて計

上される。

2.2.3 関連会社に対する重要な影響力

重要な影響力とは、持分を有する企業の財務及び営業の方針に対する支配ではないが、それらの方針の決定に関与する力をいう。重要

な影響力は、ナティクシスが当該企業の議決権の20％以上を直接又は間接的に所有している場合に存在すると推定される。IAS第28号

は、重要な影響力が行使される企業を関連会社と定義している。これらの企業は、共同支配企業（上記を参照のこと）に適用されるも

のと同様の条項に従い、持分法で連結されるが、ナティクシスがIAS第28号において可能な選択肢に従い、損益を通じて公正価値で測定

する資産に分類しているプライベート・エクイティ投資を除く。

2.3 連結範囲の変更

すでに支配している企業に対するナティクシスの所有割合が増加する場合、追加持分の取得原価と当該日現在の当該企業の純資産に対

する取得持分との差額は「利益剰余金」に計上される。ある企業に対するナティクシスの所有割合が、当該企業に対する支配を喪失す

ることなく減少する場合、売却価額と売却された株式持分の帳簿価額との差額は「利益剰余金」に計上される。

これまで売却可能（AFS）金融資産として認識されていた企業から証券を複数回購入して支配を獲得する場合、それは支配の獲得時に発

生する２つの取引として表示される。

・ 売却可能金融資産として従来分類されていた証券の処分

・ 支配獲得後に保有している全証券の取得

このような場合、のれんは、当該企業に対する支配の獲得日における、取得した資産及び引き受けた負債の公正価値に基づき一度のみ

算定される。

連結子会社の支配を喪失する場合、残余株式持分はすべて公正価値で測定され、処分に係る損益は連結損益計算書において「その他の

資産に係る損益」に認識される。

関連会社の処分に係る損益は、連結損益計算書の「その他の資産に係る損益」に表示される。

2.4 少数株主に付与されたプット・オプションの取扱い

ナティクシスによる少数株主へのプット・オプションの付与は、ナティクシスが直ちに行使可能なコール・オプションも保有している

場合を除き、当該オプションが行使されない限りにおいて、対象となる子会社に対するナティクシスの支配持分の決定に影響を及ぼさ

ない。

少数株主へのプット・オプションの付与は、当該プット・オプションがナティクシスによるコール・オプションの保有に関連してお

り、且つ当該コール・オプション及びプット・オプションが基礎となる株式に付随する経済的便益に対する即時の権利を提供している

場合を除き、対象となる子会社に対するナティクシスの持分に影響を及ぼさない。

基礎となる株式に関連するリスク及び便益を行使前にナティクシスに移転させない少数株主へのプット・オプションの付与は、当該オ

プションの行使価格の見積現在価値に係る負債の認識を生じさせる。対応する受取債権は資本に計上され、一部は非支配持分からその

帳簿価額に相当する額として控除され、残りはグループ持分の利益剰余金から控除される。当該プット・オプションの行使価格の調整

に関連するその後の負債の変動は、グループ持分の連結利益剰余金に計上される。

プット・オプションの対象となる非支配持分から生じた利益は、連結損益計算書の「当期純利益／（損失）の帰属：非支配持分」に表

示されている。

2.5 企業結合及びのれん

支配を生じさせる企業結合に対しては、以下の会計処理が適用されている。

・ 2004年１月１日より前に発生したものを除く、2010年１月１日より前の企業結合については、改訂前のIFRS第３号。IFRSの初度適用

日においてナティクシスは、IFRS第１号「初度適用」が提供する、2004年１月１日より前の企業結合をIFRS第３号に従い遡及的に修

正再表示しない選択肢を選択した。

・ 2010年１月１日より後に発生した企業結合については、改訂後のIFRS第３号（以下「IFRS第3R号」）。IFRS第3R号は、取得日がIFRS

第3R号の適用日以降の企業結合に対し、将来に向かって適用すればよい。

IFRS第３号及びIFRS第3R号のいずれに従っても、企業結合はパーチェス法を用いて計上される。パーチェス法の下で、被取得企業の識

別可能な資産及び負債は、その評価日現在の公正価値で測定される。

非支配持分及びのれんの測定に用いられる方法は、IFRS第３号とIFRS第3R号のいずれが適用されるかによって異なる。

・ 2010年１月１日より前に実施された企業結合に対してIFRS第３号を適用する場合
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- 少数株主持分は、購入日時点の公正価値で測定された被取得企業の識別可能な純資産に対する持分に基づいて決定される（部分の

れん法）。

- のれんは、企業結合の原価と、識別可能な資産、負債及び偶発負債の正味公正価値に対する取得企業の持分との差額である。

・ 2010年１月１日より前に実施された企業結合に対してIFRS第3R号を適用する場合

- 各企業結合について、ナティクシスは非支配持分を以下のいずれかに基づいて決定することを選択した。

- 購入日時点の公正価値で測定された被取得企業の識別可能な純資産に対する非支配持分の持分。したがって、非支配持分に係るの

れんを認識しない（部分のれん法）。

- 購入日時点の公正価値であり、結果として、当行グループの持分と非支配持分の両方に係るのれんを認識する（全部のれん法）。

- よって、のれんは（i）購入価格、購入日前に被取得企業に対して保有していた持分の購入日時点の公正価値、及び非支配持分の

額（部分のれん法又は全部のれん法を用いて決定される）の合計と、（ii）購入日時点の公正価値で測定された引受けられた資産

及び負債の純額の間の差額として決定される残余項目である。

正ののれんは、被支配企業に関連している場合、貸借対照表の資産側における別個の表示項目として計上される。正ののれんは、購入

日時点で、当該取得の恩恵を受けることが期待され、かつ償却されていない１つ以上の資金生成単位（CGU）に配分される。正ののれん

は、少なくとも年１回、及び客観的な減損の証拠がある場合はその都度、減損テストの対象とされる。減損テストは、のれんを含むCGU

（又はCGUのグループ）の帳簿価額とその回収可能価額とを比較することにより行われる。

被支配企業の負ののれんは、「のれんの減損損失」として直ちに損益に認識される。

関連会社又は共同支配企業に関連するのれんは、それが正ののれんである場合には資産項目である「関連会社に対する投資」の帳簿価

額に含まれるが、その後償却することはできない。負ののれんである場合には、「持分法による投資利益」として直ちに損益に認識さ

れる。

共同支配の下で実施される企業結合の特定事例

共同支配下にある企業又は事業の間における結合は、いくつかの事業が結合され、且つすべての利害関係のある当事者（企業又は事

業）が、結合に先立つ比較的長い期間にわたり同じ当事者によって最終的に支配されているような結合であると解釈される。かかる結

合は、IFRS第3R号の適用範囲に含まれない。

共同支配下における企業結合の会計処理がIFRS第3R号で明確化されていないなかで、ナティクシスはかかる取引に過去の帳簿価額に基

づく方法を適用している。この方法では、支払われた価格と、被取得企業の資産及び負債の過去の帳簿価額に対するナティクシスの持

分の間の差額が、株主資本からの控除として計上される。事実上、この方法を用いるにあたり、パーチェス法の適用により生じるのれ

ん及び評価差額が株主資本から控除される。

用いられる帳簿価額は、取引の完了日時点における最終的な親会社の連結財務諸表に示された額である。

共同支配下にあるとみなされる企業には、特に、ナティクシスが支配する２つの企業、及びナティクシスが支配する企業が関与してい

る企業とBPCEが支配する企業が関与している企業が含まれる。

2006年にナティクシスの設立をもたらした取引の測定及び認識に適用される原則

CNCEによってナティクシスに拠出された資産は、以下の２つの異なる区分に該当する。

・ ホールセール・バンキング及びサービス子会社に対する持分

・ Caisses d’Épargneの株式資本に対する権利を付与する協調投資証券（certificats coopératifs d’investissement：CCI）の一部

両方の資産区分に関して連結目的で用いられる拠出価額は、EUにおいて採用されたIFRSに準拠して修正再表示された、CNCEの連結財務

諸表におけるこれらの資産の帳簿価額である。

当行グループの構造に影響を及ぼし、ナティクシスの設立につながったその他の取引は、連結目的上、IFRS第３号に従い、パーチェス

法により会計処理された。

上述の2006年12月31日の企業結合に関連して発生したのれんは以下のように会計処理された。

拠出を受けた企業に係るのれん

拠出はIFRSに基づく正味帳簿価額で認識されたため、拠出されたさまざまな資産及び負債に係る評価調整額は計上されていない。取得

コストが持分の実質価値を考慮している一方で、拠出はその正味帳簿価額で認識されたため、取得コストと拠出された企業の純資産に

対する当行グループの持分の間の差額は、IFRS第３号における意味の範囲内でのれんに相当しない。観察された各差額は「利益剰余

金」に認識された。

この点において、2006年12月31日現在で3,170百万ユーロが発行プレミアムに計上された。

その他の取引に係るのれん

企業結合により発生したのれんは484百万ユーロであり、その内訳は、IAMGに係る229百万ユーロ、IXIS CIBに係る21百万ユーロ及び

Novacréditに係る８百万ユーロ、並びにCaisses d’ÉpargneのCCI（190百万ユーロ）及びBanques PopulairesのCCI（36百万ユーロ）に

関連する「関連会社に対する投資」に計上されたのれんである。

この後、IXIS CIBに関連するのれんは全額が評価減された。

2013年度における協調投資証券の売却を考慮すると、関連するのれんは、もはや連結貸借対照表に含まれない。

その他ののれん

2014年度に、のれんは、164.6百万ユーロの為替換算差益及び50.8百万ユーロの評価損を除き、41.8百万ユーロ減少した。
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減損テスト

のれんのすべての項目は、「プライベート・エクイティ」の資金生成単位（CGU）を除いて、配分されたCGUの使用価値に基づいて減損

されており、「プライベート・エクイティ」のCGUについては、これに含まれる企業のすべての資産が公正価値で認識されているため、

修正再表示された純資産価額を用いて評価されている。以前の企業データ・ソリューション（CDS）のCGUは、当該CGU内の複数の企業に

おける処分計画を考慮し、残りのグループのシナジーを制限した上で、企業単位のアプローチを用いて評価された。2014年６月より上

場企業であるCofaceのCGUの使用価値は、市場データ（株価収益率及びブローカーの目標価格による評価）を用いたその他のアプローチ

により補完された。

使用価値は主として、ナティクシスが策定した５年間の中期事業計画に基づき、当該CGUからの見積将来キャッシュ・フローを割引くこ

と（DCF法）により算定される。

以下の仮定が用いられている。

・ 見積将来キャッシュ・フロー：ナティクシスの戦略計画の一環として中核事業分野に関連して作成され、Cofaceの新事業計画から生

じた中期計画からの予測データ

・ 永久成長率：2.5％

・ 割引率：各CGUについて個別の率を使用：投資ソリューションは9.9％（2013年度は10％）、専門金融サービスは11.2％（2013年度か

ら変わらず）、Cofaceは11％（2013年度は11.2％）、ホールセール・バンキングは11.1％（2013年度は11.2％）。以前のCDSのCGUに

ついては、2014年度に企業単位のアプローチが採用された（2013年度は12.3％）。

これらのテストの結果として、以下の評価減が行われた。

・  以前のCDSのCGUののれんについて、50.8百万ユーロ。評価減後ののれんの純額は、2013年12月31日現在の96百万ユーロに対し、

24.2百万ユーロである。

割引率は、以下を考慮して決定された。

・ 投資ソリューション、専門金融サービス及びホールセール・バンキングのCGUについて、10年物ユーロ建てドイツ国債金利の平均で

ある無リスク利子率、及び各CGUを代表するサンプル企業をベースとして計算されたリスク・プレミアム

・ CofaceのCGUについて、使用する基準金利は、他のCGUに適用されるものと類似する方法に従い、保険及びファクタリング活動に関し

て同等の企業のサンプルを使用して決定された。

・ 以前のCDSのCGUについて、さまざまな企業が事業を行っている国に係る収益で加重平均された10年物の無リスク利子率、並びに当該

部門を代表するサンプル企業をベースとして計算されたリスク・プレミアム及び参照先サンプル企業と比較した当該CGUの相対的な

規模を考慮するための追加的なリスク・プレミアム

ナティクシスは2008年度末にホールセール・バンキング事業及び従来分離されていたGAPCのポートフォリオに配分されたのれんを減損

し、また2009年度末にプライベート・エクイティののれんを減損したことに留意されたい。

永久成長率の50ベーシスポイントの低下及び割引率の20ベーシスポイントの上昇により、CGUの使用価値が以下のとおり減少した。

・ 投資ソリューションのCGUについて、－6.4％

・ 専門金融サービスのCGUについて、－4.1％

・ CofaceのCGUについて、－4.9％

・ 以前のCDSのCGUについて、－6.8％

これにより、以前のCDSのCGUは追加的な２百万ユーロの減損損失の計上を必要とするが、その他のCGUについては、減損の計上には至ら

ないことが判明した。

同様に、重要な仮定の変動に対する将来の事業計画キャッシュ・フローの感応度は、以前のCDSのCGUの回収可能価額を除いて、CGUの回

収可能価額に重大な影響を及ぼさない。

・ 投資ソリューションについて、「株式」市場の10％の下落並びにEONIA及び10年長期金利の１ポイントの低下は当該CGUの回収可能価

額に－５％の負の影響を及ぼすが、減損損失の計上には至らない。

・ 専門金融サービスについて、リースに係る「2008年から2009年」（生産の減少及びリスク費用の増加）型の危機を再現する、ファク

タリングに適用される３ヶ月Euriborの１ポイントの低下は当該CGSの回収可能価額に－８％の負の影響を及ぼすが、減損の条件には

影響を及ぼさない。

・ Cofaceについて、主な感応度ベクトルは損害率である。2014年12月31日現在における当該CGUの減損テストを実施するため、経済状

況の悪化を反映した48％の損害率水準（再保険総額）が適用された。この損害率の１ポイントの上昇は、当該CGUの回収可能価額に

重大な影響を及ぼさない。「損害率」が13ポイント上昇して初めて、当該CGUの減損の計上が生じる。

・ 以前のCDSのCGUについて、感応度の主な要因は事業計画の達成度である。この計画の－５％の変動は、当該CGUの回収可能価額の約

６百万ユーロの減少、及び同等額の追加的な減損を生じさせる。

2.6 売却目的で保有する子会社

ナティクシスが12ヶ月以内の期間に売却を意図し、買手を積極的に探している子会社の資産及び負債は、連結貸借対照表における２つ

の個別の表示項目において、非流動資産及び負債として区分表示されている（注記5.9参照）。

2014年12月31日、ナティクシスは、その子会社であるMidt factoring AS及びAltus GTS Inc.の２社の売却に関する交渉を行った。2014

年12月31日現在、ナティクシスは、IFRS第５号「売却目的で保有する非流動資産及び非継続事業」の規定に従い、その子会社の全部連

結を行い、「売却目的で保有する非流動資産」及び「売却目的で保有する非流動資産に関連する負債」の２つの別個の貸借対照表表示

項目において、これらの企業の資産及び負債を合算した。
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2011年12月20日に、ナティクシスはナティクシス・ホーチミン支店をBPCEに譲渡する契約を締結した。当該譲渡は、現在ベトナムの規

制当局の承認待ちの状態にある。

2013年12月31日現在で、ナティクシスはナティクシス・ホーチミン支店の全部連結を継続した。ナティクシスは、IFRS第５号「売却目

的で保有する非流動資産及び非継続事業」の規定に従い、「売却目的で保有する非流動資産」及び「売却目的で保有する非流動資産に

関連する負債」の２つの別個の貸借対照表表示項目において、これらの企業の資産及び負債を合算した。2014年12月31日現在で当該譲

渡は未だ発生しておらず、IFRS第５号に基づく当該企業の表示は中止された。

さらに、2013年12月31日現在で、投資ソリューション部門の子会社で全部連結されているHansbergerは、IFRS第５号に基づき認識され

ていた。本基準書の規定に従い、ナティクシスは当該企業の資産及び負債を合わせて、「売却目的で保有する非流動資産」及び「売却

目的で保有する非流動資産に関連する負債」の２つの別個の貸借対照表表示項目に計上していた。2014年下半期において、全活動の売

却が完了したため、Hansbergerは2014年12月31日現在におけるナティクシスの連結範囲に含まれていない。

2.7 個別データの標準化及びグループ内取引の取扱い

連結に先立ち、連結範囲に含まれる会社の個別財務諸表は、以下に述べるナティクシスの会計方針と整合させるため、必要に応じて修

正再表示される。

全部連結されている企業間の内部取引が貸借対照表及び損益計算書に与える影響は消去される。持分法により連結されている企業の内

部業績は、共同支配企業又は関連会社に対するナティクシスの持分に限り消去される。

2.8 保険会社の連結

保険子会社の財務諸表の連結には、以下のルールが適用される。

・ 収益及び費用は、費用の目的に応じてではなく、銀行の会計原則に従った種類により分類する。

・ 貸借対照表項目は、銀行業の形式による財務諸表の対応する表示項目に含める。

保険会社の投資は、貸借対照表において、IAS第39号に定義されたさまざまな区分の投資に分類されている。

Coface、Compagnie Européenne de Garanties et Cautions（CEGC）及びNatixis Assurancesのサブグループの保険子会社によって管理

される契約は、IFRS第４号に定められた裁量権のある有配当性を持つ保険契約及び投資契約の定義を満たしている。したがって、これ

らは負債における技術的準備金の認識を生じさせる。これらの準備金は、保険会社の技術的負債を取扱うIFRS基準書が公表されるま

で、フランスGAAPに従って測定される。

保険契約に係る技術的準備金は、契約保有者及び契約受益者に関する保険会社のコミットメントを充足する。

IFRS第４号に従い、保険の技術的準備金は、現地の規制によって定められた方法を用いて計算される。連結財務諸表に表示された保険

負債が当該日現在で見積られる将来キャッシュ・フローをカバーするのに十分であることを確認するため、負債の十分性のテストが実

施される。当該テストは、確率論的又は決定論的な割引将来キャッシュ・フローの評価モデルに基づいている。

生命保険契約に係る技術的準備金は、主として契約の解約払戻金に対応する数理的準備金から成っている。

提供される保険は、主として死亡、障害、就業不能、扶養、対人損害、対物損害、健康損害、法的保護に対する損害及び金銭的損失を

対象としている。関連する技術的準備金は、専門の表（生命表、Bureau Commun Assurances Collectives／ BCAC表）を用いて計算され

る。

損害保険契約に係る技術的準備金には、前受保険料収益に係る準備金及び支払われるべき請求に係る準備金（割引前）が含まれる。

前受保険料収益に係る準備金は、各保険契約ごとに区別して比例配分される。これらは、事業年度末と保険料の支払期限の間における

保険料収益の残存部分に対応している。

請求準備金には、報告日現在で報告されているが支払われていない請求の見積りが含まれる。支払可能な請求の額に加えて、リスクの

解消及び債務の回収策の後の支払われるべき請求の最終額を参照して統計的に計算された未知の請求に係る引当金が計上される。

準備金には、年度末保険料に関連する経済的危険性及び管理報酬に係る準備金も含まれる。

この統計的な見積りに加えて、個別に見積られた債務不履行及び重大度の確率に基づき、重大な災害に係る個別の準備金が認識され

る。

IFRS第４号第30項に従い、裁量権のある有配当性を持つ保険契約及び投資契約（生命保険）は、繰延利益分配準備金として契約保有者

に潜在的に帰属する未実現損益の部分の認識から成るシャドウ・アカウンティングを用いて測定される。よって、繰延利益分配準備金

は、金融投資に係る未実現利益に対する契約保有者の潜在的な権利、又は自身の未実現損失の部分に対する契約保有者の潜在的な権利

を反映している。2015年度‐2017年度中期事業計画の期間中の予想される配当性向を考慮し、また2014年度に記録された配当性向に従

い、2014年12月31日現在で適用された繰延利益分配率は92.7％（2013年12月31日現在では94.8％）である。この変動は、Natixis

Assurancesが事業を行う財務的環境の改善、及び付保契約の一般的な条件に従い設定されたマージンの正常化を反映している。

ネットベースで未経過損失が発生した場合には、極めて可能性が高いと予想される契約保有者の将来の繰延利益分配額を上限とする繰

延利益分配資産が認識される。

繰延利益分配資産及び負債は、主に以下において発生する。

・ 「売却可能金融資産」及び「純損益を通じて公正価値で測定される金融資産」の再評価

・保険契約をカバーするために保有される不動産資産の再評価

・ 連結財務諸表における資本剰余金及び流動性リスク準備金の修正再表示

繰延利益分配資産及び負債の変動は、以下において認識される。

・ 「売却可能資産」の価値の変動に関連している場合は、資本

・「純損益を通じて公正価値で測定される」資産又は保険契約をカバーするために保有される投資不動産の価値の変動、及び「売却可

能資産」の価値の持続的な下落に係る引当金の変動に関連している場合は、損益
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シャドウ・アカウンティングのメカニズムの適用は、2014年12月31日及び2013年12月31日における繰延利益分配負債の認識を生じさせ

た。

(単位：百万ユーロ) 2014年度 2013年度

正味繰延利益分配資産合計 - -

正味繰延利益分配負債合計 3,411 1,317

 

繰延利益分配資産の場合、回収可能性のテストが実施される。繰延利益分配は、会社がリソースに基づいて契約の将来の対価を操作す

る意思及び能力次第で、回収することができる。これは、以下の影響を受ける。

・ 株式及び債券市場の変動

・ 契約の商業的訴求力及び契約保有者による契約更新の性向から生じるネット・インフローの変動

・ 負債の変動に対応し、市場周期と一致した期間にわたり資産を保有するための利用可能な準備金及び会社自身のリソース

したがって、会社が残りの回収可能期間にわたって未実現損失を有する投資を売却することなく流動性要件を充足する能力及び意思を

示すため、将来的な繰延利益分配資産の回収可能性の分析が実施される。このプロセスは、契約に適用される規制及び契約条件に従

い、過去の確率に基づく経済シナリオを用いて策定された将来キャッシュ・フローの見通しに対応している。

2.9 政府代行業務

ナティクシス

2008年改正財政法第121条（2008年12月30日第2008-1443号）によって改正された1997年改正財政法第41条（2007年12月29日第97-1239

号）、及び2011年９月21日にフランス政府との間で交わされた契約に従い、ナティクシスはフランス政府による一定の公的手続を代行

管理しており、主として政府開発援助の枠組内で行われる外国への貸出及び資金援助（「新興国準備金」からの貸出及び「民間セク

ター調査・援助基金」に対する資金援助）、並びにCoface（フランス国営貿易保険会社）によって保証された輸出信用に係る金利の固

定化から成っている。これに関連する取引は、政府保証が付いているものも含め、財務諸表において区別して認識されている。政府及

びその他の関連する債権者は、これらの政府代行業務に割当てられた資産及び負債に対する特定の権利を有する。これらの業務に関連

する当行の資産及び負債は、貸借対照表においてこれらの業務に関連する各表示項目を示すことで識別されている。

COFACE

公的手続の管理から得られる収益は、フランス政府が支払う手数料である。この手数料の決定に係る方法及び原則は、政府とCofaceの

間の金融契約に定められている。本契約は2012年２月24日に署名され、契約期間は４年間（2012年から2015年）で、2008年に署名され

た従前の金融契約に置き換わるものである。

2013年度に60百万ユーロが計上されたのに対し、2014年度は62.5百万ユーロであった。

顧客が支払う保険料、対象となる請求及びこれらの保証の結果として回収された額は、政府に対して支払われる。したがって、これら

は当行グループの連結財務諸表に含まれない。公的手続の代行管理に関連する費用は、主として政府保証の提供、請求の管理、及び保

証の対象となる債務の回収により発生する。

2.10 外国の子会社及び支店の財務諸表の通貨換算

ナティクシスの連結財務諸表はユーロ建てで作成されている。

機能通貨がユーロでない外国の子会社及び支店の貸借対照表は、取引日の為替レートで換算される株式資本、剰余金及び資本の配分を

除き、決算日の為替レートでユーロに換算されている。機能通貨がユーロでない外国の子会社及び支店の損益計算書は、当年度の平均

為替レートで換算されている。結果として生じる貸借対照表と損益計算書の両方の項目に係る為替換算差損益は、資本において、グ

ループ持分に帰属する部分については「為替換算調整額」、第三者に帰属する部分については「少数株主持分」に認識されている。

ナティクシスは、IFRS第１号の下で初度適用時に利用可能な選択肢を用いること、すなわち2004年１月１日現在で存在した為替換算調

整額の累積残高を利益剰余金に振替えることを選択した。外国の企業が後に売却された場合、当該処分に係る損益には、2004年１月１

日より後に発生した為替換算差損益のみが含まれる。
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注記３ 連結範囲

3.1 重要な事象

BPCE Assurances

2014年第１四半期に、BPCEグループのバンカシュアランス・モデルを発展させる戦略に従い、ナティクシスは、Natixis Assurancesを

通じてBPCE Assurancesに対するBPCEの持分60％を取得した。

BPCE Assurancesは、ナティクシスによって支配される企業であり、またBPCEによって支配される企業であるため、この取引は共同支配

の下で実施されたとみなされる。この方法に従い、被取得企業の資産及び負債は帳簿価額で取得され、支払価格とBPCE Assurancesの資

産及び負債の帳簿価額に対するナティクシスの持分との差額は、資本から控除された。この方法を使用することは、連結された資本か

らのれんを控除することに等しい。

BPCE Assurances に対するNatixis Assurancesの所有持分（60％）を踏まえ、ナティクシスはIFRS第10号に従い、Natixis Assurancesに

対する支配を行使し、当該企業を全部連結している。

この取引により137百万ユーロののれんが発生し、株主資本のグループ持分資本に直接計上された。

Coface

ナティクシスは2014年６月26日、Cofaceの株主資本の51％に相当する約80百万株を１株当たり10.40ユーロの価格で市場に売り出した。

その時点で約11.9百万株のオーバー・アロットメントのオプションが付与され、同日にその全部が市場に売り出された。

このオプションは2014年７月２日、ビッド価格である１株当たり10.40ユーロで売出シンジケートの銀行によって全面的に行使された。

オーバー・アロットメントのオプションが全面的に行使された後、ナティクシスはCofaceの株式資本の41.35％を保有していた。

従業員及び清算契約の実施のために留保されていた増資の後の2014年12月31日現在で、ナティクシスはCofaceの41.26％の持分を保有し

ていた。ナティクシスは、その保有割合及びCofaceのガバナンスにおける筆頭株主としての役割を踏まえた場合、Cofaceを支配してい

るため、IFRS第10号に従ってCofaceを全部連結した。

この取引により、135百万ユーロのキャピタル・ロスが発生し、株主資本のグループ持分資本に直接計上された。

IFRS第10号及びIFRS第11号の初度適用

2014年１月１日にIFRS第10号を適用したことにより、ナティクシスは、マルチセラー・コンデュイットのVersailles及びBleachers並び

にユニット・リンクの保険契約である投資ファンド５つ（Fructifonds profil 3、 Fructifonds profil 6、Fructifonds profil 9、

Zelis actions monde及びOdeis 2006 PR）を連結した。

2014年１月１日にIFRS第11号を適用したことにより、持分法を用いてEDF Investment Group（EIG）を連結した。それまで、当該企業は

比例連結されていた。

以下の表は、IFRS第10号及びIFRS第11号の初度適用が2013年度の財務諸表に与える主な影響を示している。

資産

（単位：百万ユーロ）

2013年

12月31日現在

報告額

IFRS第10号

の影響

IFRS第11号

の影響

2013年

12月31日現在

修正再表示額

現金及び中央銀行預け金 40,891 0 0 40,891

純損益を通じて公正価値で測定される金融資産 218,324 417 0 218,741

ヘッジ目的デリバティブ 1,733 (2) (2) 1,730

売却可能金融資産 40,678 0 (117) 40,561

銀行貸出金及び債権 77,600 3 (1) 77,602

顧客貸出金及び債権 87,975 2,223 (434) 89,764

金利リスクをヘッジしたポートフォリオの再評価調整額 0 0 0 0

満期保有金融資産 3,025 0 0 3,025

当期税金資産 459 0 0 459

繰延税金資産 3,139 0 0 3,139

未収勘定及びその他の資産 30,768 (19) 0 30,749

売却目的で保有する非流動資産 180 0 0 180

関連会社に対する投資 140 0 526 666

投資不動産 1,273 0 0 1,273

有形固定資産 618 0 0 618

無形資産 675 0 0 675

のれん 2,652 0 0 2,652

資産合計 510,131 2,622 (29) 512,725

負債

（単位：百万ユーロ）

2013年

12月31日現在

報告額

IFRS第10号

の影響

IFRS第11号

の影響

2013年

12月31日現在

修正再表示額
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中央銀行預り金 0 0 0 0

純損益を通じて公正価値で測定される金融負債 186,049 314 0 186,362

ヘッジ目的デリバティブ 532 0 (1) 531

銀行預り金 127,657 (73) (27) 127,557

顧客預り金 60,240 447 0 60,687

債務証券 38,779 1,929 0 40,708

金利リスクをヘッジしたポートフォリオの再評価調整額 163 0 0 163

当期税金負債 357 0 0 357

繰延税金負債 146 0 0 146

未払勘定及びその他の負債 28,970 1 (1) 28,970

売却目的で保有する資産に係る負債 27 0 0 27

保険会社の技術的準備金 44,743 0 0 44,743

引当金 1,447 0 0 1,447

劣後債務 3,076 3 0 3,079

グループ持分資本 17,900 0 0 17,900

株式資本及び資本剰余金 9,334 0 0 9,334

利益剰余金 7,847 0 0 7,847

資本直入された損益 (95) 0 0 (95)

純損益に振替えられることのない資本直入された損益 (70) 0 0 (70)

当期純利益／（損失） 884 0 0 884

非支配持分 45 1 0 46

負債及び株主資本合計 510,131 2,622 (29) 512,725

損益計算書

（単位：百万ユーロ）

2013年

12月31日現在

報告額

IFRS第10号

の影響

IFRS第11号

の影響

2013年

12月31日現在

修正再表示額

純収益 6,848 0 (16) 6,832

一般営業経費 (4,985) 0 0 (4,985)

有形固定資産及び無形資産の減価償却、償却及び減損純額 (250) 0 0 (250)

営業総利益 1,614 0 (16) 1,597

貸倒引当金繰入額 (328) 0 0 (328)

営業利益 1,285 0 (16) 1,269

持分法による投資利益 21 0 13 34

その他の資産に係る損益 160 0 0 159

のれんの減損損失 (14) 0 0 (14)

税引前利益 1,451 0 (3) 1,448

法人所得税 (568) 0 3 (565)

当期純利益 883 0 0 883

非支配持分 1 0 0 1

当期純利益（グループ持分） 884 0 0 884

3.2 2014年１月１日以降の連結範囲の変更

2014年１月１日以降の主な範囲の変更は以下のとおりであった。

3.2.1 ホールセール・バンキング

新たに連結対象となった企業

・ Contango trading S.A.（コモディティ仲介業者）の連結

・ 2014年１月１日適用のIFRS第10号に従っての、Versailles及びBleachers証券化コンデュイットの連結

・ Natixis Structured Issuance（発行ストラクチャー）の連結

・ Trez Commercial Finance Limited Partnership（住宅ローンの証券化）の連結

連結対象から除外された企業

以下の企業の清算

・ Sahara finance EUR Ltd

・ Natixis Funding USA
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・ Natixis Derivatives Inc.

・ Natixis Malta Investments Limited

・ Califano Investments Limited

・ Ultima Trading & Global Strategies Limited（UTGS1、UTGS2及びUTGS3）

・ Bloom Asset Holding Fund PLC

・ Nexgen Mauritius Limited

再編

・ Natixis Financial Products 傘下へのICMNA Australia holdingの合併。この合併による連結財務諸表への影響はない。

3.2.2 投資ソリューション

新たに連結対象となった企業

・「ニュー・フロンティア」計画に基づき、Natixis Assurancesは、Groupe BPCEがBPCE Assurances及びその50％所有サービス子会社

であるBPCE Assurances Production Services（BPCE APS)に対して保有する株式60％を買い取った。これらの企業はともに全部連結

された。

・以下の資産運用会社の連結

-　Alliance entreprendre

-　Dahlia partners

-　Seventure partners

-　Euro private equity S.A.

-　Dorval Finance、2014年第３四半期における当該企業の株式25.1％の追加取得後の連結。のれんの一部20.8百万ユーロは、当該

取得時に認識された。

・以下の企業の連結

-　NGAM Uruguay

-　NAM US

-　AEW value investors Asia II GP Limited

-　Seeyond Multi Asset Allocation Fund

-　NGAM Mexique

・以下の企業は、カナダのNexGenがそれぞれの株式の100％を取得することで新規連結された。

-　NexGen Financial Corporation

-　NexGen Financial Limited Partnership

-　NexGen Limited

-　NexGen Investment Corporation

-　NexGen Ontario Inc.

この取得により、9.6百万ユーロののれんが発生した。

・2014年１月１日に適用したIFRS第10号に従い、Natixis Assuranceが大部分を投資していた、ユニット・リンクの保険契約である以下

の５つのファンドを連結

-　Fructifonds profil 3

-　Fructifonds profil 6

-　Fructifonds profil 9

-　Zelis actions monde

-　Odeis 2006 PR

連結対象から除外された企業

・2014年第２四半期におけるOdeis 2006 PRファンドの清算

・ Hansberger活動の売却

3.2.3 専門金融サービス

新たに連結対象となった企業

・ Natixis Loan Funding（NLF)証券化ファンドの設立。このファンドは、ナティクシスの事業分野からの貸出金に裏付けられた発行を

行う。
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3.2.4 金融投資

Coface

新たに連結対象となった企業

・再保険会社のCoface Re

・ Cofaceのイスラエル支店

プライベート・エクイティ

連結対象から除外された企業

・連結の閾値を下回ったことによる、2014年１月１日現在における以下の企業の連結除外

-　Natixis Private Equity International Singapour

-　Natixis venture sélection

-　NEM invest S.A.S.

3.3 子会社に対する持分

3.3.1 重要な非支配持分

2014年12月31日現在、非支配持分に重要性がある主要な子会社は、Coface及びBPCE Assurancesである。

    2014年12月31日現在

（単位：百万ユーロ） 非支配持分 企業の財務情報要約

企業名 設立地

非支配持

分に対す

る持分割

合

非支配持分

に対する支

配割合（差

がある場

合）

非支配持

分の株主

に帰属す

る当期損

益

子会社に

おける非

支配持分

の金額

非支配持分

の株主に対

する支払配

当

資産総

額

債務総額

（負債及び

資本）

当期純

利益

利益

合計
*

Coface フランス 58.74% 58.74% 34 1,104 1 6,587 4,863 125 163

BPCE

Assurances フランス 40.00% 40.00% 21 132 - 1,506 1,175 52 73

その他企業    21 53 8     

合計    76 1,289 9     

 *　
包括利益には、当期純利益／（損失）及び資本直入された損益が含まれる。

 

 

2013年12月31日現在、非支配持分は45百万ユーロである。

3.3.2 2014年12月31日現在で支配を維持している子会社に対する持分割合の変更による影響

2014年度において、ナティクシスは子会社であるCofaceへの支配を留保しつつ、Cofaceに対する投資を処分した。以下の表は、この取

引がナティクシスの株式資本に及ぼす影響を示している。

 

2014年12月31日現在

   資本持分割合の変更による影響

（単位：百万ユーロ）

期首時点での

グループ持分割合

（％）

期末時点での

グループ持分割合

（％）

グループ持分

（処分に係る損

益）

非支配持分の割合

（投資の変動）

ナティクシスによる、非支配株主の投資の買取り - - - -

ナティクシスによる、投資の一部処分     

Coface 100.00% 41.26% (135) 1,062

 

2013年12月31日現在

2013年度において、重要な取引は計上されなかった。

3.3.3 当期中の企業に対する支配の喪失による影響

2014年12月31日現在

そのような取引は計上されなかった。

2013年12月31日現在

以下の表は、支配の喪失が当期純利益に与える影響を示す（組成された企業を除く）。

     損益
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（単位：百万ユーロ）

期首時点での

グループ持分割

合（％）

期末時点での

グループ持分割

合（％） 連結除外日

留保される

投資の価値

損益計算書上の

その他の資産

に係る純損益

そのうち、留

保する投資の

再評価による

利得又は損失

以下の子会社に対する支配の損失       

BP Développement 37.81% 37.81% 2013年6月30日 274 - -

 

2013年度において、BP Développementのガバナンスに対して変更がなされた後、ナティクシスは当該企業に対する支配を喪失した。こ

の投資は留保されていたため、支配喪失日における当該投資の公正価値での再評価による利得又は損失で損益に認識すべきものは発生

しなかった。

3.3.4 重要な制限

ナティクシスは、流動性リスク監督の対象となっているため、流動性プールの設置が要求されており、当該プール内の資産の使用は制

限されている（登録届出書の第３章「リスク管理及び自己資本」の第 3.8.4節「流動性リスク及びリファイナンス戦略」（訳者注：原

文の章及び節））を参照のこと）。

さらに、流動性及びソルベンシーに関する現地の規制の対象となる企業もある。

抵当に入り自由に使用できない資産については、登録届出書の第３章「リスク管理及び自己資本」の第 3.8.4節「流動性リスク及びリ

ファイナンス戦略」（訳者注：原文の章及び節）に記載されている。

為替管理が適用されている国も複数あるものの、当期中において、ナティクシスは困難なくそれらの国に所在する子会社の配当を移転

することができた。

3.4 パートナーシップ及び関連会社に対する持分

3.4.1 ナティクシスが扱うパートナーシップ及び関連会社の種類

パートナーシップ（共同支配事業及び共同支配企業）

Natixis Financementは、貸出機関（Banque Populaire bank又はCaisse d’Epargne）との共同支配事業（SEP）の形式で、パートナー

シップの株主となっている。これらのSEPは、以下の組成、分配、マーケティング、管理及び法廷外での回収を目的としている。

・ Banque Populaire又はCaisse d’Epargneネットワークが付与した個人返済ローン

・ Natixis FinancementがBanque Populaire又はCaisse d’Epargneネットワークの顧客に付与したリボルビング信用商品

これらのパートナーシップを通じて、さまざまな関連会社が人材、物的資源及びスキルを提供している。これらの関連会社は、当該企

業が使用可能な資産又は権利の所有権を維持している（当該企業が清算される場合も同様である）。当該企業の損益は、法令で定めら

れる配分規準に従って分配される。SEPの関連性のある活動に関する判断は、全員一致での決定によりなされる。これらのパートナー

シップはIFRS第11号に定められる共同支配事業である。

ナティクシスが保有する共同支配企業に対する持分で、ナティクシスの連結財務諸表に重要な影響を及ぼすものはない。

関連会社

2014年12月31日現在、ナティクシスが持分法を用いて連結する主要な投資は、EDF Investment Group（EIG)の企業である。この企業

は、IFRS第11号が初度適用された2013年12月31日現在で「共同支配企業」の定義を満たしていた。2014年上半期におけるガバナンスの

変更に伴い、当該企業は現在「関連会社」の定義に分類されている。

関連会社に対する投資の要約

■2014年12月31日現在

（単位：百万ユーロ）
関連会社に対する

投資の価値 当期純利益 資本直入された損益

共同支配企業    

関連会社 684 40 17

EDF Investment Group（EIG）
* 532 21 1

その他の企業 153 19 17

合計 684 40 17

*
2014年12月31日現在の保有割合及び議決権割合はそれぞれ4.49％である。

 

■2013年12月31日現在（IFRS第11号プロフォーマ）

（単位：百万ユーロ）
関連会社に対する

投資の価値 当期純利益 資本直入された損益
 

 
共同支配企業    

 
EDF Investment Group (EIG)

* 526 13 (1)

 
関連会社 140 21 (7)

 
合計 666 34 (8)

*
2013年12月31日現在の保有割合及び議決権割合はそれぞれ4.49％である。
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 EDF Investment Group（EIG）
*

（単位：百万ユーロ） 2014年12月31日現在

評価方法 関連会社

受取配当 24

主な合算項目  

資産合計 12,509

負債及び株主資本合計 664

損益計算書  

　営業純利益 510

　法人所得税 (72)

　当期純利益 438

資本直入された損益 19

3.4.2 重要な共同支配企業及び関連会社の要約財務情報

重要な影響力の下にある重要な関連会社及び共同支配企業に関する要約財務データを以下に示す。

*
 2014年12月31日現在でEUにより採択されたIFRS及び注記５に記載のナティクシスの連結財務諸表に適用される会計原則及び評価方法に従い、同日に作成

されたEIGのデータ。

 

以下に、持分法に基づく帳簿価額の財務情報に係る調整表を示す。

 EDF Investment Group（EIG）

（単位：百万ユーロ） 2014年12月31日現在

関連会社株式 11,845

保有割合 4.49％

関連会社資本に対するナティクシス持分 532

のれん -

その他 -

関連会社に対する投資の価値 532

3.4.3 制限の性質及び範囲

関連会社及び共同支配企業に対して当行グループが保有する持分に関する重要な制限はなかった。

3.4.4 企業が保有する共同支配企業及び関連会社に対する持分に関連するリスク

当期中、持分法の適用に関して、共同支配企業又は関連会社に係る未認識損失の持分はない。
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注記４組成された企業
 

組成された企業とは、誰が企業を支配しているのかの決定に際して、議決権又は類似の権利が決定的な要因とならないように設計され

た企業（例えば、あらゆる議決権が管理業務のみに関係しており、その関連性のある活動が契約上の取決めによって支持される場合な

ど）である。

組成された企業は一般に、以下の特徴の1つ又はそれ以上を有している。

・ 制限された、及び狭く明確化された活動及び目的

・ 資本が少ない又は存在しない、すなわち劣後的な財務的支援なしにその活動資金を調達するには不十分である

・ 信用あるいはその他のリスクの集中（トランシェ）を生み出す、複数の契約上連関した金融商品の形での資金調達

・ 従業員がほとんど、あるいは全く存在しない

4.1 ナティクシスが取引を行っている組成された企業の範囲

4.1.1 一般原則

IFRS第12号に従い、ナティクシスが関与を有し、以下の役割の1つ又はそれ以上を果たすすべての組成された企業に関する情報を開示す

る。

・ オリジネーター／組成者／アレンジャー

・ 募集代理人

・ 関連性のある活動の管理者、又は

・ 取引の組成又は管理に対してナティクシスが決定的な影響を及ぼすその他の役割

他の企業への関与とは、企業を他の企業の業績に関連する変動リターンのリスクにさらす契約上又は非契約上の関係を意味すると理解

される。他の企業への関与は、特に資本性金融商品又は債務証券の保有並びに、資金の提供、証券担保貸付、信用補完、及び保証又は

仕組みデリバティブの発行などのその他の関連によって証明できる。

したがって、以下は連結範囲(IFRS第10号)又は追加情報の開示に該当する範囲(IFRS第12号)に含まれていない。

・継続中の取引を通じてのみナティクシスに関係する組成された企業。これは、組成された企業のリターンの変動性に対して一般に重

要な影響を持たず、ナティクシスが、組成された企業とも又は伝統的に統治されている企業とも同様に締結することが可能である組

成されていない金融商品に対応する。継続中の取引は通常以下のとおりである。

- バニラ固定利付／通貨デリバティブ、その他の原資産のデリバティブ並びに証券及びレポの貸付／借入

- ファミリーSCI又は特定の保有先に対して付与された保証及びプレーンバニラの資金提供

・ナティクシスが単なる投資者として行動する外部の組成された企業。これには以下が含まれる。

- ナティクシスによって管理されていない外部のミューチュアルファンドへの投資（ナティクシスが実質的にすべての持分を所有す

るものを除く）

- ナティクシスが単なる少数投資家として行動する外部の証券化ビークルへの関与（金融安定化フォーラム（Forum de stabilité

financière：FSF）によって勧告されたとおり、当該ファンドへのエクスポージャーは、エクスポージャーに関して開示された

情報に含まれている。）

- ナティクシスが単なる少数投資家として行動する不動産ファンド及び外部のプライベート・エクイティ・ファンドへの制限された

範囲での関与

ナティクシスが取引を行っている組成された企業は、ストラクチャード・ファイナンスの一環として創設された企業、資産運用ファン

ド、証券化ビークル及びその他の種類の取引のために設立された企業の4グループに分類される。

IFRS第10号に準拠して、組成された企業の連結分析は第2.2.1項で参照されるすべての要件を考慮して実施された。

4.1.2ストラクチャード・ファイナンス取引

（航空、海上若しくは陸上輸送に関わる）動産、不動産、企業の取得（LBOファイナンス）又はコモディティのファイナンス上の要件に

対応するため、ナティクシスは、顧客に代わって特定の金融取引をめぐって組成された企業の創設を要求されることがある。

これらの仕組には、自動操縦のメカニズムが一般に実施されている。リース契約の場合、収益が常にゼロになるように取引が組成され

なくてはならない。したがって、保証が行使された後で資産に対する権利を処分するべく、デフォルト事象の場合にのみ組成された企

業の収益を修正できる。デフォルト事象が発生した場合には、ナティクシスは単独で又は銀行シンジケートの代理人を通じて資産を売

却するパワーを有する。この権利は、ナティクシスが貸付契約の下で支払われるべき残高の金額を上回って売却からの収益を享受する

ことはないため、保護権に相当する。したがって、ナティクシスは当該企業の関連性のある活動に対してパワーを有していない。

これらの仕組に自動操縦のメカニズムがない場合、関連性がありリターンを生じさせる活動を監視するのは一般的にはスポンサーであ

る。前述のとおり、ナクティシスの貸手としての権利は、当該債権の金額に限定される保護権である。したがって、ナティクシスは当

該企業の関連性のある活動に対するパワーを有していない。

加えて、ナティクシスがかかる企業の株主となっていることはまれであり、また株主である場合には、ナティクシスは一般に非支配持

分を保有している。ナティクシスが単独の貸手又は過半数株主となっている企業の数は限られており、これらはナティクシスの連結財

務諸表に重大な影響を及ぼしていない。
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4.1.3資産運用取引

ミューチュアルファンド

1. 保証されていないミューチュアルファンド

ミューチュアルファンドの場合において、関連性のある活動は、ファンド資産に含まれる証券に関係する投資及び負の投資活動であ

る。これらの活動は、投資家に代わりNGAM及びBanque Privée 1818の管理会社によって裁量権のある形で運用されている。

NGAM及びBanque Privée 1818のマネージャーとしての報酬は、投資家のために生み出されるリターンと比べてわずかである。実際には、

資産運用活動は競争が激しい国際的な市場で行われるため、管理及び成功報酬は市場で入手され、提供されたサービスと一致してい

る。

第三者に保有される権利（例えば、撤退又はファンドの償還／清算の権利）がない場合、NGAM及びBanque Privée 1818によって管理され

るミューチュアルファンドの支配は、ナティクシスの連結範囲内の企業又は事業分野が有する関与を合わせて評価されている。

・ マネージャーとして、NGAM及びBanque Privée 1818は当該ファンドに投資はせず、一般的にいくつかの持分のみを所有する。

・ Natixis Assurancesは保険子会社を通じてミューチュアルファンドの持分を取得する可能性がある。これらの持分は、ユーロ建て又

はユニット・リンクの保険契約の形で引受けられている。

- ユーロ建て契約は、被保険当事者が最低保証リターンに加えて保険会社の主要なファンドによって生み出される剰余金の大部分を

受取る契約である。ファンドのリターンと最低保証リターンの間の不足額は保険会社が負担しており、よって保険会社は当該リス

クを負担している。

- ユニット・リンク契約は、被保険当事者が、保険会社が自身に代わって投資するファンドを選択する契約である。かかるファンド

に対する保険会社の持分の価値は保険契約に反映されている。ユニット・リンク契約に相当する被投資ファンドは、SIC第12号に

基づいて連結されていなかったが、現在はすべての支配規準が累計で満たされ、当該ファンドが重要な影響を有する場合には、

IFRS第10号に基づいて連結されている。

・ その他のナティクシス企業及び事業分野は、主に現金投資の必要性を満たすことを目的として、少数持分を保有する場合がある。

ファンドは以下の場合、連結の対象である。

・ ナティクシスが本人として行動している場合、すなわち、ナティクシスがマネージャーであり且つ限られた人数によって解任不能

で、またナティクシスが当該ファンドを支配していると結論付けることが出来るほど充分に大きい重要性のある関与を有している場

合、又は、

・ ナティクシスはマネージャーではないが実質的にすべての持分を保有している場合

2. 保証されているミューチュアルファンド

ナティクシスは、特定のミューチュアルファンドの資本及び／又は業績を保証している。当該パッケージファンドは、パッシブ運用の

ファンドである。仕組が当初に創設された時点で、その仕組はファンドの全運用期間にわたって固定される。NAM管理会社による当該

ファンドの厳格な運用並びに、組成時及びファンドの運用期間を通じたモニタリングにおける強固なリスク統制システムが功を奏し、

ナティクシスのマイナスの変動リターンに対するエクスポージャーは比較的限定的である。当該統制は保証の発動リスクを著しく制限

する。

保証されていないミューチュアルファンドと同様に、ナティクシスが本人として行動している場合、すなわち、ナティクシスが解任不

能なマネージャーとして行動し、重要な関与を有する場合は常に、保証されているミューチュアルファンドはIFRS第10号の下で連結対

象となる。

不動産ファンド

当該ファンドの関連性のある活動は、不動産資産の投資及び負の投資に関わる活動である。当該ファンドは、投資家に代わってNGAMの

管理会社（AEW Europe、AEW Growth Managementなど）によって運用されている。

報酬に関しては、ナティクシスが受け取るリターンには、管理会社として受け取る収益（管理報酬、成功報酬など）及び投資家として

受け取る収益（配当）がある。

ファンドは、ナティクシスが本人として行動している場合、すなわち、ナティクシスがマネージャーであり、限られた人数によって解

任不能で、重要な変動リターンを有する場合、連結対象である。

 

プライベート・エクイティ・ファンド

プライベート・エクイティ業務の一環として、ナティクシスは、ベンチャー・キャピタル・ビークル（ベンチャー・キャピタル・ファ

ンドであるFonds Communs de Placement à Risque（FCPR）及びベンチャーキャピタル会社であるSociétés d’Investissement à

Capital Risque（SICAR））並びに当行が一般に管理してきたリミテッド・パートナーシップを通じた非上場企業に対する持分投資を

行っている。

プライベート・エクイティ・ファンドに適用されるIFRS第10号に基づく連結の分析要件は、不動産ファンドに適用されるものと同じで

ある。ファンドは、ナティクシスが本人として行動している場合、すなわち、ナティクシスがマネージャーであり、限られた人数に

よって解任不能で、重要な変動リターンを有する場合、連結対象である。

4.1.4 証券化取引

証券化ビークル

証券化取引は一般に、信用リスクを示している資産又はデリバティブを分別するために用いられる組成された企業の形で構成されてい

る。

かかる企業の目的は、最も多くの場合、引受けるリスクの水準に基づく特定の水準の報酬を求める投資家による取得を視野に入れて、

基礎となる信用リスクを分散及びトランシェ化することである。
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これらのビークルの資産、及びこれらが発行する負債は、売却される各トランシェに関連するリスクの水準と帰属する格付けの間の適

合性を継続的に監視している格付け機関によって格付けされる。

ナティクシスが関わり、組成された企業を使った証券化には以下の種類がある。

・ ナティクシス（又は子会社）が、資産ポートフォリオの一つに関連する信用リスクを、現金又は合成の形で専用のビークルに移転す

る取引

・ 第三者に代わる証券化取引。当該取引は、第三者の会社の資産を専用の仕組（一般に特別目的事業体（SPE)又はコンデュイット）に

置くことにある。SPEは株式を発行するが、その株式は場合よっては投資家によって直接引受けられるか、又は短期満期「債券」

（財務省債券又はコマーシャルペーパー）を発行することによって株式の購入をリファイナンスするマルチセラー・コンデュイット

によって引受けられる。

ナティクシスは、主として以下の立場で当該企業に関与している。

・ 証券化取引の組成者／アレンジャー

・資産として保有され、証券化を待っている証券又は貸出のオリジネーター

・ 市場と証券化事業体の間における信用リスクの仲介業者

また、ナティクシスはMagentaとVersaillesの２つのABCP（Asset-Backed Commercial Paper（資産担保コマーシャルペーパー））コン

デュイットのスポンサーである。

取得した債権の選択及び運用並びに発行プログラムの管理における顕著な役割を踏まえると、ナティクシスはリターンの金額に影響を

及ぼすことを可能とする当該コンデュイットの関連性のある活動に対するパワーを有していることから、Versaillesコンデュイットは

連結されている。

対照的に、ナティクシスはMagentaコンデュイットの関連性のある活動を決定するパワーを有する経営機関の一部ではないため、

Magentaコンデュイットはナティクシスの財務諸表では連結されていない。

CDO資産運用の仕組の管理

NGAMのサブグループは、第三者の投資家に係る基礎となるポートフォリオのマネージャーとして、かかるファンドに関与している。そ

の役割はポートフォリオ運用契約によって厳密に定義されており、当該仕組に対する実質的な支配が与えられることはなく、むしろ代

理人としての役割が与えられている。さらに、NGAMもその他のナティクシスの企業も、これらのファンドの重要な持分を保有していな

い。よって、ナティクシスはリターンの変動性に著しくさらされていない。結果として、2014年12月31日現在でかかるファンドは連結

されなかった。

信用保険（COFACE）

Cofaceのサブグループの信用補完業務は、事前に規定された額を超過する損失について組成された企業を通じ投資家のために第三者に

より証券化された受取債権の付保から成っている。ドイツ支店であるCoface Deutschlandによって結ばれる契約と、Compagnie

Française d’Assurance pour le Commerce Exterieurによって結ばれる契約の区別を行わなければならない。

・ ドイツの契約の下で、信用保険会社は、総合初期損失と呼ばれる控除免責金額を超過する損失にのみ責任を負う。この初期損失は、

信用保険会社によって補償されない初期損失の額を契約上定義している。Coface Kreditがこれらの契約を通じて提供する補償範囲

は、「自然災害」型の補償範囲に類似している。これらの仕組の分析は、初期損失の額が見積損失、すなわち１年間にわたって見積

られる平均損失より組織的に大きいことを示している。さらに、組成された企業の活動は、保護の売手でしかない信用保険会社に代

わって実施されない。Coface Kreditは証券化の仕組のスポンサーではない。Coface Kreditは組成された企業の活動の決定及び運営

又は経営管理においていかなる役割も果たさない。Coface Kreditは、（ポートフォリオを構成する債権の選択、債権の運用など

の）証券化ビークルの関連性のある活動に対するパワーを有していない。パワー及びリターンに対する重大なエクスポージャーの要

件が満たされていないため、これらのファンドは連結の対象ではない。

・ Cofaceによって結ばれるフランスの契約に、補償されない「初期損失」が含まれることはまれである。しかしながら、当該契約は、

SPEが保有する受取債権のごく一部のみを補償している。さらに、Cofaceによって補償されるポートフォリオ・リスクの質は、その

他の利害関係者（その他の保険会社、スポンサー、売手）が負担するポートフォリオ・リスクと比べて、当該仕組のリスクの大半を

Cofaceに移転させるものではない。加えて、Coface Franceは組成された企業の活動の決定及び運営又は経営管理においていかなる

役割も果たさない。保証が発動した場合、Cofaceは保護権に対応したパワーのみを有している。実際に、Coface Francehは証券化

ビークルの関連性のある活動に対していかなるパワーも有していない。従って、かかるファンドの連結は要求されない。

4.1.5 その他の取引

・ ナティクシスは、営業用不動産及び非営業用不動産を管理することを目的とした一定数のビークルを支配している。関連性のある活

動は主に、株主へのリターンの源泉としての不動産の管理である。ナティクシスは通常、これらの活動に対するパワーを有してい

る。かかるSPEは、ナティクシスが重要な関与を有した時点で、ナティクシスの連結財務諸表において重要性がある場合に連結され

る。

・ Natixis Leaseのサブグループは、不動産資産を所有する一定数のSPEを所有している。これらのうちの３つはナティクシスが関連性

のある活動に対するパワーを有し、リターンの変動性に著しく晒される範囲において連結されている。

・ CEGCは事業分野の営業用不動産を保有する２つのSCIを支配している。CEGCはまた、不動産資産を所有する３つ目のSCIを支配してい

る。

・ Natixis Coficinéは、以下と関係を有している。

- 映画製作を主催するためにプロデューサーによって作られた組成された企業。Coficinéは貸手としてのみ関与している。Coficiné

は、プロデューサーによって完全所有されている当該企業に対して持分を有していない。活動はプロデューサーの権限内にあるた

め、Coficinéは当該企業の運営に参画していない。Coficinéひいてはナティクシスも、これらの組成された企業の関連性のある活

動に対するパワーを有しておらず、IFRS第10号の下の支配を有していない。

- 映画業界金融会社（SOFICA)。ナティクシスはこれらのSOFICAの重要性のない持分を保有しており、提供されるサービスに応じた

市場レートでの管理報酬を受け取っている。ナティクシスはこれらの組成された企業に対するその他の関与を有していない。従っ

て、IFRS第10号の下の連結の対象ではない。

EDINET提出書類

ナティクシス(E15244)

有価証券報告書

260/617



4.2非連結の組成された企業に対して有する関与

以下の表は、(ⅰ)組成された企業に対してナティクシスが有する関与の簿価及び（ii）これらの関与に帰属する損失リスクに対する最

大エクスポージャーを示している。

組成された企業の規模に関しては、以下の表に記載されたデータは活動に応じて変動する。

・ 証券化に関しては、貸借対照表の負債における発行額合計である。

・ 資産運用に関しては、ファンドの純資産である。

・ ストラクチャード・ファイナンスに関しては、プール中の銀行からの借入金残高（借入残高）である。

・ その他の活動に関しては、資産合計である。

最大リスクエクスポージャーは、貸借対照表の資産に計上された関与の金額及び供与されたコミットメントから、負債に計上された偶

発損失引当金及び受取保証を控除した金額に相当する。

・ 「デリバティブの名目金額」項目は、ナティクシス及び組成された企業が合意したオプション及びCDS売却の名目金額に対応する。

・ 受取保証とは、組成された企業に関連するエクスポージャーをカバーするために第三者によってナティクシスに対して付与された保

証である。「受取保証」の表示項目に含められるのみであり、資産項目から控除されない。
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（単位：百万ユーロ）

2014年12月31日現在

証券化 資産運用

ストラクチャー

ド・ファイナン

ス その他の活動 合計

純損益を通じて公正価値で測定される金融資産 303 5,523 1,069 1 6,897

トレーディング目的デリバティブ 144 132 119 1 397

トレーディング目的商品（デリバティブを除く） 140 1,528 151 - 1,819

純損益を通じて公正価値で測定される金融商品 19 3,863 799 - 4,681

売却可能金融資産 183 2,272 45 27 2,527

貸出金及び債権 2,507 1,604 11,092 1,142 16,345

満期保有金融資産 - - - - -

その他の資産 54 62 9 31 157

資産合計 3,047 9,462 12,214 1,202 25,925

純損益を通じて公正価値で測定される金融負債

（デリバティブ） 59 112 27 4 201

引当金 - - 8 5 13

負債合計 59 112 35 8 214

供与された貸出コミットメント 3,962 451 1,533 757 6,702

供与された保証 511 8,340 645 5 9,501

受取保証 2 911 10,263 - 11,177

オプション及びCDS売却の名目金額 1,621 - 1,679 65 3,365

損失リスクに対する最大エクスポージャー 9,140 17,342 5,799 2,023 34,304

組成された企業の規模 34,507 117,578 50,843 4,508 207,437

 

資産運用企業に関しては、供与された保証は、ミューチュアルファンドに対して付与された資本及び／又は業績の保証に対応している

（注記4.1.3参照）。

4.3ナティクシスが単にスポンサーとして関与している非連結の組成された企業

IFRS第12号の下で開示が要求される情報に関して、ナティクシスが組成された企業のスポンサーであるのは、以下の２つの指標が共に

満たされた場合である。

ナティクシスは組成された企業の創設及び組成に関与している。ナティクシスは当該組成された企業へ資産を移転することにより又は

当該組成された企業の関連性のある活動を管理することにより、企業の成功に貢献している。

ナティクシスの参加が単にアドバイザー、アレンジャー、保管機関又は募集代理人としてである場合、ナティクシスは当該組成された

企業のスポンサーではないと推定される。

ナティクシスは以下についてスポンサーの役割を果たす。

・ナティクシスの管理会社によって創始され、ナティクシスが持分及びその他のいかなる関与も有していないミューチュアルファン

ド。報告される収益は、ナティクシスが受領する管理及び成功報酬並びにこれらのファンドとの継続的取引から生じる損益を含む。

・ナティクシスが第三者と共に創設した、証券化ビークルへの不動産貸出金の組成及び販売から成る米国の活動で、ナティクシスが関

与を有していないもの。報告された収益は、組成報酬及び債権の割当によるキャピタル・ゲイン及びロスを含む。

 

（単位：百万ユーロ）

2014年12月31日現在

証券化 資産運用 合計

企業から引き出された収益 46 927 973

利息控除後収益  2 2

報酬及び手数料控除後収益  916 916

純損益を通じて公正価値で測定される商品に係る純損益 46 9 55

当期企業から移転された資産の帳簿価額
＊

1,085  1,085

＊　これらのビークルに移転された資産の簿価は、2014年度中にナティクシスによって売却された資産に対応している。一方ですべての投資家による売却

金額に関する情報は入手不可能である。

 

4.4組成された企業に対する財務支援

ナティクシスは、連結又は非連結の組成された企業に対して、財政的困難という状況でのいかなる財務支援も行わなかった。
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注記５会計原則及び評価方法
 

5.1 金融資産及び負債（デリバティブを除く）

当初認識にあたり、金融資産及び負債はその当該日における取得価格に対応した公正価値で測定される。その後の会計処理は、貸借対

照表における分類によって異なる。IAS第39号に従い、金融資産は、以下に示された金融資産の４つの区分のいずれかに分類される。

純損益を通じて公正価値で測定される金融資産

これらは、トレーディング目的で保有されているか、又は当初認識にあたり、（2005年６月にIASBによって公表され、2005年11月15日

にEUによって採用された）IAS第39号に係る公正価値オプションの修正に従い純損益を通じて公正価値で測定される資産として指定され

た金融商品である。

トレーディング目的で保有されている有価証券とは、ナティクシスが主として短期間で売却するために取得した有価証券、及び一括し

て管理され、最近の実際の短期的な利益確定パターンの証拠がある金融商品のポートフォリオの一部を成している有価証券である。

このオプションの下で評価される有価証券は、以下の３つの区分のいずれかに分類される。

•　１つ以上の重要且つ分離可能な組込デリバティブ特性を含むハイブリッド商品

•　公正価値に基づいて評価及び管理される金融資産のグループに属する金融商品

•　関連する金融負債の会計処理において不整合が生じている金融商品

注記２に示されているとおり、ナティクシスはIAS第28号及びIAS第31号によって提供されたオプションを用いること、すなわち、「純

損益を通じて公正価値で測定される金融資産」として指定されている場合に、プライベート・エクイティ子会社が保有する持分を、持

分法を用いて会計処理しないことを選択している。また、公正価値オプションの修正に従い、20％未満を所有するプライベート・エク

イティ投資も、これらの投資の公正価値での管理及び測定はプライベート・エクイティ会社において十分に確立された実務であること

から、「純損益を通じて公正価値で測定される金融資産」として認識されている。

純損益を通じて公正価値で測定される金融資産は当初認識にあたっては市場価値で測定され、取引は損益計算書において認識される。

市場価値は、その後の各報告日現在で、注記5.6「金融商品の公正価値」に要約された原則に従い見直される。未収利息を含む変動は、

連結損益計算書の「純損益を通じて公正価値で測定される金融商品に係る純損益」に計上される。

満期保有金融資産

これらは、当初認識にあたって純損益を通じて公正価値で測定される資産（公正価値オプション）又は売却可能資産として指定された

金融資産、並びに貸出金及び債権の定義を満たす金融資産を除いた、固定又は決定可能な支払額及び確定満期日を有し、且つナティク

シスが満期まで保有する明確な意思及び能力を有する非デリバティブ金融資産である。

当初認識にあたり、売却可能金融資産は、取引コストを含めて公正価値で測定される。当初認識の後、貸出金及び債権は実効金利法を

用いて償却原価で測定され、各報告日現在で減損テストされる。必要な場合、減損損失が「貸倒引当金繰入額」において損益に認識さ

れる。これらの有価証券に係る金利リスクのヘッジを目的とした取引は、IFRSの下において認められていない。

貸出金及び債権

貸出金及び債権とは、純損益を通じて公正価値で測定される資産又は売却可能資産として指定された金融資産を除いた、固定又は決定

可能な支払額を有し、且つ活発な市場で取引されていない非デリバティブ金融資産である。これには保有者が信用の低下以外の理由で

当初の投資の過半数を回収することのできない資産は含まれず、かかる資産は売却可能資産に分類されるべきである。当行グループが

供与する貸出金の大部分はこの区分に分類される。貸出金及び債権には、この区分に分類された資産のヘッジされた構成要素の公正価

値も含まれる（公正価値ヘッジ）。

当初認識にあたり、貸出金及び債権は公正価値（すなわち、額面価額）と取引コストの合計から割引及び取引収益を差引いた額で測定

される。貸出金の場合、取引コストには手数料及び当該貸出金の設定に直接帰属する費用が含まれる。

当初認識の後、貸出金及び債権は実効金利法を用いて償却原価で測定され、各報告日現在で減損テストされる。必要な場合、減損損失

が「貸倒引当金繰入額」において損益に認識される。

貸出金が市場金利を下回る金利で供与される場合、当該貸出金の額面価額と市場金利で割引かれた将来キャッシュ・フローの合計の間

の差額に対応する割引が、当該貸出金の額面価額から控除される。市場金利とは、大部分の金融機関が任意の時点で類似の特性を持つ

金融商品及び取引相手方に適用する金利である。
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売却目的シンジケートローンの持分に関する特定事例

報告日現在で理論上のシンジケーション日が満了していた実行済貸出金は、報告期間末現在で観察された市場割引を考慮するため、個

別に分析された。当期に認識された割引の変動は「売却可能金融資産に係る純損益」に示されている。

「貸出金及び債権」に分類変更された資産に関する特定事例

「貸出金及び債権」には、当初純損益を通じて公正価値で測定される資産又は売却可能資産に分類されたが、後に、2008年10月13日に

公表されたIAS第39号及びIFRS第７号の修正「金融資産の分類変更」に定められた条件の下で、「貸出金及び債権」に分類変更された非

デリバティブ金融資産も含まれる。この修正に従い分類変更される資産は、分類変更日現在で貸出金及び債権の定義を満たしており、

すなわち、活発な市場で取引されていないか、又は分類変更日現在ですでに活発な市場で取引されなくなっていた。この修正に従い分

類変更された資産を、短期間で売却する目的で保有することはできない。

金融商品は、分類変更日現在の公正価値に基づいて分類変更される。この額と企業が分類変更日現在で回収を予想する見積キャッ

シュ・フローの間の差額が、当該日の実効金利に基づき、当該金融商品の予想満期にわたって純収益として認識される。分類変更の

後、当該資産は実効金利法を用いて償却原価で測定され、各報告日現在で減損テストされる。結果として生じた減損損失は、「貸倒引

当金繰入額」において損益に認識される。

その後の期間に減損損失の額が減少し、当該減少が減損の認識後に発生した事象に客観的に関連付けられる場合、過去に認識された減

損損失の全部又は一部が戻入れられる可能性がある。

分類変更日現在の将来キャッシュ・フローの見積りがその後の報告期間に上方修正された場合、影響額は見積りの変更日現在で実効金

利の調整として会計処理される。

「売却可能金融資産」から「貸出金及び債権」に分類変更された金融商品に関連して純損益に振替えられるべき剰余金は、分類変更日

現在の水準に固定され続ける。対象となる額は、実効金利法を用いて当該資産の残存耐用年数にわたって純損益に振替えられるか、又

は当該金融商品が分類変更以降減損若しくは売却された場合、直ちに純損益に振替えられる。

分類変更された金融資産の帳簿価額は注記6.7.2に示されており、また公正価値は注記6.7.8に開示されている。

債務者の財政状態に起因してリストラクチャリングされた貸出金の特定事例

「リストラクチャリングされた」貸出金は、ナティクシスが、財政的困難に直面している、又は直面する可能性の高い借手に対して与

えた譲歩に関わる修正条件を伴う貸出金に相当する。それらは、ナティクシスが与えた譲歩及び借手に生じている財政的困難の結合の

結果である。

「リストラクチャリングされた」貸出金の修正条件は、借手をより有利な状況に置くものでなければならず（例えば、利息又は元本の

支払の一時停止、返済期間の延長等）、既存契約の条件を修正する改訂の使用又は既存貸出金の全部又は一部のリファイナンスにより

確定される。

財政的困難は、30日以上延滞の金額又はリスク格付等の複数の要件を観察することにより判断される。財政的困難は取引相手方がバー

ゼルの債務不履行カテゴリーに降格する前に対処されることから、貸出金の「リストラクチャリング」により、必ずしも取引相手方が

バーゼルの債務不履行カテゴリーに分類される結果にはならない。

実質的に異なる資産（資本性金融商品など）に全面的若しくは部分的に転換されたか、又は取引相手方の変更を生じさせるようなリス

トラクチャリングされた貸出金については、以下が行われる。

•　新たな金融商品は公正価値で計上される。

•　認識中止された貸出金（又は貸出金の一部）の簿価と交換により受取った資産の公正価値の間の差額は、貸倒損失として計上され

る。

•　貸出金が新たな資産に転換された場合、当該貸出金に対して計上された過去の引当金は当該貸出金の認識中止されない部分からの新

たな回収可能キャッシュ・フローの割引現在価値に基づいて調整され、全額が戻入れられる。

売却可能金融資産

売却可能金融資産には、貸出金及び債権、満期保有投資又は純損益を通じて公正価値で測定される金融資産に分類されない非デリバ

ティブ金融資産が含まれる。この区分の資産には、非連結会社に対するナティクシスの投資が含まれる。この区分に分類される有価証

券の当初認識は市場価値ベースで行われる。そして報告日においては、上場金融商品に係る市場価格に基づいて決定された市場価値で

再測定される。

非連結の上場投資の公正価値は、その報告日前における最新の市場価格に対応している。非連結の非上場投資の公正価値は、P／E（株

価収益率）若しくはDCF（割引キャッシュ・フロー）評価法、又は（再評価後若しくは再評価前の）資本に対する持分を用いて入手され

る。

ヘッジされていない売却可能金融資産の公正価値の変動（収益を除く）により生じる損益は、「資本直入された損益」として資本にお

いて直接認識される。未収収益又は稼得収益は、損益計算書の「受取利息及び類似収益」において実効金利法を用いて認識される。売

却可能金融資産は各報告日現在で減損テストされる。資産が減損しているという客観的な証拠があり、公正価値の減少がすでに資本に

おいて直接認識されている場合、減損損失累計額は資本から除外され、「貸倒引当金繰入額」（負債性金融商品）又は「純収益」（資

本性金融商品）として損益に振替えられる。

特に負債性金融商品の場合、減損の客観的な証拠があるかどうかの決定は、複数規準のアプローチ及び独立の専門家の意見に基づいて

いる。減損の証拠には以下が含まれる。

•　負債性金融商品：利息又は元本の支払不履行、調停の存在、警告又は法的更生手続、並びに取引相手方の破産及び割引キャッシュ・

フロー・モデルにより予想される終了時損失などの取引相手方の財政状態の重大な悪化を示すその他の指標。

•　資本性金融商品（非上場企業に対する投資を除く）：企業がその当初の投資の全部又は一部を回収できないことを示唆するいかなる

事項。額面価額の30％超の未実現キャピタル・ロス、又は６ヶ月超の期間にわたる未実現キャピタル・ロスを有する有価証券は、規

則的に減損テストされる。当該テストには、所定の期間の株価実績や発行体の財政状態に関する情報などのさまざまな要因を考慮し

た定性的分析が含まれる。必要な場合、報告日現在の市場価格に基づいて減損損失が認識される。この分析に関係なく、有価証券が
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報告日現在における50％超の未実現キャピタル・ロス、又は24ヶ月超の期間にわたる額面価額に対する未実現キャピタル・ロスを有

している場合、減損損失が規則的に認識される。

•　非連結の非上場企業に対する投資：18ヶ月超の期間にわたる額面価額の20％超の未実現キャピタル・ロス、又は発行体に不利な影響

を及ぼし、当該資本性金融商品への投資額を回収できない可能性を示唆するような技術、市場、経済又は法律環境の重大な変化。

•　ベンチャー・キャピタル・ファンド（FCPR）に対する持分については、純資産価額単独では、当初の投資の回収が危ぶまれることの

証拠があるかどうかを決定するのに十分でない。これは、投資段階における純資産価額が、初期費用（組成及び仲介手数料など）に

よって減額されるためである。したがって、活発な市場で取引されないこの種類の投資については、以下の減損原則が適用される。

•　報告日現在でファンドの財政状態及び損益が事業計画に従っている場合、減損は認識されない。

•　これに該当しない場合、当該証券を減損すべきかどうかを決定するため、事業計画を修正しなければならない。

その後の期間に売却可能金融資産の公正価値が増加し、この増加が減損損失の費用計上後に発生した事象に客観的に関連付けられる場

合、以下の処理が行われる。

•　資本性金融商品に係る減損損失の戻入益は、損益ではなく資本に計上される。

•　負債性金融商品に係る減損損失の戻入益は、過年度に計上された減損損失の範囲内で計上される。

IFRIC第10号に従い、期中報告日現在で資本性金融商品に対して計上された減損損失は損益において凍結され、当該有価証券が売却され

るまで戻入れることはできない。

有価証券取引の認識日

購入又は売却した有価証券はそれぞれ、会計上の分類に関わらず決済日に認識又は認識中止される。

5.2 リース

ナティクシスが貸手となっている取引

リースは、所有に付随する実質的にすべてのリスクと経済価値が借手に移転する場合、ファイナンス・リースに分類される。その他の

すべてのリースは、オペレーティング・リースに分類される。

リースの会計処理を定めたIAS第17号は、所有に付随する実質的にすべてのリスクと経済価値が借手に移転する状況の５つの例を以下の

とおり挙げている。

•　当該リースにより、リース期間の終了までに借手に資産の所有権が移転される。

•　借手が、選択権が行使可能となる日の公正価値よりも十分に低いと予想される価格で当該資産を購入する選択権を有していることに

より、当該選択権が行使されることが、リース開始日において合理的に確実である。

•　リース期間が当該資産の経済的耐用年数の大部分を占める。

•　リース開始日において、最低リース料総額の現在価値が、少なくとも当該リース資産の公正価値のほとんどすべてとなる。

•　リース資産が特殊な性質のものであり、その借手のみが大きな改変なしに使用できる。

また、IAS第17号は、以下の３つの指標も、単独で、又は組合せにより、リースをファイナンス・リースとして分類する指標になり得る

としている。

•　借手が当該リース契約を解約できても、当該解約に関連する貸手の損失が借手の負担となる。

•　残存資産の公正価値変動による利得又は損失が、借手に発生する。

•　借手が、市場の賃借料相場よりも著しく低い賃借料で次期のリース契約を継続できる。
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IFRSへの移行にあたり、ナティクシスは、フランスGAAPより具体的なIAS第17号の規定に従いそのリース契約の実質を分析した。この結

果、特定の「ファイナンス・リース」の「オペレーティング・リース」への分類変更につながった。

リース開始日において、ファイナンス・リースの下で保有される資産は、借手が支払う最低リース料総額をリースの計算利子率で割引

いた現在価値と貸手において発生する無保証残存価値の合計としての正味リース投資未回収額と等しい額で、貸手の貸借対照表におい

て認識され、受取債権として表示される。

ファイナンス・リースの下における収益は、貸手の正味リース投資未回収額に対して一定の期間利益率が反映されるように、リースの

計算利子率による収益として損益に認識される。リースの計算利子率とは、リースの開始日において、以下をもたらす割引率である。

•　貸手が受取る最低リース料総額と無保証残存価値を合計した現在価値が以下の合計と等しい。

•　リース資産の公正価値と、貸手の初期直接コスト、すなわち、特に貸手においてリース契約の交渉及び締結にあたって発生した費

用。これら２つの項目が、当該資産の当初の価値を構成する。

IAS第17号は、無保証残存価値の定期的な見直しを要求している。見積無保証残存価値の減額をした場合、リース期間にわたる収益の期

間配分額を改訂し（減価償却スケジュールの修正）、見越計上された金額に関する減額を直ちに認識する。

利息に対応するファイナンス・リース契約の収益は、損益計算書の「受取利息及び類似収益」において認識される。

ファイナンス・リースに係る引当金は、貸出金及び債権について述べられたものと同じ方法を用いて決定される。

オペレーティング・リースの下で提供される資産は、設備のリースの場合は貸借対照表の有形固定資産又は無形資産に、不動産のリー

スの場合は投資不動産に示されている。オペレーティング・リースによるリース収益は、損益計算書の「その他業務収益」又は「その

他業務費用」において、リース期間にわたり定額法で認識される。

ナティクシスが借手となっている取引

連結目的上、事業に用いられ、ファイナンス・リースとして保有されている有形固定資産は、重要な場合は修正再表示され、「有形固

定資産」として報告されている。リース開始日において、リースされる有形固定資産は当該リース資産の公正価値と最低リース料総額

の現在価値のうちいずれか低い方の額で認識され、対応する額は貸借対照表の負債側の債務に計上される。

リース資産は、所有する同じ性質の資産と同じ方法で減価償却される。

5.3 貸出金及び債権に分類された資産に係る信用リスク

a)　個別に減損評価される資産

各報告日現在で、ナティクシスは、当初認識後に発生し、見積将来キャッシュ・フローに影響を及ぼしている１つ以上の事象から生じ

る減損の客観的な証拠があるかどうかを決定するため、貸出金及び債権に分類された資産を見直している。これは、フランスの規則

（CRC規則第2002-03号）の下で不良又は回収不能として識別される貸出金に対応している。

減損の証拠が存在する場合、ナティクシスは、利用可能な保証の影響を考慮し、当初の実効金利で割引かれた見積回収可能価額を計算

する。減損は、貸出金の正味帳簿価額とその見積回収可能価額の間の差額として認識される。

減損損失は、当該資産が当初その純額で表示された表示項目に対して計上される。減損損失及び戻入は、損益計算書の「貸倒引当金繰

入額」に計上される。

b）　集合的に減損評価される資産

減損の客観的な証拠がない償却原価で測定される金融資産は、類似のリスク特性を持つ資産のグループに含められる。所定の資産のグ

ループについて減損の客観的な証拠が存在することが判明した場合、当該リスクがすでに１つ以上の個別の貸出金に影響を及ぼしてい

るかどうかにかかわらず、集合的な減損損失が計上される。

金融資産は、個人及び個人事業主の顧客への貸出金に係る信用格付け、並びに企業、政府及びその他類似の取引相手方に係る業界リス

ク及び地域リスクの３つの特性に従ってグループ化される。

個人及び個人事業主の顧客から成る最初のリスク・グループでは、係争の可能性のある貸出金は減損しているものとして認識される。

その他２つのリスク区分（業界リスク及び地域リスク）については、減損の客観的な証拠は、事業部門及び国の詳細な分析及び監視に

基づいている。かかる証拠は一般に、関連する業界又は国に固有のミクロ又はマクロ経済要因の組合せから生じる。

業界リスクについては、リスク部門のセクターリスク部が、大手企業の格付けに用いられるものと同等の格付け基準に含まれるセグメ

ント分析を作成している。格付け手続は、サイクルにおけるポジション、固有の脆弱性、外部の脅威があるかどうか、及びナティクシ

スのポートフォリオのポジショニングに従って調整される固有スコアの決定に基づいている。格付けがBB－以下の部門は、その潜在的

な引当について自動的に見直される。
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地域リスクについては、分析は、それ自体が当該国の政治状況、激しいショックに耐える能力、並びに経済のファンダメンタルズ（例

えば、１人当たりGDP、対外債務）、政府の効率性、経済実績及び経済の見通しなどの多数のインプットを含むソブリン格付けを考慮し

ている。同様に、これらの各インプット自体が１つ以上の指標によって測定される。専門の独立機関からの定性的情報も考慮される。

バーゼルの債務不履行が識別された警戒リスト上の貸出金は、すでに個別の評価減の対象となっている場合を除き、集合的に評価減さ

れる。

金融資産のグループが減損していることが判明した場合、バーゼルの規定に従い、当行グループ内の各エクスポージャーにおいて生じ

る見積損失に基づいて、減損損失が計算される。

バーゼルⅡの条件の下におけるリスクの測定は１年以内の債務不履行の可能性に基づいているため、見積損失の計算は、影響を受ける

貸出金の残存期間にわたるデフォルト率を反映させるために調整される。

必要な場合、ナティクシスは、この計算の結果をナティクシス・グループの実際のリスクに合わせて調整するため、専門家の意見を求

める。

減損損失は、当該資産が当初その純額で表示された表示項目に対して計上される。減損損失及び戻入は、損益計算書の「貸倒引当金繰

入額」に計上される。

5.4 デリバティブ金融商品及びヘッジ会計

IAS第39号に従い、デリバティブ金融商品は、トレーディング目的で保有されるかヘッジ目的で保有されるかにかかわらず、貸借対照表

において公正価値で認識される。

トレーディング目的で保有されるデリバティブ金融商品

トレーディング目的で保有されるデリバティブは、市場価値がプラスの場合は貸借対照表の「純損益を通じて公正価値で測定される金

融資産」に、市場価値がマイナスの場合は「純損益を通じて公正価値で測定される金融負債」に計上される。

当初認識の後の公正価値の変動は、損益計算書の「純損益を通じて公正価値で測定される金融商品に係る純損益」に計上される。かか

る金融商品に係る未収・未払利息も、この表示項目に含められる。

組込デリバティブの特定事例

組込デリバティブとは、基礎となる指標（金利、株価、為替レート又はその他の指標）の変動に対応して、当該契約のキャッシュ・フ

ローの一部又は全部の変動を生じさせるような主契約の構成要素である。

ハイブリッド商品（主契約及びデリバティブ）が純損益を通じて公正価値で測定されない場合において、組込デリバティブは、デリバ

ティブ及びその経済的特性の定義に係る規準を満たしており、且つ関連するリスクが主契約のリスクに密接に関わっていない場合、主

契約から分離される。

このようにして主契約から分離されたデリバティブは、純損益を通じて公正価値で測定される資産及び負債に含められる。

ヘッジ目的で用いられるデリバティブ金融商品

IAS第39号は、ヘッジ会計として適格なデリバティブとヘッジ対象の間の関係として、キャッシュ・フロー・ヘッジ、公正価値ヘッジ及

び在外営業活動体に対する純投資ヘッジの３つの種類を認識している。

デリバティブは、開始時点で、及びヘッジ期間を通じてIAS第39号に定められた規準を満たす場合にのみ、ヘッジとして指定することが

できる。これらの規準には、デリバティブとヘッジ対象の間のヘッジ関係が、将来に向かっても、また遡及的にも有効であることの正

式な文書化が含まれる。ヘッジ関係は、ヘッジ手段の価値の変動がヘッジ対象の価値の変動を80％から125％の範囲で遡及的に相殺して

いる場合、有効であると推定される。

キャッシュ・フロー・ヘッジ

キャッシュ・フロー・ヘッジは、既存の取引又は可能性の高い予定取引からの将来キャッシュ・フローをヘッジするために用いられ

る。

変動金利の借入及び発行のヘッジ

ナティクシスは、銀行間借入及び公募／私募発行の将来コストを固定するため、固定金利の金利スワップ借入を用いている。

変動金利の貸出のヘッジ

ナティクシスは、将来の変動金利借入コストを固定するため、固定金利のプレーンバニラ金利スワップ貸出を用いている。

金利リスクの全体的なヘッジ

キャッシュ・フロー・ヘッジは、主としてナティクシスの全体的な金利リスクをヘッジするために用いられる。

これらの構造的ヘッジの文書化は、すべての変動金利取引に係る将来の変動資金管理スケジュールに基づいている。

将来に向かってのヘッジの有効性のテストには、（i）満期区分別の累積的な変動金利借入及び固定金利借手スワップ、並びに（ii）満

期区分別の累積的な変動金利貸出及び固定金利貸手スワップの設定（指標及び通貨別）が含まれる。

各満期について、ヘッジされるべき項目の名目金額がヘッジ目的デリバティブの想定額を上回っている場合、ヘッジは証明される。

遡及的なヘッジの有効性のテストは、当該ヘッジが異なるさまざまな報告日現在で有効であったかどうかを検証するために用いられ

る。かかる各報告日現在で、ヘッジ手段の公正価値（未収・未払利息を除く）の変動は、ヘッジされる仮想デリバティブ金融商品

（ヘッジ対象の資産又は負債及び経営者の意思を表す合成金融商品）の公正価値の変動と比較される。有効とされるためには、ヘッジ

手段の公正価値の変動が、ヘッジ対象の公正価値の変動を80％から125％の範囲で相殺していなければならない。これらの限度から外れ

た場合、当該ヘッジは適格でなくなる。
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キャッシュ・フロー・ヘッジの会計処理

ヘッジに係る損益の有効な部分が資本において直接認識される一方で、非有効な部分は各報告日現在で「純損益を通じて公正価値で測

定される金融商品に係る純損益」において損益に計上される。ヘッジ対象については、特定の仕訳は行われない（これらがヘッジされ

なかった場合に行われるであろうものを除く）。

ヘッジ関係が中止される場合（例えば、ヘッジの有効性が80％から125％の範囲から外れている場合）、当該デリバティブは純損益を通

じて公正価値で測定される金融商品に分類変更されなければならない一方で、「未実現又は繰延損益」として資本直入された当該ヘッ

ジの有効な部分に関連する累積額は、ヘッジ対象自体が損益に影響を及ぼす場合、純損益に振替えられる。

公正価値ヘッジ

公正価値ヘッジは、認識された資産若しくは負債、又は未認識の確定コミットメントの公正価値の変動に対するエクスポージャーの

ヘッジを目的としている。

金利リスクの全体的なヘッジ

子会社であるNatixis Financial Products LLCは、公正価値ヘッジのルールに従い、金利リスクの全体的なヘッジを文書化している。

これらの取引を会計処理するため、当該子会社は、EUによって採用されたIAS第39号のカーブアウト規定を適用している。会計処理上、

構造的な公正価値ヘッジとして指定されたデリバティブ金融商品の会計処理は、公正価値ヘッジ目的のデリバティブに適用される会計

処理に類似している。ヘッジ対象の金融商品のポートフォリオに係る公正価値の変動は、貸借対照表の個別の表示項目（「金利リスク

をヘッジしたポートフォリオの再評価調整額」）において報告され、対応する仕訳が損益において行われる。

固定金利の貸出及び借入のヘッジ

ナティクシスは、固定金利の借入及び発行に係る金利の不利な変動の影響をヘッジするため、固定金利のプレーンバニラ金利スワップ

貸出を用いている。また固定金利の貸出及び有価証券に係る金利の不利な変動の影響をヘッジするため、固定金利のプレーンバニラ・

スワップ借入を用いている。

公正価値ヘッジの文書化

将来に向かってのヘッジの有効性のテストには、ヘッジ対象とヘッジ手段の金融上の特性、すなわち、評価日、満期日、想定額、固定

金利、及び支払いの頻度が実質的に同じであることの検証が含まれる。

遡及的なヘッジの有効性のテストは、当該ヘッジが異なる報告日現在で有効であったかどうかを検証するために用いられる。

かかる各報告日現在で、ヘッジ手段の公正価値（未収・未払利息を除く）の変動は、ヘッジされる仮想資産及び負債（ヘッジされる資

産又は負債を表す合成金融商品）の公正価値の変動と比較される。有効とされるためには、ヘッジ手段の公正価値の変動が、ヘッジ対

象の公正価値の変動を80％から125％の範囲で相殺していなければならない。

この範囲から外れた場合、当該ヘッジはIFRSに基づくヘッジ会計に適格でなくなる。

公正価値ヘッジの会計処理

デリバティブの公正価値の変動は、有効な部分と非有効な部分の両方について、損益に認識される。

これを対称的に、ヘッジ対象の公正価値の変動も損益に認識される。

したがって、ヘッジの非有効な部分のみが損益に影響を及ぼすことになる。

未収・未払利息を除くヘッジ目的デリバティブの公正価値の変動は、「純損益を通じて公正価値で測定される金融商品に係る純損益」

として損益に計上される。これらの金融商品に関連する未収・未払利息は、「受取利息及び類似収益」又は「支払利息及び類似費用」

に計上される。

ヘッジ関係が中止される場合、当該ヘッジ手段は純損益を通じて公正価値で測定される金融商品に分類変更される一方で、ヘッジ対象

に係る未実現損益はヘッジが中止された日現在の額に固定され、満期まで損益に計上される。

在外営業活動体に対する純投資のヘッジ

純投資のヘッジは、純外貨投資（連結子会社又は投資）において生じる為替リスクをヘッジするために用いられる。これらは、キャッ

シュ・フロー・ヘッジと同じ方法で会計処理される。ヘッジ手段（外貨建ての貨幣性デリバティブ又は負債）に係る公正価値の変動の

有効な部分が資本において認識される一方で、非有効な部分は損益に認識される。資本において直接認識された未実現損益は、当該純

投資の全部又は一部が売却された場合、損益に振替えられる。

内部契約

ナティクシスとその子会社の間には、ヘッジ会計において用いられるデリバティブを含んだ多くの内部契約が存在する。当該取引が連

結目的においてヘッジ会計の規準を満たしていることを確認するため、ナティクシスはこれらが市場において正確にヘッジされている

ことを定期的に検証している。

クレジット・デリバティブ

ナティクシスが用いるクレジット・デリバティブは金融保証とはみなされず、IAS第39号の適用範囲に含まれるデリバティブとみなされ

る。これらは、純損益を通じて公正価値で測定される資産又は負債に分類される。

5.5 為替取引

外貨建ての貨幣性資産及び負債（主として債券及びその他の固定利付有価証券）は、報告日の実勢直物レートで機能通貨に換算され

る。結果として生じる為替差損益は、損益において、又はキャッシュ・フロー・ヘッジとして指定されたデリバティブの場合は資本に

おいて、直接認識される。

取得原価で測定される外貨建ての非貨幣性項目は、取引日（又は発行済の超劣後債の資本への分類変更日：注記12.3.1参照）の為替

レートで換算される。
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公正価値で測定される外貨建ての非貨幣性項目は、報告期間末の実勢為替レートで換算される。外貨建ての非貨幣性項目（例えば、資

本性金融商品）に係る損益は、当該資産が「純損益を通じて公正価値で測定される金融資産」に分類される場合は損益として認識さ

れ、当該資産が「売却可能金融資産」に分類される場合は資本において認識されるが、当該金融資産が公正価値ヘッジにおいてヘッジ

対象として指定されている場合には、為替差損益は損益に認識される。

5.6 金融商品の公正価値

一般原則

金融商品（資産又は負債）の公正価値は、測定日における市場参加者間の独立当事者間取引において、資産の売却で受領し、又は負債

の譲渡で支払われるであろう価格である。

したがって、公正価値は出口価格に基づく。

金融商品の当初認識時の公正価値は、通常は取引価格、すなわち、資産取得時の支払価格又は負債引受時の受領価格である。

当初認識後の測定においては、資産及び負債の見積公正価値は、第一に観察可能な市場データに基づくものでなければならず、公正価

値の計算に使用されるすべてのインプットは、取引において市場参加者が使用するであろう価格と整合性のあるものにしなければなら

ない。

この場合、公正価値は中間市場価格並びに対象となる金融商品及びその関連リスクに応じて決定した追加的な評価調整により構成させ

る。

中間市場価格は以下に基づき入手される。

•　金融商品が活発な市場で相場が付けられている場合、公正価値はその相場価格である。金融商品は、証券取引所、ディーラー、ブ

ローカー、産業グループ、プライシング・サービス又は規制当局より、相場価格が容易に且つ定期的に入手可能である場合には、活

発な市場で相場が付けられているとみなされ、かかる価格が、主要市場において、又はそれがない場合には最も有利な市場におい

て、実際且つ定期的に発生する独立当事者間取引を表す。

•　金融商品の市場が活発ではない場合、公正価値は評価技法を用いて設定される。使用される技法は、関連する観察可能な入力データ

を最大限活用し、観察可能でない入力データの利用を最小限に抑えなければならない。この技法は、最近の取引から得られる観察可

能なデータ、類似の金融商品の公正価値、割引キャッシュ・フロー分析及びオプション・プライシング・モデル、プライシング・

データ又は市場データが入手できないハイブリッド商品又は観察可能でないデータの場合には独自のモデルを参照することができ

る。

追加的な評価調整は、とりわけ主要な市場における出口取引の結果生じる費用を考慮するために、市場、信用及び流動性リスク等の評

価の不確実性に関する要素を組み込む。同様に、無担保のデリバティブ又は完全に担保されていないデリバティブからの将来キャッ

シュ・フローの資金調達コストに関連するコストを、仮定により考慮することを目的とした資金調達評価調整（Funding Value

Adjustment （FVA））も考慮している。

主な追加的な資金調達評価調整は以下のとおりである。

•　ビッド／アスク調整－流動性リスク：

この調整は、ビッド価格（買呼値）とアスク価格（売呼値）との間の差で、販売費に相当する。これは、ポジションを取得するリス

ク又は別の市場関係者からの提案価格で売却するリスクに関して市場関係者から要求されるコストを反映する。

•　モデルの不確実性を考慮した調整：

この調整は、使用する評価技法の欠点、とりわけ、観察可能な市場インプットを入手可能な場合であっても、考慮されないリスク要

因を考慮に入れるものである。これは、さまざまな金融商品に固有のリスクが、金融商品の評価に使用される観察可能なインプット

によって考慮されるリスクと異なる場合に該当する。

•　インプットの不確実性を考慮した調整：

評価技法で使用される特定の価格又はインプットの観察が困難であるか、あるいは価格又はインプットが定期的に入手不能で売却価

格を決定できない場合がある。このような状況下においては、金融商品の公正価値を評価するときに市場関係者が同一のインプット

に対して異なる値を採用するという可能性を反映させるために調整が必要な場合がある。

•　取引相手方リスクを考慮した価格調整（信用評価調整- CVA（Credit Valuation Adjustment））：

この調整は、取引相手方の信用の質を考慮していない評価に適用される。これは、取引相手方のデフォルト・リスクに関連する予想

損失に対応し、ナティクシスが当該取引の市場価値の全額を回収できるとは限らないという事実を勘案することを目指している。

CVAの決定方法は、市場関係者の慣行に関連した市場インプットの使用を基礎としている。この方法は当期中に発展し、計算の対象

となる取引相手方のすべてのセグメントに適用された。流動性のある市場のインプットがない場合には、この方法は取引相手方の種

類、格付け、地域別の代替値を使用した。

•　内部信用リスクを考慮した価格調整（債務評価調整 - DVA（Debit Valuation Adjustment））：

DVAは、CVAと対称をなし、公正価値で測定すると指定されたデリバティブ金融商品の負債評価に係る取引相手方の視点からの予想損

失を示す。これは、ナティクシスの信用の質がこれらの評価に与える影響を反映する。DVAは、ナティクシスの信用市場インプット

の観察によって測定される。

市場が活発であるか否かを決定するにあたり、下記の規準が用いられる。

•　市場の活動レベル及び動向（発行市場の活動レベルを含む）

•　類似する市場取引で観察される過去の価格データの期間

•　サービス・プロバイダーによって回収された価格が少ないこと

•　ビッド／アスク・スプレッドが大きいこと

•　時間の経過による、又は異なる市場参加者間の著しい価格変動率
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管理システム

公正価値の計算は、公正価値の決定又は検証が独立した機能によって行われていることを確認するための管理手順に従っている。

外部の相場価格又は市場パラメーターを参照して決定される公正価値は、独立部門（市場データ・モニタリング部門）により検証され

る。第２段階の管理は、リスク部門が実施する。

流動性の低い市場では、その他の市場情報、主に観察可能なデータを用いて、金融商品の公正価値を検証する。

考慮される要素には、次の事項が含まれる。

•　外部の情報源（株式市場ページ、コンテンツ投稿サービスなど）

•　さまざまな情報源の一貫性

•　データ更新頻度

•　最近の市場取引に基づくインプットの典型的な性質

評価モデルを用いて決定される公正価値については、管理システムは、モデル構築の独立した検証及びそれらのモデルを具体化するイ

ンプットで構成される。

これは、リスク部門の責任で実施される。

これは、モデルが意図された機能（価格設定、評価、対象、測定及びリスク管理）及び適用される商品と一致し、適切であるかについ

て、以下に基づいて、検証することが含まれる。

•　理論的アプローチ：モデルの金融的及び数理的基礎

•　モデルの適用：リスク及び収益データの生成に使用される価格設定モデル

•　パラメーターのストレス時におけるモデルの安定性

•　使用される数値的方法の安定性及び一貫性の評価

•　アルゴリズム評価の一部として、モデルの独立した再導入

•　モデル・パラメーターの調整の比較分析

•　モデル及びペイオフの妥当性を確保するためのモデリング・リスクの評価、特に他の評価モデルとの比較分析

•　モデルの潜在的な不備及びその調整を考慮するための、モデリング・リスクに関する調整の実施

•　モデルの情報システムへの組込

公正価値の決定方法は、リスク部門、財務部門、市場データ・モニタリング部門及びモデル評価委員会の代表者からなるいくつかの組

織（観察可能性委員会、評価委員会及び減損委員会を含む）によって監視されている。

公正価値ヒエラルキー

IFRS第13号は、財務報告の目的上、金融商品及び非金融商品に適用される公正価値測定を、下記の３つの公正価値レベルのいずれかに

割り当てることを要求している。

a）　レベル１：流動性のある市場の相場を用いた公正価値測定

レベル１は、活発な市場で相場が付けられている直接利用可能な価格に基づいて公正価値が決定される金融商品で構成される。

レベル１に主に含まれるのは、証券取引所に上場又はその他の活発な市場で継続的に取引されている有価証券及び流動性が実証されて

いる組織的市場で取引されるデリバティブ（先物、オプションなど）、並びにNAV（１株当たり純資産価額）が毎日決定され報告される

ミューチュアルファンド（証券投資信託事業）の受益証券である。

b）　レベル２：観察可能な市場データを用いた公正価値測定

レベル２の公正価値は、レベル１の公正価値で示されたものを除く金融商品、及び満期まで直接観察可能（価格）又は間接的に観察可

能（価格デリバティブ）のいずれかであるパラメーターを組み込んだ評価技法を用いて測定される金融商品で構成される。主な商品に

は、以下が含まれる。

単純な金融商品：

大部分の店頭取引のデリバティブ、スワップ、金利先渡契約、キャップ、フロア及びプレーンバニラ・オプションは、活発な市場、す

なわち取引が定期的に発生する流動性の高い市場で取引される。

これらの金融商品は、通常、一般的に認められたモデル（割引キャッシュ・フロー法、ブラック・ショールズ・モデル、内挿法）を用

いて、直接観察可能なインプットに基づいて評価される。

これらの金融商品については、これらのモデルが使用される範囲及びインプットの観察可能性が文書化されている。

レベル２のインプットを用いて測定される金融商品には、以下も含まれる。

•　レベル1に分類されるものと比較して流動性が低い有価証券。その公正価値は妥当な数の活発なマーケットメーカーが出す外部価格

に基づいて決定され、必ずしも直接的に行使可能ではないが定期的に観察可能である（価格は主に貢献及びコンセンサスのデータ

ベースから入手される。）。これらの規準を満たさない有価証券は公正価値レベル３に分類される。

•　活発な市場で相場が付けられていない有価証券であって、その公正価値が、観察可能な市場データ（例えば、同等の上場企業が公表

する市場データの使用又は市場参加者に広く用いられている技法に由来するマルチプル法など）に基づいて決定されるもの。

•　ポルトガル及びギリシャのソブリン債で、その公正価値が市場価格のビッド／アスク価格のスプレッドの大きさを理由にレベル２に

記録されたもの。
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•　ミューチュアルファンドの受益証券であって、そのNAVが毎日決定され公表されているわけではないが、定期的な報告がなされる

か、又は最近の取引から観察可能なデータが得られるもの。

•　純損益を通じて公正価値で測定される発行債券。「発行体の信用リスク」部分の評価は、イールド・カーブ、再評価スプレッドなど

のパラメーターを用いた割引キャッシュ・フロー法を基礎とする。この評価は、各債券に関して、コールの存在を考慮し、（2014年

12月31日現在及び2013年12月31日現在のBPCEのキャッッシュ・リオファー・カーブに基づく）再評価スプレッドと平均発行スプレッ

ドとの差異に基づき、残存想定額及びその感応度の積に対応する。発行体スプレッドの変動は、当初満期日が1年未満の債券の場

合、一般に重要ではない。

ハイブリッド商品：

よりハイブリッドな及び／又は長期の金融商品には、イールド・カーブ、オプションのインプライド・ボラティリティのレイヤー、市

場コンセンサスのデータ、活発な店頭取引市場などの観察可能なデータに由来する市場インプットを基礎とする広く認められたモデル

を用いて測定されるものがある。

これらの金融商品の公正価値の決定に用いられる主なモデルを、商品の種類ごとに以下に示す。

•　資本性商品：ハイブリッド商品は、以下を用いて評価される。

-　市場データ

-　「ペイオフ」、すなわち商品に付随する満期時のプラス又はマイナスのキャッシュ・フローの計算

-　原資産の変動モデル

取引される商品には、単独の原資産、複数の原資産又はハイブリッド（例：債券／株式）の商品がある。

資本性商品に用いられる主なモデルは、ローカル・ボラティリティ、１ファクターHull & Whiteモデル（H&W1F）と組み合わせたローカ

ル・ボラティリティ並びにTskew及びPskewモデルである。

ローカル・ボラティリティ・モデルは、ボラティリティを時間と原資産の価格の関数として取り扱う。その主要な特性は、（市場デー

タから得た）オプションのインプライド・ボラティリティを、権利行使価格に関連付けて考慮する点にある。

H&W1Fと組み合わせたハイブリッド・ローカル・ボラティリティは、上述のローカル・ボラティリティ・モデルと後述の1ファクター

Hull & Whiteモデル（固定利付商品を参照）の組み合わせで構成される。

Tskewモデルは、単独又は複数の原資産オプションの評価モデルである。その原則は、満期時の原資産の分布を標準的オプション価格に

合わせて調整することである。

Pskewモデルは、Tskewモデルに類似しており、特にキャップ又はフロア付ラチェット商品などのシンプルなラチェット資本性商品に使

用される。

•　固定利付商品：固定利付商品は、一般的にモデルの選択を正当化する特定の性質を有している。ペイオフの評価は、潜在的リスク要

因のすべてを考慮する。

固定利付商品の評価及び管理に使用される主なモデルは、Hull & Whiteモデル（１ファクター及び２ファクター・モデル又は１ファク

ターHull & White確率ボラティリティ・モデル）、Hunt Kennedyモデル及び「スマイル」のあるBGMモデルである。

Hull & Whiteモデルは、プレーンバニラ型の固定利付商品用のシンプルなプライシング・モデルであり、簡単に調整することができ

る。これらのモデルを用いて評価される商品には、一般的にバミューダ型のキャンセレーション・オプション（すなわち、契約開始時

に設定された一定の日に行使できるオプション）が含まれる。

SBGMモデル及びHunt Kennedyモデルは、ボラティリティ・スマイル（すなわち、行使価格に対するインプライド・ボラティリティの変

化）及び自己相関（又は金利間の相関関係）に感応度の高い固定利付商品の評価に使用される。

•　通貨商品：通貨商品は、一般的にモデルの選択を正当化する特定の性質を有している。

通貨商品の評価及び管理に使用される主なモデルは、ローカル・ボラティリティ及び確率モデル、並びに基礎となる通貨モデルと固定

利の要素を理解するための２つの１ファクターHull & Whiteモデルを組み合わせたハイブリッド・モデルである。

かかるレベル２すべての金融商品に関連するインプットは、観察可能であり文書化されていると実証された。方法論的観点から、観察

可能性は以下の４つの不可分の規準に基づく。

•　インプットが、外部の情報源（例として、主に一般に認められたコントリビューター）に由来する。

•　インプットが、定期的に更新される。

•　インプットが、最近の取引を表す。

•　インプットの特性が、取引の特性と同一である。必要に応じて代替値を使用することができる。但し、そのような手順の妥当性が実

証され文書化されることを条件とする。

評価モデルを用いて得られた金融商品の公正価値は、流動性リスク（ビッド／アスク）、取引相手方リスク、内部信用リスク（負債性

デリバティブ・ポジションの測定）、モデリング・リスク及びインプット・リスクを考慮に入れるために調整される。

これらの金融商品の取引開始により発生する利益は、直ちに損益に認識される。

c）　レベル３：観察可能でない市場データを用いた公正価値測定

レベル３は、評価に重大な影響を与える可能性がある一般に認められていないモデル及び／又は観察可能でない市場データに基づくモ

デルを用いて測定された金融商品で構成される。これには、主として以下が含まれる。

•　公正価値を観察可能なインプットを用いて決定することができない非上場株式

•　活発な市場に上場していないプライベート・エクイティ有価証券であり、市場参加者がIPEV（International Private Equity

Valuation）基準に従って一般的に使用するモデルにより公正価値が測定されるが、市場変動への感応度が高く、その公正価値の決

定には必ず個人的判定が伴う有価証券。市場の慣習を踏まえて、ナティクシスはプライベート・エクイティ事業が保有する有価証券

の公正価値のレベルに関してポジションを見直し、公正価値ヒエラルキーをレベル２からレベル３に再分類した。その2013年12月31

日現在の貸借対照表における影響額は1.1十億ユーロであった。
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•　保険事業分野が保有する仕組プライベート投資ポートフォリオ又はプライベート投資ポートフォリオを表すもの

•　繰延初日利益のある金融商品

•　ファンドが評価日現在の最近のNAVを公表していないミューチュアルファンドの受益証券、又はその低い流動性に関して入手可能な

市場価格（NAVなど）の大幅な調整を要する譲渡制限期間その他の制約のあるミューチュアルファンドの受益証券

•　貸借対照表に公正価値で計上され、金融危機を受けて取引が凍結されたためにデータがもはや入手できなくなった金融商品で、2008

年10月13日に公表されたIAS第39号及びIFRS第７号の修正に従って「貸出金及び債権」に分類変更されなかったもの（下記を参照の
こと）。特定の市場で取引が大幅に下落した場合、入手可能な関連データのみに基づいた評価モデルが使用される。

バーゼルⅢよる要件に関する2007年２月20日付の命令（金融機関及び投資機関に適用される規制上の自己資本の要求事項に関する2011

年11月23日付の命令により修正された）及び2013年6月26日付の欧州CRR規制に従い、使用されている各モデルについて、危機シミュ

レーション及び事後コントロール（内部モデル及びモデリング手続の正確性及び一貫性の検証）の記述が、第３章「リスク管理及び自

己資本」第3.6節（訳者注：原文の章及び節）に記載されている。

IAS第39号に基づき、初日利益は、市場参加者が価格設定において考慮するであろう要因の変化によって生じた場合にのみ、すなわち、

評価に使用されるモデル及びパラメーターが観察可能な場合にのみ、認識されるべきである。

選択された評価モデルが現行の市場慣行によって一般に認められていない場合、又は金融商品の評価に重大な影響を及ぼすインプット

の１つが観察可能でない場合においては、取引日の取引利益を直ちに損益計算書において認識することはできず、取引期間にわたって

又はインプットが観察可能となる日まで、定額法で収益として計上する。取引日に損失が生じた場合には、直ちに損益に認識される。

2014年12月31日現在、初日利益／損失の認識が繰り延べられた金融商品には、以下が含まれる。

•　複数の原資産を持つ仕組資本性商品及びインデックス商品

•　シンセティック・ファイナンシング

•　ファンドに係るオプション（複数資産及びミューチュアルファンド）

•　仕組金利商品

•　証券化スワップ

これらの金融商品について、下記の表に、主な観察可能でないインプット及び値の範囲を示す。

金融商品クラス

当該金融商品クラス内で

レベル３を構成する

商品の主な種類 使用される評価技法

主な

観察可能でない

データ

関連するレベル３

商品中の観察可能で

ないデータ範囲

クレジット・デリ

バティブ金融商品

CDO、インデックス・トラン

シェ

相関効果及び回収モデリングを前提とし

て、デフォルトを見積る技法

CDOの原資産である

ポートフォリオに特

有の相関曲線

5％～95％
＊

クレジット・デリ

バティブ金融商品

プライベート・ファイナン

ス・イニシアチブCDS（証券化

資産に係るCDSを除く）

回収仮定に基づいて価格から外挿 回収率 60％～100％

金利デリバティブ 証券化スワップ 原資産であるポートフォリオの早期償還

仮定に基づいて予想される割引キャッ

シュ・フロー

早期償還率 5％～33％

金利デリバティブ 動きの鈍いCMS／ボラティリ

ティ債券

金利オプション用の評価モデル 平均回帰性パラメー

ター

1％～5％

ファンドに基づく

デリバティブ

ターゲット・ボラティリティ

戦略としてのペイオフ及び

ミューチュアルファンドに関

するCPPI

使用される技法は、ローカル・ボラティ

リティ型の複数原資産のエクイティ・モ

デルと、１ファクターHeath-Jarrow-

Morton（HJM1F）金利モデルを組合わせた

ハイブリッド・モデル

ファンドのデータ 金利とインデックス

の相関関係：19％～

38％

担保付デリバティ

ブ

複数原資産ペイオフ 将来の不足額及び持分ボラティリティ・

パラメーターに基づく評価モデル

将来の不足額  

ハイブリッド固定

利付／為替のデリ

バティブ

長期PRDC／PRDKO／TARN ハイブリッド固定利付／為替オプション

評価モデル

外国為替相場、金

利、長期ボラティリ

ティレベル間の相関

関係

AUD／JPYとUSD／JPY

間の相関関係：

30％～60％

長期ボラティリ

ティ：13％～17％

株式デリバティブ 長期の複数原資産のペイオフ 資産間の相関関係を組み込んだボラティ

リティ・オプションの評価モデル

相関関係のインプッ

ト

10％～83％

金利デリバティブ コーラブル・スプレッド・オ

プション及びコリドー・コー

ラブル・スプレッド・オプ

ション

複数の金利カーブ要因を表すモデル スプレッドの平均回

帰性

10％～30％

金利デリバティブ スプレッド・ロック・スワッ

プ及びスプレッド・ロック・

オプション

スプレッド・ロック・オプションの時間

価値並びにCMS及びTECフォワードの反復

を理解するための二重対数正規モデル

スプレッド・ロッ

ク・カーブ及びTEC

フォワード・ボラ

ティリティ並びに

TEC／CMS相関関係

スプレッド・ロッ

ク：

(0.16)％～(0.18)％

ボラティリティ：

45％～71％

TEC／CMS相関関係：

70％～90％
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＊　この種のデータを含むすべての取引が、バック・トゥ・バック・デリバティブであるため、レベル３分類の正当性が示されているこの項目は、完全に

ヘッジされている。

 

公正価値のレベル間の振替に関するナティクシスの方針

公正価値のレベル間の振替は、さまざまな機能、とりわけ財務、リスク及び業務分野の代表者から成る特別委員会が見直し検証する。

同委員会は、「一般原則」に記載されている市場活動及び流動性のさまざまな指標を考慮する。

金融商品がこれらの規準を満たさなくなった場合、又は再度満たすようになった場合に、見直しが実施される。レベル３への振替又は

レベル３からの振替は、事前の検証を要する。

この手続に従い、公正価値ポートフォリオに分類されたCMBS及び一部のCLOは2014年上半期において市場時価方式で評価された（モデル

及び市場価格のコンバージェンスによるナティクシスの連結財務諸表への重大な影響はない。）（注記6.7.7.2参照）。
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金融危機による影響を受けた金融商品

a）　サブプライムのエクスポージャーにさらされたABS CDO

2014年12月31日現在でヘッジされていないエクスポージャーの純額はゼロであった。参考までに、2013年12月31日現在では、原資産の

クラスに応じて異なる仮定を組み入れたインデックス・モデリングを用いた割引キャッシュ・フロー・アプローチに基づく評価方法を

使用していた。

b）　信用補完者（モノライン保険会社及びCDPC）と契約締結したCDS

モノライン保険会社と契約締結したCDSの評価減の測定に使用される評価モデルは、2014年12月31日現在で回収率がゼロとみなされた取

引相手方を除き、関係原資産に係る未実現キャピタル・ロスに標準回収率10％（リスク・エクスポージャーを考慮したモノライン保険

会社の資本基盤の脆弱性により正当性が認められた率）を適用し、信用補完者の信用リスクに合わせて調整されるデフォルト率を適用

する。

CDPC（クレジット・デリバティブ・プロダクト・カンパニー）との契約に対する引当金を決定する現行の方法は、デフォルト時のエク

スポージャーの見積りに基づき、トランシェの満期に基づくPD及びLGDを用いて、透明性をベースとするアプローチを原資産に適用する

ことによって改善されたものである。27％の回収率に基づき、原資産について上記で決定されたデフォルト率に対して1.2のストレス・

ファクターが適用された。算出された損失がCDPCの純利用可能資産額を超過する場合は常に取引相手方にデフォルトの可能性がある。

これらの引当金の他に、別途積立金もまた契約の公正価値のボラティリティを考慮に入れる。

c）　評価モデルを用いてナティクシスにより測定された米国住宅関連リスクにさらされていない他の金融商品

本項では、市場価格を特定することができず、そのため評価モデルを用いて測定された証券化取引の結果として、資産評価に使用され

た基本原則について記載する。

CLO

一連の規準に基づき、一定の各仕組に付随するリスク・レベルを定義するスコアリング・モデルが使用された。

トラスト型優先証券（Trups）CDO

評価モデルは、将来予想キャッシュ・フロー、及び財務比率に基づいた銀行のデフォルト率を推定する統計的アプローチに従って決定

されるデフォルト率に基づいている。その他のセクターについては、デフォルト率は現行の資産格付けを考慮して見積られる。

2014年度のパラメーターの改善（市場パラメーターとの整合性を向上）により2014年12月31日現在で（29.8）百万ユーロの影響額が

あった。

プライベート・ファイナンス・イニシアチブCDS（PFI CDS）

プライベート・ファイナンス・イニシアチブ（PFI）CDSに使用される評価モデルは、原資産であるPFI債券の市場価格に応じて調整され

るアプローチ及び一律の回収率の使用に基づいている。

貸借対照表に公正価値で計上されない金融商品

IFRS第13号は、貸出金を含めて償却原価で計上されるすべての金融商品の公正価値及び関連する公正価値ヒエラルキーを、財務諸表注

記に開示することを求めている。財務諸表注記に開示される公正価値の決定に使用した評価方法を以下に示す。

a）　「貸出金及び債権」に分類変更された金融商品

2014年12月31日現在、ナティクシスはこの修正に従って分類変更された重要なポジションを保有していなかった（注記6.7.2参照）。

b）　その他の金融商品

「貸出金及び債権」に分類された貸出金及びファイナンス・リースに基づく支払額

ナティクシスの貸出金の大部分は変動金利型ローンであり、その公正価値は割引将来キャッシュ・フローに基づいて決定される。一定

の貸出金に適用される割引率は、ナティクシスが報告日において同等の取引相手方に対して同等の性質の貸出を行う場合の金利であ

る。これらは主として変動金利型ローンであるため、契約利率は、市場の貸出金利及び取引相手方リスクの傾向に従って調整される。

IFRS第13号の規準を満たす相場価格がある場合には、その相場が使用される。

当初期間が１年未満の貸出金の公正価値は、帳簿価額とみなされる。

借入金及び預貯金

ナティクシスの借入金及び債務証券の公正価値の測定は、原資産の金利カーブ及びナティクシスとグループ企業との間の貸付／借入に

適用されるスプレッドなど報告日現在のインプットを用いた割引キャッシュ・フロー法に基づいている。

取得原価で認識される投資不動産

投資不動産（保険会社によって保有される投資不動産を除く）の公正価値は、不動産専門家に広く使用されている方法である賃料の資

産計上を参考にして決定される。投資不動産に適用される資本還元率は、場所、建物の質及び種類、使用状況、所有権の種類、借手の

質及びリースの特性、金利、不動産市場の競争などの多くの要因に依存する。

5.7 旧GAPC分離資産に関する保証メカニズム

2009年11月12日に、BPCEによって分別管理された旧GAPC分離ポートフォリオの一部について資産保護システムが設定され、2009年７月

１日に遡って効力を発生した。この保証メカニズムにより、ナティクシスは2009年６月30日以降、分別管理された資産に割当てられた

自身の資本の大部分を解除することができるようになり、これらのポートフォリオからの損失リスクから自身を保護することができる

ようになった。この保護システムは次の２つのメカニズムに基づいている。
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•　「貸出金及び債権」及び「売却可能金融資産」に認識される資産の額面価額の85％をカバーする、金融保証の特性を持つサブ・パー

ティシペーション。この保証に基づき、ナティクシスは、デフォルトに陥っている１ユーロからデフォルト額の85％まで、保護を受

ける。

•　2009年７月１日以降、純損益を通じて公正価値で測定される金融商品のポートフォリオ（現物及びデリバティブ）に係る未実現及び

実現損益の85％がBPCEに移転された、一方がユーロ建てでもう一方が米ドル建ての２つのトータル・リターン・スワップ（TRS）。

TRSはデリバティブであり、したがって、貸借対照表において公正価値で計上され、対応する仕訳が損益に対して行われる。同時

に、ナティクシスは、367百万ユーロと見積られるプレミアムの支払いと引き換えに、行使した場合、10年後にこのポートフォリオ

の正味利得の回収を可能にするオプションをBPCEより購入する。このプレミアムもまた、公正価値で認識される。

金融保証と引換えにナティクシスが2009年度に支払ったプレミアムの金額は、1,183百万ユーロにのぼった。

保証によりカバーされる資産に係る未実現キャピタル・ロス、すなわち評価減はすでに損益において計上されているため、プレミアム

は直ちに損益に計上されず、定額法で認識されるわけでもなかった。

その代わりに、プレミアムは、当初経過勘定で認識され、以下と同時期にわたり、同額が、同一の表示項目で、損益に認識される。

•　減損引当金の戻入（貸倒引当金繰入額に含まれる）

•　2008年10月13日に公表されたIAS第39号及びIFRS第７号の修正に従って、2008年10月１日に「貸出金及び債権」内で分類変更された

資産に対して同日に発生した（純収益における）割引の繰延認識。

5.8 有形固定資産、無形資産（のれんを除く）及び投資不動産

当初認識時における測定

貸借対照表において、他の有形固定資産と区分表示される投資不動産は、営業目的ではなくリース収益を生み出すことを目的として保

有している不動産から成る。

純損益を通じて公正価値で計上される保険会社によって保有される不動産を除いて、IFRSの初度適用時に、有形固定資産及び投資不動

産は、IFRS第1号に基づき利用できるオプションで認められるところにより、取得原価で計上された。

有形固定資産及び投資不動産は、取得日の購入価格に、直接起因するコスト（譲渡に係る税金、報酬、手数料及び登録費用）及び（IAS

第23号「借入コスト」に定める資産計上の規準を満たす場合には）借入コストを加えて計上される。

社内で開発されたコンピューター・ソフトウェアは、「無形資産」にその開発の直接コストで認識される。この直接コストに含まれる

のは関連するハードウェア費用、サービス原価、当該ソフトウェアの作成及び使用準備に直接的に起因する人件費、並びに（IAS第23号

「借入コスト」に定める資産計上の規準を満たす場合には）借入コストなどである。

開発段階で発生する費用は、IAS第38号に定める無形資産としての認識規準を満たす場合には、資産計上される。この規準に含まれるの

は、技術的実現可能性、当該資産を完成させ使用又は販売するという意思、当該資産が将来の経済的便益を生み出す可能性、資源の入

手可能性、及び当該資産開発期間に帰すことができる支出を信頼性をもって測定できる能力などがある。研究段階で発生したコスト

は、資産計上されず、費用として認識される。

事後測定

当初認識後、資産は、取得原価から減価償却累計額、償却累計額及び減損損失累計額を減じて測定される。保険会社が保有する投資不

動産は、IAS第40号及びIFRS第４号に従って、純損益を通じた公正価値で測定される。

公正価値は、市場相場での賃貸料の資産計上、及び市場取引との比較に基づき、多規準アプローチを用いて求める。

フランス保険法第R332-210-1条に従い、ACPRによって承認された独立系専門家によって５年間ごとの査定が実施される。２つの査定間

に、専門家によって半年ごとに不動産の市場価値が認定される。
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減価償却及び償却

有形固定資産及び無形資産は、その使用目的において、ナティクシスによって使用できる状態になり次第、見積耐用年数にわたって、

定額法、定率法又は逓増減価償却法の内、経済的便益の消費パターンを最も良く反映する方法で減価償却又は償却される。資産の残存

価額は、信頼性をもって測定可能な場合、減価償却又は償却可能額から控除される。ナティクシスは、土地及び歴史的記念建造物に分

類される破壊できない建物を除く項目の残存価額を信頼性をもって測定できないと考えている。したがって、それらの残存価額をゼロ

とする。

IAS第16号に従って、異なる耐用年数を持ち、又は項目全体とは異なる将来の経済的利益の消費が見込まれる有形固定資産勘定の重要な

各構成要素に対して、特別な減価償却明細表が定められている。事業用建物及び投資不動産に対しては、下記の構成要素及び減価償却

期間が適用される。

構成要素 減価償却期間

土地 非適用

歴史的記念建造物に分類される破壊できない建物 非適用

壁、屋根及び防水処理 20～40年

基礎及び骨組 30～60年

外部下塗り 10～20年

装置及び付帯設備 10～20年

内部の什器備品及び器具 ８～15年

 

有形固定資産のその他の項目は、その見積耐用年数（一般に５～10年）にわたって減価償却される。

購入したソフトウェアは、定額法によって見積耐用年数（ほとんどの場合５年未満）にわたって償却される。自己創設ソフトウェア

は、見積耐用年数（15年を超えてはならない）にわたって償却される。

その他の無形資産は、主に以下から成る。

•　無期限の耐用年数を有する買入のれん。これは償却されず、少なくとも年１回減損テストが実施される。

•　Cofaceのポートフォリオの構成要素。これは、契約期間（フランスの場合、８～10年）にわたって償却される。

評価減又は償却費は、連結損益計算書の「有形固定資産及び無形資産の減価償却、償却及び減損」科目で認識される。

評価減

資産は、減損の客観的な証拠がある場合はいつでも、また、無期限の耐用年数を有する無形資産の場合は少なくとも年１回減損テスト

を実施する。ナティクシスは、各報告日に減損の証拠があるか検討する。このような証拠が存在する場合、可能な場合には個々の資産

の回収可能価額を見積り、見積りができない場合には、当該資産が属する資本生成単位（CGU）の回収可能価額とする。回収可能価額

は、売却コスト控除後の公正価値と使用価値のいずれか高い方の金額であり、当該資産又はCGUの継続的使用から生じると予想される将

来のキャッシュ・フローの現在価値である。資産又はCGUの回収可能価額が帳簿価額よりも低い場合、損益計算書の「有形固定資産及び

無形資産の減価償却、償却及び減損」に減損損失が認識される。

評価減は、当初評価減を引き起こした状況に変化があった場合（例えば、減損の客観的な証拠がなくなった場合など）には、戻入れす

ることができる。

処分損益

事業用資産の処分損益は、損益計算書の「その他の資産に係る損益」で認識され、投資不動産の処分損益は、「その他業務収益」又は

「その他業務費用」に計上される。

建設中の固定資産の除去又は中断

固定資産の除去により発生した費用は、連結損益計算書の「有形固定資産及び無形資産の減価償却、償却及び減損」に計上される。

開発中のITプロジェクトが中断すると、その認識の中止となる。対応する費用は、連結損益計算書の「有形固定資産及び無形資産に係

る損益」に転記される。

5.9 売却目的で保有する非流動資産及び非継続事業

非流動資産（又は資産グループ）は、その簿価が売却により回収されるときに処分されることが意図されている。この資産（又は資産

グループ）は、即時売却可能でなければならず、12ヶ月以内に売却される可能性が高いものでなければならない。

売却の可能性が高いのは、以下の場合である。

•　活発なマーケティングを伴う資産（又は資産グループ）の売却計画が、経営陣によって策定されている場合

•　少なくとも１人の購入希望者が拘束力のない購入申込を行っている場合

•　計画が大幅に変更されたり、撤回される可能性が低い場合

該当する資産は、「売却目的で保有する非流動資産」の表示項目に分類され、分類変更され次第、償却が停止される。帳簿価額が売却

コスト控除後の公正価値を上回る場合、減損損失が認識される。関連負債も、貸借対照表の独立した表示項目に表示される。

「売却目的で保有する非流動資産」に分類されてから12ヶ月以内に処分されなかった場合、ナティクシスの支配とは無関係の特別な状

況がなければ、当該資産のこのカテゴリーへの分類は停止される。
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2014年12月29日付で、ナティクシスはCubeファンドの保有持分に関する譲渡契約を締結した。当初「売却可能金融資産」に分類されて

いた当該持分は、「売却目的で保有する非流動資産」の項目に分類変更された。2014年12月31日現在でIFRS第5号に従って、分類変更さ

れた有価証券はIAS第39号の規定に基づき引続き評価されている。

非継続事業は、処分済みであるか又は売却目的の保有に分類されていることが、明確に識別可能な企業の構成単位であり、且つ、以下

のいずれかの条件を満たす。

•　独立の主要な業務分野又は営業地域を表す。

•　独立の主要な業務分野又は営業地域を処分する単一の統一された計画の一部である。

•　転売のみを目的に取得した子会社である。

非継続事業に関連する資産及び負債は、売却目的で保有する資産グループと同一の方法で貸借対照表に計上される。非継続事業からの

損益は、損益計算書の独立した表示項目とし、この中には、処分までの間に発生した当該非継続事業の税引後損益及び売却コスト控除

後の公正価値で計上されている売却目的で保有する資産又は処分グループの売却若しくは評価から生じる税引後損益が含まれる。

5.10 純損益を通じて公正価値で測定される金融負債

これには、トレーディング目的で保有する金融負債（デリバティブ金融商品を含む）及びIAS第39号に基づき入手可能なオプションに

従って当初認識時に公正価値で示される金融負債が含まれる。IAS第39号の適用条件については、2005年６月に公表された基準書の修正

に記載されている。

このカテゴリーに属する金融負債は、報告日現在の公正価値で計上され、貸借対照表の「純損益を通じて公正価値で測定される金融負

債」として表示される。内部信用リスク（発行体のスプレッド）を含む公正価値の変動は、損益計算書の「純損益を通じて公正価値で

測定される金融商品に係る損益」に認識される。

5.11 債務

純損益を通じて公正価値で測定される金融負債に分類されない、ナティクシスによって生み出された債務は、償却原価法を用いて測定

され、貸借対照表の「銀行預り金」、「顧客預り金」、「債務証券」又は「劣後債務」に認識される。

債務証券は、当初認識時に、取引コストを含めた発行価格で測定される。その後は償却原価で測定され、発行費は当該金融商品の利用

期間にわたって認識される。

5.12 認識の中止

IAS第39号に従い、ナティクシスは、金融資産からのキャッシュ・フローに関する契約上の権利が失効した場合、金融資産の全部又は一

部の認識を中止する。また、これらの契約上の権利又は所有に係るリスクと経済価値のほとんどすべてが移転された場合にも、金融資

産の全部又は一部の認識を中止する。

ナティクシスが契約上の権利を譲渡しておらず、リスクと経済価値のほとんどすべてを保持しているわけでもない場合、ナティクシス

は、当該資産の支配を移転したか否かを決定する。支配が放棄されたとみなされる場合、その金融資産の認識が中止される。当行グ

ループが当該資産の支配を保持する場合、その資産は、ナティクシスの「継続的関与」の範囲まで、貸借対照表において引続き認識さ

れる。

継続的関与は、以下の契約上の条件の存在によって証明される。

•　移転した資産を買戻すというオプション又は義務

•　移転した資産のパフォーマンスに関係する金銭的補償の回収

金融負債は、清算、取消又は失効したときに認識が中止される。

買戻契約

a）　譲渡人

売却された有価証券に対する認識は中止されない。ナティクシスは、受領した資金を返却するというコミットメントを表すものとし

て、負債を認識する（「買戻契約に基づく売却有価証券」）。

b）　譲受人

購入された有価証券は認識されず、譲受人から受け取るべき未収金が貸付けた資金を表すものとして計上される。当該資産に対する支

出金額が、「買戻契約に基づく取得有価証券」に認識される。

その後の各報告日に、当該有価証券は、最初に分類されたカテゴリーに適用される規則に従って譲渡人により引続き評価される。譲受

人の勘定には、譲渡人から受取るべき金額が、引続き貸借対照表に表示される。

貸付／借入有価証券

貸付／借入有価証券取引は、IFRSにおける意味の範囲内で、金融資産の譲渡を伴わない。したがって、これらの取引によって、貸付有

価証券の認識が中止されることはない。貸付有価証券は、IFRSの下では識別されず、当初のIFRSカテゴリーに引続き計上され、適宜測

定される。借入有価証券は、借手によって認識されない。

5.13 金融資産と金融負債の相殺

IAS第32号に従い、ナティクシスは、金融資産と金融負債の相殺について、（i）計上された金額を相殺する法的に強制可能な権利を有

し、（ii）正味金額を決済するか又は当該資産の現金化及び負債の決済を同時に実行する意思があるという２要素から成る条件を前提

として、金融資産と金融負債の相殺を実施し、正味残高を貸借対照表に表示する。
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運営原則が上記の２つの規準を満たしている清算機関で実施されるデリバティブ及び買戻契約に関する取引は、貸借対照表で相殺され

る（注記6.3参照）。

5.14 引当金及び偶発負債

引当金は、時期又は金額が不確実な負債である。負債は、過去の事象によって生じる現在の債務であり、それを清算すると、信頼性を

もって測定できる経済的便益を包含する資源の流出をもたらすと予想される。

引当金として認識される金額は、報告日における現在の債務を清算するのに要する支出の最善の見積りでなければならない。この金額

は、割引の影響が重大である場合は割引かれる。引当金は、報告日ごとに見直され、必要に応じて調整がなされる。従業員給付をカ

バーするための引当金を除き、貸借対照表上で認識される引当金は、主にリストラ引当金並びにリスク及び訴訟に対する引当金に関係

する。

a）　リストラ引当金

リストラ費用に対する引当金は、引当金認識についての下記の標準的な規準及び下記の２つの条件が満たされたときに、認識される。

•　決算日現在で、少なくとも下記の事項を明確にしたリストラに関する詳細な正式の計画がある。

•　関係する事業又は事業の一部

•　影響を受ける主たる事業所

•　雇用契約の終了により補償を受ける従業員の勤務地、職種及びその概数

•　負担する支出

•　計画実施日

•　ナティクシスは、リストラ計画の実施を開始することによって、又はそれによって影響を受ける人々に決算日にその概要を告知する

ことによって、リストラ実施につき、影響を受ける人々の予想を確実なものにしている。

リストラ費用に対する引当金は、リストラに直接的に関係する支出のみを含む。

ナティクシスは、2013年12月２日に従業員代表団に提出した人員適応計画に関し、またGAPCの清算に関し、2014年12月31日現在で60百

万ユーロ（2013年12月31日現在で90.6百万ユーロ）のリストラ引当金を財務諸表に計上した。

この計画は、強制解雇なしの659人の人員削減を含み、次の２段階に分けて行われる。

•　第１段階：528人が関係し、詳細に特定される。この第１段階の概要は、2013年に経営陣及び組合に示された。

•　第２段階：131人が関係し、詳細に特定される。この第２段階の概要は、2014年に経営陣及び組合に示された。
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この計画は、2013年に経営陣及び組合によって署名された雇用協定の条件に依拠し、早期退職、希望退職、資格再取得訓練及び異動・

昇進を含む。

IAS第37号第80項に従い、リストラ引当金には、リストラに直接的に関連する費用、具体的には、希望退職及び早期退職に関係する費用

は含まれない。

この引当金額は、注記6.16.2「偶発損失引当金」及び注記7.6「営業経費」に開示されている。

b）　リスク及び訴訟に対する引当金

ナティクシスがさらされている主なリスク及び訴訟については、第３章「リスク管理及び自己資本」の第3.9節「法的リスク」（訳者

注：原文の章及び節）に記載されている。

将来の営業損失又は大規模修繕に対しては引当金は認識されておらず、偶発資産及び偶発負債も計上されていない。

2014年12月31日現在のナティクシスの財務諸表の負債側に計上されている引当金については、注記6.16.2「偶発損失引当金」で検討さ

れ、可能性のある配分については注記7.6「営業経費」及び注記7.7「貸倒引当金繰入額」に記載されている。

引当金の変動は、損益計算書において将来支出の種類に対応する表示項目で認識される。

5.15 従業員給付

IAS第19号に従い、従業員給付は、以下の４つのカテゴリーのうちの１つに分類される。

•　「短期給付」：当期中に支払われる給料、社会保障負担、年次休暇、従業員利益分配、奨励給制度、追加負担及び賞与が含まれる。

•　「解雇手当」：企業の決定又は雇用終了と引換えに退職手当パッケージを受取るという従業員の決定の結果として、通常の退職年齢

前に社員の雇用を終了するのと引換に付与される従業員給付から成る。

•　「退職後給付」：年金、銀行業界に適用されるその他の補足的退職給付、退職時の報酬及び退職者に支払われるその他の契約上の給

付など。

•　「その他の長期従業員給付」：長期勤続報奨及び「従業員維持及び業績表彰制度」に基づいて現金で支払われる繰延報酬を含む。

短期従業員給付は、当該給付の見返りに従業員が勤務した期間の費用として認識される。

退職給付に対する引当金が発生するのは、雇用主が退職給付の提供を明確に確約したとき、又は雇用主が退職給付の支払いを定めたリ

ストラの費用を認識したときである。

IAS第19号に規定された認識の原則に従い、ナティクシスは以下の種類の退職後給付を識別する。

•　確定拠出制度：この制度の下では、企業体は特定の給付額を支払う義務を一切負わない。

•　確定給付制度：この制度の下では、ナティクシスは特定の給付額を支払う法的又は推定的義務を有する。

確定拠出制度の下で拠出された負担金は、従業員が当該負担金と引換に勤務した期間において、費用計上される。

予測単位積増方式を用いた保険数理士による給付債務の査定に基づき、確定給付制度に対する引当金が設定される。この方法は、毎年

見直される人口統計及び財務上の仮定（具体的には、AA格付けの社債の金利カーブに基づく割引率）を活用したものである。制度資産

の価値が数理計算上の負債から控除される。この評価は独立保険数理士によって定期的に実施される。

数理計算上の仮定の変動及び実績による修正（数理計算上の仮定と実績との間の差異による影響）に関連する数理計算上の負債につい

ての再評価調整（確定給付制度の再評価調整額）は、資本直入された損益に係る計算書上、純損益に振替えられることのない項目とし

て計上される。

確定給付制度に関して認識される年間人件費は、以下の項目で構成される。

•　当期中に受益者によって確定された権利を表す勤務費用

•　制度の変更又は縮小及び制度の清算の影響によって生じる過去勤務費用

•　正味の債務に対する割引の巻戻しの影響を反映する正味利息費用

その他の長期給付は、確定給付制度の下で退職後給付に適用されるのと同一の保険数理的方法を用いて評価される。但し、負債再評価

項目は、直接費用として認識される。

「従業員維持及び業績表彰制度」に従って従業員が勤続することを条件とする、現金決済の変動報酬に関連する費用見積額は、権利確

定期間にわたって認識される。

5.16 負債と資本の区別

IAS第32号に従い、発行済金融商品は、保有者に現金を引渡す契約上の義務が組込まれているか否かによって、負債又は資本に分類され

る。

超劣後債及び優先株式は、連結ベースで利益が計上された場合には利払いが義務付けられる条項についての再交渉が2009年に行われ、

それ以降いずれに区分すべきかについて任意とされたことから、資本に分類されている。

期中の変更は、注記6.17「劣後債の期中変更」及び注記12「資本管理」に記載されている。

しかし、金融商品が資本であると判断された場合は以下のとおりである、

•　その補償は配当とし取扱われ、よって資本に影響し、当該補償に関わる税金も同様である。

•　外貨建ての場合には、資本に当初分類された日においてユーロに換算された結果の取得原価で固定される。
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ナティクシスの連結範囲に含まれる専用ミューチュアルファンドの純資産の第三者投資家持分は、貸借対照表の「純損益を通じて公正

価値で測定される金融負債」に計上される金融負債を構成する。ミューチュアルファンドの利益に対する第三者投資家の持分は、連結

損益計算書の「純損益を通じて公正価値で測定される金融商品に係る純損益」として計上されている。

ナティクシスが全部連結の対象とする償還期日付きファンドの第三者投資家による保有ユニットは、清算時にファンドの純資産に対す

る持分の返済を受ける権利を保有者に付与するものであり、連結貸借対照表の「未払勘定及びその他の負債」として負債に分類されて

いる。ファンドの利益に対する第三者投資家の持分は、連結損益計算書の「支払利息及び類似費用」に計上されている。

5.17　フランス政府の支援

主要株主であるBPCEを通じて、ナティクシスは、2008年にヨーロッパ委員会で承認された金融セクター救済制度の枠組の中で、一定の

適格規準を満たした債権の所有権の完全譲渡により保証される銀行間中期貸出を間接的に受入れた。所有権の譲渡により、貸手は、債

権をSociété de Financement de l’Économie Française（SFEF）から受け取った貸出金の担保としてSFEFに差入れることができた。こ

れに対応してBPCEからナティクシスに対して実行された貸出金は、それ自体がSFEF融資として適格であり、連結貸借対照表の「金融機

関預り金」に表示されている。

担保として提供された債権は、IAS第39号で定義される認識中止の規準を満たなかったため、ナティクシスの連結貸借対照表上で当初の

分類のまま維持されている。それらは、注記6.7.3で表示される「負債に対して保証として提供されている金融資産」という表にある

「貸出金及び債権」の表示項目に含まれている。

2013年12月31日現在840百万ユーロあった当該貸出は、2014年に全額返済された。

5.18　株式に基づく報酬

ストック・オプション制度

ナティクシスは、一部の従業員にストック・オプションを付与している。このストック・オプションは、４年間の制限期間の後に３年

間にわたって行使可能である。業績条件は適用されない。IFRS第２号の規定に従い、2002年11月７日よりも後に生じ、報告日現在でま

だ権利確定されていないストック・オプションは、従業員に付与された日の公正価値で測定される。この公正価値は、ブラック・

ショールズ評価法を用いて決定され、権利確定期間にわたって人件費として認識され、対応する仕訳が資本に行われる。費用は各報告

日に修正され、受益者数に関するその後の情報により、確定された権利の当初見積りに変更があった場合には、その都度調整される。

その結果生じる調整は、当期以降の費用に影響を及ぼす。

2014年12月31日現在有効な制度の詳細は、注記11.2.4に記載されている。

従業員のために留保される資本の増加

従業員貯蓄プランの下で従業員に付与されるストック・オプションは、特定の期間における平均市場価格（参照価格と呼ばれる）と比

較して割引かれており、５年間の譲渡制限期間が設けられている。付与された利益は、制限条件を考慮後の取得株式の公正価値と申込

日において従業員が支払った金額の差額に株式の申し込み数を乗じた金額である。

譲渡制限の評価方法は、譲渡制限株式の５年先渡売りと、最終的には先渡売りからの収益で５年後に返済される借入金で購入の資金調

達を行うことによって同数の株式の現金買いを行うという２ステップの戦略コストを基礎とする。借入金金利は、平均的なリスク・プ

ロファイルの市場参加者が何の影響も受けずに５年で返済できる証券担保借入を求めた場合に認められるであろう金利である。

従業員のために留保される資本の増加に関連する利益の評価に適用される主な仮定は、注記11.2.4に記載されている。

株式に基づく従業員維持及び業績表彰制度

EU指令第36／2013号（「CRD4」として知られる）及び2014年11月３日付の命令に従い、並びに欧州銀行監督局（EBA）が2013年12月16日

に公表し、2014年３月４日に委員会委任規則における欧州委員会（EU）指令第604／2014号により承認された規制技術基準の中で定めら

れた要件に従って、ナティクシスは「規制」と称されるカテゴリーに属する職員及び一部の従業員を対象とした繰延変動報酬制度を設

定した。一部の制度はナティクシスの株式で決済され、一部はナティクシスの株価と連動する現金で決済される。

株式で決済される従業員維持及び業績報酬制度

IFRS第2号「株式に基づく報酬」に基づき、従業員に対する株式の無償交付により、付与日に受領した財貨又はサービスの公正価値に相

当する費用が発生する。この人件費は資本に対して認識される。受領したサービスの公正価値は、付与日の株式の公正価値から権利確

定期間中に従業員が放棄した配当の現在価値を控除し、勤続年数条件を考慮して算定される。

費用は定額法で権利確定期間にわたって認識される。費用は権利の損失を反映するよう権利確定期間にわたって調整される。

ナティクシスの株価を指標とする現金決済型の従業員維持及び業績報酬制度

現金決済される株式に基づく報酬に適用される会計処理は、IFRS第２号「株式に基づく報酬｣に準拠している。

当該基準に基づき、取得されたサービス及び負担した負債は公正価値で測定される。負債が決済されるまで、債務は各報告日及び決済

日に再測定され、公正価値の変動は当該期間の損益に認識される。報告日における負債の再測定は、勤続年数条件及び業績規準が満た

されているか否かとともに、原株式の価値の変動が考慮される。

報酬の支払いが勤続年数を条件とする場合、帰属する年度中に決済が発生しない限り、対応する費用は定額法で権利確定期間にわたっ

て計上され、この場合、費用は直ちに損益計算書に計上される。

これらの制度の詳細と当年度中の数量的影響は、注記11.2.2に記載されている。

5.19 自己株式及び自己株式に関連したデリバティブ

ナティクシスが保有するすべての自己株式は、それらの取得／保有目的にかかわらず、資本から差し引かれる。トレーディング目的又

は売却可能として保有する自己株式の売却、測定又は減損に関して、親会社の財務諸表において認識されたいかなる損益も、連結財務

諸表において資本から差し引かれる。
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自己株式に関連したデリバティブは、決済方法により異なる認識がなされる。

•　一定数の自己株式が一定金額の現金その他の金融資産と交換する取引により決済され、その取引が唯一の可能な決済方法である場

合、資本性金融商品として認識される。この場合、その後の再評価は行われない。

•　正味現金決済又は正味自己株式決済により決済される場合、デリバティブとして認識される。この場合、金融商品の公正価値の変動

が損益計算書に計上される。

ナティクシスに自己株式の購入義務を負わせる契約は、デリバティブの分類方法にかかわらず、割引取得価格の負債を発生させ、対応

する仕訳が資本に行われる。

5.20 受取報酬及び受取手数料

受取報酬及び受取手数料の会計方法は、提供されたサービスの最終目的及びそのサービスが関連する金融商品の会計方法によって決ま

る。

ビジネス・プロバイダー報酬といった一度限りのサービスに対する報酬及び手数料は、サービスが提供され次第、直ちに損益に計上さ

れる。

保証報酬や管理報酬といった継続的サービスに対する報酬及び手数料は、サービスが提供される期間にわたって繰延べられる。

ローン設定報酬といった、金融商品の実効利回りの不可欠な部分を形成する報酬及び手数料は、該当するローンの見積期間にわたって

実効金利の調整として認識され償却される。これらの報酬及び手数料は、受取報酬及び受取手数料ではなく、受取利息として認識され

る。

5.21 法人所得税

当年度の税金費用は、以下により構成される。

•　フランス企業が支払うべき税率38％の税金並びに外国の企業及び支社が現地税率で支払うべき税金。フランスの税率38％には、2013

年12月に可決され、2013年度及び2014年度に適用される10.7％の付加税（2014年フランス財政法）が含まれている。

•　資産・負債の帳簿価額と、貸借対照表負債法により計算されるその税務基準額との間の一時的差異から生じる繰延税金

繰延税金資産・負債は、現地の税法に従い、一時的差異が解消される日現在で適用されている又は実質的に適用されている税率に基づ

き、各課税企業レベルで計算される。繰延税金は割引かれない。

繰延税金資産・負債は、各課税企業のレベルで相殺される。課税企業は、当行グループの減税目的のために選ばれた単体企業又は、該

当する場合には、企業グループの一部のいずれかである。

繰延税金資産は、当該課税企業が一定期間（最長10年間）の間に税効果を実現できる可能性が高い場合にのみ、報告日に認識される。

こうした税効果は、当該期間内に一時的差異又は繰越欠損金が将来の見積課税所得から控除されることで実現される。

すべての一時的差異は、それらの解消日又は支払日にかかわらず、認識されている。繰延税金の正味残高は貸借対照表の「繰延税金資

産」に表示される。

付加価値負担金、すなわち「cotisation sur la valeur ajoutée des entreprises」（CVAE）については、当期純利益に基づいて計算

されていないと考えられるため、「営業経費」として計上されている。

競争力・雇用目的税額控除（CICE）は、IAS第19号「従業員給付」に該当するとみなされた。その結果、この税額控除は、関連人件費か

らの控除として表示されている。

2012年８月改正フランス財政法は、キャッシュ・フローの形での配当金を分配する場合の追加負担金を導入した。IAS第12号に従い、利

益配当税支払いに関連する費用は、支払決定がなされた期間の税金の表示項目に計上される。この金額は、2013年度は31.7百万ユー

ロ、2014年度は8.1百万ユーロであった。

5.22 貸出コミットメント及び保証コミットメント

a）　金融保証

コミットメントの供与

デリバティブに分類されない金融保証コミットメントは、債務者が契約上支払うべき分割払込金の支払いを怠ったために生じた損失に

ついて、保証対象企業に返済するため、発行体に特定の支払いをすることを求める契約である。この権利の行使は、不確実な将来の事

象の発生を条件としている。

（2005年８月にIASBによって公表され、EUによって採用された）IAS第39号及びIFRS第４号の修正の第43項に従い、供与された金融保証

は、その公正価値に、保証発行に直接帰属するあらゆる取引コストを加算した額で計上される。市場価格で締結された単独の契約につ

いては、契約開始時の公正価値は、理論上は受け取ったプレミアムと同額になる。ナティクシス・グループ内で発行されたすべての金

融保証契約は、市場価格で締結されている。

その後は、金融保証は以下の２つのいずれか高い金額で計上される。

•　当初認識額から、該当する場合には、IAS第18号「収益」に記載の原則に沿って計上された償却額を控除した額。この償却額は、当

該保証によってカバーされる期間中にわたって、受領報酬が遅延認識されることを表す。

•　IAS第37号「引当金、偶発負債及び偶発資産」に従って決定される価額。これは企業が通常、債務清算又は第三者への債務の譲渡の

際に支払うであろう額である。

保険子会社から発行され、保険契約の定義にも該当するすべての金融保証は、IFRS第４号「保険契約」の要件（その修正の第AG64項

（ａ）で認められているもの）に沿って、会計処理された。
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ミューチュアルファンドに対して発行される保証の特定事例

ナティクシスは、特定のミューチュアルファンドの受益証券の元本及び／又は利益を保証する。これらの保証は、各ファンドの満期時

の受益証券の純資産価額が、保証された純資産価額を下回った場合においてのみ行使される。IAS第39号に基づき、これらの保証はデリ

バティブ金融商品に相当する。

しかし、業務リスクが保証の公正価値に及ぼす顕著な影響を踏まえれば、ミューチュアルファンドに対して付与された保証は、金融保

証として扱われる。

保証コミットメントの受取

IFRSの基準書には、受け取った金融保証の会計処理に関する定めがない。具体的な指針がない場合、適用される会計処理は、類似した

状況下で他の基準によって規定された会計処理との類似性によって決定しなければならない。したがって、発行体に対する金融保証の

定義に合致する受取保証は、以下に従って処理される。

•　金融商品に関して受け取った保証については、IAS第39号

•　IAS第37号の適用範囲に該当する負債に関して受け取った保証については、IAS第37号

旧GAPC分離資産に関してBPCEからナティクシスに供与された保証に適用される具体的な処理については、注5.7に開示されている。

b）　貸出コミットメント

ナティクシスによって供与されるすべての貸出コミットメントは、付与日の市場価格での貸出金を生じさせる。貸出コミットメントに

おける貸出実行部分は、「貸出金及び債権」に分類される。これらの貸出コミットメントは偶発負債であり、IAS第37号に従って認識さ

れる。当初認識時には、それらは貸借対照表に認識されない。コミットメントの費用が関連収益を上回った場合に、引当金が負債にお

いて認識される。

5.23 財務諸表作成時の見積りの使用

財務諸表の作成において、ナティクシスは、専門家の判断を仰ぐ必要のある入手可能な情報に基づき、一定の見積り及び仮定を立てる

必要がある。これらの見積り及び仮定は、損益計算書における収益及び費用の計算、貸借対照表における資産及び負債の価額、及び／

又は財務諸表注記における一定の開示事項に影響する可能性のある不確実性の原因となる。金融危機が、会計上の見積りの使用拡大に

つながった。その結果として、一定の営業活動の将来の業績が、2014年12月31日現在の財務諸表に使用されている見積りから大幅に異

なる結果となる可能性がある。

仮定を立てる必要がある会計上の見積りは、主に以下に記載の項目の測定に用いられている。

公正価値で計上される金融商品

活発な市場で取引されていないハイブリッド市場金融商品の公正価値は、評価技法を用いて算定される。評価モデルを用いて生成され

た評価は、当該金融商品及び関連するリスクに応じて、正味ポジションのビッド／アスク価格、モデリング、将来キャッシュ・フロー

の資金調達コストに関する仮定、並びに取引相手方及びインプット・リスクを勘案して調整される。これらの方法により得た公正価値

は、市場で売却される場合、取引時の実際の価格と異なることがある。

金融危機の結果、流動性が枯渇した金融商品の価格設定に使用される評価モデルについては、注記5.6に記載されている。

貸出金及び債権の減損

報告日において、ナティクシスは、個別的に又はリスク・カテゴリー別に集合的に、貸出金及び債権の減損の客観的な証拠があるか否

かを査定する。減損の証拠を発見するために、ナティクシスは、多数の客観的な規準の傾向を分析するとともに、自社の専門家チーム

の判断も仰ぐ。同様に、ナティクシスは（目的が個々の減損損失額を算定することである場合には）予想回収時期を設定するために、

また、集合的引当金額の基礎となるバーゼルⅡの枠組に基づいた予想損失額を調整するために、専門家の判断を利用することがある。

「売却可能金融資産」に分類される非上場資本性金融商品の評価

売却可能金融資産に分類される非上場資本性金融商品は、主に非連結企業に対する投資で構成される。非上場非連結企業に対する投資

の公正価値は、主としてマルチプル又はDCF（割引キャッシュ・フロー）に基づく評価方法により得られる。これらの方法を使用するた

めには、事前に一定の選択及び仮定（とりわけ将来予想キャッシュ・フロー及び割引率）を実施する必要がある。

資金生成単位（CGU）の価値

減損テストを行えるよう、すべてののれんがCGUに割り当てられている。ナティクシスによって行われる減損テストは、各CGUの帳簿価

額（のれんを含む）をその回収可能価額と比較することによって行われる。回収可能価額が使用価値に等しい場合、年間のフリー・

キャッシュ・フローを無期限の将来にわたって割引くことによって算定される（注記2.5参照）。割引キャッシュ・フロー法の使用は以
下を伴う。

•　将来キャッシュ・フローを見積る。ナティクシスは、これらの見積りの基礎を、そのビジネス単位の中期計画に含まれる予測に置

く。

•　中期計画の最終年のキャッシュ・フローを、予想年間成長率を反映させた利率で、無期限の将来にわたって見積る。

•　各CGUの個別の利率でキャッシュ・フローを割引く。

償却原価で認識される貸出金及び債権の公正価値（IAS第39号及びIFRS第７号の修正に基づき分類変更される貸出金を除
く）

活発な市場で相場が付けられていない貸出金の公正価値は、割引キャッシュ・フロー法を使用することにより決定される。割引率は、

類似のリスク特性を持つ貸出金グループに対して、当該期間中に機関投資家によって使用される利率の査定に基づく。貸出金は、信用

スプレッドに影響を与える要因の特定を可能にする統計調査に基づき、類似のリスク特性を持つグループに分類されている。ナティク

シスはまた、この分類を改良するために、専門家の判断に依拠している。
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従業員給付

ナティクシスは、主な従業員給付の算定を独立保険数理士に依頼している。これらのコミットメントは、昇給率、割引率及び制度資産

の収益率などの仮定を用いて決定される（注記11.2.3参照）。これらの割引率及び収益率は、報告日に観察された市場レート、例えば
割引率については、AA格付けの社債のイールド・カーブに基づく。長期給付債務に適用される場合、これらの利率が、評価に不確実性

をもたらす。

保険関連の負債

保険の技術的準備金は、次期以降の期間にわたって報告される金額の調整につながる可能性がある仮定及び見積りを用いて計算され

る。

•　個人保護保険については、支払準備金は、保険請求経験のモデリングにより計算される。

•　生命保険については、責任準備金は、経済的仮定、金融的仮定、死亡率表、罹患率表及び行動統計（例えば保険解約に関するもの）

に基づき算定される。

•　信用保険については、支払準備金は、報告日現在において報告済であるが未解決の保険請求の見積りを含む。このような未払の保険

請求額に加え、未知の保険請求に対する準備金が確保されるが、これはリスクの決済及び債権回収措置の後に最終的に支払われる請

求額を参考に、統計ベースで計算される。予想回収額の見積りを表す、債権回収手続に対する準備金は、未決済のすべての契約期間

に対して、最終回収率を適用することにより計算される。

繰延利益分配

繰延利益分配の計算に使用される配当参加率は、中期計画の期間にわたる予想配当性向に基づき決定されるが、前年度の実質配当性向

と一致している。

繰延利益分配資産の場合、不利な経済環境から生じる流動性の要求により、含み損のある資産の売却を余儀なくされないよう検証する

ための、回収可能性テストが実施される。この回収可能性テストは、過去の償還及び資金の流入に関するさまざまな経済上の仮定に基

づく将来の予想キャッシュ・フローに依拠している（注記2.8を参照）。

繰延税金

欠損金の繰越は、フランス及び英国においては無期限に認められており、その他の国でも極めて長期間（米国では20年間）にわたって

控除可能であるなかで、ナティクシスは、保守的姿勢により、一定期間（最長10年）にわたって課税所得を生み出す能力に対応させる

形で正味繰延税金資産を計上している。

このため、ナティクシスは、各業務分野の中期計画で使用した成長の仮定に基づき、前課税事業年度から開始する継続的期間にわたる

タックス・プランニングを作成している。

また、特別租税体系についての調整も行っている。

その他の引当金

金融商品、従業員給付及び保険契約に関連する準備金を除き、連結貸借対照表で認識される引当金は、主に訴訟、罰金及び課税リスク

に対する引当金並びに人員適応計画及び旧GAPCの分離終了に関し2013年12月31日現在で計上されたリストラ引当金に関係するものであ

る。

引当金が引上げられるのは、過去の事象により生じた債務を清算するために、経済的便益を包含する資源の流出が必要となる可能性が

高く、且つ、債務額を信頼性をもって見積ることができるときである。この金額を算定するために、経営陣はリスクの発生確率を査定

する必要がある。また割引の影響が重大である場合には、将来キャッシュ・フローが割引かれる。

5.24 １株当たり利益／（損失）

希薄化後１株当たり利益／（損失）は、グループ持分に帰属する当期純利益／（損失）を、希薄化金融商品の普通株式への転換により

生じる最大の影響額に応じて調整された加重平均株式数で割った額に相当する。希薄化後１株当たり利益／（損失）を計算する際に

は、発行済ストック・オプションが考慮される。これらの金融商品の転換は、希薄化後１株当たり利益／（損失）の計算に使用される

当期純利益／（損失）に影響を与えない。

 

 

2014年12月31日に

終了した年度

2013年12月31日に

終了した年度

１株当たり利益／（損失）   

グループ持分に帰属する当期純利益／（損失）（単位：百万ユーロ） 1,138 884

株主に帰属する当期純利益／（損失）（単位：百万ユーロ）
（a）

1,085 835

期中平均発行済流通普通株式数 3,109,895,036 3,093,523,996

期中平均自己株式数 2,580,400 6,105,098

１株当たり利益／（損失）の計算に使用される平均株式数 3,107,314,636 3,087,418,898

１株当たり利益／（損失）（単位：ユーロ） 0.35 0.27

希薄化後１株当たり利益／（損失）   

グループ持分に帰属する当期純利益／（損失）（単位：百万ユーロ） 1,138 884

株主に帰属する当期純利益／（損失）（単位：百万ユーロ）
（a）

1,085 835

期中平均発行済流通普通株式数 3,109,895,036 3,093,523,996
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期中平均自己株式数 2,580,400 6,105,098

ストック・オプション制度及び株式無償交付制度
（b）

に起因する希薄化性潜在的株式

数 2,615,148 8,943,962

希薄化後１株当たり利益／（損失）の計算に使用される平均株式数 3,109,929,784 3,096,362,860

希薄化後１株当たり利益／（損失） （単位：ユーロ） 0.35 0.27

（a）グループ持分に帰属する当期純利益／（損失）と、株主に帰属する当期純利益／（損失）との差異は、超劣後債及び優先株式で発生した利息、すな

わち、2013年12月31日現在の（49）百万ユーロ及び2014年12月31日現在の（53）百万ユーロの差異である。

（b）この株式数は、株式に基づく繰延賞与制度（2009年度、2010年度、2011年度、2012年度及び2013年度制度）を指している。2013年度において、平均

株価に基づき、注記11.2.4に表示された2008年度のストック・オプション制度は、希薄化性潜在的株式とみなされておらず、2014年度も同様である。
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注記６ 貸借対照表注記
 

6.1 純損益を通じて公正価値で測定される金融資産及び金融負債

これらの資産及び負債は、報告日現在の公正価値で測定され、利息を含めた価値の増減は、損益計算書上で「純損益を通じて公正価値

で測定される金融商品に係る純損益」として認識される。

6.1.1 純損益を通じて公正価値で測定される金融資産

2014年12月31日現在において、公正価値で測定される金融資産は、有価証券及びデリバティブ金融商品から成る。

(単位：百万ユーロ) 注記

2014年12月31日

現在

2013年12月31日

現在

トレーディング目的で保有する有価証券  

 

71,269 60,903

固定利付有価証券  38,829 36,026

変動利付有価証券
(a)

 
32,440

24,877

トレーディング目的で保有する貸出金及び債権  2,358 2,129

銀行  1,929 1,920

顧客  429 209

ヘッジ会計として適格でないデリバティブ金融商品
(b)

6.1.3
85,749

63,720

純損益を通じて公正価値で測定される有価証券 6.1.1.2 89,327 87,293

有価証券  12,348 12,060

固定利付  3,866 3,482

変動利付
(a)

 
8,482

8,578

リバース・レポ
(b)

 
76,979

75,233

純損益を通じて公正価値で測定される貸出金及び債権

6.1.1.1及び
6.1.1.2 5,858 4,279

銀行  646 488

顧客  5,212 3,791

合計  254,560 218,324

(a) ミューチュアルファンドの受益証券を含む。

(b) この情報は、IAS第32号に従って実施した相殺の影響を考慮して表示されている(注記6.3参照)。

 

6.1.1.1 純損益を通じて公正価値で測定される貸出金及び債権並びに信用リスク

信用リスク・エクスポージャーは、純損益を通じて公正価値で測定される貸出金及び債権として貸借対照表に表示される項目の公正価

値を構成する重要な部分である。貸出金及び債権に対する信用リスク・エクスポージャーをカバーするクレジット・デリバティブの購

入は、貸借対照表上、公正価値で表示される。

 

(単位：百万ユーロ)

信用リスク・

エクスポージャー

関連するクレジット・

デリバティブ

信用リスクに起因する貸出金及び

債権の公正価値の変動

2014年12月31

日現在

2013年12月31

日現在

2014年12月31

日現在

2013年12月31

日現在 期中 累計

銀行に対する貸出金及び債権 646 488     

顧客に対する貸出金及び債権 5,212 3,791     

合計 5,858 4,279     

 

ナティクシスは、純損益を通じて公正価値で測定される貸出金及び債権に関連する信用リスクをヘッジするためのプロテクションを購

入していない。
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6.1.1.2 純損益を通じて公正価値で測定される金融資産に分類するための条件

金融資産が純損益を通じて公正価値で測定されるのは、それを選択した方がより適切な情報を提供できる場合、又は金融商品が１つ以

上の重要且つ分離可能な組込デリバティブを組込んでいる場合である。

以下の２つの状況においては、公正価値オプションの使用を選択する方が、より適切な情報を提供できるとみなされる。

・ 経済的に関連性がある資産と負債間で会計上の不整合がある場合。これが生じるのは、たとえばヘッジ会計の規準が満たされていな

いときの資産とヘッジ目的デリバティブの場合である。

・ 金融資産及び負債のポートフォリオが、資産及び負債管理の文書化された方針の一環として公正価値で管理され認識されている場

合。

純損益を通じて公正価値で測定される金融資産は主に、保険業務におけるユニットリンク保険に相当する金融資産が占める。また、割

合は少ないが、デリバティブが組込まれている資産で、分離の原則を適用していないものも含まれている。

(単位：百万ユーロ)

2014年12月31日現在 2013年12月31日現在

帳簿価額

会計上の

不整合

公正価値に

基づく管理

組込デリバ

ティブ 帳簿価額

会計上の

不整合

公正価値に

基づく管理

組込デリバ

ティブ

銀行貸出金及び債権 646 646   488 488   

顧客貸出金及び債権 5,212 74 1,113 4,024 3,791 103 499 3,190

固定利付有価証券 3,866 1,764 431 1,670 3,482 1,572 934 976

変動利付有価証券 8,482 6,856 1,627  8,578 6,896 1,682  

その他の資産 76,979  76,979  75,233  75,233  

合計 95,185 9,340 80,150 5,694 91,572 9,059 78,348 4,166

 

6.1.2 純損益を通じて公正価値で測定される金融負債

2014年12月31日現在において、純損益を通じて公正価値で測定される金融負債は、主にヘッジ手段として使用されないデリバティブに

より構成される。

トレーディング目的で保有する金融商品として分類される有価証券は、基本的に金融資産の空売りにより構成される。

(単位：百万ユーロ) 注記

2014年12月31日

現在

2013年12月31日

現在

トレーディング目的で保有する金融商品  123,686 105,698

有価証券  38,628 41,294

ヘッジ会計として適格でないデリバティブ金融商品
*

6.1.3 84,122 63,337

その他の支払債務  936 1,067

純損益を通じて公正価値で測定される金融商品

6.1.2.1及び
6.1.2.2 96,936 80,351

有価証券  13,637 11,364

買戻有価証券
*

 82,440 68,527

その他の支払債務  860 460

合計  220,622 186,049

* この情報は、IAS第32号に従って実施される相殺の影響を考慮して表示されている(注記6.3参照)。
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6.1.2.1 純損益を通じて公正価値で測定される金融負債及び信用リスク

純損益を通じて公正価値で測定される金融負債の帳簿価額は、貸借対照表に表示されたそれらの公正価値に相当する。

貸出金について満期時に契約上支払うべき金額は、報告日において未返済の元金に、期日到来していない経過利息を加えた金額であ

る。有価証券について契約上支払うべき金額は、その償還価額である。

 

2014年12月31日現在 2013年12月31日現在
2014年12月31日現在の信用リ

スクに起因する、純損益を通

じて公正価値で測定される金

融負債の公正価値の変動

帳簿価額

契約上の満

期時支払金

額

帳簿価額と契約上

の満期時支払金額

との差額 帳簿価額

契約上の満

期時支払済

金額

帳簿価額と契約上

の満期時支払金額

との差額 当期 累計

銀行預り金 93 88 5 140 129 11   

顧客預り金 303 295 8 106 108 (3)   

債務証券
(a) 13,543 12,992 551

11,274 11,482 (208)
208 102

劣後債務
(a) 94 101 (7)

90 101 (11)
7 (13)

その他の支払債務
(b) 82,903 82,898  5 68,741 68,745 (4)

  

合計 96,936 96,373 563 80,351 80,565 (214) 215 89

(a) ナティクシス発行証券に係る内部信用リスクに対して計上された(注記5.6に記載の方法を用いて決定された)公正価値の合計額は、報告日現在で

(89.2）百万ユーロ(2013年12月31日現在は125.7百万ユーロ)であった(注記7.3参照)。未払金額の変動に加えて、この差額は、前年度の決算以降のナ

ティクシスのスプレッドの変動を反映している。

(b) その他の支払債務は、動的アプローチに従って管理されるストラクチャード年金のポートフォリオから成る。

 

6.1.2.2 純損益を通じて公正価値で測定される金融負債に分類するための条件

金融負債が純損益を通じて公正価値で測定されるのは、それを選択した方がより適切な情報を提供できる場合、又は金融商品が１つ以

上の重要且つ分離可能なデリバティブを組込んでいる場合である（注記5.1参照）。

以下の２つの状況においては、公正価値オプションの使用を選択する方が、より適切な情報を提供できるとみなされる。

・ 経済的関連性がある資産と負債間で会計上の不整合がある場合。特に公正価値が選択されるのは、ヘッジ会計の条件が満たされてい

ない場合である。その場合、ヘッジ対象項目の公正価値の変動が、ヘッジ目的デリバティブの公正価値の変動を自動的に相殺する。

・ 金融資産及び負債のポートフォリオが、資産及び負債管理の文書化された方針の一環として公正価値で管理され認識されている場

合。

純損益を通じて公正価値で測定される負債は主に、顧客のために仕組みを作り組成した発行証券で、リスクとヘッジがまとめて管理さ

れているものである。そうした発行証券には、重要な組込デリバティブが含まれており、価値の変動が、それらをヘッジするデリバ

ティブ手段の価値の変動により相殺される。

 2014年12月31日現在 2013年12月31日現在

(単位：百万ユーロ) 帳簿価額

会計上の

不整合

公正価値に

基づく管理

組込デリバ

ティブ 帳簿価額

会計上の

不整合

公正価値に

基づく管理

組込デリバ

ティブ

銀行預り金 93 93   140 140   

顧客預り金 303 217  86 106 106   

債務証券 13,543 12,297  1,247 11,274 10,314 15 946

劣後債務 94   94 90   90

うち買戻し条件付

有価証券 82,440  82,440  68,528  68,528  

その他の支払債務 464 464   213 213   

合計 96,937 13,071 82,440 1,427 80,351 10,773 68,543 1,036

 

発行後、純損益を通じて公正価値で測定される一部の負債は、保証の対象である。この保証の影響は、負債の公正価値に織り込まれて

いる。
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6.1.3 ヘッジ会計を適用できないデリバティブ

ヘッジ会計として適格でないデリバティブ金融商品は、予想保有期間にかかわらずトレーディング目的保有に分類される。

(単位：百万ユーロ)

2014年12月31日現在 2013年12月31日現在

想定元本 資産 負債 想定元本 資産 負債

先渡取引 6,055,332 72,699 70,769 5,781,553 51,568 50,767

金利デリバティブ
(a)

5,055,971 54,880 51,650 5,014,317 43,182 43,054

通貨デリバティブ 872,065 16,523 15,543 708,344 8,326 7,538

株式デリバティブ 86,259 1,138 3,343 7,548   

その他 41,037 158 233 51,344 60 174

オプション 1,477,059 9,913 10,789 1,371,208 9,387 9,888

金利デリバティブ 915,915 995 819 934,430 382 1,110

通貨デリバティブ 473,765 5,541 6,384 330,326 4,323 4,863

株式デリバティブ 38,184 2,166 2,418 54,776 3,364 3,074

その他の項目
(b)

49,195 1,211 1,168 51,676 1,318 842

クレジット・デリバティブ 96,919 3,137 2,565 181,752 2,765 2,682

合計 7,629,310 85,749 84,122 7,334,514 63,720 63,337

(a) ナティクシスは、BPCEとトータル・リターン・スワップ(TRS)の契約を交わしている。この金融商品は、2014年12月31日現在、純損益を通じて公正価

値で計上された旧分離GAPCに以前連動していた金融商品に関して2009年７月１日以降認識された公正価値の変動をヘッジするために使用されており、

資産のこの表示項目に43.9百万ユーロ(2013年12月31日現在は42百万ユーロ)、負債に54百万ユーロ(2013年12月31日現在は48百万ユーロ)が含まれてい

る。

(b) ナティクシスは、実行から10年後に、TRSを介してBPCEに譲渡される公正価値の純利得を回収するために、BPCEとコール・オプションを契約してい

る。このコール・オプションは、資産のこの表示項目に569.8百万ユーロ(2013年12月31日現在は557.9百万ユーロ)で認識された。
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6.2 ヘッジ目的デリバティブ

デリバティブは、その開始時及びヘッジ期間を通じて、IAS第39号に定める規準を満たす場合に限り、ヘッジとして指定することができ

る。これらの規準には、デリバティブとヘッジ対象との間のヘッジ関係が、将来的及び遡及的に有効であるという正式な証拠文書の提

示が含まれる。ヘッジ関係が有効と推定されるのは、遡及的に、ヘッジ手段の金融商品の価値変動が、ヘッジ対象の価値変動を80％～

125％の範囲内で相殺する場合である。

キャッシュ・フロー・ヘッジは、主にナティクシス及びリース事業によって、金利リスクに対する構造的ヘッジとして使用されてい

る。

公正価値ヘッジは、固定利付有価証券の公正価値の変動を個別にヘッジするために、またIAS第39号のカーブアウト（適用除外）規定に

従い、Natixis Financial Products LLCの金利リスクの包括的ヘッジとして使用される。

（単位：百万ユーロ）

2014年12月31日現在 2013年12月31日現在

想定元本 資産 負債 想定元本 資産 負債

キャッシュ・フロー・ヘッジ       

先渡取引 14,302 5 350 14,197 5 164

金利デリバティブ 14,302 5 350 13,884 3 161

通貨デリバティブ    313 2 3

株式デリバティブ       

その他       

オプション       

金利デリバティブ       

通貨デリバティブ       

株式デリバティブ       

その他       

公正価値ヘッジ       

先渡取引 358,040 125 383 535,608 1,728 367

金利デリバティブ 358,040 125 383 535,608 1,728 367

通貨デリバティブ       

株式デリバティブ       

その他       

オプション 26  2    

金利デリバティブ 26  2    

通貨デリバティブ       

株式デリバティブ       

その他       

クレジット・デリバティブ 494  0 942  1

外貨ヘッジに対する純投資       

合計 372,862 130 735 550,747 1,733 532
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6.3 金融資産と金融負債の相殺

下記の表は、注記5.13で詳述している、IAS第32号に定める規準を満たすナティクシスの貸借対照表上の相殺額、及びIAS第32号に定め

る相殺処理の規準を満たさないマスター・ネッティング契約又は類似の契約に基づく法的強制力のある相殺権の存在に関連する影響を

表示したものである。

総相殺額は、IAS第32号に定める規準を満たす、クリアリング・ハウスとのデリバティブ及び買戻契約（レポ）を反映している。

・ デリバティブについては、情報は、「Swapclear」クリアリング・システムを介して「LCH Clearnet Ltd」クリアリング・ハウスに

よって処理されるデリバティブの資産評価と負債評価との間の通貨相殺の影響を考慮して、表示されている。

・ レポについては、表示されている情報は、クリアリング・ハウスであるLCH Clearnet Ltd（レポクリア）、LCH Clearnet S.A.、

Eurex AG及びFixed Income Clearing Corporation（FICC）を通じて処理されるレポを含む。ナティクシスは、以下の条件を満たす

レポとリバース・レポの純額を貸借対照表に計上している。

- 同一のクリアリング・ハウスと締結した契約であること

- 満期日が同じであること

- 保管機関が同じこと

- 同一通貨での取引であること

マスター・ネッティング契約又は類似の契約に基づく法的強制力のある相殺権の存在に関連する影響は、差金決済規準若しくは資産と

負債の同時決済を証明できないマスター契約、又は１人以上の取引相手方のデフォルト、支払不能若しくは破産の場合を除き、相殺権

を行使できないマスター契約によってカバーされるデリバティブ金額又はレポ残高に相当する。これらの金額は、貸借対照表上では相

殺されない。

「金融商品」の欄に表示されている有価証券の形で授受される保証は、公正価値で認識されている。

注記1.1に記載したとおり、ナティクシスは、LCH Clearnet Ltd、LCH Clearnet S.A.、Fixed Income Clearing Corporation（FICC）及

びEurex AGといったクリアリング・ハウスで処理されるレポ取引に係る相殺ルールを修正し、現在はISINコード（参照番号）を考慮に

入れていない。この変更を2013年12月31日に行ったが、その結果ナティクシスは、13.9十億ユーロを相殺した。
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6.3.1 金融資産

（単位：百万ユーロ）

2014年12月31日現在 2013年12月31日現在

貸借対照表上で

認識されている

金融資産総額
*
相殺された金融

負債総額

貸借対照表上で

認識されている

金融資産純額

貸借対照表で認

識されている金

融資産総額
*
相殺された金融

負債総額

貸借対照表上で

認識されている

金融資産純額

（a） （b）

（c）

= （a） -

（b） （a） （b）

（c）

= （a） -

（b）

純損益を通じて公正価値で測定され

る金融資産 133,228 48,240 84,988 131,455 28,707 102,748

デリバティブ 99,434 37,324 62,110 75,631 28,288 47,343

レポ取引 33,794 10,915 22,878 55,824 419 55,405

その他の金融商品       

ヘッジ目的デリバティブ    1,334 1,330 4

銀行貸出金及び債権 4,751 0 4,751 5,091  5,091

レポ取引 4,751 0 4,751 5,091  5,091

その他の金融商品       

顧客貸出金及び債権 24,122 4,279 19,843 16,031 1,666 14,365

レポ取引 24,122 4,279 19,843 16,031 1,666 14,365

その他の金融商品       

合計 162,100 52,518 109,582 153,911 31,703 122,208

* マスターネッティング契約又は類似の契約によって相殺又はカバーされる金融資産の総額

 

（単位：百万ユーロ）

2014年12月31日現在 2013年12月31日現在

 

（a）に関連する相殺

されない金額   

（a）に関連する相殺

されない金額  

 （d）   （d）  

貸借対照表

上で認識さ

れている金

融資産純額 金融商品

現金で受領

した保証

正味エクスポー

ジャー

貸借対照表

上で認識さ

れている金

融資産純額 金融商品

現金で受領

した保証

正味エクス

ポージャー

（c） *  

（e）

= （c） -

（d） （c） *  

（e）

= （c） -

（d）

デリバティブ 62,110 41,464 14,605 6,041 47,347 36,029 5,962 5,356

レポ取引 47,472 47,330 13 129 74,861 73,836 148 877

その他の金融商品         

合計 109,582 88,795 14,617 6,170 122,208 109,865 6,110 6,233

* 有価証券の形で受け取った担保を含む。
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6.3.2 金融負債

（単位：百万ユーロ）

2014年12月31日現在 2013年12月31日現在

貸借対照表上

で認識されて

いる金融負債

総額
*

相殺された

金融資産総

額

貸借対照表

上で認識さ

れている金

融負債純額

貸借対照表上

で認識されて

いる金融負債

総額
*

相殺された

金融資産総

額

貸借対照表

上で認識さ

れている金

融負債純額

（a） （b）

（c）

= （a） -

（b） （a） （b）

（c）

= （a） -

（b）

純損益を通じて公正価値で測定される金融負債 128,850 48,228 80,622 126,815 30,031 96,784

デリバティブ 97,719 37,313 60,406 79,880 29,612 50,268

レポ取引 31,132 10,915 20,216 46,935 419 46,516

その他の金融商品       

ヘッジ目的デリバティブ 158 11 147 209 6 203

銀行預り金 6,149 0 6,149 16,656 0 16,656

レポ取引 6,149 0 6,149 16,656 0 16,656

その他の金融商品       

顧客預り金 23,111 4,279 18,833 9,510 1,666 7,844

レポ取引 23,111 4,279 18,833 9,510 1,666 7,844

その他の金融商品       

合計 158,269 52,518 105,751 153,190 31,703 121,487

* マスターネッティング契約又は類似の契約によって相殺又はカバーされている金融負債の総額

 

（単位：百万ユーロ）

2014年12月31日現在 2013年12月31日現在

 

（a）に関連する相殺

されていない金額   

（a）に関連する相殺

されていない金額  

 （d）   （d）  

貸借対照表上

で認識されて

いる金融負債

純額 金融商品

現金で受

領した保

証

正味エクス

ポージャー

貸借対照表上

で認識されて

いる金融負債

純額 金融商品

現金で受領

した保証

正味エクス

ポージャー

（c） *  

（e） =

（c） -

（d） （c） *  

（e） =

（c） -

（d）

デリバティブ 60,553 41,576 13,626 5,352 50,471 36,631 7,971 5,869

レポ取引 45,197 45,097 0 100 71,016 69,202 12 1,802

その他の金融商品         

合計 105,751 86,673 13,626 5,452 121,487 105,832 7,983 7,671

* 有価証券の形で受取った担保を含む。
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6.4 売却可能金融資産

下記の表は、売却可能金融資産を金融商品の種類（貸出金残高、固定利付有価証券又は変動利付有価証券）ごとに表したものであり、

減損前の総額、減損額及び減損累計額を控除した帳簿価額を開示している。

売却可能金融資産は、各報告期間末（すなわち四半期ごと）に実施される減損テストの対象となる。客観的な減損の証拠があり、以前

に資本において公正価値の減少が認識されている場合、減損累計額が資本から除去され、損益に計上される。

(単位：百万ユーロ)

2014年12月31日

現在

2013年12月31日

現在

貸出金残高 38 39

貸出金及び債権 38 38

未収利息 0 1

有価証券 45,584 41,576

固定利付 37,833 33,757

変動利付
(a)

7,208 7,305

未収利息 542 514

減損前の売却可能金融資産合計 45,621 41,615

売却可能資産の減損 (806) (937)

貸出金及び債権 (17) (11)

固定利付有価証券 (31) (48)

変動利付有価証券
(a)(b)

(757) (878)

合計 44,816 40,678

(a) ミューチュアルファンドの受益証券を含む。

(b) 変動利付有価証券の永久的減損は、2013年度の82百万ユーロに対して、2014年度は62百万ユーロである。この費用には、24百万ユーロの保険ポート

フォリオ(2013年度は60百万ユーロ)が含まれており、その影響は、利益分配メカニズムにより2014年度に92.7％、2013年度に94.8％それぞれ相殺され

ている。2014年度の費用は、保険ポートフォリオに関連する8百万ユーロを含む、すでに減損処理された有価証券の追加減損処理19百万ユーロ(2013年

度は、保険ポートフォリオの45百万ユーロを含む58百万ユーロ)、会計原則及び方法に定める自動的な規準の適用に連動した新たに減損処理された、

主に非保険ポートフォリオに関する引当金23百万ユーロ (2013年度は保険ポートフォリオに関する14百万ユーロを含む21百万ユーロ)並びに分析規準

の適用に連動して新たに減損処理された有価証券に対する引当金20百万ユーロ(保険ポートフォリオの16百万ユーロを含む。)(2013年度は保険ポート

フォリオの1百万ユーロを含む3百万ユーロ)に分けられる。

6.5 貸出金及び債権

6.5.1 銀行貸出金及び債権

(単位：百万ユーロ) 注記

2014年12月31日

現在

2013年12月31日

現在

貸出金残高  71,835 77,785

正常債権 6.5.1.1 71,707 77,510

不良債権  129 275

減損引当金  (117) (185)

差引合計  71,718 77,600

 

銀行貸出金及び債権の公正価値は、注記6.7.8に記載されている。

6.5.1.1 銀行に対する正常債権

（単位：百万ユーロ）

2014年12月31日

現在

2013年12月31日現

在

貸出金及び債権 55,471 64,926

当座貸越 7,321 6,020

非上場固定利付有価証券 1,201 1,281

リバース・レポ 7,528 5,091

未収利息 184 192

合計 71,707 77,510
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6.5.2 顧客貸出金及び債権

(単位：百万ユーロ) 注記

2014年12月31日

現在

2013年12月31日

現在

貸出金残高  109,500 90,578

正常債権 6.5.2.1 104,622 84,871

不良債権  4,878 5,707

引当金  (2,276) (2,603)

差引合計  107,224 87,975

 

 

顧客貸出金及び債権の公正価値は、注記6.7.8に記載されている。

 

6.5.2.1 財政的困難によるリストラクチャリング（返済一時猶予）

下表には、債務者の財政状態（注記5.1参照）により認められた譲歩を構成する当初の契約条件の修正又はリファイナンスの対象となっ

た金融資産（売買目的保有資産を除く）及び貸出コミットメントがまとめられている。

（単位：百万ユーロ）

2014年12月31日現在

リストラクチャリ

ング

個別的及び集合的

減損 - 引当金 受取った保証

オンバランスのエクスポージャー
3,257 656 2,249

オフバランスのエクスポージャー
107 0 54

合計
3,364 656 2,303

 

6.5.2.2 顧客に対する正常債権

（単位：百万ユーロ） 注記

2014年12月31日

現在

2013年12月31日

現在

ファイナンス・リース 6.5.2.3 10,432 10,622

その他の貸出金及び債権 6.5.2.4 50,144 45,654

当座貸越  3,433 3,362

非上場固定利付有価証券  4,184 2,757

リバース・レポ  30,291 16,175

ファクタリング  5,818 5,918

その他  26 23

未収利息  294 361

合計  104,622 84,872

 

6.5.2.3 顧客に対するファイナンス・リース

(単位：百万ユーロ)

2014年12月31日現在 2013年12月31日現在

不動産 不動産以外 合計 不動産 不動産以外 合計

顧客へのリース金融残高 6,344 4,088 10,432 6,650 3,972 10,622

正味不良債権残高 43 34 77 55 44 99

不良債権 144 168 312 147 186 334

不良債権残高に対する減損引当金 (83) (134) (217) (92) (142) (234)

合計 6,406 4,121 10,527 6,706 4,016 10,722

 

6.5.2.4 その他の顧客貸出金及び債権

（単位：百万ユーロ）

2014年12月31日

現在

2013年12月31日現

在

商業ローン 771 1,771

輸出信用 3,019 2,707

現金及び消費者信用 21,506 19,736

設備ローン 8,273 4,779

住宅ローン 541 859
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その他の顧客ローン 16,034 15,803

合計 50,144 45,654

 

6.6 満期保有金融資産

(単位：百万ユーロ)

2014年12月31日

現在

2013年12月31日現

在

公債   

総価額 1,242 1,240

減損引当金   

公債正味金額 1,242 1,240

債券   

総価額 1,524 1,789

減損引当金 (3) (4)

債券正味金額 1,521 1,785

合計 2,763 3,025

 

満期保有金融資産の公正価値は、注記6.7.8に記載されている。

2014年12月31日及び2013年12月31日現在、「満期保有金融資産」はもっぱら、完全連結対象の保険会社によって認識されたものであ

る。

6.7 金融資産に関するその他の情報

6.7.1 2008年10月13日に公表されたIAS第39号及びIFRS第７号の修正に従った当期中の金融資産の分類変更

2008年10月13日に公表されたIASBによるIAS第39号及びIFRS第７号の修正「金融資産の分類変更」に従って、2014年度中にナティクシス

により分類変更された金融資産はなかった。

6.7.2 2008年10月１日に分類変更された金融商品に関する情報

2008年10月13日に公表されたIASBによるIAS第39号及びIFRS第７号の修正で定められた選択肢に従い、ナティクシスは、2008年10月１日

付で下記の項目を「貸出金及び債権」内で分類変更した。

・ 以前「純損益を通じて公正価値で測定される金融資産－トレーディング目的」に分類されていた資産の公正価値に関する8.8十億

ユーロ

・ 以前「売却可能金融資産」に分類されていた資産の公正価値に関する2.8十億ユーロ

「貸出金及び債権」に分類変更された資産の帳簿価額は、2013年12月31日現在の174百万ユーロに比べて、2014年12月31日現在は僅かで

あった（0.1百万ユーロ未満）。

6.7.3 負債の担保として提供された金融資産

下記の表は、とりわけ下記の項目の帳簿価額を示したものである。

・ カバードボンド発行の原資産

・ 中央銀行に預けられ、いつでも財政立直しを保証するために担保として譲渡可能な金融商品（有価証券及び債権）

これらの金融商品は、引き続き当初の分類に従って連結貸借対照表上に開示されている。

（単位：百万ユーロ）

2014年12月31日

現在

2013年12月31日

現在

負債性金融商品 7,343 8,699

貸出金及び債権 1,027 1,646

合計 8,371 10,345

 

SFEFからの間接的な借入は当期間中に全額返済したため、2014年12月31日現在、当該借入に係る担保としてBPCE又はSFEFに所有権が移

転している債権は存在しない。

 

6.7.4 譲渡金融資産

下記の各表は、一部又は全部の認識が中止されていない譲渡金融資産と、完全に認識が中止されているがナティクシスが継続的関与を

維持している譲渡金融資産という２つのカテゴリーの譲渡資産を区別するというIFRS第7号の修正に従った金融資産の譲渡を表示してい

る。
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金融資産が一部又は全部譲渡されるのは、ナティクシスが当該金融資産からのキャッシュ・フローを回収するという契約上の権利を譲

渡した場合、又は当該金融資産からのキャッシュ・フローを回収するという契約上の権利を保持するが、１人以上の受益者にそれらの

キャッシュ・フローを支払うという契約上の義務を引受ける場合である。

ナティクシスが完全に認識が中止された譲渡金融資産の継続的関与を有するのは、譲渡条件に従い、ナティクシスが当該資産に付随す

る契約上の権利若しくは義務を保持するか、又は当該資産の新しい契約上の権利を取得するか若しくは義務を引受ける場合である。

抵当権のついている資産に係る情報の開示に関する2014年12月19日付のフランスの省令の発布を受け、また譲渡資産の表示と抵当権の

ついている資産の表示との間における統一性を可能な限り確保するために、IFRS第7号に基づく譲渡資産の金額の算定に関する規則を、

2014年に一部修正した。2013年度の比較用のデータは、かかる修正を考慮に入れるために修正再表示された。

6.7.4.1 譲渡したが完全には認識を中止していない金融資産

認識が中止されていない譲渡金融資産は、基本的に下記の金融商品で構成される。

・ 買戻有価証券

・ 現金送金によって担保される有価証券貸付

・有価証券を担保としたドライ・ローン

・ 関連負債の取引相手方が譲渡資産に対してのみ償還請求権を有する証券化

これらの金融商品は、ナティクシスと当該資産及びそれに付随するキャッシュ・フローの所有権の譲受人との間の譲渡を取りまとめる

取引の原資産であるため、譲渡資産とみなされる。

これらは、（ナティクシスに債務不履行がない限り）有価証券がナティクシスに返却されなければならないことから、便益及びリスク

の事実上すべてが維持されるため、連結貸借対照表の資産側に維持される。

■レポ

（単位：百万ユーロ）

2014年12月31日現在 2013年12月31日現在*

譲渡資産の

帳簿価額

関連負債の

帳簿価額

譲渡資産の

帳簿価額

関連負債の

帳簿価額

純損益を通じて公正価値で測定される金融資産 37,460 34,405 31,292 30,060

売却可能金融資産 3,527 3,486 4,922 4,756

満期保有金融資産 79 78 18 18

償却原価で測定される貸出金及び債権   43 43

合計 41,066 37,969 36,275 34,877

* 2013年12月31日現在の財務諸表に関連して調整された金額

■ 有価証券貸付

（単位：百万ユーロ）

2014年12月31日

現在

2013年12月31日

現在

譲渡資産の

帳簿価額

譲渡資産の

帳簿価額

純損益を通じて公正価値で測定される金融資産 1,811 1,638

売却可能金融資産  544

合計 1,811 2,182

 

■ 関連負債の取引相手方が譲渡資産に対してのみ償還請求権を有する証券化

（単位：百万ユーロ）

2014年12月31日現在

譲渡資産の帳簿価額 関連負債の帳簿価額 譲渡資産の公正価値 関連負債の公正価値 正味ポジション

資産担保証券 8,107 6,851 8,107 6,851 1,256

合計 8,107 6,851 8,107 6,851 1,256

 

2014年12月31日現在、ナティクシス自身が引き受け、連結時に消去した債券322百万ユーロは、レポ取引の下で貸出し又は売却されてい

る。

■ 2013年12月31日現在

（単位：百万ユーロ）

2013年12月31日現在

譲渡資産の帳簿価額 関連負債の帳簿価額 譲渡資産の公正価値 関連負債の公正価値 正味ポジション

資産担保証券 4,343 3,091 4,343 3,091 1,252

合計 4,343 3,091 4,343 3,091 1,252
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6.7.4.2 継続的関与が維持されているが完全に認識が中止された譲渡金融資産

ナティクシスが継続的関与を維持しているものの完全に認識が中止された譲渡金融資産には、当該譲渡資産に付随する事実上すべての

利益及びリスクが移転されるという条件を満たしたうえで、ナティクシスが持分又は債務を有する連結対象外の証券化ビークルへ譲渡

した資産が含まれる。

2014年12月31日現在、ナティクシスによって維持されている証券化ビークルへの継続的関与による、重大な影響はない。

6.7.5 担保として受領し売却又は担保として再利用可能な金融資産

この表示項目は、保証所有者の側に債務不履行がない場合に資産を再利用する権利の付いた金融保証契約に基づき担保として受領した

金融資産を対象として含む。

ナティクシスが担保として売却又は再利用できる、担保として受け取った金融資産の公正価値は、2013年12月31日現在の102十億ユーロ

に対して、2014年12月31日現在は226十億ユーロである。

2014年12月13日現在、担保として受け取った金融資産のうち、担保として再売却又は再利用したものの公正価値は148十億ユーロであっ

た。

6.7.6 支払期日が経過しているが減損処理されていない金融資産

下記の表は、報告日現在において支払期日が経過しているが減損処理されていない金融商品の経過日数の明細を金融商品の種類別に表

示したものである。評価される可能性があるポートフォリオ減損損失は考慮されていない。

支払期日経過資産は、延滞している（すなわち元本の返済又は利息の支払がなされていない）が、まだ減損が認識されていない資産で

ある。

当座貸越については、延滞は、顧客への通知日から起算され、表示された金額は、当座貸越合計額を示す。

回収過程で発生する偶発的事象に関係し、取引相手方の財務状況に無関係の支払遅延を意味する「テクニカルな」支払遅延は、含まれ

ていない。

各延滞金額の経過日数は、対象残高の最初の支払遅延からの経過日数に従って決定される。当期内訳は、最初の支払遅延に基づいて作

成されている。

資産の種類（単位：百万ユーロ）

2014年12月31日現在の支払遅延  

＜ 90日

＞ 90日 ＜

180日

＞ 180日 ＜

１年 ＞１年 合計

銀行貸出金及び債権 41 2 0 1 44

顧客貸出金及び債権 2,086 15 15 3 2,119

その他の金融資産    2 2

合計 2,128 17 15 6 2,166

 

2014年度に報告されたデータには、ファクタリング企業が識別した支払遅延1,477百万ユーロが含まれている。これらのデータは現在、

未払金額のみではなく、全残高に関連するものである。

 

資産の種類（単位：百万ユーロ）

2013年12月31日現在の支払遅延  

＜ 90日

＞ 90日 ＜

180日

＞ 180日 ＜

１年 ＞１年 合計

銀行貸出金及び債権      

顧客貸出金及び債権 122    122

その他の金融資産      

合計 122    122

6.7.7 貸借対照表において公正価値で計上されている金融資産の公正価値

下表は、貸借対照表において公正価値で認識されているか否かにかかわらず、すべての金融資産の公正価値を示している。

貸借対照表に公正価値で計上されている金融資産の公正価値は、注記5.6に記載のとおり、資産評価のために使用されたインプットのヒ

エラルキーに従って分類されている。

資産

（単位：百万ユーロ）

2014年12月31日現在 2013年12月31日現在

帳簿価額 レベル１ レベル２ レベル３

帳簿価額 レベル１ レベル２

レベル

３
*

トレーディング目的で保有する金融資産 159,375 64,679 91,382 3,315 126,752 55,748 67,738 3,266

トレーディング目的で保有する有価証券 71,269 63,123 7,701 444 60,903 53,568 6,406 928

うち固定利付有価証券 38,829 32,123 6,261 444 36,026 30,356 4,742 928

うち変動利付有価証券 32,440 31,000 1,439  24,877 23,212 1,665  

ヘッジ会計として適格でないデリバティブ金

融商品（プラスの公正価値） 85,749 1,555 81,699 2,494 63,720 2,180 59,202 2,338

うち金利デリバティブ 55,875 4 54,518 1,353 43,522 2 42,748 772
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うち通貨デリバティブ 22,064 10 22,047 8 12,649 21 12,613 16

うちクレジット・デリバティブ 3,137  2,137 1,000 3,365  2,417 948

うち株式デリバティブ 3,303 936 2,233 133 3,364 1,948 814 602

その他 1,369 605 764  820 210 610  

トレーディング目的で保有するその他の金融

資産 2,358  1,982 376 2,129  2,129  

純損益を通じて公正価値で測定される金融資

産 95,185 7,440 83,859 3,886 91,572 8,810 80,628 2,134

純損益を通じて公正価値で測定される有価証

券 12,348 7,440 2,622 2,286 12,060 8,810 1,613 1,637

うち固定利付有価証券 3,866 817 1,759 1,290 3,482 2,103 863 516

うち変動利付有価証券 8,483 6,624 863 996 8,578 6,708 749 1,121

純損益を通じて公正価値で測定されるその他

の金融資産 82,837  81,237 1,600 79,512  79,015 497

ヘッジ目的デリバティブ（資産） 130  130  1,733  1,733  

うち金利デリバティブ 130  130  1,732  1,732  

うち通貨デリバティブ     2  2  

売却可能金融資産 44,816 35,626 5,440 3,750 40,678 31,897 7,619 1,163

売却可能有価証券 - 持分投資 1,025 2 67 955 1,341 237 7 1,098

その他の売却可能有価証券 43,771 35,623 5,373 2,774 39,309 31,660 7,585 65

うち固定利付有価証券 38,342 31,068 4,658 2,616 34,217 27,264 6,953 1

うち変動利付有価証券 5,429 4,556 716 157 5,092 4,396 632 64

その他の売却可能金融資産 20   20 28  28  

合計 299,505 107,745 180,810 10,950 260,736 96,455 157,718 6,563

*　2013年12月31日現在の財務諸表に関連して調整された金額。主に、プライベート・エクイティ有価証券1,121百万ユーロを、公正価
値ヒエラルキーのレベル2からレベル3へ振り替えたことに起因している（注記5.6参照）。
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6.7.7.1 公正価値ヒエラルキーのレベル３を用いて測定された金融資産の公正価値

■2014年12月31日現在

(単位：百万ユーロ)

レベル３

期首残高

2014年１月

１日現在
*

期中に認識された損益 期中に実行された取引 期中の振替

連結範囲の変更

為替換算

調整額

レベル３

期末残高

2014年12月

31日現在

損益計算書*

資本直入され

た損益 購入／発行 売却／償還

レベル３

から

レベル

３へ

その他の

振替

報告日現在

保有取引

報告日現在

失効／償還取引

純損益を通じて公正価値で測定される

金融資産－トレーディング 3,267 1,097 98  491 (1,484) (20) 506 (638)  (2) 3,315

トレーディング目的で保有する固定利

付有価証券 928 18 81  491 (1,220) (20) 130 11  26 444

ヘッジ会計として適格でないデリバ

ティブ金融商品(プラスの公正価値) 2,338 1,079 17   

 

(264)   

 

(649)  

 

(28)

 

2,494

うち金利デリバティブ 772 480 73   (36)   64   1,353

うち通貨デリバティブ 16 (11)    2   1   8

うちクレジット・デリバティブ 948 272 (56)   (230)   60  6 1,000

うち株式デリバティブ 602 338       (774)  (34) 133

その他             

トレーディング目的で保有するその他

の金融資産        376    376

純損益を通じて公正価値で測定される

金融資産 2,134 (330) 62  1,899 (1,409) (66) 553 799  245 3,885

純損益を通じて公正価値で測定される

固定利付有価証券 516 35 9  264 (113) (1) 553 25  2 1,290

純損益を通じて公正価値で測定される

変動利付有価証券 1,121 (2) 2  60 (136) (65)  (3)  19 996

純損益を通じて公正価値で測定される

その他の金融資産 497 (363) 51  1,575 (1,160)   777  224 1,600

ヘッジ目的デリバティブ             

売却可能金融資産 1,163 (28) 31 87 760 (130) (153) 2,035 14 (35) 4 3,750

売却可能有価証券 -持分投資 1,098 7 29 83 32 (116) (153)  7 (35) 2 955

その他の売却可能有価証券 65 (27) 2 4 728 (14)  2,007 7  2 2,775

うち固定利付有価証券 1 (27) 2 1 710 (4)  1,931 2   2,616

うち変動利付有価証券 64   3 18 (10)  76 5  2 158

その他の売却可能金融資産  (8)      28    20

公正価値で計上される金融資産合計 6,563 739 191 87 3,150 (3,023) (239) 3,094 175 (35) 247 10,950

*2013年12月31日現在の財務諸表に関連して調整された金額。主に、プライベート・エクイティ有価証券1,121百万ユーロを、公正価値ヒエラルキーのレベル2からレベル3へ振り替えたことに起因している（注記5.6参照）。
 

損益計算書に認識された主な影響については、注記7.3に記載されている。
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■2013年12月31日現在

(単位：百万ユーロ)

レベル３

期首残高2013

年１月１日現

在

期中に認識された損益 期中に実行された取引 期中の振替

連結範囲の変更

為替換算

調整額

レベル３

期末残高

2013年12月

31日現在*

損益計算書

資本直入され

た損益 購入／発行 売却／償還

レベル３

から

レベル

３へ

その他の

振替

報告日現在

保有取引

報告日現在

失効／償還取引

純損益を通じて公正価値で測定される

金融資産－トレーディング

5,191 (166) (85)

 162 (3,139) (128) 723 730  (19) 3,267

トレーディング目的で保有する固定利

付有価証券

3,919 (43) (49)

 161 (3,015) (116) 100 (15)  (15) 928

ヘッジ会計として適格でないデリバ

ティブ金融商品(プラスの公正価値)

 

1,271

 

(125)

 

(37)  1 (124) (12) 623 745  (4)

 

2,337

うち金利デリバティブ (20) 35 (12)   15  21 733   772

うち通貨デリバティブ  9    (3)   11   17

うちクレジット・デリバティブ 1,291 (169) (25)  1 (135) (12)  1  (4) 948

うち株式デリバティブ        602    602

その他             

トレーディング目的で保有するその他

の金融資産

0   

         

純損益を通じて公正価値で測定される

金融資産

1,085 (170) 1

 551 (602) (7) 175 1,121  (20) 2,134

純損益を通じて公正価値で測定される

固定利付有価証券

874 (166) 4

  (363) (7) 175    516

純損益を通じて公正価値で測定される

変動利付有価証券         1,121   1,121

純損益を通じて公正価値で測定される

その他の金融資産 211 (4) (3)  551 (239)     (20) 497

ヘッジ目的デリバティブ             

売却可能金融資産 1,025 17 31 55 77 (352) (26) 251 105 (17) (3) 1,163

売却可能有価証券 -持分投資 760 18 8 29 62 (103) (1) 240 105 (17) (2) 1,098

その他の売却可能有価証券 265 (1) 23 26 15 (249) (25) 11   (1) 65

うち固定利付有価証券 231  23 18  (246) (25)     1

うち変動利付有価証券 34 (1)  8 15 (3)  11   (1) 64

その他の売却可能金融資産             

公正価値で計上される金融資産合計 7,301 (320) (52) 55 790 (4,093) (161) 1,149 1,956 (17) (42) 6,563

* 2013年12月31日現在の財務諸表に関連して調整された金額（「その他の振替」に表示している調整）。主に、プライベート・エクイティ有価証券1,121百万ユーロを、公正価値ヒエラルキーのレベル2からレベル3へ振り替えたこと

に起因している（注記5.6参照）。

 

損益計算書に認識された主な影響については、注記7.3に記載されている。
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レベル３で測定された金融商品の公正価値の感応度分析－資産及び負債

観察可能でないインプットに用いて測定された金融商品の公正価値の感応度について2014年12月31日に見積りが行われた。可能性の高

い仮定をすることで、この感応度は、不透明な経済環境における市場変動の影響を見積るために使用された。この見積りは、以下を用

いて行われた。

・ 固定利付有価証券、外貨建て金融商品及び資本性金融商品に関連する追加的な評価調整の仮定における観察可能でないインプットに

おける「標準化された
（1）

」変動。結果として、感応度は8.7百万ユーロとなった。

・ 以下の平坦な変動。

- 無担保のデリバティブに係る無担保債の回収率の+/-１％

- トラスト型優先証券CDOに係る期待割引キャッシュ・フローに関して使用されたマージンの+/-50ベーシスポイント

すなわち、感応度の影響は、18.9百万ユーロの評価額の増加（上記インプットの改善を反映）又は17.9百万ユーロの評価額の減少（同

インプットの改悪を反映）を示す。
（2）

6.7.7.2 公正価値で測定された金融資産：公正価値レベル間での振替

■2014年12月31日現在

（単位：百万ユーロ）

 2014年12月31日現在

振替前 レベル１ レベル２ レベル２ レベル３ レベル３

振替後 レベル２ レベル１ レベル３ レベル１ レベル２

トレーディング目的で保有する金融資産 509 643 506  (20)

トレーディング目的で保有する有価証券 509 643 130  (20)

うち固定利付有価証券 509 9 130  (20)

うち変動利付有価証券  634    

ヘッジ会計として適格でないデリバティブ金融商品（公正

価値がプラスのもの）      

うち金利デリバティブ      

うち通貨デリバティブ      

うちクレジット・デリバティブ      

うち株式デリバティブ      

その他      

トレーディング目的で保有するその他の金融資産   376   

純損益を通じて公正価値で測定される金融資産 1,232  553  (66)

純損益を通じて公正価値で測定される有価証券 1,232  553  (66)

うち固定利付有価証券 1,230  553  (1)

うち変動利付有価証券 2    (65)

純損益を通じて公正価値で測定されるその他の金融資産      

ヘッジ目的デリバティブ（資産）      

売却可能金融資産 929  2,035  (153)

売却可能有価証券 -持分投資     (153)

その他の売却可能有価証券 929 279 2,007   

うち固定利付有価証券 763 279 1,931   

うち変動利付有価証券 167  76   

その他の売却可能金融資産   28   

 

振替えられた金額は、公正価値ヒエラルキーのレベルの変更前の最終評価額で決定されている。

(1)  コンセンサス価額の標準偏差が、インプットを測定するため使用された。
(2)  BPCEによる保証勘案前に決定された影響
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■2013年12月31日現在

（単位：百万ユーロ）

 
2013年12月31日現在

振替前 レベル１ レベル２ レベル２ レベル３ レベル３

振替後 レベル２ レベル１ レベル３
（b） （c）

レベル１ レベル２
（a）

トレーディング目的で保有する金融資産 59 574 723  127

トレーディング目的で保有する有価証券 59 574 100  115

うち固定利付有価証券 47 574 100  115

うち変動利付有価証券 12     

ヘッジ会計として適格でないデリバティブ金融商品（公正

価値がプラスのもの）   

 

623

  

12

うち金利デリバティブ   21   

うち通貨デリバティブ      

うちクレジット・デリバティブ     12

うち株式デリバティブ   602   

その他      

トレーディング目的で保有するその他の金融資産      

純損益を通じて公正価値で測定される金融資産 693  175  7

純損益を通じて公正価値で測定される有価証券 693  175  7

うち固定利付有価証券 693  175  7

うち変動利付有価証券      

純損益を通じて公正価値で測定されるその他の金融資産      

ヘッジ目的デリバティブ（資産）      

売却可能金融資産 2,444 77 252 1 25

売却可能有価証券 -持分投資   241 1  

その他の売却可能有価証券 2,444 77 11  25

うち固定利付有価証券 2,368 77   25

うち変動利付有価証券 76  11   

その他の売却可能金融資産      

（a）米国RMBS及び欧州RMBSの流動性が改善したことを踏まえ、2013年12月31日現在ではこれらの有価証券は市場価格に基づいて評価されていたが、2012

年12月31日現在は評価モデルに従って評価されていた。このことによる当該期間の損益への重大な影響はなかった。

（b）スプレッド・ロックは、独自データに基づく評価モデルの変更の後に、公正価値ヒエラルキーのレベル３に振替えられた。

（c）リストラクチャリング中の取引は、公正価値ヒエラルキーのレベル３に振替えられた。

 

振替えられた金額は、公正価値ヒエラルキーのレベルの変更前の最終評価額で決定されている。
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6.7.8 償却原価で測定される金融資産

■2014年12月31日現在

（単位：百万ユーロ）

2014年12月31日現在

帳簿価額 公正価値 レベル１ レベル２ レベル３

銀行貸出金及び債権 71,718 72,620 0 66,969 5,651

うち非上場固定利付有価証券 1,232 1,232  1,232  

うち貸出金及び債権 55,588 56,490  51,075 5,415

うちリバース・レポ証券 7,530 7,530  7,294 236

その他
*

7,368 7,368  7,368  

顧客貸出金及び債権 107,224 108,175 0 46,175 62,000

うち非上場固定利付有価証券 4,571 4,672  117 4,555

うち貸出金及び債権 58,219 58,892  3,344 55,547

うちリバース・レポ証券 30,297 30,296  30,254 42

うちファイナンス・リース 10,625 10,804  8,973 1,830

その他
*

3,512 3,512  3,486 25

満期保有資産 2,763 3,378 2,840 326 213

金融資産合計 181,705 184,173 2,840 113,469 67,864

* 通常の銀行当座預金を含む。

 

■2013年12月31日現在

（単位：百万ユーロ）

2013年12月31日現在
(a)

帳簿価額 公正価値 レベル１ レベル２ レベル３

銀行貸出金及び債権 77,600 77,785 0 73,089 4,695

うち非上場固定利付有価証券 1,312 1,197 0 1,197 0

うち貸出金及び債権 65,164 65,461 0 60,766 4,695

うちリバース・レポ証券 5,092 5,095 0 5,095 0

その他
(b)

6,032 6,032 0 6,032 0

顧客貸出金及び債権 87,975 89,515 0 37,917 51,599

うち非上場固定利付有価証券 2,851 2,827 0 2,659 168

うち貸出金及び債権 54,732 55,864 0 6,955 48,909

うちリバース・レポ証券 16,179 16,181 0 14,400 1,781

うちファイナンス・リース 10,845 11,275 0 10,534 741

その他
(b)

3,369 3,369 0 3,369 0

満期保有資産 3,025 3,480 3,029 452 0

金融資産合計 168,600 170,781 3,029 111,458 56,294

(a) 2013年12月31日現在の財務諸表に関連して調整された金額。

(b) 通常の銀行当座預金を含む。

6.8 繰延税金資産及び負債

(単位：百万ユーロ)

2014年12月31日

現在

2013年12月31日現

在

繰延税金の主な源泉
*

  

税務上のパス・スルー事業体 (8) (11)

未実現のリースに係る引当金 (555) (505)

平準化積立金の全額取崩し (403) (570)

公正価値で測定し評価損益が資本直入される金融商品 (229) (127)

プライベート・エクイティ業務の公正価値 (134) (129)

従業員給付引当金 560 509

その他の税務上控除されない引当金 1,548 1,737

税務上控除されない未払費用(繰延報酬を含む) 118 102

ミューチュアルファンドに係る未実現利得 17 17
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税務上の繰越欠損金等 8,500 8,835

発行証券に係る内部信用リスク 89 (126)

その他の一時的差異 519 675

繰延税金源泉合計(総額) 10,022 10,407

繰延税金資産に係る未認識の源泉 (2,139) (1,799)

繰延税金源泉合計(正味) 7,883 8,608

繰延税金認識額 2,825 2,993

うち:   

繰延税金資産 3,000 3,139

繰延税金負債 (176) (146)

* プラスの金額は、繰延税金資産を発生させる繰延税金の源泉、マイナスの金額は、繰延税金負債を発生させる繰延税金の源泉を示す。

 

変動が直接剰余金に計上されている項目についての繰延税金の変動は、当期純利益／（損失）及び資本直入された損益に係る計算書に

表示されている。2014年12月31日現在、この金額は（21）百万ユーロ（2013年12月31日現在は（98）百万ユーロ）であった。当期中の

その他の繰延税金の変動は、純損益に計上されている。

 

欠損金に係る繰延税金資産の地域別内訳

（単位：百万ユーロ）

2014年12月31日

現在

2013年12月31日

現在 法定繰越期間 最長認識期間

欠損金に係る繰延税金資産の地域別内訳     

フランス 1,562 1,577 無期限 10年

米国 585 652 20年 10年

英国 95 177 無期限 10年

その他 12 9   

繰延税金の発生源の合計（総額） 2,254 2,415   

 

6.9 未収・未払勘定、その他の資産及び負債

この表示項目はテクニカル勘定に対応しており、その詳細は以下のとおりである。

6.9.1 その他の資産及び負債

■資産

（単位：百万ユーロ） 注記

2014年12月31日

現在

2013年12月31日

現在

その他の資産 6.9.1.1 31,013 19,714

未収勘定 （保険を除く）  2,292 2,533

保険未収勘定 6.9.3.1 9,446 8,521

合計  42,752 30,768

 

■負債

（単位：百万ユーロ） 注記

2014年12月31日

現在

2013年12月31日

現在

その他の負債 6.9.1.2 28,116 17,064

未払勘定 （保険を除く）
*

 3,092 4,395

保険未払勘定 6.9.3.2 7,981 7,511

合計  39,189 28,970

* 取引日の収益（「初日利益」）に認識していない利益の未償却額残高を含む。2014年12月31日現在は54百万ユーロ（2013年12月31日現在は35百万ユー

ロ）を含む（注記6.9.2参照）。

 

6.9.1.1 その他の資産

（単位：百万ユーロ）

2014年12月31日

現在

2013年12月31日現

在

有価証券決済勘定 247 263

その他の項目 808 160

差入保証金 22,014 14,010
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その他の受取債権 7,917 5,245

未収利息 27 36

合計 31,013 19,714

 

6.9.1.2 その他の負債

（単位：百万ユーロ）

2014年12月31日

現在

2013年12月31日現

在

その他の支払債務 7,010 6,429

有価証券決済勘定 310 413

預り保証金 19,097 8,779

その他 1,699 1,443

合計 28,116 17,064

 

6.9.2 金融商品に係る繰延利益の修正再表示

下表は、観察可能でないインプット又は通常使われていない市場モデルで公正価値ヒエラルキーのレベル３に分類される評価技法を用

いて価格決定された商品に係る繰延初日利益の期首残高、期末残高及びその期中の変動を示している。

初日利益が繰延べられた商品については、注記5.6に記載されている。

(単位：百万ユーロ)

2014年12月31日

現在

2013年12月31日現

在

繰延利益期首残高 35 48

新たな取引から生じた利益 47 9

期中に認識された利益 (28) (21)

その他の変動   

繰延利益期末残高 54 35

6.9.3 保険未収・未払勘定

6.9.3.1 保険未収勘定 -資産

（単位：百万ユーロ）

2014年12月31日

現在

2013年12月31日現

在

技術的準備金のうち再保険会社持分 7,926 7,519

保険債権 967 586

再保険債権 14 4

未収保険料収入 227 169

繰延取得費用 309 242

その他 2 2

合計 9,446 8,521

 

6.9.3.2 保険未払勘定 -負債

（単位：百万ユーロ）

2014年12月31日

現在

2013年12月31日現

在

保険負債 306 254

再保険負債 91 79

再保険会社から受入れた現金 7,581 7,175

その他の支払債務 3 3

合計 7,981 7,511

6.10 有形固定資産、無形資産及び投資不動産

6.10.1 有形固定資産及び無形資産の期中変動

(単位：百万ユーロ)

2014年12月31日現在 2013年12月31日現在

総価額

減損及び

償却 正味価額 総価額

減損及び

償却 正味価額

有形固定資産 1,544 (957) 588 1,599 (981) 618

土地及び建物 442 (281) 161 544 (319) 225

その他 1,102 (675) 427 1,055 (662) 394
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無形資産 1,838 (1,088) 750 1,574 (899) 675

賃借権 52 (16) 36 55 (15) 40

ソフトウェア 1,374 (955) 420 1,160 (783) 377

その他 411 (117) 294 359 (101) 258

合計 3,382 (2,044) 1,338 3,173 (1,880) 1,293

 

 

(単位：百万ユーロ)

総価額

2014年１月１日現在 増加 減少

連結範囲の変動

及びその他の項目

総価額

2014年12月31日現在

有形固定資産 1,599 175 (290) 60 1,544

土地及び建物 544 6 (130) 22 442

その他 1,055 168 (159) 38 1,102

無形資産 1,574 168 (29) 125 1,838

賃借権 55 1  (4) 52

ソフトウェア 1,160 94 (13) 133 1,374

その他 359 74 (17) (5) 411

合計 3,173 343 (319) 185 3,382

 

(単位：百万ユーロ)

総価額

2013年１月１日現在
増加 減少

連結範囲の変動

及びその他の項目

総価額

2013年12月31日現在

有形固定資産 1,664 145 (193) (17) 1,599

土地及び建物 536 14 (71) 66 544

その他 1,128 131 (121) (83) 1,055

無形資産 1,581 97 (53) (52) 1,574

賃借権 60 1 (5) (1) 55

ソフトウェア 1,139 43 (48) 26 1,160

その他 382 54  (77) 359

合計 3,245 243 (246) (69) 3,173

 

6.10.2 投資不動産

(単位：百万ユーロ)

2014年12月31日現在 2013年12月31日現在

総価額

減損及び

償却 正味価額 総価額

減損及び

償却 正味価額

投資不動産       

公正価値
*

1,060  1,060 1,049  1,049

取得原価 459 (229) 229 468 (244) 224

合計 1,519 (229) 1,289 1,517 (244) 1,273

* 保険会社の投資。公正価値の変動に対応して、繰延利益分配準備金が認識され、それは2014年12月31日現在では平均関連基準金額の92.7％(2013年12月

31日現在では関連基準金額の94.8％)に相当していた(注記2.8を参照)。

 

投資不動産の公正価値は、IFRS第13号の公正価値ヒエラルキーのレベル３に分類されており、その評価技法は注記5.6及び5.8に記載さ

れている。

6.10.3 投資不動産の公正価値

投資不動産の公正価値は、当該資産の賃貸利回りを市場レートで割引くことにより求められる。

（単位：百万ユーロ）

2014年12月31日現在 2013年12月31日現在

正味価額 公正価値 正味価額 公正価値

オペレーティング・リース 175 273 191 286

ファイナンス・リース - ITNL 54 57 32 33

合計 229 331 223 319

6.11 担保の差押えにより取得した資産

2014年度中、ナティクシスは、担保の差押えにより取得した資産を認識した。
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（単位：百万ユーロ）

2014年12月31日

現在

2013年12月31日

現在

投資不動産 - 3

資本性及び負債性金融商品 151 -

合計 151 3

6.12 のれん

■2014年12月31日現在

(単位：百万ユーロ)

2014年１月１日

現在 2014年12月31日現在

期首残高 期中取得 処分 評価減

為替換算

調整額

振替

その他の活動 期末残高

投資ソリューション 2,141 38   162 24 2,365

Natixis Asset Management 1,962 38   162 24 2,186

Natixis Assurance 93      93

プライベート・バンキング 72      72

プライベート・エクイティ－

第三者による管理 13      13

専門金融サービス 59      59

Natixis Interépargne 31      31

保証及び保証書 12      12

Natixis Consumer Finance 10      10

Natixis Intertitres 6      6

金融投資 355    1  356

Coface 355    1  356

その他の事業活動 98  (9) (51) 1 (12) 27

合計 2,653 38 (9) (51) 164 12 2,807

■2013年12月31日現在

(単位：百万ユーロ)

2013年１月１日

現在 2013年12月31日現在

期首残高 期中取得 処分 評価減

為替換算

調整額

振替

その他の活動 期末残高

投資ソリューション 2,205 1   (53) (12) 2,141

Natixis Asset Management 2,023 1   (53) (9) 1,962

Natixis Assurance 96     (3) 93

プライベート・バンキング 72      72

プライベート・エクイティ－

第三者による管理 13      13

専門金融サービス 59      59

Natixis Interépargne 31      31

保証及び保証書 12      12

Natixis Consumer Finance 10      10

Natixis Intertitres 6      6

金融投資 355      355

Coface 355      355

その他の活動 123  (11) (14)   98

合計 2,742 1 (11) (14) (53) (12) 2,653

 

6.13 銀行預り金及び顧客預り金

銀行預り金と顧客預り金残高は、預金の種類（要求払い又は定期預金）により示されている。それらは、IAS第39号に従い、償却原価方

式によりその他の金融負債として測定されている。

6.13.1 銀行預り金

（単位：百万ユーロ）

2014年12月31日

現在

2013年12月31日

現在
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当座預金及び未払利息 6,130 3,618

口座及び預金 110,807 106,185

要求払い 3,070 764

定期 107,737 105,421

買戻社債   

要求払い   

定期   

買戻有価証券 17,810 17,511

要求払い 2,966 4,162

定期 14,845 13,349

その他の負債 29 20

未払利息 212 322

合計 134,988 127,656

 

銀行預り金の公正価値は注記6.20に記載されている。

6.13.2 顧客預り金

（単位：百万ユーロ）

2014年12月31日

現在

2013年12月31日

現在

当座預金 21,085 17,355

要求払い 14,668 14,121

定期 6,417 3,234

口座及び預金 14,310 29,576

要求払い 9,577 15,448

定期 4,733 14,128

買戻有価証券 23,410 10,395

要求払い 12,644 5,114

定期 10,766 5,281

特殊貯蓄預金 179 239

ファクタリング口座 1,041 1,482

未払利息 29 31

その他 806 1,162

合計 60,860 60,240

 

顧客預り金の公正価値は注記6.20に記載されている。
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6.14 債務証券

債務証券（利付社債、インターバンク市場有価証券等）は、有価証券の種類により分類されているが、「劣後債務」に含まれる劣後有

価証券は除かれている。

（単位：百万ユーロ）

2014年12月31日

現在

2013年12月31日

現在

短期金融市場商品 52,064 34,910

債券 2,129 1,647

その他の債務証券 2,352 2,190

未払利息 39 32

合計 56,583 38,779

 

6.15 保険会社の技術的準備金

保険契約者に対する義務を反映させるため保険会社は、統計的計算に基づき決定された技術的準備金を負債として計上する。

未収保険料引当金は、会計年度中に請求された保険料のうち、報告日以降の期間に関連する（発生主義で計算された）部分を示す。

生命保険契約準備金は主に、保険契約の解約返戻金相当額の数理的準備金から成っている。

生命保険損失準備金は、損失発生時の資金流出をカバーする。信用保険及び損害保険においては、これらにはすでに報告を受けたが報

告期間末現在では未払いの見積総損失が含まれる。未払損失は、統計的に計算された未知損失準備金からの補充を受けている。

繰延利益分配準備金は、潜在的に保険契約者に帰属する未実現投資損益の分に相当する。

その他の技術的準備金は、金融偶発負債及び繰延取得費用を含む。

（単位：百万ユーロ）

2014年12月31日

現在

2013年12月31日

現在

数理的準備金 41,826 39,217

生命保険 34,384 32,233

ユニット・リンク契約 7,441 6,984

損失準備金 2,536 1,834

利益分配準備金
*

4,528 2,350

その他の技術的準備金 1,775 1,342

合計 50,665 44,743

* 2014年12月31日現在、正味繰延利益分配負債は3,411百万ユーロ（2013年12月31日現在は1,317百万ユーロ）であった（注記2.8参照）。
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6.16 引当金及び減損

6.16.1 引当金及び減損の概要

■2014年12月31日現在

 

2014年１月

１日現在 増加 取崩し 戻入れ

為替換算

調整額 その他
*

2014年

12月31日

現在

資産から控除される減損引当金 4,102 766 (735) (660) 86 (32) 3,527

貸出金及び債権に係る引当金 2,783 613 (626) (424) 80 (34) 2,392

売却可能金融資産に係る減損損失 937 69 (18) (183) 2 (1) 806

その他の減損 382 84 (91) (53) 4 3 329

負債性引当金 1,637 292 (198) (97) 96 105 1,835

偶発損失引当金 1,447 233 (185) (97) 95 105 1,598

当期税金引当金 191 59 (13)  1  238

合計 5,739 1,058 (933) (757) 182 73 5,362

* うち2014年度の従業員給付についての数理上の仮定の変更による104百万ユーロは、純損益に振替えられることのない資本に直接計上された。

 

 

損益計算書に対する影響 (単位：百万ユーロ) 繰入れ 戻入れ 正味影響額

純収益 (277) 325 48

一般営業経費 (114) 180 66

有形固定資産及び無形資産の減損及び償却 (2) 1 (1)

営業総利益 (393) 506 113

貸倒引当金繰入額 (606) 1,171 565

その他の資産に係る損益    

税引前利益 (999) 1,677 678

法人所得税 (59) 13 (46)

当期純利益／（損失） (1,058) 1,690 632

 

上表に示す金額は、生命保険会社が保有する資産の評価減を含み、保険会社の技術的準備金の変動の影響を除いた形で示されている。
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■2013年12月31日現在

 

2013年

１月１日

現在 増加 取崩し 戻入れ

為替換算

調整額 その他

2013年

12月31日

現在

資産から控除される減損引当金 4,448 951 (319) (787) (34) (158) 4,102

貸出金及び債権に係る引当金 2,831 781 (252) (403) (26) (148) 2,783

売却可能金融資産に係る減損損失
1,221 86 (39) (314) (2) (14) 937

その他の減損 397 84 (28) (69) (5) 4 382

負債性引当金 1,670 302 (118) (112) (28) (77) 1,637

偶発損失引当金 1,485 282 (112) (103) (28) (77) 1,447

当期税金引当金 186 20 (5) (10) (0)  191

合計 6,118 1,253 (437) (899) (61) (234) 5,739

 

損益計算書に対する影響(単位：百万ユーロ) 変動 戻入れ 正味影響

純収益 (295) 436 144

一般営業経費 (223) 133 (91)

有形固定資産及び無形資産の減損及び償却 (7) 3 (4)

営業総利益 (523) 572 49

貸倒引当金繰入額 (707) 749 42

その他の資産に係る損益    

税引前利益 (1,230) 1,321 91

法人所得税 (20) 15 (4)

当期純利益／（損失） (1,253) 1,336 86

 

上表に示す金額は、生命保険会社が保有する資産の評価減を含み、保険会社の技術的準備金の変動の影響を除いた形で示されている。

6.16.2引当金

■2014年12月31日現在

(単位：百万ユーロ) 注記

2014年１月

１日現在 増加 取崩し 戻入れ

為替換算

調整額 その他

2014年

12月31日

現在

取引相手方リスク 606 52 (40) (43) 84  659

貸出及び保証コミットメント  63 9 (1) (7) 3 (4) 63

紛争
(a)

 536 38 (39) (32) 81 4 588

その他の引当金  8 5  (4)   9

減損リスク 29 23 (4) (7)  7 48

長期投資  18 17 (2) (7)  8 34

不動産開発  0      0

その他の引当金  11 6 (2)   (1) 14

従業員給付債務 12 538 88 (85) (10) 8 98 637

オペレーショナル・リスク
(b)

273 71 (57) (37) 3  253

合計  1,447 234 (186) (97) 95 105 1,598

(a) 2014年12月31日現在の引当金のうち415百万ユーロは、Madoff関連の正味残高に関わるものである。

(b) 2014年12月31日現在の引当金のうち60百万ユーロは、注記5.14に記載されている人員調整計画に関わるものである。
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■2013年12月31日現在

(単位：百万ユーロ) 注記

2013年

１月１日

現在 増加 取崩し 戻入れ

為替換算

調整額 その他

2013年

12月31日

現在

取引相手方リスク 679 34 (4) (65) (28) (10) 606

貸出及び保証コミットメント  92 6 (4) (28) (1) (3) 63

紛争
(a)

 575 26  (35) (27) (3) 536

その他の引当金  12 2 (0) (2) 0 (4) 8

減損リスク 38 11 (2) (8) (0) (9) 29

長期投資  25 6  (7) (0) (6) 18

不動産開発  0      0

その他の引当金  12 5 (2) (1)  (3) 11

従業員給付債務 12 597 97 (81) (23) 2 (54) 538

オペレーショナル・リスク
(b)

171 140 (26) (6) (2) (3) 273

合計  1,485 282 (112) (103) (28) (76) 1,447

(a) 2013年12月31日現在の引当金のうち351百万ユーロは、Madoff関連の正味残高に関わるものである。

(b) 2013年12月31日現在の引当金のうち90.6百万ユーロは、注記5.14に記載されている人員調整計画に関わるものである。

 

6.17 劣後債務

劣後債務は、借入や発行済債券と異なり、すべてのシニア債権者及び無担保債権者への返済が終わった後に、配当参加権付借入金及び

有価証券、並びに超劣後有価証券の返済よりも優先して支払われる。劣後債務は、償却原価で評価される。

（単位：百万ユーロ）

2014年12月31日

現在

2013年12月31日

現在

期限付劣後債務
*

3,694 3,011

無期限劣後債務 261 10

未払利息 53 55

合計 4,008 3,076

* 劣後債の発行契約書は、条項が遵守されていない場合の期限前償還を規定する条項を織り込んでいない。

 

無期限劣後債務の主な特徴は、第３章「リスク管理及び自己資本」の第3.3節（訳者注：原文の章及び節）で概説されている。
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期中の劣後債務の変動

（単位：百万ユーロ）
2013年12月31

日現在 発行
(a)

償還
(b)

為替換算

調整額

連結範囲の

変動
(c)

その他
(d)

2014年12月

31日現在

その他の期限付劣後債務 3,011 1,375 (772) 0 3 77 3,694

劣後債 1,893  (721) 0 3 77 1,252

劣後借入金 1,118 1,375 (51)    2,441

その他の無期限劣後債務 10 251   40 (40) 261

超劣後債        

劣後債 10      10

劣後借入金  251   40 (40) 251

合計 3,021 1,626 (772) 0 43 37 3,955

 この表には、以下は含まれない。

・ 優先株式

・ 未払利息

(a) 2014年は次の発行を実行した：

・　2014年3月、Cofaceによる発行額375百万ユーロ（額面金額380百万ユーロ）の期間10年（2024年3月満期）の期限付劣後債務

・　2014年6月、900百万ユーロ（2026年6月満期）と100百万ユーロ（2024年6月満期）の2件の劣後借入金の調達。BPCEが全額引き受けた。

・　Natixis Assurancesによる発行額251百万ユーロの公募債

(b) 借入金の返済及び有価証券の償還の内訳は以下のとおりである：

・　2006年12月に当初2019年1月を満期として発行した、額面金額300百万ユーロの期限付劣後債の早期償還

・　2019年5月を満期として発行した、額面金額500百万ユーロの期限付劣後債の償還

・　Versaillesが発行額4.5百万米ドルで発行した有価証券の満期償還

・　BPCEが引き受けた有価証券の満期償還（（41）百万ユーロ）及びNatixis Financementが発行した有価証券の満期償還（（8）百万ユーロ）、並

びにABP Vieによる劣後借入金の返済（2百万ユーロ）

(c) BPCE Assurances及びVersaillesコンデュイットの連結に伴う連結範囲の変動。それぞれ40.5百万ユーロ及び4.5百万米ドルの増加効果があった。

(d) その他の変動の主な内容は以下のとおり：

・　ヘッジ対象の債務の再評価（+15.3百万ユーロ）と流通市場におけるナティクシスの債券に係るマーケットメークを目的にNatixis Fundingが保

有するグループ内有価証券の変動（+53.3百万ユーロ）。

・　BPCEが発行した劣後債をNatixis Assurancesが引き受けたことに伴う40.5百万ユーロの減少

 

（単位：百万ユーロ）
2012年12月31

日現在 発行 償還

為替換算

調整額 その他

2013年12月

31日現在

その他の期限付劣後債務 4,088  (1,079) (10) 12 3,011

劣後債 2,856  (922) (10) (31) 1,893

劣後借入金 1,232  (158)  43 1,118

その他の無期限劣後債務 53    (43) 10

超劣後債       

劣後債 53    (43) 10

劣後借入金       

合計 4,141  (1,079) (10) (31) 3,021

 

6.18 フランス政府の支援

ヨーロッパ委員会の承認を受けた金融セクター救済計画の下での、主要株主BPCEを通じてのナティクシスが間接的に調達した資金につ

いては、注記5.17に記載されている。

当該借入金は、2013年12月31日現在は840百万ユーロあったが、2014年に全額返済された。

 

6.19 貸借対照表に公正価値で計上される金融負債の公正価値

下表には、貸借対照表に公正価値で認識されているか否かにかかわらず、すべての金融負債の公正価値が表示されている。

貸借対照表に公正価値で計上される金融負債の公正価値は、注記5.6に示す資産の評価に使用されるインプットのヒエラルキーに従って

分類されている。

負債（単位：百万ユーロ）

2014年12月31日現在 2013年12月31日現在

帳簿価額 レベル１ レベル２ レベル３ 帳簿価額 レベル１ レベル２
*
レベル３

*

トレーディング目的で保有する金

融負債 123,686 38,541 82,891 2,254 105,698 42,742 61,307 1,649

トレーディング目的で発行された

有価証券 38,628 37,019 1,598 10 41,294 40,615 679  
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ヘッジ会計として適格でないデリ

バティブ金融商品（マイナス公正

価値） 84,123 1,522 80,357 2,244 63,337 2,127 59,561 1,649

うち金利デリバティブ 52,469 30 50,842 1,597 44,080 15 43,029 1,035

うち通貨デリバティブ 21,927 7 21,911 9 12,401  12,350 51

うちクレジット・デリバティブ 2,565  2,039 526 2,767  2,241 526

うち株式デリバティブ 5,761 908 4,741 113 3,074 1,885 1,150 38

その他 1,401 577 824  1,016 226 789  

トレーディング目的で保有するそ

の他の金融負債 936  936  1,067  1,067  

純損益を通じて公正価値で測定さ

れる金融負債 96,936  96,922 14 80,351  80,351  

純損益を通じて公正価値で測定さ

れる有価証券 13,637  13,637  11,364  11,364  

純損益を通じて公正価値で測定さ

れるその他の金融負債 83,300  83,286 14 68,987  68,987  

ヘッジ目的デリバティブ（負債） 735  735  532  532  

うち金利デリバティブ 735  735  528  528  

うち通貨デリバティブ     3  3  

うちクレジット・デリバティブ 0  0  1  1  

合計 221,358 38,541 180,548 2,269 186,580 42,742 142,189 1,649

* 2013年12月31日現在の財務諸表について調整した金額。
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6.19.1 公正価値ヒエラルキーのレベル３を用いて測定した金融負債の公正価値

■2014年12月31日現在

(単位：百万ユーロ)

レベル３

期首残高

2014年１月

１日現在
*

期中認識された損益 期中実行された取引 期中の振替

連結範囲

の変更

為替換算

調整額

レベル３

期末残高

2014年12月

31日現在

損益計算書 資本直入

された

損益 購入／発行 売却／償還

レベル

３から

レベル

３へ

その他の

振替

報告日現在

保有取引

報告日現在

失効／償還取引

純損益を通じて公正価値で測定される金

融負債－トレーディング 1,649 558 112   (204)   131  8 2,254

トレーディング目的で発行される有価証

券

 

       10   10

ヘッジ会計として適格でないデリバティ

ブ金融商品(マイナスの公正価値) 1,649 558 112   (204)   121  8 2,244

うち金利デリバティブ 1,035 397 70   (101)   196   1,597

うち通貨デリバティブ 51 (18)    (1)   (23)   9

うちクレジット・デリバティブ 526 115 32   (87)   (68)  8 526

うち株式デリバティブ 38 64 10   (15)   16   113

トレーディング目的で保有するその他の

金融負債

 

           

純損益を通じて公正価値で測定される

金融負債         14   14

純損益を通じて公正価値で測定される

有価証券             

純損益を通じて公正価値で測定されるそ

の他の金融負債         14   14

ヘッジ目的デリバティブ             

公正価値で認識された金融負債合計 1,649 558 112   (204)   145  8 2,269

* 2013年12月31日現在の財務諸表に関連して調整された金額。
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■2013年12月31日現在

(単位：百万ユーロ)

レベル ３

期首残高

2013年１月

１日現在

期中認識された損益 期中実行された取引 期中の振替

連結範囲

の変更

為替換算

調整額

レベル３

期末残高

2013年12月

31日現在
*

損益計算書 資本直入

された

損益 購入／発行 売却／償還

レベル

３から

レベル

３へ

その他の

振替
*

報告日現在

保有取引

報告日現在

失効／償還取引

純損益を通じて公正価値で測定される金

融負債－トレーディング 786 13 (100)   (260) (28) 298 944  (3) 1,650

トレーディング目的で発行される有価証

券             

ヘッジ会計として適格でないデリバティ

ブ金融商品(マイナスの公正価値) 786 13 (100)   (260) (28) 298 944  (3) 1,650

うち金利デリバティブ  (11) (22)   (59) (15) 289 768   950

うち通貨デリバティブ  (20)    (9)   80   51

うちクレジット・デリバティブ 745 48 (75)   (192) (13) 9 91  (3) 610

うち株式デリバティブ 41 (4) (3)      5   39

トレーディング目的で保有するその他の

金融負債             

純損益を通じて公正価値で測定される

金融負債             

純損益を通じて公正価値で測定される

有価証券             

純損益を通じて公正価値で測定されるそ

の他の金融負債             

ヘッジ目的デリバティブ             

公正価値で認識された金融負債計 786 13 (100)   (260) (28) 298 944  (3) 1,650

* 2013年12月31日現在の財務諸表に関連して調整された金額（「その他の振替」の列に表示している調整）。
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6.19.2 公正価値で測定された金融負債：公正価値ヒエラルキー・レベル間での振替

2013年度及び2014年度に発生した公正価値ヒエラルキー・レベル間の振替は、重大な金額を示していない。

 

6.20 償却原価で評価される金融負債の公正価値

（単位：百万ユーロ）

2014年12月31日現在

帳簿価額 公正価値 レベル１ レベル２ レベル３

銀行預り金 134,988 135,616 - 127,410 8,206

うち口座及び預金 110,850 111,474  104,600 6,874

うちレポ証券 17,812 17,817  16,485 1,332

その他
*

6,326 6,326  6,326 0

顧客預り金 60,860 60,879 - 54,191 6,688

うち口座及び預金 20,751 20,770  15,351 5,419

うちレポ証券 23,414 23,414  22,145 1,269

その他
*

16,695 16,695  16,695  

債務証券 56,583 56,587  23,719 32,868

劣後債務 4,008 4,089  3,452 638

金融負債合計 256,440 257,172 - 208,772 48,400

* 通常の銀行当座預金を含む。

 

■2013年12月31日現在

（単位：百万ユーロ）

2013年12月31日現在

帳簿価額 公正価値 レベル１ レベル２ レベル３

銀行預り金 127,657 127,959  120,725 7,234

うち口座及び預金 106,469 106,710  99,476 7,234

うちレポ証券 17,514 17,576  17,576  

その他
* 3,673 3,673  3,673  

顧客預り金 60,240 60,390  41,179 19,212

うち口座及び預金 32,836 32,836  15,447 17,389

うちレポ証券 10,398 10,549  8,726 1,823

その他
* 17,005 17,005  17,005  

債務証券 38,779 38,768 243 27,428 11,097

劣後債務 3,076 3,153  3,153  

金融負債合計 229,751 230,270 243 192,485 37,542

* 通常の銀行当座預金を含む。
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6.21 金融資産及び金融負債の契約上の満期別内訳

下表は、貸借対照表中の金融資産及び金融負債を契約上の満期別に示している。変動利付資産、トレーディング目的及びヘッジ目的デ

リバティブ並びに金融資産及び金融負債によるヘッジ対象及び対象外の部分の再評価額は、「日付の定めのない」満期を有するものと

みなされる。同様に、延滞又は不良貸出金も、「日付の定めのない」満期を有するものとみなされる。

保険会社の技術的準備金は、ほぼ要求払い預金と同等であり、下表には表示されない。

資産

（単位：十億ユー

ロ）

2014年12月31日現在 2013年12月31日現在

１ヶ月

月未満

１ヶ月

以上

３ヶ月

未満

３ヶ月

以上１

年未満

１年

以上

５年

未満

５年

超

日付の定

めなし 合計

１ヶ月

未満

１ヶ月

以上

３ヶ月

未満

３ヶ月

以上１

年未満

１年

以上

５年

未満

５年

超

日付の定

めなし 合計

現金及び中央銀行

預け金 57      57 35 6     41

純損益を通じて公

正価値で測定され

る資産-トレー

ディング目的保有

のデリバティブを

除く 38

 

11

 

22

 

11

 

3

 

84 169 29 14 17 9 14 73 155

ヘッジ会計として

適格でないデリバ

ティブ金融商品      86 86      64 64

ヘッジ目的デリバ

ティブ      0 0      2 2

売却可能資産 2 2 3 9 22 7 45 2 1 4 8 19 7 41

銀行貸出金及び債

権 14 3 41 5 8 1 72 25 9 27 7 10 0 78

顧客貸出金及び債

権 38 11 9 30 16 3 107 19 10 10 28 18 4 88

金利リスクに対し

てヘッジされた

ポートフォリオに

係る再評価調整額               

満期保有金融資産 0 0 0 1 1  3    2 1  3

満期別金融資産 150 26 75 56 50 180 538 109 40 57 53 62 148 470
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負債

（単位：十億

ユーロ）

2014年12月31日現在 2013年12月31日現在

１ヶ月

未満

１ヶ月以

上３ヶ月

未満

３ヶ月以

上１年未

満

１年以

上５年

未満

５年

超

日付の定

めなし 合計

１ヶ月

未満

１ヶ月以

上３ヶ月

未満

３ヶ月以

上１年未

満

1年以上

５年未

満

５年

超

日付の定

めなし 合計

中央銀行預り金               

純損益を通じて

公正価値で測定

されるその他の

金融負債 42

 

27

 

11

 

8

 

9

 

40

 

136 44 16 9 4 7 43 123

トレーディング

目的デリバティ

ブ      84 84      63 63

ヘッジ目的デリ

バティブ      1 1      1 1

銀行預り金 38 32 33 26 6 0 135 27 28 36 28 8  128

顧客預り金 51 4 2 2 1 0 61 48 4 3 3 2  60

債務証券 11 18 23 3 1 0 57 5 16 14 3 1  39

劣後債務 0  0 1 2 0 4   0 2 1  3

満期別金融負債 142 82 68 41 19 125 478 124 64 62 39 20 107 416

供与された貸出

コミットメント 33 4 6 28 6  77 39 5 6 28 5  82

供与された保証 1 2 5 8 8  23 1 2 4 11 7  25
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注記７損益計算書注記
 

7.1 金利差益

「受取利息及び類似収益」並びに「支払利息及び類似費用」は、売却可能金融資産と認識される固定利付有価証券に係る利息並びに銀

行及び顧客に対する貸出金及び債権に係る利息から成る。

また、これらの表示項目は、満期保有金融資産に係る利息も含む。

償却原価で評価される金融資産及び金融負債には、実効金利法により計算される利息が認識される。

(単位：百万ユーロ)

2014年12月31日に終了した年度 2013年12月31日に終了した年度

収益 費用 正味 収益 費用 正味

中央銀行預け金 147  147 99  99

有価証券 1,104 (320) 784 1,123 (495) 628

貸出金及び債権 3,329 (1,491) 1,838 3,549 (1,423) 2,126

銀行 789 (1,079) (290) 802 (996) (194)

顧客 2,130 (379) 1,751 2,336 (402) 1,934

ファイナンス・リース 410 (33) 377 411 (25) 386

劣後債務  (119) (119)  (133) (133)

その他   0 1  1

ヘッジ手段 291 (621) (330) 350 (688) (338)

減損した貸出金及び債権(貸出条件緩和債権

を含む)に係る未収利息 13  13 16  16

合計 4,884 (2,551) 2,333 5,138 (2,739) 2,399

 

7.2 正味受取報酬及び受取手数料

役務又は金融商品に関して受け取る報酬及び手数料の認識方法は、提供される役務の最終目的や役務に関連する金融商品に関わる認識

方法によって異なる。業務提供手数料等の単発的な役務に関わる報酬及び手数料は、役務が提供され次第収益として認識される。継続

的に提供される保証手数料や管理報酬等は、役務提供期間にわたって認識される。

受託者又は類似の報酬及び手数料は、個々の顧客、年金制度又はその他の機関に代わり保有又は投資されている資産から生ずるもので

ある。とりわけ、信託取引は、資産管理及び保管業務で、第三者に代わり行われるものを含む。

供与された貸出コミットメントの報酬及び貸出金設定報酬等の報酬及び手数料は、金融商品の実効利回りを決定する不可欠の部分を構

成し、当該貸出金の見積貸出期間にわたって認識され、実効金利の調整として償却される。これらの報酬及び手数料は、受取報酬及び

受取手数料ではなく、受取利息として認識される。
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(単位：百万ユーロ)

2014年12月31日に終了した年度 2013年12月31日に終了した年度

収益 費用 正味 収益 費用 正味

インターバンク取引 4 (29) (25) 7 (28) (21)

顧客との取引 620 (6) 614 449 (16) 433

有価証券取引 137 (113) 24 129 (110) 19

決済サービス 360 (57) 303 360 (65) 295

金融サービス 331 (588) (257) 393 (621) (228)

受託取引 2,476  2,476 2,113  2,113

貸出、保証、有価証券及びデリバティブの

コミットメント
*

202 (119) 83 208 (208) 1

その他 345 (744) (399) 384 (637) (253)

合計 4,475 (1,656) 2,819 4,045 (1,685) 2,360

＊　「貸出金及び債権」及び「売却可能金融資産」として分類された旧GAPCの分離資産に関する保証に関しBPCEに対し支払われた保険料は、2014年12月31

日現在85百万ユーロに上り、費用において、期中の分類変更に関して認識された引当金の戻入れ及び割引に応じて、按分認識される。

 　　2014年12月31日現在、保険料に関して認識された費用は27百万ユーロ(2013年度は135百万ユーロ)で、うち21百万ユーロ(2013年度は117百万ユーロ)

は保証料として純収益に、また6百万ユーロ(2013年度は19百万ユーロ)が貸倒引当金繰入額に認識された。
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7.3 純損益を通じて公正価値で測定される金融商品に係る損益

この項目には、トレーディング目的で保有されているか、純損益を通じて公正価値で測定される金融商品に指定されているかを問わ

ず、純損益を通じて公正価値で評価される金融資産及び負債（利息を含む）が含まれる。

ヘッジ目的デリバティブには、公正価値ヘッジと分類されたデリバティブの公正価値の変動（利息を除く）及びこれと対称関係となる

ヘッジ対象の再評価を含む。また、ヘッジ目的デリバティブには、キャッシュ・フロー・ヘッジの「非有効」部分も含む。

(単位：百万ユーロ)

2014年12月31日に終

了した年度

2013年12月31日に

終了した年度

ヘッジ目的デリバティブを除く金融資産及び負債に係る純損益 1,463 1,603

トレーディング目的で保有する金融資産及び負債に係る純損益
(a)

1,240 1,196

うちヘッジ会計として適格でないデリバティブ (60) (1,819)

純損益を通じて公正価値で測定されるその他の金融資産及び負債に係る純損益
(b)

73 693

その他 150 (286)

ヘッジ手段及びヘッジ対象の再評価 15 40

キャッシュ・フロー・ヘッジ(CFH)の「非有効」部分 23 52

公正価値ヘッジ(FVH)の「非有効」部分 (8) (12)

公正価値ヘッジの公正価値の変動 45 28

ヘッジ対象の公正価値の変動 (53) (40)

合計 1,478 1,643

(a) 「トレーディング目的で保有する金融資産及び負債に係る純損益」には、以下が含まれる。

・ サブプライムに対するエクスポージャーのあるヘッジのないABS CDOの評価額(注記5.6参照)により、2014年度に10百万ユーロの利益 (2013年12月

31日現在には12百万ユーロの利益) (BPCE保証の影響を除く)を認識した。旧GAPCの分離終了に関して、サブプライムの構成部分を持つABS CDOが

2014年度上半期に売却されたが、損益計算書には重大な影響が及んでいないことに留意されたい（第３章「リスク管理及び自己資本」第3.11節

（訳者注：原文の章及び節）参照）。

・ モノライン保険会社(注記5.6参照)との間で交わしたCDSの公正価値に対して計上された減損。これにより、2014年度には、減損損失累計額は102百

万ユーロの減少(為替レートの変動及びBPCEの保証の影響を除く)(2013年度には149百万ユーロの収益)となり、減損損失累計額は、2013年12月31日

現在の197百万ユーロに対し、2014年12月31日現在では103百万ユーロとなった。

・ CDPC（クレジット・デリバティブ・プロダクト・カンパニー）に関するエクスポージャーについて2014年12月31日現在に、ポートフォリオに基づ

く引当金27.1百万ユーロの戻入れを行い、累計残高を11百万ユーロとした。2013年12月31日現在、19.3百万ユーロの戻入れを行い、累計残高を

34.7百万ユーロとした。

CDPCとともに行ったクレジットデリバティブの減損は2013年12月31日現在で全額戻し入れ、利益には重大な影響が及んでいない点に留意された

い。

・ 2009年度に流通市場で観察された売却価格に基づいて認識されたファンド・ユニットの割引金額は、2014年12月31日現在6.5百万ユーロ減少し、累

計引当金は2013年12月31日現在の19.6百万ユーロに対して13.1百万ユーロとなった。

・ 認識されたデリバティブに対する自己信用リスク調整(債務評価調整：DVA)は2013年12月31日現在の81.2百万ユーロに対して、2014年12月31日現在

は22.6百万ユーロである。さらに、金融資産に係る取引相手方リスクの評価に関連する信用リスク調整（信用評価調整：CVA）は、2013年12月31日

現在の(10.8)百万ユーロに対して2014年12月31日現在は（85.6）百万ユーロである。かかる調整には、2014年度に実施された見積り改良に対する

正味の影響がCVA及びDVAの金額で織り込まれている。特に、市場インプットの使用拡大（（25.2）百万ユーロ）及び調整算出範囲の拡大（（6.6）

百万ユーロ）である。

無担保のデリバティブ又は完全に担保されていないデリバティブで使用される資金調達評価調整（FVA）も、2014年12月31日現在で（81.5）百万

ユーロがこの項目に認識されている。

(b) 純損益には、ナティクシスが発行し、純損益を通じて公正価値で測定するものとして指定された銘柄の発行体スプレッドの評価も含まれ、当期利益に

対して214.9百万ユーロのマイナスの影響があったが、これに対し、昨年は197百万ユーロのマイナスの影響であった。
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7.4 売却可能金融資産に係る純損益

売却可能金融資産に係る純損益は、主として次のものから成る。

・売却可能金融資産及び償却原価で認識された金融資産の売却による損益。

・ 変動利付有価証券に係る価値の永久的損失及び支払配当で、「売却可能金融資産」に対して計上されるもの。

売却可能金融資産として分類される固定利付有価証券の減損は、「貸倒引当金繰入額」に対して計上される。

この表示項目には、シンジケート・ローンに係る市場割引も含まれる。事実、理論上のローン組成日が2014年12月31日現在では失効し

ているにもかかわらず残高があるものについては、報告期間末日現在で観察された市場割引を考慮するために個別に分析された。

(単位：百万ユーロ)

2014年12月31日に終

了した年度

2013年12月31日に

終了した年度

配当 172 172

処分損益 438 360

変動利付有価証券の減損 (62) (82)

シンジケート・ローンの市場割引 (4) 8

合計 543 458

 

2014年度上半期において、ナティクシスはLazardの全保有株式（Lazardの株式資本総額の5.4％）を売却した。この結果、2014年度の損

益計算書にキャピタル・ゲイン99.3百万ユーロが計上された。

7.5 その他の損益

その他の業務からの損益は、主としてファイナンス・リース及び投資不動産に関連する損益から成る。

この項目には、保険業務、特に生命保険料収益、支払保険金及び給付並びに保険負債の変動等も含まれる。

(単位：百万ユーロ) 注記

2014年12月31日に終了した年度 2013年12月31日に終了した年度

収益 費用 正味 収益 費用 正味

ファイナンス・リース 7.5.1 239 (233) 6 245 (242) 3

投資不動産  104 (39) 65 105 (31) 74

不動産業務小計  343 (272) 71 350 (272) 78

保険会社の技術的準備金の正味繰入／

戻入額   (2,212) (2,212)  (1,519) (1,519)

その他の保険損益 7.5.2 5,563 (3,240) 2,323 4,254 (3,120) 1,135

保険小計  5,563 (5,452) 112 4,254 (4,639) (384)

シンプル・リース  75 (55) 20 89 (67) 21

その他の関連損益 7.5.3 480 (346) 134 638 (364) 274

合計  6,461 (6,125) 337 5,331 (5,342) (11)

 

7.5.1 ファイナンス・リース

(単位：百万ユーロ)

2014年12月31日に終了した年度 2013年12月31日に終了した年度

収益 費用 正味 収益 費用 正味

処分損益  (33) (33)  (25) (25)

評価減  1 1  (28) (28)

その他の関連損益 239 (200) 38 245 (189) 56

合計 239 (233) 6 245 (242) 3
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7.5.2 その他の保険損益

(単位：百万ユーロ)

2014年12月31日に終

了した年度

2013年12月31日に

終了した年度

生命保険保険料収益 3,394 2,867

個人損害保険保険料収益 952 298

信用保険保険料収益 1,066 983

支払保険金及び給付 (3,177) (3,075)

その他の損益 88 62

合計 2,323 1,135

 

7.5.3 その他の関連損益

(単位：百万ユーロ）

2014年12月31日に終

了した年度

2013年12月31日に

終了した年度

ITサービス 17 16

信用管理サービス 120 221

その他の業務 (3) 38

合計 134 274

 

7.6 営業費用

一般営業費用の主な内訳には、再請求費用を控除した賃金・給料を含む人件費、社会保障費、年金（確定給付制度）等の従業員給付及

びIFRS第２号に従い認識される株式に基づく報酬に関連する費用がある。これらの費用の詳細については、注記11に記載されている。

この項目にはまた、すべての一般管理費及び外部委託費も含まれる。

(単位：百万ユーロ) 注記

2014年12月31日に

終了した年度

2013年12月31日に

終了した年度

人件費 12.2   

賃金及び給料
(a)

 
(2,247)

(2,097)

うち株式に基づく報酬  (52) (53)

年金その他の従業員給付 12.2.2 及び 12.2.3 (210) (186)

社会保障費  (556) (532)

インセンティブ及び利益分配制度  (146) (125)

給与税  (132) (129)

その他
(b)

 
3

(108)

人件費合計  (3,288) (3,177)

その他の一般営業費用    

所得税を除く税金  (176) (166)

外部委託費  (1,678) (1,559)

その他  (72) (82)

その他の一般営業費用合計  (1,926) (1,807)

合計  (5,213) (4,985)

(a) うち6.6百万ユーロは、競争力・雇用目的税税額控除(CICE)に関わるものであり、これに対して2013年12月31日現在は5.3百万ユーロであった。

(b) うち30.6百万ユーロは、人員調整計画に関わる引当金戻入額であり、そのうち10.6百万ユーロは使用されていない。2013年12月31日現在では90.6百万

ユーロが割当てられていた。
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7.7 貸倒引当金繰入額

この表示項目は主に、貸付取引に関して計上される正味リスク（個別引当金及び一般引当金の戻入れ、期中に貸倒償却された貸出金及

び債権並びに償却済貸倒債権の回収を含む正味引当額）を反映している。

また、これには、店頭商品の取引相手方に関わる債務不履行リスクが証明されたことに伴うすべての減損も含まれる。

「個別貸出金の減損」には、「貸出金及び債権」（2008年10月13日修正に伴い分類変更された項目も含む）として分類された有価証券

並びに売却可能金融資産として分類された固定利付有価証券に対して認識された減損も含まれる。

 

 2014年12月31日に終了した年度 2013年12月31日に終了した年度

(単位：百万ユーロ) 繰入額

正味

戻入額

引当金で充当

されなかった

償却

償却済貸倒

債権の回収 純額 繰入額

正味

戻入額

引当金で充当

されなかった

償却

償却済貸倒

債権の回収 純額

偶発損失引当金 (53) 82 0 0 29 (34) 65   31

貸出コミットメント (9) 7   (2) (6) 28   22

その他 (44) 75   31 (29) 37   9

金融資産の減損引当金 (628) 332 (78) 43 (331) (689) 365 (66) 31 (359)

貸倒引当金繰入額 (681) 414 (78) 43 (302) (723) 430 (66) 31 (328)

うち           

減損引当金の戻入れ  

 

414     430    

減損引当金の取崩し  757     319    

戻入小計： 1,171     749    

引当金で充当された
償却  (757)     (319)    

正味戻入額合計： 414     430    
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7.8 その他の資産に係る損益

この項目は、有形固定資産及び無形資産の処分から生じたキャピタル・ゲイン及びロス、並びに連結子会社に対する投資の処分に係る

キャピタル・ゲイン及びロスから成る。

(単位：百万ユーロ)

2014年12月31日に終了した年度 2013年12月31日に終了した年度

連結子会社に対

する投資

有形固定資産及び

無形資産 合計

連結子会社に対

する投資

有形固定資産及び

無形資産 合計

処分に係る正味キャピタ

ル・ゲイン／(ロス) (13) 91 78 144 16 160

合計 (13) 91 78 144 16 160

 

当期中の処分に係るキャピタル・ゲイン／（ロス）は主として、複合資産の処分に関連しており、そのキャピタル・ゲインは2014年12

月31日現在で92.2百万ユーロであった。

7.9 財務諸表中の税務費用と理論上の税務費用の調整

(単位：百万ユーロ)

2014年12月31日に終

了した年度

2013年12月31日に

終了した年度

+ グループ持分に帰属する当期純利益／（損失） 1,138 884

+ 非支配持分に帰属する当期純利益／（損失） 76 (1)

+ 法人所得税費用 624 568

+ 非継続事業からの利益   

+ のれんの減損 51 14

- 持分法による投資利益 (40) (21)

= 税金、のれん、償却及び持分法による投資利益控除前連結当期純利益／（損失） 1,849 1,444

+/- 永久差異
(a)

(211) (83)

= 連結課税所得／(欠損金) 1,638 1,361

x 理論上の税率 33.33％ 33.33％

= 理論上の税額 (546) (454)

+ 寄付及び最小年間税額 (17) (29)

+ 軽減税率での法人所得税   

+ 繰延税金目的上認識されない期間の欠損金 (11) (28)

+ 連結納税に係る影響額 22 32

+ 在外子会社での税率差 11 (27)

+ 更正税額 (52) (14)

+ 税額控除 29 28

+ CCI売却の影響額
(b)

 (34)

+ 前年度の税額
(b) (c)

(89)
(92)

+ その他の項目
(d)

29
50

= 当期の税金費用 (624) (568)

うち：当期税金 (394) (598)

繰延税金 (230) 30

(a) 主な永久差異は、長期スキームに基づいて課税されたキャピタル・ゲイン、ルクセンブルク、ベルギー及び米国の在外子会社における非課税利益及び

米国におけるのれんに対する税務上の償却で構成されている。

(b) うち8百万ユーロが、2014年度に分配金に係る税金として計上された。2013年度に支払った分配金に係る税金は32百万ユーロであり、「CCI売却の影響

額」に含まれている。

(c) うち(18)百万ユーロは、フランスでの連結納税グループでの過去の欠損金の償却(2013年12月31日現在は（118）百万ユーロ)であり、（80）百万ユー

ロはロンドン支店で計上された過去の欠損金の償却である（2013年度は減損はなかった。）。

(d) うち76百万ユーロの節税は、2014年度の利益に対して過去に未認識の税務上の欠損金を相殺したことに起因する(2013年12月31日現在は108百万ユー

ロ)。
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注記８当期純利益／（損失）及び資本直入された損益に係る計算書
 

8.1 資本直入された損益の変動

(単位：百万ユーロ) 2014年度の動き 2013年度の動き

確定給付制度の再評価調整額   

その他の活動 (104) 70

純損益に振替えられることのない項目 (104) 70

為替換算調整額 601 (304)

純損益への振替可能額 (0) (2)

その他の活動 601 (302)

売却可能金融資産の再評価額 422 328

純損益への振替可能額 (146) 4

その他の活動 568 325

ヘッジ目的デリバティブの再評価額 (247) 208

純損益への振替可能額 146 155

その他の活動 (393) 53

純損益に振替えられる可能性のある項目 776 232

持分法による未実現又は繰延投資損益(税引後) 13 830

純損益への振替可能額 1 831

その他の活動 12  

税金 (21) (89)

合計 664 1,043

 

8.2 資本直入された損益に係る税金の内訳

 2014年12月31日に終了した年度 2013年12月31日に終了した年度

(単位：百万ユーロ) 総額 税額 正味 総額 税額 正味

為替換算調整額 601  601 (304)  (304)

売却可能金融資産の再評価額 422 (66) 356 328 (1) 328

ヘッジ目的デリバティブの再評価額 (247) 8 (240) 208 (63) 145

最終的に包括利益のその他の項目に計上される項目 (104) 37 (67) 70 (26) 44

持分法による未実現又は繰延投資損益 18 (5) 13 839 (9) 830

未実現又は繰延損益の変動額合計 691 (27) 664 1,141 (98) 1,043
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注記９セグメント報告
 

2012年度に、規制面での制約及び不確実な経済環境が根強いことに照らし、ナティクシスは、事業構造の抜本的変革を経営方針として

推進させた。特に、コーポレート・バンキング及びインベストメント・バンキングについては、顧客との関係強化を組織の今後の発展

の軸と位置づけた結果、この部門を、ホールセール・バンキングと新たに名付けた。

当行は、次の３つの中核的な業務分野で組織される。

・ ホールセール・バンキング部門。企業、機関投資家、保険会社、銀行、公共部門組織に対しアドバイスを行い、さまざまな種類の金

融ソリューションを提供するとともに、資本市場での資金調達を支援する。主な責務は３つであり、まず、銀行の顧客志向を強化す

ること、発行者と投資家の仲立ちを務めること、そして「発行市場から流通市場まで」モデルを導入しつつ、信用ポートフォリオの

積極的な運用によって銀行のバランスシートの回転を最適化することである。

・ 投資ソリューション部門。この部門には資産運用、保険、富裕層向け資産運用及び外部顧客業務分野向けプライベート・エクイティ

が含まれる。この役割分担は、2010年のNatixis Private Equityの分離の結果生じたものである。

・ 専門金融サービス部門。これには、ファクタリング、リース金融、消費者信用、保証、映画業界金融、従業員給付プランニング並び

に支払及び有価証券サービスを含む。これらサービスは、BPCEグループのリテール・バンキング業務の主要な牽引役である。

この組織は、「ニュー・フロンティア」と題したナティクシスの2014年から2017年にかけての戦略計画の一環として確認された。

Coface、企業データ・ソリューション、プライベート・エクイティ業務（自社ファンド並びにスポンサー・ファンドの割当分）、

Natixis Algérie並びにホーチミン支店は、ナティクシスの他の業務とのシナジーが少ないため、金融持分として管理される。

2011年、CofaceはCofaceグループの中に組込まれ、中核業務（ドイツ及びポーランドでの信用保険及びファクタリング）に再注力する

こととなった。

Cofaceから派生する非戦略的業務（主としてサービス業務）は、企業データ・ソリューション部門の下にグループ化され、現在は、ナ

ティクシスの財務部門が直接管理している。

この新組織に基づき、経営陣は部門別の営業成績を監視し、業務計画の策定及び戦略的見地から業務管理を行う。IFRS第8号「事業セグ

メント」に従い、これがナティクシスがその事業セグメントとして定めた事業区分である。

9.1 ホールセール・バンキング部門

ホールセール・バンキング部門は、企業、機関投資家、保険会社、銀行、公共部門組織に対しアドバイスを行い、さまざまな種類のカ

スタマイズされた金融ソリューションを提供するとともに、資本市場での資金調達を支援する。

チームの持っている技術面での専門知識を活かし、さらに広く認識され、受賞実績もある調査力をこれに組み合わせることで、ナティ

クシスは、顧客に、最新の市場動向に配慮したカスタマイズ・ソリューションを顧客のために設計する。

この部門には、下部組織として２つの部門があり、それぞれが互いを補完する目的を持っている。

・ カバレッジ及びアドバイザリー部門。この部門の使命は、顧客との関係強化とナティクシスの他業務分野とのシナジー強化に貢献す

ることである。これには、M&Aアドバイザリー・サービス、株式発行、バニラ・ファイナンス商品、及びカバレッジ業務が含まれ

る。カバレッジは、ナティクシスの他の業務分野との協力により、個々の顧客の個別要請を満たすように設計されたバニラ・ファイ

ナンスから最も洗練された取決めまで、革新的且つカスタマイズされたソリューションを設計する。

・ ファイナンシング（資金調達）及びグローバル・マーケット部門

・ 株式、クレジット・レート、通貨、コモディティ並びにグローバル・ストラクチャード・クレジット及びさまざまなソリュー

ション業務

・ 航空機用資金調達、輸出及びインフラ整備、エネルギー、コモディティ、戦略的且つ買収用資金調達、不動産ファイナンス、エ

クイティ・リンク・ファイナンス等を組成し展開するストラクチャード・ファイナンス

・ 利用可能な資金フローの創造と貿易金融に携わるグローバル・トランザクション・バンキング

・ 資金調達のポートフォリオを最適化するポートフォリオ・マネジメント。この部門は、「発行市場から流通市場まで」モデルの

中枢となる部分である。

・ 銀行の全体的目標との整合性の中での国際プラットフォームの監督。米州、アジア太平洋並びにEMEA（欧州（フランスを除

く）、中東及びアフリカ）

9.2 専門金融サービス部門

この業務分野グループは、主としてCaisses d’Epargne及びBanques Populairesのネットワーク並びにナティクシス顧客へのさまざま

なサービス指向の業務を集約している。

・ ファクタリングでは、企業に対し、資金調達、保険、資金回収等の信用管理ソリューションを提供する。Natixis Factorは、

Banques Populaires及びCaisses d’Épargneのネットワークを使用するが、これが業務の重要な部分を占めている。

・ 保険保証。この業務分野は、Compagnie Européenne de Garanties et Cautions （CEGC）が担当する。その主要業務には、Caisses d

’ Épargne、さらに最近ではBanques Populaires のネットワークによるリテール及び企業顧客に付与された不動産担保ローン保証

のほか、訴訟関連保証及び保釈保証書も取り扱う。

・ 消費者金融。ナティクシスによるこの業務分野には、リボルビング・ローンに関する価値連鎖を通じた幅広い業務（マーケティン

グ、組成、事務管理、裁判外での回収等）並びに個人向けローンに関する事務管理サービスが含まれている。これらの業務には、

Natixis Financementが携わっており、BPCEグループのネットワークによって付与されるリボルビング・ローン並びにCaisses d’

Épargne及びBanques Populairesの各行による個人向けローンの管理を行っている。
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・ リース。この業務分野は、ファイナンス・リース又はその他の長期リース契約に基づく不動産及び不動産以外の資産向け資金調達ソ

リューションの提供を行う。

・ 従業員貯蓄制度。この業務分野では、法人顧客向けB２Bサービスとして、従業員貯蓄（従業員口座の管理、資金管理及び記帳）及び

従業員向けサービス・クーポンを軸とする幅広い従業員給付関連商品を提供する。

・ 有価証券サービス。この業務分野では、リテール顧客の証券預かりに関する事務業務及び経営管理業務（口座管理、事務のアウト

ソーシング、オフィス関連サービス、預かり資産管理）を、BPCEネットワーク及び外部顧客のために、提供している。

・ 決済。この業務分野では、支払手段、インフラ及び関連サービスを提供しており、これには多量の電子送金や小切手決済に関わるエ

レクトリック・バンキング、発行及び回収業務等がある。

・ 映画業界金融。この業務分野は、フランス及び欧州の映画やオーディオ・ビジュアル業務関連の仕組ローンを専門とする子会社であ

るCoficinéを通じて運営されている。

9.3 投資ソリューション部門

・ 資産運用。資産運用業務は、Natixis Global Asset Managementにまとめられている。これらは、すべての資産分野を対象とし、主

として米国及びフランスで行われている。これらの業務は、独立的な組織（専門運用会社及び専門販売部門）が取扱っており、これ

を持株会社がとりまとめることで、戦略的方向性を監視し、組織としての整合性を確保している。これらの会社は、これによって、

各々の中核業務及び堅調なパフォーマンス達成に専念することができ、且つ適切な経済モデルに基づいて同時に独自の機関投資家顧

客層の開拓やその他の支援機能の開発も可能となる。これらの会社の多くが、Loomis Sayles、Harris Associates、AEW及びNatixis

Asset Managementといった強力な顧客支持を得ている。

これらのサービスが統合されることで、これらの専門の資産運用会社は、グループ全体として、すべての顧客層のニーズに対応する

幅広い専門性を提供することができている。さまざまな顧客層との接触は、NGAM販売プラットフォームによる販売組織と、資産運用

会社がさまざまな顧客層と長年かけて積み上げられた取引関係によって、最適化されている。運用会社群は、引続き、フランスにお

ける株主が有するリテール・バンキング・ネットワークを通じて販売を行っている。

・ 保険。Natixis Assurancesは、さまざまな保険子会社の持株会社である。2014年３月、バンカシュアランス・モデルを構築する計画

に従って、Natixis AssurancesはPPI及び傷害保険子会社であるBPCE Assurancesを買収した。Natixis Assurancesは、数多くの個人

又はグループ生命保険、個人保障保険及び損害保険に関わるソリューションを提供している。これらのさまざまな種類の、カスタマ

イズされたソリューションは、リテール及び小企業の顧客、農家、企業及び団体に対して提供されている。

・ 富裕層向け資産運用。この業務分野は、フランスとルクセンブルクにおける富裕層向け資産管理業務、ファイナンシャル・プランニ

ング・ソリューション、独立資産運用アドバイザー(CGPI)に対するサービスを一手に引き受けている。Banque Privée 1818は、

Banque Privée Saint Dominique （BPSD）とLa Compagnie 1818の合併によって創設され、フランス市場での主要プレーヤーとして

の地位を築いてきた。同行は、主にCaisses d’Épargne及びBanques Populairesの顧客層、並びに小規模ではあるがナティクシスの

顧客層から顧客基盤を築いている。富裕層向け資産運用では、アドバイザリー・サービス、ファイナンシャル・プランニング及び専

門知識の提供、並びにミューチュアルファンドの運用ソリューションを提供している。

・ 外部顧客向けプライベート・エクイティ。2014年度期首において、NCIの資産運用会社はNatixis Global Asset Managementに譲渡さ

れ、同ファンドにおけるナティクシスのコミットメントを監視するためのスポンサー・ビークルが設置された。同チームは、フラン

ス及び欧州内の非上場中小企業によるエクイティ・ファイナンスに関わる幅広い専門知識を有し、株式保有を通じて支援を行ってい

る。この業務分野は、プライベート・エクイティ取引（成熟企業の大規模資金調達）、ベンチャーキャピタル（新規の革新的企業）

及びファンド・オブ・ファンズ等の外部投資家に対するプライベート・エクイティ業務を担当している。

9.4 プライベート・エクイティ （非主要業務）部門

この部門では、自己のプライベート・エクイティ取引、支援ファンド、その他ナティクシス以外が保有する一部の支援ファンドへのナ

ティクシスの参加案件等を取り扱っている。2010年10月に、AXA Private Equityに対し、フランスにおける自己投資の過半を売却した

後は、国際部門が定着し、いくつかの小さな投資家チームに分離した。これらのチームは通常、フランス国外の非上場中小企業のため

のエクイティ・ファイナンスに関わる幅広い専門知識を有し、株式保有を通じて支援を行っている。

9.5 Coface

同社の主要業務は、信用保険、国際ファクタリング・ソリューション、企業情報及び格付け（信用格付け及びマーケティング格付

け）、債権管理（発行から回収まで）並びにフランス政府の代理としての公的手続の管理等である。Cofaceの収入の大半は、国際業務

からのものである。

2011年以降、Cofaceは、中核業務分野（ドイツ及びポーランドでの信用保険及びファクタリング）に再注力している。

ナティクシスは2014年６月、Cofaceの株式資本58.65％の新規株式公開を実施した。

9.6 企業データ・ソリューション部門

Cofaceの非主要業務 （主としてサービス業務） は、2013年初頭に企業データ・ソリューション部門の下に取りまとめられた。主要組

織は、Kompass及びEllisphereの２社である。

9.7 旧GAPC（ワークアウト・ポートフォリオ管理）

2008年末に、ナティクシスは、最も流動性が低く（及び／又は）リスクの高い金融市場エクスポージャー、とりわけ、転換可能裁定取

引、複雑な株式又は金利デリバティブ、取引相関デリバティブ、仕組ファンドを基礎とするデリバティブ、自己信用供与業務並びに住

宅ローンの裏付けのある資産担保証券等を分別管理することとした。
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依然として不確定要因の多い市場環境の下、ナティクシスは、2009年度第３四半期にBPCEに保証メカニズムを設立した。このメカニズ

ムは、GAPCポートフォリオから生ずる将来の損失、利益の変動に対する防衛手段を提供するものである。このメカニズムは、2009年７

月１日をもって発効した。

GAPCの分離プログラムの進捗を鑑み、ナティクシスは2014年６月30日をもってこの分離ビークルを終了した。残存ポジションは、ホー

ルセール・バンキング部門に移管された。

9.8 コーポレート・センター

コーポレート・センターは、業務部門と協働する。したがって、それは、中央資金調達メカニズム及びナティクシスの資産負債管理業

務からの利益を認識している。また、銀行の持分投資ポートフォリオの利益で、どの部門にも属さない利益とグループ固有の債務の再

評価を計上する。

コストについては、コーポレート・センターは、銀行の構造的コスト及び再編コストで、各業務部門に割り当てられないものを認識す

る。

9.9 セグメント報告

9.9.1 損益計算書のセグメント報告

(単位：百万ユーロ)

2014年12月31日に終了した年度

ホールセー

ル・バンキ

ング

投資ソ

リューショ

ン

専門金融

サービス Coface

プライベート・

エクイティ GAPC

その他の

業務 合計

純収益 2,781 2,818 1,262 687 (13) 7 (30) 7,512

2014／2013変動
*

(3)% 15% 1% (3)% 29% (67)% 88% 7%

費用 (1,712) (2,004) (832) (557) (8) (48) (278) (5,439)

2014／2013変動
*

3% 12% 0% (2)% (26)% (46)% (33)% 1%

営業総利益／（損失） 1,069 815 430 130 (22) (41) (308) 2,073

2014／2013変動
*

(12)% 25% 2% (5)% 28% 40% 53% 24%

税引前利益／（損失） 904 817 370 126 (21) (43) (314) 1,838

2014／2013変動
*

1% 20% 8% (7)% 19% (701)% 38% 21%

当期純利益／（損失）（グループ持分） 595 544 236 53 (21) (28) (241) 1,138

2014／2013変動
*

3% 16% 8% (39)% 15% (701)% 42% 26%

* 2014年12月31日と2013年12月31日の間での変動 (プロフォーマ数値)。

 

この情報は、2014年12月31日にEUにより採用されたIFRSに従って適用された会計原則に基づいて作成された。

(単位：百万ユーロ)

2013年12月31日に終了した年度- プロフォーマ
(a) (b)

ホールセー

ル・バンキ

ング

投資ソ

リューショ

ン

専門金融

サービス Coface

プライベート・

エクイティ GAPC

その他の

業務 合計

純収益 2,867 2,447 1,253 706 (19) 20 (238) 7,037

費用 (1,657) (1,793) (833) (570) (11) (89) (413) (5,366)

営業総利益／（損失） 1,211 654 420 136 (30) (69) (651) 1,671

税引前利益／（損失） 899 678 341 136 (26) (5) (507) 1,515

当期純利益／（損失）（グループ持分） 576 470 218 87 (25) (4) (416) 906

(a) この情報は、2014年12月31日にナティクシスによって採用された事業構造の分析に従って表示されている。

(b) 2013年度のプロフォーマ数値には、BPCE Assurances及びBPCE APSの貢献、並びにCaceisに対するSFSの持分の他事業への移転が含まれている。

 

この情報は、2013年12月31日にEUにより採用されたIFRSに従って適用された会計原則に基づいて作成された。

 

（単位：百万ユーロ）

2013年12月31日に終了した年度 -登録届出書

ホールセー

ル・バンキ

ング

投資ソ

リューショ

ン

専門金融

サービス Coface

プライベート・

エクイティ GAPC

その他の

業務 合計

純収益 2,867 2,259 1,272 706 (19) 20 (256) 6,848

費用 (1,657) (1,662) (833) (570) (11) (89) (413) (5,235)

営業総利益／（損失） 1,210 597 439 136 (30) (69) (670) 1,614

税引前利益／（損失） 899 614 359 136 (26) (5) (526) 1,451

当期純利益／（損失）（グループ持分） 576 447 236 87 (25) (3) (433) 884
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この情報は、2013年12月31日にEUにより採用されたIFRSに従って適用された会計原則に基づいて作成された。

9.9.2 貸借対照表のセグメント分析

 2014年12月31日現在

（単位：百万ユーロ）

ホールセー

ル・バンキ

ング

投資ソ

リューショ

ン

専門金融

サービス Coface

プライベート・

エクイティ GAPC

その他の業

務 合計

 

純損益を通じて公正価値で測定される資産 241,462 11,022 0 34 235 0 1,807 254,560

売却可能金融資産 1,448 38,237 1,531 2,355 2 0 1,244 44,816

銀行貸出金及び債権 48,108 1,330 1,077 504 0 0 20,699 71,718

顧客貸出金及び債権 78,351 4,641 18,454 2,290 15 0 3,474 107,224

満期保有資産 0 2,757 0 7 0 0 0 2,763

のれん 0 2,360 59 355 0 0 33 2,807

その他の資産 71,985 6,170 411 518 (608) 0 28,059 106,536

資産合計 441,354 66,517 21,531 6,062 (357) 0 55,316 590,424

純損益を通じて公正価値で測定される金融

負債 219,476 511 (0) 16 0 0 620 220,622

銀行預り金 92,266 5,189 13,145 285 (106) 0 24,210 134,988

顧客預り金 47,579 691 745 379 0 0 11,466 60,860

債務証券 52,733 (304) 2,139 1,538 0 0 478 56,583

保険会社の技術的準備金 6 47,995 1,214 1,451 0 0 0 50,665

劣後債務 945 964 195 470 (6) 0 1,440 4,008

その他の負債 28,350 11,472 4,094 1,923 (245) 0 17,103 62,696

負債合計 441,354 66,517 21,531 6,062 (357) 0 55,316 590,424

 

（単位：百万ユーロ） 2013年12月31日現在

 

ホール

セール・

バンキン

グ

投資ソ

リュー

ション

専門金融

サービス Coface

プライ

ベート・

エクイ

ティ GAPC

その他の

業務 合計

純損益を通じて公正価値で測定される資産 192,622 10,137 6 54 331 13,347 1,827 218,324

売却可能金融資産 1,828 33,004 1,686 1,744 2 50 2,364 40,678

銀行貸出金及び債権 52,395 1,111 853 558 1 81 22,601 77,600

顧客貸出金及び債権 59,977 3,046 18,892 2,067 6 646 3,341 87,975

満期保有資産  3,016  9    3,025

のれん  2,141 59 355   97 2,652

その他の資産 50,720 5,222 312 (393) (599) 2,549 22,066 79,877

資産合計 357,542 57,677 21,808 4,394 (259) 16,673 52,296 510,131

純損益を通じて公正価値で測定される金融負債 177,181 214 2 3  8,494 154 186,048

銀行預り金 76,025 4,114 13,328 414 (27) 6,253 27,550 127,657

顧客預り金 50,442 813 1,211 354   7,420 60,240

債務証券 35,448 (135) 1,710 1,189   567 38,779

保険会社の技術的準備金 29 42,191 1,094 1,429    44,743

劣後債務 729 700 208 83 15  1,341 3,076

その他の負債 17,688 9,780 4,255 922 (247) 1,926 15,264 49,588

負債合計 357,542 57,677 21,808 4,394 (259) 16,673 52,296 510,131

9.10 その他の情報

■ 2014年12月31日に終了した年度

（単位：百万ユーロ） フランス その他EU 北米 その他OECD その他 合計

純収益 3,923 1,026 2,129 58 376 7,512

当期純利益（グループ持分） 288 279 472 (15) 114 1,138

純損益を通じて公正価値で測定される資産 233,035 14,488 3,536 3,221 280 254,560

売却可能金融資産 41,180 2,216 241 122 1,058 44,816

貸出金及び債権 117,072 13,344 31,509 8,414 8,603 178,942
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固定資産 1,148 76 73 7 35 1,338

その他の資産 79,977 (2,086) 33,806 (79) (850) 110,769

資産合計 472,412 28,037 69,164 11,685 9,126 590,424

■ 2013年12月31日に終了した年度　

（単位：百万ユーロ） フランス その他EU 北米 その他OECD その他 合計

純収益 3,673 995 1,828 76 276 6,848

当期純利益／（損失）（グループ持分） 248 118 427 17 74 884

純損益を通じて公正価値で測定される資産 201,786 11,322 3,014 2,072 130 218,324

売却可能金融資産 35,715 4,107 229 68 560 40,678

貸出金及び債権 123,252 14,615 19,073 735 7,901 165,575

固定資産 1,121 80 58 5 29 1,293

その他の資産 53,762 (2,304) 33,359 (103) (454) 84,260

資産合計 415,636 27,820 55,734 2,777 8,165 510,131
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注記10 リスク管理
 

10.1 自己資本

IAS第１号で要求される自己資本に関する情報は、第３章「リスク管理及び自己資本」第3.3節（訳者注：原文の章及び節）に記載され

ている。

10.2 信用リスク及び取引相手方リスク

IFRS第７号により要求されるリスク管理情報は、以下に示す開示を除き、第３章「リスク管理及び自己資本」第3.4節（訳者注：原文の

章及び節）に提示されている。

10.2.1 信用リスクに対する総エクスポージャー

下表は、信用リスクに対する、ナティクシスの全金融資産のエクスポージャーを示している。このエクスポージャーは、保証、保証

書、クレジット・デフォルト・スワップ、店頭金融商品の担保、ネッティング契約の影響及びその他の信用補完を考慮に入れていな

い。このエクスポージャーは、すべての減損を考慮に入れた（個別的又は集合的評価）後の、貸借対照表における金融資産の正味価額

に対応する。

 

（単位：百万ユーロ） 正常債権 不良債権 評価減

正味残高

2014年

12月31日現在

正味残高

2013年

12月31日現在

純損益を通じて公正価値で測定される金融資産（変

動利付有価証券を除く）

213,638 0 0 213,638 184,850

ヘッジ目的デリバティブ 130 0 0 130 1,733

売却可能金融資産（変動利付有価証券を除く） 38,411 1 (49) 38,363 34,245

銀行貸出金及び債権 71,706 129
(117)

* 71,718 77,600

顧客貸出金及び債権 104,622 4,878
(2,276)

* 107,224 87,975

満期保有金融資産 2,766 0 (3) 2,763 3,025

供与された貸出コミットメント 76,461 190 (4) 76,647 82,483

供与された金融保証コミットメント 22,774 106 (59) 22,821 24,885

総エクスポージャー合計 530,508 5,304 (2,508) 533,305 496,796

* 一般引当金を含む。

 

プルーデンシャルな信用リスク（第３章「リスク管理及び自己資本」第3.4節（訳者注：原文の章及び節）で説明）に関連して、連結

ベースの会計上の金額を総エクスポージャー及び債務不履行時のエクスポージャーとして組替するにあたっては、主に以下の操作を

行っている。

・ プルーデンシャルの範囲から持分法により会計処理される保険会社を除外

・ トレーディングの範囲に分類されたエクスポージャーを除外

・ 市場取引に基づくすべてのネッティング契約を加算

・ 債務不履行リスク及び希薄化リスクのあるポジションに対するエクスポージャーを考慮に入れるためにファクタリングのポジション

を修正再表示

・ 貸出及び保証コミットメントに対して、与信相当額算定のために換算係数を適用
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10.2.2 保証の影響額

(単位：百万ユーロ)

2014年12月31日現在 2013年12月31日現在

正常債権 不良債権 評価減

 

正味残高

不良債権の

保証

正常債権の

保証 正常債権 不良債権 評価減

 

正味残高

不良債権の

保証

正常債権の

保証

銀行貸出金及び債権

(買戻契約を除く)
63,192 129 (117) 63,204 21 34 71,617 275 (186) 71,706 39 49

顧客貸出金及び債権

(買戻契約を除く)
74,743 4,878 (2,276) 77,345 1,769 34,235 69,168 5,706 (2,603) 72,272 2,038 31,272

ファイナンス・リース 10,530 312 (217) 10,625 95 7,273 10,740 334 (229) 10,845 102 7,158

ファクタリング 5,818   5,818   5,918   5,918   

その他の貸出金及び債権 58,395 4,566 (2,059) 60,902 1,674 26,962 52,510 5,373 (2,374) 55,509 1,936 24,114

供与された貸出コミットメント 76,461 190 (4) 76,647 55 7,964 82,382 111 (10) 82,484 28 4,738

供与された金融保証コミットメント 22,402 106 (59) 22,449 5 1,660 24,858 98 (53) 24,903  3,652

エクスポージャー及び保証の影響額合計 236,798 5,303 (2,456) 239,645 1,850 43,893 248,025 6,191 (2,851) 251,364 2,105 39,711

 

上記の保証の金額は、資本要件を低減するためにバーゼルのプルーデンシャル規制に基づいて使用された金額である。したがって、プルーデンシャル会計範囲となる、持分法により会計処理される保険会

社に係る保証は、当該企業に関連するエクスポージャーと同様、除外されている。
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10.2.3 個別引当金及び一般引当金の地域別内訳

 

地域
（単位：百万ユーロ）

2014年12月31日現在

個別リスク

 

集合的リスク リスク合計 個別減損損失 集合的減損損失 減損合計

フランス 1,737 10,047 11,783 954 118 1,072

その他の西欧諸国 1,994 8,371 10,365 616 96 712

東欧 122 874 996 58 9 67

北米 276 5,869 6,145 96 70 166

中南米 320 1,528 1,848 157 10 166

アフリカ・中東 304 2,770 3,074 126 30 156

アジア太平洋 551 4,543 5,093 74 43 117

合計 5,303 34,002 39,304 2,081 375 2,456

 

 

地域
（単位：百万ユーロ）

2013年12月31日現在

個別リスク

 

集合的リスク リスク合計 個別減損損失 集合的減損損失 減損合計

フランス 1,872 10,204 12,075 945 166 1,111

その他の西欧諸国 3,138 7,281 10,419 1,006 113 1,119

東欧 76 581 657 27 10 37

北米 233 4,248 4,480 100 85 185

中南米 329 791 1,120 158 6 163

アフリカ・中東 325 2,156 2,481 127 31 158

アジア太平洋 217 3,442 3,659 32 40 72

合計 6,191 28,702 34,893 2,395 451 2,846
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10.2.4 一般引当金の業種別内訳

業種（構成比率）

2014年12月31日

現在

2013年12月31日

現在

不動産 18.2％ 20.5％

輸送 13.8％ 23.1％

石油／ガス 10.8％ 6.3％

持株会社及びコングロマリット 7.6％ 3.4％

電力 7.5％ 1.8％

基礎産業 6.2％ 3.9％

小売／商業 6.2％ 5.6％

自動車 5.0％ 4.4％

金融 4.7％ 9.8％

メディア 3.6％ 2.0％

旅行／ホテル／レジャー 2.6％ 2.1％

貿易、コモディティ 2.3％ 2.5％

管理 2.1％ 0.9％

消費財 1.6％ 2.0％

機械・電子エンジニアリング 1.3％ 0.8％

建設 1.2％ 3.3％

サービス 1.2％ 1.3％

医薬品／医療 1.2％ 1.4％

公益 1.1％ 2.4％

食品 0.6％ 1.1％

技術 0.5％ 0.4％

その他 0.3％ 0.2％

通信 0.3％ 0.9％

航空宇宙／防衛 0.0％ 0.0％

証券化 0.0％ 0.0％

合計 100.0％ 100.0％

 

2014年12月31日現在で、金融セクターの一般引当金の63.4％は、CDPC（クレジット・デリバティブ・プロダクト・カンパニー）を対象

とする引当金で構成されている（2013年12月31日現在では78.8％）。

10.2.5 一般引当金の変動

（単位：百万ユーロ）

2013年12月31日現在の

引当金

繰入（+）

戻入（-） 為替換算調整額

2014年12月31日現在の

引当金

業種別 404 (90) 15 328

地域別 47 (3) 2 47

合計 451 (93) 17 375

 

業種別の戻入にはCDPCに関連する27.4百万ユーロの戻入が含まれる。

 

（単位：百万ユーロ）

2013年12月31日現在の

引当金

繰入（+）

戻入（-） 為替換算調整額

2014年12月31日現在の

引当金

業種別 508 (100) (5) 404

地域別 61 (12) (2) 47

合計 569 (112) (7) 451

 

業種別の戻入にはCDPCに関連する19.3百万ユーロの戻入が含まれる。

10.3 市場リスク、全体的金利リスク、流動性リスク及び構造的な為替リスク

IFRS第７号に基づき要求される、市場リスク、全体的金利リスク、流動性リスク及び構造的な為替リスクの管理に関する開示は、第３

章「リスク管理及び自己資本」第3.6節及び第3.8節（訳者注：原文の章及び節）において提示されている。
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注記11従業員数、人件費、報酬及び従業員給付

11.1 従業員数

 

単位：人

2014年12月31日

現在

2013年12月31日

現在

従業員数
*

20,287 19,632

* 報告日現在におけるナティクシスの従業員数（フルタイム換算）。

11.2 報酬及び従業員給付

報酬及び従業員給付には、賃金及び給与（払戻請求に基づき、役務が提供された報告期間末から12ヶ月以内に支払われた費用控除

後）、現金決済型又は株式決済型繰延変動報酬、その期に係る従業員インセンティブ及び利益分配、年金費用、長期勤続報奨及び従業

員のために留保されていた増資に関連する給付など他の従業員給付債務が含まれる。

2014年12月31日に終了した年度の人件費は合計3,288百万ユーロであった。

11.2.1 短期従業員給付

この項目には、関連役務が提供された報告期間末から12ヶ月以内に支払われた賃金及び給与、従業員インセンティブ並びに利益分配の

うち、改訂IAS第19号「従業員給付」に基づく短期給付の定義を満たすものが含まれる。この基準に従い、短期給付は、従業員が当該給

付を発生させる役務を提供した期間に費用計上される。

11.2.2 繰延報酬

株式に基づく従業員維持及び業績報奨制度

2010年から毎年、ナティクシスは特定の役職員カテゴリーに対して株式に基づく報酬制度を付与してきた。これらの制度の会計処理に

ついては注記5.18に記載されている。

2015年２月18日に取締役会によって承認された制度は、報告日現在ではこれらの配分がまだ正式に実施されていないため、これらの費

用は、報告日に利用可能な最善の見積インプットを用いて見積もられた。これらのインプットは株価及び配当に関する仮定と関連して

いる。

2014年に、CofaceはCoface株式に基づく報酬制度を設立した。これらの制度がナティクシスに及ぼす影響は重要ではないため、これら

の制度の特徴は以降の段落において概説されていない。

ナティクシス株式に連動する現金決済型長期報酬制度

制度の年度 付与日

当初付与された

ユニット数
*

取得日

受益者が取得した

ユニット数

評価日における連動・

現金決済型ユニットの公正価値

（単位：ユーロ）

2010年度制度 2011年２月22日 5,360,547

2012年９月 1,322,038

 

2013年９月 1,087,387

2014年９月 1,111,411

2011年度制度 2012年２月22日 4,821,879

2013年９月 1,376,149

5.06

2014年９月 1,434,106

2015年10月 -

2012年度制度 2013年２月17日 5,275,539

2014年９月 1,895,722

4.82

2015年10月  

2016年10月 -

2013年度制度 2014年２月19日 5,095,419

2015年10月  

4.85

2016年10月  

2017年10月  

2014年度制度 2015年２月18日 4,588,203

2016年10月  

4.42

2017年10月  

2018年10月  

* 権利確定日現在の予想ユニット数はエクイティー・スワップによって資金調達されている。

 

これらの制度に基づく支払は、勤続年数及び業績の規準の適用を受ける。

ナティクシス株式に連動する現金決済型短期報酬制度

制度の年度 付与日 権利取得日

連動・現金決

済型ユニット

の価値

（単位：ユー

ロ）

当初付与された連

動・現金決済型ユ

ニット数

取得日に予想される連

動・現金決済型ユニッ

ト数

評価日における連動・現金

決済型ユニットの公正価値

（単位：ユーロ）
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2014年度制度

2015年

２月18日

2015年

３月１日 5.49 4,745,322 4,745,322 5.49

 

短期制度に対応する関連費用は、勤続年数の条件が満たされる確率に基づいて見積られ、2014年度の財務諸表では完全に認識され、そ

の金額は34百万ユーロである。

株式決済型報酬制度

制度の年度

（単位：百万ユー

ロ） 付与日

当初付与された

株式数 取得日

受益者が取得した

ユニット数

付与日における

無償株の株価

（単位：ユーロ）

評価日における

無償株の公正価値

（単位：ユーロ）

2010年度制度 2011年２月22日 6,459,081

2012年２月 1,887,473

4.13  

2013年２月 1,804,135

2014年２月 1,737,744

2011年度制度 2012年２月22日 6,095,058

2013年３月 1,912,194

2.34 1.83

2014年３月 1,889,845

2015年３月 -

2012年度制度 2013年２月17日 1,656,630

2014年３月 531,233

2.84 2.12

2015年３月  

2016年３月  

2014年度制度 2014年７月31日 31,955 2018年７月  4.83 4.02

 

これらの制度に基づく支払は、勤続年数及び業績の規準の適用を受ける。

維持及び業績制度に係る当期費用

費用 （単位：百万ユーロ）

2014年度に係る費用

2013年度に係る費用

（単位：百万ユーロ）株式で決済された制度

ナティクシス株式に連動し

て現金で決済された制度 合計

過年度の維持制度 (1.8) (33.9) (35.7) (39.5)

当年度に付与された維持制度  (7.8) (7.8) (5.3)

合計 (1.8) (41.7) (43.5) (44.7)

 

これらの制度の費用を計算するために使用された評価インプット

 

2014年12月31日

現在

2013年12月31日

現在

株価 5.49 4.27

無リスク利子率 0.00％ 0.15％

配当支払率 5.29％ 4.21％

権利失効率 4.25％ 4.48％
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現金決済型維持及び業績制度

現金で支払われる繰延維持及び業績賞与が一部の従業員に付与される。この賞与は、勤続年数及び業績規準の適用を受ける。会計処理

としては、「その他の長期従業員給付」に計上される。見積費用は、これらの条件が満たされる確率に関する数理計算上の見積りに基

づいている。この費用は権利確定期間にわたり認識される。2014事業年度に認識された金額は以下のとおりであった。

制度の年度 付与日 取得日

2014年度に係る費用

（単位：百万ユーロ）

2013年度に係る費用

（単位：百万ユーロ）

2010年度制度 2011年２月22日

2012年３月

(0.4) (3.3)

2013年３月

2014年３月

2011年度制度 2012年２月22日

2013年３月

(2.5) (6.1)

2014年３月

2015年３月

2012年度制度 2013年２月17日

2014年３月

(7.2) (9.3)

2015年３月

2016年３月

2013年度制度 2014年２月19日

2015年３月

(7.9) (12.2)

2016年３月

2017年３月

2014年度制度 2015年２月18日

2016年３月

(9.4)  

2017年３月

2018年３月

合計   (27.5) (30.9)

11.2.3 年金及びその他の長期従業員給付

退職後確定拠出制度

ナティクシスは、確定拠出制度の下で、独立の企業に固定額の拠出金を支払っており、それ以上の拠出金を支払う義務を負っていな

い。

ナティクシスの従業員が利用可能な主要な確定拠出制度はフランスで運営されている。それらには、強制加入の年金制度並びに国家的

な制度であるAGIRC（管理職補足年金制度）及びARRCO（被用者補足年金制度）が含まれている。

従業員が任意加入できる年金制度は、一部のナティクシス企業によって運営されており、同様に、確定拠出制度として分類されてい

る。これらの企業は、単独の拠出義務（「PERCO（年金貯蓄プラン）」への拠出）を負っている。

確定拠出制度に基づいて支払われた拠出金は、役務が提供された期間に費用計上される。

（単位：百万ユーロ）

2014年12月31日

に終了した年度

2013年12月31日

に終了した年度

確定拠出制度に基づき費用計上された拠出金 129 116

 

退職後確定給付制度及びその他の長期従業員給付

退職後確定給付制度には、ナティクシスが所定水準の給付を支払うことを約束したすべての退職後給付が含まれる。

付与されたこれらの給付に関わる負債は、その全部又は一部が制度資産によってヘッジされている。当該資産は主に、退職を専門とす

るフランスの保険会社が管理する、外部委託された保険契約で構成されている。その年金が現金化される際の長寿リスクは、それらの

保険会社が負担する。制度資産は保険会社の一般基金に投資されるが、その大部分は通常債券から成っている。保険会社はフランスの

プルーデンシャル基準及び規制の適用を受ける。

保険会社はまた、給付債務のうち各々が保障する部分に係る資産／負債戦略の管理も行う。

それ以外の部分については、ナティクシスが長期的なキャッシュ・フローを裏付として金利及び流動性ヘッジを構築している。

2013年度下半期現在、ニューヨークの一部従業員が加入していた確定給付制度が清算され、確定拠出制度によって置替えられた。

その他の長期従業員給付は、従業員が関連役務を提供した期間末から12ヶ月以内に全額の支払義務が発生しない、退職後給付及び退職

時給付以外の給付によって構成される。

これらの給付には主に、長期勤続報奨、及び期間末から12ヶ月以上が経過した後に現金で支払われる繰延報酬が含まれる。
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a） 2014年12月31日現在で貸借対照表に認識された金額

貸借対照表の負債側で認識される引当金の金額は、確定給付制度に基づく数理計算上の債務の価額から、これらの給付債務をヘッジす

る資産の市場価格を控除した額に対応する。

（単位：百万ユーロ）

2014年12月31日現在 2013年12月31日現在

退職後確定給付制度

その他の長期従業

員給付

合計

退職後確定給付制度

その他の長期従業

員給付

合計

補足的年金給付

等

退職時

報奨

長期勤続

報奨 その他

補足的年金給付

等

退職時

報奨

長期勤続

報奨 その他

数理計算上の債務 656 228 53 103 1,040 527 206 47 100 880

制度資産の公正価値 (404) (5) 0 0 (409) (352) (7) 0 0 (359)

分離資産の公正価値
*

0 (37) 0 0 (37) 0 (36) 0 0 (36)

資産の上限による影響 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

貸借対照表において認識さ

れた正味金額 252 186 53 103 594 175 164 47 100 485

負債 253 223 53 103 632 184 199 47 100 531

資産 0 37 0 0 38 10 36 0 0 45

*分離資産の構成要素は大部分が、ナティクシスの保険子会社（ABP vie）の貸借対照表に分離されている。この分離資産は、連結対象

となるナティクシス・グループの他の企業の給付債務をヘッジするもので、いくつかの従業員カテゴリーの退職後給付をヘッジする
ために移管された。

 

b）貸借対照表に認識された金額の変動（数理計算上の債務の変動）

（単位：百万ユーロ）

2014年12月31日に終了した年度 2013年12月31日に終了した年度

退職後確定給付制度

その他の長期従業員

給付

合計

退職後確定給付制度

その他の長期従業員

給付

合計

補足的年金給付

等

退職時報

奨

長期勤続

報奨 その他

補足的年金給

付等

退職時

報奨

長期勤続

報奨 その他

期首における数理計算上

の債務 527 206 47 100 880 579 234 50 89 952

純損益に計上された変動 (10) 11 5 (4) 2 (4) (9) (3) 13 (3)

勤務費用 9 11 4 50 73 15 14 4 33 66

過去勤務費用 (15) 1 0 0 (13) (15) (23) (1) 0 (38)

　うち制度の清算及び

縮小 (15) 2 2 0 (11) (1) (23) (1) 0 (24)

利息費用 20 6 1 (0) 27 19 7 1 0 27

給付金支払額 (27) (8) (3) (56) (95) (23) (7) (4) (29) (62)

　うち制度の清算に関連
する支払金額 (1) 0 0 0 (1) 0 0 0 0 0

その他 3 1 3 2 9 (1) (1) (4) 8 3

純損益に振替えられるこ

とのない資本直入された

変動 99 21 0 0 120 (30) 2 0 0 (27)

再評価調整額 － 人口統

計上の仮定 11 (1) 0 0 10 (1) (1) 0 0 (2)

再評価調整額 － 財務上

の仮定 79 23 0 0 101 (22) (11) 0 0 (33)
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再評価調整額 － 過去の

実績の影響 9 (0) 0 0 8 (7) 14 0 0 8

為替換算調整額 27 0 0 5 33 (7) (0) 0 (1) (8)

範囲の変動 1 0 0 0 1 0 (1) (0) 0 (1)

その他 13 (10) 0 1 4 (11) (20) (0) (1) (32)

期末における数理計算上

の債務 656 228 53 103 1,040 527 206 47 100 880
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c）貸借対照表に認識された金額の変動（ヘッジ資産の変動）

■制度資産

（単位：百万ユーロ）

2014年12月31日に終了した年度 2013年12月31日に終了した年度

退職後確定給付制度

合計

退職後確定給付制度

合計

補足的年金給付

等 退職時報奨

補足的年金給付

等 退職時報奨

期首における資産の公正価値 352 7 359 343 40 383

純損益に計上された変動 11 (2) 9 0 0 1

受取利息 15 0 15 12 1 13

受取拠出金 20 (0) 20 8 0 8

　うち雇用主支払分 20 (0) 20 7 0 7

　うち受益者支払分 0 0 0 1 0 1

給付金支払額 (28) (1) (28) (15) (0) (16)

　うち制度の清算に関連する支払金額 (7) 0 (7) 0 0 0

その他 4 (2) 2 (4) (1) (5)

純損益に振替えられることのない資本直入

された変動 17 0 17 23 21 44

再評価調整額 －資産の収益 17 0 17 23 21 44

為替換算調整額 26 0 26 (8) 0 (7)

範囲の変動 0 0 0 0 0 0

その他 (2) (0) (3) (7) (18) (25)

期末における資産の公正価値 404 5 409 352 43 395

 

■分離資産

（単位：百万ユーロ）

2014年度12月31日に終了した年度

退職後確定給付制度

合計補足的年金給付等 退職時報奨

期初における資産の公正価値  36 36

純損益に計上された変動  1 1

受取利息  1 1

受取拠出金  0 0

　うち雇用主支払分  0 0

　うち受益者支払分  0 0

給付金支払額  (0) (0)

　うち制度の清算に関連する支払金額  0 0

その他  0 0

純損益に振替えられることのない資本直入された変動  1 1

再評価調整額 －資産の収益  1 1

為替換算調整額  0 0

範囲の変動  0 0
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その他  (0) (0)

期末における資産の公正価値  37 37

 

d）制度資産の内訳

■2014年12月31日現在

 構成比率 (％)

資産の公正価値

合計

活発な市場におけ

る相場あり

(％)

活発な市場におけ

る相場なし

(％)

短期金融市場 3％ 14 6％ 94％

株式 35％ 142 90％ 10％

債券 58％ 237 80％ 20％

不動産 - -   

デリバティブ 3％ 10 7％ 93％

投資ファンド 1％ 5 100％  

資産担保証券 0％ 1 100％  

仕組負債性金融商品 - -   

合計 100％ 409 79％ 21％

 

■2013年12月31日現在

 構成比率 (％)

資産の公正価値

合計

活発な市場におけ

る相場あり

(％)

活発な市場におけ

る相場なし

(％)

短期金融市場 8％ 31 54％ 46％

株式 29％ 115 100％  

債券 61％ 242 100％  

不動産 1％ 3  100％

デリバティブ     

投資ファンド 1％ 2 100％  

資産担保証券  1 100％  

仕組負債性金融商品     

合計 100％ 395 96％ 4％

 

e）退職後制度の再評価差異

■数理計算上の債務の再評価の内訳

（単位：百万ユーロ）

2014年12月31日に終了した年度 2013年12月31日に終了した年度

退職後確定給付制度 退職後確定給付制度

補足的年金給付等 退職時報奨 合計 補足的年金給付等 退職時報奨 合計

期首における再評価調整額合計 163 9 172 193 7 200

期中における再評価調整額 110 19 129 (30) 2 (28)

期末における再評価調整額合計 273 28 301 163 9 172
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■制度資産

(単位：百万ユーロ)

2014年12月31日に終了した年度 2013年12月31日に終了した年度

退職後確定給付制度 退職後確定給付制度

補足的年金給付等 退職時報奨 合計 補足的年金給付等 退職時報奨 合計

期首における再評価調整額合計 64 0 64 41 (21) 20

　うち資産の上限による影響 0 0 0 0 0 0

期中における再評価調整額 20 0 20 23 21 44

　うち制度資産の上限による影響 0 0 0 0 0 0

期末における再評価調整額合計 84 0 84 64 0 64

　うち資産の上限による影響 0 0 0 0 0 0

 

f）当期費用の分析

確定給付制度に関して認識される年間人件費は、以下の項目で構成される。

・期中に受益者が取得した受給権に対応する、提供役務に係る費用

・生じ得る制度の変更又は縮小のほか、生じ得る制度の決済による影響に起因する過去勤務費用

・純債務に係る割引の巻戻しの影響を反映する純利息費用

その他の長期従業員給付に関連する債務は、退職後確定給付債務について使用されるものと同じ保険数理評価法を使用して会計処理さ

れる。但し、再評価調整額は直接純損益に計上される。

（単位：百万ユーロ）

2014年12月31日に終了した年度

2013年12月31

日に終了した

年度

退職後確定給付制度 その他の長期従業員給付

合計 合計補足的年金給付等 退職時報奨

長期勤続報

奨 その他

勤務費用 9 11 4 50 73 66

過去勤務費用 (15) 1 0 0 (13) (38)

利息費用 20 6 1 (0) 27 27

利息収益 (15) (1) 0 0 (16) (13)

その他 (1) 2 1 0 2 8

費用合計 (2) 19 6 50 74 50
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g）2014年12月31日現在における主な数理計算上の仮定

退職後確定給付制度に係る引当金額は、人口統計上及び財務上のさまざまな仮定を用いた保険数理基準に基づいて計算される。

 

2014年12月31日現在 2013年12月31日現在

フランス 欧州 米国 フランス 欧州 米国

割引率 1.39％ 2.62％ 3.94％ 2.67％ 3.76％ 4.82％

インフレ率 1.80％ 2.32％ 3.00％ 1.90％ 2.77％ 2.86％

給与上昇率 2.06％ 2.37％ 4.00％ 2.76％ 3.63％ 4.00％

医療費上昇率 4.30％ 4.50％ 5.00％ 4.40％ 4.50％ 5.00％

デュレーション（単位：年） 15 19 16 15 20 14

 

 

2014年12月31日現在 2013年12月31日現在

退職後確定給付制度

その他の長期従業員

給付 退職後確定給付制度

その他の長期従業員

給付

補足的

年金給付等

退職時

報奨

長期勤続

報奨 その他

補足的

年金給付等

退職時

報奨

長期勤続

報奨 その他

割引率 2.71％ 1.37％ 1.11％ 3.76％ 3.70％ 2.76％ 2.57％ 0.17％

インフレ率 2.33％ 1.82％ 1.80％ 2.12％ 2.34％ 1.90％ 1.90％ 2.44％

給与上昇率

（インフレを含む） 2.57％ 2.16％ 2.18％ 3.04％ 3.19％ 2.70％ 2.73％ 3.36％

医療費上昇率

（インフレを含む） 4.42％    4.49％    

デュレーション

（単位：年） 19 13 9 16 18 12 9 16

 

割引率は、デュレーションが同じAA格社債の利回りに基づいて決定される。このベンチマークは、Bloombergの「EURコンポジット

（AA）ゼロ・クーポン・イールド」のイールド・カーブから入手される。

退職時報奨及び長期勤続報奨については、３年間の平均に基づき年齢区分別及び等級別に従業員の労働移動率が計算される。55歳以上

の従業員については労働移動率を０％とする。

将来の給与上昇率は、従業員数を不変と仮定し、３年間の平均を用いて等級別に見積られる。

 

h）主要な仮定に対する感応度分析

（数値は％）

2014年12月31日現在 2013年12月31日現在

退職後確定給付制度

その他の長期従業員

給付 退職後確定給付制度

その他の長期従業員

給付

補足的

年金給付等

退職時

報奨

長期勤続

報奨 その他

補足的

年金給付等

退職時

報奨

長期勤続

報奨 その他

割引率の+１％の変動 (16.24)％ (10.71)％ (8.47)％ (2.68)％ (16.57)％ (9.00)％ (8.25)％ (1.67)％

割引率の-１％の変動 20.84％ 12.79％ 9.82％ 3.87％ 21.67％ 11.00％ 9.55％ 0.95％

医療費上昇率の+１％の変動 7.13％    26.29％    

医療費上昇率の-１％の変動 (5.63)％    (19.54)％    

給与及び所得の上昇率の+１％の

変動（インフレを含む） 17.34％ 12.70％ 9.52％  25.87％ 10.37％ 9.46％  

給与及び所得の上昇率の-１％の

変動（インフレを含む） (13.72)％ (10.96)％ (8.14)％  (19.63)％ (8.95)％ (8.35)％  

 

i）非割引支払の予定表
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■ 2014年12月31日現在

（単位：百万ユーロ）

退職後確定給付制度

補足的年金給付等 退職時報奨

n+１からn+５（１～５年後） 143 44

n+６からn+10（６～10年後） 137 81

n+11からn+15（11～15年後） 132 96

n+16からn+20（16～20年後） 130 90

＞ n+20（21年後以降） 674 252

合計 1,216 563

 

■ 2013年12月31日現在

（単位：百万ユーロ）

退職後確定給付制度

補足的年金給付等 退職時報奨

n+１からn+５（１～５年後） 139 50

n+６からn+10（６～10年後） 127 89

n+11からn+15（11～15年後） 128 102

n+16からn+20（16～20年後） 118 101

＞ n+20（21年後以降） 566 251

合計 1,078 593

 

j）人員調整計画による影響

2013年12月２日に従業員代表組織に提示された人員調整計画を踏まえれば、関係する従業員の一部は、ナティクシスで職歴を終えるこ

とがないと見込まれる。これに伴い、退職時報奨に関連する社会保障債務、補足的医療保険及び個人保障制度並びに長期勤続報奨の金

額が最近引下げられた。

改訂IAS第19号に従い、この影響は制度変更として取扱われている。この制度変更に係る総負債の測定は、全額が「過去勤務費用」に認

識され、当期連結純利益に対する影響は2013年12月31日現在で21.7百万ユーロであったのに対し、2014年12月31日現在で2.3百万ユーロ

であった。

 

11.2.4 その他の株式に基づく制度

a）ナティクシスのストック・オプション制度

ナティクシスは一部の従業員にストック・オプションを付与している。このオプションは、４年の制限期間の後に３年間にわたって行

使可能である。IFRS第２号の規定に従い、2002年11月７日よりも後に生じ、報告日現在でまだ権利確定されていないストック・オプ

ションは、従業員に付与された日の公正価値で測定される。この公正価値は、ブラック・ショールズの評価方法を用いて決定され、権

利確定期間にわたって人件費として認識され、それに対応する金額が資本に計上される。この費用は各報告日に見直され、受益者数に

関する当初認識後の情報により、確定された権利の当初見積りに変更があった場合には、その都度修正される。修正が必要となった場

合は、当期及びその後の会計期間に影響が生じる。

制度の年度 付与日

付与された

オプション

数

付与されたオ

プション数 －

ナティクシス

の連結範囲

権利行使開

始日

オプショ

ン行使期

間終了日 行使価格

2014年12月31日現在

の未行使オプション

数 公正価値

 付与日の株

価

2008年度

制度

2008年

１月21日 7,576,800  

2012年

１月21日

2015年

1月20日 6.88 4,760,945 1.69 10.63

 

付与されたオプション数は、CCIの処分後に分配された特別配当に関連する再調整を考慮しなければ、制度の発足時に付与されたオプ

ション数と一致している。

2014年12月31日現在の未行使オプション数は4,760,945であったのに対し、2013年12月31日現在の未行使オプション数は4,846,798で

あった。

オプション数が85,853減少したのは、当年度中にオプションの失効に起因するものである。
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2013年度及び2014年度に行使されたオプションはなかった。

2014年度に純損益に認識された費用はなかった。

b）当行の従業員貯蓄制度に基づく従業員ストック・オプション制度

制度 2013年度 2014年度 2014年度

対象企業 ナティクシス ナティクシス Coface

制度発表日 2013年４月４日 2014年３月14日 2014年6月12日

制度満期 ５年 ５年 ５年

基準価格 3.491ユーロ 5.051ユーロ 10.40ユーロ

取得価格 2.800ユーロ 4.041ユーロ 8.34ユーロ

額面の割引率 19.79％ 20.00％ 20％

取得株式数 8,439,630 9,951,325 255,347

取得総額（百万ユーロ） 23.6 40.2 2.1

無リスク利子率 1.26％ 0.84％ 0.84％

株式借入の年間金利（レポ） 0.50％ 0.16％ 0.16％

市場参加者の借入金利（５年） 6.72％ 5.47％ 5.47％

ロックアップ費用 25.74％ 21.28％ 21.30％

 

費用はナティクシスの財務諸表に認識されていない。これは、当行の従業員貯蓄制度に基づいて従業員がストック・オプションを取得

した時点で提供される割引から生じる当行の財務費用が、発行株式に適用される５年間のロックアップ期間を考慮して測定するとゼロ

であるためである。
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注記12 資本管理
 

12.1 株式資本

普通株式 株式数 額面 株式資本（ユーロ）

１月１日現在 3,100,295,190 1.60 4,960,472,304

増資 16,212,431 1.60 25,939,890

12月31日現在 3,116,507,621 1.60 4,986,412,194

 

2014年度における増資は以下の事柄と関連している。

・ 2010年度、2011年度及び2012年度に、株式に基づく報酬として実施される条件付株式配分制度に基づき、ナティクシスの一部従業員

に対して株式が賞与として配分されたこと（注記5.18及び注記11.2.2参照）。

・ 従業員持株制度に基づき従業員のために留保されていた株式発行への申込があったこと。

12.2 資本管理

ナティクシスにとって資本管理の主な目的は、当行グループが外部環境によって課された資本要件を充足し、適切な格付けを維持する

ことにより、事業活動を支え、株主価値を最大化することである。

ナティクシスは、経済状況及び事業のリスク・プロファイルの変化に合わせて資本構成の管理を調節している。2014年度には、ナティ

クシスの目的、方針及び手続に変更はなかった。

12.3 資本性金融商品の発行

12.3.1 無期限の超劣後債及び優先株式

IAS第32号に従い、発行済の金融商品は、現金を保有者に提供する契約上の義務が組込まれているか否かにより、負債性又は資本性に分

類される。

2009年12月31日以降、発行済の超劣後債及び優先株式は、配当支払を任意とする条項に従って発行された資本性金融商品として認識さ

れ、連結貸借対照表の「株式資本及び資本剰余金」に計上されてきた。

これらの負債性金融商品を資本性金融商品に転換することに伴い、2009年６月30日に418百万ユーロの利得が損益に認識された。

2009年６月30日より後の発行分は、その利息支払の任意性を鑑み、常に資本性金融商品として分類されてきた。

超劣後債は989百万ユーロに上り、当期にわたり一定であった。

無期限の超劣後債の主な特性は、第３章「リスク管理及び自己資本」第3.3節（訳者注：原文の章及び節）に概説されている。

 

12.3.2 流動性契約の管理

ナティクシスは、フランス金融市場協会（Association des Marchés Financiers）が2008年９月23日に策定し、金融市場庁（Autorité

des Marchés Financiers）が2008年10月１日に承認したコンプライアンス憲章に従い、独立系サービス・プロバイダーと流動性契約を

締結した。

本契約の下で、当該サービス・プロバイダーは、取引の流動性を高め、ナティクシス株式の取引を活発化して、市場動向によって正当

化されない価格格差が生じないようにするために、ナティクシスの自己株式に介入することを委任されている。

この権限付与は、2014年５月20日付株主総会の第11号決議に基礎を置いている。同決議はナティクシスに対して、１株当たり７ユーロ

を上限価格として、ナティクシスの資本を構成する株式の10％を超えない数の株式を取得する権限を付与した。

この契約に基づき、ナティクシスは2014年12月31日現在、11.8百万ユーロに相当する2,154,653株の株式を保有している。
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注記13 コミットメント
 

13.1  保証コミットメント

金融保証とは、債務者が期限到来の支払を履行しなかったために、契約保有者が損失を被った場合、保証の発行体がその損失を補償す

る義務を負う契約をいう。この権利の行使は、不確実な将来の事象が発生することを条件とする。

下表の金額は、引受けたコミットメントの名目金額を示している。

（単位：百万ユーロ）

2014年12月31日

現在

2013年12月31日

現在

供与された保証   

銀行向け 3,311 1,757

信用状の確認 1,912 1,392

その他の保証 1,398 365

顧客向け 19,570 23,180

不動産保証 348 405

行政・納税保証金 346 386

供与されたその他の保証金及び裏書 8,850 8,478

その他の保証 10,027 13,910

供与された保証に係るコミットメント合計 22,880 24,937

銀行から受け取った保証コミットメント 9,174 9,331

 

2009年11月12日、BPCEは、2009年７月１日現在で旧GAPCの分離資産によって保有され、「貸出金及び債権」及び「売却可能金融資産」

に分類されていた債務ポートフォリオの名目金額の85％をカバーする保証をナティクシスに提供した。この保証では、保証対象ポート

フォリオに含まれる資産の１つに関連して何らかの債務不履行（対象となる資産に関する契約書により支払期限が到来した元本、利

息、手数料、費用及びその他の金額についての不履行）が発生した場合、補償の義務が発生する。ナティクシスは、債務不履行となっ

た最初の１ユーロから不履行金額の最大85％までカバーされる。この保証は、保証対象資産の名目金額の85％について、「銀行から受

け取った保証コミットメント」の項目に示されている。

上記のコミットメントに加え、Cofaceが信用保険業務に関連してクライアントと締結した契約は、再保険の影響を加味しない場合、信

用リスクに対するエクスポージャー全体が、2013年12月31日現在の453十億ユーロから508十億ユーロとなった（第［３］章「リスク管

理及び自己資本」第3.10節参照）。

13.2 貸出コミットメント

IAS第39号（第２項）によれば、IAS第39号の適用範囲に含まれない貸出コミットメントは、IAS第37号「引当金、偶発負債及び偶発資

産」に従って認識される。

以下の貸出コミットメントはIAS第39号の適用範囲に含まれる。

・ 純損益を通じて公正価値で測定される金融負債として分類されたコミットメント。ある企業が、ローンの発行後直ちにその再販売又

は証券化を行うのが通例の業務である場合、これらのローンは、ローン・コミットメントを引受けた日からIAS第39号に従って会計

処理される。

・ 純額決済（すなわち、売却）されるコミットメント

・ 市場金利を下回る利率で付与されるローンをもたらすコミットメント

上記以外の貸出コミットメントはIAS第37号の適用範囲に含まれる。

供与された貸出コミットメントは、以下のいずれかに該当する場合、IAS第37号の定義により偶発負債に相当する。

・ 過去の事象から発生し得る債務のうち、必ずしも企業が支配できる範囲にあるとはいえない将来の１つ若しくは複数の不確実な事象

が発生するか、又は発生しないことによりその存在が確認されるもの

・ 過去の事象の結果として発生した現在の債務であるが、以下のいずれかの理由により認識されていないもの

・ 債務決済のために経済的便益の流出が必要となる可能性が高くない。

・ 債務の金額が十分な信頼性をもって測定できない。

 

（単位：百万ユーロ）

2014年12月31日

現在

2013年12月31日現

在

供与された貸出コミットメント   

銀行向け 13,209 15,770

顧客向け 63,442 66,723

信用状 3,589 4,022
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その他の確認済み与信枠 43,726 43,224

その他のコミットメント 16,127 19,477

供与された貸出コミットメント合計 76,652 82,493

受け取った貸出コミットメント   

銀行 22,619 34,235

顧客 16,036 11,842

受け取った貸出コミットメント合計 38,655 46,077

 

 

 

注記14 後発事象
 

2015年２月19日に、ナティクシスはNatixis Global Asset ManagementによるDNCAに対する持分の取得に関して、TA Associates、Banca

Leonardo及びDNCAのマネジャーと独占交渉に入ったと発表した。計画されている取得では、DNCAの株式資本の71.2％が関わる。経営陣

はNGAMとともに株主に留まり、中期的な持分の調整及び持分比率の100％への段階的な引き上げを確実に行うため、2016年からの段階的

な売却メカニズムから恩恵を受ける。

この取引はNGAM Europeにとって、リテール顧客及び利益率の向上に焦点を絞った専門分野の拡大に当たる。この取引は、規制当局の承

認及び独占禁止当局の認可を必要とする。

2015年２月19日、ナティクシスはLeonardo & Co SAS（以下、「Leonardo France」という）を取得する計画について、イタリア企業

Banca Leonardoと独占交渉に入ったと発表した。Leonardo Franceの取得が実現した場合、同社の現経営陣はナティクシスに加わること

となる。Leonardo Franceは、フランスにおいて、中規模M&A及び投資ファンド・アドバイザリーの大手組織である。同社は、投資ファ

ンド及び中規模顧客のM&Aを担当するナティクシスの専門事業体となる。
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注記15 その他の情報
 

15.1 ファイナンス・リース及びオペレーティング・リース

15.1.1 貸手としてのリース

貸手としてのリース
（単位：百万ユーロ）

2014年12月31日現在 2013年12月31日現在

残存満期

合計

残存満期

合計１年未満 １年から５年 ５年超 １年未満 １年から５年 ５年超

ファイナンス・リース         

投資総額 2,179 5,835 4,136 12,150 2,263 5,838 4,319 12,420

未収最低支払リース料の現在価値 1,999 5,204 3,402 10,605 2,084 5,196 3,565 10,845

未稼得金融収益 180 631 734 1,545 179 642 754 1,575

オペレーティング・リース         

解約不能リースに基づく未収最低支払

リース料 38 122 23 183 36 122 22 180

 

貸手としてのリース
（単位：百万ユーロ）

2014年12月31日現在 2013年12月31日現在

不動産資産 非不動産資産 合計 不動産資産 非不動産資産 合計

ファイナンス・リース       

貸手に発生する無担保残存価値 599 14 613 602 14 616

 

15.1.2 借手としてのリース

借手としてのリース
（単位：百万ユーロ）

2014年12月31日現在 2013年12月31日現在

不動産資産 非不動産資産 合計 不動産資産 非不動産資産 合計

ファイナンス・リース       

正味帳簿価額 35  35 41  41
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15.2 関連当事者

グループの連結対象企業との関係

ナティクシスと関連当事者（BPCE及び子会社、Banque Populaireの各行及びその子会社を含むBanque Populaireグループ、Caisses d’

Epargne及びその子会社を含むCaisse d’Epargneグループ、並びに持分法により連結されるすべての関連会社）との間の主な取引は以

下のとおりである。

（単位：百万ユーロ）

2014年12月31日現在 2013年12月31日現在

BPCE

Banque

 Populaire

グループ

Caisse d’

Epargne 

グループ BPCE

Banque

Populaire

グループ

Caisse d’

Epargne 

グループ

資産       

純損益を通じて公正価値で測定される資

産 16,911 4,477 8,607 8,803 3,614 14,243

売却可能金融資産 1,962 512 15 2,330 824 332

銀行貸出金及び債権 52,414 715 70 60,299 700 1,227

顧客貸出金及び債権 194 45  177   

満期保有金融資産 11   3  21

負債       

純損益を通じて公正価値で測定される金

融負債 15,294 2,033 1,296 8,188 1,451 2,951

銀行預り金 90,243 2,537 1,143 88,551 1,442 1,886

顧客預り金 131  180 145  15

債務証券  8   466 165

劣後債務 2,058  2 1,107 2  

資本（超劣後債及び株主貸付金） 348  15 331   

収益       

受取利息及び類似収益 587 44 67 566 99 67

支払利息及び類似費用 (815) (27) (89) (996) (30) (100)

正味受取報酬及び受取手数料 (12) (271) 4 (108) (225) 95

純損益を通じて公正価値で測定される金

融商品に係る純損益 (2,044) 396 1,634 461 (62) (614)

売却可能金融資産に係る純損益 31   246   

その他業務の収益及び費用 (27) 3 (14) 8 (1) (15)

一般営業経費 (60) 0 (2) (55) (0) (1)

コミットメント       

供与コミットメント 275 295 37 42 170 47

受取コミットメント 3,520 2,375 1,564 4,140 2,164 1,506

 

関連会社及び共同支配企業との関係は重要ではない。
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経営陣の報酬

（単位：ユーロ）

2014年12月31日に

終了した年度

2013年12月31日に

終了した年度

ナティクシスの取締役
（a）

426,583 401,000

執行役
（b） 12,530,555

11,479,776

（a）2013年度及び2014年度に取締役会の構成員に支払われた参加報酬には、定額部分（１名当たり2014年度は8,000ユーロ及び2013年度は10,000ユーロ）

及び変動部分（１回の取締役会開催につき１名当たり2014年度及び2013年度は2,000ユーロ）が含まれていた。監査委員会及び報酬委員会の構成員

は、固定費：監査委員会の構成員は5,000ユーロ（監査委員会委員長は2014年度は17,000ユーロ（2013年度は20,000ユーロ））、報酬委員会の構成員

は3,000ユーロ（委員長には8,000ユーロ（2013年度は10,000ユーロ））並びに１回の取締役会開催につき１名当たり1,000ユーロの変動部分を受け

取った）。戦略委員会の構成員は2014年度に、変動部分2,000ユーロ及び戦略委員会委員長は定額部分8,000ユーロを受け取った。

（b）2013年度及び2014年度について示された金額は、2013事業年度及び2014事業年度に執行役会の構成員に支払われた報酬（定額、変動、現物給付等）

の総額を表している。報酬額の変動は主に、2014年度にナティクシスの執行役会の構成に生じた変化を反映している。

 

執行役の報酬

執行役の報酬は、登録届出書の第2.4項（訳者注：原文の項）におけるAMFの勧告に準拠した標準表に従って付与されている。

下表は、当事業年度に支払われた報酬を示している。

 2014事業年度  2013事業年度

ローラン・ミニョン（Laurent Mignon）、CEO   

当事業年度の報酬 1,821,512ユーロ 1,766,120ユーロ

当事業年度に付与されたオプションの価額 該当なし 該当なし

当事業年度に付与された業績連動株式の価額 160,000ユーロ 350ユーロ

合計 1,981,512ユーロ 1,766,470ユーロ

 

執行役の退任

ナティクシスの最高経営責任者は、上級執行役に提供される退職給付制度（「hors classification（労働協約適用外）」）の適用を受

けている。

・ A区分
*
の社会保障拠出金

・ A区分
*
の強制的ARRCO拠出金（14.06％）

・ B区分
*
（5.63％）の追加的ARRCO拠出金

・ B区分
*
（20.43％）及びC区分

*
（20.43％）のAGIRC拠出金

C区分
*
を超える拠出は行われていない。

 

*　A区分は年棒、０ユーロから37,548ユーロの一部に相当する。
B区分は年棒、37,548ユーロ から150,192ユーロの一部に相当する。
C区分は年棒、150,192ユーロから300,384ユーロの一部に相当する。

 

退職金

最高経営責任者の職務に係る退職金の算定に関して、取締役会は、報酬委員会の助言に基づき、2011年２月22日開催の会議において、

ローラン・ミニョンが最高経営責任者の職務から退任した場合に、同人に対して支払う、又は支払義務を負う報酬の条件を定めたコ

ミットメントを承認した。また、このコミットメントは、2011年５月26日開催の合同株主総会によっても承認された（第６号決議参

照）。2014年２月19日開催の会議において、ナティクシスの取締役会は最高経営責任者の退職金に関するコミットメントについて検討

し、特に、支払額を決定するために使用する月次基準報酬（直近の勤務歴年において支払われた固定給の12分の１及び３勤務歴年に付

与された変動報酬の平均）の確定について討議した。この改正は取締役会で承認され、2014年５月20日の定時株主総会でも承認された

（第５号決議参照）。

このコミットメントの末尾において、最高経営責任者は、BPCEグループ内で新たな職務を執行するため、又は別の地位に就くために、

自発的に当行を退任する場合、退職金を受領しないことが求められている。さらに、AFEP-MEDEFのコーポレート・ガバナンス規範の規

定に従い、報酬に対する権利は、一定数の規準及び業績条件の適用を受ける（2011年以降、変更なし）。

取締役会構成員は、ナティクシスにおける職務に関して退職金の恩恵を享受することはない。

また、2014年２月19日の取締役会では、CEOが退任する場合に競業避止条項の潜在的な実施を承認した。

この競業避止条項は６ヶ月間に限定され、CEOの退任日に有効であった固定給の６ヶ月分に相当する補償金に関連している。

CEOに退職金が支払われた場合、この補償金と競業避止の補償金の総額は、月次基準報酬の24ヶ月分を上限とし、これを超えないものと

する。取締役会は、CEOが退任する場合に競業避止の規定を適用するか否かについて決定しなければならない。
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これらの義務及び合意はいずれも、株主による投票のため2015年５月19日の株主総会に再度提出される。この株主総会においては、

2015年２月18日の会議で取締役が承認した通り、ローラン・ミニョンが最高経営責任者として再任される。
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15.3 保険会社

15.3.1 保険会社の業績

ナティクシスの連結対象範囲に入る保険業の会社は、Coface及びその子会社、Natixis Assurances及びその子会社（生命保険、個人保

障保険、損害保険）並びにCEGC（Compagnie Européenne de Garanties et de Cautions）である。

下表は、表示された保険会社の財務諸表とそれを銀行業の形式に変換した結果との調整を示している。また、銀行業の形式を用いて、

連結決算への保険会社の貢献も示している。

主な組替えは一般営業経費で、保険業の形式では機能別に報告されているのに対し、銀行業の形式では種類別に報告されている。

純収益に関しては、一貫性を保つために、銀行業の収益及び費用（主に利息並びに報酬及び手数料）に類似した保険業の収益及び費用

が、対応する銀行業の形式の表示項目のもとに組替えられている。技術的準備金及び保険金支払額は、貸倒引当金として認識するので

はなく、純収益から控除されている。

貸借対照表の組替えはほとんど重要でない。保険会社に特有の貸借対照表の表示項目は、ほとんどが、資産側では「保険会社の投資」

に示され、負債側では「保険会社の技術的準備金」のもとに表示されている。保険業の形式における未収収益、前払費用及びその他の

資産又は繰延収益、未払費用及びその他の負債の下で表示される債権及び関連債務は、銀行業の形式における主項目と同じ項目に組替

えられている。
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■ 2014年12月31日に終了した年度

項目（単位：百万ユーロ）

2014年12月31

日に終了した

年度 2014年12月31日に終了した年度

保険業の

形式合計

銀行業の形式  

純収益 費用 営業総利益

貸倒引当金

繰入額 税金

その他

の項目 純利益

　計上収入保険料 7,370 7,370  7,370    7,370

　未経過保険料収益の変動 (140) (140)  (140)    (140)

経過保険料 7,230 7,230  7,230    7,230

銀行業務営業収益 71 71  71    71

その他の活動による収益 179 179  179    179

その他の営業利益 40 13 26 40    40

　投資収益 1,452 1,452  1,452    1,452

　投資費用 (258) (252) (6) (258)    (258)

　投資の処分によるキャピタル・ゲイン及
びロス（戻入、評価減及び償却控除後）

287 287  287
   

287

　純損益を通じて公正価値で計上される投
資の公正価値の変動

309 309  309
   

309

　投資の評価減の変動 (27) (28)  (28)    (27)

投資収益（費用控除後） 1,762 1,768 (6) 1,762    1,762

保険給付費用 (7,202) (7,115) (87) (7,202)    (7,202)

　再保険移転収益 1,989 1,989  1,989    1,989

　再保険移転費用 (1,872) (1,872)  (1,872)    (1,872)

再保険移転控除後損益 117 117  117    117

貸倒引当金繰入額 (2)    (2)   (2)

銀行業務営業費用         

新契約費用 (793) (559) (235) (793)    (793)

ポートフォリオ価値の償却及び関連項目         

管理費 (577) (233) (344) (577)    (577)

その他の経常営業損益 (252) (40) (208) (247) (3)  (2) (252)

その他の非経常営業損益 (8) 3 (11) (8)    (8)

営業利益（損失） 564 1,434 (863) 570 (5)  (2) 564

　財務費用 (39) (39)  (39)    (39)

　持分法による投資利益 10      10 10

　法人所得税 (127)     (127)  (127)

　非継続事業からの税引後利益         

　非支配持分 (54)      (54) (54)

連結純利益 354 1,395 (863) 531 (5) (127) (46) 354
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■ 2013年12月31日に終了した年度

項目（単位：百万ユーロ）

2013年12月

31日に終了

した

年度 2013年12月31日に終了した年度

保険業の

形式

合計

銀行業の形式

純収益 費用 総営業利益

貸倒引当金

繰入額 税金

その他の

項目 純利益

　計上収入保険料 5,490 5,490  5,490    5,490

　未経過保険料収益の変動 (146) (146)  (146)    (146)

経過保険料 5,344 5,344  5,344    5,344

銀行業務営業収益 67 67  67    67

その他の活動による収益 183 183  183    183

その他の営業利益 15 14 1 15    15

　投資収益 1,337 1,337  1,337    1,337

　投資費用 (229) (220) (9) (229)    (229)

　投資の処分によるキャピタル・ゲイン及び
ロス（戻入、評価減及び償却控除後） 369 367  367 3  (1) 369

　純損益を通じて公正価値で計上される投資
の公正価値の変動 482 482  482    482

　投資の評価減の変動 (59) (59)  (59) (1)   (60)

投資収益（費用控除後） 1,899 1,907 (9) 1,898 2  (1) 1,899

保険給付費用 (5,818) (5,766) (53) (5,818)    (5,818)

　再保険移転収益 1,335 1,335  1,335    1,335

　再保険移転費用 (1,256) (1,256)  (1,256)    (1,256)

再保険移転控除後損益 79 79  79    79

貸倒引当金繰入額 (3)    (3)   (3)

銀行業務営業費用         

新契約費用 (613) (436) (177) (613)    (613)

ポートフォリオ価値の償却及び関連項目         

管理費 (499) (206) (293) (499)    (499)

その他の経常営業損益 (212) (27) (185) (211)    (212)

その他の非経常営業損益 1 2 (1) 1    1

営業利益（損失） 444 1,161 (715) 446 (1)  (1) 444

財務費用 (25) (25)  (25)    (25)

持分法による投資利益 9      9 9

法人所得税 (102)     (102)  (102)

非継続事業からの税引後利益         

非支配持分         

連結純利益 327 1,136 (715) 421 (1) (102) 8 327

 

15.3.2連結損益計算書に対する保険会社の貢献

（単位 ：百万ユーロ）

2014年12月31日に

終了した年度

2013年12月31日に

終了した年度

受取利息及び類似収益 1,093 1,077

支払利息及び類似費用 (177) (189)

受取報酬及び受取手数料 357 345

支払報酬及び支払手数料 (798) (642)

純損益を通じて公正価値で測定される金融商品に係る純損益 406 582

売却可能金融資産に係る純損益 369 340

その他業務収益 5,682 4,377

その他業務費用 (5,537) (4,755)

純収益 1,395 1,136

一般営業経費 (812) (676)

有形固定資産及び無形資産の減価償却、償却及び減損 (51) (39)
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営業総利益 531 421

貸倒引当金繰入額 (5) (1)

営業純利益 526 420

持分法による投資利益 10 9

その他の資産に係る損益 (2) (1)

のれんの減損損失 0 0

税引前利益 535 428

法人所得税 (127) (102)

非継続事業又は現在、処分中の事業からの税引後利益 0  

当期純利益 408 327

非支配持分 (54) 0

当期純利益（グループ持分） 354 327

 

15.4 法定監査人に支払われた報酬

銀行の財務諸表は、独立した監査法人３社の監査を受けている。

マザーのマンデートは、2012年５月に開催された株主総会において、2018年度財務諸表の承認を目的として招集される株主総会をもっ

て終了する６年の期間につき、株主によって更新された。デロイト・エ・アソシエのマンデートは、2010年５月に実施された株主総会

において、2016年度財務諸表の承認を目的として招集される株主総会をもって終了する６年の期間につき、株主によって更新された。

カーペーエムジェー・オーディットは、サルストロ・レイデルの後継として、2010年５月に開催された株主総会において、2016年度財

務諸表の承認を目的として招集される株主総会をもって終了する６年の期間につき、株主によって選任された。

 

・ 署名パートナーであるジョゼ・ルイス・ガルシア及びジャン・マルク・ミクレールが代表を務めるデロイト・エ・アソシエ（92524

パリ・ヌイイ・シュール・セーヌ市シャルル・ド・ゴール通り185）

・署名パートナーであるジャン・フランソワ・ダンデが代表を務めるカーペーエムジェー・エス・アの部門であるカーペーエムー

ジェー・オーディット（92923パリ・ラ・デファンス・ヴァルミー通り１）

・ ミッシェル・ベルベ・マサン及びエマニュエル・ドースマンが代表を務めるマザー（92075パリ・ラ・デファンス・アンリルニョー

通り61エクサルティスビル）

 

デロイト・エ・アソシエ、カーペーエムージェー・オーディット及びマザーは、ベルサイユ地方監査人協会（Compagnie Régionale des

Commissaires aux Comptes de Versailles）に法定監査人として登録されており、フランス高等監査人委員会（Haut Conseil du

Commissariat aux Comptes）の監督下にある。
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法定監査人がその業務の対価として支払いを受けた報酬金額は以下のとおりであった。

 デロイト・エ・アソシエ カーペーエムジェー マザー 合計

 金額  ％  金額  ％  金額  ％  金額  ％  

（単位 ：千ユーロ） 2014年度 2013年度 2014年度 2013年度 2014年度 2013年度 2014年度 2013年度 2014年度 2013年度 2014年度 2013年度 2014年度 2013年度 2014年度 2013年度

監査                 

個別・連結財務諸表の独立監査及び

検証 7,197 7,299 38％ 65％ 3,332 3,854 73％ 90％ 3,247 3,212 75％ 86％ 13,776 14,365 50％ 75％

発行体 2,679 2,095   1,366 1,438   1,448 1,493   5,493 5,025   

全部連結子会社 4,518 5,205   1,966 2,417   

 

1,799

 

1,719   

 

8,283

 

9,340   

法定監査人の業務に直接関連するそ

の他の手続及びサービス 5,000 1,785 27％ 16％ 1,032 190 23％ 4％ 445 392 10％ 11％ 6,477 2,367 23％ 12％

発行体 3,700 1,264   264 172   363 272   4,327 1,708   

全部連結子会社 1,300 521   768 18   

 

82

 

120   

 

2,150

 

659   

小計 12,197 9,084 65％ 81％ 4,364 4,044 96％ 94％ 3,692 3,604 85％ 97％ 20,253 16,732 73％ 87％

　変動（％） 34％ 8％ 2％ 21％

監査法人が全部連結子会社に提供す

るその他の業務                 

法務、税務及び従業員関連 1,005 879   65 158   198 107   

 

1,267

 

1,143   

その他 5,593 1,292   107 97   469 14   6,168 1,403   

小計 6,598 2,170 35％ 19％ 172 255 4％ 6％ 666 121 15％ 3％ 7,435 2,546 27％ 13％

合計 18,795 11,254 100％ 100％ 4,536 4,299 100％ 100％ 4,358 3,724 100％ 100％ 27,688 19,278 100％ 100％

　変動（％） 67％ 6％ 17％ 44％
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その他の業務及びサービスは、監査業務（主として金融取引に関する業務、会計基準及び統制を導入するに当たっての当グループの手

法に対する意見、規制上の要件に対する企業のコンプライアンスのレビュー及び内部統制の品質のレビュー）に直接関連していた。

主な会計費用には、デロイト・エ・アソシエが2,379千ユーロで実施したナティクシス・エス・エーの資産査定の準備、CofaceのIPO関

連報酬（1,526千ユーロであり、デロイト・エ・アソシエとカーペーエムジェーに均等に分割）が含まれていた。

「その他」に含まれるその他のサービスは主として、Deloitte Conseilによって提供された支援などである。特に、子会社ABP Vieが

Natixis Assurancesの生命保険商品ライン及び人身保険商品ラインをCaisse d’Epargneのネットワークで（CNPとの再交渉により合意

形成した上で）2016年1月1日から取扱いを開始することに関連する業務（5,165千ユーロ）が含まれている。

さらに、BPCEの監査人であるプライスウォーターハウスクーパースに支払う報酬は、監査業務に対し3,145千ユーロ、その他業務に対し

3,169千ユーロであった。

監査人補佐

・ Mireille Berthelot（パートナー）が代表を務めるBEAS（92200ヌイイ・シュール・セーヌ市ヴィラ・ウッセイ７-９）

・ Malcolm McLarty（92923パリ・ラ・デファンス ヴァルミー通り１）

・ Franck Boyer（92075パリ・ラ・デファンス アンリ・ルノー通り61 エクサルティスビル）
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注記16　国別企業活動
 

2013年７月26日法律第2013－672号フランス金融法第７条（第L.511-45条の改正）においては、金融機関が国又は地域ごとにその所在地

及び企業活動に関する情報を公表することを定めている。

上記の条項に従い、次に記載する表は、2014年12月31日現在の純収益、税引前利益、法人所得税並びに従業員数に関する情報を詳記し

ている。

 

16.1　2014年12月31日現在の国別企業活動

営業国 業務内容

南アフリカ  

COFACE SOUTH AFRICA 保険

COFACE SOUTH AFRICA SERVICES 保険

アルジェリア  

NATIXIS ALGERIE 銀行

ドイツ  

AEW EUROPE FRANKREICH リテール

COFACE DEBITOREN 債権管理及びデータ

COFACE DEUTSCHLAND 信用保険及び関連サービス

COFACE FINANZ ファクタリング

COFACERATING HOLDING 債権管理及びデータ

COFACERATING.DE 債権管理及びデータ

KISSELBERG 保険

NATIXIS FRANCFORT 金融機関

NATIXIS GLOBAL ASSOCIATES GERMANY リテール

NATIXIS PFANDBRIEFBANK AG 金融機関

NGAM S.A. ZWEIGNIERDERLAASUNG DEUTSCHLAND リテール

アルゼンチン  

COFACE ARGENTINA -支店(COFACE S.A.) 保険

オーストラリア  

COFACE AUSTRALIE (支店-COFACE S.A.) 保険

NATIXIS AUSTRALIA PTY LTD 金融機関

NATIXIS GLOBAL ASSOCIATES AUSTRALIA HOLDINGS, LLC. 持株会社

オーストリア  

COFACE AUSTRIA 持株会社

COFACE CENTRAL EUROPE HOLDING 持株会社

COFACE SERVICES AUSTRIA 債権管理及びデータ

ベルギー  

COFACE BELGIUM - 支店(COFACE S.A.) 保険

COFACE BELGIUM SERVICES HOLDING 営業及び支払能力データ

EDF INVESTISSEMENT GROUPE 投資信託会社

KOMPASS BELGIQUE マーケティング及びその他のサービス

NATIXIS BELGIQUE INVESTISSEMENTS 投資信託会社

ブラジル  

COFACE DO BRASIL SEGUROS DE CREDITO 信用保険及び関連サービス

NATIXIS BRASIL S.A. 金融機関

SEGURO BRASILEIRA C.E 信用保険及び関連サービス

ブルガリア  

COFACE BULGARIA (支店) 保険

カナダ  

COFACE CANADA - 支店(COFACE S.A.) 保険

NEXGEN FINANCIAL CORPORATION 資産運用

NEXGEN FINANCIAL LIMITED PARTNERSHIP 資産運用

NEXGEN INVESTMENT CORPORATION 資産運用

NEXGEN LIMITED 資産運用

NEXGEN ONTARIO INC. 資産運用

TREZ COMMERCIAL FINANCES LP 不動産ファイナンス

チリ  
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営業国 業務内容

COFACE CHILE S.A. 保険

COFACE CHILE -支店(COFACE S.A.) 保険

中国  

NATIXIS SHANGHAI 金融機関

デンマーク  

COFACE DANMARK-支店(COFACE KREDIT) 保険

MIDT FACTORING A/S ファクタリング

アラブ首長国連邦  

NATIXIS DUBAI 金融機関

NGAM MIDDLE EAST リテール

エクアドル  

COFACE ECUADOR (支店-COFACE S.A.) 保険

スペイン  

COFACE IBERICA -支店 (COFACE S.A.) 保険

COFACE SERVICIOS ESPANA S.L. 債権管理及びデータ

NATIXIS LEASE MADRID 設備及び不動産賃貸

NATIXIS MADRID 金融機関

NGAM SUCURSAL EN ESPANA リテール

アメリカ合衆国  

AEW CAPITAL MANAGEMENT, INC. 資産運用

AEW CAPITAL MANAGEMENT, LP 資産運用

AEW II CORPORATION 資産運用

AEW PARTNERS III, INC. 資産運用

AEW PARTNERS IV, INC. 資産運用

AEW PARTNERS V, INC. 資産運用

AEW PARTNERS VI, INC. 資産運用

AEW PARTNERS VII, INC. 資産運用

AEW REAL ESTATE ADVISORS, INC. 資産運用

AEW SENIOR HOUSING INVESTORS INC. 資産運用

AEW VALUE INVESTORS ASIA II GP LIMITED 資産運用

AEW VIA INVESTORS, LTD 資産運用

AEW VIF II INVESTORS, INC. 資産運用

AEW VIF INVESTORS, INC. 資産運用

ALPHASIMPLEX GROUP LLC. 資産運用

ALTERNATIVE STRATEGIES GROUP LLC. 資産運用

AURORA HORIZON FUNDS 資産運用

AURORA INVESTMENT MANAGEMENT LLC. 資産運用

BLEACHERS FINANCE 証券化ビークル

CAPITAL GROWTH MANAGEMENT, LP 資産運用

CASPIAN CAPITAL MANAGEMENT, LLC. 資産運用

CM REO HOLDINGS TRUST 流通市場ファイナンス

CM REO TRUST 流通市場ファイナンス

COFACE COLLECTION NORTH AMERICA 債権管理及びデータ

COFACE COLLECTION NORTH AMERICA HOLDING LLC. 債権管理及びデータ

COFACE NORTH AMERICA 信用保険及び関連サービス

COFACE NORTH AMERICA HOLDING COMPANY 持株会社

COFACE NORTH AMERICA INSURANCE COMPANY 信用保険及び関連サービス

COFACE SERVICES NORTH AMERICA GROUP 持株会社

CONDUIT VERSAILLES 証券化ビークル

CREA WESTERN INVESTORS I,INC 資産運用

DARIUS CAPITAL PARTNERS USA 投資顧問業

EPI SLP LLC. 資産運用

EPI SO SLP LLC. 資産運用

GATEWAY INVESTMENT ADVISERS, LLC. 資産運用

HARRIS ALTERNATIVES HOLDING INC. 持株会社

HARRIS ASSOCIATES INVESTMENT TRUST 資産運用

HARRIS ASSOCIATES LP 資産運用

HARRIS ASSOCIATES SECURITIES, LP リテール
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営業国 業務内容

HARRIS ASSOCIATES, INC. 資産運用

KOBRICK FUNDS, LLC. 資産運用

LOOMIS SAYLES & COMPANY, INC. 資産運用

LOOMIS SAYLES & COMPANY, LP 資産運用

LOOMIS SAYLES ALPHA, LLC. 資産運用

LOOMIS SAYLES DISTRIBUTORS, INC. リテール

LOOMIS SAYLES DISTRIBUTORS, LP リテール

LOOMIS SAYLES SOLUTIONS, INC. 資産運用

LOOMIS SAYLES TRUST COMPANY, LLC. 資産運用

MC DONNELL 資産運用

MC MANAGEMENT, INC. 持株会社

MC MANAGEMENT, LP 持株会社

MSR TRUST 不動産ファイナンス

NAM US 資産運用

NATIXIS US FINANCE CORPORATION 発行ビークル

NATIXIS ASG HOLDINGS, INC. リテール

NATIXIS CASPIAN PRIVATE EQUITY LLC. 資産運用

NATIXIS FINANCIAL PRODUCTS LLC. デリバティブ取引

NATIXIS FUNDING CORP その他金融会社

NATIXIS GLOBAL ASSET MANAGEMENT HOLDINGS, LLC. 持株会社

NATIXIS GLOBAL ASSET MANAGEMENT, LLC. 持株会社

NATIXIS GLOBAL ASSET MANAGEMENT, LP 持株会社

NATIXIS INVESTMENT CORP. ポートフォリオ・マネジメント

NATIXIS NEW YORK 金融機関

NATIXIS NORTH AMERICA LLC. 持株会社

NATIXIS PRIVATE EQUITY CASPIAN IA, LP プライベート・エクイティ

NATIXIS PRIVATE EQUITY CASPIAN IB, LP プライベート・エクイティ

NATIXIS REAL ESTATE CAPITAL LLC. 不動産ファイナンス

NATIXIS REAL ESTATE HOLDINGS LLC. 不動産ファイナンス

NATIXIS SECURITIES AMERICAS LLC. 証券会社

NATIXIS US HOLDINGS INC. 持株会社

NGAM ADVISORS, LP リテール

NGAM DISTRIBUTION CORPORATION リテール

NGAM DISTRIBUTION, LP リテール

NGAM INTERNATIONAL, LLC. リテール

NH PHILADELPHIA PROPERTY LP 不動産ファイナンス

PLAZA SQUARE APPARTMENTS OWNERS LLC. 不動産ファイナンス

REICH & TANG ASSET MANAGEMENT,LLC. 資産運用

REICH & TANG DEPOSIT SOLUTIONS,LLC. 資産運用

REICH & TANG DISTRIBUTORS, INC. リテール

REICH & TANG SERVICES, INC. 資産運用

REICH & TANG STABLE CUSTODY GROUP II LLC. 資産運用

REICH & TANG STABLE CUSTODY GROUP LLC. 資産運用

SEEYOND MULTI ASSET ALLOCATION FUND 資産運用

SNYDER CAPITAL MANAGEMENT,INC. 資産運用

SNYDER CAPITAL MANAGEMENT, LP 資産運用

VAUGHAN NELSON INVESTMENT MANAGEMENT, INC. 資産運用

VAUGHAN NELSON INVESTMENT MANAGEMENT, LP 資産運用

VAUGHAN NELSON TRUST COMPANY 資産運用

フランス  

1818 IMMOBILIER 不動産運用

ABP ALTERNATIF OFFENSIF ファンド・オブ・ヘッジファンズ

ABP DIVERSIFIE 保険運用ミューチュアルファンド

AEW COINVEST 資産運用

AEW EUROPE S.A. 資産運用

AEW EUROPE SGP 資産運用

ALLIANCE ENTREPRENDRE 資産運用
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営業国 業務内容

ASSURANCES BANQUE POPULAIRE IARD 損害保険

ASSURANCES BANQUE POPULAIRE PREVOYANCE 個人保障保険

ASSURANCES BANQUE POPULAIRE VIE (旧NATIXIS ASSURANCES PARTENAIRES) 保険

AXELTIS S.A. 持株会社

BANQUE PRIVÉE 1818 金融機関

BPCE APS サービス提供会社

BPCE ASSURANCES 保険会社

CGW GESTION D’ACTIFS 資産運用

CICOBAIL 不動産賃貸

CO-ASSUR 保険ブローカー顧問業

COFACE HOLDING S.A.S 持株会社

COFACE S.A. 信用保険及び関連サービス

COFACE SERVICE 情報

COFACREDIT 信用保険及び関連サービス

COFINPAR 信用保険及び関連サービス

COGERI 債権管理及びデータ

COMPAGNIE EUROPEENNE DE GARANTIES ET CAUTIONS 保険

CONTANGO TRADING S.A. 証券会社

DARIUS CAPITAL PARTNERS S.A.S 投資顧問業

DORVAL FINANCE 資産運用

EURO PRIVATE EQUITY FRANCE (旧DAHLIA PARTNERS) 資産運用

FCT FAST 証券化ファンド

FCT NATIXIS CORPORATE FINANCEMENT 証券化ビークル

FCT NATIXIS EXPORT CREDIT AGENCY 証券化ビークル

FCT VEGA 証券化ファンド

FIMIPAR 債権買戻

FONDS COLOMBES ミューチュアルファンド

FRUCTIFONCIER 保険不動産投資

FRUCTIFONDS PROFIL 3 保険運用ミューチュアルファンド

FRUCTIFONDS PROFIL 6 保険運用ミューチュアルファンド

FRUCTIFONDS PROFIL 9 保険運用ミューチュアルファンド

IJCOF CORPORATE 債権管理

KOMPASS INTERNATIONAL NEUENSCHWANDER 持株会社

LEASE EXPANSION ITオペレーティング・リース

MIROVA ENVIRONMENT AND INFRASTRUCTURE ベンチャーキャピタルミューチュアルファンド・マネ

ジメント

NALÉA 証券化ビークル

NAMI AEW EUROPE 資産運用

NAMI INVESTMENT 保険不動産投資

NATIXIS ALTAIR IT SHARED SERVICES データ・サービス

NATIXIS ASSET MANAGEMENT 資産運用

NATIXIS ASSET MANAGEMENT FINANCE 持株会社

NATIXIS ASSURANCES 保険会社持株会社

NATIXIS BAIL 不動産賃貸

NATIXIS CAR LEASE 長期間自動車リース業

NATIXIS COFICINE 信販会社 （視覚）

NATIXIS CONSUMER FINANCE 持株会社

NATIXIS CONSUMER FINANCE IT 消費者金融

NATIXIS ENERGECO 設備リース

NATIXIS FACTOR ファクタリング

NATIXIS FINANCEMENT 消費者金融

NATIXIS FONCIERE S.A. (旧SPAFICA) 不動産投資

NATIXIS FORMATION EPARGNE FINANCIERE 持株会社

NATIXIS FUNDING 流通債券市場値付業務

NATIXIS GLOBAL ASSET MANAGEMENT 持株会社

NATIXIS GLOBAL ASSET MANAGEMENT PARTICIPATIONS 1 持株会社

NATIXIS GLOBAL ASSET MANAGEMENT PARTICIPATIONS 3 持株会社

NATIXIS HCP 持株会社
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営業国 業務内容

NATIXIS IMMO DEVELOPPEMENT 住宅用不動産開発

NATIXIS IMMO EXPLOITATION 不動産運用

NATIXIS INNOV 持株会社

NATIXIS INTEREPARGNE 従業員貯蓄制度運用

NATIXIS INTERTITRES サービスバウチャー・サービス

NATIXIS LEASE IMMO 不動産賃貸

NATIXIS LEASE 設備リース

NATIXIS LIFE 生命保険

NATIXIS LLD 長期自動車リース業

NATIXIS MARCO 投資信託会社（事業拡大）

NATIXIS PAIEMENTS バンキング・サービス

NATIXIS PRIVATE EQUITY プライベート・エクイティ

NATIXIS S.A. 金融機関

NATIXIS ULTRA SHORT TERM BONDS PLUS 保険運用ミューチュアルファンド

NAXICAP PARTNERS ベンチャーキャピタルミューチュアルファンド・マネ

ジメント

NGAM DISTRIBUTION フランス支店 リテール

NORDRI 証券化ビークル

OCEOR LEASE REUNION 設備リース

OPCI NATIXIS LEASE INVESTMENT 不動産ファンド

OSSIAM 資産運用

PROVIDENTE S.A. 出資会社

S.C.I. ALTAIR 1 不動産運用

S.C.I. ALTAIR 2 不動産運用

S.C.I. VALMY COUPOLE 不動産運用

S.A.S IMMOBILIERE NATIXIS BAIL 不動産賃貸

SCI CHAMPS-ELYSEES 不動産マネージメント

SCI LA BOETIE 不動産マネージメント

SCI SACCEF 不動産マネージメント

SELECTION 1818 米国小型株ETF （IWMA）への投資商品の商品

SEVENTURE PARTNERS 資産運用

SUD OUEST BAIL 不動産賃貸

VEGA INVESTMENT MANAGERS (旧1818 - GESTION) ミューチュアルファンド保有会社

ZELIS ACTIONS MONDE 保険運用ミューチュアルファンド

英国  

AEW EUROPE ADVISORY LTD 資産運用

AEW EUROPE CC LTD 資産運用

AEW EUROPE HOLDING LTD 資産運用

AEW EUROPE INVESTMENT LTD 資産運用

AEW EUROPE LLP 資産運用

AEW EUROPE PARTNERSHIP 資産運用

AEW GLOBAL ADVISORS (EUROPE) LTD 資産運用

AEW GLOBAL LTD 資産運用

AEW GLOBAL UK LTD 資産運用

AEW UK INVESTMENT MANAGEMENT LLP 資産運用

COFACE UK - 支店(COFACE S.A.) 保険

COFACE UK HOLDING 持株会社

COFACE UK SERVICES LTD 債権管理及びデータ

H2O ASSET MANAGEMENT 資産運用

H2O ASSET MANAGEMENT CORPORATE MEMBER 資産運用

LOOMIS SAYLES INVESTMENTS LTD (UK) 資産運用

NATIXIS FUNDING UK LLP 発行ビークル

NATIXIS LONDRES 金融機関

NGAM UK LTD リテール

香港  
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営業国 業務内容

AEW ASIA LIMITED 資産運用

COFACE HONG KONG -支店(COFACE S.A.) 保険

NATIXIS ASIA LTD その他金融会社

NATIXIS GLOBAL ASSET MANAGEMENT HONG KONG 資産運用

NATIXIS HONG KONG 金融機関

ハンガリー  

AEW CENTRAL EUROPE HONGRY リテール

COFACE HUNGARY - 支店(COFACE AUSTRIA) 保険

ケイマン諸島  

UNIVERSE HOLDINGS LTD ストラクチャード・ファイナンス

NATIXIS NEW YORK 支店 金融機関

インド  

IDFC AMC TRUSTEE COMPANY LTD 投資顧問業

IDFC ASSET MANAGEMENT COMPANY LTD 投資顧問業

アイルランド  

COFACE IRELAND - 支店(COFACE S.A.) 保険

NATINIUM FINANCIAL PRODUCTS 証券化ビークル

NATIXIS CORPORATE SOLUTIONS LTD ストラクチャード・ファイナンス

NEXGEN CAPITAL LTD ストラクチャード・ファイナンス

NEXGEN FINANCIAL HOLDINGS LTD 持株会社

NEXGEN REINSURANCE LTD 再保険

イスラエル  

BUSINESS DATA INFORMATION マーケティング及びその他のサービス

COFACE HOLDING ISRAEL 持株会社

COFACE ISRAEL 信用保険

イタリア  

AEW EUROPE SEDE SECONDARIA リテール

COFACE ASSICURAZIONI SPA 信用保険及び関連サービス

COFACE ITALIA 持株会社

NATIXIS LEASE MILAN 設備及び不動産賃貸

NATIXIS MILAN 金融機関

NGAM S.A. イタリア支店 リテール

日本  

ASAHI NVEST INVESTMENT ADVISORY CO, LTD リテール

COFACE JAPAN - 支店(COFACE S.A.) 保険

NATIXIS ASSET MANAGEMENT JAPAN CO, LTD 資産運用

NATIXIS JAPAN SECURITIES CO, LTD 金融機関

NATIXIS TOKYO 金融機関

ジャージー  

NATIXIS STRUCTURED PRODUCTS LTD 発行ビークル

ラトビア  

COFACE LATVIA INSURANCE -支店(COFACE AUSTRIA) 保険

レバノン  

ADIR 損害保険

リトアニア  

LEID - 支店(COFACE AUSTRIA) 保険

ルクセンブルク  

AEW LUXEMBOURG 資産運用

COFACE LUXEMBOURG (支店- COFACE S.A.) 保険

DHALIA A SICAR SCA プライベート・エクイティ

FILI S.A. 投資信託会社

H2O ASSET MANAGEMENT HOLDING 資産運用

KENNEDY FINANCEMENT LUXEMBOURG 資産運用

KENNEDY FINANCEMENT LUXEMBOURG 2 資産運用

NATIXIS ALTERNATIVE ASSETS 持株会社

NATIXIS BANK 銀行
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営業国 業務内容

NATIXIS ENVIRONNEMENT & INFRASTRUCTURES LUXEMBOURG ベンチャーキャピタルミューチュアルファンド・マネ

ジメント

NATIXIS LIFE 生命保険

NATIXIS LUXEMBOURG INVESTISSEMENTS 投資信託会社

NATIXIS PRIVATE EQUITY INTERNATIONAL LUXEMBOURG プライベート・エクイティ・ホールディング

NATIXIS REAL ESTATE FEEDER S.A.R.L. 投資信託会社

NATIXIS STRUCTURED ISSUANCE 発行ビークル

NATIXIS TRUST 持株会社

NGAM S.A. リテール

マレーシア  

NATIXIS LABUAN 金融機関

メキシコ  

COFACE HOLDING AMERICA LATINA 財務データ

COFACE SEGURO DE CREDITO MEXICO 保険

NGAM MEXIQUE 資産運用

ニューカレドニア  

OCEOR LEASE NOUMEA 設備リース

オランダ  

COFACE NEDERLAND - 支店(COFACE KREDIT) 保険

COFACE NEDERLAND SERVICES 債権管理及びデータ

GRAYDON HOLDING 債権管理及びデータ

NGAM NEDERLANDS 子会社 リテール

PBW REAM 資産運用

ポーランド  

AEW CENTRAL EUROPE 資産運用

COFACE POLAND - 支店(COFACE AUSTRIA) 保険

COFACE POLAND CMS 財務データ

COFACE POLAND FACTORING ファクタリング

フランスポリネシア  

OCEOR LEASE TAHITI 設備リース

ポルトガル  

COFACE PORTUGAL - 支店(COFACE S.A.) 保険

チェコ共和国  

AEW CENTRAL EUROPE CZECH リテール

COFACE CZECH INSURANCE - 支店(COFACE AUSTRIA) 保険

ルーマニア  

AEW CENTRAL EUROPE ROMANIA リテール

COFACE ROMANIA CMS 保険

COFACE ROMANIA INSURANCE - 支店(COFACE AUSTRIA) 保険

ロシア  

COFACE RUS INSURANCE COMPANY 信用保険

NATIXIS MOSCOW 銀行

シンガポール  

ABSOLUTE ASIA AM 資産運用

AEW ASIA PTE LTD 資産運用

COFACE SINGAPOR - 支店(COFACE S.A.) 保険

LOOMIS SAYLES INVESTMENTS ASIA PTE LTD 資産運用

NATIXIS CORPORATE SOLUTIONS (ASIA) PTE LTD ストラクチャード・ファイナンス

NATIXIS GLOBAL ASSET MANAGEMENT ASIA PTE 資産運用

NATIXIS SINGAPOUR 金融機関

スロバキア  

COFACE SLOVAKIA INSURANCE - 支店(COFACE AUSTRIA) 保険

スウェーデン  

COFACE SVERIGE - 支店(COFACE KREDIT) 保険

NGAM NORDICS 子会社 リテール

スイス  

COFACE RE 再保険

COFACE SWITZERLAND - 支店(COFACE S.A.) 保険
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営業国 業務内容

EURO PRIVATE EQUITY S.A. 資産運用

NGAM SWITZERLAND S.A.R.L. 資産運用

台湾  

COFACE TAIWAN (支店- COFACE S.A.) 保険

NGAM SECURITIES INVESTMENT CONSULTING CO. LTD 資産運用

トルコ  

COFACE SIGORTA TURQUIE 保険

ウルグアイ  

NGAM URUGUAY リテール

ベトナム  

NATIXIS HO-CHI MINH 金融機関
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16.2　国別の純収益、税引前利益、税金及び従業員数

営業国

純収益

（単位：百万ユーロ）

税引前利益／

（損失）（事

業税を含む） 法人所得税
従業員数

（FTE）

南アフリカ 4.2 (0.4) 0.0 66

アルジェリア 69.4 40.0 (8.8) 693

ドイツ 188.6 43.6 (12.3) 707

アルゼンチン 5.5 2.1 (0.2) 51

オーストラリア 8.3 1.2 (0.6) 18

オーストリア 25.8 9.4 (2.2) 106

ベルギー 6.5 0.1 (0.1) 54

ブラジル 19.6 10.9 (1.9) 75

ブルガリア 1.0 0.5 (0.1) 8

カナダ 12.9 8.9 (2.3) 36

チリ 4.1 0.1 (0.0) 42

中国 14.7 6.1 (1.0) 48

デンマーク 16.7 1.5 (1.4) 79

アラブ首長国連邦 9.9 1.5 0.0 40

エクアドル 2.8 1.7 (0.5) 20

スペイン 138.5 92.9 (24.2) 247

米国 2,112.0 696.3 (227.0) 2,808

フランス 3,923.4 660.5 (207.1) 12,799

英国 259.9 125.7 (90.5) 494

香港 123.8 24.8 (1.1) 298

ハンガリー 1.6 0.7 0.1 17

ケイマン諸島 4.6 4.6 0.0 0

インド 0.0 0.0 0.0 3

アイルランド 20.5 16.0 (0.8) 9

イスラエル 8.5 0.0 (0.4) 101

イタリア 167.2 74.5 (25.6) 264

日本 27.6 (5.7) 0.1 109

ジャージー 0.6 0.4 0.0 0

ラトビア 0.6 0.2 0.0 7

レバノン 0.0 0.0 0.0 0

リトアニア 1.8 0.9 0.0 13

ルクセンブルク 169.8 100.5 (3.2) 197

マレーシア 2.6 1.8 (0.1) 4

マルタ 0.5 0.5 0.0 0

メキシコ 2.5 (3.0) 0.5 51

ニューカレドニア 2.1 0.7 (0.2) 0

オランダ 21.0 9.8 (2.4) 71

ポーランド 18.4 7.2 (1.8) 211

フランスポリネシア 1.2 1.0 (0.4) 0

ポルトガル 3.9 1.6 (0.2) 24

チェコ共和国 1.8 0.7 0.0 7

ルーマニア 7.1 3.4 (0.6) 91

ロシア 16.4 6.6 (2.8) 70

シンガポール 69.0 39.4 (5.6) 166

スロバキア 0.5 (0.2) 0.0 8

スウェーデン 2.9 1.0 (0.1) 16

スイス 1.9 (6.9) 1.2 39

台湾 2.5 1.8 (0.1) 20

トルコ 5.3 (0.3) (0.5) 51

ウルグアイ 0.0 0.0 0.0 1
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営業国

純収益

（単位：百万ユーロ）

税引前利益／

（損失）（事

業税を含む） 法人所得税
従業員数

（FTE）

ベトナム 1.9 (11.1) 0.0 51

合計 7,511.8 1,973.6 (624.3) 20,287

報告日現在におけるフルタイム換算のナティクシス在籍従業員数

法人所得税は、営業利益に分類される収益に係る税金以外の税を除いた支払うべき税金及び繰延税金に相当する。
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注記17　連結範囲比較情報
 

事業分野

連結子会社 業務内容

2014年12月31

日現在の

連結方法

2014年12月31日現在 2013年12月31日現在

国

％ ％

支配 所有 支配 所有

ホールセール・バンキング

NATIXIS S.A. 金融機関 全部連結 100 100 100 100 フランス

NATIXIS REAL ESTATE FEEDER

S.A.R.L. 投資信託会社 全部連結 100 100 100 100

ルクセンブル

ク

NATIXIS ASIA LTD その他金融会社 全部連結 100 100 100 100 香港

NATIXIS STRUCTURED

PRODUCTS LTD 発行ビークル 全部連結 100 100 100 100 ジャージー

NATIXIS AUSTRALIA PTY Ltd 金融機関 全部連結 100 100 100 100

オーストラリ

ア

NATIXIS JAPAN SECURITIES CO,

Ltd 金融機関 全部連結 100 100 100 100 日本

NATIXIS MOSCOW 銀行 全部連結 100 100 100 100 ロシア

NATIXIS US FINANCE

CORPORATION 発行ビークル 全部連結 100 100 100 100 米国

NATIXIS FUNDING
(1)**

流通債券市場値付業務 全部連結 100 100 100 100 フランス

NATIXIS IMMO DEVELOPPEMENT 住宅用不動産開発 全部連結 100 100 100 100 フランス

NATIXIS TRUST 持株会社 全部連結 100 100 100 100

ルクセンブル

ク

NATIXIS MARCO

投資信託会社（業務拡

大） 全部連結 100 100 100 100 フランス

NATIXIS BELGIQUE

INVESTISSEMENTS 投資信託会社 全部連結 100 100 100 100 ベルギー

EDF INVESTISSEMENT GROUPE
(2)

投資信託会社 持分法
(a)

4 4 4 4 ベルギー

NATIXIS MALTA INVESTMENTS

LIMITED
(22)

持株会社  0 0 100 100 マルタ

CALIFANO INVESTMENTS

LIMITED
(22)

ストラクチャード・

ファイナンス  0 0 100 100 マルタ

BLOOM ASSET HOLDINGS FUND

PLC
 (22)

その他金融会社  0 0 100 100 アイルランド

NATIXIS INNOV 持株会社 全部連結 100 100 100 100 フランス

NATIXIS LUXEMBOURG

INVESTISSEMENTS 投資信託会社 全部連結 100 100 100 100

ルクセンブル

ク

FILI S.A. 投資信託会社 全部連結 100 100 100 100

ルクセンブル

ク

NATIXIS ALTERNATIVE ASSETS 持株会社 全部連結 100 100 100 100

ルクセンブル

ク

NATINIUM FINANCIAL PRODUCTS
 

(1) 証券化ビークル 全部連結 100 100 100 100 アイルランド

SAHARA FINANCE EUR LTD
(1)

証券化ビークル  0 0 100 100 アイルランド

CONTANGO TRADING S.A.
(4)

証券会社 全部連結 100 100 0 0 フランス

NATIXIS FUNDING UK LLP
(1)

(6) 発行ビークル 全部連結 100 100 0 0 英国

FCT NATIXIS CORPORATE

FINANCEMENT
(1)

証券化ビークル 全部連結 100 100 100 100 フランス

NATIXIS PFANDBRIEFBANK AG 金融機関 全部連結 100 100 100 100 ドイツ

NATIXIS BRASIL S.A. 金融機関 全部連結 100 100 100 100 ブラジル

FCT Natixis Export Credit

Agency
(1)

証券化ビークル 全部連結 100 100 100 100 フランス

Natixis Structured Issuance

(15) 発行ビークル 全部連結 100 100 0 0

ルクセンブル

ク

支店        

NATIXIS NEW YORK 金融機関 全部連結 100 100 100 100 米国

NATIXIS NEW YORK 支店 金融機関 全部連結 100 100 100 100 ケイマン諸島

NATIXIS LONDRES 金融機関 全部連結 100 100 100 100 英国

NATIXIS HONG KONG 金融機関 全部連結 100 100 100 100 香港

NATIXIS SINGAPOUR 金融機関 全部連結 100 100 100 100 シンガポール
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事業分野

連結子会社 業務内容

2014年12月31

日現在の

連結方法

2014年12月31日現在 2013年12月31日現在

国

％ ％

支配 所有 支配 所有

NATIXIS HO-CHI MINH 金融機関 全部連結 100 100 100 100 ベトナム

NATIXIS FRANCFORT 金融機関 全部連結 100 100 100 100 ドイツ

NATIXIS LABUAN 金融機関 全部連結 100 100 100 100 マレーシア

NATIXIS SHANGHAI 金融機関 全部連結 100 100 100 100 中国

NATIXIS MADRID 金融機関 全部連結 100 100 100 100 スペイン

NATIXIS MILAN 金融機関 全部連結 100 100 100 100 イタリア

NATIXIS TOKYO 金融機関 全部連結 100 100 100 100 日本

NATIXIS DUBAI 金融機関 全部連結 100 100 100 100

アラブ首長国

連邦

NATIXIS CAPITAL MARKETSグ

ループ        

NATIXIS NORTH AMERICA LLC* 持株会社 全部連結 100 100 100 100 米国

TREZ COMMERCIAL FINANCES LP

(1) (21) 不動産ファイナンス 全部連結 100 100 0 0 カナダ

NATIXIS FUNDING CORP その他金融会社 全部連結 100 100 100 100 米国

Conduit Versailles
(3)

証券化ビークル 全部連結 100 0 0 0 米国

Bleachers finance
(11)

証券化ビークル 全部連結 100 0 0 0 米国

NATIXIS SECURITIES AMERICAS

LLC 証券会社 全部連結 100 100 100 100 米国

NATIXIS FINANCIAL PRODUCTS

LLC デリバティブ取引 全部連結 100 100 100 100 米国

NATIXIS DERIVATIVES INC.
(12)

証券会社 全部連結 0 0 100 100 米国

NATIXIS REAL ESTATE HOLDINGS

LLC 不動産ファイナンス 全部連結 100 100 100 100 米国

NATIXIS REAL ESTATE CAPITAL

LLC 不動産ファイナンス 全部連結 100 100 100 100 米国

PLAZA SQUARE APPARTMENTS

OWNERS LLC
(1)

不動産ファイナンス 全部連結 100 100 100 100 米国

CM REO HOLDINGS TRUST
(1)

流通市場ファイナンス 全部連結 100 100 100 100 米国

CM REO TRUST
(1)

流通市場ファイナンス 全部連結 100 100 100 100 米国

NH PHILADELPHIA PROPERTY LP

(1) 不動産ファイナンス 全部連結 100 100 100 100 米国

MSR TRUST
(1)

不動産ファイナンス 全部連結 100 100 100 100 米国

IXIS CMNA (Australia)

HOLDINGS (N°2)INC.
(1) (9)

その他金融会社  0 0 100 100 米国

NATIXIS CORPORATE SOLUTIONS

グループ        

NEXGEN FINANCIAL HOLDINGS

Ltd 持株会社 全部連結 100 100 100 100 アイルランド

NEXGEN REINSURANCE Ltd 再保険 全部連結 100 100 100 100 アイルランド

UNIVERSE HOLDINGS Ltd

ストラクチャード・

ファイナンス 全部連結 100 100 100 100 ケイマン諸島

NEXGEN CAPITAL Ltd

ストラクチャード・

ファイナンス 全部連結 100 100 100 100 アイルランド

NEXGEN MAURITIUS Ltd
(22)

ストラクチャード・

ファイナンス  0 0 100 100 モーリシャス

NATIXIS CORPORATE SOLUTIONS

(ASIA)Pte Ltd

ストラクチャード・

ファイナンス 全部連結 100 100 100 100 シンガポール

NATIXIS CORPORATE SOLUTIONS

Ltd

ストラクチャード・

ファイナンス 全部連結 100 100 100 100 アイルランド

ULTIMA TRADING & GLOBAL

STRATEGIES Ltd
(1) (22)

ストラクチャード・

ファイナンス  0 0 100 100 ケイマン諸島

ULTIMA TRADING & GLOBAL

STRATEGIES II Ltd
(1) (22)

ストラクチャード・

ファイナンス  0 0 100 100 ケイマン諸島

ULTIMA TRADING & GLOBAL

STRATEGIES III Ltd
(1) (22)

ストラクチャード・

ファイナンス  0 0 100 100 ケイマン諸島

投資ソリューションズ

資産運用      

NATIXIS GLOBAL ASSET

MANAGEMENTグループ        

EDINET提出書類

ナティクシス(E15244)

有価証券報告書

373/617



事業分野

連結子会社 業務内容

2014年12月31

日現在の

連結方法

2014年12月31日現在 2013年12月31日現在

国

％ ％

支配 所有 支配 所有

NATIXIS GLOBAL ASSET

MANAGEMENT 持株会社 全部連結 100 100 100 100 フランス

AEW ASIA LIMITED 資産運用 全部連結 100 100 100 100 香港

AEW CAPITAL MANAGEMENT, INC. 資産運用 全部連結 100 100 100 100 米国

AEW CAPITAL MANAGEMENT, LP 資産運用 全部連結 100 100 100 100 米国

AEW CENTRAL EUROPE 資産運用 全部連結 100 60 100 60 ポーランド

AEW EUROPE INVESTMENT LTD
(1)

資産運用 全部連結 100 60 100 60 英国

AEW EUROPE LLP
(1)

資産運用 全部連結 100 60 100 60
英国

AEW Asia Pte Ltd * 資産運用 全部連結 100 100 100 100 シンガポール

AEW GLOBAL ADVISORS (EUROPE)

LTD 資産運用 全部連結 100 100 100 100 英国

AEW II CORPORATION 資産運用 全部連結 100 100 100 100 米国

AEW PARTNERS III, INC. 資産運用 全部連結 100 100 100 100 米国

AEW PARTNERS IV, INC. 資産運用 全部連結 100 100 100 100 米国

AEW PARTNERS V, INC. 資産運用 全部連結 100 100 100 100 米国

AEW PARTNERS VI, INC. 資産運用 全部連結 100 100 100 100 米国

AEW PARTNERS VII, INC. 資産運用 全部連結 100 100 100 100 米国

AEW REAL ESTATE ADVISORS,

INC. 資産運用 全部連結 100 100 100 100 米国

AEW SENIOR HOUSING INVESTORS

INC. 資産運用 全部連結 100 100 100 100 米国

AEW UK INVESTMENT MANAGEMENT

LLP 資産運用 持分法
(a)

50 30 50 30 英国

AEW VIF INVESTORS, INC. 資産運用 全部連結 100 100 100 100 米国

AEW VIF II INVESTORS, INC. 資産運用 全部連結 100 100 100 100 米国

AEW VIA INVESTORS, LTD 資産運用 全部連結 100 100 100 100 米国

ALPHASIMPLEX GROUP LLC 資産運用 全部連結 100 100 100 100 米国

ALTERNATIVE STRATEGIES GROUP

LLC 資産運用 全部連結 100 100 100 100 米国

ASAHI INVEST INVESTMENT

ADVISORY CO, LTD リテール 持分法
(a)

49 49 49 49 日本

SEEYOND MULTI ASSET

ALLOCATION FUND
(18)

資産運用 全部連結 100 100 0 0 米国

CAPITAL GROWTH MANAGEMENT,

LP 資産運用 持分法
(a)

50 50 50 50 米国

CASPIAN CAPITAL MANAGEMENT,

LLC 資産運用 全部連結 100 100 100 100 米国

CGW GESTION D’ACTIFS 資産運用 持分法
(a)

33 20 33 20 フランス

CREA WESTERN INVESTORS I,

INC. 資産運用 全部連結 100 100 100 100 米国

DARIUS CAPITAL PARTNERS

S.A.S 投資顧問業 全部連結 60 60 60 60 フランス

DARIUS CAPITAL PARTNERS USA 投資顧問業 全部連結 60 60 60 60 米国

AEW EUROPE ADVISORY LTD 資産運用 全部連結 100 60 100 60 英国

AEW EUROPE CC LTD 資産運用 全部連結 100 60 100 60 英国

AEW EUROPE SGP 資産運用 全部連結 100 60 100 60 フランス

AEW GLOBAL LTD 資産運用 全部連結 100 60 100 60 英国

AEW EUROPE PARTNERSHIP 資産運用 全部連結 100 60 100 60 英国

AEW EUROPE HOLDING Ltd 資産運用 全部連結 100 60 100 60 英国

AEW GLOBAL UK LTD 資産運用 全部連結 100 60 100 60 英国

AEW COINVEST 資産運用 全部連結 60 60 60 60 フランス

EPI SLP LLC
(1)

資産運用 全部連結 100 60 100 60 米国

EPI SO SLP LLC
(1)

資産運用 全部連結 100 60 100 60 米国

GATEWAY INVESTMENT ADVISERS,

LLC 資産運用 全部連結 100 100 100 100 米国

H2O ASSET MANAGEMENT 資産運用 全部連結 50 50 50 50 英国

H2O ASSET MANAGEMENT

Corporate member 資産運用 全部連結 50 50 50 50 英国

H2O ASSET MANAGEMENT HOLDING 資産運用 全部連結 50 50 50 50

ルクセンブル

ク

HANSBERGER GROUP, INC.
(19)

資産運用  0 0 100 100 米国
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HANSBERGER GLOBAL INVESTORS,

INC.
(19)

資産運用  0 0 100 100 米国

HANSBERGER GLOBAL INVESTORS

Ltd
(19)

資産運用  0 0 100 100 香港

HANSBERGER INVESTMENT

ADVISORS PRIVATE Ltd
(19)

資産運用  0 0 100 100 インド

HARRIS ALTERNATIVES HOLDING

INC. 持株会社 全部連結 100 100 100 100 米国

AURORA INVESTMENT MANAGEMENT

LLC 資産運用 全部連結 100 100 100 100 米国

NAXICAP PARTNERS
(8)

ベンチャーキャピタル

ミューチュアルファン

ド・マネジメント 全部連結 100 100 100 100 フランス

ALLIANCE ENTREPRENDRE
(8)

資産運用 全部連結 100 100 0 0 フランス

EURO PRIVATE EQUITY France

(旧DAHLIA PARTNERS) *
(8)

資産運用 全部連結 100 60 0 0 フランス

EURO PRIVATE EQUITY
(8)

資産運用 全部連結 60 60 0 0 スイス

SEVENTURE PARTNERS
(8)

資産運用 全部連結 70 70 0 0 フランス

AURORA HORIZON FUNDS 資産運用 全部連結 64 64 64 64 米国

HARRIS ASSOCIATES INVESTMENT

TRUST 資産運用 全部連結 100 100 100 100 米国

HARRIS ASSOCIATES LP 資産運用 全部連結 100 100 100 100 米国

HARRIS ASSOCIATES

SECURITIES, LP リテール 全部連結 100 100 100 100 米国

HARRIS ASSOCIATES,INC. 資産運用 全部連結 100 100 100 100 米国

AEW EUROPE S.A. 資産運用 全部連結 60 60 60 60 フランス

AEW LUXEMBOURG 資産運用 全部連結 100 60 100 60

ルクセンブル

ク

IDFC ASSET MANAGEMENT

COMPANY Ltd 投資顧問業 持分法
(a)

25 25 25 25 インド

IDFC AMC TRUSTEE COMPANY Ltd 投資顧問業 持分法
(a)

25 25 25 25 インド

NATIXIS GLOBAL ASSOCIATES

AUSTRALIA HOLDINGS, LLC 持株会社 全部連結 100 100 100 100

オーストラリ

ア

NGAM Advisors, LP リテール 全部連結 100 100 100 100 米国

ABSOLUTE ASIA AM 資産運用 全部連結 100 100 100 100 シンガポール

NGAM Distribution

Corporation * リテール 全部連結 100 100 100 100 米国

NGAM Distribution, LP リテール 全部連結 100 100 100 100 米国

NATIXIS ASSET MANAGEMENT

JAPAN CO., LTD 資産運用 全部連結 100 100 100 100 日本

KOBRICK FUNDS, LLC 資産運用 全部連結 100 100 100 100 米国

KENNEDY FINANCEMENT

Luxembourg

投資会社－資産運

用　　 全部連結 100 100 100 100

ルクセンブル

ク

KENNEDY FINANCEMENT

Luxembourg 2

集中企業財務－資産運

用 全部連結 100 100 100 100

ルクセンブル

ク

LOOMIS SAYLES ALPHA, LLC.
(1)

資産運用 全部連結 100 100 100 100 米国

LOOMIS SAYLES & COMPANY,

INC. 資産運用 全部連結 100 100 100 100 米国

LOOMIS SAYLES & COMPANY, LP 資産運用 全部連結 100 100 100 100 米国

LOOMIS SAYLES DISTRIBUTORS,

INC. リテール 全部連結 100 100 100 100 米国

LOOMIS SAYLES DISTRIBUTORS,

LP リテール 全部連結 100 100 100 100 米国

LOOMIS SAYLES INVESTMENTS

Ltd (UK) 資産運用 全部連結 100 100 100 100 英国

LOOMIS SAYLES SOLUTIONS,

INC. 資産運用 全部連結 100 100 100 100 米国

LOOMIS SAYLES TRUST COMPANY,

LLC
(1)

資産運用 全部連結 100 100 100 100 米国
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LOOMIS SAYLES INVESTMENTS

ASIA Pte Ltd 資産運用 全部連結 100 100 100 100 シンガポール

MC DONNELL 資産運用 全部連結 100 100 100 100 米国

MC MANAGEMENT, INC. 持株会社 全部連結 100 100 100 100 米国

MC MANAGEMENT, LP 持株会社 全部連結 100 100 100 100 米国

NAMI AEW EUROPE 資産運用 全部連結 100 60 100 60 フランス

NATIXIS ASSET MANAGEMENT 資産運用 全部連結 100 100 100 100 フランス

Mirova Environment and

Infrastructure *

ベンチャーキャピタル

ミューチュアルファン

ド・マネジメント 全部連結 100 100 100 100 フランス

NATIXIS ENVIRONNEMENT &

INFRASTRUCTURES Luxembourg

ベンチャーキャピタル

ミューチュアルファン

ド・マネジメント 全部連結 51 51 51 51

ルクセンブル

ク

NATIXIS FORMATION EPARGNE

FINANCIERE 持株会社 全部連結 100 100 100 100 フランス

NATIXIS ASSET MANAGEMENT

FINANCE** 持株会社 全部連結 100 100 100 100 フランス

NATIXIS GLOBAL ASSET

MANAGEMENT HOLDINGS, LLC 持株会社 全部連結 100 100 100 100 米国

NATIXIS GLOBAL ASSET

MANAGEMENT PARTICIPATIONS 1 持株会社 全部連結 100 100 100 100 フランス

NATIXIS GLOBAL ASSET

MANAGEMENT PARTICIPATIONS 3 持株会社 全部連結 100 100 100 100 フランス

NATIXIS GLOBAL ASSET

MANAGEMENT HONG KONG 資産運用 全部連結 100 100 100 100 香港

AXELTIS S.A.** 持株会社 全部連結 100 100 100 100 フランス

NATIXIS GLOBAL ASSET

MANAGEMENT ASIA Pte 資産運用 全部連結 100 100 100 100 シンガポール

NATIXIS GLOBAL ASSET

MANAGEMENT, LLC 持株会社 全部連結 100 100 100 100 米国

NATIXIS GLOBAL ASSET

MANAGEMENT, LP 持株会社 全部連結 100 100 100 100 米国

NATIXIS GLOBAL ASSOCIATES

GERMANY リテール 全部連結 100 100 100 100 ドイツ

NGAM S.A.* リテール 全部連結 100 100 100 100

ルクセンブル

ク

NGAM UK Ltd * リテール 全部連結 100 100 100 100 英国

NATIXIS ASG HOLDINGS, INC. リテール 全部連結 100 100 100 100 米国

NGAM Uruguay
(10)

リテール 全部連結 100 100 0 0 ウルグアイ

Dorval Finance
(16)

資産運用 全部連結 50 50 0 0 フランス

NGAM INTERNATIONAL, LLC * リテール 全部連結 100 100 100 100 米国

NGAM Mexique 資産運用 全部連結 100 100 0 0 メキシコ

NGAM Switzerland Sarl * 資産運用 全部連結 100 100 100 100 スイス

NATIXIS CASPIAN PRIVATE

EQUITY LLC
(1)

資産運用 全部連結 55 55 55 55 米国

NGAM SECURITIES INVESTMENT

CONSULTING Co. LTD 資産運用 全部連結 100 100 100 100 台湾

OSSIAM 資産運用 全部連結 51 51 51 51 フランス

PBW REAM 資産運用 全部連結 100 60 100 60 オランダ

REICH & TANG ASSET

MANAGEMENT, LLC 資産運用 全部連結 100 100 100 100 米国

REICH & TANG DEPOSIT

SOLUTIONS, LLC 資産運用 全部連結 100 100 100 100 米国

REICH & TANG DISTRIBUTORS,

INC. リテール 全部連結 100 100 100 100 米国

REICH & TANG SERVICES, INC. 資産運用 全部連結 100 100 100 100 米国

REICH & TANG STABLE CUSTODY

GROUP LLC. 資産運用 全部連結 100 100 100 100 米国

REICH & TANG STABLE CUSTODY

GROUP II LLC. 資産運用 全部連結 100 100 100 100 米国

SNYDER CAPITAL MANAGEMENT,

INC. 資産運用 全部連結 100 100 100 100 米国
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SNYDER CAPITAL MANAGEMENT,

LP 資産運用 全部連結 100 100 100 100 米国

VAUGHAN NELSON INVESTMENT

MANAGEMENT, INC. 資産運用 全部連結 100 100 100 100 米国

VAUGHAN NELSON INVESTMENT

MANAGEMENT, LP 資産運用 全部連結 100 100 100 100 米国

VAUGHAN NELSON TRUST COMPANY 資産運用 全部連結 100 100 100 100 米国

NexGen Financial Corporation

(23) 資産運用 全部連結 100 100 0 0 カナダ

NexGen Financial Limited

Partnership
(23)

資産運用 全部連結 100 100 0 0 カナダ

NexGen Limited
(23)

資産運用 全部連結 100 100 0 0 カナダ

NexGen Investment

Corporation
(23)

資産運用 全部連結 50 50 0 0 カナダ

NexGen Ontario Inc
(23)

資産運用 全部連結 100 100 0 0 カナダ

NAM US
(11)

資産運用 全部連結 100 100 0 0 米国

AEW Value Investors Asia II

GP Limited
(11)

資産運用 全部連結 100 100 0 0 米国

支店        

NGAM Distribution フランス支

店 リテール 全部連結 100 100 100 100 フランス

NGAM Nederlands 子会社 リテール 全部連結 100 100 100 100 オランダ

NGAM Nordics 子会社 リテール 全部連結 100 100 100 100 スウェーデン

NGAM S.A. イタリア支店 リテール 全部連結 100 100 100 100 イタリア

NGAM S.A.

Zweignierderlaasung

Deutschland リテール 全部連結 100 100 100 100 ドイツ

NGAM Sucursal en Espana リテール 全部連結 100 100 100 100 スペイン

NGAM Middle East リテール 全部連結 100 100 100 100

アラブ首長国

連邦

AEW Europe Frankreich リテール 全部連結 100 100 100 100 ドイツ

AEW Europe Sede Secondaria リテール 全部連結 100 100 100 100 イタリア

AEW Central Europe Czech リテール 全部連結 100 100 100 100 チェコ共和国

AEW Central Europe Romania リテール 全部連結 100 100 100 100 ルーマニア

AEW Central Europe Hongry リテール 全部連結 100 100 100 100 ハンガリー

その他企業        

NATIXIS US HOLDINGS Inc * 持株会社 全部連結 100 100 100 100 米国

プライベート・エクイティ -第三者の資産運用      

DHALIA A SICAR SCA
(1)

プライベート・エクイ

ティ 全部連結 100 100 100 100

ルクセンブル

ク

NATIXIS PRIVATE EQUITY

CASPIAN IA, LP
(1)

プライベート・エクイ

ティ 全部連結 46 46 80 80 米国

NATIXIS PRIVATE EQUITY

CASPIAN IB, LP
(1)

プライベート・エクイ

ティ 全部連結 27 27 29 29 米国

プライベートバンキング    

NATIXIS BANK 銀行 全部連結 100 100 100 100

ルクセンブル

ク

COMPAGNIE 1818 グループ        

BANQUE PRIVÉE 1818** 金融機関 全部連結 100 100 100 100 フランス

VEGA INVESTMENT MANAGERS

(旧1818 - GESTION)*

ミューチュアルファン

ド保有会社 全部連結 100 100 100 100 フランス

1818 IMMOBILIER 不動産運用 全部連結 100 100 100 100 フランス

SELECTION 1818**

米国小型株ETF

（IWMA）への投資商品

の商品 全部連結 66 66 66 66 フランス

保険        

ADIR 損害保険 持分法
(a)

34 34 34 34 レバノン

ABP ALTERNATIF OFFENSIF
(1)

ファンド・オブ・ヘッ

ジファンズ 全部連結 100 100 100 100 フランス

ABP DIVERSIFIE
(1)

保険運用ミューチュア

ルファンド 全部連結 100 100 100 100 フランス
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Natixis Ultra Short Term

Bonds Plus
(1) (25)

保険運用ミューチュア

ルファンド 全部連結 58 58 58 58 フランス

ASSURANCES BANQUE POPULAIRE

IARD 損害保険 持分法
(b)

50 50 50 50 フランス

ASSURANCES BANQUE POPULAIRE

PREVOYANCE 個人保障保険 全部連結 100 100 100 100 フランス

ASSURANCES BANQUE POPULAIRE

VIE (旧NATIXIS ASSURANCES

PARTENAIRES)* 保険 全部連結 100 100 100 100 フランス

FRUCTIFONCIER
(1)

保険不動産投資 全部連結 100 100 100 100 フランス

NAMI INVESTMENT
(1)

保険不動産投資 全部連結 100 100 100 100 フランス

NATIXIS ASSURANCES 保険会社持株会社 全部連結 100 100 100 100 フランス

NATIXIS LIFE 生命保険 全部連結 100 100 100 100

ルクセンブル

ク

FRUCTIFONDS PROFIL 3
(3)

保険運用ミューチュア

ルファンド 全部連結 61 61 0 0 フランス

FRUCTIFONDS PROFIL 6
(3)

保険運用ミューチュア

ルファンド 全部連結 79 79 0 0 フランス

FRUCTIFONDS PROFIL 9
(3)

保険運用ミューチュア

ルファンド 全部連結 84 84 0 0 フランス

ZELIS ACTIONS MONDE
(3)

保険運用ミューチュア

ルファンド 全部連結 95 95 0 0 フランス

BPCE ASSURANCES
(5)

保険会社 全部連結 60 60 0 0 フランス

BPCE APS
(5)

サービス提供会社 全部連結 60 30 0 0 フランス

支店        

NATIXIS LIFE 生命保険 全部連結 100 100 100 100 フランス

専門金融サービス

消費者金融

NATIXIS CONSUMER FINANCE 持株会社 全部連結 100 100 100 100 フランス

NATIXIS FINANCEMENT** 消費者金融 全部連結 100 100 100 100 フランス

NATIXIS CONSUMER FINANCE IT 消費者金融 全部連結 100 100 100 100 フランス

映画業界金融

NATIXIS COFICINE** 信販会社 （視覚） 全部連結 100 100 100 100 フランス

ファクタリング

NATIXIS FACTOR** ファクタリング 全部連結 100 100 100 100 フランス

FCT FAST 証券化ファンド 全部連結 100 100 100 100 フランス

従業員貯蓄制度

NATIXIS INTEREPARGNE** 従業員貯蓄制度運用 全部連結 100 100 100 100 フランス

NATIXIS INTERTITRES

サービスバウチャー・

サービス 全部連結 100 100 100 100 フランス

保険保証

COMPAGNIE EUROPEENNE DE

GARANTIES ET CAUTIONS 保険 全部連結 100 100 100 100 フランス

SCI CHAMPSELYSEES
(1)

不動産マネージメント 全部連結 100 100 100 100 フランス

SCI LA BOETIE 
(1)

不動産マネージメント 全部連結 100 100 100 100 フランス

SCI SACCEF 
(1)

不動産マネージメント 全部連結 100 100 100 100 フランス

決済        

NATIXIS PAYMENT SOLUTIONS

(旧

NATIXIS PAIEMENTS) *** バンキング・サービス 全部連結 100 100 100 100 フランス

リース        

CO-ASSUR 保険ブローカー顧問業 全部連結 100 100 100 100 フランス

CICOBAIL ** 不動産賃貸 全部連結 100 100 100 100 フランス

FRUCTIBAIL**
(14)

不動産賃貸  0 0 100 100 フランス

NATIXIS LEASE IMMO** 不動産賃貸 全部連結 100 100 100 100 フランス

LEASE EXPANSION

ITオペレーティング・

リース 全部連結 100 100 100 100 フランス

NATIXIS BAIL** 不動産賃貸 全部連結 100 100 100 100 フランス

NATIXIS ENERGECO** 設備リース 全部連結 100 100 100 100 フランス

NATIXIS LEASE** 設備リース 全部連結 100 100 100 100 フランス
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NATIXIS LEASE MADRID 設備及び不動産賃貸 全部連結 100 100 100 100 スペイン

NATIXIS LEASE MILAN 設備及び不動産賃貸 全部連結 100 100 100 100 イタリア

NATIXIS LLD 長期自動車リース業 全部連結 100 100 100 100 フランス

S.C.I. VALMY COUPOLE 
(1)

不動産運用 全部連結 100 100 100 100 フランス

OPCI NATIXIS LEASE

INVESTMENT 
(1)

不動産ファンド 全部連結 100 100 100 100 フランス

OCEOR LEASE TAHITI** 設備リース 全部連結 100 100 100 100 タヒチ

OCEOR LEASE NOUMEA** 設備リース 全部連結 100 99 100 99

ニューカレド

ニア

OCEOR LEASE REUNION** 設備リース 全部連結 100 100 100 100 フランス

NATIXIS CAR LEASE 長期自動車リース業 全部連結 100 100 100 100 フランス

SUD OUEST BAIL** 不動産賃貸 全部連結 100 100 100 100 フランス

S.A.S IMMOBILIERE NATIXIS

BAIL 
(1)

不動産賃貸 全部連結 100 100 100 100 フランス

Naléa
(1) (11)

証券化ビークル 全部連結 100 100 0 0 フランス

Nordri
(1) (17)

証券化ビークル 全部連結 100 100 0 0 フランス

金融投資

COFACEグループ        

COFACE HOLDING S.A.S 持株会社 全部連結 41 41 100 100 フランス

COFACE S.A.

信用保険及び関連サー

ビス 全部連結 41 41 100 100 フランス

COFACE RE 
(20)

再保険 全部連結 41 41 0 0 スイス

BUSINESS DATA INFORMATION

マーケティング及びそ

の他のサービス 全部連結 41 41 100 100 イスラエル

COFACE BELGIUM SERVICES

HOLDING

営業及び支払能力デー

タ 全部連結 41 41 100 100 ベルギー

COFACE CHILE S.A. 保険 全部連結 41 41 100 100 チリ

COFACE DEBITOREN 債権管理及びデータ 全部連結 41 41 100 100 ドイツ

COFACE DEUTSCHLAND VERTRIEB

GMBH 
(24)

財務データ  0 0 100 100 ドイツ

COFACE DO BRASIL SEGUROS DE

CREDITO

信用保険及び関連サー

ビス 全部連結 41 41 100 100 ブラジル

COFACE FINANZ ファクタリング 全部連結 41 41 100 100 ドイツ

COFACE HOLDING AMERICA

LATINA 財務データ 全部連結 41 41 100 100 メキシコ

COFACE HOLDING ISRAEL 持株会社 全部連結 41 41 100 100 イスラエル

COFACE ITALIA 持株会社 全部連結 41 41 100 100 イタリア

COFACE NEDERLAND SERVICES 債権管理及びデータ 全部連結 41 41 100 100 オランダ

COFACE NORTH AMERICA

信用保険及び関連サー

ビス 全部連結 41 41 100 100 米国

COFACE NORTH AMERICA HOLDING

COMPANY 持株会社 全部連結 41 41 100 100 米国

COFACE NORTH

AMERICA INSURANCE COMPANY

信用保険及び関連サー

ビス 全部連結 41 41 100 100 米国

COFACE POLAND CMS 財務データ 全部連結 31 31 100 75 ポーランド

COFACE POLAND FACTORING ファクタリング 全部連結 41 41 100 100 ポーランド

COFACE SERVICES AUSTRIA 債権管理及びデータ 全部連結 41 41 100 100 オーストリア

COFACE SERVICES NORTH

AMERICA

GROUP 持株会社 全部連結 41 41 100 100 米国

COFACE SERVICIOS ESPANA S.L. 債権管理及びデータ 全部連結 41 41 100 100 スペイン

COFACE UK HOLDINGS 持株会社 全部連結 41 41 100 100 英国

COFACE ROMANIA CMS 保険 全部連結 31 31 75 75 ルーマニア

COFACE RUS INSURANCE

COMPANY 信用保険 全部連結 41 41 100 100 ロシア

COFACE SEGURO DE CREDITO

MEXICO 保険 全部連結 41 41 100 100 メキシコ

COFACE SIGORTA TURQUIE 保険 全部連結 41 41 100 100 トルコ

COFACE SOUTH AFRICA 保険 全部連結 41 41 100 100 南アフリカ

COFACE SOUTH AFRICA SERVICES 保険 全部連結 41 41 100 100 南アフリカ

COFACE UK SERVICES LTD 債権管理及びデータ 全部連結 41 41 100 100 英国
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事業分野

連結子会社 業務内容

2014年12月31

日現在の

連結方法

2014年12月31日現在 2013年12月31日現在

国

％ ％

支配 所有 支配 所有

COFACERATING HOLDING 債権管理及びデータ 全部連結 41 41 100 100 ドイツ

COFACERATING.DE 債権管理及びデータ 全部連結 41 41 100 100 ドイツ

COFACREDIT

信用保険及び関連サー

ビス 持分法
(a)

15 15 36 36 フランス

COFINPAR

信用保険及び関連サー

ビス 全部連結 41 41 100 100 フランス

COGERI 債権管理及びデータ 全部連結 41 41 100 100 フランス

FIMIPAR** 債権買戻 全部連結 41 41 100 100 フランス

COFACE CENTRAL EUROPE

HOLDING 持株会社 全部連結 31 31 75 75 オーストリア

KISSELBERG 保険 全部連結 41 41 100 100 ドイツ

Fonds Colombes

ミューチュアルファン

ド 全部連結 41 41 100 100 フランス

SEGURO BRASILEIRA C.E

信用保険及び関連サー

ビス 全部連結 31 31 76 76 ブラジル

FCT VEGA 証券化ファンド 全部連結 41 41 100 100 フランス

支店

COFACE SVERIGE - 支店

(COFACE KREDIT) 保険 全部連結 41 41 100 100 スウェーデン

COFACE IRELAND- 支店(COFACE

S.A.) 保険 全部連結 41 41 100 100 アイルランド

COFACE UK - 支店(COFACE

S.A.) 保険 全部連結 41 41 100 100 英国

COFACE BELGIUM - 支店(COFACE

S.A.) 保険 全部連結 41 41 100 100 ベルギー

COFACE LUXEMBOURG (支店-

Coface S.A.) 保険 全部連結 41 41 100 100

ルクセンブル

ク

COFACE PORTUGAL - 支店

(COFACE S.A.) 保険 全部連結 41 41 100 100 ポルトガル

COFACE IBERICA -支店(COFACE

S.A.) 保険 全部連結 41 41 100 100 スペイン

COFACE SWITZERLAND - 支店

(COFACE S.A.) 保険 全部連結 41 41 100 100 スイス

COFACE ISRAEL
(20)

信用保険 全部連結 41 41 0 0 イスラエル

COFACE NEDERLAND - 支店

(COFACE KREDIT) 保険 全部連結 41 41 100 100 オランダ

COFACE DANMARK-支店(COFACE

KREDIT) 保険 全部連結 41 41 100 100 デンマーク

COFACE ARGENTINA -支店

(COFACE S.A.) 保険 全部連結 41 41 100 100 アルゼンチン

COFACE CHILE -支店(COFACE

S.A.) 保険 全部連結 41 41 100 100 チリ

COFACE CANADA - 支店(COFACE

S.A.) 保険 全部連結 41 41 100 100 カナダ

COFACE HUNGARY - 支店(COFACE

AUSTRIA) 保険 全部連結 41 41 100 100 ハンガリー

COFACE POLAND - 支店(COFACE

AUSTRIA) 保険 全部連結 41 41 100 100 ポーランド

LEID - 支店 (COFACE AUSTRIA) 保険 全部連結 41 41 100 100 リトアニア

COFACE ROMANIA INSURANCE -支

店(COFACE AUSTRIA) 保険 全部連結 41 41 100 100 ルーマニア

COFACE CZECH INSURANCE-支店

(COFACE AUSTRIA) 保険 全部連結 41 41 100 100 チェコ共和国

COFACE SLOVAKIA INSURANCE -

支店(COFACE AUSTRIA) 保険 全部連結 41 41 100 100 スロバキア

COFACE LATVIA INSURANCE -支

店(COFACE AUSTRIA) 保険 全部連結 41 41 100 100 ラトビア

COFACE JAPAN - 支店(COFACE

S.A.) 保険 全部連結 41 41 100 100 日本

COFACE SINGAPOR -支店(COFACE

S.A.) 保険 全部連結 41 41 100 100 シンガポール

COFACE HONG KONG -支店

(COFACE S.A.) 保険 全部連結 41 41 100 100 香港
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事業分野

連結子会社 業務内容

2014年12月31

日現在の

連結方法

2014年12月31日現在 2013年12月31日現在

国

％ ％

支配 所有 支配 所有

COFACE ECUADOR (支店- COFACE

S.A.) 保険 全部連結 41 41 100 100 エクアドル

COFACE AUSTRALIE (支店-

COFACE S.A.) 保険 全部連結 41 41 100 100

オーストラリ

ア

COFACE TAIWAN (支店- COFACE

S.A.) 保険 全部連結 41 41 100 100 台湾

COFACE BULGARIA (支店) 保険 全部連結 41 41 100 100 ブルガリア

COFACE ASSICURAZIONI SPA

信用保険及び関連サー

ビス 全部連結 41 41 100 100 イタリア

COFACE AUSTRIA 持株会社 全部連結 41 41 100 100 オーストリア

COFACE DEUTSCHLAND

信用保険及び関連サー

ビス 全部連結 41 41 100 100 ドイツ

金融投資        

NATIXIS INVESTMENT CORP.

ポートフォリオ・マネ

ジメント 全部連結 100 100 100 100 米国

NATIXIS PRIVATE EQUITY

INTERNATIONAL Luxembourg

プライベート・エクイ

ティ・ホールディング 全部連結 100 100 100 100

ルクセンブル

ク

NATIXIS PRIVATE EQUITY

INTERNATIONAL SINGAPOUR
(7)

プライベート・エクイ

ティ・ホールディング  0 0 100 100 シンガポール

NATIXIS VENTURE SELECTION
(7)

投資信託  0 0 100 100 フランス

NATIXIS PRIVATE EQUITY

プライベート・エクイ

ティ 全部連結 100 100 100 100 フランス

NEM INVEST S.A.S
(7)

プライベート・エクイ

ティ  0 0 100 100 フランス

PROVIDENTE S.A. 出資会社 全部連結 100 100 100 100 フランス

企業データ・ソリューション      

NATIXIS HCP 持株会社 全部連結 100 100 100 100 フランス

KOMPASS Belgique

マーケティング及びそ

の他のサービス 全部連結 100 100 100 100 ベルギー

Midt factoring A/S * ファクタリング 全部連結 100 100 100 100 デンマーク

COFACE SERVICE 情報 全部連結 100 100 100 100 フランス

GRAYDON HOLDING 債権管理及びデータ 持分法 28 28 28 28 オランダ

IJCOF Corporate 債権管理 持分法
(a)

42 42 42 42 フランス

KOMPASS INTERNATIONAL

NEUENSCHWANDER 持株会社 全部連結 100 100 100 100 フランス

COFACE COLLECTION NORTH

AMERICA HOLDING LLC 債権管理及びデータ 全部連結 100 100 100 100 米国

COFACE COLLECTION NORTH

AMERICA 債権管理及びデータ 全部連結 100 100 100 100 米国

その他        

NATIXIS ALGERIE 銀行 全部連結 100 100 100 100 アルジェリア

その他業務

NATEXIS FUNDING USA LLC
(12)

借換サービス  0 0 100 100 米国

NATIXIS ALTAIR IT SHARED

SERVICES データ・サービス 全部連結 100 100 100 100 フランス

S.C.I. ALTAIR 1 
(1)

不動産運用 全部連結 100 100 100 100 フランス

S.C.I. ALTAIR 2 
(1)

不動産運用 全部連結 100 100 100 100 フランス

NATIXIS IMMO EXPLOITATION 
(1)

不動産運用 全部連結 100 100 100 100 フランス

NATIXIS FONCIERE S.A. (旧

SPAFICA) 
(1)

不動産投資 全部連結 100 100 100 100 フランス
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*　 2014年社名変更
**　フランス子会社は、CRC規則第2000-03号第4.1条の定めに従い、グループの連結割合に基づき健全性に関する監督を各社行っている。
（a） 　関連会社
（b） 　ジョイントベンチャー
（1） 　組成された企業
（2） 　IFRS第11号の発効による連結方法の変更
（3） 　IFRS第10号適用による2014年第１四半期新規連結企業
（4） 　閾値の超過及び規制上の要件による新規連結企業

（5） 　2014年第１四半期におけるNatixis AssurancesによるBPCEからのBPCE Assurances買収による新規連結企業

（6） 　2014年第１四半期新規連結企業

（7） 　2014年第１四半期に重要性がなくなったことにより非連結となった企業

（8） 　第１四半期にNatixis S.A.からNGAMへ売却された企業

（9） 　Natixis Financial Products の下でのICMNA Australia holdingの合併

（10）　2014年第１四半期流通事務所の開設

（11）　2014年第２四半期新規連結企業

（12）　2014年第２四半期清算

（13）　第３四半期新規連結企業

（14）　Natixis Lease Immoの下でのFructibailの簡易合併

（15）　閾値の超過による第３四半期新規連結企業

（16）　第３四半期における追加株式の取得による新規連結企業

（17）　Nordri企業（compartiment Naléa）の設立

（18）　第２四半期に設立されたファンドでの閾値の超過による第３四半期新規連結企業

（19）　処分により非連結となったHansberger Group企業

（20）　2014年第4四半期における企業の設立

（21）　カナダに不動産担保付不動産貸出金をカバーする子会社の設立

（22）　2014年第4四半期における企業の清算により非連結となった企業

（23）　2014年12月22日付のNexGenの取得

（24）　COFACE RATING HOLDINGの下での合併
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(2)　個別財務諸表

ナティクシス比較個別貸借対照表

参照注記

番号  

2014年12月31日現在 2013年12月31日現在

百万ユーロ 億円 百万ユーロ 億円

 資産     

３ 現金及び中央銀行預け金 56,501 75,593 40,833 54,630

３ 政府債及び政府債同等物 38,476 51,477 34,683 46,402

３ 銀行預け金 138,801 185,702 143,853 192,461

24 うち政府代行業務     

４ 顧客との取引 109,947 147,098 83,616 111,870

24 うち政府代行業務 646 864 608 813

５ 債券及びその他の固定利付有価証券 15,926 21,307 17,220 23,039

５ 株式及びその他の変動利付有価証券 32,283 43,191 26,211 35,068

７ 関連会社に対する投資及びその他の長期投資 466 623 355 475

７ 子会社及び関係会社に対する投資 13,530 18,102 14,375 19,232

４ リース     

４ オペレーティング・リース     

12 無形資産 366 490 358 479

12 有形固定資産 146 195 153 205

 発行済未払込資本     

７ 自己株式 14 19 24 32

13 その他の資産 38,540 51,563 28,275 37,829

13 未収勘定 9,932 13,288 8,865 11,860

 資産合計 454,928 608,648 398,821 533,583

 

参照注記

番号 オフバランスシート項目－受取コミットメント

2014年12月31日現在 2013年12月31日現在

百万ユーロ 億円 百万ユーロ 億円

37 貸出コミットメント 36,379 48,671 44,299 59,268

 銀行からの受取コミットメント 21,632 28,941 32,473 43,446

 顧客からの受取コミットメント 14,747 19,730 11,826 15,822

37 保証コミットメント 2,973 3,978 2,494 3,337

 銀行からの受取コミットメント 2,973 3,978 2,494 3,337

24 うち政府代行業務     

37 有価証券に関するコミットメント 6,053 8,098 6,411 8,577

37 その他の受取コミットメント 8,667 11,596 9,062 12,124
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参照注記

番号  

2014年12月31日現在 2013年12月31日現在

百万ユーロ 億円 百万ユーロ 億円

 負債及び資本     

14 中央銀行預り金     

14 銀行預り金 197,845 264,697 173,236 231,772

24 うち政府代行業務 46 62 46 62

15 顧客との取引 80,156 107,241 76,732 102,660

24 うち政府代行業務 799 1,069 771 1,032

16 債務証券 59,119 79,095 42,902 57,399

17 その他の負債 87,084 116,510 76,484 102,328

17 未払勘定 7,249 9,698 7,165 9,586

24 うち政府代行業務 2 3 3 4

18/19 リスク及びその他費用引当金 2,704 3,618 2,677 3,582

20 劣後債務 5,078 6,794 4,779 6,394

 一般的銀行リスク準備金     

 一般的銀行リスク準備金を除く資本 15,693 20,996 14,846 19,862

22 発行済資本 4,986 6,671 4,960 6,636

22 発行プレミアム 7,341 9,822 7,317 9,789

22 準備金 1,550 2,074 233 312

 再評価調整額     

21 規制引当金及び投資補助金 11 15 13 17

24 うち政府代行業務 2 3 2 3

22 利益剰余金 500 669   

 当期純利益 1,305 1,746 2,323 3,108

 負債及び資本合計 454,928 608,648 398,821 533,583

 

参照注記

番号 オフバランスシート項目－供与コミットメント

2014年12月31日現在 2013年12月31日現在

百万ユーロ 億円 百万ユーロ 億円

37 貸出コミットメント 66,628 89,142 70,626 94,491

 銀行への供与コミットメント 12,771 17,086 15,873 21,236

 顧客への供与コミットメント 53,857 72,055 54,753 73,254

37 保証コミットメント 23,522 31,470 22,016 29,455

 銀行への供与コミットメント 3,312 4,431 2,599 3,477

 顧客への供与コミットメント 20,210 27,039 19,417 25,978

24 うち政府代行業務     

37 有価証券に関するコミットメント 6,068 8,118 6,358 8,506

37 その他の供与コミットメント 20,532 27,470 25,956 34,727
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ナティクシス比較個別損益計算書

参照注記

番号  

2014年12月31日

に終了した年度

2013年12月31日

に終了した年度

百万ユーロ 億円 百万ユーロ 億円

25

受取利息及び類似収益 4,419 5,912 5,770 7,720

・インターバンク取引 1,638 2,191 1,958 2,620

・顧客との取引 1,644 2,200 1,727 2,311

・リース取引 0 0 0 0

・オペレーティング・リース取引 0 0 0 0

・債券及びその他の固定利付有価証券 212 284 346 463

・その他の受取利息及び類似収益 925 1,238 1,739 2,327

26

支払利息及び類似費用 (3,252) (4,351) (4,457) (5,963)

・インターバンク取引 (1,518) (2,031) (1,809) (2,420)

・顧客との取引 (266) (356) (185) (248)

・リース取引 0 0 0 0

・オペレーティング・リース取引 0 0 0 0

・債券及びその他の固定利付有価証券 (581) (777) (816) (1,092)

・その他の支払利息及び類似費用 (887) (1,187) (1,647) (2,204)

27 変動利付有価証券による収益 1,082 1,448 1,081 1,446

28

受取報酬及び受取手数料 834 1,116 725 970

支払報酬及び支払手数料 (344) (460) (456) (610)

29

トレーディング・ポートフォリオ取引に係る純利得／

（損失） 876 1,172 926 1,239

・トレーディング目的で保有する有価証券取引の残高 704 942 2,318 3,101

・外国為替取引残高 (7) (9) (308) (412)

・金融商品取引の残高 179 239 (1,084) (1,450)

30
売却目的で保有する有価証券取引に係る純利得／（損

失） (49) (66) 32 43

31

その他バンキング取引営業収益 240 321 361 483

その他バンキング取引営業費用 (86) (115) (298) (399)

 純収益 3,720 4,977 3,684 4,929

32

営業経費 (2,095) (2,803) (2,097) (2,806)

・人件費 (1,193) (1,596) (1,261) (1,687)

・その他一般管理費 (902) (1,207) (836) (1,118)

有形固定資産及び無形資産の評価減、償却及び減損 (72) (96) (87) (116)

 営業総利益 1,553 2,078 1,500 2,007

33 貸倒引当金繰入額 (201) (269) (357) (478)

 営業純利益 1,352 1,809 1,143 1,529

34 固定資産に係る純利得／（損失） (202) (270) 1,391 1,861

 税引前当期利益 1,150 1,539 2,534 3,390

 非経常収益     

35 法人所得税 153 205 (213) (285)

21 一般的銀行リスク準備金及び規制引当金繰入／戻入額 2 3 2 3

 当期純利益（損失） 1,305 1,746 2,323 3,108
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親会社財務諸表注記
 

  *    *

注記 １ 会計原則及び評価方法 327 注記 21 規制引当金 351

注記 ２ 本会計期間のハイライト 332 注記 22 資本、発行プレミアム、準備金及び利益

剰余金

351

注記 ３ インターバンク取引及び類似取引 333 注記 23 子会社及び関連会社との取引 352

注記 ４ 顧客との取引、リース及び類似取引 334 注記 24 公的手続の管理に関連した資産、負債及

びコミットメントに係る計算書

352

注記 ５ 債券、株式及びその他変動・固定利付有

価証券

335 注記 25 受取利息及び類似収益 353

注記 ６ 不良債権及び回収不能債権並びに減損 336 注記 26 支払利息及び類似費用 353

注記 ７ 子会社及び関連会社に対する投資、関係

会社、その他の長期投資並びに自己株式

336 注記 27 変動利付有価証券による収益 353

注記 ８ 保有証券 -2014年12月31日現在の投資

ポートフォリオ

337 注記 28 報酬及び手数料 354

注記 ９ 年度中のフランス企業への投資の後に開

示閾値を超える株式保有情報

339 注記 29 トレーディング・ポートフォリオ取引に

係る純利得／（損失）

354

注記 10 子会社及び関係会社に関する開示 340 注記 30 売却目的で保有する有価証券及び類似物

に係る利得／（損失）

355

注記 11 自己株式－資産 344 注記 31 その他業務による純利益 355

注記 12 固定資産 344 注記 32 営業経費 355

注記 13 未収勘定等－資産 345 注記 33 貸倒引当金繰入額 356

注記 14 インターバンク取引及び類似費用 345 注記 34 固定資産に係る純利得／（損失） 357

注記 15 顧客との取引 346 注記 35 法人所得税 357

注記 16 債務証券 346 注記 36 オフバランスシート項目－先渡金融商品 358

注記 17 未払勘定等－負債 347 注記 37 オフバランスシート項目－外国通貨コ

ミットメント及び取引

359

注記 18 リスク及びその他費用引当金 347 注記 38 満期別資産、負債及び先渡金融商品 360

注記 19 従業員数及び従業員給付 348 注記 39 法定監査人の報酬 362
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362

       

       

* 訳者注：原文のページ

       

       

 
 

次へ

EDINET提出書類

ナティクシス(E15244)

有価証券報告書

386/617



 
注記１　会計原則及び評価方法
 

ナティクシスの個別財務諸表は、comité de la réglementation comptable （CRC－フランス会計規制委員会）及びcomité de la

réglementation bancaire et financière （CRBF－フランス銀行・金融規制委員会）が設定した金融機関に適用される基準に準拠して作

成され、表示されている。

財務諸表は、CRBF規制管轄下企業の個別要約財務諸表に関するCRC規則第2000－03号（改訂）に準拠して表示されている。

現地規則に準拠して作成された海外子会社の財務諸表については、フランスの一般に認められている会計原則に準拠して個別財務諸表

目的で修正再表示されている。

当年度の財務諸表は、前年度の財務諸表と同一の形式で表示されている。一般に認められている会計原則は、次の原則に基づき慎重性

の原則に従って適用されている。

・　継続企業

・　会計処理方法の一貫性

・　会計期間の原則

1.1　顧客及び銀行に対する貸出金

貸出金は、貸借対照表に額面価額で計上する。

経過利息については、損益計算書の対応する債権勘定に貸方計上する。

貸出金供与又は取得に係る受取報酬は、限界取引費用と併せて、実効金利法を使用して貸出金の有効期間にわたって認識を行う。認識

は、純収益における正味の受取利息として表示する。認識を行う報酬及び取引費用は、該当する貸出金勘定に計上する。

解約不能条件で付与されたが、資金の移転が行われていない場合、オフバランスシート項目の「供与された貸出コミットメント」に計

上する。

正常債権及び不良債権は、個別に識別する。

不良債権は、CRC規則第2002－03号（改訂）に従って、識別し、認識を行う。当該規則及び2003年12月18日のConseil National de la

Comptabilité（CNC－フランス国家会計審議会）緊急問題処理委員会が公表した通知は、不良債権の分類及び回収不能債権への分類変更

に関する規則を定めた。

融資契約の条件に基づき取引相手方が弁済義務を負う貸出金の全額又はその一部につき、差入担保を考慮しても、その回収が不可能と

なる可能性がある特定の信用リスクが貸出金にある場合、かかる貸出金は、不良債権とみなされる。

特に３ヶ月を超える延滞が生じた貸出金、また、不動産貸出金の場合は６ヶ月、地方公共団体への貸出金の場合は９ヶ月を超える延滞

が生じた貸出金、並びに係争の当事者である借手に対する貸出金は、不良債権として分類する。

貸手が期限の利益喪失条項を発動した貸出金及び不良債権として１年超分類されており貸倒償却を予定している債権は、回収不能とみ

なされる。

不良債権の減損時に行った割引の影響の時間の経過に伴う振戻しは、損益計算書における「支払利息及び類似費用」として認識され

る。

債務者の財政状態に起因してリストラクチャリングされた貸出金の特定事例

リストラクチャリングされた貸出金は、ナティクシスが、財政的困難に直面している、又は直面する可能性の高い借手に対して与えた

譲歩に関わる修正条件を伴う貸出金に相当する。それらは、ナティクシスが与えた譲歩及び借手に生じている財政的困難の結合の結果

である。

リストラクチャリングされた貸出金の修正条件は、借手をより有利な状況に置くものでなければならず（例えば、利息又は元本の支払

いの一時停止、返済期間の延長等）、既存契約の条件を修正する改訂の使用又は既存貸出金の全部又は一部のリファイナンスにより確

定される。

財政的困難は、30日以上延滞の金額又はリスク格付等の複数の要件を観察することにより判断される。財政的困難は取引相手方がバー

ゼルの債務不履行カテゴリーに降格する前に対処されることから、貸出金のリストラクチャリングにより、必ずしも取引相手方がバー

ゼルの債務不履行カテゴリーに分類される結果にはならない。

個別の評価減

貸出金の一部又は全額に回収不能リスクがある場合、又は借手に条項違反があった場合、減損損失又は予想損失額に相当する引当金を

損益計算書の「貸倒引当金繰入額」に計上する。減損は、リスク及び利用可能な担保の分析を検討したうえで、四半期ごとに個別に評

価を行う。

減損損失は、貸出金の正味帳簿価額と回収可能と考えられる額、すなわち固定金利貸出金の場合は契約当初の実効金利で割引いた額、

また変動金利貸出金の場合は契約条件に従って取り決めた直近の実効金利で割引いた額との差異となる。

銀行規制に従い：

・　法的手続に入った借手に対する貸出金から発生した未収利息は、当初に計上していた利息勘定から控除する。利息がその後回収で

きた場合には、回収時にその金額を利息勘定の貸方に計上する。

・　３ヶ月又は、該当する場合６ヶ月若しくは９ヶ月にわたって延滞が生じた不良債権の利息もまた、当初に計上していた利息勘定か

ら控除することで全額評価減を行う。

・　こうした顧客に対し行ったその他一切の貸出金は、たとえリスク評価の結果元本残高に対する減損損失が不要であったとしても、

自動的に不良債権として分類される。
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オフバランスシートのコミットメントを原因とする予想損失額は、貸借対照表の負債側に引当金として認識する。

一般信用リスクに関する評価減

個別には信用リスクに引当金を割り当てていない金融資産は、類似のリスク特性を有する資産グループに含める。類似資産のポート

フォリオの構成は、地理的リスク及びセクター・リスクの２種類の規準に基づいている。

ポートフォリオについては四半期ごとに見直され、経済状況に問題の発生が予想されるセクターや国における貸出金は、適宜正常債権

に対する引当金の基準で組み入れる。

資産の各グループは、当該資産グループに関する見積回収可能キャッシュ・フローが減少する可能性が高いことを示す観察可能なデー

タに基づく減損の客観的証拠について評価を行う。減損の客観的な証拠を示す資産グループについては、貸借対照表の負債側において

集合的に評価減を行う。そのような資産グループで、その後に（個別債権リスクとしての）減損と識別されたものは、集合的な評価減

の計算基礎から除外する。

地理的リスクに対する引当は、主に各国のさまざまなパラメーター及び指標（政治情勢、景気動向、景気見通し、銀行システムの状況

等）を反映させた内部格付けに基づく。減損損失の算定は、内部格付け及び引当率の相関表に基づいて行われる。

セクター・リスクに対する引当は、各セクター独自のインデックス（セクター成長率、当該セクターにおいて業界が保有する現金、コ

モディティ・コスト等）の組み合わせに基づく。評価損失の計算方法は、満期日現在で計算される「予想損失」方式である。

要注意先リストに記載される貸出金がバーゼル合意による債務不履行として識別された場合、かかる貸出金は、セクターごとに集合的

に評価減を計上する。但し、すでに個別評価減の対象となっている場合を除く。

1.2　有価証券ポートフォリオ

有価証券取引の認識に関する改正CRBF規則第90-01号に従い、関係する有価証券の法律上の形式（株式、債券及び証書貸付、財務省証

券、譲渡性預金証書、譲渡性金融商品、約束手形等）に関わらず、次に記載する規則が適用される。有価証券の売買は、決済・引渡日

をもって貸借対照表に計上する。

有価証券は、それぞれの種類及び保有の経済的目的に従って次に定めるカテゴリーのいずれか1つに分類される：トレーディング目的の

保有、売却目的の保有、投資目的の保有、その他の長期有価証券、関連会社に対する投資、並びに子会社及び関係会社に対する投資。

・　トレーディング目的で保有する有価証券：当初、短期間での転売又は買戻しを意図して購入又は売却する有価証券、マーケット・

メイキング業務の一環として保有する有価証券、及びトレーディング・ポートフォリオの専門的運用を目的として売買される有価証

券。これらの有価証券が当初認識される場合、市場取引が独立当事者間取引によって実際に且つ定期的に行われていることを示す容

易に入手可能な価格をもって活発な市場で取引されていなければならない。取得に際しては、トレーディング目的で保有する有価証

券は、経過利息を含む支払価格で計上する。取引コストは、費用として認識する。各貸借対照表日においては、市場価額で測定を行

い、評価差額の総額は、損益計算書の「トレーディング目的で保有する有価証券取引の残高」という表示項目で認識する。

・　売却目的で保有する有価証券：トレーディング目的で保有する有価証券、投資目的で保有する有価証券、その他の長期投資、関連

会社に対する投資又は子会社及び関係会社に対する投資のいずれにも分類されていない有価証券。取得コストを除外した購入価格で

貸借対照表に計上する。購入価格（経過利息を除く）と償還価格の差異は、有価証券の残存期間にわたって収益として認識され、帳

簿価額又は市場価額のいずれか低い方の価格で期末に評価を行う。未実現損失が生じた場合、減損損失の認識を行うが、この計算に

は、実施されたヘッジ取引による利得を織り込む。未実現利得については認識しない。

・　投資目的で保有する有価証券：満期まで保有する意思を表明して取得した固定利付期限付有価証券。取得コストを除外した取得価

格で貸借対照表に計上する。購入価格と償還価格の差異は、有価証券の残存期間にわたって収益として計上される。

未実現損失は、規制の要件に従って、減損の対象とはならない。但し、当該金融商品の発行体にデフォルト・リスクがあり、不測の

状況により満期前に売却される可能性が高い場合には、改正CRC規則第2002-３号に従った貸倒引当金繰入額に含まれる減損に影響を

与えることなく減損損失を認識しなければならない。未実現利得については認識しない。

・　その他の長期投資：ナティクシスが専門家としての立場から発行会社との持続的で特別な関係の構築を意図して行った有価証券投

資であるが、保有議決権の割合が低いため投資先の企業の経営に影響を及ぼさない投資。取得コストを除外した購入価格で取得日に

認識される。これらは、取得原価又は使用価値のいずれか低い方の金額で貸借対照表に計上する。未実現損失については、減損損失

引当金の対象となる。

・　関連会社に対する投資：発行会社の組織体に対してナティクシスが重要な影響力を行使することができる投資及びナティクシスの

事業展開上、戦略的な重要性を有する投資。取得コストを除外した購入価格で取得日に認識を行う。

当該有価証券は、報告日の使用価値及び取得原価のいずれか低い金額で個別に評価を行う。未実現損失については、減損損失引当金

の対象となる。

・　子会社及び関係会社に対する投資： ナティクシスが独占的な支配力を行使する関係会社、すなわちナティクシス・グループに全部

連結される可能性の高い会社の株式及びその他の変動利付有価証券。取得コストを除外した購入価格で取得日に認識を行う。これら

は、報告日における使用価値と取得原価のいずれか低い金額で個別に評価を行う。未実現損失については、減損損失引当金の対象と

なる。

使用価値の決定に使用される測定アプローチは、次のいずれかを適宜採用する。

-　純資産価額方式

-　同業他社との比較方式

-　割引将来キャッシュ・フロー（DCF）法

将来キャッシュ・フローを測定するためのDCF法は、対象となる子会社の経営陣が作成し、ナティクシスの上級経営陣が承認した事

業計画の設定に基づくものである。将来キャッシュ・フローの割引率は、次の値の結果とする。

-　無リスクとみなされる投資収益率の平均値

-　子会社が上場する市場における平均信用スプレッド

-　同等の企業をサンプルとして反映される平均ベータ値
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・　自己株式：ナティクシスは、流動性に関する取決めに基づき株価を調整するため自己株式を保有している。当該自己株式は、ト

レーディング目的で保有する有価証券として認識されており、これと同じカテゴリーに属する他の有価証券と同一の規則に従う。

従業員への交付を目的として保有する自己株式は、売却目的で保有する有価証券に分類され、それに対応する規則に従う。

証券ポートフォリオの処分による収益、価値調整及び収入は、次に定めるところに従い認識を行う。

・　変動利付有価証券による収益は、受取時又は支払いが株主総会の決議対象となった時点にその認識を行う。

・　固定利付有価証券による収益は、発生主義に基づき認識を行う。

・　価値調整及び有価証券処分による収入は、かかる有価証券が属するポートフォリオによって、それぞれの表示項目で認識を行う。

-　トレーディング目的で保有する有価証券及び売却目的で保有する有価証券は、「純収益」により

-　価値調整が取引相手方リスクに関連する場合には、売却目的又は投資目的で保有する有価証券のポートフォリオにおける固定利

付有価証券に係る貸倒引当金繰入額として

-　固定資産に係る純利得／（損失）：

-　予測不能な状況のため当該投資目的で保有する有価証券の処分の可能性が高い場合における、当該投資目的で保有する有価証券

の価値の調整（取引相手方リスクに関する減損を除く）、及び投資目的で保有する有価証券の処分による全収入

-　関連会社に対する投資、子会社及び関係会社に対する投資並びにその他の長期有価証券

取得後に戦略変更が必要となる特別な市場環境が発生した場合、又は活発な市場における該当の有価証券の取引が停止された場合、CRC

規則第2008-17号に従って「トレーディング目的保有」カテゴリーから「売却目的保有」及び「投資目的保有」カテゴリーへ、また「売

却目的保有」カテゴリーから「投資目的保有」カテゴリーへの分類変更が認められる。

次の２つの条件を満たした場合、規制により、銀行が「投資目的保有」カテゴリーに分類変更された有価証券の全部又は一部を売却す

ることが認められる。

・　例外的な状況による振替の場合

・　当該有価証券の市場が再度活発になった場合

ナティクシスは、個別財務諸表においてこのような振替を行っていない。

1.3　有形固定資産及び無形資産

固定資産は、取得原価に、直接帰属する取引コスト及び利用可能となる前に建設又は据付の段階で発生した借入コストを加算した金額

で認識を行う。

自己創設ソフトウェアは、貸借対照表の資産側に直接的にかかった開発コストで計上するが、このコストには、これらが資産化の規準

を満たす場合、その開発及び準備に直接帰属する外注費及び人件費を含む。

取得後、固定資産は取得原価から評価減、償却及び減損損失の累計額を差し引いて計上される。

固定資産については、ナティクシスがそれらの意図する方法により使用が可能となる状態になり次第、定額法又は経済的な償却をより

良く反映する場合においては定率法によって見積耐用年数にわたってその減価償却又は償却を行う。資産の残存価額は、信頼性をもっ

て測定が可能な場合、償却可能価額から控除する。

耐用年数がそれぞれ異なる、又は将来の経済的利益が項目ごとに異なることが全体として見込まれる有形固定資産項目の場合、それら

重要な構成要素それぞれにつき、適用される会計原則に従って特定の償却スケジュールを定める。事業目的及び投資目的の資産である

建物の場合、次の分類及び減価償却年数が適用される。

・　土地：非減価償却

・　（歴史的重要性により）破壊できない建物：非減価償却

・　壁、屋根及び防水処理：20年から40年

・　基礎及び骨組：30年から60年

・　外部下塗り：10年から20年

・　装置及び付帯設備：10年から20年

・　内部の什器備品及び器具：８年から15年

有形固定資産のその他の項目は、通常５年から10年の見積耐用年数にわたって減価償却を行う。

購入したソフトウェアについては、ほとんどの場合５年未満の見積耐用年数にわたって定額法で償却を行う。自己創設ソフトウェアは

見積耐用年数にわたって償却を行うが、15年を超えてはならない。

1.4　債務証券

本表示項目は、劣後債務として認識された劣後商品を除き、ナティクシスがフランス又は国外で発行した売却目的で保有する有価証券

に帰属する債務から成る。本表示項目は、中期債、インターバンク市場商品、譲渡性債務証券及び債券並びにその他の固定利付有価証

券を主に含む。

これらの発行証券に関連する未払利息は、損益計算書上の相殺項目とあわせて関連債務として別途開示する。

発行債券に対する発行プレミアム又は償還プレミアムは、該当する発行債券の有効期間で償却し、関連費用は、損益計算書の「受取利

息及び類似収益」の項目で認識する。
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1.5　劣後債務

本項目は、清算時における償還が他の全債権者に劣後する永久劣後債及び期限付劣後債を意味する。未収利息は、損益計算書のこれに

対応する債権項目に貸方計上する。

劣後債が償還型証券と同等とみなされる場合、定期支払は、元本の返済に充当される。かかる返済は、名目金額及び利息から控除す

る。損益計算書の「支払利息及び類似費用」の項目に借方計上する。

1.6　先渡金融商品（先物及びオプション）

本商品の名目金額は、社内監視活動及び規制目的でオフバランスシートとして貸借対照表に計上されるが、オフバランスシート項目の

公表済計算書には含まれていない。これら商品の詳細は、注記に記載される。

適用される会計原則は、関係する商品及び取引目的（ヘッジ又はトレーディング）により左右される。

金利及び為替取引

本取引は、次の４つの目的で実施される。

・　ミクロヘッジ（特定の取引又はポジションのヘッジ）

・　マクロヘッジ（総合的な資産及び負債の管理）

・　投機的ポジション建て

・　トレーディング・ポートフォリオの専門的管理

特定のヘッジに係る損益は、ヘッジ対象のポジション又は取引の損益と対称的な損益として認識される。

ナティクシス全体の金利リスクのヘッジと管理のために使用された先渡金融商品から生じた損益は、ポジションの期間にわたり認識を

行う。未実現損益は認識しない。

投機的ポジションの会計処理は、利息フローと同様とする。契約は、各報告日の市場価額で評価し、未実現損失については引当金繰入

額として損益計算書に計上する。

最終カテゴリーの各金融商品は、個別に時価評価を行う。期間中の価値の変動は、損益計算書に直ちに認識を行う。評価額は取引相手

方リスク、ポジションの資金調達コスト及び将来の契約管理コストの割引現在価値に応じて調整を行う。

外国通貨先物

外国通貨先物のヘッジを行うアウトライト外国通貨先物商品又は取引は、該当通貨の決済日までの期間に対応する先渡外国為替レート

に基づき測定される。ヘッジ通貨先物取引に関連する金利又はプレミアム／ディスカウントの差異は、取引の有効期間中の支払利息又

は受取利息として段階的に認識を行う。

オプション（金利、通貨及び株式）及び先物

各オプション又は先物契約の基礎となる金融商品の名目金額は、ヘッジ契約及びトレーディング契約で区別を行い認識する。

ヘッジ取引については、損益は、ヘッジ対象の損益と対称的な損益として認識される。

非ヘッジ活動、オプション又は先渡取引の種類におけるポジションは、報告日現在で時価評価を行う。市場価額の変動は、損益計算書

において直接認識する。但し、店頭取引市場において取引される金融商品については、取引の決済時点のみ損益計算書に認識する。金

融商品の存続期間中に生じる正味リスクに対する潜在的引当に影響を及ぼさない。

1.7　政府代行業務

2008年改正財政法第121条（2008年12月30日第2008-1443号）によって改正された1997年改正財政法第41条（1997年12月29日第97-1239

号）、及び2011年９月21日にフランス政府との間で交わされた契約に従い、ナティクシスはフランス政府による一定の公的手続を代行

管理しており、主として政府開発援助の枠組内で行われる外国への貸出及び資金援助（「新興国準備金」からの貸出及び「民間セク

ター調査・援助基金」に対する資金援助）、並びにCoface（フランス国営貿易保険会社）によって保証された輸出信用に係る金利の固

定化から成っている。

これに関連する取引は、政府保証が付いているものも含め、財務諸表において区別して認識されている。政府及びその他の関連する債

権者は、これらの政府代行業務に割当てられた資産及び負債に対する特定の権利を有する。これらの業務に関連する当行の資産及び負

債は、貸借対照表においてこれらの業務に関連する各表示項目を示すことで識別されている。

1.8　従業員給付

従業員給付は、人件費として認識される。

次の４カテゴリーに分離される。

・　「短期給付」給料、社会保障負担、年次休暇、従業員利益分配、奨励給制度、追加負担及び賞与など付与されてから12ヶ月以内に

支払われるものは、従業員が関連する勤務を提供した期間に費用計上される。

・　「解雇給付」通常の退職日前に従業員の雇用を終了する場合に従業員に付与される。当該給付には引当金が計上される。

・　「退職後給付」年金、銀行業界に適用されるその他の補足的退職給付、退職時報奨及び退職者に支払われるその他の契約上の給付

等。ナティクシスは、退職後給付を２種類に分類している。
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-　確定拠出制度：主に社会保障基礎年金制度及び補足的制度であるAgirc及びArcoで構成される。これにより、企業は特定の給付

額を支払う義務を一切負わない。確定拠出制度に基づき支払う拠出金については、該当する期間において経費として処理され

る。

-　確定給付制度：これに基づき、ナティクシスは特定の給付額を支払う法的又は推定的な義務を負うため、その評価額が計上され

ると共に資金の積立が行われる。

予測単位積増方式を用いた保険数理士による給付債務の査定に基づき、確定給付制度に対する引当金が設定される。この方法は、人口

統計及び財務上の仮定を活用したものである。制度資産の価値は、貸借対照表に認識される引当金を決定するために債務から控除され

る。この評価は独立保険数理士によって定期的に実施される。

数理計算上の仮定については年に１回見直しを行う。数理計算上の仮定の変動及び実績による修正（数理計算上の仮定と実績の差異の

影響）により、数理計算上の差異が生じる。

退職及び類似のコミットメントの測定及び認識の規則に関するAutorité des Normes Comptables（ANC－フランスの会計基準設定主体）

の勧告第2013-02号（2013年11月７日付）は、2012年６月に欧州連合によって採用されたIAS第19号（改訂）の部分適用を容認している

が、その勧告の公表後、ナティクシスは現行アプローチを維持することを選択した。したがって、親会社の財務諸表ではコリドー方式

が維持されている。

この方式の下で、ナティクシスは、正味の数理計算上の差異累積額のうち（i）確定給付債務の現在価値の10％と（ii）前会計期間末の

制度資産の公正価値の10％のいずれか多い金額を下回る部分を認識しない。したがって、この「コリドー」を超える数理計算上の差異

の一部は、該当する制度に加入している従業員の平均残存勤務期間にわたって認識される。

既存の制度が変更された場合、又は新規制度が開始された場合、過去勤務費用は、給付の権利が確定するまでの期間にわたって損益と

して認識される。

貸借対照表の引当金として認識された金額は、確定給付制度に基づく債務の現在価値から以下を考慮したものを表す。

-　損益として未認識の過去勤務費用を減算。

-　次の事項から生じた未認識の数理計算上の差異をコリドーの原則に従って加算又は減算。

・　人口動態の変数に関連する実績による修正

・　数理計算上の仮定における変動

・　制度資産の実際運用収益と期待運用収益の差異

-　制度資産の市場価額を減算。

確定給付制度につき認識された年間人件費は、以下により構成される。

-　当期中に受益者により確定された権利

-　債務に対する割引の振戻しの影響を反映する利息費用

-　制度資産の期待運用収益

-　数理計算上の差異及び過去勤務費用の償却

-　制度の縮小及び清算の影響

・　「その他の長期給付」従業員維持及び業績表彰制度に基づく長期勤続報奨及び現金払の繰延報酬を含み、確定給付制度における退

職後給付に適用されるものと同じ保険数理方法を用いて評価を行う。数理計算上の差異は、コリドー方法が適用されず、過去勤務費

用は、費用として直接認識を行う。

現金決済型変動報酬に関連する費用の見積金額は、従業員維持及び業績表彰制度に従い、従業員の継続勤務を条件として、権利確定期

間にわたって認識を行う。

1.9　株式に基づく維持及び業績制度

2010年以来、ナティクシスは、特定のカテゴリーに属する従業員に対して株式に基づく報酬制度を提供している。一部の制度ではナ

ティクシス株式で決済され、残りはナティクシスの株価と連動した現金で決済されている。各制度は期間を３年とし、ナティクシス株

価に連動した現金で決済される「短期」制度を除き、制度のうち３分の１が毎年決済されている。かかる短期プランは、付与年度に決

済が行われる。

これらのプランは、すべて勤続要件及び／又は業績要件を満たすことが条件となる。

株価連動現金決済型制度により、人件費の認識を行う。この場合、貸借対照表日現在の株価並びに業績及び／又は勤続要件を満たす可

能性を考慮して測定を行う。勤続要件がある場合、計算された費用は定額法で権利確定期間にわたって認識する。但し、付与を行った

年に現金で支払いが行われる場合を除く。その場合、費用は損益計算書において直ちに認識を行う。

株式で決済を行う制度の場合、株式付与義務により相殺を行う引当金の準備がなく決済において現金支出が生じる可能性がある、又は

これが確実な場合には、負債の認識について定めたCRC規則第2008-15号に従い認識する。

・　株式付与が新株発行を伴う場合、ナティクシスは現金を支出しないため、費用の認識を行わない。

・　株式付与が株式の買戻し又は発行済株式の付与を伴う場合、株式が従業員に発行された時点で、引当金を相殺することなく現金支

出が認識される。株式の振替費用又は株式が購入されたものではない場合は貸借対照表日現在の株価及び従業員に付与される予定株

式数を考慮して引当金が設定される。費用は、権利確定期間にわたって段階的に認識を行う。

株式で決済（発行済株式の割当て）を行う制度に関して、2014年12月31日現在で14,000ユーロの引当金が財務諸表に計上された。この

点に関し、2013年には、株式制度は新株発行によって決済されることになっていたため、費用は計上されなかった。
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1.10　引当金

引当金は、時期又は金額が不確実な負債である。負債は、過去の事象によって生じる現在の債務であり、それを清算すると、信頼性を

もって測定できる経済的便益を包含する資源の流出をもたらすと予想される。

引当金として認識される金額は、報告日における現在の債務を清算するのに要する支出の最善の見積りでなければならない。この金額

は、割引の影響が重大である場合は割引かれる。引当金は、報告日ごとに見直され、必要に応じて調整がなされる。従業員給付をカ

バーするための引当金を除き、貸借対照表上で認識される引当金は、主にリストラ引当金、紛争、課徴金及び罰金に対する引当金、並

びにその他のリスクに対する引当金に関係する。

1.11　外貨建て取引

オフバランスシート上の外貨建ての債権、債務及びコミットメントは、為替ポジションの再評価を通じて、貸借対照表日現在の現行の

為替レートでユーロに換算される。ユーロ建て外国為替ポジションの評価による金額とユーロ建て外国為替ポジション相当で報告され

た金額の差異は、損益計算書に計上される。

但し、政府が為替レートを保証するか又は政府代行業務に関連する貸出金の場合、その換算から生ずる為替差額については、未収・未

払勘定において認識を行う。

1.12　旧GAPC分離ビークルの資産の保証メカニズム

2009年11月12日に、BPCEによって旧GAPC
(1)
分離ビークルのポートフォリオの一部について資産保護システムが設定され、2009年７月１

日に遡って効力を発生した。この保証メカニズムにより、ナティクシスは2009年６月30日以降、分別管理された資産に割当てられた自

身の資本の大部分を解除することができるようになり、これらのポートフォリオからの損失リスクから自身を保護することができるよ

うになった。この保護システムは次の２つのメカニズムに基づいていた。

・　「投資目的で保有する有価証券」、「トレーディング目的で保有する有価証券」「売却目的で保有する有価証券」及び「債権」と

して認識された資産の額面価額の85％に対する金融保証となったリスクに関するサブパーティション。本保証により、ナティクシス

は、デフォルトに陥っている１ユーロからデフォルト金額の85％まで保護された。

・　一方がユーロ建て、他方がドル建ての２つのトータル・リターン・スワップ（TRS）は、2009年７月１日から認識された損益の85％

がBPCEに譲渡された。これらのTRSでヘッジされている金融商品は主に、「トレーディング目的で保有する有価証券」及びそれより

は少ないが「売却目的で保有する有価証券」で構成されていた。同時にナティクシスは、BPCEからオプションを購入した。かかるオ

プションを行使した場合、プレミアムの支払と引き換えに10年間分の正味のポートフォリオ運用益を回収することができた。

 
(1) GAPC分離ビークルは、ナティクシスの戦略計画に従って2014年第2四半期に終了した。

1.13　非経常収益

非経常損益項目か否かの判断は、金額、現在の営業における非経常的な性質及び対象となる事象が繰り返す可能性に基づき行われる。

1.14　法人所得税

法人所得税率が10.7％に引き上げられたのに伴い、当期に認識された税金費用は、フランスでは税率38％、在外支店では現地で適用さ

れる法人税率により計算された支払税金から成っている。

1.15　会計方法の変更及び財務諸表の比較可能性

会計方法の変更は、2014年度の財務諸表に何ら影響を及ぼさなかった。

 

注記 ２　本会計期間のハイライト
 

ナティクシスは2014年６月26日、パリ・ユーロネクストの規制市場にCofaceの株式資本の51％に相当する約80百万株を１株当たり10.40

ユーロの価格で売り出した。

その時点で約11.9百万株のオーバーアロットメントのオプションが付与され、同日にその全部が市場に売り出された。このオプション

は2014年７月２日、ビッド価格である１株当たり10.40ユーロで売出シンジケートの銀行によって全面的に行使された。オーバーアロッ

トメントのオプションが全面的に行使された後、ナティクシスはCoface S.A.の株式資本の41.35％を保有していた。

従業員のために留保された増資の後の2014年12月31日現在で、ナティクシスはCoface S.A.の41.24％の持分を保有していた。ナティク

シスは、その保有比率及びCofaceのガバナンスにおける筆頭株主としての役割を踏まえた場合、引き続きCofaceに対する排他的支配権

を行使しており、残存する保有株式を親会社の貸借対照表の資産の部における「子会社及び関係会社への投資」に計上している。この

売出により68百万ユーロのキャピタル・ゲインが発生し、2014年12月31日現在の親会社の損益計算書における「固定資産に係る純利

得／（損失）」に計上された。

 

注記 ３　インターバンク取引及び類似取引
 

（単位：百万ユーロ） 2014年度 2013年度

現金及び中央銀行預け金 56,501 40,833
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政府債及び政府債同等物 38,476 34,683

トレーディング目的で保有する有価証券 37,816 33,014

売却目的で保有する有価証券 587 1,582

うち未収利息 4 14

うち不良債権   

うち評価減   

投資目的で保有する有価証券 73 87

うち未収利息   

うち不良債権   

銀行預け金 138,801 143,853

要求払い 5,532 4,536

うち未収利息   

うち不良債権 1 1

うち不良債権の評価減 (1) (1)

定期
* 133,269

139,317

うち未収利息 175 193

うち不良債権 125 214

うち不良債権の評価減 (99) (109)

インターバンク取引及び類似取引 233,778 219,369

* 　うち劣後貸出金   

正常債権 47 47

不良債権 0 0

未収利息 0 0

うちリバース・レポ有価証券 63,393 60,007

うち未収利息 24 25
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注記 ４　顧客との取引、リース及び類似取引
 

（単位：百万ユーロ） 2014年度 2013年度

当座貸越勘定 3,112 2,932

うち未収利息 3 5

うち不良債権 33 23

うち不良債権の評価減 (11) (14)

商業ローン 725 1,759

うち未収利息 7 34

うち不良債権 25 21

うち不良債権の評価減 (1) (1)

その他顧客貸出金 106,110 78,925

現金及び消費者信用 22,527 20,080

うち未収利息 50 47

設備ローン 7,061 4,323

うち未収利息 22 18

輸出信用 2,980 2,641

うち未収利息 9 9

住宅ローン 247 567

うち未収利息  1

リバース・レポ有価証券 54,194 31,365

うち未収利息 8 5

劣後貸出金 550 555

うち未収利息 2 2

うち不良債権   

うち不良債権の評価減   

その他貸出金 18,551 19,394

うち未収利息 40 41

うち不良債権 3,418 4,505

うち不良債権の評価減 (1,202) (1,451)

顧客との取引 109,947 83,616

設備リース 0 0

残高 0 0

契約が一時的に解除されたリース資産及び不良債権   

未収利息   

評価減   

不良債権の評価減   

オペレーティング・リース 0 0

残高 0 0

契約が一時的に解除されたリース資産及び不良債権   

未収利息   

評価減   

不良債権の評価減   

リース及び類似取引 0 0

 

正常債権のうち注記１に定義されるリストラクチャリングされた貸出金は、2014年12月31日現在で262百万ユーロだった。
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注記 ５　債券、株式及びその他変動・固定利付有価証券
   

（単位：百万ユーロ）

2014年度 2013年度

トレー

ディング

目的で保

有する有

価証券

売却目的

で保有す

る有価証

券

投資目的で保

有する有価証

券

合計金

額

トレー

ディング

目的で保

有する有

価証券

売却目的

で保有す

る有価証

券

投資目的で保

有する有価証

券

合計金

額

債券及びその他の固定利付有価証券         

総価額 
（a） 10,692 4,096 1,287 16,075

10,831 5,195 1,367 17,393

プレミアム／ディスカウント  (31) (1) (32)  (47) (2) (49)

未収利息  11 32 43  13 32 45

評価減  (100) (60) (160)  (113) (56) (169)

帳簿価額 10,692 3,976 1,258 15,926 10,831 5,048 1,341 17,220

株式及びその他の変動利付有価証券         

総価額 31,564 735  32,299 25,689 532  26,221

未収利息    0    0

評価減  (16)  (16)  (10)  (10)

帳簿価額 31,564 719  32,283 25,689 522  26,211

（a）上記カテゴリーの有価証券については、「売却目的で保有する有価証券」及び「投資目的で保有する有価証券」の欄に記載されている総価額は償還

価額である。

 

有価証券のカテゴリー間の振替：

2013年度及び2014年度においては有価証券のカテゴリー間の振替は行われなかった。

未実現キャピタル・ゲイン及びロス：

（単位：百万ユーロ）

2014年度 2013年度

売却目的で

保有する有価証券

売却目的で

保有する有価証券

債券及びその他の固定利付有価証券  
 

未実現キャピタル・ゲイン 196 332

未実現キャピタル・ロス (326) (546)

株式及びその他の変動利付有価証券   

未実現キャピタル・ゲイン 260 165

未実現キャピタル・ロス (16) (341)

 

上場有価証券及び非上場有価証券の内訳：

（単位：百万ユーロ） 2014年度 2013年度

債券及びその他の固定利付有価証券   

上場有価証券 11,703 14,127

非上場有価証券 4,223 3,093

 15,926 17,220

株式及びその他の変動利付有価証券   

上場有価証券 31,856 25,691

非上場有価証券 427 520

 32,283 26,211
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注記 ６　不良債権及び回収不能債権並びに減損
 

（単位：百万ユーロ）

2014年度 2013年度

不良債権 回収不能債権 不良債権 回収不能債権

銀行 25 0 59 46

貸出金 91 35 130 85

評価減 (66) (35) (71) (39)

顧客 2,219 44 2,982 100

貸出金 3,132 345 4,094 455

評価減 (913) (301) (1,112) (355)

正味不良債権及び回収不能債権 2,244 44 3,041 146

 

不良債権又は回収不能債権として計上された、注記１に定義されるリストラクチャリングされた貸出金は、2014年12月31日現在、減損

前で1,985百万ユーロ、減損後で1,402百万ユーロだった。

 

注記 ７　子会社及び関係会社、関連会社に対する投資、その他の長期投資並びに自己株式
 

（単位：百万ユーロ） 2014年度 2013年度

投資 433 314

残高 439 321

当座勘定貸付金   

為替換算調整額   

評価減 (6) (7)

貸付有価証券   

その他の長期投資 33 40

残高 87 124

当座勘定貸付金   

為替換算調整額   

評価減 (54) (84)

貸付有価証券   

未収利息  1

関連会社に対する投資及びその他の長期投資 466 355

子会社及び関係会社に対する投資 13,530 14,375

残高 13,746 14,472

当座勘定貸付金 1 3

為替換算調整額 7 96

評価減 (224) (196)

貸付有価証券   

未収利息 0 0

子会社及び関係会社に対する投資 13,530 14,375

自己株式 14 24

トレーディング目的で保有する有価証券 12 22

売却目的で保有する有価証券 2 2

貸付有価証券   

長期投資   

自己株式 14 24
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注記 ８　保有証券 - 2014年12月31日現在の投資ポートフォリオ
 

（単位：ユーロ） 株式数 簿価

I -子会社及び関連会社に対する投資  13,530,542,603.72

A） 銀行及びその他の金融機関  1,279,196,085.48

BANQUE PRIVÉE 1818 1,171,491 174,794,511.11

CAISSE FRANCAISE DE DEVELOPPEMENT INDUSTRIEL C.F.D.I. 29,994 4,572,556.00

INSTITUT POUR FINANCEMENT CINÉMA ET INDUSTRIES CULTURELLES 30,473 525,517.00

NATIXIS ALGÉRIE 9,182,731 94,168,012.29

NATIXIS BANK (ZAO) 111,618 36,743,030.55

NATIXIS BRASIL S.A. BANCO MULTIPLO 112,243,261 39,728,527.27

NATIXIS COFICINE 117,940 35,945,475.00

NATIXIS FACTOR 2,489,433 247,499,902.26

NATIXIS FUNDING 4,503,631 68,883,537.00

NATIXIS INTEREPARGNE 555,653 57,053,605.00

NATIXIS LEASE 16,702,640 400,109,158.00

NATIXIS PAYMENT SOLUTIONS 9,738,034 64,172,254.00

NATIXIS PFANDBRIEFBANK AG 55,000,000 55,000,000.00

B） 金融機関  11,949,175,017.97

COFACE S.A. 64,853,869 644,544,385.62

COMPAGNIE EUROPÉENNE DE GARANTIES ET CAUTIONS 8,944,211 190,819,088.00

CONTANGO TRADING S.A. 1,109,994 11,103,173.08

NATIXIS ALTAIR IT SHARED SERVICES 2,449,918 22,832,959.00

NATIXIS ALTERNATIVE ASSETS (NAA) 38,769 5,074,000.45

NATIXIS ASIA LIMITED 632,395,000 46,152,135.62

NATIXIS ASSURANCES 15,739,986 1,171,908,054.00

NATIXIS AUSTRALIA PTY LTD 63,000,000 42,158,024.18

NATIXIS CONSUMER FINANCE 35,339,641 353,396,410.00

NATIXIS FUNDING UK LLP 225,490,993 186,348,491.71

NATIXIS GLOBAL ASSET MANAGEMENT (PALIER) 156,344,039 5,764,198,644.87

NATIXIS INNOV 15,006,000 150,060,000.00

NATIXIS INVESTMENT CORP. 3,217 2,552,930.38

NATIXIS JAPAN SECURITIES CO., LTD. 200,000 58,837,623.44

NATIXIS MARCO 100,017,000 1,000,170,000.00

NATIXIS PARTICIPATIONS 74,994 1,440,809.74

NATIXIS PRIVATE EQUITY 25,462,298 714,296,686.26

NATIXIS SECURITIES S.A.S. 1 411,655.89

NATIXIS STRUCTURED PRODUCTS LIMITED 32,100 1,107,800.00

NATIXIS U.S. HOLDINGS, INC. 1,840,970 715,159,710.73

NATIXIS TRUST 6,098,654 711,213,301.00

NEXGEN FINANCIAL HOLDINGS LIMITED 100,000,000 152,981,320.00

SOCIETE CIVILE IMMOBILIERE ALTAIR 1 200 2,407,814.00

C） その他  299,672,114.16

SOCIETE CIVILE IMMOBILIERE ANTIN HAUSSMANN 20 304,898.00

CUBE INFRASTRUCTURE FUND 144,785,838 140,135,398.11

INVEST ALPHA 14,994 228,582.00

INVEST DELTA 30,994 166,398.28

INVESTIMA 14 52,000 258,597.00

INVESTIMA 16 52,000 254,409.00

INVESTIMA 17 230,000 1,034,512.00

INVESTIMA 18 226,000 1,030,607.00

INVESTIMA 19 220,000 1,013,795.00

INVESTIMA 25 360,564 1,107,592.00
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（単位：ユーロ） 株式数 簿価

INVESTIMA 26 360,500 1,107,689.00

INVESTIMA 27 330,700 1,019,639.00

INVESTIMA 28 329,200 1,014,487.00

INVESTIMA 29 340,200 1,047,346.00

INVESTIMA 30 321,700 991,834.00

INVESTIMA 31 368,700 1,133,813.00

INVESTIMA 32 713,600 5,045,999.00

INVESTIMA 34 247,500 1,591,205.00

INVESTIMA 35 253,700 1,654,912.00

INVESTIMA 53 - S.A.S. 359,700 1,284,685.00

INVESTIMA 54 - S.A.S. 378,200 1,535,180.00

CRANE 1 S.A.S. 131,000 911,348.00

CRANE 2 S.A.S. 132,700 933,711.00

CRANE 3 S.A.S. 130,500 924,026.00

CRANE 4 S.A.S. 145,200 1,036,309.00

CRANE 5 S.A.S. 154,700 1,107,843.00

INVESTIMA 6 - S.A.S. 690,922 6,562,719.00

PHOENIX 1 S.A.S. 150,700 1,069,891.00

PHOENIX 2 S.A.S. 166,700 1,191,487.00

PHOENIX 3 S.A.S. 171,700 1,227,749.00

PHOENIX 4 S.A.S. 164,400 1,187,169.00

LUGDUNUM GESTION 7,995 289,653.00

NATEXIS SERVICOS E INFORMATICOES LTDA 600,000 2,829,606.77

NATIXIS FONCIÈRE 42,823 63,472,890.00

NATIXIS IMMO DÉVELOPPEMENT 92,674 6,775,637.00

NATIXIS IMMO EXPLOITATION 7,674,462 33,827,113.00

PARTECIS 1,250 1,250,000.00

REACOMEX 5,000 9,652,490.00

TITRES-CADEAUX 15,000 2,460,895.00

D） 簿価150,000ユーロ以下の投資  1,021,943.37

E） 当座勘定貸付金  1,458,278.92

F） 貸付有価証券  19,163.82

G） 未収利息  0.00

II - 関連会社に対する投資及びその他の長期投資  466,279,862.49

A） 銀行及びその他の金融機関  333,469,123.99

BANCO FINANTIA 14,850,000 22,480,508.53

CACEIS 2,374,846 289,676,482.00

BPIFRANCE FINANCEMENT 483,474 3,242,832.00

LCH CLEARNET GROUP 335,863 4,702,081.99

WGZ BANK AG WESTDEUTSCHE GENOSSENSCHAFTS-ZENTRALBANK 3,480 436,538.47

SOFIPROTEOL II 63,615 12,723,000.00

UNIGRAINS 6,825 207,681.00

B） 金融機関  17,526,844.41

CLS GROUP HOLDING AG 3,451 7,292,172.35

CME GROUP INC. 20,005 1,808,156.59

EUROTITRISATION 1,498 547,406.00

LME 25,000 2,255,020.43

MTS SPA 9,511 3,062,542.00

PRIVATE EXPORT FUNDING CORPORATION ( PEFCO ) 738 2,561,547.04

C） その他  114,520,078.43

ADVENT 1 706,421.00

AGRO INVEST S.A.S. 26,686 1,062,103.00

ALBIANT IT 50,000 500,000.00
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（単位：ユーロ） 株式数 簿価

COLYZEO INVESTORS II L.P. 26,711,102 12,669,100.00

EUROFIDEME 2 2,500 11,030,000.00

FIDEPPP 38,120 38,119,600.00

FIDEPPP 2 3,600 1,413,828.00

HINES PAN EUROPEAN CORE FUND 10,000,000 4,796,561.54

MIROVA EUROFIDEME 3 375 333,750.00

NYBEQ LLC 1 2,016,446.43

PORCHER INDUSTRIES 506 471,506.90

RREEF EUROPEAN VALUE ADDED FUND I L.P. 19,807,760 2,458,079.82

SICOVAM HOLDING 3,694 30,417,099.00

SERVICES LOGICIELS D’INTEGRATION BOURSIERE - SLIB 250,068 4,001,166.00

SOFRANTEM 15,002 388,823.00

SOCIETY FOR WORLDWIDE INTERBANK FINANCIAL TELECOMMUNICATION (S.W.I.F.T. SCRL) 463 180,903.00

SYSTRA 7,300 1,977,973.00

WASTEHOLDCO1 130,269 1,976,717.74

D） 簿価150,000ユーロ以下の投資  756,755.69

E） 当座勘定貸付金  0.00

F） 貸付有価証券  7,059.97

G） 未収利息  0.00

III - 自己株式 2,577,488 13,634,836.41

2014年12月31日現在の投資ポートフォリオ合計  14,010,457,302.62
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注記 ９　年度中のフランス企業への投資の開示閾値を超える株式保有に関する情報
 

次の表は、フランス商法第L.247-1条に従い作成された。

 

 保有比率（2014年12月31

日現在）

株式数（2014年

12月31日現在）

株式資本の５％の閾値の超過    

EUROFIDEME 3 非上場 5.03％ 375

 

次へ
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注記 10　子会社及び関連会社に関する開示
 

フランス商法第L.233-15条　

企業又はグループ

資本

（単位：千）

資本を除く

株主持分

(A)

（単位：千）

2014年12月31日

現在資本比率

投資簿価
実行したが未返

済の貸出金及び

債権

（単位：

千ユーロ）

供与された保証

及び裏書

（単位：

千ユーロ）

前年度収益

(B)

（単位：千）

前年度損益

（単位：千）

2014年度受

取配当金

（単位：

千ユーロ） 注

総額

（単位：

千ユーロ）

正味

（単位：

千ユーロ）

A -総価額が報告会社の株式資本のうち1パーセントを超える投資の内訳         

子会社及び投資（10パーセントを超える持分）　

COFACE S.A.

92276 ボワ・コロンブ

CS20003 コストゼベロント広場1 786,241 EUR 493,534 EUR 41.24％ 644,544 644,544  93 13,073 EUR (4,397)EUR 228,851  

CUBE

ルクセンブルク L-2520

シェファー通り5 961,281 EUR 0 EUR 15.00％ 151,163 140,135   31,922 EUR 76,127 EUR 6,376 (2)(3)

CACEIS

75013 パリ

バリュベール広場 1/3 633,000 EUR 1,744,177 EUR 15.00％ 289,676 289,676   803,312 EUR 179,552 EUR 8,977 (2)

Compagnie Européenne de Garanties &

Cautions

75008 パリ

デ・ラ・ボエスィ通り128 160,996 EUR 168,626 EUR 100.00％ 190,819 190,819   141,895 EUR 49,726 EUR 48,518  

Banque Privée 1818

78008 パリ

モンテーニュ通り50 88,402 EUR 77,523 EUR 100.00％ 225,506 174,795 409,058 5,429 68,729 EUR 1,315 EUR   

NATIXIS ALGÉRIE

アルジェー

シュマン・ドラレニ・モハメド・イドラ 62 10,000,002 DZD 4,594,646 DZD 100.00％ 93,955 94,168  138,680 7,418,747 DZD 3,050,563 DZD 18,908 (1)

NATIXIS Pfandbriefbank AG

D-60322フランクフルト・アム・マイン

イム・トルツ・ フランクフルト 55 55,000 EUR 0 EUR 100.00％ 55,000 55,000 789,441  9,078 EUR 0 EUR   

NATIXIS ASIA LIMITED

香港

Two 19階 スイート1911-1922

クィーンズウェイ・パシフィック・プレイス88 632,395 HKD (99,669)HKD 100.00％ 67,395 46,152   129,932 HKD (80,826)HKD   

NATIXIS ASSURANCES

75013 パリ

ピエール・マンデス－フランス通り30 120,096 EUR 837,301 EUR 100.00％ 1,171,908 1,171,908 273,760  129,830 EUR 121,207 EUR 65,793  

NATIXIS HCP

75013 パリ

ピエール・マンデス－フランス通り30 20,037 EUR (68,272)EUR 100.00％ 50,037 - 150,034  (44,348)EUR (27,963)EUR   

NATIXIS CONSUMER FINANCE

75013 パリ

ピエール・マンデス－フランス通り30 35,340 EUR 319,798 EUR 100.00％ 353,396 353,396   30,709 EUR 30,183 EUR 19,437  
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企業又はグループ

資本

（単位：千）

資本を除く

株主持分

(A)

（単位：千）

2014年12月31日

現在資本比率

投資簿価
実行したが未返

済の貸出金及び

債権

（単位：

千ユーロ）

供与された保証

及び裏書

（単位：

千ユーロ）

前年度収益

(B)

（単位：千）

前年度損益

（単位：千）

2014年度受

取配当金

（単位：

千ユーロ） 注

総額

（単位：

千ユーロ）

正味

（単位：

千ユーロ）

NATIXIS FACTOR

75013 パリ

ピエール・マンデス－フランス通り30 19,916 EUR 183,689 EUR 100.00％ 247,500 247,500 1,165,699 230 128,334 EUR 22,144 EUR 34,778  

NATIXIS FONCIERE

75013 パリ

ピエール・マンデス－フランス通り30 685 EUR 63,692 EUR 99.99％ 63,473 63,473   (7,911)EUR 6,040 EUR   

NATIXIS FUNDING

75013 パリ

ピエール・マンデス－フランス通り30 67,555 EUR 1,534 EUR 100.00％ 68,884 68,884 572,913  4,236 EUR 2,295 EUR 8,737  

NATIXIS INNOV

75013 パリ

アウスターリッツ通り47 150,060 EUR 9,162 EUR 100.00％ 150,060 150,060 1,906,189  16,745 EUR 16,626 EUR 19,508  

NATIXIS INTEREPARGNE

75013 パリ

ピエール・マンデス－フランス通り30 8,891 EUR 19,540 EUR 100.00％ 57,054 57,054  153 95,165 EUR 18,999 EUR 14,875  

NATIXIS JAPAN SECURITIES CO., Ltd.

100-6226　東京都千代田区丸の内1－11－1 10,000,000 JPY (604,738)JPY 100.00％ 68,928 58,838 871,156  2,467,846 JPY (875,326)JPY   

NATIXIS LEASE

75013 パリ

ピエール・マンデス－フランス通り30 267,243 EUR 218,442 EUR 99.81％ 399,595 399,595 2,920,679 1,400 97,316 EUR (33,192)EUR   

NATIXIS TRUST

L-1855 ルクセンブルグ

ジョン・F・ケネディー通り51 609,805 EUR 119,004 EUR 100.00％ 711,213 711,213   16,050 EUR 16,680 EUR 30,300  

NATIXIS Marco

75013 パリ

アウスターリッツ通り47 1,000,170 EUR 6,006 EUR 100.00％ 1,000,170 1,000,170   6,984 EUR 13,375 EUR 38,907  

NATIXIS PAYMENT SOLUTIONS

75013 パリ

ピエール・マンデス－フランス通り30 53,559 EUR 42,463 EUR 100.00％ 64,172 64,172 400,692  273,629 EUR 38,277 EUR 41,387  

NATIXIS PRIVATE EQUITY

75007 パリ

モンシュイ通り5-7 585,633 EUR 227,372 EUR 100.00％ 714,297 714,297   (12,579)EUR (15,659)EUR 10,694  

NEXGEN Financial Holding Ltd

ダブリン2 ダブリン

ロウアーレッソン通り12 99,997 EUR 1,210 EUR 100.00％ 152,981 152,981 878,428  21,442 EUR 15,793 EUR 3,400  

NATIXIS FUNDING UK

ロンドン EC4R 2YA

ダウゲート・ヒル25

キャノン・ブリッジ・ハウス 225,514 USD 0 USD 100.00％ 186,348 186,348   5,464 USD 5,464 USD   

NATIXIS GLOBAL ASSET MANAGEMENT

75013 パリ

アウスターリッツ通り21 156,344 EUR 2,990,599 EUR 100.00％ 5,764,199 5,764,199 79,438  2,384,671 EUR 660,673 EUR 381,386  
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企業又はグループ

資本

（単位：千）

資本を除く

株主持分

(A)

（単位：千）

2014年12月31日

現在資本比率

投資簿価
実行したが未返

済の貸出金及び

債権

（単位：

千ユーロ）

供与された保証

及び裏書

（単位：

千ユーロ）

前年度収益

(B)

（単位：千）

前年度損益

（単位：千）

2014年度受

取配当金

（単位：

千ユーロ） 注

総額

（単位：

千ユーロ）

正味

（単位：

千ユーロ）

NUSHI

米国

MA 02116ボストン

ボイルストン通り399 13階 1,227,285 USD 3,219,287 USD 15.00％ 736,082 715,160   378,801 USD 378,801 USD 41,792  

B - その他の子会社及び投資の開示総額

A項に該当しない子会社及び投資

21 - フランス企業 （総計）    
325,947 282,399 7,602,360 42,164

  
13,521

 

22 - 外国企業 （総計）    268,954 199,860 1,771,039 2,282,561   18,414  

（1）　これらの行の正味価額は、プラスの為替換算調整額により、総価額より高くなっている。

（2）　これらの行については、株主資本、収益及び利益の詳細は直近の監査済みデータ（2013年12月31日現在）に基づく。

（3）　資本総額は、ファンドの純資産価額に対応する。

（A）　当期利益を除く。

（B）　IFRS基準に基づく。

 

 

次へ
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注記 11　自己株式-資産
 

（単位：ユーロ） 購入株数 購入価格

平均購入価

格

売却又は解約

金額 売却価格

平均売却

価格

期末時点の

株数

保有資本

比率

2014年１月１日現在 154,729,314 759,847,732 4.91 149,458,963 637,447,074 4.27 5,270,351 0.17％

価格安定化 16,548,044 83,440,942 5.04 19,240,907 88,924,938 4.62   

2014年12月31日現在 171,277,358 843,288,674 4.92 168,699,870 726,372,012 4.31 2,577,488 0.08％

 

 

注記 12　固定資産
 

（単位：百万ユーロ）

2014年度 2013年度

総額 減価償却及び償却 純額 総額 減価償却及び償却 純額

営業固定資産 2,160 (1,650) 510 2,127 (1,618) 509

無形資産 1,669 (1,303) 366 1,629 (1,271) 358

有形固定資産 491 (347) 144 498 (347) 151

営業外固定資産 3 (1) 2 3 (1) 2

無形資産   0   0

有形固定資産 3 (1) 2 3 (1) 2

無形資産 1,669 (1,303) 366 1,629 (1,271) 358

有形固定資産 494 (348) 146 501 (348) 153

 

（単位：百万ユーロ）

2013年度末

現在 取得 処分 その他

2014年度末

現在

価額（総額）      

営業無形資産 1,629 40 (1) 1 1,669

のれん 1,191    1,191

ソフトウェア 417 13 (1) 17 446

その他無形資産 21 27  (16) 32

営業有形固定資産 498 34 (46) 5 491

土地及び建物 238 5 (21) 3 225

その他有形固定資産 260 29 (25) 2 266

営業外有形固定資産 3 0 0 0 3

土地及び建物 3    3

その他有形固定資産 0    0

合計 2,129 74 (47) 6 2,163

 

（単位：百万ユーロ）

2013年度末

現在 取得 処分 その他

2014年度末

現在

減価償却及び償却      

営業無形固定資産 (1,271) (42) 10 0 (1,303)

のれん (945)  9  (936)

ソフトウェア (323) (42) 1  (364)

その他無形資産 (3)    (3)

営業有形固定資産 (347) (39) 40 (1) (347)

土地及び建物 (128) (14) 15  (127)

その他有形固定資産 (219) (25) 25 (1) (220)

営業外有形固定資産 (1) 0 0 0 (1)

土地及び建物 (1)    (1)

その他有形固定資産 0    0

合計 (1,619) (81) 50 (1) (1,651)
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注記13　未収勘定等－資産
 

（単位：百万ユーロ） 2014年度 2013年度

オプション 9,490 8,905

清算勘定 59 199

その他の受取債権 28,700 19,023

在庫勘定及びその他類似勘定 291 148

その他の資産 38,540 28,275

回収勘定   

調整勘定 6,095 5,290

先渡金融商品に係る利得 506 27

繰延費用及び繰上返済 1,105 1,071

未収収益 473 486

その他未収勘定 1,753 1,991

未収勘定 9,932 8,865

 

 

注記 14　インターバンク取引及び類似取引
 

（単位：百万ユーロ） 2014年度 2013年度

中央銀行預り金   

銀行預り金 197,845 173,236

要求払い 9,487 4,853

うち未払利息 0 0

うちその他未払金額 0 0

定期* 188,358 168,383

うち未払利息 223 358

インターバンク取引及び類似取引 197,845 173,236

*　うちレポ有価証券： 79,441 62,928

うち未払利息 9 8

 

 

注記 15　顧客との取引
 

（単位：百万ユーロ） 2014年度 2013年度

特別貯蓄口座 95 184

その他の負債 80,061 76,548

要求払い 34,947 31,878

うち未払利息 1 1

うちその他未払金額 10 40

定期* 45,114 44,670

うち未払利息 22 21

うち保証金 544 879

顧客との取引 80,156 76,732

*　うちレポ有価証券： 32,312 24,380

うち未払利息 6 3
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注記 16　債務証券
 

（単位：百万ユーロ） 2014年度 2013年度

インターバンク市場商品及び譲渡性債務証券 47,302 32,492

うち未払利息 35 29

債券 11,817 10,410

うち未払利息 168 134

譲渡性定期預金及び貯蓄債券 0 0

うち未払利息 0 0

その他の負債 0 0

債務証券 59,119 42,902

 

 

注記 17　未払勘定等－負債
 

（単位：百万ユーロ） 2014年度 2013年度

その他支払債務 24,268 13,658

有価証券取引 52,767 53,500

うちトレーディング目的有価証券、借入有価証券に係る負債 14,664 0

うちトレーディング目的有価証券、有価証券に係るその他の負債 38,097 53,492

うち未払利息 6 8

売建てオプション 9,929 9,195

有価証券取引決済勘定 120 131

その他の負債 87,084 76,484

凍結勘定 46 58

調整勘定及び仮勘定 3,330 2,426

先渡金融商品に係る損失 409 255

繰延収益及び繰上返済 673 608

未払費用 1,020 919

その他未払勘定 1,771 2,899

未払勘定 7,249 7,165

 

 

注記 18　リスク及びその他費用引当金
 

（単位：百万ユーロ）

従業員

給付

オフバランス

シート・コ

ミットメント

カント

リーリス

ク

特定の信用リ

スク

訴訟

引当金

セク

ター・リ

スク

先渡金融商

品リスク

その他

リスク 合計

2013年１月１日現在 253 14 187 196 19 438 1,241 634 2,982

繰入 160 18 90  1 6 157 99 531

戻入 (65) (9) (60) (9) (1) (78) (439) (119) (780)

合併に伴うフロー／資産の一部

拠出        3 3

為替換算調整額 0 0 (1) (4) (12) (4) (7) (1) (29)

その他の変動 (1) 6 0 (182) 266 0 (117) (2) (30)

2013年度の動き 94 15 29 (195) 254 (76) (406) (20) (305)

2013年12月31日現在の残高 347 29 216 1 273 362 835 614 2,677

2014年１月１日現在 347 29 216 1 273 362 835 614 2,677

繰入 54 7 22 2 28 22 431 192 758

戻入 (97) (9) (93) (1) (36) (80) (389) (115) (820)

合併に伴うフロー／資産の一部

拠出         0

為替換算調整額 1 1 3  46 11 35 1 98

その他の変動    (1)    (8) (9)

2014年度の動き (42) (1) (68) 0 38 (47) 77 70 27

2014年12月31日現在の残高 305 28 148 1 311 315 912 684 2,704
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注記 19　従業員数及び従業員給付

従業員数の変動

 

2014年12月31日

現在

2013年12月31日

現在

テクニカル・スタッフ 2,093 2,147

マネージャー 5,095 5,220

従業員数 7,188 7,367

 

退職後給付及びその他の長期従業員給付

■主な数理計算上の仮定

債務種類別

2014年度 2013年度

退職後確定給付制度 その他の長期従業員給付 退職後確定給付制度 その他の長期従業員給付

補足的年金給付等 退職時報酬 長期勤続報奨 その他 補足的年金給付等 退職時報酬 長期勤続報奨 その他

割引率 1.80％ 1.26％ 1.00％  3.00％ 2.74％ 2.50％ 0.15％

制度資産期

待運用収益 1.80％ 1.26％ 1.00％  3.00％ 2.74％   

 

将来の給与上昇率は、従業員数を一定とし、３年間の平均を用いて等級別に見積もられる。2014年12月31日現在の平均値（インフレを

含む）は、1.88％であった。

従業員がすべての退職給付を受けるための平均残余勤務年数は15.9年である。

■　従業員給付及び制度資産債務

（単位：百万ユーロ）

2014年12月31日

現在

2013年12月31日

現在

給付債務総額 529 478

制度資産の公正価値 230 206

正味債務額 299 272
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■　制度種類別正味債務額の内訳

（単位：百万ユーロ）

2014年度 2013年度

退職後確定給付制度

その他の長期従業員給

付

合計

退職後確定給付制度

その他の長期従業員給

付

合計

補足的年金

給付等

退職時

報酬

長期勤続

報奨 その他

補足的年金

給付等

退職時

報酬

長期勤続

報奨 その他

１月１日現在の給付

債務           

認識正味債務額 41 70 26 85 222 38 81 30 78 227

未認識の数理計算上の

差異 28 (9)  11 30 39 8  15 62

未認識の過去勤務費用 2 17  1 20 2 24  2 28

１月１日現在の正味債

務額合計 71 78 26 97 272 79 113 30 95 317

期中支払給付金 (3) (3) (2) (32) (40) (4) (2) (2) (25) (33)

期中権利給付金 2 6 2 23 33 2 8 3 30 43

利息費用 6 3 1 2 12 6 4 1 1 12

制度資産期待運用収益

総額 (4) (1)   (5) (4) (1)   (5)

管理報酬の変動     0     0

期中の基金への支払額 (12)    (12) (4)    (4)

支払報酬     0     0

期中に認識された制度

の修正  3   3  3   3

期中に認識された数理

計算上の差異 2  1  3 4  (4) 1 1

その他の項目 1 2  1 4 2 (19) (1) (1) (19)

損益に計上された債務

の変動 (8) 10 2 (6) (2) 2 (7) (3) 6 (2)

その他の項目（連結範

囲の変更等）     0  (4)   (4)

認識されたその他の変

動 0 0 0 0 0 0 (4) 0 0 (4)

給付債務に係る数理

計算上の差異 18 7 1 13 39 12 (18)  (3) (9)

制度資産に係る数理

計算上の差異／運用

収益 (4) (1)   (5) (8)    (8)

その他の数理計算上

の差異     0 (11) 1   (10)

未認識の数理計算上の

差異の変動 14 6 1 13 34 (7) (17) 0 (3) (27)

期中に認識された制

度の修正     0     0

その他の項目     0  (3)   (3)

未認識のその他の変動 0 0 0 0 0 0 (3) 0 0 (3)

12月31日現在の給付

債務           

認識正味債務額 33 80 29 79 221 41 70 26 85 222

未認識の数理計算上

の差異 40 (1)  23 62 28 (9)  11 30

未認識の過去勤務費

用 1 14  1 16 2 17  1 20

12月31日現在の正味債

務額合計 74 93 29 103 299 71 78 26 97 272
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注記 20　劣後債務
 

（単位：百万ユーロ） 2014年度 2013年度

期限付劣後債務 3,334 3,093

劣後債 1,313 2,031

劣後借入金 2,021 1,062

無期限劣後債務 1,670 1,603

配当参加権付借入金 36 36

劣後債 1,634 1,567

劣後借入金   

未払利息 74 83

劣後債務 5,078 4,779

 

■満期構成（単位：ユーロ）

満期 2014年度 2013年度

2014年  258,683,126

2015年 102,000,000 102,000,000

2016年 956,000,000 956,000,000

2017年 540,000,000 540,000,000

2018年 10,000,000 10,000,000

2019年  500,000,000

2021年 500,000,000 500,000,000

2022年 120,000,000 120,000,000

2024年 100,000,000  

2026年 900,000,000  

2027年 46,000,000 46,000,000

2033年 60,100,000 60,100,000

2049年 35,825,195 35,825,195

無期限 1,633,934,223 1,567,311,146

未払利息 73,969,802 83,216,294

合計 5,077,829,220 4,779,135,761

 

注記 21　規制引当金
 

（単位：百万ユーロ）

償却可能固定資産

再評価準備金 投資引当金 加速償却

公的資金

の割当 合計

2013年1月1日現在 0 12 1  13

繰入     0

戻入  (2) 0  (2)

割当    2 2

2013年度の動き 0 (2) 0 2 0

2013年12月31日現在の残高 0 10 1 2 13

2014年1月1日現在 0 10 1 2 13

繰入     0

戻入  (2)   (2)

割当     0

2014年度の動き 0 (2) 0 0 (2)

2014年12月31日現在の残高 0 8 1 2 11
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注記 22　資本、発行プレミアム、準備金及び利益剰余金
 

（単位：百万ユーロ） 資本

発行プレ

ミアム

法定準備

金

別途積立

金

長期キャピタ

ル・ゲイン規

制準備金

その他準

備金 利益剰余金 合計

2013年1月1日現在 4,938 8,243 168 0 0 25 523 13,897

2012年度利益の処分   46    553 599

特別配当金支払前の振替      1,076 (1,076) 0

特別配当金の支払  (934)    (1,076)  (2,010)

取崩不可の準備金への配分額  (3)    3  0

株式無償割当 9     (9)  0

「Mauve」従業員持株運用 13 11      24

2013年度の動き 22 (926) 46 0 0 (6) (523) (1,387)

2013年12月31日現在の残高 4,960 7,317 214 0 0 19 0 12,510

2014年1月1日現在 4,960 7,317 214 0 0 19 0 12,510

2013年度利益の処分   116 1,211   500 1,827

株式無償割当 10     (10)  0

「Mauve」従業員持株運用 16 24      40

2014年度の動き 26 24 116 1,211 0 (10) 500 1,867

2014年12月31日現在の残高 4,986 7,341 330 1,211 0 9 500 14,377

 

株式資本は、3,116,507,621株で構成され、各株式の額面価格は1.60ユーロである。株式は、議決権がない自己株式を除き、すべて同一

の権利を株主に付与している。

 

 

注記 23　子会社及び関連会社との取引
 

（単位：百万ユーロ） 2014年度 2013年度

資産   

銀行預け金 80,462 126,704

顧客貸付金 22,218 8,980

債券及びその他の固定利付有価証券 3,256 2,149

株式及びその他の変動利付有価証券 105 0

負債   

銀行預り金 102,867 109,805

顧客預り金 11,435 9,991

債務証券 909 3,432

劣後債務 3,387 1,308

オフバランスシート   

供与された貸出コミットメント：   

銀行 1,138 2,553

顧客 1,567 253

代理として提供された保証：   

銀行 1,373 587

顧客 907 1,480

 

関連当事者間の取引に係る規則第2010-04号に基づき、関連当事者間の取引が報告範囲（100％子会社）外で実施されているか、又は通

常の市場条件で実施されたため、ナティクシスには開示すべき追加情報はない。
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注記 24　公的手続の管理に関連した資産、負債及びコミットメントに係る計算書
 

（単位：百万ユーロ） 2014年度 2013年度

インターバンク取引及び類似取引 0 0

顧客との取引 646 608

その他の資産 0 0

資産合計 646 608

インターバンク取引及び類似取引 46 46

顧客との取引 799 771

債務証券 0 0

その他の負債 2 3

公的資金割当 2 2

負債合計 849 822

供与されたコミットメント   

供与された貸出コミットメント 0 0

供与された保証 0 0

供与されたコミットメント合計 0 0

受取コミットメント   

受取貸出コミットメント 0 0

受取保証コミットメント 0 0

受取コミットメント合計 0 0

 

 

注記 25　受取利息及び類似収益
 

（単位：百万ユーロ） 2014年度 2013年度

インターバンク取引 1,638 1,958

顧客との取引 1,644 1,727

リース取引 0 0

オペレーティング・リース取引 0 0

債券及びその他の固定利付有価証券 212 346

その他の受取利息及び類似収益 925 1,739

合計 4,419 5,770

 

 

注記 26　支払利息及び類似費用
 

（単位：百万ユーロ） 2014年度 2013年度

インターバンク取引 (1,518) (1,809)

顧客との取引 (266) (185)

リース取引 0 0

オペレーティング・リース取引 0 0

債券及びその他の固定利付有価証券 (581) (816)

その他の支払利息及び類似費用 (887) (1,647)

合計 (3,252) (4,457)
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注記 27　変動利付有価証券による収益
 

（単位：百万ユーロ） 2014年度 2013年度

子会社及び関連会社に対する投資 1,055 1,061

売却目的で保有する有価証券 27 20

合計 1,082 1,081

 

 

注記 28　報酬及び手数料
 

（単位：百万ユーロ） 2014年度 2013年度

受取報酬及び受取手数料   

顧客との取引 310 179

有価証券取引 2 3

オフバランスシート項目 :   

先渡金融商品 13 22

貸出コミットメント 53 82

保証コミットメント 98 54

その他の供与コミットメント 90 68

外国為替取引   

その他の金融サービス 42 37

支払サービス 38 47

付帯収益 9 13

その他 179 220

合計 834 725

支払報酬及び支払手数料   

顧客との取引 (9) (10)

有価証券取引 (109) (104)

オフバランスシート項目 :   

先渡金融商品 (43) (42)

保証コミットメント (86) (92)

その他 (8) (11)

外国為替取引 (14) (12)

その他の金融サービス (33) (133)

支払サービス (42) (52)

その他   

合計 (344) (456)

 

 

注記 29　トレーディング・ポートフォリオ取引に係る純利得／（損失）
 

（単位：百万ユーロ） 2014年度 2013年度

トレーディング目的で保有する有価証券に係る純利得／（損失） 704 2,318

外国為替取引に係る純利得／（損失） (7) (308)

先渡金融商品に係る純利得／（損失） 179 (1,084)

合計 876 926

 

 

注記 30　売却目的で保有する有価証券及び類似物に係る利得／（損失）
 

(単位：百万ユーロ) 2014年度 2013年度

処分に係る利得 240 407
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処分に係る損失 (309) (603)

正味減損(損失)／戻入益 20 228

合計 (49) 32

 

 

注記 31　その他業務による純利益
 

(単位：百万ユーロ) 2014年度 2013年度

コミットメントから発生する費用 0 0

利益分配契約による費用 (3) (2)

付帯的サービスからの収益 196 173

合弁銀行による投資利益 8 8

銀行営業費用の振替 13 15

その他 (60) (131)

合計 154 63

 

 

注記 32　営業費用
 

（単位：百万ユーロ） 2014年度 2013年度

人件費   

賃金及び給料 (783) (735)

社会保障費
（a）

(334) (324)

インセンティブ及び利益分配制度 (55) (41)

所得税 (86) (87)

再請求費用 22 21

リスク及び費用引当金
（b）

43 (95)

 (1,193) (1,261)

その他管理費用   

リース業務 0 0

所得税以外の税金 (93) (92)

外部委託費 (959) (866)

再請求費用 150 122

 (902) (836)

有形固定資産及び無形資産の減価償却、償却及び減損   

費用 (72) (87)

合計 (2,167) (2,184)

（a）うち年金費用 (82) (73)

（b）うちPAE引当金 28 (88)
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注記 33　貸倒引当金繰入額
 

（単位：百万ユーロ） 2014年度 2013年度

資産項目に係る貸倒引当金繰入額   

不良債権： (297) (468)

減損損失 (413) (537)

減損損失戻入 733 436

補填損失 (629) (359)

非補填損失 (24) (30)

償却済貸倒債権の回収 36 21

有価証券： 73 24

減損損失 (13) 0

減損損失戻入 99 28

補填損失 (13) (2)

非補填損失 0 (3)

償却済貸倒債権の回収 0 0

資産からの純利益 (224) (444)

負債項目に係る貸倒引当金繰入額   

カントリーリスク： 72 (30)

引当金繰入 (21) (90)

引当金戻入 93 60

補填損失 0 0

非補填損失 0 0

償却済貸倒債権の回収 0 0

リスク及び費用： (49) 117

引当金繰入 (369) (38)

引当金戻入 320 155

補填損失 0 0

非補填損失 0 0

償却済貸倒債権の回収 0 0

負債からの純利益 23 87

合計 (201) (357)
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注記 34　固定資産に係る純利得／（損失）
 

（単位：百万ユーロ） 2014年度 2013年度

長期投資   

利得   

関連会社に対する投資及びその他の長期投資 213 1,429

投資目的で保有する有価証券 0 0

損失   

関連会社に対する投資及びその他の長期投資 (437) (34)

投資目的で保有する有価証券 0 (5)

減損損失   

関連会社に対する投資及びその他の長期投資 (31) (77)

投資目的で保有する有価証券 0 0

減損損失戻入   

関連会社に対する投資及びその他の長期投資 25 42

投資目的で保有する有価証券 0 0

リスク及びその他費用引当金   

関連会社に対する投資及びその他の長期投資 (71) 20

リスク及びその他費用引当金戻入額   

関連会社に対する投資及びその他の長期投資 0 0

合計 (301) 1,375

有形固定資産及び無形資産 99 16

合計 (202) 1,391

 

注記 35　法人所得税
 

(単位：百万ユーロ) 2014年度 2013年度

標準税率による税金 (31) (305)

軽減税率による税金   

更正税額   

税額控除 5 6

連結納税の影響 262 129

その他の項目 
(a)

(83) (48)

繰戻  5

合計 153 (213)

(a)　2014年度については(８)百万ユーロの配当金の支払いに係る拠出を含む。

 

税額計算

ナティクシス・グループにおける連結納税の合意は中立原則に基づくものであり、これにより各子会社は、連結でないかのように自ら

の税額を決定し、グループとしての税金に拠出を行う。

連結により実現した節税及び費用削減は、ナティクシスが親会社としてその認識を行う。

親会社に移転された損失については、法人税還付引当金が設定され、子会社が黒字化した場合に発生するグループとしての税金の追加

負担額を相殺するとみなされ、子会社の税金拠出額は前年度の損失額分減額される。

2014年度における連結納税に係る影響額には、特に、2014年にCofaceが連結納税対象から除外されたことを受けて、過去の欠損金に関

するCofaceへの支払い49.4百万ユーロが含まれている。
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注記 36　オフバランスシート項目－先渡金融商品
 

（単位：百万ユーロ） 2014年度名目 2013年度名目

組織的市場取引 750,247 838,381

スワップ   

先渡取引 0 0

スワップ以外   

先渡取引 687,842 827,077

オプション 62,405 11,304

店頭取引 5,590,471 5,656,286

スワップ   

先渡取引 3,696,660 3,705,004

スワップ以外   

先渡取引 1,043,142 1,031,484

オプション 850,669 919,798

金利商品 6,340,718 6,494,667

組織的市場取引 12 58

スワップ   

先渡取引 0 0

スワップ以外   

先渡取引 12 58

オプション 0 0

店頭取引 604,458 444,346

スワップ   

先渡取引 12 3

スワップ以外   

先渡取引 130,681 114,017

オプション 473,765 330,326

外国為替商品 604,470 444,404

組織的市場取引 88,736 113,822

スワップ   

先渡取引 0 0

スワップ以外   

先渡取引 35,986 45,742

オプション 52,750 68,080

店頭取引 192,847 192,692

スワップ   

先渡取引 70,458 6,576

スワップ以外   

先渡取引 7,462 6,105

オプション 114,927 180,011

その他の金融商品 281,583 306,514

うちヘッジ   

・　金利商品 376,242 549,620

・　外国為替商品 101,018 288

・　その他の金融商品 7,339 7,226
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先渡金融商品の公正価値（在外支店を除く）

（単位：百万ユーロ） 2014年度 2013年度

金利商品   

プラスの公正価値 55,498 44,484

マイナスの公正価値 52,741 43,670

外国為替商品   

プラスの公正価値 21,832 12,650

マイナスの公正価値 21,409 12,142

その他の金融商品   

プラスの公正価値 4,937 4,320

マイナスの公正価値 6,277 4,286

 

 

注記 37　オフバランスシート項目－外国通貨コミットメント及び取引
 

コミットメント

（単位：百万ユーロ） 2014年度 2013年度

貸出コミットメント 66,628 70,626

銀行 12,771 15,873

顧客 53,857 54,753

保証コミットメント 23,522 22,016

銀行 3,312 2,599

顧客 20,210 19,417

有価証券に関するコミットメント 6,068 6,358

その他のコミットメント 20,532 25,956

供与コミットメント合計 116,750 124,956

貸出コミットメント 36,379 44,299

銀行 21,632 32,473

顧客 14,747 11,826

保証コミットメント 2,973 2,494

銀行 2,973 2,494

有価証券に関するコミットメント 6,053 6,411

その他のコミットメント 8,667 9,062

受取コミットメント合計 54,072 62,266

 

為替取引

（単位：百万ユーロ） 2014年度 2013年度

スポット取引   

購入したが未受領の通貨 27,529 25,242

売却したが未引渡の通貨 27,576 25,196

外国通貨貸借   

貸与したが未引渡の通貨 73 97

借用したが未受領の通貨 526 912

通貨先物及びオプション   

ユーロ債権／通貨引渡 435,731 389,098

通貨債権／ユーロ引渡 452,844 405,339

通貨債権／通貨引渡 323,749 213,029

通貨引渡／通貨債権 338,291 228,623

プレミアム／ディスカウント債権 1,605 7

プレミアム／ディスカウント債務 1,435 8
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注記 38　満期別資産、負債及び先渡金融商品
 

（単位：百万ユーロ） 1ヶ月以下 １～３ ヶ月 ３～６ヶ月 ６ヶ月～１年 １～５年 ５年超

日付

の定め

なし 合計

現金及び中央銀行預け金 56,501       56,501

政府債及び政府債同等物 3,690 1,915 2,158 3,091 16,260 11,362 0 38,476

銀行預け金 43,170 27,495 13,853 37,256 232 16,748 47 138,801

顧客との取引 47,822 16,287 6,471 4,670 23,660 10,689 348 109,947

債券及びその他の固定利付有価証券 5,049 1,168 383 760 5,002 3,564  15,926

株式及びその他の変動利付有価証券 6,068 165 0 101 481 25,469  32,284

資産（資金の使途） 162,300 47,030 22,865 45,878 45,635 67,832 395 391,935

中央銀行預り金        0

銀行預り金 78,911 48,490 21,675 22,088 24,779 1,902 0 197,845

顧客との取引 67,467 3,405 1,358 3,486 2,966 1,474  80,156

債務証券 7,493 17,558 9,589 12,135 3,390 8,954  59,119

負債（資金の源泉） 153,871 69,453 32,622 37,709 31,135 12,330 0 337,120
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（単位：百万ユーロ） １年未満 １～５年 ５年超

組織的市場取引 41,583 46,832 661,832

スワップ    

先渡取引 0 0 0

オプション 0 0 0

スワップ以外    

先渡取引 41,583 46,832 599,427

オプション 0 0 62,405

店頭取引 1,648,420 1,281,951 2,660,100

スワップ    

先渡取引 1,640,152 1,264,277 792,230

オプション 0 0 0

スワップ以外    

先渡取引 8,094 14,469 1,020,580

オプション 174 3,205 847,290

金利商品 1,690,003 1,328,783 3,321,932

組織的市場取引 0 0 12

スワップ    

先渡取引 0 0 0

オプション 0 0 0

スワップ以外    

先渡取引   12

オプション    

店頭取引 750 1,899 601,809

スワップ    

先渡取引 12 0 0

オプション 0 0 0

スワップ以外    

先渡取引 738 344 129,599

オプション 0 1,555 472,210

外国為替商品 750 1,899 601,821

組織的市場取引 692 44 88,001

スワップ    

先渡取引 0 0 0

オプション 0 0 0

スワップ以外    

先渡取引 616 0 35,370

オプション 76 44 52,631

店頭取引 458 0 192,389

スワップ    

先渡取引 0 0 70,458

オプション 0 0 0

スワップ以外    

先渡取引 301 0 7,161

オプション 157 0 114,770

その他の金融商品 1,150 44 280,390
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注記 39　法定監査人の報酬
 

（単位：百万ユーロ） 2014年度 2013年度

監査   

個別及び連結財務諸表の独立監査、証明及び検証 5.5 5.0

法定監査人の業務に直接関連するその他の手続及びサービス 4.3 1.7

合計 9.8 6.7

 

「法定監査人の業務に直接関連するその他の手続及びサービス」は、主に金融取引に係る業務、グループによる会計基準及び統制の導

入に対するアプローチに係る意見、及び企業による法令遵守のレビュー、並びに内部統制の品質のレビューで構成されている。

 

注記 40　フランス一般税第238-0A条の定義の範囲内の非協力的な国又は地域における組織及び事
業

 

フランスの通貨金融法第L.511－45条及び2009年10月6日省令は、銀行に対し、財務諸表の注記においてフランスと不正行為及び納税忌

避への対処を目的とする行政支援協定を締結していない国及び地域における組織及び事業に関する情報開示を義務付けており、これに

より銀行情報が入手可能となっている。

上記の義務は、OECDの様々なワーキング・グループや首脳会談の業務に基づく税務事項に関して非協力的な地域に対する世界的な働き

かけの一部であり、またマネー・ロンダリングやテロリストに対する資金供与に対する取組の一部でもある。

非協力的な国におけるナティクシス子会社及び支店の監視は、リスク機能により監督されるナティクシスのリスク監視プロセスの不可

欠な一部である。本プロセスには、以下が関わっている。

・　中央リスク管理部門に機能的に連結している現地のリスク責任者／機能

・　現地の制約を順守するとともに、グループ全体のリスク要件を遵守する特定の報告手続

上記に定める条項に基づき2014年12月31日現在、ナティクシスは、いかなるナティクシス企業も非協力的な国又は地域において営業し

ていないことを、ここに報告する。
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過去5年分の会社の財務実績

（フランス営利企業法令第133条、135条及び148条）

カテゴリー 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度

期末現在の財政状態  

株式資本 4,653,020,308.80 4,931,753,420.80 4,937,943,670.40 4,960,472,304.00 4,986,412,193.60

発行済株式数 2,908,137,693 3,082,345,888 3,086,214,794 3,100,295,190 3,116,507,621

株式で償還可能な債券の数 0 0 0 0 0

株式に転換可能な債券の数 0 0 0 0 0

有効な経営に係る全体的成績  

税引後収益 19,391,654,325.41 17,977,198,639.42 16,450,246,528.71 16,577,825,962.70 16,744,446,983.44

税金、減価償却、償却及び

引当金控除前利益 644,584,484.60 (72,975,180.54) 861,041,488.98 2,259,385,434.57 738,855,652.86

法人所得税 103,399,790.98 71,022,418.41 18,388,296.70 (212,587,222.83) 153,268,232.67

税金、減価償却、償却及び

引当金控除後利益 284,641,699.57 873,436,574.80 907,172,429.97 2,323,073,936.17 1,305,316,943.00

配当金支払額 668,871,669.39 308,234,588.80 308,621,479.40 496,047,230.40 1,059,612,591.14

１株当たりの経営成績  

税金後、減価償却、償却及

び引当金控除前利益 0.26 0.00 0.28 0.66 0.29

税金、減価償却、償却及び

引当金控除後利益 0.10 0.28 0.29 0.75 0.42

１株当たり配当金 0.23 0.10 0.10 0.16 0.34

従業員      

従業員数 7,537 7,950 7,688 7,367 7,188

人件費総額 691,856,116.30 727,947,525.85 704,503,673.34 734,627,077.69 783,339,403.98

社会保障費及びその他の従

業員給付 322,453,719.64 334,569,060.30 364,133,590.12 365,395,752.03 389,150,406.91
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２ 【主な資産・負債及び収支の内容】

「第６　１財務書類」の「連結財務諸表注記」および「親会社財務諸表注記」を参照のこと。
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３ 【その他】

 

(1) 後発事象

 

財務書類の監査を終了した事業年度末以降、本書の他の箇所に記載した内容以外に、当行グループの財

務状態及び営利状況における重要な変更はない。

 

(2) 訴訟

 

本書提出日現在、「第３　事業の状況－４　事業等のリスク－法的リスク」に記載したもの以外に、当行

は重要な訴訟に関与していない。
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４ 【フランスと日本における会計原則及び会計慣行の主要な相違】

 

(1) 日本とIFRSとの会計原則の相違

 

添付の当行グループの連結財務諸表は、欧州連合が採用したIFRSに準拠して作成されている。こ

れらは日本において一般に公正妥当と認められた会計原則（以下「日本基準」という。）とは、い

くつかの点で異なる。直近期の財務諸表に関する主な相違点は以下のとおりである。

 

1) 連結の範囲

 

IFRSでは、連結財務諸表には、親会社及びグループによって支配されている会社（一定の特別目

的事業体（以下「SPE」という。）を含む。）（すなわち子会社）並びに共同支配企業に対する持

分についての財務諸表が含まれている。

 

「支配」は、親会社がその事業体の活動からの便益を得るためにその事業体の財務及び経営に関

する方針を左右する力を有する場合に存在し、一般的には議決権の過半数を保有することにより生

じる。企業が他の企業体に対して支配できる力を有しているか否かを判断するにあたり、他社によ

り保有されているものを含め、現時点で行使可能又は転換可能な潜在的議決権の存在を考慮してい

る。共同支配の営業活動、共同支配の資産及び共同支配企業に関しては、比例連結法（又は持分

法）が適用される。共同支配投資企業は被共同支配企業に対する持分について、比例連結に対する

代替的方法として、持分法を適用する。

 

企業がSPEを実質的に支配している場合には、当該SPEは当該企業に連結される。

 

2012年12月11日、ヨーロッパ委員会は、IFRS第10号「連結財務諸表」を採用した。これにより、

IAS第27号「連結及び個別財務諸表」のうち連結財務諸表にわたる部分ならびに特別目的事業体に

関するSIC第12号は、IFRS第10号により置き換えられた。同基準は、組成された企業（ストラク

チャード・エンティティ）であるか否かを問わず、すべての事業体に対して同一の支配モデルを適

用することを規定している。事業体に対する支配は、同時に充足されるべき三つの要件（関連する

事業活動に対する支配、当該事業体の変動リターンに対するエクスポージャー及び当該事業体の得

る変動リターンに影響を及ぼす能力）を用いて分析されることになる。同基準は、2014年１月１日

から開始する報告期間において遡及的に強制適用された。

 

日本基準では、実質支配力基準により連結範囲が決定され、支配されている会社の財務諸表は連

結される。他の企業の財務上又は営業上もしくは事業上の意思決定機関を支配している場合には、

親会社は当該他の企業に対して支配権を有しているといえる。潜在的議決権は考慮されていない。

 

日本基準ではまた、特別目的会社については、「連結財務諸表における子会社及び関連会社の範

囲の決定に関する適用指針」において、特別目的会社が、適正な価額で譲り受けた資産から生ずる

収益を当該特別目的会社が発行する証券の所有者に享受させることを目的として設立され、当該特

別目的会社の事業がその目的に従って適切に遂行されているときは、当該特別目的会社に資産を譲

渡した企業から独立しているものと認め、当該特別目的会社に資産を譲渡した企業の子会社に該当

しないものと推定され連結の対象となっていない。なお、2011年3月25日に企業会計基準委員会に

より公表された、改正企業会計基準第22号「連結財務諸表に関する会計基準」、改正企業会計基準

適用指針第15号「一定の特別目的会社に係る開示に関する適用指針」、改正企業会計基準適用指針

第22号「連結財務諸表における子会社及び関連会社の範囲の決定に関する適用指針」及び改正実務

対応報告第20号「投資事業組合に対する支配力基準及び影響力基準の適用に関する実務上の取扱
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い」（以下、「本改正企業会計基準等」）では、一定の要件を満たす特別目的会社を子会社に該当

しないものと推定する取扱いの対象から、特別目的会社に対する出資者を除外している。本改正企

業会計基準等は2013年4月1日以後開始する連結会計年度の期首から適用されている。日本基準で

は、比例連結法は認められていないため、共同支配事業体は持分法により会計処理される。

 

2) 会計方針の統一

 

IFRSでは、連結財務諸表は、類似の状況における同様の取引及び事象に関し、統一された会計方

針を用いて作成される。グループのメンバーが、類似環境下で行われた同様の性質の取引等に関し

て連結財務諸表で採用している会計方針とは異なるものを使用している場合、連結財務諸表作成時

に適切な修正が行われる。

 

日本基準では、連結財務諸表を作成する場合、同一環境下で行われた同一の性質の取引等につい

て、親会社及び子会社が採用する会計処理の原則及び手続は、原則として統一しなければならな

い。ただし、実務対応報告第18号「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面

の取扱い」により、在外子会社の財務諸表がIFRS又は米国会計基準（US GAAP）に準拠して作成さ

れている場合は、一定の項目の修正（のれんの償却、退職給付会計における数理計算上の差異の費

用処理、研究開発費の支出時費用処理、投資不動産の時価評価及び固定資産の再評価、少数株主損

益の会計処理）を条件に、これを連結決算手続上利用することができる。

 

関連会社については、企業会計基準第16号「持分法に関する会計基準」により、同一環境下で行

われた同一の性質の取引等について、投資会社（その子会社を含む。）及び持分法を適用する被投

資会社が採用する会計処理の原則及び手続を原則として統一することと規定されている。ただし、

実務対応報告第24号「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」により、在外関連会

社については、当面の間、実務対応報告第18号で規定される在外子会社に対する当面の取扱いに準

じて行うことができる。

 

3) 企業結合

 

IFRSでは、企業結合は取得法で会計処理することが要求されている。子会社の支配を獲得した取

得日に、のれんと区別して、その識別可能な資産及び負債は一般的に支配獲得日の公正価値によ

り、また非支配持分を連結財務諸表に計上する。発生した買収コストのうち、負債性証券又は持分

証券の発行コスト以外のものは、IAS第32号に基づき費用処理される。

 

日本基準では、企業結合はパーチェス法で会計処理することが要求されている。パーチェス法に

よる会計処理では、企業結合の対価は公正価値で測定される。また、企業結合に直接要した支出額

のうち、取得の対価性が認められる外部のアドバイザー等に支払った特定の報酬・手数料等は取得

原価に含め、それ以外の支出額は発生時の事業年度の費用として処理する。ただし、2013年９月13

日に企業会計基準第21号「企業結合に関する会計基準」が改正され、2015年４月１日以後開始する

事業年度の期首（早期適用も可能である。）からは、日本でも取得関連費用は発生した事業年度の

費用として処理することになる。

 

4) のれんの当初認識と非支配持分の測定方法

 

IFRSでは、取得企業は，次の(a)が(b)を超過する額として測定される取得日時点ののれんを認識

する。

(a)　次の総計

(i)  移転された対価（通常は取得日における公正価値）
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(ii)  被取得企業のすべての非支配持分の金額

(iii) 段階的に達成される企業結合の場合には，取得企業が以前に保有していた被取得企業の

資本持分の取得日における公正価値

(b)　取得した識別可能な資産及び引き受けた負債の取得日における正味の金額

 

IFRS第3号Ｒでは、非支配持分の認識について次の2つの方法のうちいずれかの方法の選択適用が

認められている。

1)　非支配持分を取得日に公正価値により測定する。(いわゆる、全部のれんアプローチ)

2)　非支配持分は被取得企業の識別可能資産の純額の価値に対する非支配持分割合相当額により測

定する。 (いわゆる、購入のれんアプローチ)

 

日本基準では、のれんは取得原価が取得した資産及び引き受けた負債に配分された純額に対する

持分相当額を超過する額として算定される。(いわゆる、購入のれんアプローチ)

 

子会社の資産及び負債は取得日において公正価値により測定され、少数株主持分は取得日におけ

る純資産の公正価値の少数株主持分割合相当額により認識される。(いわゆる、全面時価評価法)

 

企業会計基準第５号「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」に基づき、少数株主持

分は純資産の部に計上される。連結損益計算書上では、少数株主損益は純利益前の個別項目として

表示され、純利益には親会社の株主に帰属する利益のみが含まれる。2013年９月13日に企業会計基

準第22号「連結財務諸表に関する会計基準」が改正され、2015年４月１日以後開始する連結会計年

度の期首から、「少数株主持分」の呼称は「非支配株主持分」に変更される。

 

5) のれんの償却

 

IFRSでは、のれんは償却されず、年１回若しくは事象や状況の変化が減損の可能性を示唆する場

合はより頻繁に、減損テストが実施される。

 

日本基準では、のれんは20年以内のその効果が及ぶ期間にわたり定額法その他の合理的方法によ

り規則的に償却され、必要に応じて減損処理の対象となる。また、負ののれんについては、企業会

計基準第21号「企業結合に関する会計基準」に従い、その発生が見込まれる場合には、取得企業

は、すべての識別可能資産及び負債が把握されているか、また、それらに対する取得原価の配分が

適切に行われているかを見直す。その見直し後もなお負ののれんが生じる場合には、当該負ののれ

んが生じた事業年度の利益として処理する。

 

6) 段階取得

IFRSでは、段階取得による企業結合の場合、支配獲得前に保有していた被取得企業に対する持分

を取得日における公正価値により再評価し、再評価差額は純損益に認識する。さらに、取得企業が

被取得企業への持分の価値の変動をその他の包括利益に認識していた場合には、その認識額につい

ては取得企業が従来から保有していた持分を直接処分する場合に求められる会計処理と同じ基準に

より認識される。非支配持分の測定については、上記「のれんの当初認識と非支配持分の測定方

法」を参照のこと。

 

日本基準では、連結財務諸表上、支配を獲得するに至った取引のすべてについて、企業結合日の

公正価値で取得原価を算定する。当該取得原価と、支配獲得までの個々の取引の原価合計との差額

は損益とする。少数株主持分の測定については、上記「のれんの当初認識と非支配株主持分の測定

方法」を参照のこと。
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7) 金融商品の評価

 

IFRSでは、IAS第39号「金融商品：認識と測定」に基づき金融資産及び金融負債は以下のように

測定される。

・　トレーディング目的として分類される金融資産及び金融負債は公正価値で測定され、公正価値

の変動は純損益に認識される。

・　純損益を通じて公正価値で測定すると指定された金融資産及び金融負債は公正価値で測定さ

れ、利得及び損失は純損益に認識される。純損益を通じて公正価値で測定する金融商品として指定

できるのは、その指定が(a)測定又は認識の不一致を解消又は著しく減少させる場合、(b)公正価値

に基づいて管理し評価する金融資産グループ又は金融負債グループ若しくはその両方に適用される

場合、又は(c)主契約と密接な関係がないことが明らかな組込デリバティブを含む金融商品に関係

する場合及びさもなければ契約上求められていたはずのキャッシュ・フローを、その組込デリバ

ティブが大幅に変更する場合に限られている。

・　売却可能金融資産は、貸借対照表上、公正価値で測定される。減損損失及び外貨建貨幣性売却

可能金融資産の償却原価の換算から生じる外国為替差額は、実効金利法を適用して計算した利息と

ともに純損益に認識されている。売却可能金融資産の公正価値のその他の変動は、その他の包括利

益に認識され、売却により累積利得又は損失が純損益に再分類されて認識されるまでは、株主資本

の区分項目として計上されている。

・　貸付金及び債権は、実効金利法を用いて、償却原価で測定される。

・　満期保有投資は、実効金利法を用いて、償却原価で測定される。

・　トレーディング目的又は純損益を通じて公正価値で測定すると指定された金融負債以外の金融

負債は、実効金利法を用いて、償却原価で測定される。

・　ヘッジ手段として指定されたデリバティブ以外のデリバティブは、純損益を通じて公正価値で

測定される。

 

IFRS第13号「公正価値測定」は、公正価値を決定する際に使用される金融情報についての統一し

た枠組を示し、また、金融及び非金融資産及び負債の公正価値の測定方法についての指針を提供し

ている。この基準は、他のIFRS基準が公正価値の測定又は公正価値測定の開示を要求、又は認可す

る際に適用される。

 

日本基準では、企業会計基準第10号「金融商品に関する会計基準」に従い、金融資産及び金融負

債は以下のように測定される。

・　売買目的有価証券は、公正価値で測定し、公正価値の変動は損益認識される。

・　満期保有目的の債券は取得原価又は償却原価で測定される。

・　売買目的有価証券、満期保有目的の債券、子会社株式及び関連会社株式以外の有価証券（「売

却可能有価証券（その他有価証券）」）は、公正価値で測定し、公正価値の変動額は、(a) 純資産

に計上され、売却、減損あるいは回収時に損益計算書へ計上される、若しくは(b) 個々の証券につ

いて、公正価値が原価を上回る場合には純資産に計上し、下回る場合には損益計算書に計上する。

・　時価を把握することが極めて困難と認められる有価証券については、それぞれ次の方法によ

る。

(a)　社債その他の債券の貸借対照表価額は、取得原価又は償却原価とする。

(b)　社債その他の債券以外の有価証券は取得原価をもって貸借対照表価額とする。

・　貸付金及び債権は取得原価又は償却原価で測定される。

・　金融負債は債務額で測定される。ただし社債については償却原価法に基づいて算定された価額

で評価される。

・　IFRSで認められる公正価値オプションに関する規定はない。
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8) 金融資産の減損

 

IFRSでは、報告企業が、満期保有目的、売却可能又は貸付金及び債権に分類される金融資産又は

金融資産グループが減損しているという客観的証拠の有無について各報告日に評価する。

 

貸付金及び債権又は満期保有目的債券－貸付金及び債権又は満期保有目的債券に分類される金融

資産又は金融資産グループに減損損失が生じているという客観的証拠がある場合、資産又は資産グ

ループの帳簿価額と資産又は資産グループから生じる将来キャッシュ・フローの見積額を当初認識

時に当該金融資産に適用される実効金利で割り引いた現在価値との差額を減損損失として認識す

る。

 

売却可能金融資産－売却可能に分類される金融資産の公正価値の減少が直接その他の包括利益に

認識されていて、当該資産が減損している客観的証拠がある場合、当該損失の累計額は資本から純

損益に振り替えられる。減損損失は、金融資産の取得原価又は償却原価とその直近の公正価値との

差額から、過年度に損益計算書に認識した減損額を控除した額として測定される。さらに、一度資

本性金融商品に対する投資額が減損すると、その後のすべての損失は損益計算書において認識され

る。売却可能な資本性金融商品に係る減損損失の損益を通じての戻入は禁止されているが、売却可

能な負債性商品に係る減損損失は、その後の事象に客観的に関連して公正価値が増加した場合に戻

入が行われ、損益計算書に認識される。資本性金融商品に対する投資の取得価額を下回る公正価値

の著しい下落又は長期的にわたる下落は、減損の客観的証拠となる。

 

日本基準では、公正価値が入手可能な金融資産（売買目的有価証券を除く。）について、取得原

価又は償却原価で計上される金融資産（貸付金及び債権を除く。）の公正価値が帳簿価額（償却原

価）を下回って著しく下落した場合、回復する見込みがあると認められる場合を除き、当該資産の

帳簿価額は公正価値まで減額される。減損損失の額は当期純利益に認識される。また、減損損失の

戻入は認められない。

 

貸出金及び債権については、債務者の財政状態及び経営成績等に応じて債権を3つ（一般債権、

貸倒懸念債権及び破産更生債権等。金融機関では5つ）に区分し、区分ごとに定められた方法に従

い貸倒見積高を算定する。

 

9) 金融資産の認識の中止

 

IFRSでは、金融資産から生じるキャッシュ・フローを受取る契約上の権利が消滅し、又は、金融

資産が譲渡され、かつ、その譲渡が認識の中止の要件を満たす場合、金融資産の認識は中止され

る。譲渡においては、報告主体は、(a)資産のキャッシュ・フローを受取る契約上の権利を移転す

ること、又は(b)資産のキャッシュ・フローを受取る契約上の権利を保持するが、そのキャッ

シュ・フローを第三者に支払う契約上の義務を引受けること（一定の要件を満たす場合）、のいず

れかの場合には、金融資産を譲渡しているとされる。譲渡が行われた後、会社は、譲渡した資産の

所有に係るリスク及び経済価値をどの程度保持しているかを評価する。実質的にすべてのリスク及

び経済価値が保持している場合は、その資産は引続き財政状態計算書に計上される。実質的にすべ

てのリスク及び経済価値が移転された場合は、当該資産の認識は中止される。実質的にすべてのリ

スク及び経済価値が保持、ないしは移転もされない場合は、会社はその資産の支配を引続き保持し

ているかどうかについて評価をする。支配を保持していない場合は、当該資産の認識は中止され

る。一方、会社が当該資産の支配を保持している場合、継続的関与の範囲程度に応じて、引続きそ

の資産の認識を継続することとなる。
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日本基準では、譲渡金融資産の財務構成要素ごとに、支配が第三者に移転しているかどうかの判

断に基づいて、当該金融資産の認識の中止がなされる。

 

10) 金融商品の分類変更

 

IFRSでは、貸付金及び債権（支払額が固定的又は決定可能で、活発な市場において相場がない非

デリバティブ金融資産）の定義を満たすトレーディング目的保有金融資産及び売却可能金融資産

は、企業が当該金融商品を予見可能な将来又は満期まで保有する意思及び能力がある場合、貸付金

及び債権に分類変更することができる。さらに、貸付金及び債権の定義を満たさないトレーディン

グ目的保有金融資産は、ごく稀な状況で、売却可能金融資産又は満期保有目的投資に変更される可

能性がある。分類変更は、分類変更時の公正価値で行われる。当該公正価値は、適宜、当該資産の

新たな取得原価又は償却原価となる。

 

日本基準では、売買目的又は売却可能（その他有価証券）から満期保有目的への分類変更は認め

られていない。

 

11) ヘッジ会計

 

IFRSでは、IAS第39号に基づき、下記のタイプのヘッジ関係が認められている。

 

公正価値ヘッジ－公正価値ヘッジにおいては、デリバティブ金融商品の利得又は損失は純損益に認

識されている。ヘッジされたリスクに起因するヘッジ対象に関する利得又は損失は純損益に認識さ

れ、ヘッジ対象の帳簿価額が調整される。

 

キャッシュ・フロー・ヘッジ－デリバティブ金融商品が、認識された資産若しくは負債又は発生の

可能性の高い予定取引からのキャッシュ・フローの変動のヘッジとして指定される場合、ヘッジ手

段の利得又は損失の有効部分は、その他の包括利益に直接認識され、また非有効部分は、純損益に

認識される。

 

在外営業活動体に対する純投資のヘッジ－在外営業活動体に対する純投資をヘッジしている場合、

有効なヘッジと判断されるヘッジ手段から生じる為替換算差額は、その他の包括利益に直接認識さ

れている。非有効部分については、純損益に認識されている。

 

日本基準では、デリバティブ取引について、会計基準により定められたヘッジ会計の要件を満た

す場合には、原則として、「繰延ヘッジ会計」（時価評価されているヘッジ手段に係る損益又は評

価差額を、ヘッジ対象に係る損益が認識されるまで純資産の部において繰り延べる方法）を適用す

る。非有効部分を合理的に区分できる場合には、非有効部分を繰延処理の対象とせずに当期の損益

に計上する方針を採用することができる。ヘッジ対象である資産又は負債に係る相場変動等を会計

基準に基づき損益に反映させることができる場合には、「時価ヘッジ会計」（ヘッジ対象である資

産又は負債に係る相場変動等の損益とヘッジ手段に係る損益とを同一の会計期間に認識する。）を

適用できる。

 

12) 退職後給付

 

IFRSでは、確定給付制度においては、制度負債は、予測単位積増方式を用いた数理計算に基づき

測定され、制度負債と同様の期間及び同様の通貨の優良社債の直接利回りを反映した金利で割引か

れている。制度資産は、公正価値で測定されている。当該制度の資産が負債を超える場合は資産

(超過額)として、不足する場合は負債(不足額)として、それぞれ貸借対照表に計上されている。各
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貸借対照表日においては、制度資産及び確定給付制度債務は再測定される。損益計算書において

は、以下を除く利得又は損失の変動を反映する：退職給付制度への拠出及び制度から支払われる退

職給付並びに企業結合及び再測定後の利得及び損失。再測定された利得及び損失は、数理計算上の

差異及び制度資産からの収益（確定給付負債又は資産の純額に係る利息純額に含められた金額を除

く）及び資産上限額の影響の変動（確定給付負債又は資産の純額に係る利息純額に含まれる金額を

除く）からなる。再測定された金額は、その他の包括利益に計上される。

 

利益又は損失として認識される年金費用（収入）の金額は、制度資産の原価に含めることが要求

されているか、又は、認められている場合を除いて、以下の個々の構成要素に含まれる。

－ 勤務費用（当期中の従業員の勤務により生じる、確定給付制度債務の現在価値の増加）

－ 利息費用の純額（確定給付制度債務の割引による戻入分及び制度資産からの理論的な収益）

 

日本基準では、2012年５月17日に企業会計基準第26号「退職給付に関する会計基準」及び企業会

計基準適用指針第25号「退職給付に関する会計基準の適用指針」が公表され、従来までオフバラン

スであった未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用が貸借対照表に認識されることとなっ

た。なお、その期に費用処理される退職給付費用の金額については変更ないが、過去勤務費用等の

発生額のうちその期に費用処理されない部分は、貸借対照表のその他の包括利益累計額に計上され

る。これらはその後の期間にわたって費用処理され、当期純利益を構成する。この取扱いは、2013

年４月１日以後開始する事業年度の年度末に係る財務諸表から適用されている。

 

13) 有給休暇引当金

 

IFRSでは、改訂IAS第19号「従業員給付」に従って、有給休暇引当金を計上することが要求され

ている。

 

日本基準においては、該当する規定はない。

 

14) リース

 

IAS第17号「リース」に基づき、リース契約は、所有権の有無にかかわらず、資産の所有に伴う

実質的にすべてのリスク及び経済価値が借手に移転する場合、ファイナンス・リースとして分類さ

れている。ファイナンス・リースかオペレーティング・リースかの判断にあたっては、日本基準で

みられるような数値基準は無い。

 

リースがファイナンス・リースであるか、オペレーティング・リースであるかは、契約の形式よ

りも取引の実質を見て判断される。ファイナンス・リースでは、リース期間の開始時点において、

リース資産の公正価値と最低支払リース料総額の現在価値のいずれか低い方の金額で、資産及び負

債として認識する。

 

なお、日本基準のような簡便的な取扱いは定められていない。

 

日本基準では、ファイナンス・リース取引とは、解約不能かつフルペイアウトの要件を満たすも

のをいい、ファイナンス・リース取引に該当するかどうかについてはその経済的実質に基づいて判

断すべきものであるが、解約不能リース期間が、リース物件の経済的耐用年数の概ね75％以上又は

解約不能のリース期間中のリース料総額の現在価値が、リース物件を借手が現金で購入するものと

仮定した場合の合理的見積金額の概ね90％以上のいずれかに該当する場合は、ファイナンス・リー

スと判定され、借手の財務諸表に資産計上し、対応するリース債務を負債に計上する。ただし、少

額（リース契約１件当たりのリース料総額が300万円以下の所有権移転外ファイナンス・リース）
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又は短期（１年以内）のファイナンス・リースについては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じて

会計処理を行うことができる。2007年３月30日に企業会計基準第13号「リース取引に関する会計基

準」の公表により従前のリース会計基準が改正され、2008年４月１日以降開始する事業年度から適

用されている。この改正後基準の下では、それまで賃貸借取引に準じた会計処理が認められていた

所有権移転外ファイナンス・リースについても、通常の売買取引に係る方法に準じて、リース物件

及びこれに係る債務をリース資産及びリース債務として財務諸表に計上することとなった。ただ

し、リース取引開始日が企業会計基準第13号適用初年度開始前のリース取引で、所有権移転外ファ

イナンス・リースの場合、引き続き通常の賃貸借取引に準じた会計処理を適用できる。この場合

は、借手の財務諸表に、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を適用している旨

及び資産計上されたと仮定した場合の一定の注記開示が必要とされる。

 

15) 無形資産及び有形固定資産の減損

 

IFRSでは、各報告日において、有形固定資産又は無形資産の減損の兆候の有無について評価して

いる。そのような兆候が存在する場合、会社は当該資産の回収可能価額及び減損損失を見積らなけ

ればならない。のれん及び耐用年数を特定できない無形資産については、年１回若しくは事象や状

況の変化が減損の兆候を示す場合はより頻繁に、減損テストが実施される。無形資産（のれんを除

く。）又は有形固定資産に係る減損損失の戻入は、回復の都度、認識されている。ただし、増加し

た帳簿価額は、減損損失計上前の帳簿価額を超えてはならない。なお、のれんに係る減損損失の戻

入は行われない。

 

日本基準では、「固定資産の減損に係る会計基準」に従い、資産の減損の兆候が認められ、かつ

割引前将来キャッシュ・フローの総額（20年以内の合理的な期間に基づく）が帳簿価額を下回ると

見積られる場合において、回収可能価額（正味売却価額と使用価値（継続的使用と使用後の処分に

よって生ずると見込まれる将来キャッシュ・フローの現在価値）のいずれか高い方の金額）と帳簿

価額の差額につき減損損失を計上する。減損損失の戻入は認められない。

 

16) 引当金の計上基準

 

IFRSでは、以下の要件すべてを満たす場合に認識しなければならない。

・　企業が過去の事象の結果として現在の債務（法的又は推定的）を有している。

・　当該債務を決済するために経済的便益を有する資源の流出が必要となる可能性が高い。

・　当該債務の金額について信頼性のある見積りができる。

 

貨幣の時間価値による影響が重要な場合には、引当金額は債務の決済に必要と見込まれる支出の

現在価値としなければならない。

 

日本基準では、以下のすべてを満たす場合に認識しなければならない。

・　将来の特定の費用又は損失である。

・　その発生が当期以前の事象に起因する。

・　発生の可能性が高い。

・　その金額を合理的に見積もることができる。

 

日本基準においては、「現在の債務」であることが明確に要請された規定は無い。

 

引当金について割引計算について該当する一般的な規定はない。資産除去債務は割引価値で算定

する。割引率は、貨幣の時間的価値を反映した税引前のリスクフリーレートである。

 

EDINET提出書類

ナティクシス(E15244)

有価証券報告書

599/617



17) コミットメント及び実行手数料

 

IFRSでは、コミットメント及び実行手数料は、融資枠残高に対する割合により決定されている。

融資枠が使用される可能性が低い場合、この手数料は融資枠の契約期間にわたり定額法により損益

として認識され、その他の場合は、貸付が実行されるまで繰延べられ、実行の際に実効金利に対す

る調整として認識されている。

 

日本基準では、コミットメント手数料は、発生主義に基づき、当期に対応する部分を収益として

認識する。

 

(2) 日本とフランスとの単体の会計原則の相違（フランスの単体の会計原則に係るもの）

 

添付の個別財務諸表は、フランスの金融機関が適用している会計原則に従って作成されている。

これらは日本の会計原則とは、いくつかの点で異なる。直近期の財務諸表に関する主な相違点は以

下のとおりである。

 

1) 資産の減損

 

フランスの会計原則では、貸付金及び債権に関して、延滞貸付金は、借手が契約条件の一部又は

すべてを遵守しないリスクがあると銀行が考えているような貸付金として定義される。これは、

(a)１回又はそれ以上の約定返済の不履行期間が３ヵ月（不動産貸付金及び地方自治体に対する貸

付金の場合は９ヵ月）超の貸付金や、(b)法的手続が既に開始されている貸付金、あるいは (c)デ

フォルトが発生していなくとも、銀行にとって回収可能性にリスクがあると思われる借手に対する

貸付金が該当する。特定の貸付金が延滞貸付金に分類された場合、当該貸付金の債務者に対するそ

の他のあらゆる貸付金及びコミットメントは、自動的に同じ分類となる。

 

フランスの会計原則では、償却可能な固定資産については、決算日時点で潜在的な減損の兆候が

ないかどうかを確認するため、減損テストを行う。非償却資産については、毎年減損テストが行わ

れる。減損の兆候がある場合には、新たな回収可能額と帳簿価額を比較する。資産の減損が発見さ

れた場合、減損損失が損益計算書及び貸借対照表で認識される。この損失は、見積回収可能額に変

更があった場合、あるいは減損の兆候がなくなった場合に戻し入れが行われる。

 

フランスの会計原則に基づく資産の使用価値は、日本の会計原則における割引後将来キャッ

シュ・フローと類似している。また、資産の公正価値の最善の証拠は、ⅰ)拘束力のある売買契約

における価格、ⅱ)市場価格、ⅲ)決算日現在、取引の知識がある自発的な当事者の間で独立第三者

間取引条件による資産の売却から得られる金額について、事業体が入手することのできる最善の情

報とされている。一度認識された減損損失は、その後当該資産（のれんを除く）の減損の理由が存

在しなくなったか減少した場合には、戻し入れられる。

 

日本の会計原則では、固定資産の減損に関する会計基準として、「固定資産の減損に係る会計基

準」が適用されている。当該基準では、長期性資産の割引前見積将来キャッシュ・フローが帳簿価

額より低い場合に、当該帳簿価額と回収可能価額の差額が減損損失として計上される。減損損失の

戻入れは禁止されている。

 

2) 有価証券
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フランスの会計原則では、「有価証券」という用語は、銀行間市場で取引される有価証券、財務

省証券や譲渡性預金、債券及びその他の固定利付証券(固定金利であるか変動金利であるかを問わ

ない)、並びに株式及びその他の変動利付証券を意味する。

 

CRC規則第2005-01号の適用により、有価証券は以下のとおり分類される。

(ⅰ)「トレーディング勘定の有価証券」

このカテゴリーには、短期間で売却するか買戻すことを目的に売買する有価証券や、マーケット・

メイキング業務の結果として保有している有価証券が含まれる。これらの有価証券は、活発な市場

で取引可能であり、かつ市場価格が正常な競争環境で定期的に行われる実際の取引の価格を反映し

ている場合、市場価格で評価される。これら有価証券の市場価格の変動は、損益計算書及び貸借対

照表に認識される。

(ⅱ)「売却可能有価証券」

このカテゴリーには、その他のカテゴリーのいずれにも分類されない有価証券が含まれる。株式、

債券及びその他の固定利付証券は、取得原価(未収利息を除く)と、推定市場価値(通常、株式市場

価格に基づき決定される)のうちいずれか低い方の価額で評価される。

(ⅲ)「中期的に売却可能な持分証券」は、長期的な利益獲得を念頭においた発行体の事業開発への

投資ではなく、中期的な利益獲得を念頭に置いたポートフォリオ管理を目的とする投資で構成され

る。これらの有価証券は、取得原価と公正価値のうちいずれか低い方の価額で銘柄ごとに計上され

る。

(ⅳ)「満期保有目的証券」は、既定の満期がある固定利付証券(主に債券、銀行間市場で取引され

る有価証券、財務省証券やその他譲渡性預金)のうち、満期まで保有するという当行の意思がある

ものに関連している。これらの有価証券の取得原価と償還価格の差額は、利息法を用いて損益計算

書に認識される。貸借対照表では、当該証券の残存期間にわたり、当該証券の帳簿価額がその償還

価額まで償却される。

(ⅴ)「その他長期投資」は、当行が、発行体の経営に積極的に参加することではなく、発行体と特

別な関係を築くことにより長期的な事業関係の構築を促進することを意図しながら、長期的視点で

十分な利益を獲得することを目的に長期保有する意図を持っているような株式及び関連商品であ

る。この種の有価証券は、取得原価と公正価値のいずれか低い方の価額で銘柄ごとに計上される。

(ⅵ)「関連会社に対する資本持分及び投資」は、当行が経営に対する重要な影響力を持っている関

連会社に対する投資や、当行の事業開発上戦略的意図を持った投資を含む。当該影響力は、当行が

少なくとも10％の所有持分を保有している場合に存在するものとみなされる。この種の有価証券

は、取得原価と公正価値のいずれか低い方の価額で銘柄ごとに計上される。

 

クレジットイベントが発生した場合、「売却可能」又は「満期保有目的」のポートフォリオ内で

保有する固定利付証券は、貸付金及び債権並びにコミットメントに適用される基準と同じ基準に基

づき、延滞貸付金に分類される。取引先リスクにさらされている有価証券が延滞貸付金に分類さ

れ、関連引当金の額を個別に特定できる場合、対応する費用は「リスク費用」に含まれる。

 

日本の会計原則では、有価証券は経営者の保有目的及びその能力により以下のように分類及び会

計処理される。

(ⅰ) 売買目的有価証券

短期間の価格変動により利益を得ることを目的として保有される。時価で計上され、評価差額は当

期の損益として計上される。

(ⅱ) 満期保有目的の債券

満期まで保有する積極的な意思とその能力に基づいて、満期までの保有が見込まれる債券。償却原

価法に基づいて算定された価額で計上される。

(ⅲ) 子会社株式及び関連会社株式

子会社株式及び関連会社株式は、個別財務諸表では取得原価で計上される。
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(ⅳ)その他有価証券

上記のいずれにも分類されない有価証券。時価で計上され、評価差額は、税効果を調整の上、純

資産の部に計上される。

 

その他有価証券で市場価格のないものについては取得原価で計上される。

著しい時価の下落が生じた場合には、有価証券の帳簿価額は時価まで減額され、かかる評価差額は

当期の損失として処理される。

 

3) 自己株式

 

フランスの会計原則では、自己株式は資産として計上され、必要に応じて引当金の設定対象とな

る。従業員割当を目的として取得された自己株式は、市場価格に基づく減損の対象とはならない。

 

日本の会計原則では、自己株式は取得原価により、純資産の部の株主資本の末尾に自己株式とし

て一括して控除する形式で表示される。

 

4) 年金その他の退職後給付

 

フランスの会計原則では、法定財務諸表上に年金及びその他の退職後給付を認識することは要求

されていない。しかし、CNC緊急委員会意見書2000-A及びプランコンタブルジェネラル第351-1条の

適用により、退職後給付を法定財務諸表上に認識することを選択することができる。

 

日本の会計原則では、個別財務諸表と連結財務諸表の両方において退職後給付を認識することが

要求されている。

 

5) リスク費用引当金

 

フランスの会計原則では、銀行取引と無関係な項目に対する当該引当金は、以下の場合に限り計

上できる。

－ 期末日において第三者に対する債務を有している場合

－ 第三者へ経済的資源を提供しなければならない可能性が高い場合

－ かつ見返りとして提供物と同等の経済的便益を当該第三者から得られる見込みがない場合

 

日本の会計原則では、将来の特定の費用又は損失について、その発生が当期以前の事象に起因

し、発生の可能性が高く、その金額を合理的に見積もることができる場合に、当期の負担に属する

金額を当期の費用又は損失として引当金に繰り入れる。

 

6) 法人所得税の会計処理

 

フランスの会計原則では、繰延税金資産及び負債の計上は選択可能であるが、当期税金は認識す

る必要がある。当行は個別財務諸表では、繰延税金資産及び負債の計上の選択はしておらず、当期

税金のみ認識している。

 

日本の会計原則では、税金費用は税引前利益に基づいて計上され、個別財務諸表と連結財務諸表

の両方において繰延税金の計上が行われる。

 

7) デリバティブ
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フランスの会計原則では、金利、為替、株式先物の売買目的取引及びヘッジ取引に係るコミット

メントは、オフバランス・シート項目として当該契約の想定元本額で計上される。適用される会計

方針は金融商品の種類及び当初の取引目的により異なる。

 

先物取引

金利スワップ及び類似契約（金利先渡契約、カラー取引など）は当初の取引目的により次のよう

に分類される。

・ ミクロヘッジ（個別ヘッジ）

・ マクロヘッジ（貸借対照表全体が対象）

・ 投機的ポジション／独立オープンポジション

・ 売買目的ポートフォリオと併せて利用

 

上記の最初の二つのカテゴリについての受け払い金額は、期間按分して純損益に認識する。独立

オープンポジションの基準を満たす先物契約の利得及び損失は、金融商品の種類に応じて、当該先

物契約が決済された時点か、又は当該先物契約期間にわたり純損益に計上する。特定資産運用契約

として分類される契約は、カウンターパーティー・リスク及び将来の維持管理費の現在価値を斟酌

するための割引を適用した上で再構築コスト法又は債券相当アドオン方式を用いて測定される。あ

る会計期間から次の会計期間までの価値の変動は、損益計算書において直ちに認識する。

 

オプション

オプションの原資産の想定元本額は、ヘッジ目的の契約と資本市場売買取引の一環としての契約

に区分されて認識される。

金利オプション、為替オプション、又はエクイティ・オプションについては、支払ったプレミア

ム又は受領したプレミアムは仮勘定に認識する。組織化された市場又は類似の市場で取引されたオ

プションは、年度末に評価され純損益に認識される。店頭オプション(OTC）は、キャピタル・ロス

については引当金が認識されるが、未実現利得については認識しない。

 

ヘッジ手段の収益及び費用は、ヘッジ対象から発生する収益及び費用と対称になるように認識す

る。

 

日本の会計原則では、スワップ、先物、先渡及びオプション等のデリバティブ取引は公正価値で

測定される。再評価に係る利得又は損失は、適格なヘッジ手段として指定されていない限り損益計

算書に損益として認識される。

 

日本の会計原則では、文書化及びヘッジの有効性に関する一定の適格要件が満たされていること

を条件として、ヘッジ会計の適用が認められている。ヘッジ会計においては、ヘッジ手段の再評価

に係る利得及び損失は、ヘッジ対象の利得又は損失が損益計算書に認識されるまで、原則として、

純資産の部において繰延べられる。一定の条件下では、ヘッジ対象及びヘッジ手段双方の再評価に

係る利得又は損失を、同一の会計期間に、損益計算書において認識することができる。

 

複合金融商品に含まれる組込デリバティブについては通常、一定の条件を満たす場合に、主契約

から分離され、金融資産又は負債として公正価値で測定される。再評価に係る利得又は損失は、損

益計算書に損益として認識される。
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第７ 【外国為替相場の推移】
 

ユーロと本邦通貨との間の為替相場は、最近５年間及び最近６ヶ月間において、国内において時事に関す

る事項を掲載する２以上の日刊新聞紙に掲載されているため、本項の記載を省略する。

 

第８ 【本邦における提出会社の株式事務等の概要】
 

該当事項なし。

 

第９ 【提出会社の参考情報】
 

１ 【提出会社の親会社等の情報】

 

該当事項なし。

 

２ 【その他の参考情報】

 

当該事業年度の開始日から本書提出日までの期間において提出された書類及び提出日は以下のとおりであ

る。

 

(1) 有価証券届出書及びその添付書類 提出日：2015年２月13日

(2) 有価証券届出書の訂正届出書及びその添付書類（上記(1)の訂正） 提出日：2015年２月24日

(3) 有価証券届出書の訂正届出書（上記(1)の訂正） 提出日：2015年２月26日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】
 

第１ 【保証会社情報】
 

該当事項なし。

 

第２ 【保証会社以外の会社の情報】
 

該当事項なし。

 

第３ 【指数等の情報】
 
１【当該指数等の情報の開示を必要とする理由】

 

(1) 当行の発行している有価証券

 

ナティクシス 2018年３月16日満期 期限前償還条項付 日経平均株価参照 円建社債（ノックイン型）

 

(2) 理由

 

上記社債は、満期償還額及び早期償還の有無が日経平均株価により決定されるため、日経平均株価につい

ての開示を必要とする。

 

(3) 内容

 

日経平均株価とは、東京証券取引所市場第一部に上場されている選択された225銘柄の株価指数である日経

平均株価（日経225）をいい、かかる指数は株式会社日本経済新聞社により計算及び公表される。

 

２【当該指数等の推移】

 

日経平均株価の過去の推移（終値ベース）

（単位：円）

最近５年間の

年別最高・最低値

年別 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年

最高 11,339.30 10,857.53 10,395.18 16,291.31 17,935.64

最低  8,824.06  8,160.01  8,295.63 10,486.99 13,910.16

最近６ヶ月の

月別最高・最低値

月別 2014年７月 2014年８月 2014年９月 2014年10月 2014年11月 2014年12月

最高 15,646.23 15,613.25 16,374.14 16,413.76 17,490.83 17,935.64

最低 15,164.04 14,778.37 15,476.60 14,532.51 16,780.53 16,755.32

出所：ブルームバーグ・エルピー
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ナティクシス
 

本店：75013 パリ市ピエール・マンデス－フランス通り30番地

 

連結財務諸表に対する法定監査人の監査報告書
 

2014年12月31日に終了した年度

 

株主各位

 

　株主総会で私たちに委託された任務に従い、私たちは2014年12月31日に終了した年度に関し、株主各位に

以下についてここに報告する。

－本報告書に添付のナティクシス・グループの連結財務諸表の監査

－私たちの評価の妥当性

－法律によって要求されている特定の検証

連結財務諸表は取締役会によって承認されている。私たちの責任は、私たちの監査に基づいて、これらの

財務諸表に対する意見を表明することにある。

 

Ⅰ- 連結財務諸表に対する意見

私たちは、フランスにおいて適用される専門的基準に準拠して監査を行った。これらの基準は、私たちに

連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査を計画し実施す

ることを求めている。監査では、連結財務諸表上の金額及び開示内容についての監査証拠を入手するため

に、試査又はその他の抽出方法を用いた手続が実施される。監査にはまた、採用された会計方針の適切性及

び会計上の見積りの妥当性並びに全体としての連結財務諸表の表示を評価することも含まれる。私たちは、

監査意見の基礎となる十分且つ適切な監査証拠を入手したと判断している。

私たちの意見では、連結財務諸表は、欧州連合によって採択された国際財務報告基準に準拠して、グルー

プの2014年12月31日現在の資産、負債及び財政状態並びに同日に終了した年度の経営成績について真実且つ

公正な概観を与えている。

上述の意見を限定することなく、私たちは、IFRS第10号「連結財務諸表」、IFRS第11号「共同支配の取決

め」及びIFRS第12号「他の企業への関与の開示」の初度適用による影響について記載した添付書類の注記

1.1、3.1及び４、並びにIAS第32号の修正「金融商品：表示‐金融資産と金融負債の相殺」による影響につい

て記載した添付書類の注記1.1、5.13及び6.3について株主各位の注意を喚起する。

 

Ⅱ- 私たちの評価の妥当性

私たちの評価の妥当性に関するフランス商法第L.823-9条の規定に従い、私たちは以下の項目について株主

各位の注意を喚起する。

 

旧GAPC分離ビークルの資産に関する保証メカニズム

連結財務諸表に対する注記5.7に記載の通り、BPCEとの間で、ワークアウト・ポートフォリオ管理組織

（GAPC）内に区分された一定の資産をカバーする保証メカニズムが2009年７月１日から設定されている。私

たちはこのメカニズムの監視手続及びグループの財務諸表における当該取引の処理についてレビューを行っ

ている。

 

金融商品の測定

連結財務諸表に対する注記5.6、5.10、6.7.7及び6.19に記載の通り、グループは、内部のモデル及び手法

を使用して、活発な市場で取引されていない金融商品の測定及び一定の減損損失の計上を行っている。私た

ちは、モデルの検証、使用されたパラメータの定義及びパラメータの観察可能性の評価に関連した統制手続

を検証した。

EDINET提出書類

ナティクシス(E15244)

有価証券報告書

606/617



信用リスク及び相手先リスクに関する減損及び引当金

グループは、その活動に内在する信用リスク及び相手先リスクをカバーするために減損損失及び引当金を

認識している（連結財務諸表に対する注記5.1、5.2、5.3、6.5、6.16.1及び7.7）。私たちは、信用及び相手

先リスクの監視、回収不能リスクの評価、並びに対応する個別及び集合的な減損及び引当金の計算に関連し

た統制手続をレビューした。

 

売却可能資産の減損

グループは、売却可能資産が価値の下落を被った客観的証拠が存在する場合に、当該資産に対する減損損

失を認識している（連結財務諸表に対する注記5.1、6.4、7.4及び7.7）。私たちは、減損の証拠の識別及び

最大減損損失の測定に関連した統制手続、並びに該当する場合には当該資産の価値の下落をカバーするため

の減損損失の認識にあたって行われた見積りをレビューした。

 

保険契約に関連した負債

グループは、保険契約に関連したリスクに関する責任準備金を計上している（連結財務諸表に対する注記

6.9.3、6.15及び7.5.2）。私たちは、これらの保険契約の測定に使用された手法並びに使用された主要な仮

定及びパラメータをレビューした。

 

無形資産の測定

グループは、連結貸借対照表に計上される無形資産及びのれんの測定を更新している（連結財務諸表に対

する注記2.5、5.8及び6.12）。私たちは、この作業の実施に使用された手法並びに主要な仮定及びパラメー

タをレビューした。

 

繰延税金の認識

グループは、繰越欠損金に関する繰延税金資産を認識した（連結財務諸表に対する注記5.21及び6.8）。私

たちは、繰延税金資産の認識の基礎となった主要な見積り及び仮定を検証した。

 

従業員給付債務

グループは、従業員給付債務をカバーするために引当金を計上している（連結財務諸表に対する注記5.14

及び5.15）。私たちは、これらの給付債務の測定に使用された手法並びに適用された主要な仮定及びパラ

メータを検証した。

 

偶発事象及び損失に対するその他の引当金

グループは、その事業活動から発生する偶発事象及び訴訟をカバーするために引当金を計上している（連

結財務諸表に対する注記5.14、6.16及び7.7）。私たちは、これらの引当金の測定に使用された手法及び適用

された主要な仮定を検証した。

 

これらの評価は、全体としての財務諸表に対する私たちの監査の一環として行われたものであり、このた

め本報告書の第I項において表明した私たちの監査意見の形成に寄与していた。

 

Ⅲ- 特定の検証

法律の定めるところにより、私たちはまた、フランスにおいて適用される専門的基準に準拠して、グルー

プの経営報告書に記載された情報についても特に検証した。

その適正な表示及び連結財務諸表との整合性に関して、私たちが報告すべき事項はない。

 

ヌイイ・シュール・セーヌ市及びパリ・ラ・デファンス、2015年３月12日

 

デロイト・エ・アソシエ マザー カーペーエムジェー・オーディット

カーペーエムジェー・エス・アの

部門

ジョゼ・ルイス・ガルシア

ジャン・マルク・ミクレール

ミッシェル・ベルベ・マサン

エマニュエル・ドースマン

ジャン・フランソワ・ダンデ
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NATIXIS

 

Siège social : 30, avenue Pierre Mendès-France - 75013 Paris

 

 

Rapport des commissaires aux comptes sur les comptes consolidés

Exercice clos le 31 décembre 2014

 

 

Aux actionnaires,  

En exécution de la mission qui nous a été confiée par votre Assemblée générale, nous vous présentons notre

rapport relatif à l’exercice clos le 31 décembre 2014 sur :

- le contrôle des comptes consolidés du groupe Natixis, tels qu’ils sont joints au présent rapport ;

- la justification de nos appréciations ;

- la vérification spécifique prévue par la loi.

 

Les comptes consolidés ont été arrêtés par le Conseil d’administration. Il nous appartient, sur la base de notre

audit, d'exprimer une opinion sur ces comptes.

 

 

I - Opinion sur les comptes consolidés

 

Nous avons effectué notre audit selon les normes d’exercice professionnel applicables en France ; ces normes

requièrent la mise en œuvre de diligences permettant d'obtenir l'assurance raisonnable que les comptes

consolidés ne comportent pas d'anomalies significatives. Un audit consiste à vérifier, par sondages ou au

moyen d’autres méthodes de sélection, les éléments justifiant des montants et informations figurant dans les

comptes consolidés. Il consiste également à apprécier les principes comptables suivis, les estimations

significatives retenues et la présentation d'ensemble des comptes. Nous estimons que les éléments que nous

avons collectés sont suffisants et appropriés pour fonder notre opinion.

 

Nous certifions que les comptes consolidés de l’exercice sont, au regard du référentiel IFRS tel qu’adopté

dans l’Union européenne, réguliers et sincères et donnent une image fidèle du patrimoine, de la situation

financière, ainsi que du résultat de l'ensemble constitué par les personnes et entités comprises dans la

consolidation.

 

Sans remettre en cause l’opinion exprimée ci-dessus, nous attirons votre attention sur les notes 1.1, 3.1 et 4 de

l’annexe qui exposent les effets de la première application des normes IFRS 10 <<Etats financiers consolidés

>>, IFRS 11 << Partenariats >> et IFRS 12 << Informations à fournir sur les intérêts détenus dans les autres

entités >> ainsi que les notes 1.1, 5.13 et 6.3 de l’annexe qui présentent les conséquences de l’amendement à
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la norme IAS 32 << Instruments financiers : Présentation - Compensation d'actifs financiers et de passifs

financiers >>.

 

 

II - Justification des appréciations

 

En application des dispositions de l’article L. 823-9 du code de commerce relatives à la justification de nos

appréciations, nous portons à votre connaissance les éléments suivants :

 

 

Dispositif de garantie des actifs de l’ex-canton GAPC

 

Comme indiqué dans la note 5.7 de l’annexe, un dispositif de protection par BPCE d’une partie des actifs de l’

ex-canton Gestion Active des Portefeuilles Cantonnés (GAPC) est en place depuis le 1
er

juillet 2009. Nous

avons examiné les modalités de suivi de ce dispositif et le traitement de cette opération dans les comptes du

groupe.

 

Valorisation des instruments financiers

 

 

Comme indiqué notamment dans les notes 5.6, 5.10 , 6.7.7 et 6.19 de l’annexe, le Groupe utilise des modèles

internes pour la valorisation des instruments financiers qui ne sont pas traités sur des marchés actifs, ainsi que

pour la constitution de certaines dépréciations. Nous avons examiné le dispositif de contrôle relatif à la

vérification des modèles, à la détermination des paramètres utilisés et à l’évaluation de l’observabilité de ces

derniers.

 

Dépréciation et provisionnement des risques de crédit et de contrepartie

 

Le Groupe comptabilise des dépréciations et des provisions pour couvrir les risques de crédit et de

contrepartie inhérents à ses activités (notes 5.1, 5.2, 5.3, 6.5 et 6.16.1, 7.7 de l’annexe). Nous avons examiné

le dispositif de contrôle relatif au suivi des risques de crédit et de contrepartie, à l’appréciation des risques de

non-recouvrement et à la détermination des dépréciations et provisions y afférentes sur base individuelle et de

portefeuilles.

 

Dépréciation d’actifs disponibles à la vente

 

Le Groupe comptabilise des dépréciations sur des actifs disponibles à la vente lorsqu’il existe une indication

objective de baisse de la valeur de ces actifs (notes 5.1, 6.4, 7.4 et 7.7 de l’annexe). Nous avons examiné le

dispositif de contrôle relatif à l’identification d’indices de perte de valeur, la valorisation des lignes les plus

significatives, ainsi que les estimations ayant conduit, le cas échéant, à la couverture des pertes de valeur par

des dépréciations.

 

Passifs relatifs aux contrats d’assurance
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Le Groupe constitue des provisions techniques afin de couvrir les risques liés aux contrats d’assurance (notes

6.9.3, 6.15, 7.5.2). Nous avons examiné la méthodologie d'évaluation de ces passifs, ainsi que les principales

hypothèses et paramètres utilisés.

 

Evaluation des actifs incorporels

 

Le Groupe procède à des travaux de mise à jour de l'évaluation des actifs incorporels et des écarts

d'acquisition figurant à son bilan consolidé (notes 2.5, 5.8 et 6.12 de l’annexe). Nous avons examiné les

modalités de mise en œuvre de ces travaux ainsi que les principales hypothèses et paramètres utilisés.

 

 

Activation des impôts différés

 

Le Groupe a comptabilisé des actifs d’impôts différés notamment au titre des déficits fiscaux reportables

(notes 5.21 et 6.8 de l’annexe). Nous avons examiné les principales estimations et hypothèses ayant conduit à

la reconnaissance de ces impôts différés.

 

Engagements sociaux

 

Le Groupe constitue des provisions pour couvrir les engagements sociaux (notes 5.14 et 5.15 de l'annexe).

Nous avons examiné la méthodologie d'évaluation de ces engagements, ainsi que les principales hypothèses et

paramètres utilisés.

 

Autres provisions pour risques et charges

 

Le Groupe constitue des provisions pour couvrir les risques et les litiges générés par son activité (notes 5.14,

6.16 et 7.7 de l’annexe). Nous avons examiné la méthodologie d'évaluation de ces provisions, ainsi que les

principales hypothèses utilisées.

 

Les appréciations ainsi portées s’inscrivent dans le cadre de notre démarche d’audit des comptes consolidés,

pris dans leur ensemble, et ont donc contribué à la formation de notre opinion exprimée dans la première

partie de ce rapport.

 

 

III - Vérification spécifique

 

Nous avons également procédé, conformément aux normes d'exercice professionnel applicables en France, à

la vérification spécifique prévue par la loi des informations données dans le rapport sur la gestion du Groupe.

 

Nous n'avons pas d'observation à formuler sur leur sincérité et leur concordance avec les comptes consolidés.

 

 

Fait à Neuilly-sur-Seine et Paris-La-Défense, le 12 mars 2015

 

Les commissaires aux comptes
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ナティクシス・エス・エー
 

本店：75013 パリ市ピエール・マンデス－フランス通り30番地

株式資本：4,986,412,193.60ユーロ

 

親会社の財務諸表に対する法定監査人の監査報告書
 

2014年12月31日に終了した年度

 

株主各位

 

　株主総会で私たちに委託された任務に従い、私たちは2014年12月31日に終了した年度に関し、株主各位に

以下についてここに報告する。

－本報告書に添付の親会社ナティクシス・エス・エーの財務諸表の監査

－私たちの評価の妥当性

－法律によって要求されている特定の検証及び情報

会社の財務諸表は取締役会によって承認されている。私たちの責任は、私たちの監査に基づいて、これら

の財務諸表に対する意見を表明することにある。

 

1  親会社の財務諸表に対する意見

私たちは、フランスにおいて適用される専門的基準に準拠して監査を行った。これらの基準は、私たちに

会社の財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査を計画し実施

することを求めている。監査では、年次財務諸表上の金額及び開示内容についての監査証拠を入手するため

に、試査又はその他の抽出方法を用いた手続が実施される。監査にはまた、採用された会計方針の適切性及

び会計上の見積りの妥当性並びに全体としての財務諸表の表示を評価することも含まれる。私たちは、監査

意見の基礎となる十分且つ適切な監査証拠を入手したと判断している。

私たちの意見では、親会社の財務諸表は、フランスの会計原則に準拠して、会社の2014年12月31日現在の

資産、負債及び財政状態並びに同日に終了した年度の経営成績について真実且つ公正な概観を与えている。

 

2  私たちの評価の妥当性

私たちの評価の妥当性に関するフランス商法第L.823-9条の規定に従い、私たちは以下の項目について株主

各位の注意を喚起する。

 

旧GAPC分離ビークルの資産に関する保証メカニズム

親会社の財務諸表に対する注記1.12に記載の通り、BPCEとの間で、ワークアウト・ポートフォリオ管理組

織（GAPC）内に区分された一定の資産をカバーする保証メカニズムが2009年７月１日から設定されている。

私たちはこのメカニズムの監視手続及び親会社の財務諸表における当該取引の処理についてレビューを行っ

ている。

 

金融商品の測定

会社は、内部のモデル及び手法を使用して、活発な市場で取引されていない金融商品の測定及び一定の減

損損失の計上を行っている（親会社の財務諸表に対する注記1.6、18、29及び36）。私たちは、特定の市場が

活発でなかったか否かの評価、モデルの検証及び使用されたパラメータの定義に関連した統制手続をレ

ビューした。

 

信用リスク及び相手先リスクに関する減損及び引当金

会社は、その活動に内在する信用リスク及び相手先リスクをカバーするために減損損失及び引当金を認識

している（親会社の財務諸表に対する注記1.1、３、４、６、18及び33）。私たちは、信用及び相手先リスク

の監視、回収不能リスクの評価、並びに対応する個別及び集合的な減損及び引当金の計算に関連した統制手

続をレビューした。
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投資有価証券、関連会社に対する持分及びその他の長期有価証券

ナティクシスは、子会社に対する投資の評価を更新している（会社の財務諸表に対する注記1.2、７及び

34）。私たちは、この作業の実施に使用された手法並びに主要な仮定及びパラメータをレビューした。

 

従業員給付債務

会社は、従業員給付債務をカバーするために引当金を認識している（会社の財務諸表に対する注記1.8、18

及び32）。私たちは、これらの給付債務の測定に使用された手法並びに適用された主要な仮定及びパラメー

タを検証した。

 

その他の引当金

会社は、その事業活動から発生する偶発事象及び訴訟をカバーするために引当金を計上している（親会社

の財務諸表に対する注記1.1、1.2、1.6及び18）。私たちは、これらの引当金の測定に使用された手法及び適

用された主要な仮定を検証した。

 

これらの評価は、全体としての財務諸表に対する私たちの監査の一環として行われたものであり、このた

め本報告書の第I項において表明した私たちの監査意見の形成に寄与していた。

 

3  特定の検証及び情報

フランスにおいて適用される専門的基準に準拠して、私たちはまた、フランスの法律で要求される特定の

検証を実施した。

取締役会の経営報告書並びに財政状態及び親会社の財務諸表に関する株主宛書類に示された情報の適正な

表示及び財務諸表との整合性に関して、私たちが報告すべき事項はない。

フランス商法第L.225-102-1条の規定に従って記載された執行役の報酬及び給付並びに執行役のためのその

他のコミットメントに関する情報について、私たちは、財務諸表又は財務諸表の作成に使用された基礎とな

る情報、及び、該当する場合には会社を支配する会社又は会社の支配下にある会社から入手した情報との整

合性を検証した。こうした作業に基づき、私たちはこの情報の正確性及び適正な表示を保証している。

フランスの法律に従って、私たちは、投資及び支配持分の取得並びに株主及び議決権保有者の特定に関す

る様々な情報が経営報告書において適切に開示されていることを確認した。

 

ヌイイ・シュール・セーヌ市及びパリ・ラ・デファンス、2015年３月12日

 

デロイト・エ・アソシエ マザー カーペーエムジェー・オーディット

カーペーエムジェー・エス・アの

部門

ジョゼ・ルイス・ガルシア

ジャン・マルク・ミクレール

ミッシェル・ベルベ・マサン

エマニュエル・ドースマン

ジャン・フランソワ・ダンデ
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NATIXIS S.A.

 

Siège social : 30, avenue Pierre Mendès-France - 75013 Paris

Capital social : €.4 986 412 193.60

 

Rapport des commissaires aux comptes sur les comptes annuels

Exercice clos le 31 décembre 2014

 

 

 

Aux actionnaires,  

En exécution de la mission qui nous a été confiée par votre Assemblée générale, nous vous présentons notre

rapport relatif à l'exercice clos le 31 décembre 2014, sur :

- le contrôle des comptes annuels de la société Natixis S.A., tels qu'ils sont joints au présent rapport ;

- la justification de nos appréciations ;

- les vérifications et informations spécifiques prévues par la loi.

 

Les comptes annuels ont été arrêtés par le Conseil d’administration. Il nous appartient, sur la base de notre

audit, d'exprimer une opinion sur ces comptes.

 

 
1 Opinion sur les comptes annuels
 

Nous avons effectué notre audit selon les normes d’exercice professionnel applicables en France ; ces normes

requièrent la mise en œuvre de diligences permettant d'obtenir l'assurance raisonnable que les comptes

annuels ne comportent pas d'anomalies significatives. Un audit consiste à vérifier, par sondages ou au moyen

d’autres méthodes de sélection, les éléments justifiant des montants et informations figurant dans les comptes

annuels. Il consiste également à apprécier les principes comptables suivis, les estimations significatives

retenues et la présentation d’ensemble des comptes. Nous estimons que les éléments que nous avons collectés

sont suffisants et appropriés pour fonder notre opinion.

 

Nous certifions que les comptes annuels sont, au regard des règles et principes comptables français, réguliers

et sincères et donnent une image fidèle du résultat des opérations de l'exercice écoulé ainsi que de la situation

financière et du patrimoine de la société à la fin de cet exercice.

 

 
2 Justification des appréciations
 

En application des dispositions de l’article L. 823-9 du code de commerce relatives à la justification de nos

appréciations, nous portons à votre connaissance les éléments suivants :
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Dispositif de garantie des actifs de l’ex-canton GAPC

 

Comme indiqué au paragraphe 12 de la note 1 de l’annexe, un dispositif de protection par BPCE d’une partie

des actifs de l’ex-canton Gestion Active des Portefeuilles Cantonnés (GAPC) est en place depuis le 1
er

juillet

2009. Nous avons examiné les modalités de suivi de ce dispositif et le traitement de cette opération dans les

comptes annuels.

 

Valorisation des instruments financiers

 

La société utilise des modèles internes pour la valorisation des instruments financiers qui ne sont pas traités

sur des marchés actifs, ainsi que pour la constitution de certaines dépréciations (paragraphe 6 de la note 1,

notes 18, 29 et 36 de l’annexe). Nous avons examiné le dispositif de contrôle relatif à la détermination du

caractère inactif d’un marché, à la vérification des modèles et à la détermination des paramètres utilisés.

 

Dépréciation et provisionnement des risques de crédit et de contrepartie

 

La société comptabilise des dépréciations et des provisions pour couvrir les risques de crédit et de contrepartie

inhérents à ses activités (paragraphe 1 de la note 1, notes 3, 4, 6, 18 et 33 de l’annexe). Nous avons examiné

le dispositif de contrôle relatif au suivi des risques de crédit et de contrepartie, à l’appréciation des risques de

non-recouvrement et à la détermination des dépréciations et provisions y afférentes sur base individuelle et de

portefeuilles.

 

Titres de participation, parts dans les entreprises liées et autres titres détenus à long terme

 

Natixis procède à des travaux d’actualisation de l'évaluation des titres de ses filiales (paragraphe 2 de la note

1, notes 7 et 34 de l’annexe). Nous avons examiné les modalités de mise en œuvre de ces travaux ainsi que les

principales hypothèses et paramètres utilisés.

 

Engagements sociaux

 

La société constitue des provisions pour couvrir les engagements sociaux (paragraphe 8 de la note 1, notes 18

et 32 de l’annexe). Nous avons examiné la méthodologie d'évaluation de ces engagements, ainsi que les

principales hypothèses et paramètres utilisés.

 

Autres provisions

La société constitue des provisions pour couvrir les risques et les litiges générés par son activité (paragraphes

1, 2 et 6 de la note 1 et note 18 de l'annexe). Nous avons examiné la méthodologie d'évaluation de ces

provisions, ainsi que les principales hypothèses utilisées.

 

 

Les appréciations ainsi portées s'inscrivent dans le cadre de notre démarche d'audit des comptes annuels, pris

dans leur ensemble, et ont donc contribué à la formation de notre opinion exprimée dans la première partie de

ce rapport.
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3 Vérifications et informations spécifiques
 

Nous avons également procédé, conformément aux normes d’exercice professionnel applicables en France,

aux vérifications spécifiques prévues par la loi.

 

Nous n'avons pas d'observation à formuler sur la sincérité et la concordance avec les comptes annuels des

informations données dans le rapport de gestion du Conseil d’administration et dans les documents adressés

aux actionnaires sur la situation financière et les comptes annuels.

 

Concernant les informations fournies en application des dispositions de l’article L. 225-102-1 du Code de

commerce sur les rémunérations et avantages versés aux mandataires sociaux ainsi que sur les engagements

consentis en leur faveur, nous avons vérifié leur concordance avec les comptes ou avec les données ayant

servi à l’établissement de ces comptes et, le cas échéant, avec les éléments recueillis par la société auprès des

sociétés la contrôlant ou contrôlées par elle. Sur la base de ces travaux, nous attestons l’exactitude et la

sincérité de ces informations.

 

En application de la loi, nous nous sommes assurés que les diverses informations relatives aux prises de
participation et de contrôle, et à l’identité des détenteurs du capital ou des droits de vote vous ont été
communiquées dans le rapport de gestion.

 

 

 

Fait à Neuilly-sur-Seine et Paris-La-Défense, le 12 mars 2015

 

Les commissaires aux comptes

 

DELOITTE & ASSOCIES

 

MAZARS

 

KPMG Audit

Département de KPMG SA

 

 

 

José-Luis

Garcia

Jean-Marc

Mickeler

Michel Barbet-

Massin

Emmanuel

Dooseman

Jean-François Dandé
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